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はじめに   

日本 1 、イタリア、 ドイツ、フランスの 2 0 2 2 年現在の高齢者人口は、それぞ

れ日本 3 , 6 2 4 万人（総人口 1 2 , 4 9 5 万人、高齢化率 2 9 . 0 % ） 、 イタリア 1 , 4 0 5

万人（総人口 5 , 9 0 3 万人、高齢化率 2 3 . 8 % ） 、 ドイツ 1 , 8 2 7 万人（総人口 8 , 4 3 6

万人、高齢化率 2 1 . 7 % ） 、 フランス 1 , 4 2 1 万人（総人口 6 , 7 9 3 万人、高齢化率

2 0 . 9 % ） である 2 。総人口に占める高齢化率も各国で右肩上がりの状況にある

が 、 この高 齢 化 の 傾 向 は 触 法 者 ・受刑者に つ い ても顕著に 見られると ころ であ

る。  

2 0 2 2 年現在、日本の刑事施設内に収容されている 2 0 歳以上の成人中の高

齢者層（ 6 0 歳以上）受刑者数の割合は 2 1 . 5 % （ 2 0 歳以上受刑者数 3 8 , 8 3 5 人、

6 0 歳以上受刑者数 7 , 7 2 1 人）である 3 。日本では、高齢（ 6 5 歳以上）触法者

の処遇は施設内処遇が主流である。しかし 、海外に目をむけると、 2 0 2 2 年現在、

イタリアでは、刑事施設における 1 8 歳以上の年末収容人員 （裁判確定前の勾

留中の者等を含む。 ）は 5 9 , 1 9 6 人、そのうち高齢者層は 5 , 6 3 0 人（ 1 0 . 0 % ）で

ある 4 。イ タリアでは、 1 9 4 7 年公布のイタリア共和国憲法第 2 7 条にて、刑罰

の目的を更生と規定している。さらに 1 9 7 5 年法律 3 5 4 号は、憲法第 2 7 条を

実現するための制度として、拘禁代替刑など刑の執行内容を決定する特別な裁

 
1  総務省統計局  人口推計 ： h t t p s : / / w w w . e - s t a t . g o . j p / s t a t -

s e a r c h / f i l e s ? p a g e = 1 & l a y o u t = d a t a l i s t & t o u k e i = 0 0 2 0 0 5 2 4 & t s t a t = 0 0 0

0 0 0 0 9 0 0 0 1 & c y c l e = 7 & t c l a s s 1 = 0 0 0 0 0 1 0 1 1 6 7 9 & t c l a s s 2 v a l = 0  ( 2 0 2 4 年

9 月 2 7 日閲覧 ) 。   
2  イタリア ： イ タリア国家統計局 （ I t a l i a n  N a t i o n a l  I n s t i t u t e  o f  S t a t i s t i c s  

( I S T A T ) ） :  h t t p s : / / w w w . i s t a t . i t / e n /  、 ドイツ ： ドイツ連邦統計局

( F e d e r a l  S t a t i s t i c a l  O f f i c e ) :  

h t t p s : / / w w w . d e s t a t i s . d e / E N / H o m e / _ n o d e . h t m l  、 フランス ： フランス国

立統計経済研究所 ( N a t i o n a l  I n s t i t u t e  o f  S t a t i s t i c s  a n d  E c o n o m i c  

S t u d i e s  ( I N S E E ) ) ：  h t t p s : / / w w w . i n s e e . f r / e n / a c c u e i l  （ 2 0 2 4 年 9 月

2 7 日閲覧 ） 。   
3  矯正統計統計表 ：

h t t p s : / / w w w . m o j . g o . j p / h o u s e i / t o u k e i / t o u k e i _ i c h i r a n _ k o u s e i . h t m l  

（ 2 0 2 4 年 9 月 2 6 日閲覧 ) 。   
4  h t t p : / / d a t i . i s t a t . i t / I n d e x . a s p x ? Q u e r y I d = 2 5 2 5 8  （ 2 0 2 4 年 9 月 2 6 日

閲覧 ） 。イ タリアの高齢触法者の処遇については、浜井浩一 「イ タリアにおける触

法障害 ・高齢者の処遇について 」刑事弁護第 6 5 号 （ 2 0 1 1 年 ） 1 6 7 - 1 7 2 頁、浜

井浩一 『罪を犯した人を排除しないイタリアの挑戦 :  隔離から地域での自立支援

へ 』 ( 2 0 1 3 年 ) 、浜井浩一 「イ タリアの社会内処遇 」更生保護学研究第 7 号

( 2 0 1 5 年 ) 5 3 - 5 9 頁 ） 、法務総合研究所研究部研究部報告 5 6 『 高齢者及び精

神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究 』 （ 2 0 1 7 年 ） 1 3 8 - 1 5 1 頁、法務総

合研究所 『平成 3 0 年版犯罪白書 』 （ 2 0 1 8 年 ） 3 9 3 頁を参照。   

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&tclass1=000001011679&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&tclass1=000001011679&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&tclass1=000001011679&tclass2val=0
https://www.istat.it/en/
https://www.destatis.de/EN/Home/_node.html
https://www.insee.fr/en/accueil
https://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_kousei.html
http://dati.istat.it/Index.aspx?QueryId=25258
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判所を設置し 、刑事司法内のソーシャルサービスを整備して いる 。 これにより 、

イタリアでは、 7 0 歳以上の高齢触法者は、原則として刑務所に収容されない。

ドイツでは、 2 1 歳以上成人収容者数は 4 0 , 3 2 9 人、そのうち高齢者層は 2 , 1 5 1

人（ 5 . 3 % ） である 5 。 フランスでは、収監記録登録者総数は 8 3 , 2 6 7 人、そのう

ち高齢者層は 3 , 4 8 5 人（ 4 . 2 % ） である 6 。各国とも高齢化に準じて刑事施設で

の高齢化が進んでいる。 2 0 2 2 年の 6 0 歳以上の人口千人当たりの高齢者層の

受刑者数は、日本 1 8 人、イタリア 3 1 人、ドイツ 9 人、フランス 1 9 人で、日本

はイ タリア より少 な く 、 フ ランス とほぼ同数であ るから 、高齢者の犯罪傾向が各

国と比べて突出しているわけでは決してない。しかしながら、施設内処遇に目を

向けると、上記の通り、日本の刑事施設の高齢者層率はイタリアの 2 倍強、フラ

ンスの 5 倍弱と突出している。このように、日本と比べイタリア、 ドイツ、フランス

の高齢触法者の処遇は、明らかに異なっているのである。   

加えて、 2 0 1 5 年の調査によれば、日本の刑事施設には、認知症傾向のある

者若し くはその疑いがある者がおよそ 1 , 1 0 0 人程度収容されている 7 。 これら

の受刑者には、刑事施設内での服役中に発症したものに加え、入所時において

すでに 「認知症又は認知症の疑い 」ある者も相当数含まれている。又、 2 0 1 9 年

に入所した 6 0 歳以上の受刑者 9 4 8 人中 1 3 3 人（ 1 4 . 0 % ） が簡易検査で 「認知

症傾向あり 」 と判定され、このうちの 4 1 人 （ 4 . 3 % 、全員男性 ) が医師により 「認

知症又は認知症の疑い」 と診断された。拠点刑事施設では再犯者ら犯罪傾向が

進んだ受刑者を受け入れていることもあり 、この 4 1 人中 4 0 人は再犯とされる
8 。 2 0 2 2 年の新規刑事施設入所者の内、精神障害 （統合失調症、精神作用物

質による急性中毒若し くはその依存症、知的障害、精神病質又はその他の精神

疾患 ）があり 、精神保健指定医の診断により医療及び保護の対象とされた者は

2 , 4 4 6 人である 9 。日本では、刑事施設新規入所者に占める精神障害者数の

統計は取得されているもの の 、認知症罹患者を 含めた 精神障害受刑者の収監

者数の統計は 取 得 され てい ない 。 このような統計が取得されてい ない のはイ タ

 
5  ドイツの刑事施設の統計は、 J u s t i z  u n d  R e c h t s p f l e g e :  

h t t p s : / / w w w . d e s t a t i s . d e / D E / T h e m e n / S t a a t / J u s t i z -

R e c h t s p f l e g e / _ i n h a l t . h t m l # s p r g 2 3 4 4 5 6  による （ 2 0 2 4 年 9 月 2 8 日閲

覧 ） 。   
6  S é r i e s  s t a t i s t i q u e s  d e s  p e r s o n n e s  p l a c é e s  s o u s  m a i n  d e  j u s t i c e  

1 9 8 0 - 2 0 2 3 .  S t a t i s t i q u e s  p é n i t e n t i a i r e s  :  S é r i e s  s t a t i s t i q u e s  d e s  

p e r s o n n e s  p l a c é e s  s o u s  m a i n  d e  j u s t i c e  ：  

h t t p s : / / w w w . j u s t i c e . g o u v . f r / d o c u m e n t a t i o n / e t u d e s - e t -

s t a t i s t i q u e s / s e r i e s - s t a t i s t i q u e s - p e r s o n n e s - p l a c e e s - m a i n -

j u s t i c e - 1  （ 2 0 2 4 年 9 月 2 7 日閲覧 ） 。 フランスでは、高齢犯罪に対して拘禁

的措置を回避することで、合意が得られているとされる （安田恵美 『高齢者の犯

罪者の権利保障と社会復帰 』 （ 2 0 1 7 年 ） 6 頁 ） 。   
7  法務省 『令和 2 年版再犯防止推進白書 』 （ 2 0 2 0 年 ） 2 4 7 頁注 5 。   
8  毎日新聞 2 0 2 0 年 6 月 2 8 日東京朝刊 1 頁。   
9  法務省法務総合研究所 『令和 5 年版犯罪白書 』 （ 2 0 2 3 年 ） 2 4 3 頁注 2 。   

https://www.destatis.de/DE/Themen/Staat/Justiz-Rechtspflege/_inhalt.html#sprg234456%E3%81%AB
https://www.destatis.de/DE/Themen/Staat/Justiz-Rechtspflege/_inhalt.html#sprg234456%E3%81%AB
https://www.justice.gouv.fr/documentation/etudes-et-statistiques/series-statistiques-personnes-placees-main-justice-1
https://www.justice.gouv.fr/documentation/etudes-et-statistiques/series-statistiques-personnes-placees-main-justice-1
https://www.justice.gouv.fr/documentation/etudes-et-statistiques/series-statistiques-personnes-placees-main-justice-1
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リア 、 ドイツ 、 フ ランスも同様である 1 0 。 もっ とも 、 これら３国では、そもそも精

神障害触法者を刑事施設に収監することが少な く 、統計を取得する必要性に乏

しいと思われる。   

日本の最高裁判所は、刑罰を科す意義について、 「殺人、放火、強盗、窃盗

などの犯罪は、国民の生命、身体、財産、生活の平穏、社会公共の秩序といっ

た、国民や社会、国家の重要な利益を侵すものです。しかし、犯罪の被害を受

けた人が、直接犯人に報復したのでは、かえって社会の秩序が乱れてしまいま

す。そこで、国が、このような犯罪を犯した者に対して刑罰を科すことにより 、こ

れらの重要な利益を守っています。 」 1 1 と説明している。このような考え方は、

報復（応報 ）や威嚇（一般予防）を基礎とするものと考えることができよう 1 2 。

このように、日本における刑罰は、応報・一般予防の色彩が強く、軽微な犯罪を

おこなった高齢者や精神障害者も、再犯であれば施設内処遇が中心となる。

2 0 2 2 年と 2 0 0 6 年の再犯入所状況を見ると、 2 0 2 2 年の高齢者層の再犯入所

率は 7 1 . 4 % （ 2 0 - 5 9 歳の再入所率 5 2 . 9 % ） で 、 2 0 0 6 年の高齢者層の再犯入所

率 6 9 . 0 % （ 2 0 - 5 9 歳の再入所率 4 7 . 7 % ） より増加している。 2 0 2 2 年の高齢者

層の 5 度以上の再犯入所者の割合は 4 2 . 4 % （ 2 0 0 6 年 4 3 . 7 % ） である。 2 0 2 2

年の精神障害者の再犯入所率は 6 6 . 7 % （精神障害のない者の再入所率

4 9 . 5 % ） で 、 2 0 0 6 年の精神障害者の再犯入所率 5 9 . 5 % （精神障害のない者の

再入所率 8 4 . 8 % ） よ り増加している。 2 0 2 2 年の精神障害者の 5 度以上の再犯

入所者の割合は 2 8 . 9 % （ 2 0 0 6 年 2 3 . 2 % ） である。このように、日本での高齢者

層や精神障害者の再犯入所率は極めて高く 、入所度数も多い。日本でも近年

は、高齢触法者に対し出所支援や入口支援が行われるようになっているが、再

入所率はさほど縮小していないのが実情である。このような状況を受け、近年

は、高齢触法者に施設内処遇による刑罰を科すことによる効果を疑問視する指

摘も見られる 1 3 。   

 

上記のように 、日本の刑事施設での高齢者率は急増している 。安田准教授

は、高齢者が「経済的困窮」 、 「衣食住が不十分な状態」 、 「隔離 」 、 「サービス

へのアクセスの不平 等 」 といった 問題を 抱えてい る状態を 、 「 社会的排除 」状

 
1 0  ドイツでは、保安処分を受けた者の統計は取得されている 。   
1 1  最高裁判所編 「裁判員制度ナビゲーション （改訂版 ） （ 2 0 2 0 年 1 0 月発行 ） 」

（ 「裁判員制度ナビゲーション 」 と表記する ） 1 頁。

h t t p s : / / w w w . s a i b a n i n . c o u r t s . g o . j p / v i d e o p a m p h / p a m p h / n a v i . h t m l  

（ 2 0 2 4 年 4 月 7 日閲覧 ） 。   
1 2  吉田敏雄 『犯罪司法における修復的正義 』 （ 2 0 0 6 年 ） 1 0 0 頁。   
1 3  佐藤誠 「刑事施設の精神科医療 」早稲田大学社会安全政策研究所紀要 2 0 1 2

年第 4 巻 （ 2 0 1 2 年 ） 2 0 3 頁、認知症受刑者について、野村俊明 「高齢受刑者へ

の支援 （特集  犯罪 ・非行臨床を学ぼう ） - - （ 犯罪 ・非行臨床を学ぼう ） 」臨床心

理学第 1 7 巻第 6 号 （ 2 0 1 7 年 ） 8 0 2 - 8 0 3 頁、他に、金澤真理 「対人援助ニーズ

を有する者に関する刑罰制度の問題 」刑事立法研究会 『 「司法と福祉の連携 」の

展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 1 8 7 頁参照。 「社会的排除のスパイラル 」の問題に関

し、葛野尋之 「新自由主義、社会的排除と刑事司法─日本の場合─ 」 『斉藤豊治

先生古稀祝賀論文集 』 2 0 1 2 年。葛野尋之 「高齢者犯罪と刑事手続 （特集  高齢

社会と刑事政策 ） 」刑法雑誌第 5 3 巻 3 号 （ 2 0 1 4 年 ） 3 9 7 頁、髙山佳奈子 「高齢

犯罪者の実態と特質 （特集  高齢社会と刑事政策 ） 」刑法雑誌第 5 3 巻 3 号

（ 2 0 1 4 年 ） 3 8 9 頁。拙者 「日独高齢犯罪者の処遇－認知症触法者への対応 」法

政論叢第 5 8 巻 1 号 （ 2 0 2 2 年 ）も参照。   

https://www.saibanin.courts.go.jp/videopamph/pamph/navi.html
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態であ ると説 明 する 。そ して 、社会的排除状態に ある高齢者は、施設内処遇

で一時的に衣食住を確保できるが、刑事施設から出た瞬間、根本的な解決が

なされないまま刑事施設に入る前の社会的排除状態に引き戻され、 さらに刑

事施設での拘禁という経験によって 、社会的排除状態がより悪化するおそれ

さ えあ る と す る 。又 、 拘 禁 刑 に は 、 社会 生 活を 営 むに 必要 な能 力を 失 う 危険

性もあると される 。すなわち、刑事施設内で長期にわたり生活するこ とで 、自

分自身で考え行動する力が衰え、コ ミュニケーシ ョン能力が低下し、思いを伝

えるこ とを 我慢 する反動 で 、怒り や不快感を示すた め暴れるなどの行動につ

ながりうるというのである 1 4 。   

2 0 2 2 年の高齢者層刑事施設新規入所者 2 , 9 1 7 人の内、重大な他害行為

に出ていなかった者は 2 , 7 4 2 人（対高齢者層総数割合 9 4 . 0 % ） 、 その中でも

とりわけ比較的軽微な者は 2 , 4 5 8 人 （対高齢者層総数割合 8 4 . 3 % ） と大半を

占める。比較的軽微な者の罪名内訳は、万引きなどを含む窃盗罪 1 , 5 9 1 人

（対 2 0 歳以上の成人割合 3 0 . 3 % ） 、麻薬及び向精神薬取締法違反含む覚醒

剤取締法違反 3 6 7 人（対 2 0 歳以上の成人割合 1 0 . 9 % ） 、詐欺罪 1 9 0 人（対

2 0 歳以上の成人割合 1 4 . 2 % ） 、道路交通法違反 2 2 1 人（対 2 0 歳以上の成

人割合 2 8 . 1 % ） 、暴行など （住居侵入、脅迫、恐喝、盗品等関係、軽犯罪法違

反を含む） 8 9 人（対 2 0 歳以上の成人割合 2 1 . 5 % ） などである。尚、 2 0 2 2 年

の新規入所高齢者層の刑期を見ると、刑期 1 年以下の者は 2 9 . 6 % 、 2 年以

下は 6 4 . 2 % である。このように、高齢受刑者の刑は決して重いとは言えない

が、高齢であることに鑑みると、 1 年超の施設内処遇でさえも 、認知症を発症

するリスクを大幅に高めることは否定できまい。  

 

人が認 知症を 発症 した場合 、記銘力の減衰、 若し くは前頭葉が侵されるこ

とによる制御能力の減衰を生じ、一度発症すると不可逆で回復は見込めない。

さらに 、認知症は、クレプトマニア 、薬物依存症、知的障害、内因性精神障害

など 、精 神 障 害 触 法 者 が しば しば罹 患し てい る疾 病と も同時 に 発症す るこ と

が多々あ る 。又 、認 知 症 は 年 齢と と もに 発症リ スクが増すた め 、刑事施設入

所時には確たる症状が現れていなかった者が、拘禁刑を受刑している間に発

症することもある。   

認知症が進行すると 、記銘力や制御能力の喪失により 、自らが犯した罪や、

なぜ刑に服しているのかさえも忘却し 、現在刑罰を受けていることさえ理解で

き ない 状態 に なるこ と もあ り う る 。 そ うな る と 、刑罰に よ る受 刑者の規範力の

覚醒は望めず、 したがって施設内処遇での更生はむずかしいと言わざるを得

な い 。 さ ら に 、 認 知 能 力 の 低 下 に よ り 、 身 体 能 力 に 関 係 す る 日 常 生 活 動 作

（ A D L ） の 低 下 を招き 、常時 介護の必要な状態に 至った 場合に は 、刑務作業

の従事が困難となり 、実質的受刑能力を喪失する。   

刑事施設では、認知症の治療を行う環境、設備が不十分であるため、その

症状の進行を抑制することが困難で、認知症は確実に悪化する。その結果、

刑事施設 での 収 容 は 高 齢 受 刑者の一時的な社会からの隔 離に しかならず 、

 
1 4  安田恵美 「拘禁の弊害と社会復帰 」法学セミナー第 6 2 巻第 1 1 号 （ 2 0 1 5 年 ）

3 4 - 3 5 頁。   
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出所後の、万引きなどの認知症に起因する常同行為 1 5 を防ぐことも難しい。   

これに 対 応 すべ く 、 近 年 は 、刑事 施設の バリ ア フ リ ー化 、刑 事施設内 での

受刑者の介護等の対応もとられているが、刑務官の負担は当然に増大する。

刑罰の執 行 と認 知症対 応 （進 行の抑制と介護 ）の改善とのジレンマに 陥って

いるというのが、日本の施設内処遇での高齢受刑者対応の実情といえよう。   

安田准教授は、高齢者の場合、適切 ・十分な介護 ・介助や運動が日常生活

動作 ( A D L ） の維持にとって極めて重要であるにも関わらず、不適切な対応に

より 、認知症の発症 や悪化の原因にもなることがあ ると指摘する 1 6 。浜井

教授も 、日 常 行 動 が 高 度 に ル ーテ ィ ー ン 化さ れ 、 変化 が少 な く 、 自発 的な判

断を必要としない環境に置かれた場合、一般社会よりも認知症の症状が見え

に く く 、発見 ・診断が遅れる危険性があり 1 7 、 さらに 、認知症傾向のある高

齢者は、刑事施設の保全や清掃、調理などの自営作業や商品の生産作業に

就かせるこ とは でき ず 、懲 役 刑の執行だけ を 目的とした 作業を 強制するしか

ないのが実情であると指摘する 1 8 。   

 

現行の 医 療観 察 制度 （医 療観察法 ：心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法律）は、精神の障害のために善悪の

区別がつかないなどといった、通常の刑事責任を問えない心神喪失又は心神

耗弱の状態 ( 刑法 3 9 条 ) で、殺人、放火、強盗、不同意性交等、不同意わい

せつ （ これらの未 遂 も含む ） 、傷害 （軽微なものは対象とならないこ ともあ る ）

などの重大な他害行為 ( 医療観察法第 2 条第 1 項 ) を行った者の社会復帰を

促進することを目的とした処遇制度である 1 9 。 したがって、認知症罹患者に

多い 、主に 軽 微 な 犯 罪 と され る 万引など の窃盗 、交通事 犯 、 軽微な暴行 ・傷

害などは対象外とされる。 2 0 2 2 年の刑事施設新規入所者で精神障害がある

とされた者 2 , 4 4 6 人の内、重大な他害行為に該当しなかった者は 2 , 1 6 7 人

（対精神障害者総数 8 8 . 6 % ） である。この中でもとりわけ比較的軽微な者は、

1 , 9 2 7 人（対精神障害者総数割合 7 8 . 8 % ） と圧倒的に多い。精神障害新規入

所者中比較的軽微な者の罪名内訳は、万引きなどを含む窃盗罪 9 5 8 人 （対

窃盗総数の精神障害者割合 1 8 . 2 % ） 、 麻薬及び向精神薬取締法違反含む覚

醒剤取締法違反 6 6 0 人（対該当総数の精神障害者割合 1 9 . 7 % ） 、詐欺罪 1 4 6

 
1 5  常同行為については、拙稿 「認知症罹患者の常習的窃盗に関する一考察 」北海

学園大学大学院法学研究科論集第 2 0 号 （ 2 0 1 9 年 ） 5 頁参照。   
1 6  安田恵美 「拘禁の弊害と社会復帰 」法学セミナー第 6 2 巻第 1 1 号 （ 2 0 1 5 年 ）

3 5 頁。   
1 7  浜井浩一 「法律家のための犯罪学入門 ( 第 3 1 回 ) 刑事司法と認知症  :  認知症

受刑者から見える刑事司法の課題 」刑事弁護第 9 1 号 （ 2 0 1 7 年 ） 1 7 9 頁。   
1 8  浜井浩一 「法律家のための犯罪学入門 ( 第 3 0 回 ) 懲役刑の廃止と自由刑の一

本化の課題 」刑事弁護第 9 0 号 （ 2 0 1 7 年 ） 1 7 6 頁。   
1 9  法務省医療観察制度

h t t p s : / / w w w . m o j . g o . j p / h o g o 1 / s o u m u / h o g o _ h o g o 1 1 . h t m l  ( 2 0 2 1 年

1 2 月 9 日閲覧 ） 。   
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人（対詐欺総数の精神障害者割合 1 0 . 9 % ） 、道路交通法違反 8 6 人 （対道路

交通法違反総数の精神障害者割合 1 0 . 9 % ） 、暴行など （住居侵入、脅迫、恐

喝、盗品等関係 、軽 犯罪法違反を含む ） 7 7 人 （対該当総数の精神障害者割

合 1 8 . 6 % ） などである。  

精神障害者の 矯正に 関する個別統計につ いても 、精神障害新規入所者の

罪名別刑期別統計、罪名別年齢統計が取得されていない上、前述のとおり刑

事施設においてどれだけの精神障害者がいるのかも明らかにされていない。

尚、精神保健福祉法 （精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）第 2 6 条

により 、精神障害者に適時適切な医療及び保護を提供する趣旨から、警察官、

検察官、保護観察所の長及び矯正施設の長に対しては通報義務が課せられ

ているが、 2 0 1 2 年から 2 0 2 2 年にかけて通報が行われた出所者数と精神障

害新規入所者数とを比較すると、前者が後者を下回った年度は一度もないの

で あ り 、入 所 時 より 出 所 時 に 精神障害者が増加してい るこ とは否定でき ない

のではなかろ うか 。 これに鑑みると 、精神障害者が精神 保険福祉法による適

切な治療やメンタルヘルス ・ケアを受けることのないまま 、刑事施設にて刑に

服したことにより精神障害が悪化したり、例えば知的障害をもつ者が、刑事施

設内で認知 症 や統 合失 調 症 などの新た な精神障害を 発症する可能性もあ る

ように思われる。   

現行の医療観察制度は、心神喪失又は心神耗弱の状態で他害行為を行っ

た場合に適用 ( 医療観察法第 1 条第 1 項、第 2 条第 2 項 2 号 ) されるため、

心神喪失又は心神耗弱の状態に至らない精神障害者は、医療観察制度の対

象外となる 。又 、医療観察制度は、精神障害触法者の社会復帰を促進するこ

とを目的とした処遇制度であり 、治療改善が望める者を対象とする。 しかしな

がら、認知症は不可逆的で、現在の医療水準では改善を望むことがむずかし

く 、知的障害 者、高 次脳機能 障害な ども同様に治療改善が望めない 。 したが

って、これらの者に医療観察制度を適用することは困難 2 0 （ 2 0 2 4 年 4 月 1

日現在、医療観察法による入院対象者のうち、国際疾病分類第 1 0 改訂版に

基づく分類 「 F 0  症状性を含む器質性精神障害」は 2 人、 「 F 7  精神遅滞 ［知

的障害］ 」は 4 人 ）であり、これらの者の処遇改善は、病状の回復よりも進行

の抑制や介護 ・監護 ・生活基盤の援助などの福祉的側面を中心とせざるを得

ない。   

このように 、現行の医療観察制度は、認知症や知的障害 （高次脳機能障害

含む ）に よ る触 法 者 に は 対 応 でき ず 、 こ れらの者に つ い ては 、根本的な原因

を解決できないまま、刑事施設での施設内処遇が選択される場合が多い。こ

の矛盾を解消するためには、現行の医療観察制度での治療と観察とは異なる、

新たな処遇制度を模索してい く必要があろう。   

 
2 0  厚生労働省 「心神喪失者等医療観察法による入院対象者の状況 」

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s e i s a k u n i t s u i t e / b u n y a / h u k u s h i _ k a i g o

/ s h o u g a i s h a h u k u s h i / s i n s i n / n y u i n . h t m l  （ 2 0 2 4 年 1 1 月 4 日閲覧 ）参

照。   

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/nyuin.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/nyuin.html
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従来の、応報刑、目的刑 （一般予防 ） といった伝統的な刑罰主義は、はじめ

に刑罰ありきとした上で、刑罰を科す理由を説明しようとする。もっとも近年は、

従来の刑事司法のあり方への対案のひとつとして 、 「治療的司法 」 とい う新し

い ア プローチ が 提 唱 され てい る 。 これは 、 ア メ リ カ に お い て 、犯罪を 犯した 者

が抱える問題に着目し 、その解決を通じて再犯防止を目指す司法観 ・手続モ

デルとして展開されたものである 2 1 。治療的司法における司法モデルとして 、

ア メ リ カ 、 イギリ ス 、 カナダ 、オ ース ト ラ リ ア等で導入 ・運営され成果を上げて

いる 「問題解決型裁判所（ p r o b l e m - s o l v i n g  c o u r t ） 」がある 2 2 。  

問題解決型裁判所は、犯罪を犯した者が抱える根本的な問題を解決するこ

とを目指しており 、薬物犯罪者の薬物依存の解決を目指すドラ ッグ ・ コー トが

その始まりである 。精神障害触法者を対象とする問題解決型裁判所は、精神

保健裁判所 （ メン タルヘルス ・ コー ト ） と呼ばれる。オースト ラリアでは、 メンタ

ルヘルス ・ コートが精神障害触法者の処遇の主流であるが、ダイバージョン方

式 、 すな わ ち 、 メ ン タ ル ヘ ル ス ・ コ ー ト の よ う な特 別な裁 判所 を 設置せ ず 、 精

神障害触法者に刑罰を科すのではなく治療 ・ケア等を科すことにより 、精神障

害触法者の問題を解決させ更生 ・社会復帰に繋げる方法を採る州もある 。例

えば、オーストラリアのニューサウスウェールズ ( N S W ) 州は、障害者に関する

国際規約や受刑者 処遇に関する国際準則を積極的に採用し 、精神障害触法

者の司法的 権 利 保護 を 図 るため 、治療的司法に 基づいた 刑事政策を進めて

いる。具体的には、精神障害触法者を刑事施設に収容し刑罰を科すのではな

く精神医療 施設 にて治療 する 、ダ イバージ ョ ン制度の法定化を強力に推進し

ているのである。   

N S W 州は近年、精神障害犯罪者のダイバージョンを含めて刑事司法での

処遇を定める 1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法 （ M H F P A :  M e n t a l  H e a l t h  

( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0  ( N S W ) ） を 、 2 0 2 0 年精神保健及び認

知 障 害 法 医 学 規 定 法 （ M H C I F P A ： M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  

I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0 （ N S W ） ） に改定した。この

改定にあたって N S W 州法改定委員会 ( N S W L R C ) が作成した膨大な資料 ( 5

つのコンサルテーション ・ペーパー （ C P 5 : 8 2 頁、 C P 6 ： 2 6 8 頁、 C P 7 ： 7 6 頁、

C P 8 : 1 6 頁、 C P 1 1 : 1 0 7 頁）は、 2 0 1 0 年に公表され、 2 つの報告書（報告書

1 3 5 ： 4 2 6 頁，報告書 1 3 8 ： 4 6 2 頁）は 2 0 1 2 年と 2 0 1 3 年は公表された。 ) と、

その成果として新たに制定された法律は、注目に値する。   

 
2 1  D a v i d  B .  W e x l e r ,  “ I n t r o d u c t i o n  i n  J u d g i n g  i n  a  T h e r a p e u t i c  K e y ：

T h e r a p e u t i c  J u r i s p r u d e n c e  a n d  t h e  C o u r t s ” ,  B r u c e  J .  W i n i c k  &  

D a v i d  B .  W e x l e r  e d s . ,  J u d g i n g  i n  a  T h e r a p e u t i c  K e y :  T h e r a p e u t i c  

J u r i s p r u d e n c e  a n d  t h e  C o u r t s ,  ( 2 0 0 3 ) ,  p . 3 .   

2 2  暮井真絵子 「刑事政策研究室  刑事政策と治療的司法  :  再犯防止を目指した新

たな手続モデル 」罪と罰第 5 5 巻 2 号 （ 2 0 1 8 年 ） 1 1 1 頁。   
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以上を踏まえて、本稿は、まず 、精神障害触法者の司法的権利保護 ・治療的

司法を積極的に進めているオーストラリア N S W 州の、精神障害触法者へのダ

イ バージ ョ ンア プ ロ ーチ 及 び他 州の メン タルヘ ルス ・ コー ト を 俯瞰する 。そ の上

で、改定前の M H F P A の概要を把握し、 N S W L R C が改定にあたって検討した内

容、及び改定後の M H C I F P A の概要を確認して評価する。さらに、イタリア、ド

イ ツ 、 フ ランスでの 受 刑 者 処 遇 や国際規約 ・準則の動向も加味し 、日本の高齢

触法者及び精神 障 害触法者 （以下 、 「高齢 ・精神障害触法 者 」 とい う ） に対する 、

新たな処遇について試論を展開していく 。   
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Ⅰ .  オーストラリアにおける精神障害触法者へのダイバージョンアプロー

チ   

1  精神障害触法者を巡るオーストラリアの司法制度   

1 )  司法制度の概要   

オーストラリアは立憲君主制の連邦国家で、全人口は約 2 , 5 7 5 万人 2 3

である 2 4 。司法管轄 区域はニューサウス ウェールズ 州 ( N S W ) 、 ク ィ ーン

ズラン ド州 ( Q l d ) 、西 オース ト ラ リア州 ( W A ) 、 ビ ク ト リ ア州 ( V i c ) 、南オ ース

トラリア州 ( S A ) 、 タスマニア州 ( T a s ) の 6 つの州及びオーストラリア首都特

別地域 ( A C T ) 2 5 、北部準州 ( N T ) 2 6 、連邦である 2 7 。 これらの司法管

轄区域 ごとに刑 事 法 2 8 、 メ ン タルヘルス 、量刑 （ s e n t e n c i n g ） に関する

独自の法律規定がある。メンタルヘルスにおけるダイバージョンの選択肢も

多様で 2 9 、 メンタルヘルスに関する法律 （精神保健法）も 、 N S W 州 Q l d

州、 V i c 州、 W A 州、 S A 州、 T a s 州、 A C T 及び N T で異なっている 3 0 。   

 
2 3  2 0 2 1 年 9 月時点。出典 ：豪州統計局。   
2 4  オーストラリア連邦には、 6 州 （基本州という ） 、首都特別地域、北部準州のほ

か、クリスマス島、ココス諸島、ジャービス湾特別地域 ( J B T ) 、アシュモア諸島、

カルティエ諸島、珊瑚海諸島などが含まれる （ A u s t r a l i a n  t e r r i t o r i e s ：  

h t t p s : / / w w w . i n f r a s t r u c t u r e . g o v . a u / t e r r i t o r i e s - r e g i o n s -

c i t i e s / a u s t r a l i a n - t e r r i t o r i e s  ）  （ 2 0 2 4 年 4 月 8 日閲覧 ） 。   
2 5  首都特別地域 （ A C T :  A u s t r a l i a n  C a p i t a l  T e r r i t o r y ） 。和名表記は、在日

オーストラリア大使館の 「 a b o u t  A u s t r a l i a  - 司法制度 」 ：

（ h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  ）

に従う （ 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ） 。首都特別地域と北部準州は、憲法上では準

州 ( T e r r i t o r y ) であるが、州 （ S t a t e ） と同格に扱われている 「オーストラリア憲

法 - 概要と注釈 （ A U S T R A L I A ’ S  C O N S T I T U T I O N  W i t h  O v e r v i e w  a n d  

N o t e s ） 」 ：  h t t p s : / / w w w . a p h . g o v . a u / -

/ m e d i a / 0 5 _ A b o u t _ P a r l i a m e n t / 5 2 _ S e n / 5 2 3 _ P P P / 2 0 2 3 _ A u s t r a l i a n _ C

o n s t i t u t i o n . p d f ? l a = e n & h a s h = D 9 1 1 7 4 7 4 4 5 5 D B D 5 D D A A 6 1 E 6 9 9 3 2 9 B 6

4 A 5 9 8 2 9 1 C 1  ）  （ 2 0 2 4 年 4 月 8 日閲覧 ）参照。   
2 6  北部準州 ( N T :  N o r t h e r n  T e r r i t o r y ） 。 ノーザンテリ ト リー特別地域、北部準

州、北部特別地域ともいわれるが、和名表記は、在日オーストラ リア大使館の

「 a b o u t  A u s t r a l i a  - 司法制度 」 ：

（ h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  ）

に従う （ 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ） 。   
2 7  「 a b o u t  A u s t r a l i a  - 司法制度 」 ：

h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  

( D e p a r t m e n t  o f  F o r e i g n  A f f a i r s  a n d  T r a d e  –  a b o u t  A u s t r a l i a  f a c t  

s h e e t  s e r i e s ）  ( 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ) 。   
2 8  日本の刑法、刑事訴訟法、警察法、警察官職務執行法に相当する法律も州によ

って異なる。   
2 9  F i o n a  D a v i d s o n  e t  a l . ,  “ M e n t a l  H e a l t h  a n d  C r i m i n a l  C h a r g e s :  

V a r i a t i o n  i n  D i v e r s i o n  P a t h w a y s  i n  A u s t r a l i a ”  P s y c h i a t r  P s y c h o l  
L a w ,  2 4 ( 6 )  ( 2 0 1 7 ) :  p . 8 8 8 .   

3 0  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 9 1 .  N S W 州 ：  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 0 7 ,  M e n t a l  

H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  

( N S W ) ；  Q l d 州 ：  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 6 ,  P u b l i c  H e a l t h  A c t  2 0 0 5 ,  

https://www.infrastructure.gov.au/territories-regions-cities/australian-territories
https://www.infrastructure.gov.au/territories-regions-cities/australian-territories
https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
https://www.aph.gov.au/-/media/05_About_Parliament/52_Sen/523_PPP/2023_Australian_Constitution.pdf?la=en&hash=D9117474455DBD5DDAA61E699329B64A598291C1
https://www.aph.gov.au/-/media/05_About_Parliament/52_Sen/523_PPP/2023_Australian_Constitution.pdf?la=en&hash=D9117474455DBD5DDAA61E699329B64A598291C1
https://www.aph.gov.au/-/media/05_About_Parliament/52_Sen/523_PPP/2023_Australian_Constitution.pdf?la=en&hash=D9117474455DBD5DDAA61E699329B64A598291C1
https://www.aph.gov.au/-/media/05_About_Parliament/52_Sen/523_PPP/2023_Australian_Constitution.pdf?la=en&hash=D9117474455DBD5DDAA61E699329B64A598291C1
https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
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オーストラリアの司法機関も、各州等と連邦とで独立している。各州等の

裁 判 所 は 、 上 級 裁 判 所 （ S u p r e m e  C o u r t ） 3 1 、 中 間 裁 判 所 （ D i s t r i c t  

C o u r t ） 3 2 及び下級裁判所（ L o c a l  C o u r t 、 M a g i s t r a t e s  C o u r t ） 3 3

で構成される。上級裁判所は重大刑事事件に関する第一審の管轄権を、中

間裁判所は武装強盗等の正式起訴犯罪の第一審管轄権を有する。下級裁

判所は、軽微な刑事事件を扱う。   

オ ー ス ト ラ リ ア 連 邦 の 裁 判 所 は 連 邦 高 等 裁 判 所 （ H i g h  C o u r t  o f  

A u s t r a l i a ) 3 4 、連邦裁判所（ F e d e r l  C o u r t  o f  A u s t r a l i a ） 3 5 、連邦

巡 回 ・ 家 庭 裁 判 所 ( F e d e r a l  C i r c u i t  a n d  F a m i l y  C o u r t  o f  

A u s t r a l i a ) 3 6 で 構 成 され る 。連 邦 高等 裁判 所は 、 日本 の最 高裁 判所に

相当し、連邦憲法に関する事項等を判断する。州裁判所からの上訴につい

ては 憲法 で は規 定 さ れ て い な い た め 、 上 訴 す るた め の 連 邦高 等裁 判所 の

特別許可を事前に必要とし 、許可された場合のみ上訴を審理する。連邦裁

判所は、オース ト ラリア連邦法に基づいて発生するほぼすべての民事問題、

及び略式 ・起訴可 能 な刑事問題を扱う 。連邦巡回 ・家庭裁判所は、家族法、

移民法、行政法、海事法、破産法、消費者法 （かつての取引慣行 ） 、人権、

産業、知的財産、プライバシーなどに関する事項を扱う。   

オーストラリアでは 、現行犯の場合や犯罪事実の存在を信ずる合理的理

由がある場合には、令状なしの身柄拘束が可能である （無令状逮捕 ） 3 7 。

 
F o r e n s i c  D i s a b i l i t y  A c t 2 0 1 1 ；  V i c 州 ： M e n t a l  H e a l t h  a n d  W e l l b e i n g  

A c t  2 0 2 2 ；  W A 州 ： M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 4 ,  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  

I m p a i r e d  A c c u s e d )  A c t  1 9 9 6 ;  S A 州 ： M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 0 9 ;  T a s

州 ： M E N T A L  H E A L T H  A C T  2 0 1 3 ;  A C T :  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 5 ;  N T :  

M E N T A L  H E A L T H  A N D  R E L A T E D  S E R V I C E S  A C T  1 9 9 8 .   
3 1  N S W 州は、 “ S u p r e m e  C o u r t  o f  N e w  S o u t h  W a l e s ” との呼び名である。   
3 2  N S W 州は、 “ D i s t r i c t  C o u r t  o f  N e w  S o u t h  W a l e s ” との呼び名である。   
3 3  N S W 州は、 “ L o c a l  C o u r t  o f  N e w  S o u t h  W a l e s ” との呼び名である。   
3 4  H i g h  C o u r t  o f  A u s t r a l i a ：  h t t p s : / / w w w . h c o u r t . g o v . a u /  （ 2 0 2 4 年 4

月 9 日閲覧 ） 。和名表記は、在日オーストラ リア大使館の 「 a b o u t  A u s t r a l i a  -

司法制度 」 ：

（ h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  ）

に従う （ 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ） 。   
3 5  F e d e r l  C o u r t  o f  A u s t r a l i a ：  h t t p s : / / w w w . f e d c o u r t . g o v . a u /  （ 2 0 2 4

年 4 月 9 日閲覧 ） 。和名表記は、在日オーストラリア大使館の 「 a b o u t  

A u s t r a l i a  - 司法制度 」 ：

（ h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  ）

に従う （ 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ） 。連邦裁判所は、オーストラリア連邦裁判所法

（ F e d e r a l  C o u r t  o f  A u s t r a l i a  A c t  1 9 7 6 ） によって設立された。   
3 6  F e d e r a l  C i r c u i t  a n d  F a m i l y  C o u r t  o f  A u s t r a l i a ：  

h t t p s : / / w w w . f c f c o a . g o v . a u /  （ 2 0 2 4 年 4 月 8 日閲覧 ） 。連邦巡回 ・家庭裁

判所は、 2 0 2 1 年オーストラリア連邦巡回 ・家庭裁判所法 （ F e d e r a l  C i r c u i t  

a n d  F a m i l y  C o u r t  o f  A u s t r a l i a  A c t  2 0 2 1 ） によって設立され、オーストラ

リア家庭裁判所とオーストラリア連邦巡回裁判所が統合された。   
3 7  オーストラリア連邦警察法 （ A u s t r a l i a n  F e d e r a l  P o l i c e  A c t  1 9 7 9 ） 第 1 4 A

条、例えば、 N S W 州 2 0 0 2 年法執行 （権限と責任 ）法 （ L a w  E n f o r c e m e n t  

https://www.hcourt.gov.au/
https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
https://www.fedcourt.gov.au/
https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
https://www.fcfcoa.gov.au/
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又、日本と異なりほとんどの犯罪事件で警察が訴追権を有する 3 8 。例え

ば N S W 州下級裁判所では、私訴を認めている 3 9 。 N S W 州の場合、下級

裁判所 に お け る裁 判 手 続 に お い ては 、警察官又 は公務員に よる手続の開

始 が 規 定 さ れ て い る 4 0 。 さ ら に 、 起 訴 さ れ な い 犯 罪 （ 略 式 犯 罪 ：

S u m m a r y  o f f e n c e ） 4 1 は略式処理 4 2 され、 N S W 州警察により略式手

続が開始される 4 3 。   

 

2 )  問題解決型裁判所の概要   

オースト ラリアでは、ダイバージ ョンの枠組みと特別裁判所 （ S p e c i a l i s t  

c o u r t ） 若 し く は 問 題 解 決 型裁 判所及 び ダ イ バージ ョ ン ・ プ ロ グ ラム が 、多

数存在している 4 4 。   

前述したように 、問題解決型裁判所は、個々の事件の犯罪行為について

刑罰を 科 すの では な く 、行 為者の問題 ・ 根本的原因を 治療 ・除去し再社会

化を目指すものである 4 5 。オーストラリアにおける問題解決型裁判所は、

 
( P o w e r s  a n d  R e s p o n s i b i l i t i e s )  A c t  2 0 0 2 ） ( N S W ) 第 9 9 条。逮捕可能な

犯罪については、合法的な根拠に基づいて行われなければならないとされる 。逮

捕可能な犯罪と逮捕不可能な犯罪の区別、及び警察が令状なしに逮捕する権限

を持つ犯罪と逮捕令状が必要な犯罪の区別は、重罪と軽罪のカテゴリーに関す

るコモンロー （慣習法 ）の原則から生まれたものであるが、その関連性は失われ

つつある （ e d . ,  T r i s c h a  M a n n ,  A U S T R A L I A N  L A W  D I C T I O N A R Y  

( O x f o r d  U n i v e r s i t y  P r e s s ,  2 0 1 7 ) ,  p p . 5 8 - 5 9 . ） 。逮捕状の裁判所への請

求は、日本では、刑事訴訟法第 1 9 9 条より検察官又は司法警察員 （警察官たる

司法警察員は、警部以上の者 ）に限られる。オーストラリアでは警察官の職務と

される （ N S W 州 2 0 0 2 年法執行 （権限と責任 ）法 （ L a w  E n f o r c e m e n t  

( P o w e r s  a n d  R e s p o n s i b i l i t i e s )  A c t  2 0 0 2 ） ( N S W ) 第 1 0 0 条 ） 。   
3 8  「 a b o u t  A u s t r a l i a  - 司法制度 」 ：

h t t p s : / / j a p a n . e m b a s s y . g o v . a u / f i l e s / t k y o / A A F 2 0 0 8 _ l e g a l _ j . p d f  

( D e p a r t m e n t  o f  F o r e i g n  A f f a i r s  a n d  T r a d e  –  a b o u t  A u s t r a l i a  f a c t  

s h e e t  s e r i e s ）  ( 2 0 2 3 年 3 月 2 7 日閲覧 ) 。 N S W 州警察 ：  

h t t p s : / / w w w . p o l i c e . n s w . g o v . a u / a b o u t _ u s / o r g a n i s a t i o n a l _ s t r u c t u r e

/ u n i t s / p o l i c e _ p r o s e c u t i o n s _ c o m m a n d  （ 2 0 2 4 年 4 月 1 0 日閲覧 ） 。   
3 9  1 9 8 6 年刑事訴訟法 （ C r i m i n a l  P r o c e d u r e  A c t  1 9 8 6 ） （ N S W ） 第 1 7 4 条。   
4 0  1 9 8 6 年刑事訴訟法 （ N S W ） 第 1 7 3 条。   
4 1  1 9 8 6 年刑事訴訟法 （ N S W ） 第 3 条。  S u m m a r y  o f f e n c e を略式犯罪と訳す

（田中英夫編 『英米法辞典 』東京大学出版会 （ 1 9 9 1 年 ) 参考 ） 。  
4 2  1 9 8 6 年刑事訴訟法 （ N S W ） 第 6 条。  日本の略式裁判とは異なる （日本の略式

裁判については、検察庁 - 略式裁判について ：  

h t t p s : / / w w w . k e n s a t s u . g o . j p / g y o u m u / r y a k u s h i k i . h t m  参照 ） （ 2 0 2 4 年

4 月 2 2 日閲覧 ） 。   
4 3  L o c a l  C o u r t  N e w  S o u t h  W a l e s ：

h t t p s : / / l o c a l c o u r t . n s w . g o v . a u / y o u r - l e g a l - p r o b l e m - i s -

a b o u t / p o l i c e - a n d - c r i m e . h t m l  （ 2 0 2 4 年 4 月 1 0 日閲覧 ） 。   
4 4  参照 ：前田忠弘 「オーストラリアにおける新しい刑事司法政策のアプローチ 」刑

事立法研究会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 3 9 6 - 3 9 7 頁

にオーストラリアにおける問題解決型裁判所の概要が紹介されている。   
4 5  B r u c e  J .  W i n i c k ,  “ T h e r a p e u t i c  J u r i s p r u d e n c e  a n d  P r o b l e m  S o l v i n g  

https://japan.embassy.gov.au/files/tkyo/AAF2008_legal_j.pdf
https://www.police.nsw.gov.au/about_us/organisational_structure/units/police_prosecutions_command
https://www.police.nsw.gov.au/about_us/organisational_structure/units/police_prosecutions_command
https://localcourt.nsw.gov.au/your-legal-problem-is-about/police-and-crime.html
https://localcourt.nsw.gov.au/your-legal-problem-is-about/police-and-crime.html
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薬物とアルコール、家庭内暴力、メンタルヘルス、先住民司法の 4 分野を

中心に扱う 4 6 。 これらの問題解決型裁判所は、司法管轄区域 （州等 ）毎

に任意的に設 置 され 、対象 とする範囲 、実施の形態、運用方法 ・体制等は

統一的 ではな く 、各 州等、そして時代 （時の各州等の政府 ）によっても大き

く異なる 4 7 。もっとも 、これらの問題解決裁判所について主要な要素や原

則を定めた国や州のガイ ドラインは、国としては統一的基準がな く 、内容も

州毎で様々であってガイ ドラインとしての一貫性に欠けており 、十分とは言

えない 4 8 との指摘がある。さらに、ほとんどのドラッグ ・ コート （薬物裁判

所 ） 4 9 については何らかの法律による規定があるが、それ以外の問題解

決型裁判所の多くは、運営等に関する法律による規定がないとの指摘があ

る 5 0 。   

ド ラ ッグ ・ コー トは 、オース ト ラ リアでは 1 9 9 9 年に N S W 州で設立され
5 1 、それに続いて S A 州、 Q l d 州、 W A 州、 V i c 州、北部準州でも設立さ

れて今日に至っている 5 2 。 N S W 州と W A 州では、青少年向けのドラッグ ・

コートも設立されている 5 3 。   

家族暴力裁判所は、フ ァ ミ リーコー ト 、 D V ( D o m e s t i c  v i o l e n c e ) コー ト

と も呼ば れ る 、家 庭 内 での 暴力 ・虐待 （ D V ） 問題を 扱 う問題解決型裁判所

である。これは 1 9 9 7 年に S A 州で設立され、その後、 W A 州と V i c 州で設

 
C o u r t s ”  F o r d h a m  U r b a n  L a w  J o u r n a l ,  V o l . 3 0  N o . 3  ( 2 0 0 3 ) :  p . 1 0 5 5 .  

暮井真絵子 「刑事政策研究室  刑事政策と治療的司法  :  再犯防止を目指した新

たな手続モデル 」 『罪 と罰 』第 5 5 巻 2 号 ( 2 0 1 8 年 ) 1 1 3 頁。   
4 6  L a c e y  S c h a e f e r  &  M a r y  B e r i m a n ,  “ P r o b l e m - S o l v i n g  C o u r t s  i n  

A u s t r a l i a :  A  R e v i e w  o f  P r o b l e m s  a n d  S o l u t i o n s ”  V i c t i m s  &  
O f f e n d e r s ,  V o l . 1 4  N o . 3  ( 2 0 1 9 ) :  p p . 2 - 3 .   

4 7  s u p r a  n o t e  4 6  a t  p . 3 .   
4 8  E l i z a b e t h  R i c h a r d s o n  e t  a l . ,  “ T h e  E v o l u t i o n  o f  P r o b l e m - S o l v i n g  

C o u r t s  i n  A u s t r a l i a  a n d  N e w  Z e a l a n d :  A  ’ T r a n s - T a s m a n  

C o m p a r a t i v e  P e r s p e c t i v e , ” ,  R i c h a r d  L .  W i e n e r  &  E v e  M .  B r a n k ,  

e d . ,  P r o b l e m  s o l v i n g  C o u r t s :  S o c i a l  S c i e n c e  a n d  L e g a l  
P e r s p e c t i v e s  ( S p r i n g e r  N e w  Y o r k ,  N Y ,  2 0 1 3 )  p . 2 0 3 .   

4 9  薬物治療裁判所、薬物裁判所とも呼ばれる。ドラッグ ・ コー トとは、薬物関連犯

罪を犯した薬物乱用者に対し、通常の刑事司法手続ではなく 、薬物依存症から

回復させるための治療的な手続にのせて、一定の治療プログラム期間中、裁判

官が監督するという特別の裁判所である （法務省法務総合研究所 『平成 1 9 年

版犯罪白書 』 （ 2 0 0 7 年 ） 2 7 3 頁。   
5 0  s u p r a  n o t e  4 8  a t  p . 2 0 3 .   
5 1  B r o n w y n  N a y l o r  &  A d a m  F l e t c h e r ,  “ A  J u s t i c e  R e i n v e s t m e n t  

A p p r o a c h  t o  C r i m i n a l  J u s t i c e  i n  A u s t r a l i a , ” ,  C a s t a n  C e n t r e  f o r  

H u m a n  R i g h t s  L a w ,  e d . ,  ( 2 0 1 3 ) ,  p . 1 7 .   
5 2  K a t h l e e n  D a l y  &  E l e n a  M a r c h e t t i ,  “ I n n o v a t i v e  J u s t i c e  

P r o c e s s e s :  R e s t o r a t i v e  J u s t i c e ,  I n d i g e n o u s  J u s t i c e ,  a n d  

T h e r a p e u t i c  J u r i s p r u d e n c e , ” ,  ( G r i f f i t h  U n i v e r s i t y ,  2 0 1 2 )  p . 2 3 .   
5 3  I d ,  a t  p . 2 3 .   
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立され、 N S W 州でもパイロッ ト版が発表されている 5 4 ほかに、児童の性

的暴行を扱う性犯罪裁判所 （ N S W 州 ） 、犯罪ホームレスの抱える問題を扱

うホームレス裁判所（ V i c 州と Q l d 州 ）などが設立又は検討されている 5 5 。   

先住民裁判所 （ I n d i g e n o u s  c o u r t ） 5 6 は、先住民犯罪者の問題を扱

う問題解決型裁判所である。オーストラリアでは、 1 9 9 9 年 6 月 1 日に S A

州のポート ・ アデレード （ P o r t  A d e l a i d e ） の ヌンガ裁判所に おいて 、最初

の先住民裁判所が設立された 5 7 。  カナダ、アメリカにも同様の先住民裁

判所が存在する。  

以上 、オ ー ス ト ラ リ ア に お け る問 題解 決 型裁 判所 に つ い て 概 観 した 。次

にメンタルヘルス ・ コートについて概観する。   

 

3 )  メンタルヘルス ・コートの概要   

メン タルヘルス ・ コー トは、精神障害の問題を抱え、それが犯罪の一因と

なって い る被 告 人 に 、収 監 に 代わる手段を 提供するこ とを 目 的とする問題

解決型裁判所である 5 8 。   

オーストラリア最初のメンタルヘルス ・コートは、 1 9 9 9 年に S A 州で創設

された、 M e n t a l  I m p a i r m e n t  C o u r t である 5 9 。 メンタルヘルス ・コート

は、今日では Q l d 州、 S A 州、 T a s 州、 W A 州、 V i c 州の 5 つの州に設立さ

れている。但し、 Q l d 州のメンタルヘルス ・ コートは、その目的が他の州のメ

ンタルヘルス ・ コーと大き く異なり 、心神喪失と裁判への適性の判断に特化

している。そのため、同州のメンタルヘルス ・ コートは 、一般的なメンタルヘ

ルス ・コートの定義には当てはまらないと考えられている 6 0 。  

オーストラリアのメンタルヘルス ・コートは、 V i c 州 6 1 を除き、 メンタル

ヘルス ・コート運用に関する法律を定めず各州の保釈法 6 2 の規定をベー

スに運用されている （ S A 州、 T a s 州、 W A 州） 。オーストラリアにおけるメン

タルヘルス ・ コート適用資格と除外基準は、診断基準と罪状の重さに関連し

てい る 。 メ ン タル ヘ ル ス ・ コー ト への参加資格と期間は 、州等に よって異な

っている 6 3 。オーストラリアの 4 つの司法管轄区域でのメンタルヘルス ・

コートでは、それほど重大ではない犯罪で起訴された精神障害者への処遇

 
5 4  I d .  a t  p . 2 3 .   
5 5  I d .  a t  p . 2 3 .   
5 6  先住民族裁判所、 F I R S T  N A T I O N S  C O U R T ともい う 。   
5 7  s u p r a  n o t e  5 2  a t  p . 1 3 .   
5 8  精神衛生裁判所、精神保健裁判所ともいう 。   
5 9  s u p r a  n o t e  5 2  a t  p . 2 3 .   
6 0  I d .  a t  p . 2 3 ;  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 9 4 .   
6 1  V i c 州 2 0 1 3 年裁判所及びその他の司法法改正法及び 1 9 8 9 年治安判事裁判

所法  ( t h e  V i c t o r i a n  C o u r t s  a n d  O t h e r  J u s t i c e  L e g i s l a t i o n  

A m e n d m e n t  A c t  2 0 1 3  a n d  t h e  M a g i s t r a t e s  C o u r t  A c t  1 9 8 9 ) 。   
6 2  保釈法も司法管轄区域毎に異なる。   
6 3  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 9 4 .   
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について、刑罰を回避する選択肢を提供している 6 4 。  

メ ン タル ヘ ル ス ・ コー ト は 、伝統的な精神疾患 ( m e n t a l  i l l n e s s ) を 持つ

人々に適用されているが、中には、認知障害（ c o g n i t i v e  i m p a i r m e n t ） を

持つ人々にも適用されることがある 6 5 。治療が主たる精神疾患を持つ者

と、ケア ・監護が主たる認知 （知的障害を含む ）障害者とのでは処遇が異な

り 、後者が刑事司法の対象となった場合には、法的選択肢や利用可能な支

援において、格別の注意を払う必要があると認識されている 6 6 。加えて、

精神疾患と認知障害が併存していること もあるため、認知障害か否かの診

断は慎重に行われなければならない。   

現在、開設している各州のメンタルヘルス ・ コートについての概要は以下

の通りである。   

( 1 )  S A 州 6 7   

S A 州のメンタルヘルス ・ コー トは 、薬物依存や問題ギャンブルなどの

行動 状 況 、若 し くは メ ン タル ヘ ルス障害 や精神障害の問題を 抱え 、そ れ

が犯罪の一 因となっている人々に対し 、収監に代わる手段を 提供するこ

とを目的としている。   

管轄区域   S o u t h  A u s t r a l i a   

プ ロ グ ラ ム 名

（開始日）   

T r e a t m e n t  I n t e r v e n t i o n  C o u r t  ( 1 9 9 1 )   

 

M C D P （ M a g i s t r a t e s '  C o u r t  D i v e r s i o n  

P r o g r a m ) は 1 9 9 9 年に設立されたオーストラリア初

の精神障害者（ m e n t a l  i m p a i r m e n t ）のための専門

裁 判 所 で あ っ た 。 現 行 で は T I P （ T r e a t m e n t  

I n t e r v e n t i o n  P r o g r a m ）へと移行している。   

関連法   ・ B a i l  A c t  1 9 8 5   

・ S e n t e n c i n g  A c t  2 0 1 7   

・ M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 0 9   

・ C r i m i n a l  L a w  ( S e n t e n c i n g )  A c t  1 9 8 8   

・ C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5   

対象となる診断   3 つのプログラムがある ：   

① 精 神 障 害 （ 精 神 疾 患 、 知 的 障 害 （ i n t e l l e c t u a l  

 
6 4  I d ,  a t  p . 8 9 4 .   
6 5  L i n d a  S t e e l e ,  D i s a b i l i t y ,  C r i m i n a l  J u s t i c e  a n d  L a w :  

R e c o n s i d e r i n g  C o u r t  D i v e r s i o n :  ( R o u t l e d g e ,  2 0 2 0 ) ,  p . 2 8 ,  p . 3 2 .   
6 6  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 9 6 .   
6 7  N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  c o g n i t i v e  

a n d  m e n t a l  h e a l t h  i m p a i r m e n t s  i n  t h e  c r i m i n a l  j u s t i c e  s y s t e m :  
D i v e r s i o n ,  R e p o r t 1 3 5  ( N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  

2 0 1 2 ) ,  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  治療介入裁判所 ：  

h t t p s : / / w w w . c o u r t s . s a . g o v . a u / g o i n g - t o - c o u r t / c o u r t -

l o c a t i o n s / a d e l a i d e - m a g i s t r a t e s - c o u r t / c o u r t - i n t e r v e n t i o n -

p r o g r a m s / t r e a t m e n t - i n t e r v e n t i o n - c o u r t /  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 7 日閲

覧 ） 、  h t t p s : / / l s c . s a . g o v . a u / d s h / c h 0 4 s 1 1 . p h p # C h 2 1 1 8 S e 3 0 1 1 2 6  

（ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 9 日閲覧 ） 、治安判事裁判所ダイバージョン ・プログラム :  

h t t p s : / / l s c . s a . g o v . a u / d s h / c h 0 4 s 1 0 . p h p  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 9 日閲覧 ） 。   

https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
https://lsc.sa.gov.au/dsh/ch04s11.php#Ch2118Se301126
https://lsc.sa.gov.au/dsh/ch04s10.php
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d i s a b i l i t y ） 、 パ ー ソ ナ リ テ ィ 障 害 （ p e r s o n a l i t y  

d i s o r d e r ） 、 後 天 性 脳 障 害 （ a c q u i r e d  b r a i n  

i n j u r y ） 、 神経 障害 （ 認知症 ( d e m e n t i a ) を 含む ） ） 、

②精神障害と薬物依存の併発、③薬物依存   

参加資格   ・ 略式 犯罪又 は軽微な起訴可能犯罪、犯罪行為と精

神 障 害 及 び ／ 又 は 薬 物 依 存 と の 関 連 性 が 存 在 す

る こ と 、 精 神 障 害 のあ る 被 告人 は 、 罪状の 客 観 的

事 実 へ の 同 意を 求め ら れ る 場 合 が あ るこ と 、 薬 物

乱 用 を 主な問題とする被告人は 、最も重大な犯罪

について有罪を認める用意があること。   

・ 薬 物 乱 用 を 主 な 問 題 と す る 被 告 人 は 、 最 も 重 い 犯

罪 に つ い て 有 罪 を 認 め る 用 意 が な け れ ば な ら な

い。   

・ 被告人は当該裁判所において刑の執行が可能な刑

事責任を負っていること 。   

・被告人が罪を認めていること 。   

・ 被 告 人 が 、 当 該 裁判 所 ま で 公 共 交 通機 関 で ア ク セ

ス可 能な場所に適切な保釈先住居 を有してい るこ

と。   

・ 被 告 人 が 介 入 プ ロ グ ラ ム ( i n t e r v e n t i o n  

p r o g r a m ) に参加し 、プログラムの要件に従う意思

があること。   

付託者   ・ 被告人は、弁護士、警察、判事、保護者、その他本

人 の 知 人 に よ っ て 、 一 般 刑 事 法 廷 か ら 付 託 さ れ

る。あるいは、本人が自ら付託できる。   

・ 個人に治療や支援を提供する機関の職員が付託す

ることもある。   

・ 本 人 （ 又 は 保 護 者 ） は 、 送 致 に 同 意 す る 必 要 が あ

る。同意が得られれば、 4 週間から 6 週間、当事件

の審 理が延期され、その間に 精神鑑定 ・評価が実

施 さ れ る 。 報 告 書 は 裁 判 所 へ 、 写 し は 検 察 官 と 法

定代理人に送付される。   

適用除外   主な起訴可能犯罪   

プログラム期間   約 6 ヶ月、ドラッグ ・ コート ・ プログラムの場合は 1 2 ヶ

月   

終了時の措置   判決は、 6 ヶ月又は 1 2 ヶ月の治療終了後に下され、

治療成績が考慮される。ただし、その者のプログラム

での成績が悪かったり 、満足な改善がなかったりした

ことは、量刑手続きに関係しない。   

実施裁判所   ア デ レ ー ド （ A d e l a i d e ） 、 エ リ ザ ベ ス （ E l i z a b e t h ） 、

ポ ー ト ・ ア デ レ ー ド ( P o r t  A d e l a i d e ) 、 ク リ ス テ ィ ー

ズ ・ ビ ー チ ( C h r i s t i e s  B e a c h ) 、 マ ウ ン ト ・ ガ ン ビア

( M o u n t  G a m b i e r ） の裁判所に設置される。又、アデ

レ ー ド 青 少 年 裁 判 所 と マ レ ー ブ リ ッ ジ （ M u r r a y  

B r i d g e ） にも必要に応じて設置される。   

備考   判 事 は 、 被 告 人 を プ ロ グ ラ ム に 受 け 入 れ る 前 に 、 被

告人本人が罪を認めることを期待する。   
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( 2 )  T a s 州 6 8   

管轄区域   T a s m a n i a    

プ ロ グ ラ ム 名

（開始日）   

D i v e r s i o n  L i s t  ( 2 0 0 7 )   

 

タ ス マ ニ ア の メ ン タル ヘ ル ス ・ ダ イ バ ージ ョ ン ・ リ ス ト

（ T a s m a n i a ’ s  M e n t a l  H e a l t h  D i v e r s i o n  L i s t ）

は 2 0 0 7 年に設立された。 2 0 1 3 年に、治安判事裁判

所 ( M a g i s t r a t e ' s  C o u r t ) は、認知障害又は後天性

脳障害のある人を含むようにダイバージョンの範囲を

拡大し 、その結果、州全体の介入プログラムは 「ダイ

バージョン ・ リスト ( D i v e r s i o n  L i s t ) 」 と改名された。   

関連法   ・ B a i l  A c t  1 9 9 4  ( T a s )   

・ S e n t e n c i n g  A c t  1 9 9 7  ( T a s )   

専門家リスト と して機能し、 1 9 9 4 年保釈法 （ T a s ）

及び 1 9 9 7 年量刑法 （ T a s ） に基づ く規定を利用す

る。   

・ M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 3   

対象となる診断   精 神 疾 患 、知的障害 、後天性脳障害 、自 閉症スペ ク

トラム障害（ a u t i s m  s p e c t r u m  d i s o r d e r ） 、及び /

又は神経学的障害 （認知症を含む）   

参加資格   ・ 略 式 犯 罪 又 は 略 式 で 裁 か れ る 起 訴 可 能 犯 罪 の 場

合、本 人に よる有罪答弁は必要ないが 、犯罪の客

観的事実に同意しなければならない。   

・ 参 加 要 件 と し て 、 対 象 と す る 障 害 が 、 セ ル フ ケ ア 、

自己管理 ( s e l f - m a n a g e m e n t ） 、社会的相互作用

（ s o c i a l  i n t e r a c t i o n ） 、 又 は コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

の分野の少な く とも 1 つで 、能力の大幅な低下を

引 き 起 こ してい るこ と 。又 、精神障害及び / 又は精

神疾 患と問題行動との間に は関連性があ り 、被告

人は問題解決裁判所プロセスへの参加から利益を

得る可能性があること、が必要とされる。   

付託者   ・ 被 告 人 、 タ ス マ ニ ア 州 警 察 （ 警 察 検 察 局 を 含 む ） 、

弁 護 士 、法 医学医療 サー ビス ( 裁判所連 絡 ) ス タ ッ

フ 、 メ ン タルヘ ルスケースマネ ージ ャー 、そ の他の

サ ービスプロバイダー 、被告人の福祉に真の関心

を持っている者。   

・ 治安判事は、申請がない場合でも、被告人をダイバ

ージョン ・ リストに付託する選択肢を有する。  

適用除外   重 大 な暴力や 性的 暴行を 伴う犯罪 （裁 判所が 、被害

が軽微であると判断した場合を除く ）   

プログラム期間   約 6 ヶ月   

終了時の措置   治安判事は、最終処分を検討する際に 、被告人のダ

イバージ ョン ・ プログラムへの準拠と関与を考慮に入

 
6 8  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 7 - 3 2 8 .  T a s 州治安判事裁判所ダイバージョン ・ リ

ス ト ：  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . t a s . g o v . a u / a b o u t _ u s / c r i m i n a l _ d i v i s

i o n / d i v e r s i o n _ l i s t  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 6 日閲覧 ） 。   

https://www.magistratescourt.tas.gov.au/about_us/criminal_division/diversion_list
https://www.magistratescourt.tas.gov.au/about_us/criminal_division/diversion_list
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れ る 場 合 が あ る 。 最 終 処 分 に 至 る と 、 参 加 者 が プ ロ

グ ラ ム を 無 事 に 完 了 し た 場 合 に 刑 事 起 訴 の 撤 回

（ w i t h d r a w i n g ） の可否について、弁護人と検察を含

む公開裁判所での審理が含まれる場合がある。ダイ

バ ージ ョ ン ・ リ ス トは 、 1 9 9 7 年量刑法 ( S e n t e n c i n g  

A c t  1 9 9 7  ( T a s ) ) に基づいて治安判事が利用できる

量刑命令のすべての選択肢に影響を与えない。   

実施裁判所   現 在 は ホ バ ー ト （ H o b a r t ） と ロ ー ン セ ス ト ン

（ L a u n c e s t o n ） で月に 2 回運用されている。バーニ

ー ( B u r n i e ) とデボンポート ( D e v o n p o r t ) も開廷頻度

は少ないは対応している。ダイバージョン ・ リス ト公開

法廷で行なう。   

備考   ・ 被 告 人 、又は被告人の保護者は 、ダ イ バージ ョ ン ・

プ ログ ラム の参加に 同意する必要があ る 。同意が

得られない場合、被告人は通常の裁判所の刑事続

きにとどまる。   

・被告人は罪を認めることを期待される。   

( 3 )  W A 州 6 9   

管轄区域   W e s t e r n  A u s t r a l i a   

プ ロ グ ラ ム 名

（開始日）   

S t a r t  C o u r t  ( 2 0 1 4 )   

 

2 0 1 2 年 5 月、 W A 州政府は、刑事責任を問われる精

神 疾 患 を 持つ 人々を治療やサービスに 振り 向け るこ

と を 目 的 と し た 「 メ ン タ ル ヘ ル ス ・ コ ー ト ダ イ バ ー ジ ョ

ン ・ プログラム 」をパース治安判事裁判所と児童裁判

所 （ L i n k s ） に導入することを発表した。その後、成人

向けのスタート ・ コー ト ( S t a r t  C o u r t ： S p e c i a l i s e d  

T r e a t m e n t  a n d  R e f e r r a l  T e a m ） と 児 童 向 け の

L i n k s に拡張された。   

関連法   ・ B a i l  A c t  1 9 8 2   

 
6 9  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 8 - 3 3 1 .  スター ト ・ コー ト関連 ：  

h t t p s : / / w w w . m h c . w a . g o v . a u / g e t t i n g - h e l p / d i v e r s i o n - s u p p o r t -

p r o g r a m s / m e n t a l - h e a l t h - c o u r t - d i v e r s i o n - p r o g r a m /  ,  

h t t p s : / / w w w . m h c . w a . g o v . a u / g e t t i n g - h e l p / d i v e r s i o n - s u p p o r t -

p r o g r a m s / m e n t a l - h e a l t h - c o u r t - d i v e r s i o n - p r o g r a m / t h e - s t a r t -

c o u r t /  ,  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . w a . g o v . a u / S / s t a r t _ c o u r t . a s p x  

( 2 0 2 3 年 1 2 月 1 6 日閲覧 ) 、知的障害ダイバージョン ・プログラム  / I D D P 裁判

所関連 ：  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . w a . g o v . a u / I / i n t e l l e c t u a l _ d i s a b i l i t y _

d i v e r s i o n _ p r o g r a m _ c o u r t . a s p x # : ~ : t e x t = T h e % 2 0 I n t e l l e c t u a l % 2 0 D i s a b

i l i t y % 2 0 D i v e r s i o n % 2 0 P r o g r a m , A u t i s m % 2 0 S p e c t r u m % 2 0 D i s o r d e r % 2 0 (

A S D )  ,  h t t p s : / / w w w . d i s t r i c t c o u r t . w a . g o v . a u / P / p r o t o c o l s . a s p x  

( 2 3 0 2 3 年 1 2 月 2 3 日閲覧 ) 。   

https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/the-start-court/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/the-start-court/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/the-start-court/
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/S/start_court.aspx
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.districtcourt.wa.gov.au/P/protocols.aspx
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ド ラ ッグ ・ コー ト と同様、 メ ン タルヘルス ・ コー ト も 、

特別な法的裏付けなしに運営される。 メンタルヘル

ス ・ コート運営のための主な法的手段は、 1 9 8 2 年

保釈法 ( B a i l  A c t  1 9 8 2 )  ( W A ) の規定に基づく条

件 付 き 解 放 （ C o n d i t i o n a l  r e l e a s e ） の 許 可 で あ

る。   

・ M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 4   

対象となる診断   精神疾患（知的障害や薬物使用の主な診断は、他の

専門裁判所が対象としているため除外される ）   

参加資格   保釈要件に合致し、有罪答弁が必要。   

付託者   通常、一般法廷のリストにある判事によって行われ、

多くの場合、弁護人、家族、又は被告人本人もある。   

適用除外   直ちに身柄を 拘束する必要がある重大な 容疑、自己

又 は 地 域 社 会 に 対す る リ ス ク が 高 い と み な さ れ る 被

告人は適用外とする。   

プログラム期間   約 6 ヶ月   

終了時の措置   ス タ ー ト ・ コ ー ト の プ ロ グ ラ ム を 無 事 に 終 え た 場 合 、

判決時に考慮されることがある。   

実施裁判所   成 人 プログ ラム は 、 パース C B D の C e n t r a l  L a w  

C o u r t s  ( P e r t h  M a g i s t r a t e s  C o u r t ) で運営され

ている。   

備考   ス タ ー ト ・ コ ー ト へ の 参 加 は あ く ま で 任 意 で あ る 。 別

に 、知 的 障害の専門裁判所があ り 、知的障害者ダ イ

バ － ジ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム （ I D D P ： I n t e l l e c t u a l  

D i s a b i l i t y  D i v e r s i o n  P r o g r a m ）がある。   

( 4 )  V i c 州 7 0   

管轄区域   V i c t o r i a   

プ ロ グ ラ ム 名

（開始日）   

A s s e s s m e n t  a n d  R e f e r r a l  C o u r t  ( 2 0 1 0 )   

 

当 初 、 評 価 ・ 付 託 裁 判 所 リ ス ト ( A s s e s s m e n t  a n d  

R e f e r r a l  C o u r t  L i s t ) は、当初はメンタルヘルスリ

ス ト と して導入されたが 、そ の役割を よ り正確に反映

す る た め に 評 価 ・ 付 託 裁 判 所 ( A s s e s s m e n t  a n d  

R e f e r r a l  C o u r t ) に改名された。   

関連法   ・ M a g i s t r a t e s '  C o u r t  A c t  1 9 8 9   

・ C r i m e s  A c t  1 9 5 8   

・ M e n t a l  H e a l t h  a n d  W e l l b e i n g  A c t  2 0 2 2   

・ D i s a b i l i t y  A c t  2 0 0 6   

・ M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 4   

対象となる診断   精 神 疾 患 、知 的 障害 、 後 天 性 脳障 害 、 自閉 症 ス ペ ク

トラム障害、神経障害（認知症を含む ）   

 

 
7 0  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 3 1 - 3 3 2 .  V i c 州治安判事裁判所評価 ・付託裁判所

リスト  ：  h t t p s : / / m c v - v i c - g o v - a u . t r a n s l a t e . g o o g / f i n d -

s u p p o r t / a s s e s s m e n t - a n d - r e f e r r a l - c o u r t -

a r c ? _ x _ t r _ s l = e n & _ x _ t r _ t l = j a & _ x _ t r _ h l = j a & _ x _ t r _ p t o = s c  ( 2 0 2 3 年 1 2 月

1 5 日閲覧 ) 。   

https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
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被 告 人 は 、 1 9 8 9 年 治 安 判 事 裁 判 所 法

（ M a g i s t r a t e s '  C o u r t  A c t  1 9 8 9 ） （ V i c ）第 4 T 条

に規定される適格基準を満たさなければならない。被

告人は、診断基準のうち、①精神疾患、②知的障害、

③後天性脳障害、④自閉スペクトラム症、⑤認知症を

含むが、これに限定されない神経学的障害、の 1 つ

以上を満たしていなければならない。   

参加資格   開 設 す る 治 安 判 事 裁 判 所 （ ビ ク ト リ ア 州 内 の 地 理 的

地域に基づ く ） にお いて 、犯罪で 起訴され、有罪答弁

が必要。   

付託者   被 告 人 、家族 、社会奉仕団体 、判事、ビク ト リア 州警

察、弁護士、 C I S P など、誰でも行うことができる。   

適用除外   重 大 な 暴力 や 性的暴 行 を 伴 う 犯 罪 。ま ず 性 犯 罪リ ス

トが作成され、裁判長が A R C への送致が適切かどう

かを判断する。   

重大な性犯罪又は暴力犯罪で起訴された被告人には

適用されていない。   

プログラム期間   最長 1 2 ヶ月   

終了時の措置   ・ 無事にプログラムを成功完了した場合、有罪を認定

することな く釈放 （ d i s c h a r g e ） と なる場合がある。

しかし、裁判官は、あらゆる量刑の選択肢を保持す

る。   

・ 裁 判 所 が 満 足 す る プ ロ グ ラ ム の 参 加 成 績 に つ い て

は、被告人の利益になるように考慮され得るが、不

満 足 な成績は被告人の不利益に なるよ うに 考慮さ

れることはない。   

実施裁判所   メルボルン （ M e l b o u r n e ） A R C は 2 0 1 8 年 1 月に、フ

ランクストン （ F r a n k s t o n ） A R C は 2 0 1 8 年 7 月に開

始しました。ラトローブ ・バレー （ L a t r o b e  V a l l e y ） と

コランブッラ （ K o r u m b u r r a ） A R C は 2 0 1 8 年 1 2 月

に、ウォンサッギ （ W o n t h a g g i ） A R C は 2 0 1 9 年 7 月

に 開 始 し 、 セ ー ル （ S a l e ） と バ ー ン ズ デ ー ル

（ B a i r n s d a l e ）への A R C の拡張は 2 0 1 9 年に継続さ

れている。   

備考   プログラム参加は任意で、被告人はいつでも A R C リ

ストから脱退することができ、その場合、通常のリスト

（審理予定表）に戻る。   

 

以上 、オ ース ト ラ リア におけ る メン タルヘ ルス ・ コー ト を概観 してきた が 、こ

れらのメンタルヘルス ・ コー ト とは異なる方法によって 、精神障害犯罪者の処

遇改善をおこなっている州もある。すなわち、 N S W 州は、刑事政策として精神

障害犯罪 者 を 刑 事 司 法 制 度 から回避させ る 、すなわ ちダ イ バ ージ ョ ン させ る

ための法律を制定しており 、これによりすべての下級裁判所でダイバージョン

が実施されている。そこで、ダイバージョン方式を採用する N S W 州に着目し

さらに検討を進める。以下、 N S W 州の状況について確認する。   
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2  N S W 州の精神疾患等の状況   

N S W 州における 2 0 1 5 年の調査 7 1 では、受刑者の 6 2 . 9 % が、少なくとも

1 つの精神疾患に罹患していると診断されていた。精神障害者や認知障害者

は、そうでない者に比べて、収監される可能性が 3 倍から 9 倍高いとの指摘

もある 7 2 。   

さらに統計によれば、 N S W 州における精神障害及びや認知障害のある若

者は、障害のない一般の若者よりも刑務所に入る可能性が少なくとも 6 倍高

く、 しかも精神疾患を抱える受刑者の最大 6 5 % が刑務所から出所後 2 年以内

に再犯している。また、矯正司法制度の対象者は 1 0 , 0 0 0 人で、そのうち

7 , 7 0 0 人が精神疾患を抱えている。そのうち、 9 0 0 人が精神障害

( p s y c h o t i c  d i s o r d e r ) 、 8 0 0 人が知的障害（認知症含む） 、 4 , 9 0 0 人が脳

障害（ b r a i n  i n j u r y ） である。   

加えて、 N S W 州の刑務所の調査によれば、刑務所内で最も多いメンタルヘ

ルスの問題は、うつ病、不安障害、薬物依存の 3 つであった。  また、受刑者

のうち、男性 4 7 % 、女性 5 4 % が精神的な問題で治療を受け、受刑者の 2 1 % が

自殺未遂（女性 2 7 % 、男性 1 9 % ） 、 1 5 % が自傷行為をしたことがあるなど、メ

ンタルヘルスに関する多くの問題点が浮かび上がっている。   

 

3  ダイバージョンとメンタルヘルス ・ コート   

精神障害 触 法 者 の ダ イ バ ージ ョ ン は 、 警察や検察官の一 般的な裁量権の

行使に よる非公 式 ( i n f o r m a l ） な もの と 、特定の法律、政策 、手続きに 基づ く

正式 （ f o r m a l ） なものの二種類がある 7 3 。   

 

1 ）  警察におけるダイバージョン   

オースト ラリアのすべての司法管轄区域では、警察が精神疾患を持つ個

人の状況に介入することを可能にする 「精神保健法 」が制定、施行されてい

る。   

N S W 州において、警察は、 2 0 0 7 年精神保健法（ M H A ：  M e n t a l  H e a l t h  

A c t  2 0 0 7 ） （ N S W ） 7 4 （以下、 M H A という 。 ）第 2 2 条に基づき、精神病

( m e n t a l l y  i l l ) や精神障害 ( m e n t a l l y  d i s t u r b e d ) と思われる人物を精神

医療施設に連れて行く権限を与えられている。   

M H A 第 2 2 条 1 項は次のように規定している。   

( 1 )  いかなる場所でも、精神病又は精神障害と思われる者を発見し

た 警 察 官 は 、そ の 警 察官が合理 的な根 拠に 基づい て 次の よ うに

 
7 1  J u s t i c e  H e a l t h  a n d  F o r e n s i c  M e n t a l  H e a l t h  N e t w o r k .   
7 2  R u t h  M c C a u s l a n d  e t  a l . ,  P e o p l e  w i t h  m e n t a l  h e a l t h  d i s o r d e r s  

a n d  c o g n i t i v e  i m p a i r m e n t  i n  t h e  c r i m i n a l  j u s t i c e  s y s t e m :  C o s t -
b e n e f i t  a n a l y s i s  o f  e a r l y  s u p p o r t  a n d  d i v e r s i o n  ( R e p o r t ,  A u g u s t  
2 0 1 3 )  ( A u s t r a l i a n  H u m a n  R i g h t s  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 3 ) .   

7 3  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 2 7 .   
7 4  オーストラリアでは、法律名に制定年が入る。   
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考える場合、その者を逮捕し、定められた精神医療施設に連行す

ることができる。   

( a )  その者が犯罪を犯しているか、最近犯したか、その者が最近

自殺を図ったか、その者が自分自身又は他の者を殺そうとする

か 、 自 分 自 身 又 は 他 の 者 に 重 大 な 身 体的 危 害 を 加 え よ う と す

る可能性が高いと、合理的な根拠に基づいて信じる場合。   

( b )  他の法律に従って処理されるより も 、 この法律に従って処理

される方が、その者の福祉に有益であること 。   

 

M H A は 、上記の状 況にある者を逮捕した後に行わなければならない一

定の手続きにつ いて規定 し 、そ の者が同法に従った 治療を受けるこ とがで

きるように定めている 7 5 。その実施にあたっては、 N S W 州警察、 N S W 州

保健所、 N S W 州救急隊との間で、各機関の役割と責任を明確にし、手続き

や運用に関する事項を網羅する覚書 （ M O U 7 6 ） が締結されている 7 7 。

しかしながら、実態としては、 2 3 % が精神医療施設への入所を希望している

にもかかわらず、このうち 2 6 % は入所に至っていないとの統計がある 7 8 。

又、 M H A の 「精神障疾患」 ( 第 4 条、第 1 4 条 ) 及び 「精神障害 」 ( 第 4 条、

第 1 5 条 ) の定義には、認知障害が含まれていない 7 9 。   

 

2 )  裁判所におけるダイバージョン   

裁判所ダイバージョンは 、裁判官が、刑事責任を問われた障害者に対し 、

判決や 時 に は 有 罪 判 決 に 代えて 、障害者を 精神保健サービ スが提供する

治 療 や 支 援 に 移 行 さ せ る 命 令 を 下 す こ と が で き る 制 度 と 定 義 さ れ て い る
8 0 。裁 判 所 での ダ イ バ ージ ョ ンに は 、判決前と判決後の二種類のダ イ バ

ージョンがある。判決前ダイバージョンは、公判中と有罪判決前のダイバー

ジョンを包含する 8 1 。   

裁判所のダ イバ ージ ョンは 、主に 下級裁判所にて 、それほど深刻でな い

非暴力的な罪状に対して行われている。その基本的な目的は、障害者サー

ビスや精神保健 サービスへ のアクセスを 容易にすることで 、刑事司法制度

との接触を減らすことにあるとされる 。 これらのサービスは、刑事司法制度

との接 触 の 根 本 的 な原 因 に 対処するた めの治療と支援を 被告人に 提供で

きるとされ 、 さらに 、被告人を 、薬物使用依存治療への支援、教育、住宅、

他の福祉支援といった他のサービスと結びつけることもある 8 2 。   

一般に、裁判所のダイバージョンは、以下の 5 つの特徴を備えているとさ

 
7 5  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . x ⅸ .   
7 6  M O U :  M e m o r a n d u m  o f  U n d e r s t a n d i n g .   
7 7  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 1 4 .   
7 8  I d ,  a t  p . x ⅸ .   
7 9  I d ,  a t  p . 2 1 6 .   
8 0  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 1 .   
8 1  I d ,  a t  p . 2 7 .   
8 2  I d ,  a t  p . 2 8 .   
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れる 8 3 。   

①  裁判所ダイ バージ ョン制度は、診断的又はより緩やかな 医学的用語

で定義された障害に苛まれている人々に特別に適用されるものである 。

対象とな る障害 者の 範囲については、各制度によって 異な る 。一般的

には、最低でも精神疾患の診断を受けた被告人に適用される。パーソ

ナリティ障害 8 4 、薬物使用障害、認知障害（知的障害など ）を持つ者

も含むこともある 8 5 。   

②  裁判所ダイ バージ ョン制度は、障害者サービス 及び精神保健サービ

スへのアクセスを容易にする。利用可能な支援と治療の範囲は制度に

よって差異があるが 、最低でも 、精神保健医療への付託が行われる。

病 院 での 精 神 保 健治 療のみを 提供する制度もあ れば 、地域社会での

精神保健治療まで提供する制度もある。知的障害について 、安全な環

境 又 は 地 域 社 会 で の 治療を 提供 す る制 度 、薬 物使 用治療 や 住居 ・就

労支援などの社会サービスを含む制度もある 8 6 。   

③  裁 判所ダ イバ ージ ョ ン制度で は、障害者は 、特定の犯罪に対する刑

事責任及び当該犯罪に拠る刑事判決などの従来の刑事法的処罰 （介

入 ）を制限するものとは異なる犯罪に繋がる可能性がある根本要因の

改 善 など法 的 配 慮 を も とに して 対処され る 。裁判所ダ イ バ ー ジ ョ ン制

度は、被告人が法的に裁判を受けるのに不適性であること 8 7 や、精

神疾患を理由に無罪であること 8 8 には依存しないとされる 8 9 。被

告人の障害や治療の必要性といった要因、又は刑事手続きの結果や

犯罪 の重 大性 、公共 の安全とい った 刑事司法の要因を 考慮した治療

と支援の適切性に関する法的考察が裁判所によって行われる 9 0 。   

④  裁判所によるダイバージョンは強制力を伴う。被告人は、裁判に参加

する必要がなくなったり 、刑事施設に抑留・留置 （ d e t a i n ） されたり 、

罰金を支払うことを強制されるなどの刑事法的介入を受ける可能性が

ある。しかし、裁判所のダイバージョンは、 「からのダイバージョン 」で

はなく 、 「へのダイバージョン 」を前提とする。被告人は、自分の好きな

ように生き、自分の身体に何が起こるかを選択できるという意味では、

 
8 3  I d ,  a t  p . 2 8 .   
8 4  国際疾病分類 （ 「疾病及び関連保健問題の国際統計分類 ： I n t e r n a t i o n a l  

S t a t i s t i c a l  C l a s s i f i c a t i o n  o f  D i s e a s e s  a n d  R e l a t e d  H e a l t h  

P r o b l e m s （ 以下 「 I C D 」 と略 ） 」 ） では 、 「人格障害 」 と言う 。 「パーソナリテ ィ障

害 」は、 「人格障害 」の別名であり 、 D S M （ 精神疾患の診断 ・統計マニュアル ）で

は、 「パーソナリテ ィ障害 」 という 。本稿では、引用原文が 「人格障害 」 と表記され

ている場合を除き 、 「パーソナリテ ィ障害 」 と表記する。   
8 5  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 2 8 .   
8 6  I d ,  a t  p . 2 8 .   
8 7  日本での訴訟能力の問題が該当する。   
8 8  日本での責任能力の問題が該当する。   
8 9  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 2 8 .   
9 0  I d ,  a t  p p . 2 8 - 2 9 .   
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必ずしも自由ではない。刑事法的介入から自由となるには、障害者サ

ービスや精神保健サービスとの関わり、時には裁判所命令の遵守状

況を確認するための裁判所への出廷、司法や医療の専門家による監

視を受けることが条件となる。さらに、治療や支援の受入条件を充足し

なかった場合には、刑事起訴が復活することもある。釈放

（ d i s c h a r g e ）前に治療が行われるメンタルヘルス ・コートでは、治療

プログラムを順調に完了したとしても釈放 （ d i s c h a r g e ） されない場合

があるとされる 9 1 。   

⑤  裁判所によるダイバージョンは、検察などの司法職員、裁判所職員、

弁護士などが地域の精神保健サービスや障害者サービス、場合によ

っては社会支援サービスと連携し、制度横断的な協力を行うものであ

る 9 2 。   

法制化された裁判所ダイバージョン制度の主な共通点は、①時には有罪

判決を 下 すが 、刑 の 代 わ り に 治療等 （又はケ ア や支援 ）の命令を 下す 、②

治療等の命令を下す決定は裁量的であり、障害要因 （障害の有無、治療や

支援の利益や必要性 ） と刑事司法要因 （公共の安全、犯罪の重大性、刑事

法的結果の可能性 ）を考慮して行われていた 9 3 。   

（ 1 ）  N S W 州における裁判所ダイバージョン   

ここでは、 N S W 州での裁判所ダイバージョンについて、まず、旧法であ

る 1 9 9 0 年精神保健 （法医学規定）法 （ N S W ） から詳細に確認してい く 。   

M H F P A は、下級裁判所でのダイバージョンを第 3 2 、第 3 3 条にて規

定していた 9 4 。 N S W 州における下級裁判所は略式裁判管轄の裁判所

であり 、起訴を必要とする犯罪よりも軽いとされる略式犯罪を扱う裁判所

である 9 5 。 もっ とも 、合意があれば、略式裁判が可能な特定の起訴可

能犯罪、及び最高 1 0 年の拘禁刑が科される連邦犯罪も扱うこともできる。   

M H F P A 第 3 2 条は、地域障害者サービス及び精神保健サービスに被

告人をダイバージョンさせる旨を規定していた。第 3 3 条は、重病の被告

人が、刑事施設ではなく病院で適切な治療を受けられるようにすることを

主たる目的 とし 、被 告人の精神医療施設での 抑留 ・留置を 規定してい た 。   

M H F P A は 、認 知障 害や精神障害を持つ 被告人 の治療のた めのダイ

バージョンを下級裁判所に対して認めているが、さらに裁判を受けるにふ

さわし くない裁判不適性者 9 6 、若し くは裁判不適性者の認定を受ける

 
9 1  I d ,  a t  p . 2 9 .  ” d e t a i n ” （ 動詞 ） / ” d e t e n t i o n ” は、日本法の 「勾留、拘留

( 刑 ) 」 と区別するため本稿では 「抑留 ・留置 」 と訳する。  
9 2  I d ,  a t  p . 2 9 .   
9 3  I d ,  a t  p . 2 9 .   
9 4  M H F P A 第 3 2 条、第 3 3 条は下級裁判所での手続にのみ適用される （ M H F P A

第 3 編 ） 。   
9 5  注 4 2 も参照。   
9 6  裁判不適性者の認定は、中間裁判所 （ D i s t r i c t  C o u r t ） 及び上級裁判所

（ S u p r e m e  C o u r t , ） での手続にのみ適用される （ M H F P A 第 4 条 ） 。   
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可能性がある者も含めたダイバージョンが可能であった 9 7 。   

a )  M H F P A 第 3 2 条によるダイバージョン   

M H F P A 第 3 2 条は、下記のように定めている。   

第 3 2 条  精神疾患、精神状態 （ m e n t a l  c o n d i t i o n ） 、認知障害に

罹患している者   

( 1 )  裁判官 （ M a g i s t r a t e ） に対する審理の開始時又は審理の途中

において、裁判官に次のように思われる場合：   

( a )  被 告人 が （又 は 、訴訟手続に 関連する犯罪の被疑実行時

に ）以下のようであった場合：   

( i )  認知障害又は、   

( i i )  精神疾患、   

( i i i )  精 神 治 療 施 設 で治療 が可能 な精 神 状態に あ るが 、精

神病者ではない場合。   

( b )  訴訟手続において主張された事実の概要又は裁判官が関

連 す る と 考 え る そ の 他 の 証 拠 に 基 づき 、法 律 に 従 う よ り も 、

本 編 の 規 定 に 従 って被告人を 処罰 （ d e a l ） す る こ とが 、適切

で あ る 場 合 、 裁 判 官は 、 第 ( 2 ) 項 又 は 第 ( 3 ) 項 に 定 め る 措 置

をとることができる。   

( 2 )  裁判官は、次のいずれか 1 つ以上を行うことができる ：   

( a )  手続きを一時停止（ a d j o u r n ） すること、   

( b )  2 0 1 3 年保釈法に従って被告人の保釈を許可すること、   

( c )  裁判官が適切と考えるその他の命令を行うこと。   

( 3 )  裁判官は、起訴を棄却 9 8 し、被告人を釈放（ d i s c h a r g e ） させ

る以下の命令を下すことができる ：   

( a )  無条件又は条件付きで、責任ある者の保護管理下に置くこ

と、   

( b )  被告人が、裁判官の指定する者又は場所に出頭することを

条件として、以下のとおりとする ：   

( i )  被告人の精神状態又は認知障害の精神鑑定 ・評価又は

治療（又はその両方 ）のため、又は   

( i i )  被告人の認知障害に関する支援を提供するため、又は   

( c )  無条件。   

( 3 A )  第 ( 3 ) 項に基づく命令の対象となる被告人が、同項に基づく条

件 に 従 わ な い 可 能 性 が あ る と 裁 判 官 が 疑 っ た 場 合 、 裁 判 官 は 、

命令を下してから 6 ヶ月以内に、被告人に対し裁判官への出頭を

求めることができる。   

( 3 B )  被告人が出頭しない場合、裁判官は以下のことができる ：   

( a )  被告人の逮捕状を発付すること、   

( b )  （ 略 ）  

( 3 C )  た だ し 、裁 判 官 が第 ( 3 A ) 項に 規定する被告人を 裁判官の前

に出頭させようとする時点で、裁判官が被告人の所在が不明であ

る と 判 断 し た 場 合 、 裁 判 官 は 直 ち に 以下 の こ と を 行 う こ と が で き

 
9 7  N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  C o g n i t i v e  

a n d  M e n t a l  H e a l t h  I m p a i r m e n t s  i n  t h e  C r i m i n a l  J u s t i c e  S y s t e m :  
C r i m i n a l  R e s p o n s i b i l i t y  a n d  C o n s e q u e n c e s ,  R e p o r t 1 3 8  ( N e w  

S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 3 ) ,  p . 3 4 4 .   
9 8  日本では 「公訴棄却 」に当たる。   
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る ：   

( a )  被告人の逮捕状を発付すること、   

( b )  （ 略 ）   

( 3 D )  第 ( 3 ) 項 に 基 づ く 条 件 に 従 い 裁 判 官 が 被 告 人 を 解 放 9 9

（ r e l e a s e ） し 、被告人が解放後 6 ヶ月以内にその条件に従わな

い場合、裁判官は被告人が解放されなかったものとしてその起訴

を処理（ d e a l t ）することができる。   

( 4 )  本 条に基づき 被 告人に対する起訴を 棄却する決定は、被告人

に対する起訴が証明されたこと等を認定するものではない。   

( 4 A )  裁 判官は 、被 告人が第 ( 2 ) 項又は第 ( 3 ) 項に 基づい て命令に

より処理 （ d e a l t ） されるべきか否かについて決定を下す理由を述

べなければならない。   

( 4 B )  （略 ）   

( 5 )  （略 ）   

( 6 )  本条において   

認知障害とは、人の理解力、推論力、適応機能、判断力、学習

力 、 又 は 記 憶 力 の 継 続的 な 障 害 で あ って 、そ の人 の 日 常 生活

に お け る 機 能 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ す も の を い い 、 そ の 人 の 脳

又 は 精 神 の 損 傷 （ d a m a g e ） 、 機 能障 害 、 発達遅 延 、又 は劣化

の 結 果 で あ る も の を い い 、 以 下 の い ず れ か を 含 む （ た だ し 、 こ

れらに限定されない ） ：   

( a )  知的障害、   

( b )  境 界 知 的 機 能 （ b o r d e r l i n e  i n t e l l e c t u a l  

f u n c t i o n i n g ） 、   

( c )  認知症、   

( d )  後天性脳障害、   

( e )  薬物又はアルコールに関連した脳損傷 （ b r a i n  d a m a g e ）

（胎児性アルコール・スペクトラム障害を含む） 、   

( f )  自閉症スペクトラム障害。   

M H F P A 第 3 2 条は、 「認知障害 」 、 「精神疾患」 、 「精神状態に苦

し む 」 被 告 人 の 起 訴 を 棄 却 し 、 そ の 者 を 精 神 鑑 定 ・ 評 価 、 治 療 、 介

護 ・支援にダイバージョンさせることを可能とする規定であった。 「認

知障害 」 、 「精神疾患 」 、 「精神医療施設での治療が可能な精神状態 」

（第 3 2 条第 ( 1 ) 項）にあたる被告人が、刑事事件にて下級裁判所に

出廷する場合に適用された 1 0 0 。   

第 3 2 条の申請は、下級裁判所において、 「裁判官のもとでの手続

の開始時又は審理中のいつでも 」行 う こ とができる （第 3 2 条第 ( 1 )

項）とされた。第 3 2 条による命令は、通常、保護者、世話人、サービ

ス提 供 者 の 支 援 を 受 け た 弁 護人に よ る 口 頭申請 の後に 下 され てい

た。第 3 2 条の申請が許可される場合、裁判官は起訴を棄却できる

（第 3 2 条第 （ 3 ） 項 ） 。尚 、 「被告人に対する起訴を棄却する本条に

基づく決定は、被告人に対する起訴が証明されたか否かを判断する

 
9 9  本稿では、 “ r e l e a s e ” と “ d i s c h a r g e ” を区別するため、 “ r e l e a s e ” を 「解放 」 、

“ d i s c h a r g e ” を 「釈放 」 と訳す。   
1 0 0  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 1 2 0 .   
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ものではない 」 （第 3 2 条第（ 4 ）項 ） とされた。   

裁判官は、一定期間訴訟手続を延期し、起訴を棄却するのではな

く刑事起訴の判決を事実上保留する暫定的な命令を下すこともでき

た （第 3 2 条第 （ 2 ） 項 ) 。   

裁判官は起訴を棄却し、被告人を釈放 （ d i s c h a r g e ） させることが

できた。その際、無条件又は条件付きで責任ある者の保護管理下に

置く （第 3 2 条第 ( 3 ) 項 ( a ) ） 、裁判官の指定する者又は場所に出頭す

るこ とを 条件 と して 、被告人の精神状態又は認知障害の精神鑑定 ・

評 価 又 は 治 療 （ 又 は そ の 両 方 ） を 受 け さ せ た り （ 第 3 2 条 第 ( 3 ) 項

( b ) ( i ) ） 、 認 知 障 害 に 関 す る 支 援 を 提 供 す る （ 第 3 2 条 第 ( 3 ) 項

( b ) ( i i ) ） こ とができた。尚、被告人を精神鑑定 ・評価のために精神医

療施設に連行することができるとした点 （第 3 2 条第 ( 3 ) 項）には、批

判 的 な 意 見 も あ っ た 1 0 1 。 第 3 2 条 命 令 は 、 量 刑 の 原 則

( s e n t e n c i n g  p r i n c i p l e s ) 1 0 2 に よ っ て も 制 限 さ れ ず 1 0 3 、 第

3 2 条の条件付き命令の 6 ヶ月以内の遵守期間は裁判官によって長

くすることはできないとされた 1 0 4 。   

被告人が命令の発令から 6 ヶ月の間に条件を遵守しなかった場

合、 「裁判 官は 、被告人が釈放 （ d i s c h a r g e ） し て いな かった かのよ

うに起訴された罪の裁判を行うことができる 」 （第 3 2 条第 ( 3 D ) 項） 。   

第 3 2 A 条  治療提供者からの報告   

 
1 0 1  ひいては、 M H A による強制収容や治療につながる可能性があるとされる

（ s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 3 1 . ） 。   
1 0 2  量刑原則 ( s e n t e n c i n g  p r i n c i p l e s ) は、量刑判断の基礎となるものである。

これらの原則は、法律やコモンロー （裁判所の判決 ）を通じて発展してきた

（ h t t p s : / / w w w . s e n t e n c i n g c o u n c i l . v i c . g o v . a u / a b o u t -

s e n t e n c i n g / s e n t e n c i n g - p r i n c i p l e s - p u r p o s e s - f a c t o r s  （ 2 0 2 4 年 5 月

2 7 日閲覧 ） 。日本法での 「量刑 」 とは 、刑の量定をさす （金子宏 ・新堂幸司 ・平井

宜雄編集 『法律学小辞典 [ 第 4 版補訂版 ] 』 （ 2 0 0 8 ） 2 9 1 頁 ） 。英米法圏の一つ

であるオーストラリアでは、 ” s e n t e n c e ” は 、 「有罪判決を受けた犯罪者に裁判

所が命じる刑罰 （ p u n i s h m e n t ） 。若 し くは 、罰することを指す 」 （ s u p r a  n o t e  

3 7  p . 8 0 7 . ） 。又 、 ” s e n t e n c i n g ” については、 「量刑 ( s e n t e n c i n g ) 手続きは一

般的に、裁判官の裁量権の行使である。様々な確立されたコモンローや法定の

量刑の原則 ( s e n t e n c i n g  p r i n c i p l e s ) を考慮し、適切な刑 ( s e n t e n c e ) を決定

するのは裁判官である。これらの原則には、正当な刑罰や応報 ( r e t r i b u t i o n ) 、

抑止 （ D E T E R R E N C E ） （ 具体的と一般的の両方 ） 、威嚇 （ d e n u n c i a t i o n , ） 、最

後の手段としての収監 （ i m p r i s o n m e n t ） 、地域社会の保護、全体性

（ T O T A L I T Y ） 、平等性 （ P A R I T Y ） と一貫性 （ c o n s i s t e n c y ） などが含まれる 」

( s u p r a  n o t e  3 7  a t  p . 8 0 8 . ) と説明している。 1 9 9 9 年犯罪 （量刑手続 ）法

( C r i m e s  ( S e n t e n c i n g  P r o c e d u r e s )  A c t  1 9 9 9 ) ( N S W ) 第 3 A 条は、裁判

所が犯罪者に刑罰を科す目的 （ P u r p o s e s  o f  s e n t e n c i n g ） と して 、処罰

（ p u n i s h e d ） 、抑止 （ d e t e r r i n g ） 、更生教育 （ r e h a b i l i t a t i o n ） 、社会防衛

（ p r o t e c t  t h e  c o m m u n i t y ） など 7 点を列挙している 。   
1 0 3  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 1 2 2 .    
1 0 4  I d ,  a t  p . 1 2 2 .   

https://www.sentencingcouncil.vic.gov.au/about-sentencing/sentencing-principles-purposes-factors
https://www.sentencingcouncil.vic.gov.au/about-sentencing/sentencing-principles-purposes-factors
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( 1 )  いかなる法律にもかかわらず、第 3 2 条第 ( 3 ) 項に基づく命令

に 従 って 、被 告 人 の精神状態 （ m e n t a l  c o n d i t i o n ） を 精神 鑑

定・評価し、又は被告人に治療を提供する者（治療提供者）は、

以下 のい ずれかに 、被告人の命令の条件不履行を報告するこ

とができる ：   

( a )  地域犯罪者サービス、保護観察及び仮釈放（ P a r o l e ）サー

ビスの職員、   

( b )  司法省の職員、   

( c )  規則が定めるその他の個人又は団体。   

( 2 )  治療提供者は、本条に基づく報告書に、当該不遵守に関する

意思決定に関連すると考える情報を含めることができる。   

( 3 )  略   

第 3 2 条の命令に基づく治療を提供する者は、 「被告人の命令の

条 件 不 履 行 を 、 地 域 犯 罪 者 サ ー ビ ス 、 保 護 観 察 及 び 仮 釈 放

（ P a r o l e ）サービスの職員 ( 第 ( 1 ) 項 ( a ) ) 又は司法省の職員 ( 第 ( 1 ) 項

( b ) ) に報告することができる 」 （第 3 2 A 条第 ( 1 ) 項） 。治療機関（治療

提供者）は、 「いかなる法律にもかかわらず 」 （第 3 2 A 条第 ( 1 ) 項） 、

報 告 書 に 「 治 療 機 関 が 当 該 不 遵 守に 関す る 意 思 決 定 に 関 連す る と

考える情報 」 （第 3 2 A 条第 ( 2 ) 項）を含めた、広範囲の情報を報告す

ることができた 1 0 5 。   

b )  M H F P A 第 3 3 条によるダイバージョン   

M H F P A 第 3 3 条は、下記のように定めていた。   

第 3 3 条  精神病者 （ m e n t a l l y  i l l  p e r s o n s ）   

( 1 )  裁判官に対する審理の開始時又は審理の途中において 、被告

人 が 精 神 病 者 で あ る と 思 わ れ る 場 合 、 裁 判 官 は （ 公 判 の 休 廷

（ a d j o u r n m e n t ） 、 2 0 1 3 年保釈法 1 0 6 に基づく保釈の許可、又

はその他の方法により 、裁判官が被告人に関して行う ことができ

る他の命令を逸脱することな く ）以下の命令を行うことができる ：   

( a )  被告人を精神鑑定・評価のために精神治療施設に連行し、抑

留 ・留置することを命じることができる、   

( b )  精神鑑定・評価のために被告人を精神治療施設に連行し、抑

留 ・ 留 置 す る こ と を 命 じ 、 精 神 治 療施 設に お け る 精神 鑑 定 ・評

価 の 結 果 、 被 告 人 が 精 神 病 者 又 は 精 神 障 害 者 ( m e n t a l l y  

d i s o r d e r e d  p e r s o n ) でないと判明した場合、その施設におい

て警察官により保釈が認められない限り 、被告人を裁判官又は

公認職員の面前に戻すことを命ずることができる、   

( c )  無条件又は条件付きで 、被告人を責任ある者の保護管理下

として釈放（ d i s c h a r g e ） できる。   

( 1 A )  第 ( 1 ) 項 ( c ) を制限することな く 、裁判官は、被告人に関して、

本 法 律 に 基 づ く精 神 保健調査に お け る地域社会治療命令を 行う

ための要件（調査の開催を除く ）がすべて満たされていると確信し

た場合には、開始時又は裁判官に対する訴訟の審理中のいつで

も、被告人に関して、宣告された精神治療施設による実施のため

 
1 0 5  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 1 2 1 .   
1 0 6  B a i l  A c t  2 0 1 3  ( N S W ) .   
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に、 2 0 0 7 年精神保健法に従って地域社会治療命令を行うことが

できる。   

( 1 B )  2 0 0 7 年精神保健法（第 5 1 条第 ( 1 ) 項及び第 ( 2 ) 項を除く ）の

規 定 は 、被告 人 及 び当該命令に 関して 、当該命令が本法律に 基

づき 審 判 所 ( T r i b u n a l ) 1 0 7 に より な された かのよ うに 適用 さ れ

る。   

( 1 C )  裁 判 官 は 、 第 ( 1 A ) 項 に 基 づ く 命 令 を 行 う 前 に 、 保 健 省 長 官

（ S e c r e t a r y  o f  t h e  M i n i s t r y  o f  H e a l t h ）又は本条の目的の

ために保健省長官から権限を与えられた者に、命令内容を通知し

なければならない。   

( 1 D )  公認職員に対する 2 0 1 3 年保釈法に基づく手続の審理の開

始時又は審理の途中において、公認職員が被告人を精神病者で

あると思った場合、公認職員は（当該職員が被告人に関して行う

ことができる 2 0 1 3 年保釈法に基づく他の命令を逸脱することな

く ） 、以下の命令を行うことができる ：  

( a )  精神鑑定・評価のために被告人を精神治療施設に連行し、抑

留 ・留置することを命ずることができること 、   

( b )  精神鑑定・評価のために被告人を精神治療施設に連行し、抑

留 ・ 留 置 す る こ と を 命 じ 、 精 神 治 療施 設に お け る 精神 鑑 定 ・評

価の 結果 、被告 人 が精神病者又は精神障害者でない と判明し

た 場 合 、 そ の 施 設 に お い て 警 察 官 に よ り 保 釈 が 認 め ら れ な い

限 り 、 被 告 人 を 裁 判官 又 は 公 認 職 員 の面 前 に 戻 す こ と を 命 ず

ることができること。   

( 2 )  被告人が、本条の規定に従って、裁判官又は公認職員によって

審理の 開始 時又 は 審理の途中に おい て 処罰を 受けた ( d e a l t ） 場

合、被告人がその処罰を受けた ( d e a l t ） 日から 6 ヶ月の期間が経

過したときは、その期間内に被告人がその起訴に関して更に処罰

を受け る ( d e a l t ） た めに裁判官に出頭しない限り 、手続の原因と

なった起訴は、棄却されたものとみなされる。   

( 3 )  被 告人が 、第 ( 2 ) 項の規定する罪状に関して さ らな る処罰を受

ける ( d e a l t ） ために裁判官に出頭した場合、裁判官は、その罪状

に判決を下す （ d e a l i n g ） 際に 、本条に基づく命令の結果として被

告人が精神治療施設にいた期間を考慮しなければならない。   

( 4 )  第 ( 2 ) 項に基づき起訴が棄却されたとみなされることは、被告人

に対する起訴が証明されたか否かを認定するものではない。   

( 4 A )  裁判官は、被告人を第 ( 1 ) 項又は第 ( 1 A ) 項 ) に基づく命令によ

り 処 罰 （ d e a l t ） す べ き か 否 かに つ い て 決定 を 下 す 理 由を 述 べな

ければならない。   

( 4 B )  公 認 職 員 は 、 被 告 人 を 第 ( 1 D ) 項 に 基 づ く 命 令 に よ り 処 罰

（ d e a l t ） すべ き か 否 かに つ い て決定を 下す理由を 述べなけ れ ば

ならない。   

( 4 C )  ( 略 )   

( 5 )  規則は、本条に基づく命令の様式を定めることができる。   

( 5 A )  ( 略 )   

( 5 A A )  ( 略 )   

( 5 A B )  ( 略 )   

 
1 0 7  精神健康再審査審判所 （ M H R T ：  M e n t a l  H e a l t h  R e v i e w  T r i b u n a l ） を指

す。   
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( 5 B )  ( 略 )   

( 5 C )  ( 略 )   

( 5 D )  ( 略 )   

( 6 )  本条において   

適 切 な 警 察 官 とは 、 警察 署に 出 頭 し て い る 犯罪 の被 告人 に 関

して、 2 0 1 3 年保釈法に基づき保釈決定を行うことができる警察

官をいう。   

公認職員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 1 0 8 とは、 1 9 8 6 年刑事訴

訟法 1 0 9 と同じ意味である。   

（略 ）   

M H F P A 第 3 3 条は、略式裁判の被告人として出廷した者で、出廷

し た 時 点 に お い て 「 精 神 病 者 」 で あ る 者 に 適 用 さ れ た 。 被 告 人 は 嘆

願をする必要なく 、手続きのどの段階でも第 3 3 条による処分を申請

することができた。   

( a )  第 3 3 条の命令内容   

裁 判 官 は 被 告 人 に関する訴訟の開始時又は審理中のい つ でも 、

被告人が精神病者であると思った場合、被告人に対して以下の命令

をすることができた。   

①  精神鑑定・評価のために精神医療施設に連行し抑留・留置で

きる ( 第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( a ) ） 。   

②  精神鑑定・評価のために精神医療施設に連行して抑留 ・留置

し 、 精 神 医 療 施 設 に て 被 告 人 を 「 精 神 病 者 」 又 は 「 精 神 障 害

者 」 で な い と 認 め た 場 合 、 法 廷 に 戻 せ る ( 第 3 3 条 第 ( 1 ) 項

( b ) ） 。   

③  条件付き 又は無条件で 、責任あ る人 物の保護管理下に お く

ことができる ( 第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( c ) ） 。   

④  地 域 社 会 治 療 命 令 （ C T O ： C o m m u n i t y  T r e a t m e n t  

O r d e r ） を行うことができる ( 第 3 3 条第 ( 1 A ) 項） 。  

上 記 の ① 若 し く は ② の 命 令 は 、 「 権 限 を 与 え ら れ た 職 員 ( 公 認 職

員） 」 （例えば、週末保釈裁判所にいる保釈裁判官）によって行うこと

ができるとされた （第 3 3 条第 ( 1 D ) 項 ） 。上記の④のＣ ＴＯ命令につ

いては、裁判官は命令を下す権限を有するが、関連する地域精神保

健サービス機関の同意がある場合に限られた。被告人は、直ちに精

神医療施設への入院を必要とするほど具合が悪くな くても 、 「精神病

者 」 であ る場 合があ った 。例えば 、 C T O を受け てい る者は 、特にそ

の C T O が継続される可能性が高い場合、 C T O を行う前提条件とし

て、その者が 「精神病者 」であることが必要であるため、厳密には第

3 3 条に該当することになる。   

( b )  実質的な訴訟手続の延期   

第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( a ) 、第 ( 1 ) 項 ( b ) 又は第 ( 1 ) 項 ( c ) に基づく命令は、

 
1 0 8  1 9 8 6 年刑事訴訟法では、 ( a ) 裁判所の登記官、又は、 ( b ) 司法長官が本法に

おける権限のある職員として権限を与えた司法長官部局の職員とされる 。   
1 0 9  C r i m i n a l  P r o c e d u r e  A c t  1 9 8 6  ( N S W ) .   
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「 裁判官が被告人に関して行うことができる他の命令から脱すること

な く 、公判の休廷（ a d j o u r n m e n t ） 、 2 0 1 3 年保釈法に従う保釈の許

可、又 はその他 の方 法により 」行 う こ とができた 。 この規定は 、裁判

所が被告人の精神鑑定・評価又は治療を確実に行いたいものの、訴

訟手続を最終的に終了させた くはない場合に用いられた。   

( c )  裁判官の裁量的判断   

第 3 3 条は、 M H F P A 第 3 2 条と異なり、規定に従い被告人を処分

することが 「 より適切 」であるかの検討を裁判官に明示的に求めず、

裁量的処分とするにとどめていた。   

( d )  暫定的命令と最終的命令   

第 3 3 条の命令は、暫定的なものとしても最終的としても命令を下

すことができるとされる。罪状が比較的些細なものでない限り 、裁判

所は多くの場合、被告人を第 3 3 条に基づき精神医療施設に入院さ

せ 、被 告 人 の 状 態 が 安定した 時点 で最終 的に 罪状に つ い て公判審

理 するこ とを 視 野に 入れ 、訴訟手続きを 延期する別の命令を 下す。

又 、被告 人が 長期 間 、精神医療施 設に入院するこ とに な った 場合、

裁判官は第 3 3 条に基づく最終的な命令を下すこともできた。被告人

が精神医療施設を退院し 、地域社会で良好な経過をたどった場合、

例えば第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( c ) に基づき最終的に命令が下される可能性

が あ る が 、 そ れ 以 外 の場 合は 、 法律 に 従 って 処 理 され る こ と に なっ

ていた。   

( e )  対象者 ( 「精神病者 」 、 「精神疾患」 とは )   

「精神病者」は 、 M H A 第 1 4 条に基づき、 「精神疾患を患っており、

その疾患のために、その人の治療、ケア又は管理が必要であると信

じるに足る合理的な理由がある 」者 、すなわち 「その者自身を深刻な

害から守るため」又は 「他人を深刻な害から守るため 」のいずれかの

理由がある者を指す。その者が精神病者か否かを判断する際には、

「本人の継続的な状態 （本人の状態が悪化する可能性がある場合、

及 び そ の よ うな 悪 化 の影響 が予 想 され る 場合を 含む ） 」 が考 慮さ れ

た。   

ここでいう精神疾患は、 M H A 第 4 条第 ( 1 ) 項において 「人の精神

機能を一時的又は永続的に著し く損なう状態 」 と定義されており 、①

「妄 想 」 、② 「幻 覚 」 、③ 「思考形態の深刻な障害 」 、④ 「重篤な気分

障害 」 、 「前記①～④の症状のいずれか一つ以上の存在を示す持続

又は反復する非理性的行動」を特徴とするものをいう 1 1 0 。   

( f )  被告人が精神病者であると思われる場合とは   

被 告 人 は 、裁 判 官にお い て公判審理時に 「精神病者 」 であ ると思

われた場合、 M H F P A 第 3 3 条に基づく命令を受ける対象となった。

 
1 1 0  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 7 6 .   
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第 3 3 条の主たる目的は、重病の被告人が、刑事施設ではなく病院

で適切な治療を受けられるよ うにすることにある 。 これに基づき 、同

条は、訴 訟の初 期段 階において 急病の被告人を精神医療施設 に送

致するために使用された 1 1 1 。被告人が犯罪を犯したとされる時点

では精神病者の基準を満たしていたと しても 、公判審理の時点では

もはやそう見なされない場合には、第 3 3 条の対象から除外された。   

第 3 3 条は、被告人が精神病者であることと 「裁判官に思われる」

こ との みを要 件 としており 、裁判官は精神診断の専門家で あ る必要

がなく、被告人の外見に基づいて命令を下すことができた 1 1 2 。裁

判官は、被告人を精 神医療施設に連行し 、そこでの専門家 （精神科

医 ）に よる精 神 鑑 定 ・評価の結果に 基づき 、そ の者を 強制的に 入院

させ るべ き か 、 他 の 命令処分を 下すべき かを 決定する こ とが でき た
1 1 3 。  

( g )  起訴の棄却 ・訴訟手続の終了と公判審理の再開   

裁判所が第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( a ) 又は ( b ) に基づいて被告人を精神医

療施設に連行した場合、それ以上の命令がなされず、被告人が 6 ヶ

月以内に裁判所に戻されない限り 、被告人の訴訟手続きは終了した

ものとみなされた （第 3 3 条第 ( 2 ) 項 ） 。以前は、第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( a )

又は ( b ) に基づく命令も起訴の棄却に相当すると考えられていた （少

な く と も 、裁 判 所 が 実質 的な 手続を 延期 す る命 令を 下 さず 、 被告人

が精神医療施設からすぐに退院しない場合である ） 。 しかし 、判例法

では 、被 告 人 が 精 神 医療 施設に 入院 し 、 し ばら く の間 入院 し てい る

場合であっても、第 3 3 条第 ( 1 ) 項（ a ）又は （ b ） に基づく命令は必ず

し も 訴 訟 手 続 を 終 了 さ せ る 効 果 を 持 た な い こ と が 明 ら か に な っ た
1 1 4 。  

第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( c ) に基づく命令は、第 3 2 条に基づく確定命令と

類似している。この命令は、被告人が今後 6 ヶ月以内に裁判所にさ

れない限り、起訴を棄却する効果を持つ。一般的に、第 3 3 条第 ( 1 )

項 ( c ) の命令後に被告人が裁判所に戻される唯一の事例は、被告人

が条件に違反した場合であった。   

精神医療施設に入院された被告人が 6 ヶ月未満で退院させられる

場 合 、 権 限 を 有 す る 医 務 官 （ 公 認 医 務 官 ： a u t h o r i s e d  m e d i c a l  

 
1 1 1  N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  c o g n i t i v e  a n d  m e n t a l  

h e a l t h  i m p a i r m e n t s  i n  t h e  c r i m i n a l  j u s t i c e  s y s t e m :  d i v e r s i o n  
C o n s u l t a t i o n  P a p e r 7  ( N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 0 ) ,  p . 1 8 ,  

p . 2 1 ,  p . 5 8 .   
1 1 2  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 7 6 .   
1 1 3  I d ,  a t  p . 2 7 6 .   
1 1 4  J a n e  S a n d e r s  “ W h a t ’ s  n e w  w i t h  s e c t i o n  3 2 ? ： D i v e r s i o n  u n d e r  

t h e  n e w  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  

P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0 ” ,  ( 2 0 2 1 )  p . 1 2 .   
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o f f i c e r ） が 、 警 察 の 管 理 下 で 被 告人 の抑 留 ・ 留 置を 解 き 警察 が 逮

捕（ M H A 法第 3 2 条 ） 、その後（保釈が許可されるか拒否されるかし

て ）裁判所に戻され、公判審理が再開されることがあった。又 、被告

人 が 精 神 医 療 施 設 から社会へと釈放 （ d i s c h a r g e ） さ れた 場 合でも 、

6 ヶ月が経過していなければ、訴訟手続を再開し 、被告人を裁判所

に戻すことができた。   

 

3 ）  メンタルヘルス ・コート   

裁判 所 ダ イ バ ージ ョ ンが 、専門的 な メ ン タルヘ ルス ・ コ ー ト に よる場合 も

ある 。 ここでの 「 メ ン タルヘルス ・ コー ト 」は 、刑事裁判所内の独立した専門

的な裁判所という意味のほか、専門的なリスト （公判審理予定表 ）による審

理、治 療プログ ラム 等の付 加も包含するなど 、非常に 緩やかな意味を 持っ

ている。そのようなリス トやプログラムが主流の刑事裁判所で運営される場

合 、 専 門 的 メ ン タ ル ヘ ル ス ・ コ ー ト は 特 定 の 裁 判 所 で の 運 用 に と ど ま る
1 1 5 。   

メ ン タルヘルス ・ コー トは 、 「問題解決型裁判所 」 とい う広いカ テゴリーに

含ま れる 1 1 6 。問 題 解決 型裁判所のア プローチ は、多 くの状況で使用さ

れている。例えば N S W 州では、ドラッグ ・コート と青少年ドラッグ ・アルコー

ル・コート 1 1 7 において使用されている 1 1 8 。   

メンタルヘルス ・ コートは、精神疾患を持つ人々のほか、認知障害を持つ

人々に も適 用 され る もの が あ る 1 1 9 。 オ ース ト ラ リ ア では 、 メ ン タルヘ ル

ス ・コートは S A 州、 T a s 州、 V i c 州、 W A 州の 4 つの州で運営されている
1 2 0 が、 N S W 州では設立されていない。これまで N S W 州は、認知障害や

メン タル ヘ ル ス障 害 を 持 つ 被告人に 対処するた めに 、他州 と 異なるア プ ロ

ーチを と ってきた 。 メ ン タルヘ ルス ・ コー ト を設立するのではな く 、ダイ バー

ジョンの枠組みを法律で規定し 「主流 」にすることを選択してきた 1 2 1 。そ

の大きな理由は、 「ポス ト コード司法 （ p o s t  c o d e  j u s t i c e ） 」 と呼ばれる司

法サ ー ビスの 地 域 差 の 問 題を 回避 す る点に あ る 。都市圏の中心部以外で

は、専門裁判所はほとんど存在しない。 N S W 州 1 2 2 は広く、被告人に対

 
1 1 5  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 3 2 .   
1 1 6  I d ,  a t  p . 3 2 .   
1 1 7  Y o u t h  D r u g  a n d  A l c o h o l  C o u r t  o f  N e w  S o u t h  W a l e s .   
1 1 8  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 2 3 .   
1 1 9  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 3 2 .   
1 2 0  I d ,  a t  p . 3 4 .   
1 2 1  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 3 4 .   
1 2 2  N S W 州の人口は、 2 0 2 2 年 6 月 3 0 日現在で 8 , 1 5 3 , 0 0 0 人と 、オーストラリ

アで最も多く 、全オーストラリア人のほぼ 3 分の 1 を占める （ N S W 州政府 「ニュ

ーサウスウェールズ州の人口、文化、地理、地域に関する情報 」 ：

h t t p s : / / w w w . n s w . g o v . a u / a r t s - a n d - c u l t u r e / a b o r i g i n a l - c u l t u r e -

a n d - h e r i t a g e  ） 。  ( 2 0 2 4 年 4 月 1 4 日閲覧 ) 。面積は日本の約 2 . 1 倍とされ

る。   

https://www.nsw.gov.au/arts-and-culture/aboriginal-culture-and-heritage
https://www.nsw.gov.au/arts-and-culture/aboriginal-culture-and-heritage
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し大都市圏の専門裁 判所まで足を運ぶことを要求するこ とは 、 特に地方や

遠隔地のコミュニティに属する人々にとっては現実的ではない 1 2 3 。 N S W

州で採用されたダイバージ ョンの 「主流化 」アプローチは、すべての被告人

に 制度を 利用 でき る可 能性 があ るとい う利点がある 。 もっ とも 、 N S W 州法

改正委員会 ( N S W L R C ) は、 N S W 州におけるメンタルヘルス ・ コート相当の

メ ン タ ル ヘ ル ス 専 門 裁 判 所 プ ロ グ ラ ム （ C R I S P ：  C o u r t  R e f e r r a l  f o r  

I n t e g r a t e d  S e r v i c e  P r o v i s i o n ） の整備と人的体制の確保を提言してい

る 1 2 4 が、 2 0 2 4 年現在も法改正には至っていない。   

 

4 .  N S W 州のメンタルヘルス法の改定   

地域社会に根ざしたメンタルヘルス ・ケアシステムの促進のためには、より

多くの資源が必要である一方、法 1 2 5 は、メンタルヘルス状態の影響によっ

て犯罪の実行に至った場合に免責することを、メンタルヘルス法の改定にお

いて明確にした 1 2 6 。   

2 0 2 0 年に、 2 0 2 0 年精神保健及び認知障害法医学規定法（ N S W ）

（ M H C I F P A ) が可決され、 2 0 2 1 年 3 月 2 7 日、 M H F P A に代わって施行され

た。この法律は、裁判において刑事責任を問われるメンタルヘルス障害又は

認知障害にある被告人に対し特別な配慮を行うための、中核的な州法とされ

る。   

M H C I F P A は、 N S W 州法改革委員会 ( N S W L R C ) の 2 つの報告書「ダイバ

ージョン 」 （報告書 1 3 5 1 2 7 ） と 「刑事責任」 （報告書 1 3 8 1 2 8 ） 、及び 2 0 1 7

年の精 神健 康 再 審 査 審 判 所 （ M H R T ） に 関す るウ ィ ー リ ー レ ビュ ー （ W h e a l y  

R e v i e w ） によって促され制定に至ったものであった。   

ある N S W 州議会主席議員は、州議会での M H C I F P A 法案に関する第 2

読会における演説にて、 「本法案における法医学的精神保健改革は、被害者

のニ ーズ と地 域社 会 の安全 、そ して犯罪者のメン タルヘ ルスとの間で適切な

 
1 2 3  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 3 4 .   
1 2 4  I d ,  a t  p . x x x i i .   
1 2 5  旧法である M H F P A 。他に犯罪法 ( C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W ) ） 第 2 2 A 条

（嬰児殺し ） 、第 2 3 A 条 （実質的障害の部分的抗弁 ）でも規定されている。   
1 2 6  旧法 （ M H F P A ） では 、精神疾患を理由として無罪とされたのが、新法

（ M H C I F P A ） では 、 メンタルヘルス障害、認知障害であった場合、犯罪について

刑事責任を負わない、と改められた。   
1 2 7  N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  

c o g n i t i v e  a n d  m e n t a l  h e a l t h  i m p a i r m e n t s  i n  t h e  c r i m i n a l  j u s t i c e  
s y s t e m :  D i v e r s i o n ,  R e p o r t 1 3 5  ( N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  

C o m m i s s i o n ,  2 0 1 2 ) .   
1 2 8  N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  

C o g n i t i v e  a n d  M e n t a l  H e a l t h  I m p a i r m e n t s  i n  t h e  C r i m i n a l  J u s t i c e  
S y s t e m :  C r i m i n a l  R e s p o n s i b i l i t y  a n d  C o n s e q u e n c e s ,  R e p o r t 1 3 8  

( N e w  S o u t h  W a l e s  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 3 ) .   
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バランスを取るものである 」 と述べた 1 2 9 。   

 

1 )  背景   

( 1 )  障害者の権利に関する条約 （ C R P D ） 1 3 0 への対応   

1 9 7 5 年 に 国 際 連 合 で 採 択 さ れ た 障 害 者 の 権 利 に 関 す る 宣 言

（ D e c l a r a t i o n  o n  t h e  R i g h t s  o f  D i s a b l e d  P e r s o n s ）は 、障害者が

「他 の 人 間 と同 じ市民 的 ・政治的権利 」を 有 し 、 「 あ らゆる搾取 」 と 「 差別

的 、虐 待 的 、又 は 品 位 を 傷つ け る 性質の あ らゆ る扱 い 」 から 保護 されな

け れ ば な ら な い と 明 確 に 規 定 し て い る 。 2 0 0 7 年 、 オ ー ス ト ラ リ ア は

C R P D に署名した。この条約は、すべての人の法の下の平等を規定し、

残酷、非人道的、又は品位を傷つける治療や刑罰、搾取、暴力、虐待か

ら障害者を保護する義務を明記している。   

ダイバージョンは、国際人権義務、特に 「障害者の権利に関する条約 」

にも関連している。条約の締結以前にも、国連にて 1 9 9 1 年に採択され

た 「 精 神 障 害 者 の 保 護 と メ ン タル ヘ ル ス の改善に 関 す る国 連 原則 」 な ど

の国際人権文書は、オーストラリアの精神保健法における障害者の権利

向上の動きに影響を与えている。例えば、 N S W 州における民事精神保健

制度を規定する 2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ）は 、その目的の一つとして、

メンタルヘルス上の障害を持つ人々の市民権の保護を挙げている。条約

の い く つ か の 条 文 が 、 「 障 害 者 の 権 利 保 護 」 に 潜 在 的 に 関 連 し て い る 。

C R P D 第 5 条（平等及び無差別）は、平等と差別からの自由の一般的権

利を 規 定 し 、条 約 の 締 約 国が平等を 達成するこ とを 目的して 、 合理的な

配慮の 提供を 確保 するた めにあ らゆる適切な措置を講じる とい う保証を

含 む 。 第 1 3 条 （ 司 法 手 続 の 利 用 の 機 会 ） は 、 障 害 を 持 つ 人 々 が 他 の

人々と平等に司法に効果的にアクセスする権利を保障する。第 1 4 条（身

体の自由及び安全 ）は、恣意的又は不法に自由を奪われない、又は障害

の存 在 に より 自 由 を 奪 わ れない 権利を 含む自由及び人の安 全に 対する

権利を規 定する 。 これらの規定は 、市民権を保障するた めに 、認知障害

やメンタルヘルス障害を持つ人々に支援を提供する必要がありうることを

認めている。その結果、ダイバージョンスキームの実施と適用は、条約の

権利目標に合致し、認知障害やメンタルヘルス障害を持つ人々の権利の

向上、促進につながっている。   

( 2 ）  N S W 2 0 2 1 計画との連動   

「 N S W 2 0 2 1 」 は 、 N S W 州をオース ト ラリアでナンバーワンの州にする

ために N S W 州が 2 0 1 1 年に策定した、経済の再建、質の高いサービス

 
1 2 9  L e g i s l a t i v e  A s s e m b l y  H a n s a r d ,  3  J u n e  2 0 2 0 ,  

h t t p s : / / w w w . p a r l i a m e n t . n s w . g o v . a u / H a n s a r d / P a g e s / H a n s a r d R e s u l

t . a s p x # / d o c i d / ' H A N S A R D - 1 3 2 3 8 7 9 3 2 2 - 1 1 0 5 5 8  ( 2 0 2 3 年 7 月 2 日閲

覧 ) 。   
1 3 0  C R P D :  C o n v e n t i o n  o n  t h e  R i g h t s  o f  P e r s o n s  w i t h  D i s a b i l i t i e s .   

https://www.parliament.nsw.gov.au/Hansard/Pages/HansardResult.aspx#/docid/'HANSARD-1323879322-110558
https://www.parliament.nsw.gov.au/Hansard/Pages/HansardResult.aspx#/docid/'HANSARD-1323879322-110558
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の提供、インフラの改修、政府の責任の回復、地域環境とコミュニテ ィの

強化を内容とする 1 0 年計画である 1 3 1 。この計画はいくつかの目標、

ターゲッ ト 、及び優先事項を掲げ、特に 「質の高いサービスの提供」 1 3 2

の主要優先事項の一つとして 、認知障害者やメンタルヘルス障害者のた

めのダイバ－ジョン ・プログラムの強化を掲げている。 N S W 2 0 2 1 での目

標、ターゲッ ト 、優先事項は、 N S W L R C の報告書 1 3 5 に直接関連するも

ので、その勧告事項の実施によってさらに促進されると考えられた。ダイ

バージョン強化に関しては、特に、再犯の防止と減少 （ 「目標 1 7 」 ） 1 3 3 、

人々の健康促進と入院防止（ 「目標 1 1 」 ） 1 3 4 が重要である。   

a ）  「目標 1 7 ：  再犯を防止し、再犯の減少 」   

こ の 目 標 は 、 以 下 の よ う に 段 階を 踏 ん で 、 メ ン タ ル ヘ ル ス 上の 問

題を抱える人々を刑事司法制度から遠ざけ、彼らが必要とする医療

サ ー ビ スに 向 か わ せ て再犯を 減ら す こ と を 目指 すも のであ る 。す な

わち、第 1 段階では、 「 2 0 1 6 年までに少年と成人の再犯を 5 % 減少」

させるというものである。第 2 段階は、 「主要な治療・介入プログラム

の達成率の向上 」を図るため、①治療 ・介入プログラムを見直し 、達

成率を高めるための方法を確立させ、②政府機関が情報を共有し、

統合されたサービス と犯罪者を管理する方法を改善し 、③精神的な

問題を抱えた人々を刑事司法制度から脱却させ、彼らのニーズに合

ったサービスへ導くことを支援するというものである。  

b ）  「 目標 1 1 ：  人々の健康を維持し、病院に行かないようにする 」   

こ の 目 標 は 、 精 神 疾 患 を 持 つ 成 人 や 青 少 年 に 対 す る メ ン タ ル ヘ ル

ス ・ケアの成果を上げ、副次的には裁判所から治療に転換される人数

を増やすことにつなげる。   

ｃ )  他の目標   

（ a ）  「目標 1 3 ：  地域社会の最も弱い立場の人々をよりよく守り 、不利

な 状 況 の 連 鎖 を 断 ち 切 る 」 1 3 5 で は 、 児 童 の ウ ェ ル ビ ー イ ン グ

（ c h i l d  w e l l b e i n g ） の向上やホームレスの割合の減少に関する具

体的な目標が 掲げられている 。特に 、住宅、 メ ンタルヘルス 、薬物 ・

アルコール中毒 ・依 存支援サービスの統合が重要であるとされてい

る。   

( b )  「目標 1 4 ：  障害者一人ひとりのニーズを満たし、その可能性を実

 
1 3 1  N S W  G o v e r n m e n t ,  N S W  2 0 2 1 :  A  P l a n  t o  M a k e  N S W  N u m b e r  O n e  

( N S W  G o v e r n m e n t ,  2 0 1 1 )  o n l i n e :  

h t t p s : / / w w w . i p c . n s w . g o v . a u / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / f i l e _ m a n a g e r / N S

W 2 0 2 1 _ W E B V E R S I O N . p d f  ( 2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧 ) 。   
1 3 2  最良の交通、保健、教育、警察、司法、家族サービスを、当事者重視の姿勢で

提供することを掲げている。   
1 3 3  s u p r a  n o t e  1 3 1  a t  p . 3 5 .   
1 3 4  I d ,  a t  p p . 2 3 - 2 4 .   
1 3 5  I d ,  a t  p . 2 8 .   

https://www.ipc.nsw.gov.au/sites/default/files/file_manager/NSW2021_WEBVERSION.pdf
https://www.ipc.nsw.gov.au/sites/default/files/file_manager/NSW2021_WEBVERSION.pdf
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現する支援を提供することにより 、障害者の社会生活への参加機会

を増やす 」 1 3 6 。 この目標は、認知障害のある人に関連するもので

あり 、サービス提 供 において個人を中心としたアプローチを とるこ と

を目指している。   

( c )  「目標 1 6 ：  犯罪の防止と低減」 1 3 7 は、犯罪防止や低減に向け

た、各省庁のパートナーシップへの参加を優先事項とする。   

 

2 0 1 2 年と 2 0 1 3 年、 N S W L R C は、刑事司法制度における認知障害や

メンタルヘルス障害のある人々に関する 2 つの報告書（ 2 0 1 2 年 6 月「ダ

イバージョン 」 ( 報告書 1 3 5 ) 、 2 0 1 3 年 5 月「刑事責任と結果」 （報告書

1 3 8 ） を 提 出 し 、刑 事 手 続き の合理化 、 コ モ ンロー （慣習法 ）の 成文化に

よる透明性の向上、 M H F P A の明確性と理解しやすさの向上のための大

規模な見直しを勧告した。   

N S W L R C では、 M H F P A 第 3 2 条に関連して生じた問題を特定し、同

条の運用を改善するための勧告をすべく 、詳細かつ広範な議論が行われ

た 1 3 8 。 この際に、 メンタルヘルス ・ コートの導入を勧告すべきかについ

ても検討された 1 3 9 。 N S W L R C は、状況によっては、ダイバージョンが

「刑事制度の対象範囲の広がり 1 4 0 と刑期の延長」 、 「被告人の強制的

な刑事 制度 への参 加 」 、 「 特に 有罪が認定されてい ない 場合に も被告人

に重荷を課す参加 」 1 4 1 などの欠点を生じることを認めている。しかし、

最終的に N S W L R C は、 「ダイバージョンは、再犯を減らし 、認知障害や

メン タル ヘル ス障 害 のあ る人々に より 良い結果をもたらす効果的な手段

となり得る 」 1 4 2 と結論付けた 1 4 3 。   

 

2 )  N S W L R C による法改定に向けた検討とその反映状況  

N S W L R C による法 改定に向けた検討とそれによる勧告内容は、その後

の法改 定 に どの よ う に 反 映 さ れた の で あ ろ うか 。以 下 で は 、 そ の経 緯 と結

果について精察する。尚、 N S W L R C の勧告内容のすべては、後掲の「資料

1 ：  N W L R C 報告書の勧告内容」にまとめている。  

報告書 1 3 5 は 5 5 項目、報告書 1 3 8 は 5 9 項目と膨大な勧告項目を網

羅的に含んでいたが、これには、勧告時においてすでに旧法にて対応済み

の 内 容 も 含 ま れ て い た 。 N S W L R C の こ れ ら の 勧 告 は 、 N S W 州 の

N S W 2 0 2 1 計画に連動した、オーストラリア国内の他州と比較して非常に野

 
1 3 6  I d ,  a t  p . 2 9 .   
1 3 7  I d ,  a t  p . 3 4 .   
1 3 8  I d ,  a t  p . 2 4 6 .   
1 3 9  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 7 .   
1 4 0  N e t - w i d e n i n g  e f f e c t .   
1 4 1  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 4 1 - 4 4 .   
1 4 2  I d ,  a t  p . 2 3 0 .   
1 4 3  s u p r a  n o t e  6 5  a t  p . 1 2 6 .   
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心的なもの であ った 。 しか しなが ら 、 これ らの勧告の 州法 への 反映状況は

か な ら ず し も 十 分 と は い え ず 、 新た に 採用 さ れ 法 律 と し て 反映 さ れ た 勧 告

（一部採用も含む）は、報告書 1 3 5 では 1 0 項目、報告書 1 3 8 では 2 6 項

目にとどまった 。 このように 、 N S W L R C に よる勧告が十分に活かされなか

っ た 経 緯は 不 明 で あ る が 、 勧 告 す べ て の実 現 は 広範 囲に 影響 が 及 び 、 関

連法律 の 見 直 し 、 関 係 部 署と の調整 、 リ ソース 等 （資金 、施 設や人的組織

的体制整備など ）の確保など、数多くのハードルを乗り越える必要があった

ためと予想される。さらに、勧告 1 4 4 から法制化まで 7 年もの期間を要し

ており 、 これに鑑みると 、Ｎ S W 州の立法府は、短期間で実現できそうにな

い 事項 の法 制 化を 断念 し 、最低限速やかに 実施すべき事項や重要事項な

どに絞って、 「選択と集中 」の考えに基づいて法制化を進めたものと思われ

る。  

以下では、勧告の検討状況について、類型毎に説明する。   

( 1 ）  警察におけるダイバージョンについての検討   

N S W L R C は、 M H A 第 2 2 条が、危機的状況にある認知障害者に対処

するための枠組みとして適切ではないとし 1 4 5 、政策と手続きの改善に

向け た 新 た な 法 定の 枠 組みを 整備 すべき と した 。そ の 際 、 「 ① 適切な状

況において 、警察が手続を中止するための明確な権限を設ける。②ダイ

バージョンが適切か否かを判断するための枠組みを提供する。③同意や

認諾などの重要な問題に対処する。 」 こ とが提言された 1 4 6 。 この新た

なダイバージョン権限は起訴前 ( p r e  c h a r g e ) と起訴後 ( p o s t  c h a r g e )

に行使されるべきで、警察の主導により 、本人又は本人の利益のために

行動する者の申請によって行使されるべきものとした 1 4 7 。起訴後に行

使されるダイバージョンは、基本的に起訴の取り下げに相当する 1 4 8 。

つま り 、あ る者が 裁 判所出席通知 （ C A N ） 1 4 9 を発行された場合、ある

いは 、警 察が 逮捕 時 に被疑者の障害を特定せずに起訴に 踏み切った 場

合でも、その者はダイバージョンの検討を申請できるべきとした 1 5 0 。   

a )  ダイバージョンの基準 1 5 1   

N S W L R C は、警察におけるダイバージョン基準を、下記のように整

理した。   

( a )  その者の認知障害又はメンタルヘルス障害の明白な性質 ：  

実際の性質や深刻さではなく 、障害の明白な性質や深刻さに焦

 
1 4 4  報告書 1 3 5 は 2 0 1 2 年、報告書 1 3 8 は 2 0 1 3 年に発表される 。   
1 4 5  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 1 5 .   
1 4 6  I d ,  a t  p . 2 3 0 .   
1 4 7  I d ,  a t  p . 2 3 0 .   
1 4 8  I d ,  a t  p . 2 3 0 .   
1 4 9  C A N ：  C o u r t  A t t e n d a n c e  N o t i c e .  日本の召喚状相当 （刑事訴訟法第

6 2 - 6 4 条参照 ） 。   
1 5 0  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 3 0 .   
1 5 1  I d ,  a t  p p . 2 3 0 - 2 3 1 .   
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点を当てること 。   

( b )  申し立てられた犯罪の性質、重大性、状況：   

これによって警察は、該当する場合、被害者の利益を含む様々

な地域社会の利益を考慮できると考える。   

( c )  犯罪歴がある場合の、その性質、重大性、状況：   

N S W L R C としては、特定の個人に関してこのダイバージョンを

利用できる回数に上限を設けることを勧告しない。ただし、その

者 の 犯 罪 行 動 の 履 歴や 、そ の 履歴に 照 ら して 公 判前 ダ イ バ ー

ジ ョ ン が適 切 か ど う かな ど 、 地域 社会 の 利益 とバ ラ ン ス を 取 る

必要があると考える。   

( d )  地域 社会に おけ る治療 、介入 、支援の利用可能性に 関する利

用可能なあらゆる情報：   

警察が被告人を裁判所のようなサービスに移行させる場合、支

援 と情 報 が 必 要 である 。但 し 、警察が治療計画を 立てたり 、被

告人をサービスに従事させたりするこ とを期待するのは妥当で

はない。   

( e )  警 察のダイ バ ージ ョン権拡大に よる犯罪網 ( ネッ ト ) の拡大、同

意と強制、罪を認める要件について懸念に対する見解 ： 1 5 2   

①  ダ イバ ージ ョ ン権 は、非公式な裁量、例えば非公式な警告が

適切でない場合にのみ使用されるべきである。   

②  ダイバージョン権は、警察官が M H A の第 2 2 条に基づく権限

を適切に行使することを妨げるものであってはならない。   

③  警 察 が ダイ バ ージ ョ ン権権限行使後、継続的に 関与するこ と

はないものとする。   

④  警察が 本権限を 行使する際に 、罪を 認めるこ とを要求すべき

ではない。認めると能力的な問題が生じ 、裁判の段階でこの権

限が M H F P A 第 3 2 条よりも強制的又は懲罰的になる可能性が

ある。   

b )  対象とする障害の範囲、適格な犯罪、及び権限の行使回数制限  

対 象 と す る 障 害 の 範 囲 、 適 格 な 犯罪 、 及び 権 限 の 行 使回 数制 限 に

対する N S W L R C の見解は下記のとおりであった。 1 5 3   

( a )  認知障害及びメンタルヘルス障害の広範な定義を採用する。こ

れにより、 M H F P A 第 3 2 条で使用されている用語との定義の整

合性が確保され、ダイバージ ョンの決定において柔軟性を持たせ

ることができる。   

( b )  略式で 処理でき る犯罪 （略式犯罪 ）に対して 、 この権限を利用

できるようにすべきである。これは、現在、 M H F P A 第 3 2 条に関

連して利用可能な犯罪と同じ範囲とする。   

( c )  過去に犯罪を犯したことがある、あるいはダイバージョンされた

ことがあ るとい うだけ で 、ダイバージ ョ ンの対象から外されるこ と

は ない 。 これ は 柔 軟 性を 最大限に 高め 、 起訴され刑事司 法制 度

に移行するリスクの ある人々をケースバイケースで評価できるこ

とに繋がる。   

c )  警察官の対応 1 5 4   

 
1 5 2  I d ,  a t  p . 2 3 1 .   
1 5 3  I d ,  a t  p . 2 3 2 .   
1 5 4  I d ,  a t  p p . 2 3 4 - 2 3 5 .   
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警察官が、認知障害及びメンタルヘルス障害を持つ者が犯罪を犯し

ていると疑い 、その 者に非公式に対処する 1 5 5 こ とが適切で ない 場

合、その警察官は次のことができるとする。   

( a )  自己の訓練より 、その人が認知障害及びメンタルヘルス障害の

兆候を示していることを確認できる。   

( b )  以下のいずれか 1 つ以上を用いて、身元を確認できる。   

①  その者を精神医療施設に連行 （その人が危機に瀕している場

合 ） す る か 、 精 神 医 療 介 入 チ ー ム （ M H I T ： M e n t a l  H e a l t h  

I n t e r v e n t i o n  T e a m ） の訓練を受けた警察官に連絡し、対象

者の障害特定とその者とのコミュニケーシ ョンを支援させる。   

②  警察官は本人、家族、法定代理人と話をして 、その者が以前

に障害を指摘されたことがあるかどうか 、その者がサービスに

つながっているかどうかを判断する。   

③  ②に該当する場合、その者との過去の出会いから得た情報を

利用する。   

④  S C C L S （ S t a t e w i d e  C o m m u n i t y  a n d  C o u r t  L i a i s o n  

S e r v i c e ） 1 5 6 に 連 絡 し 、 認 知 障 害 又 は メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害

の特定と精神鑑定・評価を支援する。   

このアプローチは、本人が警察署にいるかどうかなど 、関連す

る状況によって異 な る 。同様に 、警察官によって障害が特定さ

れない場合、又は本人が最初に裁判前ダイバージョンを考慮さ

れ ない 場 合 、家 族 又 は法的代理人 が裁 判前ダ イ バ ージ ョ ン の

要求を行い、警察官に支援情報を提供することができる。   

( c )  入手可能な情報に基づき障害の明白な性質と深刻さ、申し立て

られた犯罪の性質、深刻さ 、状況、及びその者の犯罪歴 （ある場

合 ） を考慮 する 。警察官は、地域社会に おける治療、介入、支援

の 利 用 可 能 性 に 関す る 利 用 可 能 な 情 報 （ こ れ に は 、 こ の 問題 に

関 して 本 人 や他 の 人 々か ら受 け た 助言 が 含ま れ る場 合があ る ）

も考慮することになる。警察官が現在利用可能な支援に満足しな

い場合、警察官は以下のことを行うことができるとする。   

①  S C C L S に適切な付託を手配するよう依頼できる。   

②  C R E D I T （ C o u r t  R e f e r r a l  o f  E l i g i b l e  D e f e n d a n t s  I n t o  

T r e a t m e n t ） 1 5 7 に 連 絡 し 、 そ の 者 を 精 神 鑑 定 ・ 評 価 し 、 そ

の 者に 必 要 な サ ー ビ ス の 概要 と そ の者 が 利用 で き る か ど う か

を記した計画／報告書を作成するよう依頼する。   

( d )  警察官は、その者をダイバージョンさせることを決定したことを

記録する。   

( e )  C R E D I T が支援メカニズムとして使用される場合、 C R E D I T の

ケースマネージャーは、必要に応じて （警察によるダイバージョン

決定後 ）短期間のケースマネジメン トを提供することができる。付

託がダイバージョンに繋がらない場合でも、関連情報を裁判所に

提供し、 M H F P A 第 3 2 条の適用を支援することができる。  

d )  関連する勧告の概要   

 
1 5 5  警察のコモンロー上の裁量権限に由来する対処として 、 「注意又は警告 」があ

るとされる （ I d ,  a t  p . 2 1 9 . ） 。   
1 5 6  S C C L S ： コ ミ ュニテ ィ と裁判所の連絡サービス。   
1 5 7  C R E D I T ： 裁判所からの治療対象者の付託プログラム。   
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N S W L R C は報告書 1 3 5 にて 6 項目について勧告（勧告 8 . 1 から

8 . 6 ） を行ったが、立法府は呼応せず、法改定に際してこの勧告はまっ

たく反映されなかった。   

まず、 N S W L R C は、勧告 8 . 1 として M H A 第 2 2 条に基づき精神医

療施設に付託され、入所しなかった場合、警察はその決定を審判所に

付 託 し 、審 査を 受 けるこ とができ る とすべき であ ると勧告した （報告書

1 3 5 勧告 8 . 1 1 5 8 ） 。 さらに、 N S W L R C は、法律に、裁判前ダイバー

ジ ョ ン の オ プ シ ョ ン 内 容 に つ い て も 勧 告 し た （ 報 告 書 1 3 5 勧 告

8 . 3 1 5 9 ） 。   

加 えて 、警 察 は 、 認 知障害やメ ン タルヘ ルス障害の有 無 を 特 定し 、

評 価 するた めの 支 援 を 必要としてい る 。 そ のた め 、勧告 8 . 5 と して 、

N S W L R C は、警察がその者をダイバージョンする場合、既存のプログ

ラムである S C C L S と C R E D I T のサービスを利用できるようにするこ

とを勧告した （報告書 1 3 5 勧告 8 . 5 1 6 0 ） 。勧告 8 . 6 として 、 N S W L R C

は、 N S W 警察に対し、精神医療介入チームの警官の訓練を増やし、さ

らに 、すべての 警察 官が、認知障害やメンタルヘルス障害のある人々

への対 応 と裁判 前ダ イバージ ョ ンの運用をカバーする訓練を 受けた こ

とを保証することを勧告した （報告書 1 3 5 勧告 8 . 6 1 6 1 ） 。   

( 2 )  メンタルへルス ・コートについての検討   

N S W L R C は、問題解決型裁判所であるメンタルへルス ・コートを 、 「通

常、精神疾患を持つ人限定の未決訴訟事件表（ d o c k e t ） を持つ専門裁

判所」であり、従来の刑事裁判所よりも治療法、治療、参加者の継続的

な司法監督に重きを置き 1 6 2 、ダイバージ ョン計画を実施する被告人

に対して集中的な裁判所による監督を行うものと位置付けた 1 6 3 。近

年、海外やオーストラリアの他州でメンタルヘルス ・コートの整備が進ん

でいることから、 N S W 州もこれに倣ってメンタルへルス ・コートを設置す

べきではないかとの指摘があったことを受け 1 6 4 、 N S W L R C は主にメ

ンタルヘルス ・ コートの評価について検討をおこなった 1 6 5 。   

N S W L R C は、ダイバージョン権の拡大と勧告される C R E D I T の展開

により、 N S W 州の裁判所は、適切なケースにおいて 「 メンタルヘルス ・コ

ート 」の特徴の一部を採用しうるとした 1 6 6 。又、 N S W L R C は M H F P A

第 3 2 条の強化を補完するために、 N S W 州に対し、認知障害やメンタル

 
1 5 8  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 2 1 3 .   
1 5 9  I d ,  a t  p p . 2 3 2 - 2 3 3 .   
1 6 0  I d ,  a t  p . 2 3 6 .   
1 6 1  I d ,  a t  p . 2 4 2 .   
1 6 2  I d ,  a t  p p . 2 9 5 - 2 9 6 .   
1 6 3  I d ,  a t  p . 3 3 4 .   
1 6 4  I d ,  a t  p . 3 3 4 .   
1 6 5  I d ,  a t  p p . 2 9 5 - 3 3 2 .   
1 6 6  I d ,  a t  p . 3 3 8 .   
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ヘルス障害があり、収監の危険性がある被告人のための特別リスト

（ s p e c i a l i s t  l i s t ） の導入を勧告した ( 報告書 1 3 5 勧告 1 2 . 1 ) 1 6 7 。こ

の特別リストは、専門の支援チームによって監視され、体系化・調整され

たリハビリテーション計画と、問題解決型裁判所のアプローチを用いた専

門家の司法官による定期的な法廷監視を組み合わせたものである
1 6 8 。 さらに 、特別リス ト （ C R I S P ：  C o u r t  R e f e r r a l  f o r  I n t e g r a t e d  

S e r v i c e  P r o v i s i o n  L i s t ） との名称を用いることにより 、 「 メンタルヘル

ス ・コート 」などの名称に関連するスティグマ 1 6 9 を避けることができ、

一般的に使用される用語に起因する、認知障害のある人々の差別・排

除、又は偏見・無視を避けることができるとした 1 7 0 。もっとも 、この勧

告 ( 報告書 1 3 5 勧告 1 2 . 1 ) は採用されなかった。   

（ 3 )  関連法も含めた認知障害とメンタルヘルス障害の定義の検討   

本 稿 の 以 降 の 説 明 で は 、 1 9 9 0 年 M H F P A 1 7 1 を 「 旧 法 」 と い い 、

2 0 2 0 年 M H C I F P A 1 7 2 を 「新法 」 という 。   

N S W 州における、認知障害やメンタルヘルス障害を持つ犯罪者を扱う

関連法規及び判例法は、当該障害に言及するために多くの定義を用いて

いる。例えば、 2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ） （ 「 M H A 」 ） 、旧法は、 「精神疾

患 」 、 「 精 神 病 者 」 、 「 精 神 障 害 者 」 、 「 精 神 状 態 」 、 「 発 達 障 害

（ d e v e l o p m e n t a l  d i s a b i l i t y ） 」 な ど 、 さ ま ざ ま な 表 現 を 用 い て い る 。

1 9 0 0 年 犯 罪 法 （ N S W ） 1 7 3 は 、 実 質 的 障 害 （ s u b s t a n t i a l  

i m p a i r m e n t ） 1 7 4 と嬰児殺し （ I n f a n t i c i d e ） 1 7 5 の部分的抗弁に 言

 
1 6 7  I d ,  a t  p . 3 3 8 .   
1 6 8  I d ,  a t  p . 3 3 8 .   
1 6 9  スティグマについて ( 国立精神 ・神経医療研究センター  精神保健研究所  地域

精神保健 ・法制度研究部 ) ：  

h t t p s : / / w w w . n c n p . g o . j p / n i m h / c h i i k i / a b o u t / s t i g m a . h t m l  ( 2 0 2 4 年 4

月 1 8 日閲覧 ) 参照。   
1 7 0  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 3 8 .   
1 7 1  M H F P A :  M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0  ( N S W ) .   
1 7 2  M H C I F P A ：  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  

P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  ( N S W ) .   
1 7 3  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W ) .   
1 7 4  実質的障害の抗弁は 1 9 0 0 年犯罪法 （ C r i m e s  A c t  1 9 0 0 ）  ( N S W )  第 2 3 A

条で規定されているもので、日本の刑法典第 3 9 条 2 項の限定責任能力に相当

し、殺人罪に対する被告人の責任を量刑として過失致死罪に軽減する。改定前

の犯罪法第 2 3 A 条 （心の異常による実質的障害 ）第 ( 1 ) 項は、 「以下の場合、殺

人罪で有罪になる者は、殺人罪で有罪になることはない ：  ( a )  当該死亡の原因

となった行為又は不作為の時点で、その人の出来事を理解する能力、その人の

行為が正しいか間違っているかを判断する能力、又は自分自身をコン トロールす

る能力が、 「基礎状態に起因する心の異常によって実質的に損なわれていた

（ w a s  s u b s t a n t i a l l y  i m p a i r e d  b y  a n  a b n o r m a l i t y  o f  m i n d  a r i s i n g  

f r o m  a n  u n d e r l y i n g  c o n d i t i o n ） 」 と規定する。    
1 7 5  嬰児殺しとは 、分娩直後の、又は出生後間もない子の殺害。通常は、母親の

手による場合をいい、その精神状態の不安定性、経済状況や父子関係等の子の

https://www.ncnp.go.jp/nimh/chiiki/about/stigma.html


- 42 - 
 

及する際に、さらに複雑な用語を用いている 1 7 6 。   

これらの用語の定義の差異は、関連法規ごとで焦点や目的が異なるこ

とに起因すると思われる。しかし、これら法律用語の定義が整合性を欠く

ことにより 、認知障害者やメンタルヘルス障害者にとって司法的権利にお

いて不利 に作 用 する可能性があ る。刑法で使用される認知障害とメン タ

ル ヘ ル ス 障 害 の 定 義 は 、 整 合 性が な い た め 、 実 務 上不 必 要な 混 乱 と 複

雑さを生んでいるのが実態である。このため、 N S W L R C は、これらの複

雑な用語を、 「認知障害 」 と 「 メ ンタルヘルス障害 」の 2 つの定義に整理

 
育成に関する悲観的事情が動機形成要因となることが多いことを顧慮し、一定

条件下に、 m u r d e r （ 謀殺 ）の要件を充足する場合でも m a n s l a u g h t e r （ 故殺 ） と

して扱うなど 、独立の軽減処罰類型とされる。 F e t i c i d e （ 胎児殺 ） とともに 、

p r o l i c i d e （ 嬰胎児殺 ） という範疇に包括される ( 『 英米法辞典 』 ） 。 N S W 州では、

1 9 0 0 年犯罪法第 2 2 A 条で規定されているもので、日本の刑法典第 3 9 条 2 項

の限定責任能力の事案の一つに相当する。改定前の第 2 2 A 条の内容は以下の

通りである。   

( 1 )  女性が故意の作為又は不作為により 、生後 1 2 ヶ月未満の子である子を死

亡 （ d e a t h ） させた場合であって、その作為又は不作為の時点において、その

子の出産の影響から完全に回復していなかったため、又はその子の出産に伴

う授乳の影響のため、その者の心 （ m i n d ） の均衡が損なわれていたときは 、本

条がなければその罪が謀殺 （ m u r d e r ） に相当するような事情があったとして

も 、その者は、嬰児殺しの罪を犯し 、その者を故殺 （ m a n s l a u g h t e r ） によって

有罪であったかのように取り扱われ、処罰されることができる 。   

( 2 )  女性が生後 1 2 ヶ月未満の子であるその子を殺害 （ m u r d e r ） した罪の裁判

において、故意の作為又は不作為によってその子を死亡させたが、その作為

又は不作為の時点において、その子の出産の影響から完全に回復していなか

ったため、又はその子の出産に伴う授乳の影響のため、その者の心 （ m i n d ）

の均衡が損なわれていたと陪審員が意見を述べた場合には、陪審員は、本条

の規定がなければ殺人の評決をすることができたような事情であったにもかか

わらず、その代わりに嬰児殺しの評決をすることができ 、その者は、当該子に

対する故殺 （ m a n s l a u g h t e r ） によって有罪であったかのように取り扱われ、

処罰されることができる。   

( 3 )  本条のいかなる規定も、その子の殺人についての起訴に際して、陪審員が

故殺 （ m a n s l a u g h t e r ） の評決、心神喪失 （ i n s a n i t y ） を理由とする無罪の評

決、又は出生隠匿の評決をする権限に影響を及ぼすものではない。尚 、故殺

（ m a n s l a u g h t e r ） とは 、日本での過失致死罪に相当する。謀殺 （ m u r d e r ） と

故殺 （ m a n s l a u g h t e r ） の定義については、 1 9 0 0 年犯罪法 ( C r i m e s  A c t  

1 9 0 0 )  ( N S W ) ） 第 1 8 条を参照。   
1 7 6  「 嬰児殺し 」において、メンタルヘルス障害を定義するために使用される用語は

「心の均衡が損なわれていた ( b a l a n c e  o f  h e r  m i n d  w a s  d i s t u r b e d ) 」 であ

る 。一方、 「実質的障害の抗弁 」において、認知障害又はメンタルヘルス障害を

定義するために使用される用語は 「基礎状態に起因する心の異常 （ a n  

a b n o r m a l i t y  o f  m i n d  a r i s i n g  f r o m  a n  u n d e r l y i n g  c o n d i t i o n 」 ） であ

る 。 M H A 、 M H F P A 、 1 9 0 0 年犯罪法では認知障害又はメンタルヘルス障害で使

用される定義が異なっている （ N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  
w i t h  C o g n i t i v e  a n d  M e n t a l  H e a l t h  I m p a i r m e n t s  i n  t h e  C r i m i n a l  
J u s t i c e  S y s t e m :  a n  o v e r v i e w ,  C o n s u l t a t i o n  P a p e r 5  ( N S W  L a w  

R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 0 ) ,  p . 5 4 . ） 。   
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す る こ と を 勧 告 し た （ 報 告 書 1 3 5 勧 告 5 . 1 1 7 7 、 報 告 書 1 3 5 勧 告

5 . 2 1 7 8 ） 。 これらの定義は、旧法の第 3 2 条と第 3 3 条のダイバージョ

ン 規 定 に て 適 用 さ れ る こ と を 狙 っ た も の で あ る （ 報 告 書 1 3 5 勧 告

5 . 3 1 7 9 ） 。又、保釈や公判前ダイバージョン （ M H A で規定 ）の局面にお

い て も 、 こ れ ら の 定 義 を 適 用 す る こ と を 勧 告 し た （ 報 告 書 1 3 5 勧 告

5 . 4 1 8 0 、報告書 1 3 5 勧告 5 . 5 1 8 1 、報告書 1 3 5 勧告 8 . 3 1 8 2 ) 。   

以上のうち、認知障害に関する 「報告書 1 3 5 勧告 5 . 1 」 は 新法第 5 条

にて、 メンタルヘルス障害に関する 「報告書 1 3 5 勧告 5 . 2 」 は 新法第 4

条にて採用された （それぞれの詳細は後述） 。新法はほぼ勧告どおり、従

来広義であった 「精神障害 」を 、 「認知障害 」 と 「 メ ン タルヘルス障害 」の

2 つの定義とした。 さらに、 「報告書 1 3 5 勧告 5 . 3 」は新法第 3 条にて

採用 された 。 「精神障害 」ないしこれに類する用語は様々な法律で用

いられているため、 「精神障害 」の定義付けは、法律間の整合性をとるた

めの最重要の改定であったと言えよう。   

旧保釈法への改定に関しては、 「報告書 1 3 5 勧告 5 . 4 」 と 「報告書 1 3 5

勧告 5 . 5 」の二つの勧告がなされた 1 8 3 。勧告 5 . 4 は、本勧告当時、新

たな保釈法の制定が検討されていたことを受けて 、新保釈法が制定され

た場合に一連の勧告 （報告書 1 3 5 ） を反映させるものであった。一方、勧

告 5 . 5 は、新保釈法が制定されなかった場合の旧保釈法への改定勧告

であったが、これは、 2 0 2 0 年の新法 M H C I F P A 制定より前の、 2 0 1 3 年

に制定された保釈法 （ B i l  A c t  2 0 1 3 ） ( N S W ) に対する一部改定に反映さ

れるにとどまった。勧告 5 . 5 ( b ) は、 「保釈の決定者に認知障害又はメンタ

ルヘ ル ス障 害 を 持 つ人 の特別なニ ーズ を考慮するよ うに すべ き であ る 」

と勧告したが、これは採用された。これにより、 2 0 1 3 年保釈法第 4 3 条

第 ( 1 B ) 項にあった 「 1 9 9 0 年精神保健 （法医学規定）法第 3 3 条第 ( 1 ) 項

（ a ）若 し くは （ b ）又は第 （ 1 D ）項 （ a ）若 し くは （ b ） 」 との法文は、 「 2 0 2 0 年

精神保健及び認知障害法医学規定法第 1 9 条 ( a ) 若し くは ( b ) 又は第 2 1

条第 ( 1 ) 項 ( a ) 若し くは ( b ) 」 に改められた。   

( 4 )  その他のメンタルヘルス法関連の検討   

a )  裁判を受ける適性について   

( a )  N S W L R C は他のほとんどのオーストラリアの司法管轄区域と同

様に、 N S W 州においても裁判適性基準 （プレッサー （ P r e s s e r ） ） を

 
1 7 7  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 1 3 6 .   
1 7 8  I d ,  a t  p . 1 3 8 .   
1 7 9  I d ,  a t  p . 1 4 3 .   
1 8 0  I d ,  a t  p . 1 4 5 .   
1 8 1  I d ,  a t  p . 1 4 7 .   
1 8 2  I d ,  a t  p p . 2 3 2 - 2 3 3 .   
1 8 3  報告書 1 3 5 は 2 0 1 2 年、報告書 1 3 8 は 2 0 1 3 年の勧告である 。   



- 44 - 
 

更新し、法令に組み込むことを勧告した （報告書 1 3 8 勧告

2 . 1 1 8 4 ） 。   

「 プレッサー基準」は、被告人は裁判を受けるにふさわしい者でな

ければならないという要件 1 8 5 で、その起源は、とりわけ被告人が

罪を認めない限り、刑事裁判は行えないという古いコモンローのル

ールに求められる。 1 7 7 2 年までは、被告人が弁明しない場合、圧

殺（ c r u s h i n g ） 1 8 6 で死刑に処される可能性があった。この刑罰

は、被告人が弁明しなかったことが、被告人が弁明をする能力がな

かったこと （無能力 ）に起因する場合には適用されなかった 1 8 7 。

1 9 5 8 年 V i c 州最高裁判所は、 R  v .  P r e s s e r 裁判 [ R  v  P r e s s e r  

[ 1 9 5 8 ]  V R  4 ] 1 8 8 において、被告人が当時の 1 9 2 6 年犯罪法

（ V i c ）の意味において裁判を受ける精神的適性があるとみなされる

前に満たさなければならない 「最低基準」を特定することで、コモン

ローの適性テストを発展させた。スミス裁判官は、この裁判におい

て、適性テストに関連する 6 つの要素として、 「 ( i ) 罪状の性質の理

解、 ( i i ) 裁判手続の性質の理解、 ( i i i ) 陪審員に異議を申し立てる能

力、 ( i v ) 証拠を理解する能力、 ( v ) どのような弁護を行うかを決定す

る能力、 ( v i ) 弁護人及び裁判所に対し、事実関係を説明する能力」

を示した。   

上掲の報告書 1 3 8 勧告 2 . 1 は採用され、旧法は該当する条文条

項がなかったものの、新法では新第 3 6 条（適性テスト ）が新設され

た。裁判を受けるのに不適性であるとの立証に関する 「蓋然性のバ

ランス （ b a l a n c e  o f  p r o b a b i l i t i e s ） 」 1 8 9 も、新第 3 8 条（蓋然

性のバランスより判断される不適性の問題）に反映された。   

 
1 8 4  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p p . 3 1 - 3 2 .   
1 8 5  現在では、裁判を受ける適性は 「裁判の公正さ、人道性、刑事手続の尊厳に対

する国民の評価と尊重の必要性といった広範な考慮事項に基づいていると考え

られている 」 と される （ N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  
C o g n i t i v e  a n d  M e n t a l  H e a l t h  I m p a i r m e n t s  i n  t h e  C r i m i n a l  J u s t i c e  
S y s t e m :  C r i m i n a l  R e s p o n s i b i l i t y  a n d  C o n s e q u e n c e s ,  C o n s u l t a t i o n  
P a p e r 6  ( N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 1 0 )  p . 1 . ） 。   

1 8 6  重りで死刑囚を押しつぶす、いわゆる圧死刑である （ s u p r a  n o t e  1 7 6  a t  

p . 3 . ） 。   
1 8 7  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 2 .   
1 8 8  知的障害を持つ 1 4 歳の男子生徒であるエドワード ・ジ ョン ・プレッサー

（ E d w a r d  J o h n  P r e s s e r ） が 、鉄の棒で 4 歳の少年のレスリー ・アーネスト ・オ

リヴァーを殺害した事案につき、陪審員は、被告人が裁判にかけられるにふさわ

しいと評決した。その後、別の陪審員裁判にて、被告人には過失致死罪で有罪と

の評決が下された （ h t t p s : / / w w w . a u s t l i i . e d u . a u / c g i -

b i n / v i e w d o c / a u / c a s e s / v i c / V i c R p / 1 9 5 8 / 9 . h t m l ? c o n t e x t = 1 ; q u e r y = R

% 2 0 v % 2 0 P r e s s e r ; m a s k _ p a t h =  ）  ( 2 0 2 4 年 5 月 3 日閲覧 ） 。   
1 8 9  蓋然性のバランス （ b a l a n c e  o f  p r o b a b i l i t i e s ） 「 民事訴訟手続において適

用される証明の基準 ：  U N I F O R M  E V I D E N C E  A C T S  s  1 4 0 ( 1 )  ( U E A ) 。 この

https://www.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdoc/au/cases/vic/VicRp/1958/9.html?context=1;query=R%20v%20Presser;mask_path=
https://www.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdoc/au/cases/vic/VicRp/1958/9.html?context=1;query=R%20v%20Presser;mask_path=
https://www.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdoc/au/cases/vic/VicRp/1958/9.html?context=1;query=R%20v%20Presser;mask_path=
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( b )  N S W L R C は、適性テストに関する規定に関連し、被告人が裁判

に効果的に参加できるようにするために、裁判のプロセスに修正を

加えることができるか、あるいは支援を提供することができるかどう

かを裁判所が検討することも規定すべきであると勧告した （報告書

1 3 8 勧告 2 . 2 1 9 0 ） 。 この勧告は採用され、旧法では該当する条文

条項がなかったものの、新第 4 4 条（審問 （ i n q u i r y ） 手続 ）第 ( 5 ) 項

にて反映された。   

b )  精神疾患の抗弁について   

( a )  N S W L R C は、 M ' N a g h t e n テストには、犯罪行為時における正常

な精神状態の定義と、その精神状態と被告人の行為との間の関連

性という 2 つの要素があると説示した上で、抗弁に必要な精神状態

の定義を改め、前述 1 9 1 のメンタルヘルス障害と認知障害の定義

に基づくべきであると勧告した （報告書 1 3 8 勧告 3 . 2 1 9 2 ） 。 もっ と

も 、メンタルヘルス障害とパーソナリティ障害の関係について、

N S W L R C は 2 0 1 3 年の勧告において重大な懸念を示していた。す

なわち、 メンタルヘルス障害にパーソナリティ障害含めると、 メンタ

ルヘルス障害の対象が過度に拡大し、特に反社会的パーソナリティ

障害や精神病質（ p s y c h o p a t h y ） を持つ者が、メンタルヘルス障害

を理由として免責されかねないというのである 1 9 3 。そのため、

N S W L R C は、パーソナリティ障害をメンタルヘルス障害の対象外と

するべきとし 、 さらに中毒や物質摂取の一時的な影響による精神状

態と M ' N a g h t e n テストの関係を検討し、中毒や物質摂取の一時的

な影響についても、メンタルヘルス障害から除外することとした 。こ

の勧告は採用され、新法では新第 4 条 （ メンタルヘルス障害） と新

第 5 条（認知障害）に反映された上、パーソナリティ障害と中毒と物

質摂取の一時的な影響については定義から除外された。   

( b )  N S W L R C は、旧法を改定し、 メンタルヘルス障害又は認知障害の

抗弁のための法定テストを含めるべきであるとし、精神疾患の抗弁

に関して M ' N a g h t e n テスト 1 9 4 を改訂・更新し、旧法に組み込む

 
用語の最も近似的なものは 「そうでないよりも可能性が高い 」である 」 ( s u p r a  

n o t e  3 7  a t  p . 8 7 . ) 。   
1 9 0  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 3 5 .   
1 9 1  報告書 1 3 5 勧告 5 . 1 及び報告書 1 3 5 勧告 5 . 2 を指す。   
1 9 2  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p p . 6 1 - 6 2 .   
1 9 3  I d ,  a t  p . 5 9 .   
1 9 4  M ' N a g h t e n テストは、マクノー トン ・ルール （ M ' N a g h t e n  R u l e s ） に基づ くテ

ストである 。マク ノー トン ・ルールは、 1 8 4 3 年にイギリスで発生したダニエル ・マ

ク ノー トン事件の裁判を原点とする準則、法則である。それは、ろ くろ細工師のマ

クノー トンが妄想の中、当時の首相であるロバート ・ ピエール卿の私設秘書ドル

モンドをピエールだと錯誤し、歩行中の彼を背後から射殺したが無罪となった事

件である。マク ノー トン ・ルールの規準は、精神障害のため、その行為の性質

（ n a t u r e  a n d  q u a l i t y ） を知らず 、又は、それを知っていた場合でも、その行為
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べきであると勧告した。又、 M ' N a g h t e n テストに第三の「オプショ

ン 」を追加すること、つまり 、その者が自分の行為を制御することが

できなかった場合には抗弁が成立すべきであると勧告した （報告書

1 3 8 勧告 3 . 1 1 9 5 ） 。 この勧告のうち、抗弁のための法定テストに

ついては、旧法では該当する条文条項がなかったものの、新法では

新第 2 8 条（ メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁）第 ( 1 ) 項に反

映されてコモンローの成文化が実現された。一方、その者が自分の

行為を制御することができなかった場合（勧告 3 . 1 の ( c ) ）のオプシ

ョン追加は、新法に反映されなかった。   

( c )  N S W L R C は、旧法において、精神疾患の抗弁を弁護人、又は正

義の利益が必要とする場合には、裁判所又は裁判所の許可を得た

検察官によってこれを提起できるようにすべきと勧告した （報告書

1 3 8 勧告 3 . 3 1 9 6 ） 。 しかし、この勧告は採用されなかった。   

( d )  N S W L R C は、検察側と弁護人側が、事件の提出証拠にて精神疾

患の抗弁を立証することに合意した場合、裁判官は関連証拠を審査

できるようにすべきとし、 さらに裁判官が、証拠より精神疾患の抗弁

の立証に満足 ( s a t i s f i e d ) した場合、 N G M I 1 9 7 の評決を下さなけ

ればならないと勧告した （報告書 1 3 8 勧告 3 . 4 1 9 8 ） 。 この勧告は

採用され、新法にて新第 3 1 条（被告人と検察官が障害

( i m p a i r m e n t ) について合意した場合の特別評決）が新設された。   

( e )  N S W L R C は、旧法の第 4 編（精神疾患の抗弁）において、 メンタ

ルヘルス障害又は認知障害の抗弁に言及し、この法律における当

該抗弁の名称を、 「 メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁 」 とす

べきと勧告した （報告書 1 3 8 勧告 3 . 5 ） 1 9 9 。又、 M H F P A 第 3 8

条第 ( 1 ) 項の「精神疾患を理由とする無罪 」の評決は、 「 メンタルヘ

ルス障害又は認知障害を理由に刑事責任を負わない 」の評決に置

き換えられるべきと勧告した （報告書 1 3 8 勧告 3 . 6 2 0 0 ） 。報告書

1 3 8 勧告 3 . 5 は採用され、新法では「第 3 編  メンタルヘルス障害

又は認知障害の抗弁 」 、新第 2 8 条（ メンタルヘルス障害又は認知

障害の抗弁） となった 。又、報告書 1 3 8 勧告 3 . 6 も採用され、新第

3 0 条（メンタルヘルス障害又は認知障害により、行為は証明された

が刑事責任はないとされた場合の効果）に反映された。   

 
が悪をなしていることを知らなかったときには責任能力がないとする。   

1 9 5  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p p . 5 0 - 5 1 .   
1 9 6  I d ,  a t  p . 7 6 .   
1 9 7  N G M I :  n o t  g u i l t y  b y  r e a s o n  o f  m e n t a l  i l l n e s s / t h e  d e f e n c e  o f  

m e n t a l  i l l n e s s ） 。 M H F P A 第 2 5 条 （精神疾患を理由として無罪の特別評決 ）

により精神疾患を理由に無罪となった者を指す。   
1 9 8  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 7 8 .   
1 9 9  I d ,  a t  p . 7 8 .   
2 0 0  I d ,  a t  p . 8 0 .   
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c )  裁判を受けるのに不適性と判断された後の手続き （特別審理含む ）   

( a )  N S W L R C は、裁判所は裁判を受ける適性に関する審問で被告人

の裁判を受ける適性を判断する際に、適性がなくても今後、適性が

回復する可能性が高いか、今後も適性が回復しないか若し くは回復

可能性が低いかについても判断することを勧告した （報告書 1 3 8 勧

告 6 . 1 2 0 1 ） 。裁判所が、適性者となる可能性がないか低いと判断

した者は、直接に特別審理（ s p e c i a l  h e a r i n g ） に進むことができる

ものとし （勧告 6 . 1 （ 1 ） ） 、適性者となる可能性が高い者のみ ( 勧告

6 . 1 （ 2 ） ) が、最長 1 2 ヶ月間 ( 勧告 6 . 1 （ 2 ） ( a ) ( i ) ) 、審判所 2 0 2 に

付託され ( 勧告 6 . 1 （ 2 ） ( a ) ( i i i ) ) ) 、審判所は定期的に、その者につ

いて裁判を受ける適性があるかを審査できるようにすべきと勧告し

た （勧告 6 . 1 （ 2 ） ( b ) ） 。 さらに N S W L R C は、審判所がこの定期審査

にて被告人の適性が回復したと判定した場合に、裁判所及び検察庁

長官（ D i r e c t o r  o f  P u b l i c  P r o s e c u t i o n s ） へ通知し、さらに裁判

所が被告人に適性があると判断した場合には、通常の裁判手続きを

継続すべきである ( 勧告 6 . 1 （ 2 ） ( b ) ( i ) ) が、審判所がこの定期審査

にて被告人の適性が回復しなかったと判定した場合には、適性に関

する問題を特別審理するために裁判所に付託すべき ( 勧告 6 . 1 （ 2 ）

( b ) ( i i ) ) であると勧告した。   

報告書 1 3 8 勧告 6 . 1 の ( 1 ) 本文は新法にて一部が採用され、裁判

所が適性者になる可能性がないと判断した （新第 4 7 条 （審問の結

果、被告人が裁判を受けるに不適性であると認定された場合）者

は、直に特別審理に進むことができ （新第 4 8 条（審問の結果、被告

人が 1 2 ヶ月以内に裁判を受けるのに適するようにならないと認定し

た場合）第 ( 1 ) 項） ） 、それ以外は、従来どおり審判所へ付託されるよ

う改められた。勧告 6 . 1 の ( 2 ) ( a ) ( i ) 、 ( 2 ) ( a ) ( i i i ) 、 ( 2 ) ( b ) 本文につ

いては、旧法にて既に勧告と同様の規定が実現していたため、新法

と旧法の内容に異同はなかった （新第 4 7 条（審問の結果、被告人が

裁判を受けるに不適性であると認定された場合）第 ( 2 ) 項 ( b ) ( c ) 、新

第 4 9 条（被告人が 1 2 カ月以内に裁判を受けるに適する可能性があ

ると認定した後の審判所の審査及び裁判所の命令）第 ( 1 ) 項、新第

7 8 条（法医学患者 2 0 3 に対する必要的審査 ） ( b ) ） 。上記の場合、

 
2 0 1  I d ,  a t  p . 1 3 9 .   
2 0 2  精神健康再審査審判所 （ M H R T ） を指す。審判所とも言う 。   
2 0 3  法医学患者 （ f o r e n s i c  p a t i e n t ） とは 、旧法 （ M H F P A ） 、新法 ( M H C I F P A ) で

も使用されている用語で、新法では第 7 2 条 ( 法医学患者 ) で次のように規定して

いる。   

( １ )   

( a ) 裁判を受ける適性がないとされ、精神治療施設、矯正施設、拘置所その他

の場所に抑留 ・留置されている者、 ( b ) 特別審理の後に制限期間が指定され

た者 ( その後に延長命令又は暫定延長命令を受ける者を含む。 ) であって、精
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従来と変わらず被告人は審判所に付託されなければならない。又、

定期審査実施に関する勧告 6 . 1 （ 2 ） ( b ) は、勧告時にすでに旧法で

実施されており 、新法でも引き続き実施されている （新第 7 8 条（法医

学患者に対する必要的審査） ( d ) ) 。勧告 6 . 1 の ( 2 ) ( b ) ( i ) は採用さ

れ、審判所は、被告人が裁判を受ける適性ありと判定した場合、旧

法では通知不要であった裁判所及び検察庁長官への通知が新法で

は義務づけられた （新第 8 0 条（犯罪について裁判を受けるにふさわ

しくないと判断された者の審査）第 ( 2 ) 項 ( a ) ） 。裁判所に通知した後

の公判手続の継続については、旧法と同様の内容で新第 5 0 条 （被

告人が裁判を受けるに適する旨の審判所による認定 ）第 ( 1 ) 項にて

規定された。勧告 6 . 1 の ( 2 ) ( b ) ( i i ) における、審判所が裁判を受ける

適性なしと被告人を判定した場合の裁判所及び検察庁長官への通

知は、旧法にて既に実現しており 、従来と同様の内容で新第 8 0 条第

( 2 ) 項 ( b ) に規定されたが、さらに 、審判所が判定した後はできるだ

け速やかに特別審理を行わなければならない （新第 5 5 条 ( 特別審理

が行われる場合 ) 第 ( 1 ) 項） と、新法にて新たに明記された。   

( b )  N S W L R C は、特別審理は通常の刑事裁判ではなく 、定義上、刑

事手続を理解できない被告人に無罪の機会を与えることを意図した

手続であるから 2 0 4 、裁判所が被告人の不出廷を許可するか、又

は被告人を特別審理に出廷させないようにすることができるよう、旧

法を修正する必要があると勧告した （報告書 1 3 8 勧告 6 . 2 2 0 5 ） 。

この勧告は採用され、新第 5 6 条（特別審理の手続き ）第 ( 8 ) 項にて

反映された。   

( c )  旧法の下での裁判所では、被告人を特別審理に参加させやすくす

るために、裁判手続の変更を検討することが慣行となっていたが、

旧法はこの手続変更に関する規定を置いていなかった。 N S W L R C

は、旧法の規定にこの慣行を正式に定めることを勧告した （報告書

1 3 8 勧告 6 . 3 2 0 6 ） 。 この勧告は採用され、新第 5 6 条（特別審理）

の手続き ）第 ( 2 ) 項にて反映された。   

 
神治療施設、矯正施設、拘置所その他の場所に抑留 ・留置され、又は審判所

の発する命令に基づき条件付きで拘禁 （ c u s t o d y ） から解放される者、 ( c ) 行

為は証明されたが刑事責任を問われないという特別評決の対象である者であ

って、精神治療施設、矯正施設、拘置所その他の場所に抑留 ・留置され又は

裁判所若し くは審判所の発する命令に基づき条件付きで拘禁を解放される

者、 ( d ) 本条の目的のために規則が定める種類の者の一員である者。   

( 2 )  疑義を避けるため、その者が犯罪について裁判を受ける適性がないと判断

され保釈 （ r e l e a s e d  o n  b a i ｌ ） された場合、その者は法医学患者ではない。   
2 0 4  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 4 1 .   
2 0 5  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 4 6 .   
2 0 6  I d ,  a t  p . 1 5 0 .   
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d )  U N A 又は N G M I の認定に伴う裁判所及び M H R T （精神健康再審査

審判所）の権限   

( a )  N S W L R C は、裁判を受けるに不適性であるが無罪ではない

（ U N A ） 2 0 7 とされた場合（旧第 2 2 条第 ( 1 ) 項 ( c ) ） 、又は N G M I と

された （旧第 3 8 条第 ( 1 ) 項 ）場合についての検討をおこなった。旧

法のもとで、裁判所が利用できる命令の範囲と、どのような命令を

下すかを決定する際に適用される原則は、その者が U N A であるか

N G M I であるかによって大きく異なっていた （下記の表を参照） 。   

 

表  U N A と N G M での裁判所の対応の違い   

 U N A   N G M I   

裁判所の命令   ①制限期間の指定

による審判所への

付託（旧第 2 4 条第

( 1 ) 項 ） 、②裁判所

は「通常の刑事裁

判において、関連す

る犯罪についてそ

の者を有罪にした際

に行ったかもしれな

い他の刑罰を科した

り、他の命令を行っ

たりすることができ

る ( 旧第 2 3 条第 ( 2 )

項 ) 。   

①抑留・留置、②条

件付き解放、③無

条件解放、④その

他裁判所が適当と

考える命令 （旧第 3 9

条第 ( 1 ) 項） 。   

解放時の本人及び

公衆の安全の考慮   

―  必須である （旧第 3 9

条第 ( 2 ) 項） 。   

審判所による精神

状態等の判断の要

否   

制限期間が課され

た後、裁判所はそ

の人の精神疾患又

は精神状態に関す

る審判所の判断を

求めなければならな

い （旧第 2 4 条第 ( 2 )

項） 。   

裁判所がその人の

精神疾患又は精神

状態に関する審判

所の判断を求める

必要はない （旧第

2 4 条） 。   

制限期間の指定   拘禁

( i m p r i s o n m e n t ）

刑相当の場合、制

限期間を指定しなけ

ればをならない （旧

第 2 3 条第 ( 1 ) 項 ） 。   

制限期間は指定で

きない （旧第 5 1 条第

( 1 ) 項 ） 。   

 
2 0 7  「 不適性の認定であるが無罪ではない 」 ( U N A :  u n f i t  a n d  n o t  a c q u i t t e d  

( f o l l o w i n g  a  s p e c i a l  h e a r i n g ) )  。 M H F P A の第 2 2 条第 ( 1 ) 項 ( c )  特別審

理で 「入手可能な限られた証拠に基づき、被告人が起訴された犯罪を犯したこ

と 」の認定される場合を指す。   
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条件付き解放命令

後の審判所による

監督   

―   裁判所による条件

付き解放命令後は

法医学患者となる

（旧第 4 2 条

( a ) ( i ) ） 。  

判決に基づくアプロ

ーチとの関連   

裁判所は量刑の原

則を考慮しなければ

ならない。   

裁判所は量刑上の

考慮事項に縛られ

ることはない。   

N S W L R C は、 U N A と N G M I に違いがあることを確認した。   

通常の裁判では、入手可能なすべての証拠が、合理的な疑いを

超えて、その者が犯罪を犯したことを証明しない限り 、その者は無罪

である。そして、 U N A である者は、公正な裁判を受けることがなく 、

いかなる犯罪についても有罪判決を受けない。 U N A は、入手可能な

限られた証拠に基づき、被告人が犯罪を犯したという条件付きで認

定されるものである。他方、 N G M I は、その者の当該行為について法

律上の責任がないと判断されるため、やはり刑事責任が立証される

ことはない。   

しかしながら、 N S W L R C は双方に、以下のような共通点があるこ

とに着目した。すなわち、 U N A と N G M I いずれの場合も、その者が公

正な裁判を受けなかったか、又はその行動に対して法律上の責任が

ないことが判明したため、刑事責任は立証されていない。又、いずれ

も治療とケアに重点を置いた治療的対応からその者が利益を得られ

ること、その者又は地域社会の安全確保のため、その者の自由に対

し制限を課す必要性を生じる可能性があること、その者が裁判を受

けるのに不適性であると同時に N G M I である可能性もあること、オー

ストラリアの他州や海外のいくつかの司法管轄区域では、その者が

U N A か N G M I かどうかに関係なく、裁判所が同じ原則を適用し、同じ

範囲のオプションから選択する法的枠組みをとっていることなどであ

る。   

さらに N S W L R C は、 U N A 又は N G M I と判断されたものの、拘禁

( i m p r i s o n m e n t ）刑相当を科すことが適切でない者をどのように処

遇すべきかについても検討し、その結果、 U N A と N G M I の認定後の

裁判所の権限に大きな違いがあることを正当化する合理的な事由は

ほとんど見当たらないとして、 N G M I の認定後に裁判所が利用できる

権限と、 U N A の認定後に裁判所が利用できる権限を一致させるべき

であるとの見解 2 0 8 に立ち、 U N A 又は N G M I と認定された者に対す

る、裁判所の権限を統一することを勧告した ( 報告書 1 3 8 勧告

 
2 0 8  オーストラリアのほとんどの国や海外のいくつかの司法管轄区域では、それぞ

れの法的枠組みは、その者が U N A か N G M I かどうかに関係な く 、同じ原則を

適用し、同じ範囲の選択肢から選択することを裁判所に求めているとされる

（ s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 6 5 . ） 。   
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7 . 1 2 0 9 ) 。   

具体的には、 N S W L R C は、従来では制限期間を科さなかったが、

実際は、無期限抑留 ・留置となり得る N G M I も含めて、 U N A 又は

N G M I とされた全ての被告人に制限期間を科すべきであると勧告し

た （報告書 1 3 8 勧告 7 . 2 2 1 0 ） 。まず、 N S W L R C は、 U N A 又は N G M I

とされた者について、通常の裁判で有罪が確定したならば拘禁刑が

言い渡されたであろうかを、裁判所が判断しなければならないとした

（勧告 7 . 2 ( a ) ） 。そ してその者に拘禁刑が言い渡されたであろう場合

に、裁判所は、通常の裁判において科されるであろう最適な推定刑

期（勧告 7 . 2 ( c ) ) を、制限期間として指定しなければならないと勧告

した （勧告 7 . 2 ( b ) ） 。 さらに、裁判所は、制限期間を設定する際、そ

の者が認知障害又はメンタルヘルス障害により、他の被告人であれ

ば酌量されるべき緩和若し くは軽減すべき事情を示すことができな

いことを考慮しなければならない （勧告 7 . 2 ( d ) ） と した。そして 、制限

期間が終了すると、その者は法医学患者でなくなるべきである （勧告

7 . 2 ( e ) ） と した。   

 ( b )  以上の勧告のうち、報告書 1 3 8 勧告 7 . 1 2 1 1 は採用されなかっ

た。又、報告書 1 3 8 勧告 7 . 2 は、一部のみの採用となった。   

まず勧告 7 . 2 ( a ) は採用されなかった。旧法では、 N G M I 2 1 2 が無

罪であるところ、仮に有罪であったならば拘禁刑が科せられていた

かを裁判所が判断する要否の有無について、格別規定しておらず

（旧第 3 9 条 ） 、新法もこれを継承した （新第 3 3 条（特別評決の効

力） 、新第 6 1 条（ メンタルヘルス障害又は認知障害を理由とする、行

為証明はされたが刑事責任はないとの特別評決） ） 。尚、特別審理

において U N A とされた者については、旧法では、通常の裁判で有罪

とされた場合に拘禁刑が科せられたか否かを判断しており （旧第 2 3

条第 ( 1 ) 項 ( a ) ） 、新法も同様である （新第 6 3 条（有罪認定後の罰則）

第 （ 2 ）項 ） 。勧告 7 . 2 ( b ) も採用されなかった。旧法では、 N G M I とさ

れた者については、無罪にも関わらず主に公衆へのリスクより期限

を定めずに抑留・留置することができた （旧第 3 9 条第 ( 1 ) 項）が、新

法も同様である ( 新第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ) 、新第 6 1 条第 ( 2 ) 項 ) 。尚、Ｕ N A

とされた者については、旧法では、既に制限期間の指定についての

規定があり （旧第 2 3 条第 ( 1 ) 項 ( b ) ） 、新法も同様であった ( 新第 6 3 条

第 ( 2 ) 項 ) 。勧告 7 . 2 ( c ) も採用されなかった。旧法では、 N G M I とされ

た者は無罪であるため制限期間は指定されず（旧第 3 9 条第 ( 1 )

項） 、新法も同様であった ( 新第 3 3 条第 ( 1 ) 項、新第 6 1 条第 ( 2 ) 項 ) 。

 
2 0 9  I d ,  a t  p . 1 6 6 .   
2 1 0  I d ,  a t  p p . 1 8 0 - 1 8 1 .   
2 1 1  I d ,  a t  p . 1 6 6 .   
2 1 2  注 1 9 7 参照。   
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尚、旧法では、特別審理にて U N A 2 1 3 とされた者は有罪であるた

め、制限期間は最適の推定刑期と等し くする旨規定しており （旧第

2 3 条第 ( 1 ) 項 ( b ) ） 、新法も同様である ( 新第 6 3 条第 ( 2 ) 項 ) 。勧告

7 . 2 ( d ) は、一部が採用され、新第 6 3 条 （有罪認定後の罰則 ）第 ( 5 )

項 ( a ) ( b ) に反映された。同条にて裁判所は、 「制限期間又はその他

の刑罰を決定する際に、被告人のメンタルヘルス障害若しくは認知

障害、又はその両方のために、その者が量刑の減免を得る目的で、

量刑の減免要素を証明すること、又は有罪答弁をすることができな

い可能性があることを考慮しなければならない。 」 と定められた。

尚、 N G M I とされた者については、勧告 7 . 2 ( a ) が採用されなかったた

め対象外となった。勧告 7 . 2 ( e ) は、採用されなかった。旧法では、特

別審理後に精神治療施設、矯正施設又はその他の場所に抑留 ・留

置された者が、旧第 2 3 条に基づき科された制限期間（その期間が終

身未満である場合 ）が満了し、かつ、その者に対し延長命令又は暫

定延長命令が下されなかった場合、その者は法医学患者の地位を

失うものとされていた （旧第 5 2 条第 ( 2 ) 項 ( a ) ）が 、新法でも同様であ

る ( 新第 1 0 1 条 （法医学患者としての地位の終了） ( e ) ) 。   

( c )  勧告 7 . 3 は、勧告 7 . 2 に基づき U N A 又は N G M I とされた者につい

て、裁判所が制限期間を指定した場合を前提としている。 N S W L R C

は、 U N A 又は N G M I とされた者が審判所へ付託された後、その者を

法医学患者として扱い、審判所が審査し抑留・留置と治療に関する

最初の決定をすることができるようにすべきと勧告した （報告書 1 3 8

勧告 7 . 3 2 1 4 ） 。具体的には、メンタルヘルス障害若し くは認知障害

に関連する専門知識を有する審判所が法医学患者の監督と管理を

行うために裁判所が制限期間を指定した者を審判所に付託（勧告

7 . 3 ( a ) ) し、その者は法医学患者とされ （勧告 7 . 3 ( b ) ) 、審判所は速

やかに付託後 2 ヶ月以内に審査（勧告 7 . 3 ( c ) 本文 ）し 、制限期間を

指定された法医学患者の抑留・留置と治療に関する最初の決定をす

べきであるとした （勧告 7 . 3 ( c ) ( i ) ( i i ) ） 。   

U N A とされた者については、 ( 勧告 7 . 3 ( a ) ) の内容は、旧法（旧第

2 4 条第 ( 1 ) 項 ( a ) ） ですでに規定されていたが、新法（新 6 5 条（制限

期間が課された後の審判所への付託）第 ( 1 ) 項）でもこれを継承し

た。勧告 7 . 3 ( b ) の内容についても、旧法 （旧第 4 2 条 ( a ) ( i ) ） ですでに

規定され、新法（新 7 2 条（法医学患者）第 ( 1 ) 項 ( b ) ） でもこれを継承

した。勧告 7 . 3 ( c ) 本文の「速やかに審査すべき 」 との内容は、旧法

（旧第 4 5 条 ）ですでに規定され、新法（新第 7 8 条法医学患者に対す

る必要的審査 （ a ） ） でもこれを継承した。但し、制限期間を指定した

 
2 1 3  注 2 0 7 参照。   
2 1 4  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 8 7 .   
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場合の審査期限に関しては、旧法では審査期限を定めておらず、勧

告の「付託後 2 ヶ月以内」との要件は新法では採用されなかった。旧

法は、 N G M I とされた者への制限期間の指定について、格別規定し

ていなかった。 N G M I とされた者に制限期間を指定すべきとする勧告

7 . 2 が採用されなかったのは、前述のとおりである。従って、 N G M I と

された者について制限期間を指定した場合を前提とする本勧告

（ 7 . 3 ( a ) 、 7 . 3 ( b ) 、 7 . 3 ( c ) 本文、 7 . 3 ( c ) ( i ) ( i i ) ）の内容は、すべて除

外された。   

N G M I とされた者の処遇は、旧法と新法では一部異なる。まず、審

判所へ付託については、旧法では、格別規定していなかったが、新

法では、無条件解放される場合を除き審判所へ付託される （新第 3 4

条（被告人の審判所への送致）ものとされた。 N G M I とされた者を法

医学患者とする勧告 7 . 3 ( b ) の内容は、旧法（旧第 4 2 条 ( a ) ( i ) ） です

でに規定され、新法（新 7 2 条（法医学患者 ）第 ( 1 ) 項 ( ｃ ) ） も これを継

承した。勧告 7 . 3 ( c ) 本文の「速やかに審査すべき 」 との内容は、旧

法（旧第 4 4 条第（ 1 ） 項 ）ですでに規定され、新法（新第 7 8 条法医学

患者に対する必要的審査（ a ） ） もこれを継承した。但し、審査期限に

関しては、旧法は審査期限を定めていなかったところ、勧告の 「付託

後 2 ヶ月以内」 との要件は新法では採用されなかった。   

勧告 7 . 3 ( c ) ( i ) （ i i ) の決定事項については、勧告が採用された。旧

法では N G M I とされた者と U N A とされた者とで対応が異なっていた。

旧法では N G M I とされた者には審査の前後を問わず、法医学患者の

抑留・留置と治療に関する命令が可能であったが、 「不適性であると

された者」に対しては、更なる審査の際のみに命令できるにとどまっ

ていた。一方、新法では、法医学患者すべてを対象として、審査の前

後を問わず、任意に命令することが可能となった ( 新第 8 1 条 ( 一般的

な審査に関する命令 ) ( a ) ( b ) ) 。   

( d )  N S W L R C は、制限期間を科さない場合であっても、 U N A 又は

N G M I とされて抑留・留置が適切でない者については、期間を限定し

て 2 年間（それ以前に無条件で解放されない限り ） 、法医学患者とし

て裁判所が地域社会で治療することを前提にそれらの者を審判所に

て監督と管理をすべきとした （報告書 1 3 8 勧告 7 . 4 2 1 5 ） 。具体的に

は、 U N A 又は N G M I とされた者は、制限期間を科さない場合にも、審

判所へ付託され （勧告 7 . 4 ( a ) ） 、 2 年間（それ以前に無条件で解放さ

れない限り ） 、法医学患者とする （勧告 7 . 4 ( b ) ） と した 。又、審判所で

の初期審査を 2 ヶ月以内に実施すべき （勧告 7 . 4 ( c ) ） と した上、抑

留 ・留置条件についても重大な危険性がある場合を除き、その者を

抑留・留置することを命じてはならないとした （勧告 7 . 4 ( d ) ） 。 さ ら

 
2 1 5  I d ,  a t  p . 1 9 2 .   
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に、その者を民事精神保健制度に移行できるとした （勧告 7 . 4 ( e ) ） 。   

報告書 1 3 8 勧告 7 . 4 において、 N G M I とされた者について制限

期間が指定されないことは、旧法と新法とで共通する。勧告 7 . 4 ( a )

は、採用されなかった （従来どおり ） 。 Ｕ N A とされた者に拘禁刑を科

さない場合、旧法と同様に裁判所は被告人を審判所に付託しない。

一方、特別審理で N G M I とされた者は、新法では、行為証明はされ

たが刑事責任はない者 ( 新第 3 3 条 ( 特別評決の効力 ) ) となる。か

つ、その者が無条件解放された場合、旧法と同様に裁判所は、その

者を審判所に付託しないことした 。勧告 7 . 4 ( b ) は採用されなかった

ので、従来どおりである。Ｕ N A とされた者で、制限期間が科さない

場合、若し くは制限期間を科し無条件解放された者は、法医学患者

にならない ( 新第 7 2 条 ( 法医学患者 ) 第 ( 1 ) 項 ( b ) ) 。行為証明はされ

たが刑事責任はないとされた者で、無条件解放された者は法医学患

者にならない ( 新第 7 2 条 ( 法医学患者 ) 第 ( 1 ) 項 ( c ) ) 。又 、 2 年間、法

医学患者であるべきであるとの N S W L R C の勧告も採用されなかっ

た。勧告 7 . 4 の ( c ) は、一部採用されたが、審判所の初期審査は 2

ヶ月以内に実施すべきとの勧告は採用されなかった。 U N A とされた

者で制限期間が科せられた者は、裁判所から制限期間が指定された

後に審判所は、旧法と同様に実施可能な限り速やかに審査を行わな

ければならない ( 新第 7 8 条 ( 法医学患者に対する必要的審査 ) ( a ) ) と

する。尚、制限期間が科せられない者は、審判所の審査の対象とな

らない。行為証明はされたが刑事責任はないとされた者は、実行可

能な限り速やかに、審判所は審査を行わなければならない （新第 7 8

条 ( b ) < 新設 > ） とする。但し 、無条件で解放された者は、審判所の審

査の対象とならない。勧告 7 . 4 の ( d ) は、採用されなかった。被告人

を抑留・留置する条件は、その者が他者に対して身体的又は心理的

危害を及ぼす重大な危険性がある場合に限らない。又、Ｕ N A とされ

た者で制限期間が科せられない者、又、行為証明はされたが刑事責

任はないとされた者で無条件解放された者は、審判所に付託されず

審査の対象とならないので、勧告 7 . 4 の ( d ) の対象者にならない。勧

告 7 . 4 の ( e ) は、採用されなかった。尚、 U N A とされた者で制限期間

が科せられない者、又、行為証明はされたが刑事責任はないとされ

た者で無条件解放された者は、審判所に付託されず審査の対象とな

らないので、勧告 7 . 4 の ( e ) の対象者にならない。   

( e )  N S W L R C は、勧告 7 . 3 - 7 . 4 に基づき裁判所がその者を処遇する

ために審判所に付託する場合、審判所による審査が行われるまで

の間、被告人の処分に関する暫定命令を行うことが必要であるとし

て、暫定命令の内容も勧告した （報告書 1 3 8 勧告 7 . 5 ) 。勧告 7 . 5 の

採用結果を見ると、条件付き又は無条件で解放、精神医療施設又は

その他の場所に抑留 ・留置することを命令できるようにすべきとの勧
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告（勧告 7 . 5 ( a ) ( i ) （ i i ) ）は 、採用された。新法では法医学患者すべ

てを対象として審査の前後を問わず、任意に命令できることとなった

（新第 8 1 条 ( b ) ） 。但し、裁判所が適切と考えることを命令できるよう

にすべきとの勧告 （勧告 7 . 5 ( a ) ( i i i ) ）は採用されなかった。これらの

命令を暫定的命令とすべきとの勧告（勧告 7 . 5 ( b ) ） も 、一部採用さ

れた。命令を可能とする時期については、旧法（旧第 4 5 条）では何

ら規定されていなかったが、新法では、制限期間を指定し審判所に

よる被告人の審査が行われるまでの間と時期を明記した （新第 6 5 条

（制限期間が課された後の審判所への付託）第 ( 2 ）項 ） 。   

( ｆ )  N S W L R C は、 N G M I とされた者は、法廷代理人（弁護人 ）を立てた

か否かに関わらず、この裁判所の決定に対して上訴できるとすべき

であると勧告した。被告人が弁護を申し立てた場合に刑事控訴法で

控訴を制限する N S W 州の立場は、他の多くのオーストラリアの司法

管轄区域と矛盾していた。このような決定を下す際の被告人の精神

状態や、上訴が提起された場合にそれを確認することの本質的な難

しさを考えると、 N S W L R C は、 N G M I の認定や制限期間に対する上

訴を制限すべきではないとした （報告書 1 3 8 勧告 7 . 6 2 1 6 ） 。又、

N S W L R C は、被告人を U N A 及び N G M I と認定後の手続を改定する

N S W L R C の勧告（報告書 1 3 8 勧告 7 . 3 ～ 7 . 5 ）が採用されない場合

に適用される、同様の効果を持つ代替勧告も行った （報告書 1 3 8 勧

告 7 . 7 2 1 7 ） 。代替勧告の勧告 7 . 7 は、被告人が N G M I 評決

（ v e r d i c t ） について （勧告 7 . 7 ( a ) ） 、被告人と検察は N G M I 判決

（ f i n d i n g ）後の命令について （勧告 7 . 7 ( b ) ） 、抗弁を行ったか否か

に関わらず上訴を認めるべきとした 。さらに刑事控訴裁判所は、

N G M I とされた者の解放前に、他者に対して身体的又は心理的危害

を及ぼす重大な危険性がないことを確信（ s a t i s f i e d ） ) 2 1 8 しなけ

ればならないとした （勧告 7 . 7 の ( c ) ） 。  

報告書 1 3 8 勧告 7 . 6 は新法には採用された。 N G M I とされた者

の上訴は、旧法では規定されておらず、上訴は制限されていた。新

法でもこれが継承された。一方、 1 9 1 2 年刑事控訴法（ N S W ） 2 1 9

は、新法改定時に勧告 7 . 6 の内容を第 6 A 条（精神病者に関する特

定の有罪判決及び刑に関する裁判所の権限）に反映させ上訴の制

限を一部なくした。報告書 1 3 8 勧告 7 . 7 ( a ) は一部採用され、 1 9 1 2

年刑事控訴法（ N S W ） において、行為証明はされたが刑事責任はな

いという特別評決（ s p e c i a l  v e r d i c t ）が下された者については、メ

ンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁が本人によってなされなかっ

 
2 1 6  I d ,  a t  p . 2 0 0 .   
2 1 7  I d ,  a t  p . 2 0 2 .   
2 1 8  日本法の 「自由心証主義 」相当に基づくものと思われる。   
2 1 9  C r i m i n a l  A p p e a l  A c t  1 9 1 2  （ N S W ） .   
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た場合に限り、上訴の対象となった （第 5 条（刑事事件における上訴

権）第 ( 2 ) 項、第 5 A A 条（簡易裁判管轄の裁判所が取り扱う刑事事

件における上訴）第 ( 1 ) 項、第 6 A 条 （精神病者に関する特定の有罪

判決及び刑に関する裁判所の権限） ( d ) ） 。尚、勧告 7 . 7 ( b ) ( c ) は、

採用されなかった。   

e )  法医学患者の管理   

（ a ）  N S W L R C は、被告人が暫定的法医学患者及び法医学患者にな

るとき、さらに法医学患者でなくなるときを明確にすべきであるとし

た （報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 2 2 0 ） 。被告人が暫定的法医学患者とな

る要件（勧告 9 . 1 ( a ） ) と、暫定的法医学患者でなくなる要件 （勧告

9 . 1 ( b ） ) は、採用されなかった。新法は旧法と同様に、 「暫定的法医

学患者」と 「法医学患者」を分けて定義しなかった （新第 7 2 条（法医

学患者） ） 。   

U N A 及び N G M I とされた者は法医学患者となるべき （勧告

9 . 1 ( c ) ） との勧告は、旧法（旧第 4 2 条 ( a ) ( i ) ） ですでに規定されて

いたが、新法もこれを継承した。具体的には、特別審理後に制限期

間が指定された者 ( その後に延長命令又は暫定延長命令を受ける者

を含む。 ) であって、精神治療施設、矯正施設、拘置所その他の場所

に抑留・留置され、又は審判所の命令に基づき条件付きで拘禁

（ c u s t o d y ）から解放される者は、法医学患者となる （新第 7 2 条

（法医学患者）第 ( 1 ) 項 ( b ) ） 。又、行為は証明されたが刑事責任を問

われないとする特別評決の対象者で、精神治療施設、矯正施設、拘

置所その他の場所に抑留・留置され又は裁判所若し くは審判所の命

令に基づき条件付きで拘禁（ c u s t o d y ）から解放される者は、法医

学患者となるとされた （新第 7 2 条第 ( 1 ) 項 ( c ) ） 。新旧において文言

の差異はあるが、新法の内容は旧法とほぼ同一である。   

法医学 患者 でな くな る要件で 審判所が無条件に解放するとき （勧

告 9 . 1 の ( d ) ( i ) ） 、 審 判 所 が 法 医 学 患 者 を 非 自 発 的 患 者

（ i n v o l u n t a r y  p a t i e n t ） 2 2 1 として再分類するとき （勧告 9 . 1 の

 
2 2 0  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 2 4 8 .   
2 2 1  旧法 （ M H F P A ） 及び新法 （ M H C I F P A ） 並びに M H A では、非自発的患者

（ i n v o l u n t a r y  p a t i e n t ） 、法医学患者、矯正患者の定義は同義である。新法

制定に伴い文言改定後の M H A 第 4 条では、非自発的患者 （ i n v o l u n t a r y  

p a t i e n t ） を新法 （ M H C I F P A ） で非自発的患者に再分類された法医学患者若し

くは矯正患者又は審判所による精神衛生調査等の結果、非自発的患者として抑

留 ・留置を命じられた者と定義されている。非自発的患者は、法医学患者又は矯

正患者でなくなった場合でも、精神治療施設から釈放 （ d i s c h a r g e ） されない （新

第 1 0 7 条 （法医学患者又は矯正患者でな くなった場合の抑留 ・留置からの解

放 ） 。新法で非自発的患者と分類する規定は、新 1 0 5 条 （非自発的患者として

の患者の分類 ）で、審判所 （ T r i b u n a l ） は 、第 5 編 （法医学患者及び矯正患者 ）

に基づく審査において、精神治療施設、矯正施設、拘置所その他の場所に抑

留 ・留置されている患者でかつ、 ( a ) 当該患者が、特別審理に従って抑留 ・留置
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( d ) ( i i ) ） 、裁判を受けるのに不適性とされたその者が、適性になった

ことが判明したとき （勧告 9 . 1 の ( d ) ( i v ) ） ） については、旧法（旧第

5 1 条第 ( 1 ) 項 ( a ) ( b ) 、旧第 5 2 条第 ( 3 ) 項、旧第 5 2 条第 ( 2 ) 項 ( b ) ）

で す で に 規 定 さ れ て い た が 、 新 法 も こ れ を 継 承 し た 。 新 旧 に お い て

文 言 の 差 異 は あ る が 、 新 法 の 内 容 は 旧 法 と ほ ぼ 同 一 で あ る （ 新 第

1 0 1 条 （法 医学患 者としての地位の終了 ） ( a ) ( g ) ( i ) ） 。 制限期間が

満 了 し た 者 を 、 法 医 学 患 者 か ら 除 外 す べ き と の 勧 告 （ 勧 告

9 . 1 ( d ) ( i i i ) ) ） は 、旧法 （旧第 5 1 条第 ( 2 ) 項 ( a ) ( b ) ） ですでに規定さ

れていたが、新法もこれを継承した （新第 1 0 1 条法医学患者として

の地位の終了） ( e ) ( f ) ） ） 。   

（ b ）  N S W L R C は、審判所の所長又は副所長による審判所での審査

の延期を認めるべきであるとした （報告書 1 3 8 勧告 9 . 2 2 2 2 ） 。

又、 N S W L R C は、 M H F P A 第 4 0 条 ( b ) 及び第 7 4 条 ( a ) で使用され

ている、 メンタルヘルス障害及び認知障害のある者を表す用語の一

部を審判所でも明確にすべきであるとした （報告書 1 3 8 勧告

9 . 3 2 2 3 ） 。 さらに、 N S W L R C は、審判所が被告人の解放を考慮す

る際に提出を受ける報告内容について規則で扱うことを勧告した

（報告書 1 3 8 勧告 9 . 4 2 2 4 ） 。   

勧告 9 . 2 は採用されなかった （新第 1 4 8 条（法医学部門の機能

行使） ） 。 これに対し勧告 9 . 3 は採用され、新第 6 9 条 ( 目的 ) ( b ) 及

び新第 7 5 条 ( すべての命令に適用される審判所が考慮しなければ

ならない事項 ) ( a ) に反映された。勧告 9 . 4 （ d ）は採用されなかった

（新第 8 4 条 （法医学患者を解放するか否かを決定する際に審判所

が考慮すべき事項 ）第 ( 1 ) 項 ( b ) ） 。   

 
された医学患者であり 、審査の日から 6 カ月以内に法医学患者でなくなる場合、

又は、 ( b ) 当該患者が矯正患者であり 、審査の日から 6 カ月以内に矯正患者で

なくなる場合、非自発的患者に分類できるとされている 。さらに 、新第 1 0 6 条

（法医学患者の分類の制限 ）第 ( 1 ) 項では、制限期間又は延長命令の対象となる

法医学患者を非自発的患者に分類できる特例を規定している 。矯正患者

（ c o r r e c t i o n a l  p a t i e n t ） ついては、新法第 7 3 条 （矯正患者 ）で規定する。本

法律における矯正患者とは、 ( a ) 矯正施設又は拘置所から精神治療施設に移送

された者で、 ( i ) 拘禁 （ i m p r i s o n m e n t ） 刑に服しているか、 ( i i ) 抑留 ・留置

（ r e m a n d ） 中であるか、 ( i i i ) 高危険犯罪者抑留 ・留置命令を受けているか、い

ずれかに該当する者 （但し 、法医学患者ではなく 、矯正患者ではな く 、又は自発

的患者でない者 ） をい う 。尚 、高危険犯罪者抑留 ・留置命令 （ h i g h  r i s k  

o f f e n d e r  d e t e n t i o n  o r d e r ） とは 、 2 0 0 6 年犯罪 （高危険犯罪者 ）法又は

2 0 1 7 年テロリズム （高危険犯罪者 ）法に基づく継続抑留 ・留置命令

（ c o n t i n u i n g  d e t e n t i o n  o r d e r ） 又は暫定抑留 ・留置命令 （ i n t e r i m  

d e t e n t i o n  o r d e r ） をいう （新第 3 条 （定義 ）第 （ 1 ） 項 ） 。   
2 2 2  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 2 5 5 .   
2 2 3  I d ,  a t  p . 2 5 8 .   
2 2 4  I d ,  a t  p . 2 5 9 .   
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（ c ）  旧法では、審判所が法医学患者の解放を命じる場合、警察大

臣、保健大臣、法務大臣に通知しなければならなかった （旧第 7 6 A

条） 。これについては、本勧告の前より、 「旧第 7 6 A 条の警察大臣

への通知要件を削除すべきである 」 との勧告があったが、 N S W L R C

も以前の勧告と同様に通知要件の削除の勧告を行い、その際、旧第

7 6 A 条の通知要件の内容は、 M H F P A の不服申し立てを扱う条文

に移すべきとした （報告書 1 3 8 勧告 9 . 5 2 2 5 ） 。 しかし、この勧告

は採用されなかった （新第 1 4 7 条 （審判所の機能に関する一般的事

項）第 ( 5 ) 項） 。   

( d )  旧法では、法医学患者が他の場所 （通常は刑事施設や拘置所）か

ら仮釈放（ l e a v e ） あるいは解放された場合、その後の治療や必要な

他の行動を含め、計画や手配を支援する担当する機関について、規

定が置かれていなかった。これにつき、 N S W L R C は、矯正サービス

長官と少年司法の最高責任者が、法医学患者の仮釈放（ l e a v e ）や

解放のための計画と手配（その後の治療を含む）を支援するプロセ

スを開発すべきとした （報告書 1 3 8 勧告 9 . 8 2 2 6 ） 。 この勧告は採

用されなかった。但し、 「矯正サービス長官及びコミュニティ司法省

内のニューサウスウェールズ州青少年司法局（ Y o u t h  J u s t i c e  

N S W ）の最高責任者は、本条 ( 解放及び仮釈放（ l e a v e ）の計画 ) の

目的のために、医務官（ m e d i c a l  o f f i c e r ） を支援しなければならな

い。 」 と義務付けた （新第 1 1 8 条 （解放及び仮釈放（ l e a v e ） の計

画 ）第 ( 4 ) 項 < 新設 > ） 。   

( e )  N S W L R C は民事精神保健制度における法医学患者の抑留・留置

及び治療に関する特定の条項を明確にすることを勧告した。具体的

には法医学患者が地域社会にいる場合でも、 2 0 0 7 年精神保健法

（ N S W ）の民事規定に基づいて刑事司法で定める法医学患者を抑

留・留置できることを明確にするために、 1 9 9 0 年精神保健（法医学

規定）法 （ N S W ）又は 2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ）のいずれかに規

定を設けるべきであるとした （報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 0 2 2 7 ） 。又 、

1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法 （ N S W ）第 6 8 条は、審判所が、

逮捕命令を下す際に、審判所による違反の審査が終わるまで、審判

所が命令することを認めるべきとした （報告書 1 3 8 勧告

9 . 1 1 2 2 8 ） 。   

報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 0 がなされた 2 0 1 3 年時点の旧法（ M H F P A ）

で は 、 勧 告 内 容 の 規 定 は 含 ま れ て い な か っ た が 、 そ の 後 旧 法

（ M H F P A ） の改定により同勧告が反映され、さらに 2 0 2 0 年の新法

 
2 2 5  I d ,  a t  p . 2 6 2 .   
2 2 6  I d ,  a t  p . 2 7 6 .   
2 2 7  I d ,  a t  p . 2 7 9 .   
2 2 8  I d ,  a t  p . 2 8 1 .   
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に継承された （新第 1 2 0 条 （地域社会の法医学患者及び矯正患者
2 2 9 は、 2 0 0 7 年精神保健法に基づき抑留 ・留置され、治療を受け

ることができる ） ) 。報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 1 は採用され、旧法 （旧第

6 8 条 ) では何ら規定されていなかったところ、新法は、審判所長が、

逮 捕 さ れ た 者 の 審 査 が 行 わ れ る ま で の 間 、 ① そ の 者 に 条 件 付き 解

放 の 命 令に 従 い、引き 続き 治療を 施すこと 、②医師に よる診断を 受

け るよ う命 ずるこ と 、 ③精神鑑定 ・評価及び治療のた めに 精神治療

施設に抑留 ・留置することのうち、 1 つ又は複数を命令することがで

きるとした （新第 1 0 9 条（解放命令違反）第 ( 3 ) 項 ） 。   

( f )  旧法は、審判所が U N A である法医学患者の解放を検討する場

合、審判所は「患者が十分な拘禁（ c u s t o d y ）期間を過ごしたか否

か」を考慮しなければならないと規定していた （旧第 7 4 条 ( e ) ） 。 し

かし、上記の「患者が十分な拘禁（ c u s t o d y ）期間を過ごしたか 」の

文言は、懲罰的な意図を含むものと見なされるため、当該要件を廃

止すべきかが問題とされた 2 3 0 。 N S W L R C は、検討の末、当該要

件を削除することを勧告した （報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 2 2 3 1 ） が 、この

勧告は採用されず、旧法と同様、新法も 「患者が十分な拘禁

（ c u s t o d y ）期間を過ごしたか否か」を考慮しなければならないとし

た （新第 8 4 条 （法医学患者を解放するか否かを決定する際に審判

所が考慮すべき事項 ）第 ( 1 ) 項 ( c ) ） 。   

( g )  N S W L R C は、法医学患者の解放に関し勧告した （報告書 1 3 8 勧

告 9 . 1 4 2 3 2 ） 。具体的には法医学患者でな くなった場合、その者を

抑留・留置するための別の合法的な根拠がない限り、抑留 ・留置場

所がどこであれ、その者が抑留・留置から解放される権利を明確に

する ( 勧告 9 . 1 4 ( 2 ) ) とともに、法医学患者が非自発的患者に再分類

された場合、審判所はその者を矯正施設から精神医療施設に移送

するよう命じる 「ことができる 」ではなく 「 しなければならない 」 ことを

反映するために、旧法の第 5 3 条第 ( 2 ) 項を修正すべきとした ( 勧告

9 . 1 4 ( 1 ) ) 。   

報告書 1 3 8 勧告 9 . 1 4 ( 1 ) は採用されなかった （新第 1 0 5 条（非

自発的患者としての患者の分類）第 （ 2 ） 項 ）が、勧告 9 . 1 4 ( 2 ) は一

部採用され、矯正施設又は拘置所に抑留 ・留置されている者を、そ

の他の合法的な理由により引き続き抑留・留置する必要がある場

合、解放してはならないとした （新第 1 0 7 条（法医学患者又は矯正

患者でなくなった場合の抑留・留置からの解放）第 ( 4 ) 項 ( b ) ) 。尚、

 
2 2 9  注 2 2 1 を参照。   
2 3 0  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p p . 2 9 4 - 2 9 5 .   
2 3 1  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 2 8 6 .   
2 3 2  I d ,  a t  p . 2 9 0 .   
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合法的根拠がない場合には「解放しなければならない 」 とは定めな

かった。   

( h )  旧法は、法医学患者が許可なく N S W 州から離れる場合を想定し

ていなかった。 N S W L R C は、法医学患者が審判所の承認なしに

N S W 州を離れる場合、審判所での審査の中断（勧告 9 . 1 5 ( a ) ） と制

限期間（勧告 9 . 1 5 ( b ) ）の取扱いを規定することを勧告した （報告書

1 3 8 勧告 9 . 1 5 2 3 3 ） 。 この勧告は採用されなかった。尚、不滞在

期間中は制限期間の進行を停止すべきとする勧告 9 . 1 5 ( b ) につい

ては、旧法で既に定めがあり、新法もこれを継承した （新第 1 0 2 条

（制限期間に対する不法不滞在の影響 ）第 ( 1 ) 項 ） 。   

( 5 )  その他   

a )  実質的障害について   

1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ） ）第 2 3 A 条で規定する実質的障害 2 3 4 の

部分的抗弁における認知障害及びメンタルヘルス障害の用語の定義

が M H F P A と異なっており、問題とされていたことは前述のとおりであ

る 2 3 5 。 N S W L R C は、この問題に対処するため用語の定義の修正

を勧告した （報告書 1 3 8 勧告 4 . 1 2 3 6 ） 。 1 9 0 0 年犯罪法 （ N S W ） 第

2 3 A 条第 ( 1 ) 項 ( a ) については、 「基礎状態に起因する心の異常

（ a b n o r m a l i t y  o f  t h e  m i n d  a r i s i n g  f r o m  a n  u n d e r l y i n g  

c o n d i t i o n ） 」 によって影響を受ける、とする現行の要件を、報告書

1 3 8 勧告 3 . 2 の 「認知障害及びメンタルヘルス障害」の定義に置き換

えるべきであるとした 。この勧告は採用された （ 1 9 0 0 年犯罪法

（ N S W ）第 2 3 A 条 ） 。   

b )  嬰児殺しについて   

1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ）第 2 2 A 条で規定する嬰児殺し 2 3 7 は、

「行為又は不作為の時点において、彼女 （母親 ）の心の均衡 （ b a l a n c e  

o f  h e r  m i n d ） が 、子供を出産した影響から完全に回復していないこ

と、又は子供の出産に伴う授乳の影響を理由に乱れていた 」 2 3 8 こと

を要件としていた。 N S W L R C は、これを改定し、子の死亡の原因とな

った行為の時点で、被告人が「その子を出産したことに起因し又は出

産したことに悪化したメンタルヘルス障害」を有していたことを要求す

 
2 3 3  I d ,  a t  p . 2 9 3 .   
2 3 4  注 1 7 4 参照。   
2 3 5  注 1 7 6 参照。   
2 3 6  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 0 1 .   
2 3 7  注 1 7 5 参照。   
2 3 8  犯罪法第 2 2 A 条第 ( 1 ) 項 （嬰児殺し ）は 、 「作為又は不作為の時点において、

その子の出産の影響から完全に回復していなかったため、又はその子の出産に

伴う授乳の影響のため、その女の心の均衡が損なわれていた ( b a l a n c e  o f  h e r  

m i n d  w a s  d i s t u r b e d ) とき 」 と規定する。   
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べきであると勧告した （報告書 1 3 8 勧告 5 . 1 2 3 9 ） 。 この勧告は採用

された （ 1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ）第 2 2 A 条第 ( 1 ) 項 ( b ) 、第 ( 2 ) 項 ( b ) ） 。   

 

3 )  法改定の概要   

以上の N S W L R C の勧告を受けた改定について、前述したように 、 N S W

州議会主席議員は、州議会での本法案に関する第 2 読会での演説におい

て、 「本法案における法医学的精神保健改革は、被害者のニーズと地域社

会の安全、そして犯罪者のメンタルへルスとの間で適切なバランスを取るも

のである 」 と高く評価している 2 4 0 。   

N S W L R C の勧告のうち、主要点については概ね新しい M H C I F P に反映

された。全体として 、 N S W 州にとってこの改定は、法医学的精神保健に関

連するコモンローを成文化する効果をもたらしたと言えるだろう。   

( 1 )  メンタルヘルス障害と認知障害の新しい定義   

旧法では比較的曖昧であったとされる 「精神疾患及びその他の精神状

態 」 の 定 義 は 、 新 法 で は 、 第 4 条 に て 「 メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 （ m e n t a l  

h e a l t h  i m p a i r m e n t ） 」 、第 5 条にて 「認知障害」と明確に分けて定義さ

れた 。これ らの定義 は、裁判を受け る適性、行為に及んだが刑事責任を

問われないという抗弁、ダイバージョンでの規定、犯罪法で適用を検討す

る際に使用される。   

新法のメンタルヘルス障害（新第 4 条） と認知障害（新第 5 条 ）の内容

は下記のとおりである。   

4  メンタルヘルス障害   

( 1 )  本法律において、以下の場合、メンタルヘルス障害を有する。   

( a )  その人が、思考、気分、意思、知覚又は記憶について、一時

的又は継続的な障害を有し、  

( b )  その障害が、臨床診断上、重大であるとみなされる場合、   

( c )  そ の 障 害 に よ っ て 、 そ の 者 の 感 情 的 な 幸 福 感 （ e m o t i o n a l  

w e l l b e i n g ） 、判断又は行動が損なわれている。   

( 2 )  メ ン タルヘルス障害は、以下の障害のいずれかによって生じる

が、他の理由によって生じることもある。   

( a )  不安障害（ a n x i e t y  d i s o r d e r ） 、   

( b )  臨 床 う つ 病 や 双 極 性 障 害 を 含 む 感 情 障 害 （ a n  a f f e c t i v e  

d i s o r d e r ,  i n c l u d i n g  c l i n i c a l  d e p r e s s i o n  a n d  b i p o l a r  

d i s o r d e r ） 、   

( c )  精神病性障害 （ p s y c h o t i c  d i s o r d e r ） 、   

( d )  一時的でない物質誘発性精神障害 （ a  s u b s t a n c e  i n d u c e d  

m e n t a l  d i s o r d e r  t h a t  i s  n o t  t e m p o r a r y ） 。   

( 3 )  本法律におけるメンタルヘルス上の障害は、以下の事項によっ

てのみ引き起こされ る場合、その者はメンタルヘルス上の障害を

有しない。   

( a )  物質 ( s u b s t a n c e ) の摂取による一時的な影響、又は   

 
2 3 9  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p p . 1 2 4 - 1 2 5 .   
2 4 0  注 1 2 9 参照。   
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( b )  物質使用障害 ( s u b s t a n c e  u s e  d i s o r d e r ) 。   

 

5  認知障害   

( 1 )  本法において、以下の場合、人は認知障害を有する。   

( a )  適応機能に継続的な障害がある、   

( b )  理解 、理性 、判 断、学習能力又は記憶力に 継続的な障害が

あり、かつ   

( c )  これらの 障害は 、第 ( 2 ) 項又はその他の理由による 、そ の人

の脳 （ b r a i n ） 又は精神 （ m i n d ） の損傷 （ d a m a g e ） 、機能障害、

発達の遅れ又は悪化に起因すること 。   

( 2 )  認知障害は、以下のいずれかの状態から生じるが、その他の理

由によっても生じる。   

( a )  知的障害、   

( b )  境界知的機能、   

( c )  認知症、   

( d )  後天的脳障害、   

( e )  胎児性アルコール・スペクトラム障害を含む、薬物又はアルコ

ー ル に 関 連 し た 脳 損 傷 （ d r u g  o r  a l c o h o l  r e l a t e d  b r a i n  

d a m a g e ,  i n c l u d i n g  f o e t a l  a l c o h o l  s p e c t r u m  

d i s o r d e r ） 、   

( f )  自閉症スペクトラム障害。   

 

「 メ ン タ ル ヘ ル ス 障害 」 は 、 第 ( 1 ) 項 ( b ) に お い て 「 臨 床診 断上 重 要 な 」

障害とされている 。 「 メ ン タルヘルス障害 」の用語は臨床現場で一般的に

使用されており 、障害が最低レベルの深刻さに達していることを明示する

ものである 。 この定 義では、物質摂取による直接的な影響や物質使用障

害は除外されているが、一時的でない物質誘発性精神障害は含まれてい

る。これは、刑事責任と薬物使用に対するコモンローのアプローチを反映

したものである。   

この 定 義 では 、パ ーソナ リテ ィ障害がメンタルヘ ルス障害となり う るか

どうかについて、意図的に沈黙している。 N S W L R C は、最終的にはパー

ソ ナ リ テ ィ 障 害 を 定 義 か ら 除 外 す べ き で あ る と 勧 告 し た 。 し か し 、

N S W L R C 報告書の発表 2 4 1 以降、パーソナリティ障害とその治療に関

する臨床的理解は進んでいる。今後の医学的進歩により 、専門家による

証拠が裏付けられれば、パーソナリテ ィ障害もメンタルヘルス障害とみな

される可能性が残されているとされる 2 4 2 。   

( 2 )  ダイバージョン   

ダイバージョンについては、 N S W L R C によって広範な変更が勧告され

たにもかか わらず 、今回の改定では 下級裁判所にお けるダイ バージ ョ ン

 
2 4 1  注 1 2 7 と注 1 2 8 を参照。   
2 4 2  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  a m e n d m e n t s :  

h t t p s : / / b a r n e w s . n s w b a r . a s n . a u / a u t u m n - 2 0 2 1 / 2 2 - f o r e n s i c -

p r o v i s i o n s - a c t - a m e n d m e n t s /  ( 2 0 2 3 年 7 月 1 7 日閲覧 ) 。   

https://barnews.nswbar.asn.au/autumn-2021/22-forensic-provisions-act-amendments/
https://barnews.nswbar.asn.au/autumn-2021/22-forensic-provisions-act-amendments/
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に関する規定内容はほとんど変更されていない。   

新法では、 メン タル ヘルス障害と認知障害を有する被告人へ の対応と

して、ダイバージョン規定 ( 旧 3 2 条、旧 3 3 条 ) をまとめ一つの条文 ( 新 1 2

条（メンタルヘルス障害又は認知障害を有する被告人 ) ） に統合した。   

旧法第 3 2 条 （精神疾患、精神状態、認知障害に罹患している者 ）に基

づく命令は、被告人が犯罪時に精神状態に苦しんでいた場合、又は裁判

手続き中に継続的な精神状態に苦しんでいることが証明された場合に認

められるもので、精神の状態に苦しむ人々を刑事罰から遠ざけ、下級裁

判所で治療を受けさせるために使われていた。この手続きは、今回の改

定により、新法第 2 編第 2 部（ メンタルヘルス障害又は認知障害を持つ

被告人：第 1 2 条 - 第 1 7 条）に基づく新しい手続きに置き換えられた。新

法でのダイバージョン手続きの適用は、対象者が新第 4 条 ( メンタルヘル

ス障害 ) 及び新第 5 条 ( 認知障害 ) の新しい定義に合致しているかどうか

に左右される。新第 1 2 条 ( メンタルヘルス障害又は認知障害を有する被

告人 ) 、新第 1 4 条 ( 裁判官が行うことができる命令 ) 、新第 1 6 条（被告人

が命令の条件に従わない場合）により 、裁判所は最長 1 2 ヶ月間 （旧法で

は 6 ヶ月であった ）の治療計画又は支援計画を立てることができる。これ

によって裁判官は、メンタルヘルス障害又は認知障害を持つ対象者に対

し、治療や支援の提供という条件付きで、裁判記録も残さず罰則もなく 、

略式裁判として審理される起訴を棄却することができるようになった （新

第 1 4 条） 。新第 1 4 条は旧法第 3 2 条のダイバージョン命令に該当する

が、新しい法定定義（新第 4 条、新第 5 条 ）によれば、メンタルヘルス障

害又は認知障害のいずれかを有する者（旧法では精神疾患、認知障害

に罹患している者 ）に適用され、旧法の命令とは異なる。裁判官は、 「 メ

ンタルヘルス障害又は認知障害」 と思われる対象者を、精神鑑定・評価

に付すことができる （新第 1 4 条） 。新第 1 5 条（裁判官が命令を下す際

の考慮事項）では、裁判官が命令を下す際に考慮しうる事項が、非網羅

的なガイダンス ・ リス トとして明確に規定された。   

旧第 3 3 条の規定は、新法第 2 編第 3 部 （精神病者又は精神障害者：

第 1 8 条 - 第 2 4 条）に含まれる。新第 1 8 条（精神病者又は精神障害者）

は、旧法 （旧第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ）の対象者に 「精神障害者」を新たに追加し

たものであ る 。警 察 が精神障害者を 裁判所に連行するという選択肢は 、

旧法でなかったものである。   

「 精 神 病 者 」又 は 「精 神障害者 」 との用語 は新法では独自に 定義せず

2 0 0 7 年精神保健法の定義を引用する （新第 3 条（定義 ）第 ( 1 ) 項） 。   

新第 1 6 条（被告人が命令の条件に従わない場合）では、被告人が、

裁判所の命令が下されてから 1 2 ヶ月の猶予期間内に当該命令の条件

に違反した場合、被告人への逮捕状を発付しなければならないと規定さ

れた。尚、従来 （旧第 3 2 条第 ( 3 A ) 項）の猶予期間は 6 ヶ月であった （新

第 1 6 条  被告人が命令の条件に従わない場合） 。   
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新第 1 9 条（裁判官が行うことができる命令）は、公判手続きを停止せ

ず裁 判 官 が 精 神 鑑 定 ・ 評 価 のた め の精 神医 療施 設へ の 連 行 と抑 留 ・留

置、精神鑑定 ・評価の結果、精神病者又は精神障害者でないことが判明

した場合に 、被告人を裁判所へ戻したり 、又は責任ある者の保護管理下

として の釈放 （ d i s c h a r g e ） を認めてい る 。新法では、裁判官は、被告人

が精 神 病 者 又 は 精 神 障 害者と 思われ る 場合に 、そ の者を 連 行し精神鑑

定・評価に付すことができる （新第 1 9 条第 ( 1 ) 項 ） 。   

新第 2 0 条 （地域社会治療命令）は、旧法と同様、 2 0 0 7 年精神保健法

（ N S W ） に 従 い 、 裁 判 官 が被 告人に 地 域治療命 令を 課 すこ とを 認 めた 。

新第 2 1 条（公認司法官（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に対する手続）は、被告

人を精神医療施設に連行する指示権限と、裁判所に戻す指示権限を、保

釈審理を監督する公認司法官にも認めた。新第 2 2 条 （特定の者による

被告人の移送に関する命令 ）は 、 1 8 歳未満の被告人がこれらの権限に

基づいて施設へ移送することを明記する。新第 2 3 条（起訴の棄却）は、

裁判所が被告人を 6 ヶ月以内に裁判官のもとに戻し、その者の起訴を公

判審理しなかった場合、その起訴は棄却されたとみなされるとする。尚、

被告人を裁判所の法廷に戻す際の警察の裁量については大きな変更が

加えられ た 。旧 法 では 警 察は被告人を 戻す際 「可能な限り 速やかに 」連

行することは求められていなかったが、新法では、 「可能な限り速やかに 」

連行しなければならなくなった （新第 1 9 条 ( b ) 、新第 2 1 条第 ( 1 ) 項 ( b ） ) 。   

( 3 )  行為は証明されたが刑事責任を問われない行為の抗弁   

旧法第 3 8 条（特別評決）では、犯罪当時、被告人が精神疾患を患って

おり 、その 行為に責 任がなかった ことを 示す証拠が法廷で提出された場

合、陪審員はその者を 「精神疾患を理由として無罪 」 と しなけ ればならな

い と定 めて い た 。 こ れ に 対 し 、被 害者 た ちは 一 貫 して 、被 告 人が 精神疾

患を患っていることを理由に、犯罪が「無罪 」 とされることに不快感を示し

てきた。   

新法は、メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁を第 3 編 （ メンタル

ヘルス障害又は認知障害の抗弁：第 2 7 条－第 3 4 条）にて規定し、これ

は中間裁判所及び最高裁判所に適用される （新第 2 7 条（本編の適用） ） 。

新法の「 メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁」は、新法第 1 編に含

まれるメンタルヘルス障害又は認知障害 （新 4 条と新 5 条）の 2 つの定

義に基づき、コモンローを適用せず、新たな法定テスト （新第 3 6 条（適性

テスト ） ）の条文を成文化した。コモンローは、 M ' N a g h t e n 事件 2 4 3 に

基 づ い て 「 （ 被 告 人 が ） 行 っ て い た 行 為 の 性 質 （ t h e  n a t u r e  a n d  

q u a l i t y  o f  t h e  a c t ） 2 4 4 を知らなかった、あるいは知っていたとして

 
2 4 3  1 8 4 3 年にイギリスで発生したダニエル ・マク ノー トン事件。注 1 9 4 参照。   
2 4 4  “ n a t u r e  a n d  q u a l i t y ” を 「性質 」 と訳す。行為の性質 （ t h e  n a t u r e  a n d  

q u a l i t y  o f  t h e  a c t ） は 、その道徳的性質 （ m o r a l  c h a r a c t e r ） ではな く 、行

為の物理的な質 （ p h y s i c a l  q u a l i t y ） を指す （ s u p r a  n o t e  9 7  p . 6 2 . ） 。国際
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も 、 そ の 行 為 が 誤 り であ るこ とを 知 らな かった と い う よ うな 、 精神の疾患

（ d i s e a s e  o f  t h e  m i n d ） に よる理性の 欠陥 （ d e f e c t  o f  r e a s o n ） 」
2 4 5 を M ' N a g h t e n ルールとして定式化してきた。新法は M ' N a g h t e n

ルールを第 2 8 条（ メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁 ）第 ( 1 ) 項に

て明示した。新第 2 8 条は犯行を実行した時点でメンタルヘルス障害又は

認知障害、あるいはその両方があった者の障害が、 「その者がその行為

の「性質 」 （ n a t u r e  a n d  q u a l i t y ） を知らなかった、あるいは、その者が

そ の 行 為 が 間 違 ってい るかど うかに つ いて 、中程度の分別と冷静さを も

って推論することができなかったために 、その行為が間違っていた 」場合

は刑事責任を問われないとする （新第 2 8 条第 ( 1 ) 項 ） 。被告人にそのよ

うな効果をもたらすメンタルヘルス障害、認知障害、又はその両方があっ

たかどうかは事実の問題であり 、陪審は蓋然性のバランス 2 4 6 に基づ

いて決定する （新第 2 8 条第 ( 2 ）項 ) 。尚、 「旧法第 4 編  精神疾患の抗弁」

が 「新法第 3 編  メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁」に改定された

のに伴い、新法第 2 8 条の名称も 「 メ ンタルヘルス障害又は認知障害の

抗弁」と改定された。   

被告人が第 2 8 条第 ( 1 ) 項にいうメンタルヘルス障害若しくは認知障害、

又はその 両 方を有 し てい なかったかど うかとい う問題が提起された 場合

において、陪審員はメンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁が立証され

たと確信 （ s a t i s f i e d ） した場合、 「行為は証明されたが刑事責任はない 」

という特別評決を下さなければならないと定めている （新第 3 0 条（メンタ

ルヘ ル ス 障 害 又 は 認 知 障害に よ り 、行 為は 証明 さ れた が刑 事責 任はな

いとされた場合の効果） ） 。 これは、旧法第 2 5 条に含まれていた精神疾

患を理由とする無罪 の特別評決に代わるものである 。又 、 この抗弁の変

更は 、被 告 人 が 実 際 に そ の 行為を 行っ た こ とを 明示 す る もの であ り 、犯

罪被害者にとって有益とされる。   

この抗弁は、被告人側と検察官が合意し、裁判所が抗弁の立証を確

信（ s a t i s f i e d ） した場合に成立する （新第 3 1 条（被告人と検察官が障

害について合意した場合の特別評決） ） 。又、この改定により、被告人側

と検察官が合意すれば、訴訟手続きのどの段階であっても、裁判所が特

別評決を下すことができるようになった。特別評決の結果、裁判所は、被

告人を追加命令が出るまで収監 （ c u s t o d y ） したり 、裁判所が適切と考

える場所に解放まで抑留・留置したり、無条件解放や条件付き解放、そ

の他裁判所が認める適切な命令が下すことができる （新第 3 3 条（特別

評決の効力） ） 。特別評決の認定後、被告人が無条件に解放されない場

 
刑事裁判所規程第 3 1 条では、性質を指す用語を “ n a t u r e  a n d  q u a l i t y ” では

なく “ n a t u r e ” を使用する。   
2 4 5  I d ,  a t  p . 4 2 .   
2 4 6  注 1 8 9 を参照。   
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合、裁判所は、精神健康審査審判所 2 4 7 （ 審判所 ）に付託し （新第 3 4

条（被告人の審判所への送致） ） 、審判所が被告人を審査する。   

旧法での精神疾患の抗弁は、メンタルヘルス障害を持つ被告人に助言

する実務家によく利用されていたが、新法（新第 2 8 条）は、認知障害の

ある者に対しても新たに抗弁の選択肢を与えた。但し、認知障害者がそ

の行為や不作為が誤りであることを知らなかったという要件の充足を必

要とするため、認知障害での抗弁が実際にどのように使われるかは、今

後の検討課題とされている。又、この抗弁の導入は、認知障害を持つ

人々の抑留・留置、サービス、支援にかかる政府予算の追加につながっ

ていないとされ、現在、認知障害を持つ法医学患者の大部分 （通常、制

限条件が付されている ）は、拘置所にて抑留・留置されているといわれ

る。条件付き解放命令を出すにしても、認知障害を持つ人々への抑留・

留置施設、サービス、支援等の提供は，オーストラリアの N D I S （全国障

害者保険制度： N a t i o n a l  D i s a b i l i t y  I n s u r a n c e  S c h e m e ） 2 4 8 の

資金と適切な収容（ a c c o m m o d a t i o n ）施設の確保 ( i d e n t i f i c a t i o n ） に

依存しているため、限定的であるとの意見もある。   

( 4 )  裁判を受ける適性   

a )  裁判を受ける適性について   

新法は、裁判を受ける適性判断に関する審問について第 4 編 （第 3 5

条 - 第 6 4 条 ）に規定した。これらは、中間裁判所及び最高裁判所に適

用され、裁判官のみが適性判断する。新法第 4 編第 1 部（第 3 5 条 -

第 3 9 条 ）は、裁判官に蓋然性のバランスに基づいて被告人の適性を

判断する権限を与えるための規定をまとめた。第 3 6 条は、被告人が

裁判を受けるにふさわしい精神状態であ るかどうかを確認するための

テスト （新第 3 6 条（適性テスト ） ） を規定した。これは、コモンローにあ

った 「適性テスト 」を法定化したもので、 N S W 州刑事司法制度で既に実

施されていたもので、前述のプレッサー基準に拠るためプレッサーテス

ト （ P r e s s e r  t e s t ） と呼ばれている。  

新第 3 6 条第（ 1 ）項は、被告人にメンタルヘルス障害若しくは認知障

害、又はその両方があるため、又はその他の理由により、以下の 1 つ

以 上 を 行 う こ とが でき ない 場合 、その者は犯罪に つい て裁判を 受け る

のにふさわしくないとみなすと規定した。   

①  手続きの対象となる犯罪を理解できない。   

②  罪状を主張できない。   

③  陪審員に異議を申し立てる権利を行使できない。    

④  起訴に対する抗弁又は回答を行うことができない。   

⑤  その者が犯罪を犯したかどうかの審理であるという訴訟手続

の性質を一般的に理解することができない。   

 
2 4 7  M H R T を指す。   
2 4 8  全国障害者保険制度 （ N D I S ） は 、障害に関連する費用を賄うオーストラリア政

府の制度である。   
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⑥  一般的な意味で、法廷で何が起こっているのかを理解するた

めに、訴訟の経過を把握することができない。   

➆  自分に不利な証拠が提出された場合、その実質的な効果を理

解できない。   

➇  法定 代理 人 （弁 護人 ）に 必要な指示を与え 、自分の言い 分を

伝えることで 、罪状に対する弁明や答弁を行うことができない。   

➈  その者の法定代理人に弁護を行うよ う指示し、その法定代理

人及び必要な場合には裁判所に、その者の事実の説明を提供

することできない、   

➉  本人がどの ような抗弁に依拠するかを決定し 、その決定を本

人の法定代理人及び裁判所に知らせることできない。   

尚、新第 3 6 条第 ( 2 ) 項は、 「本条は、裁判所がその者を犯罪の裁判

を受けるにふさわし く ないとみなすことができる理由を制限するもので

は ない 」 と 規 定 し て お り 、 被告 人が プ レ ッ サー テ ス ト で適 性 が あ る と さ

れても、その他の理由で不適性となる可能性を残している。   

新第 3 7 条から新第 4 6 条は、裁判を受けるにふさわしいかどうかを

判断する方法について、旧法を継承している。変更点として 、新法は、

被告 人が 裁 判を受 け るに ふさわし くない かにつ いて問題を提起するこ

とができる者に、 「検察官（ p r o s e c u t o r ） 」 を追加した ( 新第 3 9 条 ) 。又、

新第 4 4 条第 ( 5 ) 項は、被告人に裁判を受ける適性があるかを裁判所

が 判 断 する際 に 、被 告 人の裁判への参加を 容易に するた め に 裁判手

続 を 変 更 で き な い か 、 及 び 被 告 人 が 弁 護 士 （ A u s t r a l i a n  l e g a l  

p r a c t i t i o n e r ） を 選 任 し て い る か を 考 慮す べ き と の 規 定を 追加 し た 。

審 問 で の 適 性 判 断 の 結 果 の 手 続 き は 新 法 で は 大 き く 変 更 さ れ 、 新 第

4 7 条から新第 5 3 条に、適性判断制度の新たな手続きが設けられた。

具体的には、新第 4 4 条での審問の結果、裁判所が被告人を不適性で

あると判断した場合、裁判所は被告人が 1 2 ヶ月以内に適性者になる

可能性があるかどうかも判断しなければならない （新第 4 7 条 ） 。さらに、

裁判所はその者を審判所に付託せず、即座に、特別審理（新第 5 4 条

- 第 6 8 条）の手続きに入ることができるようになった （新第 4 8 条第 ( 1 )

項。但し、裁判所が被告人の解放を命じる必要がある場合は除かれる

（新第 4 8 条第 ( 2 ) 項 ） ） 。新第 4 8 条第 ( 1 ) 項の規定により、裁判を受け

る に ふ さ わ し い 可 能 性 が 低 い 知的 障 害者 や 認 知 症罹 患 者な ど 、 適 性

判断の立証が単純な者については、適性テストの終了後、即座に特別

審理の開始を可能とするこ とで 、最終決定に至るまでの遅れを軽減す

るこ とが 期待 されてい る 。又 、裁判所は 、裁判を受け るに ふさわし くな

いと判断したすべての被告人を審判所 （ M H R T ） に付託するのではなく 、

今後 1 2 ヶ月以内に裁判を受けるにふさわしくなる可能性が高いと判断

され る被告人に限定 して 、審判所に付託して審査を受けさせなければ

ならないとした ( 新第 4 9 条第 ( 1 ) 項） 。審判所は、被告人が裁判を受け

るに適性となったか 、適性とならないかを判定するために 、 1 2 ヶ月の

判定の期間を有する （新第 8 0 条 ） 。これは旧法と変わらない。審判所
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の審 査 に て 、被 告 人 が 裁判に ふさわ し く な った と判 定した 場 合 に 審判

所は裁判所へ通知し、裁判所は刑事手続に従って公判を再開、継続さ

せる （但し 、新第 5 3 条に基づく助言により 、被告人に対し犯罪に関し

て更なる手続がとらないとの理由により 、裁判所が被告人の解放命令

する必要がある場合を除く （新第 5 0 条第 ( 1 ) 項、新第 5 0 条第 ( 3 ) 項 ） ） 。   

b )  特別審理について   

特別審理に関する条文は、第 4 編第 3 部 （新第 5 4 条 - 新第 6 8 条）

で規定される。   

新第 5 4 条（特別審理の性質）において、特別審理は、裁判を受ける

にふさわし くないと判断された被告人を無罪とすべきか、あるいは犯罪

の立証基準 と限られ た証拠に基づいて、その人が犯罪を犯したことが

立証できるか どうかを判断するために行われる 。裁判所は 、被告人が

1 2 ヶ月以内に裁判を受けるのに適した状態にならないと判断した場合、

特別審理を可能な限り速やかに行わなければならない （新第 5 5 条第

( 1 ) 項。但し、検察庁長官が公訴継続をしないとした場合 ( 新第 5 3 条第

( 2 ） 項 、第 ( 3 ) 項 ) は除 く ) 。特別審理は、旧法と同様に被告人が無罪を

主張したことを前提に行われる ( 新第 5 6 条第 ( 5 ) 項 ) 。   

新 法 で は 、 裁 判 所 が 、事案 の状 況に 応 じ て相当 と 認め る とき 、被告

人を特別審理に効果的に参加させやすいように 、特別審理における裁

判所手続を変更することができるようになった （新 5 6 条第 ( 2 ) 項） 。加

え て 、 裁 判 所 が 、 状 況 に 応 じ 、 被 告 人 又 は 被 告 人 の 弁 護 士

（ A u s t r a l i a n  l e g a l  p r a c t i t i o n e r ） の同意があれば、被告人を特別

審理に出頭しないことを許可したり 、又は被告人を出頭させないことが

できるようになった （新第 5 6 条第 ( 8 ) 項 ） 。 さらに 、裁判所が刑罰を決

定 す る際 の 考 慮 事 項 とし て メ ン タルヘ ル ス障害若 し くは 認知 障害に お

け る 考 慮 事 項 を 明 記 ( 新 第 6 3 条 第 ( 5 ) 項 ( a ) ( b ) ) す る と と も に 、 旧 法

（旧第 2 3 条第 ( 4 ) 項 ）では任意要件であった事項 2 4 9 を必須の要件

とした （新第 6 3 条第 ( 5 ) 項 ( c ) ） 。   

特別審理で評決を行い （新第 5 9 条 ） 、行為は証明されたが刑事責

任はないとされた場合（新第 5 9 条第 ( 1 ) 項（ a ) ） 、被告人は、無条件で

解放されない限り審判所 （ T r i b u n a l ） に付託されその監督下となる （新

第 6 1 条、新第 6 7 条、新第 7 2 条 ） 。一方、入手可能な限られた証拠

に基づき 、被告人が起訴された犯罪を犯したと特別審理で判断された

場合（新第 5 9 条第 ( 1 ) 項 （ b ) ） 、裁判所は、被告人が通常の刑事裁判

に て 有 罪 と さ れ た 場 合 に 想 定 す る 刑の 「最 適 推 定 刑期 （ 制 限期 間 ） を

 
2 4 9  「 特別審理の前、特別審理の間及び特別審理の後における被告人の拘禁

（ c u s t o d y ） 又は抑留 ・留置の期間 」を指す。尚、新第 6 4 条 （制限期間の開始 ）

第 1 項 ( a ) での制限期間の範囲を 「特別審理の前、特別審理の間及び特別審理

の後における被告人の拘禁 （ c u s t o d y ） 又は抑留 ・留置の期間 」 とするのは、旧

法と変わっていない。   
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宣告 」 （後述の新第 6 3 条 ）の上、被告人を審判所に付託し （新第 6 5

条） 、その監督下でこの制限期間中抑留 ・留置する （新第 7 2 条） 。   

c )  特別審理の評決により入手可能な限られた証拠に基づき、被告人が

起訴された犯罪を犯したとされる場合の制限期間の長さを含む罰則を

決定する際の考慮事項   

裁判所が、被告人に対し、起訴された犯罪について入手可能な限ら

れた証拠に基づき、犯罪を犯したと認定して判決を言い渡す場合、裁

判所は適切な量刑を検討し、通常の裁判では拘禁刑が科されたであろ

う場合に抑留・留置のため制限期間を設定する （新第 6 3 条第 ( 2 ) 項 ）

ことは、旧法 （旧第 2 3 条第 ( 1 ) 項 ( a ) ( b ) ） と変わらない。新法では、裁

判所は、その制限期間の長さを含め、適切な量刑を決定する際、メン

タルヘルス障害若し くは認知障害の事情により、被告人が量刑減免要

因を立証したり、有罪答弁をしたりすることができない可能性があるこ

とを考慮することが必須となり、その上で、指定する制限期間に適切な

減免を適用しなければならなくなった （新第 6 3 条第 ( 5 ) 項 ） 。旧法で

は、裁判所が、メンタルヘルス障害若しくは認知障害の事情により、被

告人が量刑減免要因を立証したり、有罪答弁をすることができない可

能性を考慮することは必須ではなかったので、新法の方が旧法よりは

るかに公平であるといえよう 。   

( 5 )  その他の変更   

a )  審判所の役割   

審判所の役割は旧法と新法（新法第 5 編  法医学患者及び矯正患

者：新第 6 9 条 - 新第 1 2 0 条）でもほとんど変わっていない。法医学患

者の抑留・留置、別の施設への移送、仮釈放（ l e a v e ） 、社会への解放

を命じる審判所の権限は新法においても同じである。これらの決定を

下す際に、審判所が適用しなければならない法定基準も旧法から新法

に継承された。   

b )  実質的障害と嬰児殺し   

新 法 に お け る メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 と 認 知 障 害 の 新 た な 定 義 に 伴 い

1 9 0 0 年犯罪法の実質的障害と嬰児殺しの抗弁についても改定された。   

同法第 2 3 A 条 2 5 0 項第 ( 1 ) 項の実質的障害の抗弁は、 「基礎状

態に起因する心の異常」には言及せず、代わりに 「 メンタルヘルスの障

害又は認知障害」に置き換えられた。犯罪法第 2 2 A 条 2 5 1 の嬰児

殺しの罪は改定され、 「その （嬰児殺の）作為又は不作為の時点で、そ

の女性が子供を出産した結果又は出産によって悪化したメンタルヘル

ス障害を有していた場合」に、嬰児殺しの罪が成立すると規定された。

1 9 0 0 年犯罪法にて適用されたメンタルヘルス障害及び認知障害の定

 
2 5 0  注 1 7 4 を参照。   
2 5 1  注 1 7 5 を参照。   
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義は、新法の第 4 条 （メンタルヘルス障害 ）及び第 5 条（認知障害）と

同一であり、法律間で用語の統一が図られた。   

c )  その他   

法医学患者の法医学的な処遇についての基本的な対応は、新法と

旧法とでほとんど変わらない。新法では法医学患者及び矯正患者の

治療、ケア、抑留 ・留置に関する細かな変更が行われた。法医学患者

の法医学的な処遇には、適切な法医学的精神医療施設内の病床待ち

のための長い待機時間が含まれるが、法医学患者の全体的な管理の

在り方は法改定前より法改定後の方が良いとされる。もっとも 、特に

認知障害のある法医学患者については、病床待ちの発生、さらに予

算の問題のあることが指摘されている。   

 

5 .  N S W 州における精神障害犯罪者の処遇   

1 )  オーストラリアと日本の状況把握   

( 1 )  オーストラリアの状況 2 5 2   

人口 ( 2 0 2 2 年 )   2 , 5 6 0 万人   

高齢化 ( 2 0 2 2 年 )   6 人に 1 人高齢者 2 5 3 （総人口比 1 7 . 1 % 、

4 4 0 万人 ）   

認 知 症 罹 患 状 況 ( 2 0 2 2

年 )   

2 1 7 , 2 0 0 人 （総人口比 0 . 8 5 % ）   

認 知 症 の 有 病 率 ( 2 0 1 8

年 )   

女性有病率 1 . 0 ％、男性有病率 0 . 8 ％   

障害者数 ( 2 0 2 2 年 )   5 5 0 万人、総人口比 2 1 . 4 %   

メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害

( 2 0 1 8 年 )   

オーストラリア人の 4 8 0 万人（ 2 0 % ） が精神

的・行動的問題を抱えている。   

収 監 者 数 （ 2 0 2 2 年 ）
2 5 4   

4 0 , 5 9 1 人   

高 齢 者 の 収 監 者 数

（ 2 0 2 2 年）   

1 , 3 2 9 名（総数比 3 . 3 % ）   

高齢収監者の認知症罹

患状況   

不明   

精 神 疾 患 を 持 つ 収 監 者 受刑者の 6 2 . 9 ％が少なくとも 1 つの精神疾

 
2 5 2  人口、高齢化、認知症罹患状況、障害者数については、オース トラリア統計

局 ：

h t t p s : / / w w w . a b s . g o v . a u / s t a t i s t i c s / h e a l t h / d i s a b i l i t y / d i s a b i l i t y -

a g e i n g - a n d - c a r e r s - a u s t r a l i a - s u m m a r y - f i n d i n g s / 2 0 2 2 # o l d e r -

p e o p l e  ( 2 0 2 4 年 9 月 3 0 日閲覧 ) による。メンタルヘルス障害については、オ

ーストラリア統計局 ：

h t t p s : / / w w w . a b s . g o v . a u / s t a t i s t i c s / h e a l t h / m e n t a l - h e a l t h / m e n t a l -

h e a l t h / 2 0 1 7 - 1 8  ( 2 0 2 4 年 9 月 3 0 日閲覧 ) による。   
2 5 3  6 5 歳以上の者をいう 。   
2 5 4  オーストラリア統計局 ：

h t t p s : / / w w w . a b s . g o v . a u / s t a t i s t i c s / p e o p l e / c r i m e - a n d -

j u s t i c e / p r i s o n e r s - a u s t r a l i a / 2 0 2 2  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 9 日閲覧 ） 。   

https://www.abs.gov.au/statistics/health/disability/disability-ageing-and-carers-australia-summary-findings/2022#older-people
https://www.abs.gov.au/statistics/health/disability/disability-ageing-and-carers-australia-summary-findings/2022#older-people
https://www.abs.gov.au/statistics/health/disability/disability-ageing-and-carers-australia-summary-findings/2022#older-people
https://www.abs.gov.au/statistics/health/mental-health/mental-health/2017-18
https://www.abs.gov.au/statistics/health/mental-health/mental-health/2017-18
https://www.abs.gov.au/statistics/people/crime-and-justice/prisoners-australia/2022
https://www.abs.gov.au/statistics/people/crime-and-justice/prisoners-australia/2022
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数（ 2 0 1 5 年） 2 5 5   患と診断されている。   

( 2 )  日本の状況   

人口（ 2 0 2 3 年） 2 5 6   1 億 2 4 4 2 万人   

高齢化 ( 2 0 2 3 年 ) 2 5 7   約 3 人に 1 人高齢者（総人口比 2 9 . 1 % 、

3 , 6 2 3 万人）   

認 知 症 罹 患 状 況 ( 2 0 2 5

年 ) 2 5 8   

約 6 7 5 万人   

認 知 症 の 有 病 率 ( 2 0 2 5

年 )   

有病率 1 8 . 5 % （ 5 . 4 人に 1 人程度が認知症

になると予測されている ）   

障 害 者 数 ( 2 0 2 2

年 ) 2 5 9   

9 6 4 . 7 万人（総人口比 7 . 7 % ）   

メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害

( 2 0 2 2 年 )   

国民のおよそ 4 . 2 ％が知的障害 ・精神障 害

を有している。 2 6 0   

収 監 者 数 （ 2 0 2 2 年 ）
2 6 1   

3 5 , 8 4 3 人   

高 齢 者 の 収 監 者 数

（ 2 0 2 2 年） 2 6 2   

5 , 2 6 1 人（ 1 4 . 7 % ）   

高齢収監者の認知症罹

患状況 2 6 3   

2 0 1 9 年は 1 4 % ( スクリーニング検査対象者 )   

 
2 5 5  J u s t i c e  H e a l t h  a n d  F o r e n s i c  M e n t a l  H e a l t h  N e t w o r k の調査。   
2 5 6  2 0 2 3 年 2 月 時 点 の 人 口 推 計 （ 総 務 省 「 人 口 推 計 （ 2 0 2 3 年 2 月 2 0 日 公

表 ） 」 ） 。   
2 5 7  2 0 2 3 年 9 月 1 5 日現在の推計 （総 人 口 1 億 2 4 4 2 万 人 で 推 計 ） 。   
2 5 8  「 日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究 」の推計では、

高齢者の認知症患者数は 2 0 2 0 年に約 6 0 2 万人、 2 0 2 5 年には約 6 7 5 万人

（有病率 1 8 . 5 % ） と 5 . 4 人に 1 人程度が認知症になると予測されている。 2 0 1 7

（ 平成 2 9 ） 年度高齢者白書によると、 2 0 1 2 年は認知症患者数が約 4 6 0 万人、

高齢者人口の 1 5 % という割合だった。   
2 5 9  2 0 2 2 年版障害者白書 （内閣府 「令和 4 年版障害者白書 」 ）による 。   
2 6 0  2 0 2 2 年版障害者白書によると精神障害者 4 1 9 万 3 千人、知的障害者 1 0 9

万 4 千人であり 、総人口 1 , 0 0 0 人当たりの人数で見ると、知的障害者は 9 人、

精神障害者は 3 3 人となり 、複数の障害を併せ持つ者もいるため、単純な合計に

はならないものの、国民のおよそ 4 . 2 ％が精神障害 ・知的障害を有していること

になる。尚、精神障害者の数は、 I C D - 1 0 の 「 V 精神及び行動の障害 」から知的

障害 （精神遅滞 ）を除いた数に、てんかんとアルツハイマー認知症の数を加えた

患者数に対応している。 2 0 1 6 年 「在宅者知的障害者 ：厚生労働省 「生活のしづ

らさなどに関する調査 」 」によると 、在宅の知的障害者 9 6 万 2 千人のうち、高齢

者 1 4 万 9 千人 （ 1 5 . 5 % ） と なっている 。又 、外来の年齢階層別精神障害者数の

推移 ( 資料 ： 2 0 1 7 年厚生労働省 「患者調査 」 ) ) における 2 0 1 7 年における外来

の精神障害者総数 3 8 9 万１千人 ( 対総人口 3 . 1 % ) のうち 、高齢者 1 4 4 万 7 千

人 （対総数 3 7 . 2 % ） と なっている 。   
2 6 1  2 0 2 2 年矯正統計統計表による。   
2 6 2  同。   
2 6 3  矯正統計表によると日本の新規入所者の精神診断の分類項目には、 「知的障

害 」 、 「人格障害 」 、 「神経性障害 」 、 「その他の精神障害 」に分類されており 、認

知症の者がどの程度含まれているのか不明である。法務省は 2 0 1 8 年に主要な

全国 8 刑務所で 6 0 歳以上を対象に入所時の認知症スクリーニング検査を始

め、 2 0 1 9 年からは 1 0 カ所に拡大した。同省によると、検査において 2 0 1 8 年
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精 神 疾 患 を 持 つ 収 監 者

数（ 2 0 2 2 年） 2 6 4   

新規収監者の 1 6 . 8 % （ 2 , 4 3 5 名）   

( 3 )  オーストラリアと日本の状況の違い   

下記の 点で 、オ ース ト ラ リア と日本の状況とは大き く異なってい るとい

えよう。   

まず、 2 0 2 2 年の収監者数を見ると、日本 3 5 , 8 4 3 名に対して、オース

トラリアは 4 0 , 5 9 1 名である。日本とオーストラリアは総人口では大きな

差があるにも関わらず、収監者数はさほど変わらない 。 しかしながら、高

齢者の収監率は、日本 1 4 . 7 % に対しオーストラリア 3 . 3 % と 、日本の高齢

者収監率の極端な高さが際立っている。   

次に、受刑者のメンタルヘルス面で比較すると 、日本では 2 0 2 2 年新

規収監者の 1 6 . 8 % が精神障害者とされる 。但し 、 このうち認知障害者の

割合は不明である。もっとも 、前述のとおり 6 0 歳以上の１割強に認知症

の疑いがあるとされる。日本では刑事施設が A D L に問題を抱える受刑

者への対応に追われる状況となっており 、刑事施設の老人ホーム化に繫

がっていると言えるだろう。オーストラリアでの 2 0 1 5 年の調査によると、

受刑者の 6 2 . 9 ％が少なくとも 1 つの精神疾患を有すると診断とされてい

る 。オース ト ラ リアでは、 メンタルヘルスに問題を抱える受刑者への対応

が喫緊の課題として重くのしかかっている。   

さらに 、司法分野での障害者の対応姿勢も、日本とオーストラリアでは

異なっている 。日本では、障害者権利宣言に対し 、日本弁護士連合会が

1 9 8 1 年に以下のコメントをしている。すなわち、わが国の裁判手続の現

状は、障害者が訴訟関係人として不自由なく行動する上で充分な配慮が

尽されているとは言い難く 、裁判所、法務省は、民事、刑事を問わず、障

害者が訴 訟などの 当 事者であ る場合には 、障害者の具体的な障害の性

質、程度等を充分配慮して 、捜査、審理を行うよ う特段の方策を講じるこ

とを要望すると表明したのである 2 6 5 。 もっとも 、その後、指摘された点

に関して法的に格段の改善は見られていない。  

一方、オース ト ラ リア 政府は、 2 0 0 6 年に 「法医学的メン タルヘルスの

原 則 に 関 す る 全 国 声 明 （ N a t i o n a l  S t a t e m e n t  o f  P r i n c i p l e s  f o r  

 
は 9 0 4 人中 1 0 9⼈ ( 1 2 . 1 % ) 、 2 0 1 9 年は 9 4 8 人中 1 3 3⼈ ( 1 4 . 0 % ) で認知症の

疑いがみられた （ 2 0 2 0 年 6 月 2 8 日毎日新聞東京朝刊 1 頁政治面 ) 。 2 0 2 0 年

は検査した 9 3 0 人の 1 4 % にあたる 1 2 8 人で認知症の疑いがみられた （ 2 0 2 2 年

1 月 2 5 日日本経済新聞朝刊 3 8 頁 ） 。   
2 6 4  日本の精神障害者の収監状況をみると、 2 0 2 2 ( 令和 4 ) 年における新規入所者

総数 1 4 , 4 6 0 名のうち精神障害者は 2 , 4 3 5 名 （ 1 6 . 8 % ） である 。そのうち 、知的

障害者数は 3 1 3 名 （平成 3 0 年から令和 3 年 2 5 6 ～ 3 0 3 名 ）である （ 2 0 2 2 年

矯正統計統計表より ） 。   
2 6 5  日本弁護士連合会 :  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / c i v i l _ l i b e r t i e s / y e a r / 1 9 8 1

/ 1 9 8 1 _ 1 . h t m l  ( 2 0 2 3 年 1 2 月 6 日閲覧 ) 。   

https://www.nichibenren.or.jp/document/civil_liberties/year/1981/1981_1.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/civil_liberties/year/1981/1981_1.html


- 73 - 
 

F o r e n s i c  M e n t a l  H e a l t h ） 2 6 6 」 を策定、公表した。この全国声明は、

連邦、州、及び準州の保健当局が、精神疾患を持つ犯罪者又は犯罪者と

される者を処 遇するための原則 2 6 7 を掲げてい る 。連邦及び各州 ・準

州は、この原則を 、 メ ンタルヘルス障害又 は認知障害を有する者の刑事

手続き及び処遇に関する立法に反映させ、その障害に配慮した各種の規

定を定めた 2 6 8 。それらの法律は、刑事司法制度に関わる精神疾患を

持つ 人 々 の 特 別 なニ ーズ を 認識 し 、市民 的及 び政治 的権 利 に 関す る国

際規約 ( B 規約 ) 、精神疾患を持つ人々の保護及びメンタルヘルス ・ケア

の改 善 に 関 す る国 連 原 則 を 遵 守 しな け れ ばな ら な い と し て 、 各州 ・準州

政府 は 、国 連 原 則 を 法 律に 組 み込 ん だ り 、反 映 させた り す る こ とを 積 極

的に進めている 2 6 9 。   

 

2 )  オーストラリアの障害者の司法的権利保護について   

人権に関する包括的 な声明は、市民的及び政治的権利に関する国際規

約 ( B 規約 ) （以下 「 I C C P R 」 とい う ）に含まれている。同規約は、すべての人

が法の下で平等であり 、裁判所及び法廷の下でも平等であると規定してい

る 2 7 0 。又 、 「障害者 の権利に関する宣言 」は 、障害者が 「医療的、心理

的、機能的治療 」や 「社会的リハビリテーシ ョン 」 を受ける権利など 、 「他の

 
2 6 6  2 0 0 6 年オーストラリアの全国精神保健委員会 （ N a t i o n a l  M e n t a l  H e a l t h  

C o m m i s s i o n :  N M H C ） よ り発表される 。  A u s t r a l i a n  H e a l t h  M i n i s t e r s ’  

A d v i s o r y  C o u n c i l  2 0 0 6 ,  N a t i o n a l  S t a t e m e n t  o f  P r i n c i p l e s  f o r  

F o r e n s i c  M e n t a l  H e a l t h  2 0 0 6 .   
2 6 7  この声明の前文では、国連決議の 「精神疾患を持つ人々の保護に関する国連

原則 」 、 「市民的及び政治的権利に関する国際規約 」やオーストラリア保健相の

「権利と責任に関する精神保健声明 」など 、国内及び国際的な枠組みに支えられ

ていると述べている。この声明では 「原則 1 ： 刑事司法制度の監督又は管理下者

の非犯罪者との同等性の確保 （ E q u i v a l e n c e  t o  t h e  n o n - o f f e n d e r ） 」 など

1 3 の原則を提示している。   
2 6 8  報告書 1 3 8 の勧告時点であるが、 M e n t a l  H e a l t h  ( T r e a t m e n t  a n d  

C a r e )  A c t  1 9 9 4  ( A C T )  s  7 ( d ) ,  s  9 ;  C r i m i n a l  C o d e  ( N T )  s  4 3 Z M ;  

M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 0 0  ( Q l d )  s  9 ;  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  

A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 9 6 S ;  C r i m i n a l  J u s t i c e  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  

1 9 9 9  ( T a s )  s  3 4 ;  C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e   

T r i e d )  A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  3 9 ;  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  

A c c u s e d )  A c t  1 9 9 6  ( W A )  s  3 3 ( 5 ) ( e ) などである。   
2 6 9  オースラリア国会 ：  

h t t p s : / / w w w . a p h . g o v . a u / P a r l i a m e n t a r y _ B u s i n e s s / C o m m i t t e e s / S e n

a t e / F o r m e r _ C o m m i t t e e s / m e n t a l h e a l t h / r e p o r t / c 1 3  ( 2 0 2 3 年 7 月 1 3

日閲覧 ) 。   
2 7 0  市民的及び政治的権利に関する国際規約 （ I n t e r n a t i o n a l  C o v e n a n t  o n  

C i v i l  a n d  P o l i t i c a l  R i g h t s ） 。オース トラ リアは 1 9 6 6 年 1 2 月 1 6 日署名開

始、 9 9 9  U N T S  1 7 1 （ 1 9 7 6 年 3 月 2 3 日発効 ） 、それぞれ第 2 6 条及び第 1 4

条 ( 1 ) 。 I C C P R は 1 9 8 6 年人権 ・機会均等委員会法 （ C t h ） の基礎となってい

る。   

https://www.aph.gov.au/Parliamentary_Business/Committees/Senate/Former_Committees/mentalhealth/report/c13
https://www.aph.gov.au/Parliamentary_Business/Committees/Senate/Former_Committees/mentalhealth/report/c13
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人間と同じ市民的、政治的権利 」を有することを明確に規定している 2 7 1 。

障害者 の 権 利 に 関 す る宣 言は 、精 神障 害を 持つ 者に 対 し て 訴訟が 提起 さ

れた 場合に 、司法 手 続きに おい て 、障害者の精神的状態 、すなわち 「精神

的責任の程度 」を十分に考慮しなければならないとする 2 7 2 。 「精神遅滞

者の権利に関する宣言」も同様である 2 7 3 。オーストラリアでは、 「障害者

の権利」保護が謳われており 2 7 4 、司法分野でも障害者はハンディを持つ

弱い立場にある人々であると考えられ、オーストラリア各州は、障害者に配

慮した公平な司法の実現に積極的に取り組んでいる。程度の差があるにせ

よ、オーストラリアの連邦、州、及び準州における、障害者の司法的権利保

護についての姿勢は、基本的に一貫していると言えよう。   

 

3 )  メンタルヘルス ・コートかダイバージョンか   

N S W 州は、 メ ンタル ヘルス障害や認知障害など精神障害を有する犯罪

者 の 司 法 的 処 遇 に つ い て 、 他 の 州 と は 異 な っ た ア プ ロ ー チ を と っ て い る 。

N S W 州では精神障害犯罪者のための専門裁判所（メンタルヘルス ・コート ）

はもたず、ダイバージョン方式（以下、 「 N S W ダイバージョン 」 という ）によっ

て精神障害犯罪者の司法的処遇の実現を図っている 。ダイバージ ョン手続

き は法 律 に て定 められ 、日 本の簡易裁判所と地方裁判所の一 部機能を 合

わせ持 つ 下 級 裁 判 所 に て運用され てい る 。下級 裁判所では すべての刑事

事件の 9 0 % 以上が取り扱われている 2 7 5 。 N S W 州のダイバージョン規定

は 、下 級 裁 判 所 の 略 式 犯 罪 、又は 略式で 処理でき る起 訴可能 な犯罪で 起

訴された被告人に適用され 2 7 6 、精神障害を有する被告人は刑事罰を受

 
2 7 1  障害者の権利に関する宣言 （ D e c l a r a t i o n  o n  t h e  R i g h t s  o f  D i s a b l e d  

P e r s o n s ） （ G A  R e s  3 4 4 7  ( X X X ) ,  U N  D o c  A / 1 0 0 3 4  ( 1 9 7 5 ) ,  a r t  4  a n d  

a r t  6 ） 。   
2 7 2  障害者の権利に関する宣言 a r t  1 1 。 a r t 1 1 は 「障害者は、その人格及び財産

の保護のために的確な法的援助が必要不可欠とわかる場合には、それらを利用

できるようにしなければならない。もしも彼らに対して訴訟が起こされたならば、

適用される法的手続きは、彼らの身体的 ・精神的状態 （ m e n t a l  c o n d i t i o n ） を

十分に考慮しなければならない。 」 とする 。   
2 7 3  「 精神遅滞者の権利に関する宣言 」 （ G A  R e s  2 8 5 6  ( X X V I ) ,  U N  D o c  

A / 8 4 2 9  ( 1 9 7 1 ) ,  a r t  6 ） は次のように規定している ：  「 精神遅滞者は、搾取、

虐待及び品位を傷つける取扱いから保護される権利をする。精神遅滞者は、搾

取、虐待及び品位を傷つける取扱いから保護される権利を有する。いかなる犯

罪のために起訴される場合にも、精神的責任の程度を十分に認識した上で、適

正な法の手続を受ける権利を有する。   
2 7 4  オーストラリア政府評議会 （ 「 C O A G 」 ） も 「法医学的精神保健のための全国原

則声明 」において認めている。同声明は、州及び準州の法医学的精神保健法制

は、国際人権規約 （ I C C P R ） 及び 「精神疾患を患う人々の保護と精神保健ケア

の改善に関する国連原則 」を遵守しなければならないと規定している。   
2 7 5  s u p r a  n o t e  1 7 6  a t  p . 4 6 .   
2 7 6  第 3 2 条に基づくダイバージョン制度は、略式犯罪又は略式裁判が可能な起訴

可能犯罪を犯したとして起訴された被告人のみが利用できる。司法委員会は、

同条項の使用と運用に関する最近の調査において、 2 0 0 4 年から 2 0 0 6 年の間



- 75 - 
 

け るよ り も精 神 医 療施 設 で治療を 受け る方が適切であ ると考えに 基づき 、

被告人を刑事司法制度からダイバージョンさせるよう命じることができる法

制度を確立している。   

( 1 )  N S W 州以外のメンタルヘルス ・ コートによる司法的処遇   

N S W 州におけるダイバージ ョンは 、裁判所が被告人を更生させ、 さら

なる犯 罪 を防 止 するこ とを 目的と して治療やサービスに 付託するた めの

措置であ る 。 メン タルヘルス ・ コー ト などの問題解決型裁判所は、 リハビ

リテーシ ョンサービスを外部の治療プロバイダーへ付託し、その進捗を裁

判所が継続的に監視している。 N S W 州は、ダイバージョンが再犯を減ら

し、認知障害やメンタルヘルス障害のある人々にとってより良い結果を生

み出す効果的な手段になり得るとの見解に立っている。   

メ ン タルヘルス ・ コー トは 、 「通常 、精神疾患を持つ者限定の未決訴訟

事件 表 （ d o c k e t ） を 持つ 専 門 裁判 所 」 で あ り 、 従来 の 刑事 裁 判所 よ り も

治療法、治療、被告人たる参加者への継続的な司法監督に重きを置いて

いる 。 メンタルヘルス ・ コー トの中には、認知障害のある被告人を受け入

れるところもあるが、これらのプログラムがそのような人に対処するのに

最も適しているかどうかについては、現在も議論が続いている 。 メンタル

ヘルス ・ コートでは、裁判所がメンタルヘルスの専門家と協力するチーム

アプローチを とり 、敵 対的なプロセスを通じて有罪を決定するのではな く 、

被告人の治療に焦点を当てている 。尚 、前述したように 、 Q l d 州の 「 メン

タル ヘ ル ス ・ コー ト 」は 、問題解決型裁判所ではな く 、裁判を受け る適性

や刑事責任に関する問題を扱う裁判所で、被告人の治療には関わってい

ない。  

N S W ダイバ ージ ョ ンでは、裁判所は被告人の裁判を受ける適性や刑

事責任に関する問題を扱い、刑事処分として被告人の精神治療を精神医

療施設 に 付 託 し 、裁判 所 が主導的に 治療に 関わるこ とはし ない 。又 、精

神治療による被告人の状況監督は M H R T が受け持っている。   

現在、開設されている各州のメンタルヘルス ・ コートの運用状況は、以

下の通りである。   

a )  S A 州 2 7 7   

 
に第 3 2 条に基づく命令の根拠となった犯罪の性質について検討した。司法委

員会によれば、犯罪の種類は様々であり 、最も多い 5 つの犯罪は、暴行などの

傷害を意図した行為 （ 2 3 % ） 、司法手続きや政府の保安 ・業務に対する犯罪

（ 1 6 % ） 、窃盗及び関連犯罪 （ 1 4 % ） 、公序良俗違反 （ 1 2 % ） 、器物損壊と環境汚染

（ 1 0 % ） であった （ N S W  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  P e o p l e  w i t h  

c o g n i t i v e  a n d  m e n t a l  h e a l t h  i m p a i r m e n t s  i n  t h e  c r i m i n a l  j u s t i c e  

s y s t e m :  d i v e r s i o n  C o n s u l t a t i o n  P a p e r  7 ,  2 0 1 0 ,  p . 3 1 . ) 。   
2 7 7  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  治療介入裁判所 ：  

h t t p s : / / w w w . c o u r t s . s a . g o v . a u / g o i n g - t o - c o u r t / c o u r t -

l o c a t i o n s / a d e l a i d e - m a g i s t r a t e s - c o u r t / c o u r t - i n t e r v e n t i o n -

p r o g r a m s / t r e a t m e n t - i n t e r v e n t i o n - c o u r t /  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 7 日閲

https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
https://www.courts.sa.gov.au/going-to-court/court-locations/adelaide-magistrates-court/court-intervention-programs/treatment-intervention-court/
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S A 州では、メンタルヘルス ・ コートでの治療の成果は、公訴棄却又

は 有 罪 認 定 の 記 録 抹 消に 結びつ い た が 、上級裁判所で運営 されてい

たダイバージ ョン ・ プログラムがメンタルヘルス ・ コー トには存在しない

た め 、 精 神 疾 患 を 有 す る 多 く の 人 が 州 の 刑 事 施 設 に 拘 禁 さ れ て い た
2 7 8 。   

M C D P （ M a g i s t r a t e s '  C o u r t  D i v e r s i o n  P r o g r a m ) は 1 9 9 9 年

か ら運 営 さ れ て い る 2 7 9 、 オ ー ス ト ラ リ ア 初の精 神障害 者 （ m e n t a l  

i m p a i r m e n t ）のための専門裁判所である。 S A 州の刑法統合 （精神障

害）改正法（ C L C A ） 2 8 0 の見直しに伴って、軽微な罪で起訴されたに

もかかわらず、費用と資源を要する精神疾患の抗弁に頼る者が増加し

た 。 こ れ に 代 替 手 段 を 提 供 す べ く 、 こ の 法 律 改 定 の 運 用 レ ビ ュ ー

（ J u s t i c e  S t r a t e g y  U n i t ,  2 0 0 0 ） では 、治安判事裁判所内へのダイ

バージョン ・プログラムの創設が提案され、これにより M C D P が正式に

運営されるようになった 2 8 1 。  

通常 6 ヶ月間実施される M C D P のプログラムは、精神疾患、知的障

害 、 脳 障 害 、 認 知 症 、パ ー ソナ リ テ ィ障 害を 持つ 、略 式 犯罪 や特 定の

軽微な起訴可能 な犯 罪を犯した人が 対象である。被告人は、 このプロ

グラム （ M C D P ） に任意で参加でき、有罪の答弁をする必要はないが、

自分に対する起訴に異議を唱えないことを示す必要がある。 M C D P で

は、指定された裁判官のほか、プログラム ・マネージャー、 4 人の臨床

ア ド バ イ ザ ー 、 5 人 の 臨 床 リ エ ゾ ン ・ オ フ ィ サ ー （ c l i n i c a l  l i a i s o n  

o f f i c e r ） といった多数の裁判所職員からなる専門の裁判所チームが、

被告人の治 療計画 （ t r e a t m e n t  p l a n ） を策定する 。被告人の介入計

画 （ i n t e r v e n t i o n  p l a n ） に従い定期的に状況確認会が開催され、被

告 人 が 介 入 計 画 （ i n t e r v e n t i o n  p l a n ） を 遵守してい るかど うかが評

価 され る 。被 告 人 が介 入計画を 遵守してい ない 場合は 、プログ ラム の

延長、変更、終了に至る可能性がある。当初、 M C D P では裁判官は起

訴を棄却できなかったが、検察側の起訴取り下げの決定とは無関係に

裁判官が起訴を棄却 2 8 2 できるようになった。  

 
覧 ） 、  h t t p s : / / l s c . s a . g o v . a u / d s h / c h 0 4 s 1 1 . p h p # C h 2 1 1 8 S e 3 0 1 1 2 6  

（ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 9 日閲覧 ） 、治安判事裁判所ダイバージョン ・プログラム :  

h t t p s : / / l s c . s a . g o v . a u / d s h / c h 0 4 s 1 0 . p h p  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 9 日閲覧 ） 。    
2 7 8  前田忠弘 「オーストラ リアにおける新しい刑事司法政策のアプローチ 」刑事立

法研究会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 3 9 6 - 3 9 7 頁。   
2 7 9  1 9 9 9 年当初は試験的な設立であった。   
2 8 0  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A m e n d m e n t  A c t  

1 9 9 5  ( S A ) .   
2 8 1  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 2 5 . ;  G r a c e  S k r z y p i e c  e t  a l . ,  M a g i s t r a t e s  

C o u r t  D i v e r s i o n  P r o g r a m :  A n  a n a l y s i s  o f  p o s t - p r o g r a m  o f f e n d i n g  

( O f f i c e  o f  C r i m e  S t a t i s t i c s  a n d  R e s e a r c h ,  2 0 0 4 ) ,  p p . 1 3 - 1 4 .   
2 8 2  日本の公訴棄却にあたる。   

https://lsc.sa.gov.au/dsh/ch04s11.php#Ch2118Se301126
https://lsc.sa.gov.au/dsh/ch04s10.php
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M C D P は 、 そ の 後 徐 々 に T I P （ T r e a t m e n t  I n t e r v e n t i o n  

P r o g r a m ）へ と移行している。以前の M C D P のもとでは、 M C D P と薬

物裁判の両方に参加できる被告人には、 M C D P への参加の方が簡単

であり、あるいはより強制力のない選択肢であると認識され、 M C D P を

選択する傾向があった。 T I P は、プログラムの選択に関する意思決定

を一元化することで 、精神疾患と薬物依存の併存の問題を解決してい

る。 T I P は、精神疾患と薬物依存が頻繁に併発することを認識し、これ

らの障害に対するリハビリテーションを統合した。 T I P は、①精神障害

者 ② 物 質 依 存 症 ③ 精 神障害と物質依存 の両方の問題を 抱えてい る 、

の 3 つの類型プログラムにより構成されている。これら T I P にて提供

されるプログラムは、被告人の心身の健康を安定させ、薬物依存に対

処するこ とにより 、参 加者の 「健康 （ h e a l t h ） と幸福 （ w e l l b e i n g ） を改

善 」し 、再犯率を減らすことを目的とする 2 8 3 。   

T I P の特徴は、メンタルヘルス ・ コート と ドラッグ ・ コート両者の機能

を 、複合 的に持っているこ とであ る 。尚 、 メン タルヘルス ・ コー トである

治療介入裁判所 ( T r e a t m e n t  I n t e r v e n t i o n  C o u r t ) は特別裁判所で

あり、裁判長の事前の承認がない限り、一般には公開されない。   

被告人は、 T I P がある治安判事裁判所を管轄とした裁判で刑事責任

を 問 わ れ てい る こ と が必要であ る 。被 告 人は 、介入 プ ログ ラ ム に 参加

する意 思 が あ り 、 プ ログ ラム の要件に 従わなけ ればならない 。被告人

は罪を認めることを期待され、実質的には罪を認めざるを得ないとされ

る。被告人への判決は、 6 ケ月又は 1 2 ケ月の治療が終了した後に下

され、治療成績が考慮される。 しかし 、治療成績が悪かったり 、満足な

計 画 進 捗 が なか った り した こ と は 、 被告 人の判決 プ ロセスに は関係 し

ない。   

b )  T a s 州 2 8 4   

T a s 州 の メ ン タ ル ヘ ル ス ・ ダ イ バ ー ジ ョ ン ・ リ ス ト （ T a s m a n i a ’ s  

M e n t a l  H e a l t h  D i v e r s i o n  L i s t ）は 2 0 0 7 年に設立された。これは、

1 9 9 4 年保釈法 （ T a s ） 2 8 5 と 1 9 9 7 年判決法（ T a s ） 2 8 6 の既存の

規定を利用して、犯罪者を治療に向かわせるものである。 2 0 1 3 年、治

安 判 事 裁 判 所 は 、 認 知障害 又は 後天 性 脳障害 のあ る人 を 含 め るべ く

ダ イ バ ージ ョ ン ・ リ ス ト の範囲を 拡大 し 、 これに よ り 州 全体 の 介入プ ロ

グラムは「ダイバージ ョン ・ リスト ( D i v e r s i o n  L i s t ) 」 と改名された。現

 
2 8 3  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  報告書 1 3 5 では、特に明示はないが、

「治療法学 」的な健康モデル考えに基づくものと思われる。   
2 8 4  I d ,  a t  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  T a s 州治安判事裁判所ダイバージョン ・ リス ト ：  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . t a s . g o v . a u / a b o u t _ u s / c r i m i n a l _ d i v i s

i o n / d i v e r s i o n _ l i s t  （ 2 0 2 3 年 1 2 月 1 6 日閲覧 ） 。   
2 8 5  B A I L  A C T  1 9 9 4  ( T a s ) .   
2 8 6  S E N T E N C I N G  A C T  1 9 9 7  ( T a s ) .   

https://www.magistratescourt.tas.gov.au/about_us/criminal_division/diversion_list
https://www.magistratescourt.tas.gov.au/about_us/criminal_division/diversion_list
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在は ホ バ ー ト （ H o b a r t ） と ロ ー ンセ ス ト ン （ L a u n c e s t o n ） の治 安判事

裁判所が、月に 2 回、ダイバージョン ・ リストを運用しており 、バーニー

( B u r n i e ) 裁 判 所 とデ ボ ンポ ー ト ( D e v o n p o r t ) 裁判所も開廷頻 度は少

ない が対 応 する。ダ イバージ ョ ン ・ リ ス ト は公開法廷で実施され、対象

者は精神疾患、認知障害、知的障害 2 8 7 、後天性脳障害、自閉症ス

ペクトラム障害を持つ被告人とする。   

精神疾患は、 2 0 1 3 年メンタルヘルス法（ T a s ） 2 8 8 第 4 条で以下

のように定義されている。   

a ）  一時的、反復的、又は継続的に ( i )  深刻な思考障害 （妄想を含

む ） 、 ( i i )  気分、意思、知覚又は認知の重大な障害のような精神

疾患を有する者は、精神疾患を有するとみなされる。   

b )  アル コール 使用 又は薬物摂取に よる重篤又は永続的な生理学

的 、 生 化 学 的 又 は 心 理 学 年 的 影響 が 、 精神 疾 患 を 有 す る こ と を

示すものとみなされることを妨げるものではない。   

c )  ただし、その者が精神疾患を有するとみなされるのは、その者の

以下の理由のみによるものではない。   

( a ) ～ ( ｊ )  略   

( k )  酩酊状態 （それがどのような誘因によるものであるかを問わ

ない ） 。   

( l )  知的障害又は身体障害   

( m )  後天性脳障害    

( n )  認知症   

( o )  一時的な意識障害    

ダ イ バ ージ ョ ン ・ リ ス ト への参加の要件は 、障害が 、セルフケ ア 、自

己管理、社会的相互作用、又はコ ミュニケーシ ョンの分野の少な く とも

1 つで、能力の大幅な低下を引き起こしていること 、精神障害及び / 又

は 精 神 疾 患 と問 題 行 動との 間に 関連性 が あ り 、被告人は 問題 解決裁

判 所 プロセ スへ の 参 加から利益を 得る可 能性があ るこ とで あ る 。 こ の

ダイバージ ョン ・ リ ス トでは 、性犯罪と身体的危害を伴う一部の犯罪を

除き、略式犯罪、又は略式で処理する可能性のある犯罪で起訴された

者を対象としている 。 このダイバージョン ・ リス トは、 メンタルヘルス ・ コ

ー トの要素の多 くを包含している 。例え ば、参加者 （被告人 ）は個人別

に設定された治療計画を遵守しなければならず、定期的 （通 常は毎月 ）

に 裁 判 所 に 出 席 し 、 そ の進捗状況を 協議 しなけ ればな らない 。プログ

ラム を 遵守 した 場合に は 、言葉に よる称賛 、治 療 / 監督計画の短縮調

整、他 の褒 賞の授 与 、プログ ラム の卒業などの報償 （ r e w a r d ） があ る 。

不遵守であった場合は、言葉による戒告、治療 / 監督計画の延長調整、

プログラムからの除外などがなされる。   

 
2 8 7  2 0 1 2 年報告書 1 3 5 作成時点では、認知症罹患者及び知的障害者などは、精

神疾患を併せ持つ場合にのみ対象であった （ s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 2 7 ,  

p . 3 3 1 . ） 。   
2 8 8  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 3 （ T a s ） .   
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T a s 州のメンタルヘ ルス ・ コー トでは 、認知症罹患者や知的障害者

は、精神疾患を併せ持つ場合にのみ受入れられる。被告人のプログラ

ムへの参加は任意であり 、参加するために罪を認める必要はないが、

罪 を 認 めるこ とを 裁 判 所より 期待される 。治安判事は 被告人のプログ

ラム参加の適格性について評価し、被告人に適格性があるのでプログ

ラ ム に 参 加 で き る と 判 断 し た 場 合 、 参 加被 告 人 に 最 も 適 し た 命 令 （ 通

常は保釈命令 ）を下し 、 これによりプログラムが開始される。治安判事

は、罪状につき最終処分を検討する際に、被告人のダイバージョン ・プ

ログラムへの遵守状況と関与の程度を考慮に入れる場合がある。   

c )  W A 州 2 8 9   

W A 州 で は 、 刑 法 （ 精 神 障 害 者 ） 法 2 9 0 の 見 直 し を 受 け て 、

H o l m a n 教授が、同州にメンタルヘルス ・ コートを設立するための計画

を 1 2 ヶ月以内に策定するタスクフォースを設立すべきと 2 0 0 3 年に提

言した 2 9 1 。 W A 州法改革委員会（ W A L R C ）は 、裁判所介入プログラ

ム （ c o u r t  i n t e r v e n t i o n  p r o g r a m ） に関する 2 0 0 9 年の報告書で、

精神障害裁判所 ( m e n t a l  i m p a i r m e n t  c o u r t ) 介入プログラムを早急

に設立すべきであると勧告した 2 9 2 。 W A L R C は、被告人がこのプロ

グラムへ参加することを任意とし 、有罪答弁 （ p l e a d  g u i l t y ） を条件と

しない こ とを 勧 告 し た 。認知障害のあ る 被告人に つ い ては 、 精神疾患

又 は パ ー ソナ リ テ ィ 障 害の主診断を 受け た 者のみを 対象 と す るこ とを

勧告した 。 W A L R C は、精神疾患者と異なる認知障害者のケアのニー

ズ を 認 識 し 、知 的 障 害 者ダ イ バージ ョ ン ・ プ ログ ラム の拡大版として 、

知的障害又はその他の認知障害を主な診断（ p r i m a r y  d i a g n o s i s ） と

する被告人に対応すべきと考えた。 W A L R C の勧告は、 2 0 1 0 年 9 月

に W A 州議会に提起され、 2 0 1 1 年 5 月の審議を経て、 W A 州政府は

2 0 1 2 年 5 月、刑事責任を問われる精神疾患を持つ人々を治療やサー

 
2 8 9  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  スター ト ・ コー ト （ S t a r t  C o u r t ） 関連 ：  

h t t p s : / / w w w . m h c . w a . g o v . a u / g e t t i n g - h e l p / d i v e r s i o n - s u p p o r t -

p r o g r a m s / m e n t a l - h e a l t h - c o u r t - d i v e r s i o n - p r o g r a m /  ,  

h t t p s : / / w w w . m h c . w a . g o v . a u / g e t t i n g - h e l p / d i v e r s i o n - s u p p o r t -

p r o g r a m s / m e n t a l - h e a l t h - 再度修正 c o u r t - d i v e r s i o n - p r o g r a m / t h e -

s t a r t - c o u r t /  ,  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . w a . g o v . a u / S / s t a r t _ c o u r t . a s p x  

( 2 0 2 3 年 1 2 月 1 6 日閲覧 ) 、知的障害ダイバージョン ・プログラム  / I D D P 裁判

所関連 ：  

h t t p s : / / w w w . m a g i s t r a t e s c o u r t . w a . g o v . a u / I / i n t e l l e c t u a l _ d i s a b i l i t y _

d i v e r s i o n _ p r o g r a m _ c o u r t . a s p x # : ~ : t e x t = T h e % 2 0 I n t e l l e c t u a l % 2 0 D i s a b

i l i t y % 2 0 D i v e r s i o n % 2 0 P r o g r a m , A u t i s m % 2 0 S p e c t r u m % 2 0 D i s o r d e r % 2 0 (

A S D )  ,  h t t p s : / / w w w . d i s t r i c t c o u r t . w a . g o v . a u / P / p r o t o c o l s . a s p x  

( 2 0 2 3 年 1 2 月 2 3 日閲覧 ) 。   
2 9 0  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  D e f e n d a n t s )  A c t  1 9 9 6  ( W A ) .   
2 9 1  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p . 3 2 8 .   
2 9 2  I d ,  a t  p . 3 2 8 .   

https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-court-diversion-program/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-%E5%86%8D%E5%BA%A6%E4%BF%AE%E6%AD%A3court-diversion-program/the-start-court/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-%E5%86%8D%E5%BA%A6%E4%BF%AE%E6%AD%A3court-diversion-program/the-start-court/
https://www.mhc.wa.gov.au/getting-help/diversion-support-programs/mental-health-%E5%86%8D%E5%BA%A6%E4%BF%AE%E6%AD%A3court-diversion-program/the-start-court/
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/S/start_court.aspx
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.magistratescourt.wa.gov.au/I/intellectual_disability_diversion_program_court.aspx#:%7E:text=The%20Intellectual%20Disability%20Diversion%20Program,Autism%20Spectrum%20Disorder%20(ASD)
https://www.districtcourt.wa.gov.au/P/protocols.aspx
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ビスに振り向けるこ とを目的と した 「 メ ン タルヘルスコー トダ イバージ ョ

ン ・プログラム 」を 、パース治安判事裁判所と児童裁判所に導入するこ

と を 発 表 し た 。 現 行 で は 、 成 人 向 け プ ロ グ ラ ム は ス タ ー ト ・ コ ー ト

（ S t a r t  c o u r t ） 、 児 童向けプログラムはリンクス （ L i n k s ） と 呼ばれて

いる。   

このメンタルヘルス ・ コー トダイバージ ョン ・ プログラムは、常勤の裁

判官 を長 とする 。 メ ン タルヘ ルス ・ コー ト ダイ バージ ョ ン ・ プ ログラムの

メ ン タル ヘ ル ス 専 門 家 チ ーム は 、 精神 鑑 定 ・ 評価 、個 別治 療 、及 び地

域 社 会 の メン タル ヘ ル スサービス と連携 する 。被告人の プロ グ ラム へ

の参加は任意である。プログラムへの適格性と罪状に対する判決は、

裁判 所が 犯罪 の性 質、特定の精神疾患 、及び地域社会に対する潜在

的リスクなど、多くの要因によって決定する。 2 0 0 3 年以降、 W A 州では

「知的障害者ダイバージョン ・プログラム （ I D D P ） 」 とい う 、 もう 1 つの

裁 判 所 ダイ バ －ジ ョン ・ プ ログ ラム が利用可能となってい る 。 このプロ

グラムは、知的障害者のための問題解決アプローチを採用した 、パー

ス治安裁判所にある知的障害者のための専門リストである。   

I D D P は 、 障 害 者 サ ー ビ ス 委 員 会 （ D i s a b i l i t y  S e r v i c e s  

C o m m i s s i o n ） 2 9 3 の特定のサービスを受けることができる知的障害

者を 対 象 と し 、 かつ 、治 安 判事 裁 判所 で 処理 で き る 事 案で あ る こ とが

求められる。さらに 、被告人は有罪答弁し、プログラム参加に同意する

必要がある。被告人にプログラムへの参加適格があると裁判所が評価

した場合に、 I D D P プログラム ・ コーディネーターは、プログラム違反行

為への対処計画を作成する。被告人がこのようなプログラム ・ コーデ ィ

ネーターの指示に従うことに同意した場合、被告人は保釈され、約 2 ヶ

月に 1 度、プログラムの参加状況確認のために裁判所に召喚される。

このとき、コーディネーターは、被告人の参加状況を裁判所に報告する。

このプログラムは通常、約 6 ヶ月間実施され、裁判所はプログラム終

了後に被告人の処分を最終決定する。プログラムを遵守しない被告人

は 、戒 告 を 受 け るた めに 裁判所に 呼び出 されるか 、 プログ ラ ム から外

され通常の刑事裁判の審理に戻される 。プログラムを遵守した被告人

は 、 プログ ラ ム に 参 加 し なか った 場 合に 受け た であ ろ う刑 の 軽減を 期

待できる 。 このプログラムは、知的障害者の再犯率及び収監率を低減

 
2 9 3  W A 州障害者サービス委員会 （ D i s a b i l i t y  S e r v i c e s  C o m m i s s i o n ） は 、

1 9 9 3 年に制定された障害者サービス法 （ D i s a b i l i t y  S e r v i c e s  A c t  1 9 9 3 ）  

（ W A ） に基づき設立され、様々な直接サービスや支援策を提供し、又 、障害者や

その家族、介護者にサービスを提供する非政府機関にも資金援助を行ってい

る。その後、障害者サービス委員会 （ C o m m i s s i o n ） は 、 2 0 1 7 年 7 月 1 日に

1 9 9 4 年公共部門管理法 （ P u b l i c  S e c t o r  M a n a g e m e n t  A c t  1 9 9 4 ） に基づ

いて設立されたコミュニティ省 （ D e p a r t m e n t  o f  C o m m u n i t i e s ） の管理下にな

った （ h t t p s : / / w w w . w a . g o v . a u / g o v e r n m e n t / p u b l i c a t i o n s / d i s a b i l i t y -

s e r v i c e s - c o m m i s s i o n - a n n u a l - r e p o r t #  ( 2 0 2 4 年 5 月 1 1 日閲覧 ) ） 。   

https://www.wa.gov.au/government/publications/disability-services-commission-annual-report
https://www.wa.gov.au/government/publications/disability-services-commission-annual-report
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す る こ と を 目 的 と し て い る 。 又 、 知的 障害 に 対 す る 司法 制 度の 処 遇 を

改善しようとするものとされる 2 9 4 。   

W A 州 の 精 神 保 健 裁判所ダ イ バージ ョン ・ プ ログ ラム （ プロ グ ラム ）

（ M e n t a l  H e a l t h  C o u r t  D i v e r s i o n  P r o g r a m ( t h e  P r o g r a m ) ）は 、

犯 罪 が 精 神 疾 患 に 関 連 し て い る 被 告 人 に 合 わ せ た 対 応を 提供 す る 。

成人 用 プログ ラムで あるス ター ト ・ コー ト への参加はあ くまで任意であ

る 。 被 告 人 の 参 加 資 格 は 、 精 神 疾 患 があ り （ 知 的 障 害 は扱 わな い ） 、

起訴の原因となった犯罪を犯したことを認め有罪答弁し、プログラム参

加に同意することを必要とする。さらに 、被告人に保釈の資格があるこ

とが 求 められ る 。被告 人がスター ト ・ コー ト に 参加した 場合には 、参加

しな か っ た 場 合 に 受 け た であ ろ う刑に つ き 、そ の 軽減 を 判決 に お い て

期待できる。   

d )  V i c 州 2 9 5   

V i c 州の治安判事裁判所は、刑事事件の約 9 割について判決を下

しており 2 9 6 、問題解決型の特別裁判所も設置され、裁判所としての

重 要 性 は 非 常 に 高 い と さ れ る 2 9 7 。 2 0 0 2 年 以 降 、 「 治 療 的 司 法 」
2 9 8 の ア プ ロ ー チ を 取 り 入 れ 、 先 住民 、 薬 物依 存症 者 、家 庭 内 暴力

加 害 者 な ど の 特 定 の属 性 や 犯 罪 類 型を 対 象 と し た 、 特 別 な問 題 解 決

型裁判所が設立されている 2 9 9 。地域の軽犯罪など治安問題を扱う

専門的な問題解決型裁判所であるコミュニティコートも、オーストラリア

で最初に設置されたのは V i c 州ヤラ市 （ C i t y  o f  Y a r r a ）の近隣司法

センターである 3 0 0 。   

 
2 9 4  s u p r a  n o t e  6 7  a t  p p . 3 2 8 - 3 3 1 .   
2 9 5  I d ,  a t  p p . 3 2 5 - 3 2 7 .  V i c 州治安判事裁判所評価 ・付託裁判所リスト ：  

h t t p s : / / m c v - v i c - g o v - a u . t r a n s l a t e . g o o g / f i n d -

s u p p o r t / a s s e s s m e n t - a n d - r e f e r r a l - c o u r t -

a r c ? _ x _ t r _ s l = e n & _ x _ t r _ t l = j a & _ x _ t r _ h l = j a & _ x _ t r _ p t o = s c  ( 2 0 2 3 年 1 2 月

1 5 日閲覧 ) 。   
2 9 6  S e n t e n c i n g  A d v i s o r y  C o u n c i l ：  

h t t p s : / / w w w . s e n t e n c i n g c o u n c i l . v i c . g o v . a u / s e n t e n c i n g -

s t a t i s t i c s / c a s e s - s e n t e n c e d - m a g i s t r a t e s - c o u r t  ( 2 0 2 4 年 5 月 2 6 日

閲覧 )   
2 9 7  水藤昌彦 「犯罪行為者処遇における刑事司法と福祉の連携のあり方について

の国際比較一一オーストラリアとの比較において 」犯罪社会学研究第 3 9 号

（ 2 0 1 4 年 ） 4 1 頁。   
2 9 8  治療的司法という言葉は英語の t h e r a p e u t i c  j u s t i c e の訳語であるが、刑

事司法制度について犯罪を犯した人に対して 「刑罰を与えるプロセス 」 と見るの

ではなく 、犯罪を犯した人が抱える 「問題の解決を導き、結果的に再犯防止のプ

ロセス 」 と捉えよう という考え方、すなわち治療法学 ( t h e r a p e u t i c  

j u r i s p r u d e n c e ) に基づく司法制度を指す （成城大学治療的司法研究センター

について ： h t t p s : / / w w w . s e i j o . a c . j p / r e s e a r c h / r c t j /  ） 。 ( 2 0 2 4 年 7 月 1 8

日閲覧 ） 。   
2 9 9  水藤 4 4 頁。   
3 0 0  前田忠弘 「西オーストラリア州の量刑と犯罪者処遇 」甲南法学第 5 1 巻 4 号

https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
https://mcv-vic-gov-au.translate.goog/find-support/assessment-and-referral-court-arc?_x_tr_sl=en&_x_tr_tl=ja&_x_tr_hl=ja&_x_tr_pto=sc
https://www.sentencingcouncil.vic.gov.au/sentencing-statistics/cases-sentenced-magistrates-court
https://www.sentencingcouncil.vic.gov.au/sentencing-statistics/cases-sentenced-magistrates-court
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/
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2 0 1 0 年 3 月、州初のメンタルヘルス ・コート設立法案 3 0 1 が州議

会で可決された。このメンタルヘルス ・コートは A R C リスト （ （評価 ・付

託裁判所リスト ： A s s e s s m e n t  a n d  R e f e r r a l  C o u r t  L i s t )  以下、

A R C  L i s t という ） と呼ばれ、収監など矯正サービスの費用を削減する

ことを意図し、 2 0 1 0 年から、より広範囲の犯罪と被告人を対象とし 、医

療 、 心 理 、 福 祉 と の 連 携 を 通 じ た 新 た な プ ロ グ ラ ム と し て 試 行 さ れ た
3 0 2 。 そ の 後 、そ の 役割を よ り 正確に 反映するた めに 、そ の メ ン タ ル

ヘルス ・コートは A R C ( A s s e s s m e n t  a n d  R e f e r r a l  C o u r t ) 3 0 3 と

改名された。   

V i c 州のメンタルヘルス ・コートである評価・付託裁判所 （ A R C ）は 、

精神疾患及び / 又は認知障害を持つ被告人のための裁判所である。認

知障 害には 、知的 障 害、後天性脳 障害、自閉症ス ペク ト ラム 障害など

が含まれる。被告人は、 A R C の管轄地域内で罪に問われていなけれ

ばならない。被告人の A R C のプログラムへの参加は任意であるが、

A R C で審理 され るこ とに同意しなけ ればならない 。尚 、被告人は 、い

つでも A R C のプログラムから脱退することができ、その場合、通常の

刑事裁判での審理に戻ることになる。 A R C は、重大な性犯罪又は暴力

犯罪で起訴された被告人を対象としない。   

被告人が A R C のプログラムに参加するためには、通常は保釈中で

なけれ ばならないが 、抑留 ・留置中でも解放される可能性が高い場合

は、 A R C に付託することができる。   

A R C のプログラムに登録されるためには、被告人は、 1 9 8 9 年治安

判事裁判所法 （ V i c ） 3 0 4 第 4 T 条に規定される適格基準を満たさな

ければならない。すなわち、被告人は、診断基準のうち、①精神疾患、

②知的障害、③後 天 性脳障害、④自閉ス ペク ト ラム症、⑤認知症を含

むが、これに限定されない神経学的障害の 1 つ以上を満たしていなけ

ればならない 。 さらに被告人は、機能的基準として 、セルフケア 、自己

管理 、社会 的 相互 作 用、又はコ ミュ ニケ ーシ ョ ンの分野のうち 、少な く

とも 1 つの能力が実質的に低下している必要がある。加えて、この適

格基 準 では 、 被 告 人 が心理評 価 、 福祉 サ ー ビスを 含む 個別支 援計画

に従って調整された 「①保健サービス 、②メンタルヘルスサービス 、障

害 者 サ ー ビ ス 、 ③ 薬 物 依存 治療 サー ビ ス 又はア ル コ ー ル依存 治療サ

ービス 、④ 住 宅 及 び 支 援サービス 、そ の 他 、犯罪又は再犯の リ スクを

 
（ 2 0 1 1 年 ） 8 8 5 頁。   

3 0 1  M a g i s t r a t e s ’  C o u r t  A m e n d m e n t  ( A s s e s s m e n t  a n d  R e f e r r a l  C o u r t  

L i s t )  A c t  2 0 1 0  ( V i c ) .   
3 0 2  水藤 4 5 頁。   
3 0 3  h t t p s : / / w w w . m c v . v i c . g o v . a u / f i n d - s u p p o r t / a s s e s s m e n t - a n d -

r e f e r r a l - c o u r t - a r c  ( 2 0 2 4 年 7 月 2 2 日閲覧 ) 参照。   
3 0 4  M a g i s t r a t e s '  C o u r t  A c t  1 9 8 9 （ V i c ） .   

https://www.mcv.vic.gov.au/find-support/assessment-and-referral-court-arc
https://www.mcv.vic.gov.au/find-support/assessment-and-referral-court-arc


- 83 - 
 

軽減することを目的とするその他のサービス 」を受けることが 、被告人

の問題解決につながり利益になることを必要とする。   

裁 判 所 は 、被 告 人 を精神鑑定 ・評価し 、個別の支援計画を作成し 、

ケースマネジメントする支援員チームと協働する。被告人が A R C に付

託 さ れ て 受 理 さ れ た 場 合 、 被 告 人 の 正 式 な 答 弁 書 は 、 個 別 支 援 計 画

（ A R C での措置 （ e p i s o d e で取り組むべき目標 ） ）の承認前に提出さ

れなければならない 。被告人が有罪弁論を行う場合は、個別支援計画

の終了時に A R C 内で判決が下されるが、被告人が無罪弁論を行う場

合 、当 該 犯 罪 の 審 理 が行われ るた め 、被 告人は州 裁判所に 送致 され

る。   

A R C のプログラムを無事に完了した場合、被告人は有罪を認定さ

れることな く釈放 （ d i s c h a r g e ） となる場合があるが、裁判官は、あら

ゆる量刑の選択肢を保持できる。裁判所が、被告人のプログラムへの

参加は満足できる結果であると判断した場合、判決は被告人の利益に

なるように考慮され得るが、被告人のプログラムへの参加が不満足な

結果であると判断した場合であっても、判決が被告人の不利益になる

ように考慮されることはない。   

尚、 V i c 州では裁判所統合サービスプログラム （ C o u r t  I n t e g r a t e d  

S e r v i c e s  P r o g r a m ： C I S P ） を 、州全体としてサポート提供しており、

A R C を設置していない治安判事裁判所でもサポートを提供できる場合

がある。   

 

以上、各州メンタルヘルス ・コートについて精査してきたが、各州メンタ

ルヘルス ・ コート と N S W ダイバージョンには特徴の違いが見られる。下

記にその違いについて検討を進めていく。   

( 2 ）  各州メンタルヘルス ・ コート と N S W ダイバージョンの特徴の違い   

a ）  法的裏づけ   

V i c 州 以外の 州の メン タルヘ ルス ・ コー ト は 、通常の保釈法の規定

に基づいて運営 され ている 。 もっ とも 、 N S W 州は 、略式犯罪について

刑 事 司 法 制 度 か らダ イ バー ジ ョ ン させ る 独自の 法規定 を 有 し て い る 。

又、 N S W 州の法律で規定する裁判所ダイバージョンは、治安判事裁判

所 （ m a g i s t r a t e s ’  c o u r t ） のレベルでの刑事起訴の処分が、他の司

法管轄 区域 の ように 、犯罪時 の心神喪失や裁判適性の概念に依存す

るような ことがな く 、裁判官の心証 によって処分が決ま るとい う点で ユ

ニークである 3 0 5 。   

Q l d 州 で は 、 2 0 1 7 年 よ り 施 行 さ れ た 2 0 1 6 年 精 神 保 健 法

( Q l d ) 3 0 6 が、これま で判事に与えられていなかった 、精神疾患に関

 
3 0 5  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 9 3 .   
3 0 6  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 6  （ Q l d ） .   
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するさまざまな権限を判事に与えている。 これも 、 N S W 州と同様の流

れにあるといってよいだろう。   

b ）  対象とするメンタルヘルス障害 ・認知障害   

メンタルヘルス ・コートを有する 4 つの司法管轄区域において、 N S W

州 が 定 義 す る メ ン タ ルヘ ル ス 障 害 や認 知障 害 に 関 す る 用語 やそ の具

体的内容については違いがある。   

( a )  S A 州   

まず、一般的に精神障害を示す用語について、 S A 州の関連する

刑事法 3 0 7 の定義を見ると、 「精神障害 」 、 「認知障害 」 、 「精神疾

患」が使用されている。  

2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) 3 0 8 では、一般条項である第 5 条 ( 解釈 ) 第

( 1 ) 項にて、 「認知障害」を定義し、認知障害には「①発達障害、例え

ば、知的障害、ダウン症 （ D o w n  s y n d r o m e ） 、脳性麻痺 （ c e r e b r a l  

p a l s y ） 又 は 自 閉 症 ス ペ ク ト ラ ム 障 害 （ a u t i s t i c  s p e c t r u m  

d i s o r d e r ） を含む ） 、②病気や怪我による後天的な障害 （例えば、認

知 症 、 外 傷 性 脳 損 傷 （ t r a u m a t i c  b r a i n  i n j u r y ） 、 神 経 障 害

（ n e u r o l o g i c a l  d i s o r d e r ） を含む ） 、③精神疾患 」が含まれるとす

る 。 「認知障害 」の定義に 「精神疾患 」を含めないのが一般的である

ことと比べると、この 「認知障害 」の定義は特異といえる。同条の 「介

入プログラム 」の定義では、介入プログラムは 「行動上の問題 （問題

ギ ャンブル を 含 む ） 、 薬物乱用 （ s u b s t a n c e  a b u s e ） 、 認知 障害に

対処するためのもの 」 とする 。介入プログ ラムは同州でのメン タルリ

ストのプログラムを指すと考えられるもので、同法第 2 9 条 ( リハビリ

及びその他の目的による刑の執行猶予 ) では、裁判所は、被告人の

介 入 プログ ラム 参 加 資格を 評価し 、 プロ グ ラム 参加させ るた めに 被

告人を保釈できると規定している。これにより 、同州のメンタルリスト

は、 N S W 州の「メンタルヘルス障害」に相当する者のうち、精神疾患

のみに対応することになる。   

一方、 2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) 第 3 0 条 ( 精神障害 ) は、略式犯罪又は

軽 微 な 起 訴 可 能 犯 罪 で 有 罪 と な っ た 酌 量 す べ き 精 神 障 害 を 有 す る

者を対象に 、有罪の判決、又は刑罰を科さずに被告人を解放できる

旨を規定している。さらに第 3 0 条は、同条限りとして、 「精神障害」

を 「精神疾患、知的障害、パーソナリテ ィ障害、脳障害又は神経障害

（認 知症 を含 む ）に 起因する知的機能又は精神機能の障害 」 と定義

している。このように、 2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) では、条文毎に広義の精

神障害の用語 （認知障害、若し くは精神障害 ）を使い分けている。尚、

 
3 0 7  2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) 、 1 9 8 5 年保釈法 （ B a i l  A c t  1 9 8 5 ） 、 1 9 3 5 年刑法統合

法 （ S A ） を対象とする 。   
3 0 8  S e n t e n c i n g  A c t  2 0 1 7  ( S A ) .   
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精神疾患については、この法律では特に定義していない。  

1 9 8 5 年保釈法（ S A ） 3 0 9 では、 2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) とは異なり、

一般条項である第 3 条 ( 解釈 ) 第 1 項で「介入プログラム 」を定義す

る際に、認知障害ではなく 、精神障害との用語を使用している。 しか

し、精神障害ついては、この法律では特に定義していない。   

1 9 3 5 年刑法統合法 （ S A ） 3 1 0 は、認知障害と精神障害どちらの

用語を使用している。同法の一般条項である第 5 条 ( 解釈 ) は、どち

らの用語も定義していない。認知障害との用語は第５ A A 条 （加重犯

罪）とネグレクト等の犯罪に関する第 1 3 B 条（解釈 ）で定義して使用

している。これらの認知障害の定義内容は、 2 0 1 7 年量刑法 ( S A ) 第

5 条 ( 解釈 ) 第 ( 1 ) 項の用語の定義と変わらない 。又 、同法第 5 1 条

（ 認 知 障 害 者 に 対 する 性 的 搾 取 ） で も 、認 知 障 害 と の用 語を 定 義 し

て使用している。但し、この条文の定義内容は第 5 A A 条、第 1 3 B 条

とは 、微 妙 に 異 なる 。認知障害とは①知 的障害 、②発達障害 （自閉

症 ス ペ ク ト ラ ム 障 害 を 含 む ） 、 ③ 神 経 学 的 障 害 、 ④ 認 知 症 、 ⑤ 精 神

障害、⑥脳障害であると定義している。尚 、ここでいう精神障害の用

語 は 、 この 条 文 で は 定義 してい ない 。他 の条文で も 、 認知障 害との

用語を使用している箇所は複数あるが、その定義がどの法律のどの

条文に基づくは不明である。同法第 8 A 部（精神障害） 3 1 1 第 1 部

門（予備的措置 ）の第 2 6 9 A 条 （解釈 ）は、同法第 8 A 部 （精神障害）

で使用する用語として、 「精神疾患 」 と 「精神障害を定義している。す

なわ ち 、 「 精 神 疾 患 」は精神病 （ p a t h o l o g i c a l  i n f i r m i t y  o f  t h e  

m i n d ） （ 短 期 間 の 一 時的 なも のを 含む ） を い う と 定 義 して い る 。 「 精

神障害 」は、①精神疾患、②知的障害、③老衰に起因する精神喪失

又 は 精 神 障 害 ( d i s a b i l i t y  o r  i m p a i r m e n t  o f  t h e  m i n d  

r e s u l t i n g  f r o m  s e n i l i t y )  をさすと定義している。   

以上の通り、 S A 州の精神障害を示す用語の定義には、意味内容

の 重 複 や 不 整 合 が あ り 、一 貫性 がな く 、 曖昧で あ る と言わ ざ るを 得

ない。  

( b )  T a s 州   

1 9 9 4 年保釈法 （ T a s ) 3 1 2 第 3 条第 ( 1 ) 項は、介入プログラムを

定義する。同法第 7 条（保釈の条件 ）第 ( 5 ) 項は、保釈を許可された

者が介入プログ ラム に参加するこ とを保釈命令の条件に でき ると規

定 す る 。 この 介 入 プ ログ ラム では 、 精神 疾患 、知的 障害 、 後 天性脳

障 害 、自 閉 症 スペ ク ト ラム 障害 、及び / 又 は認知症を 含む神経 障害

 
3 0 9  B a i l  A c t  1 9 8 5  ( S A ) .   
3 1 0  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A ) .   
3 1 1  1 9 3 5 年刑法統合法 （ S A ） の同部では、裁判を受ける適性や日本法での責任

能力相当 （ 2 6 9 C 条 （精神的能力 ） ）などを規定している 。   
3 1 2  B a i l  A c t  1 9 9 4 （ T a s ） .   
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を有する （又は有する可能性が高い ）ことが、関連する法律のどの規

定 に 基 づ くの か 明 確 に はされてい ない 。 メ ン タルヘ ルス障害 や認知

障害について、 2 0 1 3 年精神保健法 ( T a s ) 3 1 3 第 4 条 （精神疾患の

意 味 ）は 「 一 時 的 、 反復的 、又は 継続的 に ①深刻な思考障害 （妄想

を含む） 、②気分、意思、知覚又は認知の重大な障害、のような精神

疾 患 を 有 す る 者 は 、 精 神 疾 患 を 有 す る と み な さ れ る 。 」 と し 、 さ ら に

「アルコール使用又は薬物摂取による重篤又は永続的な生理学的、

生化学的又は心理学的影響が、精神疾患を有することを示すものと

みなされることを妨げるものではない 」 と規定する。知的障害又は身

体障害 ( p h y s i c a l  d i s a b i l i t y ） 、後天性脳障害、認知症、一時的な

意識障害も、前述①、②のいずれかに該当すれば、精神疾患を有す

るとする。   

( c )  W A 州   

W A 州 で は 、 1 9 8 2 年 保 釈 法 （ W A ） 3 1 4 の 条 件 付 き 解 放 命 令

（ C o n d i t i o n a l  r e l e a s e  o r d e r ） 規定に基づいて、メンタルヘルス ・

コー ト が 運 用 され て い る 。前述のスタ ー ト ・ コー ト や知的障害 ダ イ バ

ージ ョン ・ プログラム （ I D D P ） 裁判所の介入プログラム参加要件とし

ての 「精神疾患 」や 「知的障害 （ I D 3 1 5 ） 、認知障害 （ C D 3 1 6 ） 、 自

閉症スペク ト ラム ( A S D 3 1 7 ) 」 が 、関連する法律のどの規定に基づ

くの か 明 確 に は され てい ない 。 メ ン タル ヘ ルス障害や 認知障害に つ

いて 、 2 0 2 3 年刑法 ( 精神障害 ) 法 （ W A ) 3 1 8 は、精神障害を 「①知

的障害、② 1 9 1 3 年刑法編纂法（ W A ) （刑法 ） 3 1 9 第 1 条第 ( 1 ) 項に

定義される精神疾患 、③後天性脳障害、④認知症 」のいずれか、又

はその組み合わせをいうと定義する。 1 9 1 3 年刑法編纂法（ W A ) 第 1

条 （使用される用語 ）第 ( 1 ) 項は、 「精神疾患 」を 、持続期間の長短、

永続的か一時的かを 問わず、精神の根本的な病理学的虚弱を 意味

するが、異常な刺激に対する健常な精神の反応から生じる状態を含

まないと定義する。 2 0 2 3 年刑法 ( 精神障害 ) 法 （ W A ) 3 2 0 は、精神

疾患について、 2 0 1 4 年精神保健法（ W A ） 3 2 1 第 4 条に規定される

用語の意味と同一であるとしている。精神疾患を持つ人々の権利の

保護を規定する 2 0 1 4 年精神保健法（ W A ）第 4 条（使用される用語）

は、 「精神疾患 」を有する者を、 「①思考、気分、意思、知覚、指向性、

 
3 1 3  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 3  （ T a s ） .   
3 1 4  B a i l  A c t  1 9 8 2  （ W A ） .   
3 1 5  I D ：  i n t e l l e c t u a l  d i s a b i l i t y .   
3 1 6  C D :  C o g n i t i v e  D i s a b i l i t y .   
3 1 7  A S D :  A u t i s m  S p e c t r u m  D i s o r d e r .   
3 1 8  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  2 0 2 3  ( W A ) .   
3 1 9  C r i m i n a l  C o d e  A c t  C o m p i l a t i o n  A c t  1 9 1 3  ( W A ) .   
3 2 0  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  2 0 2 3  ( W A ) .   
3 2 1  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 4  ( W A ) .   
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又 は 記 憶 の 障 害 に よ っ て 特 徴 付 け ら れ る 、 ② そ の 人 の 判 断 又 は 行

動を （一時的又は永続的に ）著し く損なう 。 」状態にある者と規定して

いる。   

( d )  V i c 州   

V i c 州のメンタルヘ ルス ・ コー トで対象となるメンタルヘルス障害

や認知障害は、 1 9 8 9 年治安判事裁判所法 3 2 2 （ V i c ）第 4 T 条に

て、① 精神 疾患 、② 知的障害 、③後天性脳障害 、④自閉症スペク ト

ラム障害、⑤認知症を含むがこれに限定されない神経学的障害、と

定義される。 1 9 8 9 年治安判事裁判所法 （ V i c ） での 「精神疾患 」の意

味は、 2 0 1 4 年精神 保健法 （ V i c ） 3 2 3 にお ける用語の意味と同一

で あ る と し 、 同 法 では こ れ を 思 考 、気 分 、 知 覚 又 は 記憶 の 著し い 障

害を特徴とする医学的状態をいうと定義する。又、 1 9 8 9 年治安判事

裁判所法 （ V i c ） の 「知的障害 」は 、 2 0 0 6 年障害者法 ( V i c ) 3 2 4 に

おける用語の意味と同一であるとし 、同法ではこれを、 5 歳以上の者

に関して 、①一般的な知的機能が平均以下であること 、②適応行動

の著しい障害のものが同時に存在することをいうと定義する。   

c )  自発的参加、及びダイバージョン ・プログラム終了時の処遇   

メ ン タルヘルス ・ コー トへの参加者は、起訴されている者が前提とな

る。又、本人からメンタルヘルス ・ コートへの参加の申し出があったとし

ても 、参加希望者の 資格要件がメン タルヘルス ・ コー トのダイバージ ョ

ン ・ プ ロ グ ラム （ こ こ では 、 プ ログ ラム と い う ） に 適 合 し てい るか が 、事

前に審査される。 S A 州では、被告人が罪を認めることがメンタルヘル

ス ・コートへの参加要件である 3 2 5 。 T a s 州では、被告人が、有罪答

弁は必要ないものの犯罪の客観的事実に同意し 、 さらにプログ ラムの

参 加 に 同 意 す るこ と が 参加要件であ る （ 被告人に は罪を 認め るこ とを

期待される ） 。 W A 州と V i c 州では、被告人の有罪答弁が参加要件で

あ る 。以 上 の よ うに 、各州に お い て程度の差はあ るものの 、 被告人が

メンタルヘルス ・コートに参加するためには、実質的に犯罪行為の事実

を認める必要があると言えよう。  

メンタルヘルス ・ コートのプログラム終了時の参加者の処遇について

見ると、 S A 州では、判決はプログラムでの治療終了後に下され、プロ

グラムでの治療改善が考慮される 3 2 6 。但し、プログラムに参加して

い ない 、プログ ラムでの治療改善が悪かった 、満足な進展がなかった

 
3 2 2  M a g i s t r a t e s '  C o u r t  A c t  1 9 8 9  （ V i c ） .   
3 2 3  M e n t a l  H e a l t h  A c t  2 0 1 4  ( V i c ) .   
3 2 4  D i s a b i l i t y  A c t  2 0 0 6  ( V i c ) .   
3 2 5  「 無罪 」を主張し 、それを維持する場合、被告人はスタート ・ コー ト ・ プログラム

に参加する資格がないとする （ I D D P 裁判所も同様である ） 。   
3 2 6  2 0 1 7 年量刑法 ( S e n t e n c i n g  A c t  2 0 1 7 )  ( S A )  第 1 1 条 （個々の量刑要因 ）

第 6 項。   
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ことは、参加者への判決プロセスには関係しないとされる 3 2 7 。  

T a s 州では、治安判事は、プログラム終了後の起訴された罪状に対

する判決の裁量行使の一環として 、最終処遇を検討する際に 、被告人

のプログラムへの遵守とその関与を考慮に入れる場合がある。参加者

がプログラムを無事に完了し最終処遇の決定に至る場合、弁護人と検

察を含 む公 開裁 判所 にて、刑事起訴の棄却の可否につい ての 審理が

含まれる。  

W A 州では、スタート ・ コー ト ・ プログラムを無事に終えた場合、これ

が判決時に考慮されることがあり、 I D D P 裁判所へ付託する場合も、犯

罪 者 が プ ロ グ ラ ム を 成 功 裏 に 完 了 し た 場合 、 量 刑 裁 判 官 が 即時 拘 禁

刑 以 外 の 刑 を 科 す 可 能 性 があ る 。 量刑裁 判 官 が プ ログ ラ ム 参 加 者 に

対する相応の量刑を決定する際に 、プログラム参加状況は、量刑にお

いて考慮するべき事項とされる。  

V i c 州では、 1 9 8 9 年治安判事裁判所法 （ V i c ） 第 4 Y 条 （個別支援

計画の完了と参加 ）第 ( 2 ) 項にて 「被告人が個別支援計画を完了し、又

は こ れ に 参 加 し て 裁 判 所 の 満 足 （ s a t i s f a c t i o n ） を 得 た と き は 、 裁 判

所 は 、有 罪 の 認 定を す る こ とな く 、被 告人 を 釈放 （ d i s c h a r g e ） す る こ

とが でき る 」 と規 定 さ れる 。同条第 ( 5 ) 項 は 「被告人が 、裁判所の満足

する範 囲 で個 別 支 援 計画に 参加し 、そ の 後被告人が有罪の 判決を 受

けた場合、裁判所は、被告人に判決を下す際に、被告人が個別支援計

画 に 参 加 した 程 度 を 考 慮 しなけ れば なら ない 。 」 、 同条 第 ( 6 ) 項は 「被

告 人 が 、裁 判 所 の 満足する個別支援計画に 参加せず 、そ の後に 被告

人が有罪となった場合、裁判所は、被告人に判決を下す際に、被告人

が個別支援計画に参加しなかったことを考慮してはならない 。 」 と規定

し、プログラムへの参加程度が量刑に影響しうることを規定する。  

オ ース ト ラ リ ア の メ ン タルヘ ル ス ・ コー ト は 、条件付き 保釈 規定 を 利

用し、保釈条件としてプログラムへの参加を課し、プログラム参加中は

起訴された犯罪の審理を延期し 、プログラム終了後に起訴された犯罪

について量刑を言い渡すのである。量刑を判断する際の考慮事項とし

て、被告人のプログラムへの参加状況が情状酌量となる仕組みである。

メ ン タル ヘ ル ス ・ コー ト を 、刑事事件におけ る メン タルヘ ルス障害や 認

知障害のある被告人に対する支援制度と捉えるならば、無罪を主張す

る被告人にメン タル ヘルス ・ コー トプログ ラムを適用するのは 、支援す

るための法資源に限りがある以上難しい。従って 、少な く と も起訴され

た犯罪行為の事実について、争わないことを条件とすることは、やむを

得ないとも考えられる。真摯にプログラムに参加した者については、そ

の参加 期間 は刑を 軽 減する要素として 考慮されるべき であ るが、どの

程 度 の 軽 減 に 繋 が るかは 、法律上の規定 がない 。従って 、 メ ン タルヘ

 
3 2 7  2 0 1 7 年量刑法 （ S A )  第 1 1 条 （個々の量刑要因 ）第 7 項。   
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ルス ・ コー トプログラムが刑罰の代替として機能していると理解するの

には、一抹の危うさがあるかもしれない。   

N S W 州では、仮に量刑として拘禁刑を科す場合には、それと相当と

する期間、精神医療施設での治療を課し、その治療期間を量刑期間か

ら控除することが法律にて規定されている 3 2 8 。 ここでは、メンタルヘ

ルス ・ コー トでの処 遇が、拘禁刑の代替として機能 してい るといえるだ

ろう。   

d )  対応する裁判所   

メ ン タ ル ヘ ル ス ・ コ ー ト は 、 オ ー ス ト ラ リ ア の 4 つ の 司 法 管 轄 区 域

（ S A 州、 T a s 州、 V i c 州、 W A 州 ）において、それほど重大でない犯罪

で起訴された精神疾患等を有する者のためにダイバージョンの選択肢

を提供している （ Q l d 州を除く ） 。 メンタルヘルス ・ コートがオーストラリ

アの 4 つの司法管轄区域にしか存在しないのは、このアプローチの有

効性 ・資 源に 関 する議論や、政治的 ・地域的認識の違いに 起因する。

被告人がメンタルヘルス ・ コー トのプログラムを受ける資格は、それぞ

れ の 司 法管 轄 区域に お いて 、罪状を 審理する裁判所の所在地に 左右

される。その結果、裁判所管轄以外の適格基準を満たすすべての精神

疾 患 等 を 有 する者 が 利用でき るわけ ではな く 、未だ プログ ラム 実施裁

判所は農村部や遠隔地よりもむしろ大都市に多 く設置されているのが

現状である。一方、 N S W 州では、下級裁判所すべてでダイバージョン

の実施が可能で、これは同州の優れた点といえよう 。確かに、 メンタル

ヘルス ・ コー トの方 が、被告人個々にき め細やかな対応が可能ではあ

る。 しかしながら 、法の下での司法的権利の平等の確保との観点に立

てば、 N S W 州のダイバージ ョン方式は、現実的なアプローチと言える

のではなかろうか。   

 

4 ）  オーストラリアと日本での刑事司法における思考の違い   

( 1 ）  「訴訟能力 ( 裁判を受ける適性 ) 」 と 「責任能力 ( 精神疾患の抗弁 ) 」   

オースト ラ リアなどの英米法において、日本の 「訴訟能力 」に相当する

ものが 「裁判を受ける適性 （ F i t n e s s  f o r  t r i a l ） 3 2 9 」 である 。裁判を

受ける適性の起源は、被告人が罪を認めない限り 、刑事裁判は行えない

という古いコモンローのルールにある 3 3 0 。かつては、オーストラリアで

は 、 被 告 人 に 弁 明 を す る 能 力 が な か っ た こ と （ 無 能 力 ） を 「 心 神 喪 失

（ i n s a n i t y 3 3 1 ） 」 とい う言葉で表現する傾向があったが、今日では、そ

 
3 2 8  M H C I F P A 第 6 8 条 （犯罪が行われたとの認定が犯罪に関する他の手続に及

ぼす影響 ）参照。   
3 2 9  ” F i t n e s s  t o  b e  t r i e d ” と も言う 。   
3 3 0  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 1 .   
3 3 1  精神疾患 ( M E N T A L  D I S E A S E S ) 又は精神障害 ( M E N T A L  D I S O R D E R S ) を

含む精神状態 （アルコール若し くは精神障害の結果としての認知障害若し くは能
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のよう な無 能 力 は 、 認 知 障害や メン タル ヘ ルス障害 、 さ らに 身体疾患や

身 体 障 害 な ど の 他 の 事 情 か ら も 生 じ る 場 合 が あ る と 考 え ら れ て い る
3 3 2 。 オ ース ト ラ リ アで は、 この無能力 、すなわち 「裁判を受け る適性 」

がない と判 断 され たならば 、裁判は行われず行為時の 「責任能力 」の有

無も判 断 され ない 。これ は 、日本でい う と こ ろ の公判での 「訴訟能力 」の

有無 の判 断 が 、オ ー ス ト ラ リ ア では 行為 時の 「 責任能 力 」 の 有無の判断

より優先されているのである。   

日本では、 「訴訟能力 」は、公判段階において必要とされる 、有効に訴

訟行 為 を なし う る能 力 と解され る 。日本 では 、訴訟能力が疑われる場合

であ っても 、裁 判 が 行 わ れ 、 行為時に 責 任能力がな い （ 「 心 神喪失 」 ） と

判断される場合がある 3 3 3 。日本では、公判での「訴訟能力 」の有無の

判断よりも 、行為時の「責任能力」の有無の判断が優先されていると言え

よう。   

もっ と も 、国 連 「障 害 者の権利に 関する宣言 」 3 3 4 は 、精神疾患を持

つ人に対 する司 法手 続きにおい て 、その人の精神状態、すなわち 「精神

的責任の程度（ d e g r e e  o f  m e n t a l  r e s p o n s i b i l i t y ） 」 を十分に考慮し

なければならないとする 3 3 5 。 さらに 、 「市民的及び政治的権利に関す

る国際規約 ( B 規約 ) 」 3 3 6 は、すべての人が法の下に平等であり、裁判

所及び法廷の下でも平等であるとする 3 3 7 。 これらに鑑みると 、 「訴訟

能力 」の有無の判断を、 「責任能力 」の有無の判断より優先するオースト

ラリアの法制度は、人権保障上の観点から合理的であると考える。   

( 2 )  「裁判を受ける適性 」 と 「訴訟能力 」   

a ）  諸外国の 「裁判を受ける適性 」 （訴訟能力 ）  

英米法の 「裁判を受ける適性 」要件は、殺人や反逆などの重罪で起

訴 され た 人 々 が 、 一 般 的に 死刑と され る 時代に お い て 、 「 心 神喪失者

 
力障害とは異なる ）を言う （ s u p r a  n o t e  3 7  a t  p . 4 7 4 . ） 。   

3 3 2  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 1 .   
3 3 3  出口聡一郎 「行動制 御能力を欠 く と した無罪判決 」訴訟能力研究会編 『訴訟能

力を争う刑事弁護 』 （ 2 0 1 6 年 ） 1 9 7 - 2 0 5 頁。他に、被告人の訴訟能力を認めた

上で 、完全責任 能力を認めた原判決の判断に対して心神耗弱の状態にあったと

認めたもの ( 東京高判令和元年 1 2 月 5 日判タ第 1 4 7 7 号 1 1 0 頁 ) 、被告人がレ

ビ - 小体型認知症による 認知機能の低下によ り 訴訟能力が相応に 制限されてい

る も の の未だこれを欠いている も のでは ないと したも のがあ る 。尚 、当事案では

最 終 的 に は 、 責 任 能 力 は 争 わ な か っ た （ 札 幌 地 判 令 和 4 年 8 月 2 3 日

L L I / D B : L 0 7 7 5 0 7 7 2 ） も参照。   
3 3 4  D e c l a r a t i o n  o n  t h e  R i g h t s  o f  D i s a b l e d  P e r s o n s .   
3 3 5  注 2 7 2 参照。    
3 3 6  I C C P R  （ I n t e r n a t i o n a l  C o v e n a n t  o n  C i v i l  a n d  P o l i t i c a l  R i g h t s ） 。   
3 3 7  I C C P R 第 1 4 条 ( 1 ) 、第 2 6 条。   
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（ i n s a n e ） 」 3 3 8 にもそのような運命を背負わせることは不当であると

の 考 え に 基 づ い て い る 。 英 米 法 で は 、 裁 判 所 が 精 神 病 や 精 神 障 害

（ m e n t a l l y  i m p a i r e d ） を持つ被告人について、特別な重罪 （ s e r i o u s  

f e l o n i e s ） での裁判不適性（ u n f i t  t o  s t a n d  t r i a l 3 3 9 ） と判断する

た めの 手 段 、刑 事 責 任を 免除するた め の 手段 、あ るい は少な く と も責

任の程度や刑罰を軽 減するた めの手段を 、古 くから法制度として整備

してきた歴史がある 3 4 0 。  

英国の中世の裁判所では、被告人が弁明を表明することができない

場合 、又は 陪 審員 に よる裁判に同意を 表明するこ とができない場合、

裁 判 は 行 わ な い も のと さ れ た 。 弁 明 を 拒否 し た 被 告 人 は 、投獄 さ れ 、

飢餓状態に置かれ、 1 4 0 6 年以降は、死亡するか、弁明を述べるまで

重りで押しつぶす圧死刑に処せられた 3 4 1 。裁判所は、前述のような

処 罰 を 科 す 前 に 陪 審 員 を 招 集 し 、 被 告 人 が 「 悪 意 に よ る 無 言 （ m u t e  

o f  m a l i c ） 」 で あ る か 「 神 の 訪 れ に よ る 無 言 （ m u t e  b y  t h e  

v i s i t a t i o n  o f  G o d ） 」 であるかを、陪審員に判断させた。後者 （神の

訪 れ に よ る 無言 ） のカ テ ゴ リ ーに は 、聾唖 の 被 告人 も 含 ま れ 、 精 神 障

害を伴うかどうかは別として 3 4 2 、裁判を行う際に被告人に精神障害

があり、弁論不適性 ( u n f i t  t o  p l e a d ) であると陪審員が判断した場合、

又は、罪状認否時に被告人は心神喪失 （ i n s a n e  o n  a r r a i g n m e n t ） と

思われると陪審員が判断した場合、公平を期すため裁判が延期され、

被 告 人 は 十 分 に 適 性 回 復 す る ま で 刑 務 所 ( p r i s o n ) に 収 容 さ れ た
3 4 3 。刑事裁判において 、弁論不適性 ( u n f i t  t o  p l e a d ) 者とは、起

訴 され た 内容 を理 解 する能力がな く 、 したがって有罪又は無罪を 主張

するこ とが でき ず、裁判の経過に従う こ とができ ない 者をい う 3 4 4 。

一方、弁論適性 ( f i t  t o  p l e a d ) 者とは、 「 （裁判の ）性質を理解し、罪

状に対して適切な弁明をすることができる 」者をいう 3 4 5 。被告人は、

「十分な弁明をするための精神的能力を有している必要はない 」 3 4 6

が、それにもかかわ らず、被告人が理解しなければならない 一定の事

項があるとされる 3 4 7 。   

現代の裁判所では、裁判を受ける適性の要件は 「公正な裁判を受け

る権利 」に基づくものであり 、被告人の能力が非常に制限されているた

 
3 3 8  犯罪行為時点か裁判時点かは不明だが、ここでは裁判時点だと思われる。   
3 3 9  “ u n f i t  t o  b e  t r i e d ” ,  “ u n f i t  f o r  t r i a l ” とも言う 。   
3 4 0  s u p r a  n o t e  1 7 6  a t  p . 3 .   
3 4 1  注 1 8 6 参照。   
3 4 2  s u p r a  n o t e  1 7 6  a t  p . 3 .   
3 4 3  I d ,  a t  p . 3 .   
3 4 4  s u p r a  n o t e  3 7  a t  p p . 9 1 0 - 9 1 1 .   
3 4 5  I d ,  p p . 9 1 0 - 9 1 1 .   
3 4 6  E a s t m a n  v  R  [ 2 0 0 0 ]  H C A  2 9 .  ( I d ,  a t  p . 9 1 1 . )   
3 4 7  E a s t m a n  v  R  [ 2 0 0 0 ]  H C A  2 9 .  ( I d ,  a t  p . 9 1 1 . )   
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めに裁判が不公平又は不公正となる場合に、裁判が行われないことを

保証する趣旨と解されている 3 4 8 。そして 、裁判を受ける適性の要件

は 「裁判の公正さ 、人道性、刑事手続の尊厳に対する国民の評価と尊

重 の 必 要 性 」 と い った 、 広 範な 考 慮 事項 に 基 づい て い る と 考え ら れ て

いる 3 4 9 。現在、オーストラリアでは、 「裁判を受ける適性 」の問題に

おける判断基準として、 「 プレッサー （ P r e s s e r ） 基準 」が全土で適用さ

れている 3 5 0 。 さらに、オーストラリアでは、裁判を受ける適性判断の

ための手続き 3 5 1 、 その後の処遇などについても法律に規定してい

る。   

ア メ リ カ では 訴訟 無 能力者 を刑事裁判に かけ るこ とは 、合衆国憲法

のデュー ・プロセス条項に違反するとされる。刑事手続の進行中に、①

「合理的程度の合理的理解をしながら 」自己の弁護人に相談する能力

を欠いている 、あるいは②自己に対する 「刑事手続について の事実面

に関する理解だけでなく合理的な理解をも 」欠いている場合には、訴訟

無能力とされる 3 5 2 。   

ドイツでは、基本法第 1 0 3 条第 1 項で、裁判を受ける権利を保障し

て い る 3 5 3 。 す な わ ち 、 被 告 人 は 、 弁 論 能 力

（ V e r h a n d l u n g s f ä h i g k e i t ） を 有 し て い な け れ ば な ら な い と さ れ る
3 5 4 。 ド イツ刑事訴訟法における弁論能力は、裁判の内外を問わず、

 
3 4 8  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 5 .   
3 4 9  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 1 .   
3 5 0  コモンローを適用している州の他、法制化としては 、 C r i m e s  A c t  1 9 0 0  

( A C T )  s  3 1 1 ;  C r i m i n a l  C o d e  A c t  2 0 1 3  ( N T )  s  4 3 J ;  C r i m i n a l  L a w  

C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 H ;  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  

I m p a i r e d  A c c u s e d )  A c t  1 9 9 6  ( W A )  s  9 ;  C r i m i n a l  J u s t i c e  ( M e n t a l  

I m p a i r m e n t )  A c t  1 9 9 9  ( T a s )  s  8 ） ,  C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  

U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  6 ( 1 ) 、 M e n t a l  H e a l t h  a n d  

C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  （ N S W ） s  3 6 が

ある。   
3 5 1  例えば、特別審理などが該当する。尚、 W A 州と Q l d 州は、特別審理を採用し

ていない。   
3 5 2  ヨシュア ・ ドレスラー ( 星周一郎訳 ) 『 ア メ リカ刑法  オンデマンド版 ( L e x i s N e x i s

アメリカ法概説 3 ) 』 （ 2 0 1 4 年 ） 5 0 0 頁。   
3 5 3  ドイツ刑事訴訟法第 2 3 0 条により被告人は公判出廷が義務づけられている。

フランスにおいては 「裁判を受ける権利 」は 、ヨーロッパ人権条約第 6 条 （公正な

裁判を受ける権利 ）を含意している （島岡まな ・井上宜裕 ・末道康之 ・浦中千佳央

『フランス刑事法入門 』 （ 2 0 1 9 年 ） 1 2 6 頁 ） 。防御権 （ d r o i t s  d e  d é f e n s e ） に

ついては、憲法、ヨーロッパ人権条約第 6 条及び前置条項で保障される （同

1 2 9 頁 ） 。   
3 5 4  ドイツでは、日本の 「訴訟能力 」に当たる用語 （意味 ）が民事訴訟と刑事訴訟で

異なる。ドイツの刑事訴訟では、民事訴訟の “ P r o z e ß f ä h i f k r i t ” （ 和訳 ：訴訟能

力 ）ではなく 、 ” V e r h a n d l u n g s f ä h i g k e i t “ （ 和訳 ：弁論能力 ）が日本の訴訟能

力に相当する （金尚均 ・辻本典男 ・武内謙治 ・山中友理 『 ドイツ刑事法入門 』

（ 2 0 1 5 年 ） 1 9 1 頁、クラウス ・ロクシン著 ( 新矢悦ニ ・吉田宣之訳 ） 『 ド イツ刑事手
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自己の利益を合理的に保護し、理解しやすい方法で弁護を行い、裁判

上の陳述の意義を把握し、陳述を行い、必要な場合にはそれを受諾す

る能力 であると され る 3 5 5 。被告人に弁論能力がな い場合、裁判所

は審理を延期したり 、刑事訴訟法第 2 0 5 条に従って手続を一時的に中

止でき、被告人が裁判を受ける能力が永久にない場合には、裁判所は

基本法 2 条第 1 項に基づいて手続を最終的に中止する （刑事訴訟法

第 2 0 6 a 条 ） こ とができる 3 5 6 、手続上の障害 （訴訟障害 ） と される
3 5 7 。 そ して 、起訴前 に訴訟障害があることが判明した場合には、起

訴されない 3 5 8 。   

b ）  日本の 「訴訟能力 」  

日本の刑事訴訟法は、訴訟能力について直接定義していない。同法

第 3 1 4 条（公判手続の停止）第１項は 「被告人が心神喪失の状態に在

るときは 、検察官及 び弁護人の意見を 聴 き 、決定で 、その状態の続い

ている間公判手続を停止しなければならない。但し、無罪、免訴、刑の

免除又は公訴棄却の裁判をすべきことが明らかな場合には、被告人の

出頭を 待た な いで 、直 ちにそ の裁判を するこ とができ る 。 」 と規定する。

もっ とも 、同条の 「心神喪失の状態 」について 、刑事訴訟法は法文上、

何らの定義もしていない。   

①  最決昭和 2 9 （ 1 9 5 4 ）年 7 月 3 0 日刑集 8 巻 7 号 1 2 3 1 頁 7 月

3 0 日決定は、汽車顛覆未遂被告事件につき、第一審で精神分裂

症 と鑑 定 され 、心 神耗弱と認定された 者が 、控訴を 取り下げた 事

案において 「訴訟能力というのは、一定の訴訟行為をなすに当り、

その行為の意義を理解し、自己の権利を守る能力を指すのである 」

と説示した。 これから 、訴訟能力 ( 訴訟行為能力 ) 3 5 9 には 「そ の

行為の意義を理解する 」能力 、すなわち、精神的能力 （理解力 ）を

必要とすると理解 で きる 。尚 、 ここで言う 「自己の 権利を守 る能力 」

 
続法 』 （ 1 9 9 2 年 ） 2 0 0 - 2 0 1 頁 ） 、ヴェルナー ・ボイルケ著 ( 加藤克佳 ・辻本典央

訳 ) 「 〈 翻訳 〉 ドイツ刑事訴訟法 ( 5 ) 」 近畿大学法学第 6 3 巻 2 号 （ 2 0 1 6 年 ） 5 9

頁。   
3 5 5  Ｍ ｅ ｙ ｅ ｒ - G o ß n e r / S c h m i t t  u .  a . :  S t r a f p r o z e s s o r d n u n g .  6 6 .  A u f l a g e .  

C . H .  B e c k ,  M ü n c h e n  2 0 2 3 ,  p p . 2 6 - 2 7 .   
3 5 6  金他 ・ ドイツ刑事法入門 1 9 1 頁、ヴェルナー ・ボイルケ 「 〈翻訳 〉 ドイツ刑事訴

訟法 ( 5 ) 」 7 9 頁。   
3 5 7  Ｍ ｅ ｙ ｅ ｒ - G o ß n e r / S c h m i t t  u .  a . :  S t r a f p r o z e s s o r d n u n g .  6 6 .  A u f l a g e .  

C . H .  B e c k ,  M ü n c h e n  2 0 2 3 ,  p . 2 7 .   
3 5 8  金他 ・ ドイツ刑事法入門 1 9 1 頁。フランスでは、犯罪行為後の精神障害は、訴

追や予審の停止や自由刑の執行停止をもたらしうる （島岡他 ・フ ランス刑事法入

門 5 7 頁 ） 。   
3 5 9  個々の訴訟行為を有効になし得る能力を 「訴訟行為能力 （個別的訴訟能力 ） 」

といい、公判手続の続行に耐え得る能力を 「公判手続続行能力 （一般的訴訟能

力 ） 」 という 。 「訴訟行為能力 」 と 「公判手続続行能力 」については、川口政明 『最

高裁判所判例解説刑事篇平成７年度 』法曹会 （ 1 9 9 8 年 ） 1 3 2 頁、中谷雄二郎

『最高裁判所判例解説刑事篇平成７年度 』法曹会 （ 1 9 9 8 年 ） 2 6 7 頁。   
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とはどのようなものかは、具体的には示されていない。  

②  最判平成 7 （ 1 9 9 5 ）年 2 月 2 8 日刑集 4 9 巻 2 号 4 8 1 頁は、聴

覚障害者で 耳が聞こえず言葉も話せない 被告人の訴訟能力 の有

無が争われ、原審にて訴訟能力ありとされた被告人が上告した事

案について、 「刑訴法 3 1 4 条 1 項にいう 『心神喪失の状態 』とは、

訴 訟 能 力 、 す な わ ち 、被 告人 と し て の重 要な 利害 を 弁 別 し 、 そ れ

に従って相当な防御をすることのできる能力を欠く状態をいうと解

するのが相当である 」 とした （上告棄却 ） 。 これによって、日本では、

「訴訟能力 」がない場合 （訴訟無能力 ） とはすなわち 「心神喪失の

状態」であると解される。   

本判決 では 、 「訴訟能力 」を 、被告人と しての 「重要 な利害を 弁

別 」 し 、 「それに従って相当な防御をすることのできる能力 」 とする。

従って 、本人が 「重要な利害を弁別 」するためには、まず 、本人へ

「現在置かれている立場」の伝達や「黙秘権」を告知できることと 、

本人が伝達された内容を理解することが必要となる 。そ うすると 、

本人に は コ ミ ュニケ ーシ ョ ン （意思疎通 ）能力と理解力 （精神的能

力 ）を兼ね備えていることが求められる。言い換えれば、聴力を失

い、言葉 も話 せず 、手話もでき ず 、筆談もでき ない 場合に は 、 コ ミ

ュ ニ ケ ーシ ョ ン （ 意 思 疎通 ）が 成立 し ない こ とがあ る こ と を 最 高裁

は示したと言える。さらに最高裁は、このような状況において、 「通

訳 人 の 通 訳 を 介 し て も 、 黙 秘 権 を 告 知 す る こ と は 不 可 能 で あ り 、

又、法廷で行われている各訴訟行為の内容を正確に伝達すること

も困難で 、被告人自身、現在置かれてい る立場を理解してい るか

どうかも疑問である 」 とする。この事案では、被告人の 「理解力・知

力 （精神 的能 力 ） 」 に ついては 、特に 問題視されてい ない 。従って 、

精神障害以外の事情 （例えば聴覚障害者 ）により本人とのコミュニ

ケーシ ョン （意思疎通 ）ができない場合には、本人は 「重要な利害

を弁別」ができず 「心神喪失の状態」 となり うると推察できる。   

③  最判平成 1 0 ( 1 9 9 8 ) 年 3 月 1 2 日刑集 5 2 巻 2 号 1 7 頁は、重度

の聴覚障害及び言語を習得しなかったことによる二次的精神遅滞

に よ り 精 神 的 能 力 及び 意 思 疎 通 能 力 に 重 い 障 害 を 負 っ て い る 被

告人の常習累犯窃盗罪事案において 、判決文中で 「精神的能力 」

と 「意思 疎通 能力 」 との言葉を 使用してい る 。従来は、 「一定の訴

訟行為をなすに当り 、その行為の意義を理解し 、自己の権利を守

る 」能 力 （① 決定 ） 、若 し くは 、 「重要な 利害を弁別 し 、そ れに 従っ

て相当な防御をする 」能力 （②判決 ） と されていた訴訟能力を 、本

判決は「精神的能力 」と 「意思疎通能力 」に分解したといえよう 。   

その上で、 「精神的能力 」の有無については、被告人が 「抽象的、

構 造 的 、仮 定 的 な事 柄に つ い て理 解 」 、 「 刑事手続に お い て 自 己

の置かれている立場をある程度正確に理解して、自己の利益を防
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御するために相当に的確な状況判断をすることができる 」状態で、

黙 秘 権 に つ い て も 「 そ の趣旨 が相 当程 度伝わ って 」 い る と 原審に

て認定されていた事案について 、本判決は 「被告人がその内容を

理 解 してい る 」 と して 肯定してい る 。一方 「意思疎通能力 」の有無

については、 「手話通訳を介することにより ・ ・ ・各訴訟行為の内容

についても概ね正確に伝達を受けるこ とができる 」 、 「 手話通訳を

介して ・ ・ ・防御方針に沿った供述ないし対応をすることができる 」 、

「 被 告 人 に 理解 可 能な手話を 用い るこ とに よ り ・ ・ ・ 黙秘権の実質

的な侵 害もない 」 と し て肯定 し 、 これに よ り訴訟能力あり と結論づ

けている。   

（ a ）  訴訟無能力裁判の公判手続停止と公判打切り   

①決定は、 「耳が聞こえず言葉も話せないことなどから被告人の

訴訟能力に疑いがある場合には、裁判所としては、同刑訴法 3 1 4 条

4 項より 「医師の意見を聴き、必要に応じ、更にろう （聾 ）教育の専門

家の意見を聴くなどして、被告人の訴訟能力の有無について審理を

尽くし 、訴訟能力がないと認めるときは、原則として刑訴法 3 1 4 条 1

項本文により、公判手続を停止すべきものと解するのが相当であ 」

ると判示した。①決定は、訴訟能力がないと認めるとき公判手続を

停止できるとしたものの、訴訟能力が回復しなかった場合にどうする

かは明らかにされなかった。但し、千種秀夫裁判官の補足意見は、

「被告人の状態等によっては手続を最終的に打ち切ることができる

ものと考えられる 」とする。   

弁護人による防御活動や裁判所の後見的な援助活動が訴訟能力

判断に影響しうるかについて、①決定は一切触れていなかった。刑

事訴訟法 3 1 4 条第 1 項但し書きは 「無罪、免訴、刑の免除又は公訴

棄却の裁判をすべきことが明らかな場合には、被告人の出頭を待た

ないで、直ちにその裁判をすることができる。 」 とするが、訴訟能力

がなくかつその回復見込みがない場合の 「公訴棄却」について何も

規定しておらず、従って、公訴棄却が刑事訴訟法第 3 3 8 条（公訴棄

却の判決）により 「判決 」としてなされるのか、それとも同法第 3 3 9 条

（公訴棄却の決定 ）により 「決定 」 としてなされるのかも、明示されて

いない。同法第 2 5 7 条（公訴の取消し ）は 、 「公訴は、第一審の判決

があるまでこれを取り消すことができる。 」 とする。これによると、検

察官が公訴を取り消せば、裁判所は、同法第 3 3 9 条第 1 項 3 号によ

り、公訴棄却の決定を下すことができる。しかし、検察官が公訴を取

消さない場合に、裁判所が「公訴棄却 」と判決、あるいは決定するこ

とができるかは問題となる。   

④  最判平成 2 8 年 1 2 月 1 9 日刑集 7 0 巻 8 号 8 6 5 頁は、非可逆的な慢

性化した統合失調症の症状に脳萎縮による認知機能の障害が重

なった被告人について、第 1 審おいて訴訟能力がない （心神喪失
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の状態）とされ 1 7 年間公判手続きが停止された事案について、

「被告人に訴訟能力がないために公判手続が停止された後、訴訟

能力の回復の見込みがなく公判手続の再開の可能性がないと判

断される場合、裁判所は、刑訴法 3 3 8 条 4 3 6 0 号に準じて、判決

で公訴を棄却することができると解するのが相当である 」と判示し

た 3 6 1 。その理由としては、 「事案の真相を解明して刑罰法令を

適正迅速に適用実現するという刑訴法の目的（同法１条 3 6 2 ） に

照らし、形式的に訴訟が係属しているにすぎない状態のまま公判

手続の停止を続けることは同法の予定するところではな く 、裁判

所は、検察官が公訴を取り消すかどうかに関わりなく 、訴訟手続

を打ち切る裁判をすることができるものと解される。刑訴法はこう

した場合における打切りの裁判の形式について規定を置いていな

いが、訴訟能力が後発的に失われてその回復可能性の判断が問

題となっている場合であることに鑑み、判決による公訴棄却につ

き規定する同法 3 3 8 条 4 号と同様に、口頭弁論を経た判決による

のが相当である。 」 と した。すなわち、訴訟能力がなく公判手続が

停止された後、訴訟能力の見込みがないと判断される場合、判決

により公訴棄却できるというのである。   

この④判決以前も、下級審判決であるが、類似の事案について、

同法 3 3 8 条 4 号に準じて判決で公訴棄却できるとするものが複数あ

った 3 6 3 。④判決は、この立場を最高裁にて採用したものと見るこ

とができ、判例法的に定着するものと考えられる。   

尚、④判決は、公判手続の停止をせずに訴訟手続を打ち切れる

かを明らかにしていないが、同法第 1 条の「公共の福祉の維持と個

人の基本的人権の保障とを全うしつつ 」 との目的に反する場合、訴

訟手続を打ち切れること明確にしたものと言えよう 。従って、障害者

の権利が基本的人権に関わるものと考えられるならば、その権利侵

害が即時の訴訟手続の打ち切りに繋がる可能性を秘めているように

も思われる。   

 
3 6 0  「 公訴提起の手続がその規定に違反したため無効であるとき 。 」 とする 。   
3 6 1  この事案では、第１審で非可逆的な慢性化した統合失調症の症状に脳萎縮に

よる認知機能の障害が重なっており 、訴訟能力はなく 、その回復の見込みがな

い旨判示した。控訴審もこれを支持した 。これらの点に検察及び弁護人側の争

いはなく 、精神障害 ・認知障害による 「精神的能力 」若し くは 「意思疎通能力 」又

は両方に欠如による訴訟無能力と推察できる。   
3 6 2  第 1 条 （本法の目的 ）では、 「 この法律は、刑事事件につき、公共の福祉の維

持と個人の基本的人権の保障とを全う しつつ、事案の真相を明らかにし、刑罰法

令を適正且つ迅速に適用実現することを目的とする。 」 とする 。   
3 6 3  岡山地判昭和 6 2 年 1 1 月 1 2 日 （判例時報第 1 2 5 5 号 3 9 頁、刑集 4 9 巻 2

号 5 0 6 頁。最高裁平成 7 年 2 月 2 8 日判決の原原審 ） 、名古屋地岡崎支判平

成 2 6 年 3 月 2 0 日判例時報第 2 2 2 2 号 1 3 0 頁など。   



- 97 - 
 

（ b ）  訴訟能力の判断   

訴 訟 能 力 の 有 無 につ い て 、③判決は 、重度の聴覚障害及び言語

を習得しなか ったこ とによる二次的精神遅滞により精神的能力及び

意思疎通能力に重い障害を負っていた被告人の訴訟能力 ( 公判手続

続行能力 ) の有無を判断する際に、弁護人による防御活動や裁判所

の後見的な援助活動も総合して評価した上で、刑事訴訟法 3 1 4 条

第 1 項にいう 「心神喪失の状態」にはなかったと判示した 3 6 4 。そ

の際、 「訴訟能力、すなわち、被告人としての重要な利害を弁別し 、

そ れ に 従 って 相 当 な 防御を す る能 力が著 し く 制限 されて はい るが 、

これ を 欠い てい るものではな く 、弁護人及び通訳人からの適切な援

助を受け、かつ、裁判所が後見的役割を果たすことにより 、これらの

能力をなお保持していると認められる。 」 とした 。   

これによれば、訴訟能力は「適切な援助 」により補完されて維持で

きるものであるから、本人単独の能力が乏しく実質的にはなかったと

しても 、弁護人による防御活動や裁判所の後見的な援助活動が得ら

れるならば、当事者の訴訟能力は肯定されうることになる 3 6 5 。 こ

の 事 案 では 、被 告 人 は聴覚障害者 であ り 意思疎通力 と二次的 精神

遅 滞 に よ り 精 神 的 能 力 す な わ ち 知 的 能 力 の 面 で 問 題 が あ る の で 、

「 精 神 障 害 」の 影 響 も訴訟能力の判断に加味され うる 。近年 の医療

工学 ・医学 的進歩 は 目覚し く 、今日で は筋萎縮性側索硬化症 （ A L S ）

発症者に言語理解力・知力があればアイ ・ ト ラ ッキングによる重度障

害 者 用 意 思 伝 達 装 置に て意思伝達でき るよ うに なってき た 。 又 、手

話通訳も、以前と比べて整備されている。しかしながら、訴訟能力は

あくまで本人が兼ね備えるべき身上的な能力であり 、い くら 、弁護人

や裁判所より本人に 「適切な援助 」 と 「後見的役割を担うこと 」 3 6 6

があったとしても 、本人の訴訟能力そのものが回復したり高まること

はないと言えるだろう 3 6 7 。   

 
3 6 4  この見解には、批判もある （指宿信 「訴訟能力の判断基準 」井田良 ・井上宜裕 ・

白取祐司 ・高田昭正 ・松宮孝明 ・山口厚編 『浅田和茂先生古稀祝賀論文集  下

巻 』 ） ( 2 0 1 6 年 ) 参照 ） 。   
3 6 5  徳永元 「刑事判例研究 ( 2 8 ) 被告人の訴訟能力を認めた上で、完全責任能力を

認めた原判決の判断に対して心神耗弱の状態にあったと認めた事例 ( 東京高判

令和元年 1 2 月 5 日判タ第 1 4 7 7 号 1 1 0 頁 ) 」 立命館法学第 3 9 8 号 （ 2 0 2 1 年 ）

4 6 3 - 4 6 4 頁。   
3 6 6  この判例では、 「裁判所が後見的役割を果たすことにより 」 と述べているが、裁

判所がどのような役割を果たすかは明らかでないが、他の判例評釈によると時

間をかけて丁寧に裁判を進めていたことが窺える （徳永 4 6 5 頁 ） 。尚、オースラ

リア N S W 州 M H C I F P A 5 6 条第 （ 2 ） 項では 「裁判所は、事案の状況に応じて相

当と認めるときは、被告人が特別審理に効果的に参加しやすいように裁判手続

を変更することができる。 」 と具体的に規定している 。   
3 6 7  いかに裁判所が後見的役割を果たすべく努力し、弁護人や通訳人が被告人の

防御とその前提となる意思疎通を図るべく努力したとしても 、そのことによって元
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学説上も、訴訟能力については議論 があ る。   

具体的・概括的理解能力説 3 6 8 は、訴訟能力を意思能力とほぼ

同 視 し た 上 で 、 訴 訟 能 力 に は コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 は 必 要で は な

いと し 、具体的 ・実質的 ・概括的な理解能力ない し （疎通的 ）意思能

力があれば足りるとする 3 6 9 。③判決は、訴訟能力として必要なコ

ミュニケーシ ョン能力は補完でき うるとするが、これを最小限の意思

能力あれば良いとするならば、具体的 ・概括的理解能力説に親和的

と言えるかもしれない。   

抽象的 ・言語的理解能力説 3 7 0 は、近年有力になりつつあるも

の で 、被 告 人 が 訴 訟 に お い て自己の置かれてい る立場や各訴訟行

為 の 意 味 に つ い て 理 解 し 、 黙 秘 権 等 の 権利 内 容 に つ い て 理 解す る

一般的 ・抽象的 ・言語的理解能力、さらに意思伝達能力の双方が必

要であるとする 3 7 1 。 さらに本説は、公判手続において自己の防御

活 動 を な し 公 判 を 続 行 す るに は 、 コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン （ 会 話 ） 能力が

不 可 欠 であ るこ とを強調する 。飯野教授は 、 「 公判手続続行能力は 、

被 告 人 の 当 事 者 的地 位 の 前提 と な る 能 力 で あ る ゆえ 、 審 理の 客 体

にとどまらず、応訴の主体たり得る能力であり 、 ・ ・ ・ 、防御上で必要

な意思疎通能力も問題とされなければならないとする 」 3 7 2 と指摘

する。白取教授も 「訴訟の場面で何よりも必要なとされる当事者者の

能力は 、防御 の主体 として他の訴訟関係人に働きかけ るなどのコ ミ

ュニケーションが正常に行える能力 」であるとする 3 7 3 。   

 
来訴訟能力のなかった被告人に訴訟能力が生ずることはあり得ない ( 酒巻匡 「刑

事判例研究  重度の聴覚障害及び言語を習得しなかったことによる二次的精神

遅滞により精神的能力及び意思疎通能力に重い障害を負っている被告人が刑

訴法 3 1 4 条 1 項にいう ｢心神喪失の状態 ｣にはなかったと認められた事例 ( 最高

裁平成 1 0 . 3 . 1 2 ) 」 ジ ュ リス ト第 1 1 8 0 号 ( 2 0 0 0 年 ) 9 5 頁 ) 。   
3 6 8  指宿教授は 「意思能力基準説 」という （指宿信 「訴訟能力の判断基準 」井田良 ・

井上宜裕 ・白取祐司 ・高田昭正 ・松宮孝明 ・山口厚編 『浅田和茂先生古稀祝賀論

文集  下巻 』 ） ( 2 0 1 6 年 ) 2 5 3 頁 ） 。   
3 6 9  池田修 ・前田雅英 『刑事訴訟法講義 〔 6 版 〕 』 （ 2 0 1 8 年 ） 3 6 頁、酒巻匡 『刑事

訴訟法 〔第 2 版 〕 』 ( 2 0 2 0 年 ) 3 5 4 頁、平野龍一 『刑事訴訟法 』 ( 1 9 5 8 年 ) 7 3

頁、団藤重光 『刑事訴訟法網要 〔七訂版 〕 』 ( 1 9 6 7 年 ) 1 1 2 頁、平場安治 『改訂刑

事訴訟法講義 』 ( 1 9 5 2 年 ) 9 3 頁。   
3 7 0  指宿教授は 「意思疎通基準説 」という （指宿信 「訴訟能力の判断基準 」 2 5 4

頁 ） 。   
3 7 1  飯野海彦 「訴訟主体としての被告人の訴訟能力 」 『町野朔先生古稀記念  刑事

法 ・医事法の新たな展開 ( 下 ) 』 ( 2 0 1 4 年 ) 4 6 5 頁、白取祐司 『刑事訴訟法 〔第 1 0

版 〕 』 ( 2 0 2 1 年 ) 4 1 頁、田口守一 『刑事訴訟法 〔第 7 版 〕 』 ( 2 0 1 7 年 ) 2 1 2 頁、高

田昭正 「訴訟能力を欠く被告人と刑事手続 」ジュリスト第 9 2 0 号 （ 1 9 8 8 年 ） 4 0

頁、後藤昭 「被告人による控訴取下げの効力が争われた一事例 」千葉大学法学

論集第 7 巻 1 号 ( 1 9 9 2 年 ) 1 6 2 頁、松尾浩也 『刑事訴訟法  上巻 〔新版 〕 』

( 1 9 9 9 年 ) 2 2 7 、 3 1 7 頁。   
3 7 2  飯野 4 6 5 頁。   
3 7 3  白取 4 1 頁。   
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弁護人による忖度 された防御活動や裁判所の後見的な援助活動

より訴訟能力を総合評価する③判決の所論と具体的・概括的理解能

力説、抽象的 ・言語的理解能力説とでは、当事者が備えるべき訴訟

能力すなわち刑事訴訟法 3 1 4 条の 「心神喪失 」の判断基準に差が

生じる。   

国 連 「 市 民 的 、 政 治 的 権 利 に 関 す る 国 際 規 約 （ I C C P R ：  

I n t e r n a t i o n a l  C o v e n a n t  o n  C i v i l  a n d  P o l i t i c a l  R i g h t s ） ( B

規約 ) 3 7 4 」第 1 4 条第 1 項は、刑事裁判の被告人の権利について、

すべての者は 「 ( a ) そ の理解する言語で速やかにかつ詳細にその罪

の 性 質 及 び理 由 を 告げられるこ と 。 ( b ) 防 御の準備のた めに 十分な

時間及び便益を与えられ並びに自ら選任する弁護人と連絡すること 。

( c )  ・ ・ ・ 。 ( d ) 自ら出席して裁判を受け及び、直接に又は自ら選任す

る弁 護 人 を 通 じて 、防御するこ と 。 ・ ・ ・ 。 ( e ) 自己に 不利な証人を 尋

問 し又 は これ に 対 し 尋問させるこ と並び に 自己に 不利な証人と同じ

条件で自己のための証人の出席及びこれに対する尋問を求めること 。

( f ) 裁 判 所 に お い て 使用 され る 言語を 理 解す る こ と ・ ・ ・ 。 ( g ) 自己に

不 利 益 な供 述 又 は 有罪の自白を 強要されない こ と 。 」 な どの 保障を

受ける権利を有していると規定する。  

I C C P R 第 1 4 条第 1 項の刑事裁判の被告人の権利を行使するた

めには、被告人 はそ の訴訟を遂行でき う る能力を兼ね備えて いるこ

とが必要となる。その能力を日本法に当てはめると、これは 「訴訟能

力」に相当すると言える。従って、被告人の権利を行使できる能力は、

日 本 法 では 訴 訟 能 力と し て位 置付 け る べき では なかろ うか 。そ う す

ると 、訴訟能力は意思能力のみで良いとする具体的 ・概括的理解能

力 説 は 、訴 訟 能 力 をあ ま り に も過小的に捉えてい るのではなかろ う

か 、 「 被 告 人 の 権利 」は基本的人権として国際刑事法ではすでに 確

立されていること 3 7 5 、日本も国際規約に批准していることに鑑み

 
3 7 4  市民的、政治的権利に関する国際規約 （ I C C P R ：  I n t e r n a t i o n a l  C o v e n a n t  

o n  C i v i l  a n d  P o l i t i c a l  R i g h t s ） 」 とその第一選択議定書 （ F i r s t  O p t i o n a l  

P r o t o c o l ） はともに 1 9 7 6 年に発効した 。日本は 1 9 7 9 年 6 月 2 1 日に批准し

た。   
3 7 5  アメリカでは、訴訟能力 （ c o m p e t e n c y  t o  s t a n d  t r i a l ) は憲法上の要件とす

る （ ヨシュア ・ ドレスラー 5 0 0 頁 ） 。 ドイツについては、前述した。 2 0 1 6 年 1 2 月

3 1 日現在で、 「市民的、政治的権利に関する国際規約 」の締約国数は 1 6 8 カ国

である （国際連合広報センター ：  

h t t p s : / / w w w . u n i c . o r . j p / a c t i v i t i e s / h u m a n r i g h t s / d o c u m e n t / c i v i l _ p o

l i t i c a l /  （ 2 0 2 4 月 3 月 6 日閲覧 ） ） 。基本的人権に触れるものとして 、岡部泰

昌 「刑事手続と障害者の人権保障 （下 ） 」判時第 1 2 7 4 号 （ 1 9 8 8 年 ） 1 3 - 1 4 頁

は、捜査 ・公訴 ・公判審理の全手続を通して広く告知と聴聞の権利保障が全く阻

害されている場合には、捜査 ・公訴 ・公判審理における基本的人権の保障に対

する重大な侵害を理由にした憲法的形式裁判による手続打切りが認められるべ

きであり 、その場合には 3 3 8 条 4 号を準用すべきだとする。   

https://www.unic.or.jp/activities/humanrights/document/civil_political/
https://www.unic.or.jp/activities/humanrights/document/civil_political/
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れば、訴訟能力 は、被告人の権利を行使できる能力として保障され

るもの と捉 えるべ き であ る 。そ うす る と 、 「 市民的 、政治的権 利に 関

する国際規約 ( B 規約 ) 」締結以前に提唱された具体的 ・概括的理解

能力説は、今日ではもはや国際法的な妥当性を欠いている。③判決

についても、 「市民的、政治的権利に関する国際規約 ( B 規約 ) 」や 、

ヨーロッパ人権条約 3 7 6 では、裁判所の援助（後見 ）が当然の義務

として謳われていることに鑑み、やはり今日では賛同しがたい。   

以上のように 、日本では、 「 （公平 ・公正な ）裁判を受ける 」権利におけ

る 「訴訟能力 」について、その意義 ・位置づけが曖昧のまま、議論が進め

られてきた節がある。日本は、訴訟能力の判断時期、訴訟能力の判断基

準、判断後の処遇 3 7 7 などに関する法制化が遅れているといわざるを

得ない現状にあるが、これも 、訴訟能力の位置づけに関する議論が不十

分であることに起因するのではないか。   

( 3 ）  「精神疾患の抗弁 」 と 「責任能力 」   

a )  オーストラリアの 「精神疾患の抗弁 」 3 7 8   

英 米 法 で は 、 コ モ ン ロ ー に て 精 神 病 犯 罪 者 ( m e n t a l l y  i l l  

o f f e n d e r ) を 寛 大 に 扱 う傾向に あ る 。場 合に よっては 、精神 疾患は犯

罪行為に対 する人の 責任を否定するこ とがあるとい う 原則は 、何世紀

に もわ た り 、犯 罪 に対 する責任に お い て重要な意味を 持つ 意思とい う

概念と結びつ いて発 展してき た 。精神に障害のあ る犯罪者は 、悪意を

形成する能力がな く 、 したがって非難されるべきものではないというの

である 。 「心神喪失 （ i n s a n i t y ） の抗弁 （過去にはこう呼ばれていた ） 」

は 、 こ う した犯罪者を非難から免除する仕組みとして提供された。これ

は当初、有罪判決後に王室による恩赦を与える根拠とされたが、 1 6 世

紀には裁判で無罪を言い渡す手段となった 3 7 9 。精神疾患 （心神喪

 
3 7 6  日本は、 1 9 9 6 年 1 1 月よりオブザーバー国となった 。   
3 7 7  医療観察法では、心神喪失又は心神耗弱の状態で重大な他害行為を行い、不

起訴処分となるか無罪等が確定した人を対象としており 、公訴が棄却された場

合を想定されていない。   
3 7 8  精神疾患の抗弁は、 1 8 4 3 年に英国のダニエル ・マク ノー トン （ D a n i e l  M ’

N a g h t e n ） 事件で定式化されたコモンローの抗弁に基づいており 、犯罪の時点

で、被告人が、行為の性質 （ n a t u r e  a n d  q u a l i t y ） を知らなかったり 、その行為

が間違っていることを知らなかったりするような、心の病 （ d i s e a s e  o f  t h e  

m i n d による理性の欠陥の下で行為をしていた場合にのみ成立するとする

（ s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 9 5 . ） 。 M ’ N a g h t e n ルールは生物的要素と弁別能力

のみの混合的方法をとるとされる （金子宏他編 『法律学小辞典  第 4 版 』 （ 2 0 1 1

年 ） 、 7 2 6 頁 ） 。尚 、 「精神疾患の抗弁 」のほかに、日本の 「心神耗弱 」に相当し、

N S W 州、 Q l d 州、 N T 、及び A C T には、実質的障害又は責任減少の抗弁が存

在する （ C r i m e s  A c t  1 9 0 0  （ N S W ） s  2 3 A ;  C r i m i n a l  C o d e  A c t  1 8 9 9  

( Q l d )  s  3 0 4 A ) ;  C r i m i n a l  C o d e  1 9 8 3  ( N T )  s  1 5 9 ;  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  

( A C T )  s  1 4 ) ） 。例えば、 N S W 州では、殺人罪に対する被告人の責任を量刑と

して過失致死罪に軽減する。   
3 7 9  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 4 6 .   
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失 ）の 抗弁 の 発展 の当 初の根拠は 、精神機能の低下が 刑事責任を 否

定するという前提から生まれた原則的なものであった 3 8 0 。 「 精神疾

患の抗弁 」は、裁判所が人を拘置所 （ g a o l ） や精神病院 ( a s y l u m ) に無

期限抑留 ・留置することを命じる権限を 与える手段となった のである 。

そ し て 、 精 神 病 犯 罪 者 ( m e n t a l l y  i l l  o f f e n d e r ) の 無 能 力 化

（ i n c a p a c i t a t i o n ） による地域社会の保護は、精神疾患の抗弁の第 2

の焦点として発展してきた 3 8 1 。現代の 「精神疾患の抗弁 」は 、依然

としてこの 2 つの原則、すなわち、 「犯罪責任に対する免罪符」 として

の精神の障害を認めることと 、精神疾患のために自分自身又は他者に

対して脅威を与える者の抑留 ・留置による 「地域社会の保護 」に根ざし

てい る と され る 3 8 2 。 オ ー ス ト ラ リ ア の 司 法管轄 区域 はす べ て 、 M ’

N a g h t e n ルールに基づき、精神疾患の抗弁を法的に規定し、海外でも

多くの法域で採用されている （後述 ） 。   

オーストラリアの大部分の司法管轄区域 3 8 3 では、被告人は自分

の行動を制御できないこと （ 「行為の制御不能（ I n a b i l i t y  t o  c o n t r o l  

t h e  c o n d u c t ） 」 ） に基づいて精神疾患の抗弁を主張することができる。

この選択肢は、オリジナルの M ’ N a g h t e n ルールにはない。行為の制

御 不 能 （ I n a b i l i t y  t o  c o n t r o l  t h e  c o n d u c t ） は 「 抗 し 難 い 衝 動

（ I r r e s i s t i b l e  i m p u l s e ） 3 8 4 」 の概念に 因るもので 、衝動を 制御で

きないこと ( 抗し難い衝動 ) を精神疾患の抗弁を主張する有効な根拠と

して認め、 「第 3 の肢」 として抗弁の定式化に含めている ( 改訂版 M ’

N a g h t e n ) 。 これらの 司法管轄区域 3 8 5 では、認識力よりもむしろ 、

意思や自制心に影響 を及ぼす精神疾患が存在し 、自制心の障害は認

知障害と同様に刑事責任を容易に否定しうるとの見解が採られている
3 8 6 。  

尚、 N S W 州では、 N S W L R C による 「行為の制御不能」を容認し法律

を改定 すべき と勧告 があったにもかかわらず 、 N S W 州立法府は精神

疾患の抗弁の有効な根拠としての自己制御不能を認めず、新法にも反

映しなかった。   

 
3 8 0  I d ,  a t  p p . 4 6 - 4 7 .   
3 8 1  I d ,  a t  p . 4 7 .   
3 8 2  I d ,  a t  p . 4 7 .   
3 8 3  連邦 ：  C r i m i n a l  C o d e  1 9 9 5  ( C t h ： c o m m o n w e a l t h )  s  7 . 3 ( 1 ) ( c ) ;  

A C T ：  C r i m i n a l  C o d e  2 0 0 2  ( A C T )  s  2 8 ( 1 ) ( c ) ；  N T ：  C r i m i n a l  C o d e  

1 9 8 3  ( N T )  s  4 3 C ( 1 ) ( c ) ;  Q L D 州 ：  C r i m i n a l  C o d e  1 8 9 9  ( Q l d )  s  

2 7 ( 1 ) ;  S A 州 ：  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  

2 6 9 C ( c ) ;  W A 州 :  C r i m i n a l  C o d e  1 9 1 3  ( W A )  s  2 7 ;  T a s 州 ：  C r i m i n a l  

C o d e  1 9 2 4  ( T a s )  s  1 6 ( 1 ) ( b ) .  尚、 N S W 州、 V i c 州は採用していない。   
3 8 4  「 抗し難い衝動 （ i r r e s i s t i b l e  i m p u l s e ） 」 は 、自制心の完全な欠如であると

説明する （ s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 6 2 . ） 。   
3 8 5  注 3 8 3 参照。   
3 8 6  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 6 2 .   
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b )  日本の 「責任能力」   

日本の責任能力に関する刑法典の規定としては、第 3 9 条と第 4 1

条がある。第 3 9 条第 1 項は「心神喪失者の行為は、罰しない。 」 、第

4 1 条は「 1 4 歳に満たない者の行為は、罰しない。 」 と規定し 3 8 7 、 こ

れらに該当する場合を責任無能力とする。第 3 9 条第 2 項は 「心神耗

弱者の行為は、その刑を減軽する。 」 と規定している 。大判昭和 6 年

1 2 月 3 日刑集 1 0 巻 6 8 2 頁は、心神喪失を 「精神ノ障碍二因リ事物ノ

理非善悪ヲ弁識スル能カナク又ハ此ノ弁識二従テ行動スル能カナキ状

態 」 、 心 神 耗 弱 を 「 精神 ノ 障 碍 未 夕 上 叙 ノ能 カ ヲ 缺 如 ス ル 程 度二 達 セ

サルモ其ノ能力著シク減退セル状態 」とする。  

現在の通説は、心神喪失者を 「精神機能の障害により 、行為の是非

を 弁 別 しか つ そ の 弁 別 に し た が って行 動 を 制御 す る能力 のな い 者 」 、

心神耗 弱者を 「そ の 能力が著し く低い 者 」 とする 。 この定義に よれば、

責任能力の概念は、 2 つの要素によって構成されることになる。ひとつ

は 「精神機能の障害 」 という要素であり 、 「生物学的要素 」 3 8 8 と呼ば

れる。もう 1 つは 「行為の是非を弁別（弁識能力） しかつその弁別にし

たがって行動を制御する能力 （制御能力） 」 という要素であり 、 「心理学

的 要 素 」 3 8 9 と呼 ば れ る 。判例や通説は ，生物学的要素のみで責任

能力を定 義する 「生 物学的方法 」 と 、心理学的要素のみ で責任能力を

定義する 「心理学的方法」を併用する、いわゆる混合的方法による。   

ｃ )  行動を制御する能力について   

国際刑事裁判所に関するローマ規程 3 9 0 第 3 1 条（刑事責任の阻

却事由）第 1 項（ a ） は 「 1  いずれの者も、この規程に定める他の刑事

責任の阻却事由の ほか、その行為の時において次のいずれかに該当

す る 場 合 に は 、 刑 事上 の 責 任を 有 し な い 。 ( a ) 当 該 者 が 、 そ の行 為 の

違法性若し くは性質 （ n a t u r e ） を判断する能力又は法律上の要件に適

 
3 8 7  ドイツ刑法の規定では、犯行時に精神の障害があり 、そのために行為の不法

の弁別能力又はその弁別に従って行為する能力のなかった者は責任無能力者

として刑罰が科されず ( ドイツ刑法第 2 0 条 ) 、又 、行為時にそのような能力が著

し く低下していた者を限定責任能力者とし、 このような者に対して刑罰を軽減で

きる ( ドイツ刑法第 2 1 条 ) ことになっている。   
3 8 8  「 生物的要素 」 、 「生物学的要件 」 とも呼ばれる。   
3 8 9  「 心理的要素 」 、 「心理学的要件 」 とも呼ばれる。   
3 9 0  R o m e  S t a t u t e  o f  t h e  I n t e r n a t i o n a l  C r i m i n a l  C o u r t .  国際刑事裁判

所 （ Ｉ Ｃ Ｃ ） とは 、国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪 （①集団殺害犯

罪、②人道に対する犯罪、③戦争犯罪、④侵略犯罪 （未定義 ）を犯した個人を国

際法に基づき訴追し、処罰するための常設の国際刑事法廷である。国際刑事裁

判所ローマ規程は 2 0 0 2 年 7 月 1 日に発効。 2 0 0 6 年 1 2 月現在の締約国は

1 0 4 か国 （署名国は 1 3 9 か国。アジア 、中東の締約国が少ない。米国、中国、

インド 、ロシア等は未締結。オーストラリアがローマ規程を批准したのは 2 0 0 2

年 7 月 1 日である。日本では 2 0 0 7 （ 平成 1 9 ） 年 4 月 2 7 日、国会において国

際刑事裁判所に関するローマ規程承認案件、及び国際刑事裁判所に対する協

力等に関する法律案を可決した 。   
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合 す る よ う に そ の 行 動 を 制 御 す る 能 力 を 破 壊 す る 精 神 疾 患 又 は 精 神

障害を有する場合 」 とする 。障害者の司法的権利の向上に積極的に取

り組んでいる、オーストラリアのほとんどの州では、以上を踏まえ、 「責

任能力」の判断要件に、行動を制御する能力（制御能力）を含めている。

もっとも 、人口第 1 、第 2 を抱える N S W 州、 V i c 州が「責任能力」の判

断要件に 「制御能力 」を加えておらず、一貫していない。オーストラリア

国内で、制御能力に関して見解の相違があることが窺える。   

( 4 ）  「公衆の安全 」 と 「保安処分」   

現代のオーストラリアにおける 「精神疾患の抗弁 」は、刑事責任の免責

（ e x c u s e ） と し ての 精 神 機能の障害を 認 めるこ と と 、及 び精 神疾患のた

めに自分自身又は他者に対して脅威を与える者の抑留 ・留置による地域

社会の保護の 2 つの原則に根ざしていると言われる 3 9 1 。精神疾患の

抗弁により 、精神疾 患を理由に無罪と判断された場合は、処罰の対象と

はならない 。 しかしながら 、実際には、通常の無罪判決とは異なり 、精神

疾患 を 理 由 に 無 罪 と なった 者は 、ほ とん どの場合 、解放 され ず 、無期限

の抑留 ・留置が見込まれるのが常態化している 3 9 2 。 2 つの原則の一

つ であ る 「地 域 社 会の 保 護 」は 、すなわち 「公衆の安全 」の確保で あ る 。

英米法では、ドイツなどの大陸法のように 「保安処分 」の規定 3 9 3 がな

いにも関わらず、実質的には、 「保安処分」的な役割を果たしている。   

日 本 では 、 精 神 保 健 福祉法 （精 神保健及 び精神障 害者福祉 に 関する

法律）第 1 条（この法律の目的）は 「精神障害者の権利の擁護を図りつつ、

その医療及び保護を行 」 う と し 、精神障害者の保護を図っている 。一方、

刑事司法における精神障害触法者の処遇を定めているのが医療観察法

（心神喪失等の状態で重大な他害行為 3 9 4 を行った者の医療及び観察

等に関する法律）である。医療観察法第 1 条（目的等）第 1 項は、 「この

法律 は 、心 神 喪 失 等 の 状態で 重大な 他害 行為 （ 他人に 害を 及 ぼす行 為

をい う 。以 下同 じ 。 ） を行 った 者に 対し 、その適切な処遇を決定するた め

の手続等を定めることにより 、継続的かつ適切な医療並びにその確保の

 
3 9 1  s u p r a  n o t e  1 8 5  a t  p . 4 7 .   
3 9 2  I d ,  a t  p . 4 8 .   
3 9 3  ドイツ刑法 （ S t G B ） 第 6 1 - 7 2 条。ドイツ刑法第 6 3 条 （精神病院への収容 ）で

は 「責任無能力 （第 2 0 条 ）又は限定責任能力 （第 2 1 条 ）の状態において違法

行為を犯した場合、裁判所は、犯罪者及びその犯罪の総合的評価により 、その

状態の結果、被害者に重大な精神的若し くは身体的危害又は重大な危険をもた

らし 、又は重大な経済的損害をもたらす重大な違法行為を犯す可能性が高く 、し

たがって公共にとって危険であることが判明した場合、精神科病院への収容を命

じなければならない。 」 とする 。尚、フ ランスも保安監置と精神障害による刑事免

責宣告に関する 2 0 0 8 年 2 月 2 5 日法によって、フランス刑事訴訟法に保安監

置 （ r é t e n t i o n  d e  s û r e t é ） と保安監視 （ s u r v e i l l a n c e  d e  s û r e t é ） が導入さ

れている。   
3 9 4  医療観察法 2 条は、 「重大な他害行為 」 と して、殺人、放火、強盗、不同意性

交等、不同意わいせつ、傷害を挙げる 。   



- 104 - 
 

た めに必 要 な観察 及び指導を 行う こ とによって 、そ の病状の改善及びこ

れに伴う同様の行為の再発の防止を図り 、もってその社会復帰を促進す

ることを目的とする 」 とし 、精神障害触法者への医療措置による病状改善

と再発 の防止を 図っている 。再犯防止推進計画の基本方針は、 「 犯罪を

した者等が、円滑に社会の一員として復帰することができるようにするこ

とで国 民 が 犯 罪 に よ る被 害を 受け る こ と を 防止し安全で安心 して暮らせ

る社会の実現に寄与するという目的を達成する 」 と謳っている 3 9 5 。日

本で は 刑 法 典 に て 保 安 処 分を 規 定 して い な い た め 、 医 療観 察 法が 精神

障害触法者に対応することとなるが 、同法は、重大な他害行為が行われ

たことを前提とするため（医療観察法第 1 条、第 2 条） 、限定的な事案に

しか対応できない 3 9 6 。従って、重大な対象行為に出ていない、多数の

認知障害や知的障害を含む精神障害がある触法者は治療の対象とはな

らず、刑事施設に収容されているのが実情といえる。   

小林憲太郎 教授は 、日本の医療観察法に ついて 、 「 この法律 に基づ く

強制 医 療 が 保 安 的な観 点からする国家に よる危険な行為者に 対する侵

害的な作用 （本来の意味における処分 ）であるのか、それとも、治療可能

な疾病により社会共同生活が困難な行為者に対して国家がパターナリス

テ ィ ッ クな観点からサービスを提供しているのか、あるいは、両者が複合

したものであるとしてその複合の仕方はいかなるものであるのか、などと

いった根本的な問題 についてはいまだ見解の一致を見ていな い 」 と指摘

する 3 9 7 。   

( 5 ）  メンタルヘルス法と医療観察法   

a )  オーストラリアのメンタルヘルス法  

オーストラリア N S W 州では、メンタルヘルス障害又は認知障害を持

つ者が関与する刑事訴訟手続き 、及びそれらの者の治療、ケア 、管理

に関する法律を定めている 3 9 8 。他の州においても類似する何らか

の法律の規定を設けている 3 9 9 。オースト ラリアは国を挙げて、 メン

 
3 9 5  参考 ：再犯防止推進法 （再犯の防止等の推進に関する法律 ）第 1 条 （目的 ） 。   
3 9 6  拙著 「日独高齢犯罪者の処遇－認知症触法者への対応 」日本法政学会編 『法

政論叢 』第 5 8 巻 1 号 （ 2 0 2 2 年 ） 2 1 6 - 2 1 7 頁参照。 2 0 2 1 年で心神喪失より不

起訴とした者で検察官申立した者は 2 9 0 人、一審で心神喪失を理由に無罪とな

ったものは 4 人で、確定裁判で心神喪失を理由に無罪若し くは全部執行猶予と

なった者で検察官申立した者は 2 0 人である。   
3 9 7  小林憲太郎 『刑法総論第 2 版 』 （ 2 0 2 1 年 ） 1 2 頁。医療観察法を一種の保安処

分とするものとして 、大谷實 『刑法講義総論 [ 新版第 5 版 ] 』 ( 2 0 1 9 年 ) 5 7 5 頁、

高橋則夫 『刑法総論 [ 第 5 版 ] 』 ( 2 0 2 2 年 ) 6 1 6 頁など。保安処分ではないとする

ものとして 、前田雅英 『刑法総論講義第 7 版 』 ( 2 0 1 9 年 ) 6 頁、町野朔 『刑法総

論 』 ( 2 0 1 9 年 ) 1 1 - 1 2 頁など。   
3 9 8  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  （ N S W ） .   
3 9 9  s u p r a  n o t e  2 9  a t  p . 8 8 8 . ;  A u s t r a l i a n  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  

A L R C  I s s u e s  P a p e r 2 9  S e n t e n c i n g  o f  F e d e r a l  O f f e n d e r s  
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タルヘルス障害又は認知障害がある犯罪者の対応としてメンタルヘル

ス ・ コートの開設やダイバージョン制度を採用し、精神障害触法者の処

遇の改善に取り組んでいる。  

日 本 は 、精 神 障 害 触法者の処遇に つ い て医療観察法に 規定してい

るが、前述 「 （ 4 ）  「公衆の安全」 と 「保安処分」 」で述べたとおり 、あ くま

で限 定 的 もの であ り 、精神障害触法者を刑事手続き から回避 （ ダ イ バ

ージ ョン ） させることを意識したものにはなっていない 。ここでは 、日本

の医療観察法の概要について述べる。   

b )  日本の医療観察法   

（ a ）  医療観察法の概要   

日 本 の 医 療 観 察 法 （ 以下 、 「 法 」 と い う 。 ） は 、心神 喪失等 の状 態

で重大な他害行為を行った者に対し 、①その適切な処遇を決定する

ための手続等を定めることにより 、継続的かつ適切な医療並びにそ

の確保 のために 必要な観察及び指導を 行うこ とに よって 、②そ の病

状の改善及び③これに伴う同様の行為の再発の防止を図り、④その

社会復帰を促進することを目的とする （法第 1 条） 4 0 0 。   

心神喪失又は心神耗弱の状態で重大な 他害行為を行い、不起訴

処分となるか無罪等が確定した者に対し 、検察官は、医療観察法に

よる医療及び観察を受けさせるべきかどうかを地方裁判所に申立て

を行う 。この検察官からの申立てがなされると、鑑定を行う医療機関

での当該者の入院等が行われるとともに 、裁判官と精神保健審判員

（必要な学識経験を有する医師 ）各 1 名からなる合議体による審判

が行われ、当該者の処遇の要否と内容が決定される。   

一方、オーストラリア N S W 州では、メンタルヘルス障害又は認知

障害を持つ者が関与する刑事訴訟手続き、及びそれらの者の治療、

ケ ア 、 管 理 及 び そ の 他 の 目 的 に 関 す る 法 律 を 定 め て い る 。

M H C I F P A は、メンタルヘルス障害や認知障害の影響下で犯罪行為

を 行 った 者 の 裁 判 を 受け る適 性や責 任能 力の司法的 判断 、 当 該者

の治療、ケア、管理に関して定めるともに 、当該者を刑罰から治療、

ケアにダイバージョンさせることも定め再犯の防止を図っている。   

日本 の医 療観 察法 の適用範囲は 、本人の治療 ・本人の治療改善

の観察を行い、 「本 人の社会復帰を促進する 」 こ とに限定される 。 こ

れに対して、オーストラリア N S W 州 M H C I F P A は、メンタルヘルス

障害や認知障害を持つ者を刑罰による刑事処遇から治療、ケアにダ

 
( A u s t r a l i a n  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n ,  2 0 0 5 )  p . 2 7 3 .   

4 0 0  日本弁護士連合会は、 「同様の行為の再発を防止 」 「同様の行為を行うことな

く 」 との文言を削除することを求めている （ 2 0 1 0 年 「精神医療の改善と医療観察

法の見直しに関する意見書 」日本弁護士連合会 ：  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / o p i n i o n / y e a r / 2 0 1 0 / 1 0 0 3

1 8 _ 6 . h t m l  ( 2 0 2 4 年 9 月 6 日閲覧 ） ) 。   

https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
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イバージョンさせること、裁判不適性“ u n f i t  t o  s t a n d  t r i a l ” （ 訴訟

無能力 ）の判断とその処遇の決定、行為時の責任無能力 “ i n s a n i t y ”

（ 心神喪失 ）の判断並びにその処遇、当該者の治療、ケア、管理 （解

放含む）など、幅広い内容を含んでいる。  

日本の医療観察法とオーストラリア N S W 州の M H C I F P A とでは、

その目的自体が異なっているのである。   

（ b ）  対象者   

日本の医療観察法の対象者は、殺人、放火、強盗、強制性交等、

強制わいせつ及び傷害 4 0 1 に当たる行為を行った者で、①心神喪

失 若 し くは 心 神 耗 弱の状態で 、かつ 、公訴を 提起しない処分を 受け

た者（第 2 条第 2 項１号 ） 、②心神喪失を理由に無罪の確定判決を

受けた者若し くは心 神耗弱を理由として 刑を減軽されて執行猶予付

の確定判決を受けた者（同条第 2 項 2 号 ）である。   

重大な他害行為を行った心神喪失相当者のみを対象としているの

は、日本特有ではなかろうか 4 0 2 。又、公訴を提起されない者を対

象 とするの も 、オ ース ト ラ リア など英米法圏とは異なると言え るだ ろ

う 。日本は起訴 便宜 主義をとってい るところ 、 これこそ が、医療観察

法 が 公 訴 を 提 起 され な い 者 を 対象 と す る こ との 大き な 要因 と なって

いるのではなかろうか。   

（ ｃ ）  審判段階   

ⅰ )  検察官による審判申立   

検察官は、 （ b ） の対象者については、地方裁判所に対し、法 4 2

条第 1 項の決定 ( 処遇の要否及び処遇の内容の決定 ) を求める申

立てをしなければならない ( 法第 3 3 条） 。ただし、①対象者の精神

障害が改善されて、同様の行為を行うことがな くなり社会復帰を促

進するために同法の定める医療を行う必要が明らかにないと認め

られ る 場合 、 ② 対 象 者が 刑又 は保 護 処 分の 執行 のた め 刑 務所、

少年刑務所、拘置所又は少年院に収容されており引き続き収容さ

れる場合、又は新たに収容される場合、③傷害に当たる行為のみ

を行った者については、傷害が軽い場合であって 、当該行為の内

容、当該対象者の現在の病状などを考慮し、申立ての必要がない

と認められる場合、審判の申立てをする必要はない （法第 3 3 条） 。   

日本では審判申立者が、検察官のみに限定されているのは、審

 
4 0 1  日本弁護士連合会は 「対象行為中傷害については、重大な傷害や傷害致死に

限るべき 」であるとの意見を述べている （ 2 0 1 0 年 「精神医療の改善と医療観察

法の見直しに関する意見書 」日本弁護士連合会 ：  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / o p i n i o n / y e a r / 2 0 1 0 / 1 0 0 3

1 8 _ 6 . h t m l  ）  ( 2 0 2 4 年 9 月 6 日閲覧 ） ) 。   
4 0 2  オーストラリア N S W 州では、訴訟無能力者、精神障害の影響下で犯罪を犯し

た者 （日本の心神耗弱者及び完全責任能力者 ）も含む。   

https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
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判申立てが 「公訴提起」相当と位置付けていると考えられる。日本

では、公訴を提起されない者、通常の裁判にて心神喪失で無罪と

なった 者 に 対 し て 、 医療観察 法に よ る審 判の申立を す る こ と がで

き る 。 従っ て 、検 察 官は 、 通常 の裁 判の 公訴 提起 を 行 う か 、 医療

観 察 法 に よ る 審 判 の 申 立 を す る か 、 あ る い は 通 常 の 裁 判 の 公 訴

提起を行ったものの心神喪失で無罪となったときに医療観察法に

よる審判の申立を行うかを選択できる 4 0 3 。又、医療観察法によ

る審 判 の 申 立 てを 行 う こ との で き る期間 に 制限がな い こ とを 問題

視する指摘がある 4 0 4 。   

これに対し 、オースト ラリアでは、裁判所と審判所 ( M H R T ) は別

組織であり 、裁判所が審判所へ付託 することで 審判が行われる。

N S W 州は、精神疾患を持つ人々の治療やケアに関する幅広い権

限を審判所に与えている。   

ⅱ )  裁判所の審判 （審理 ・決定 ）   

申立てを受けた裁判所は、裁判官 1 名及び精神保健審判員（医

師 ）の合議体において審理を行い、処遇の要否及び内容を決定す

る （法第 1 1 条） 。   

裁判所は、対象者に弁護士である付添人がいないときは 、これ

を必ず付さなければならない （必要的付添人） ( 法第 3 5 条） 。裁判

所 は 、 審 判 期 日 に お い て 、 対 象 者 に 対 し 、 供 述 を 強 い ら れ る こ と

は ない こ とを 説 明 し た 上 、申立ての理由の要旨などを 告げ 、 当該

対 象 者 及 び 付 添 人 から 、意見を 聴かな け ればならな い （法 第 3 9

条第 3 項） 。裁判所は、事実の取調べのため必要があると認める

ときは、証人尋問、鑑定、検証、押収、捜索などの強制処分を行う

ことができる （法第 2 4 条第 3 項 ） 。   

申立てを受けた地方裁判所の裁判官は、 「 この法律による医療

を 受 け させ る必 要 が明らかに ない と認める場合を 除き 」鑑定入院

 
4 0 3  日本弁護士連合会は、 「現行規定では、対象者は、審判と刑事裁判の双方を

行き来する場合も容認される構造となっている。対象者のこのような手続負担を

除去し、早期に必要な医療を受ける機会を保障するため、検察官が、刑事手続

を選択した場合には、その後の結果にかかわらず、本法の申立てを許さず、地

域における精神医療に委ねるべきである。又、検察官が心神喪失等であることを

争わずに、本法の申立てがなされた場合は、裁判所は、責任能力による判断を

行わずに、この法律による医療の必要性のみを判断すべきであって、刑事事件

としての起訴を許すべきではない。 」 とする （ 2 0 1 0 年 「精神医療の改善と医療観

察法の見直しに関する意見書 」日本弁護士連合会 ：  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / o p i n i o n / y e a r / 2 0 1 0 / 1 0 0 3

1 8 _ 6 . h t m l  ( 2 0 2 4 年 9 月 6 日閲覧 ） ) 。   
4 0 4  対象者を不安定な状態に置く要因となっている （ 2 0 1 0 年 「精神医療の改善と

医療観察法の見直しに関する意見書 」日本弁護士連合会 ：  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / o p i n i o n / y e a r / 2 0 1 0 / 1 0 0 3

1 8 _ 6 . h t m l  ( 2 0 2 4 年 9 月 6 日閲覧 ） ) 。   

https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2010/100318_6.html
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命令を発し ( 法第 3 4 条 ) 、対象者はこれに基づいて鑑定入院先と

なる病院 ( 指定入院医療機関とは異なる ) に在院させられ、鑑定及

び医療的観察を受けることになる 4 0 5 。通常、検察官による審判

申立て直後に鑑定入院命令が発せられる 4 0 6 。又 、裁判所は、

処遇の要否及びその内容につき、精神保健参与員の意見を聴くた

め、必要に応じて審判に関与させるものとする （法第 3 6 条 ） 。   

対 象 者 の 処 遇 の 判 断 基 準 は 、 「 対 象 行 為 を 行 っ た 際 の 精 神 障

害を改善し 、 これに 伴って同様の行為を行うことな く 、社会復帰を

促 進 するた め 、 この法律に よる医療を 受け させる必要があ ると認

める 」 （法第 4 2 条第 1 項 2 号）場合である。   

医療観察法による医療を行うための要件としては、①他害行為

を行った時点での精神障害の存在 （疾病性 ） 、②精神障害の治療

可能性 （治療反応性 ） 、③同様の行為を行うことな く社会復帰を促

進させるための医療の必要性（社会復帰要因） 」 、 3 つの要件が必

要である 4 0 7 。   

疾 病 性 は 、 対 象 者の 精神医 学的 診断 とそ の重症 度 、 及 び対象

者の 精 神 障 害 と 当該 他害 行 為 との 関 連性 を 意 味 す る 。対 象 者 の

精神医学的診断においては、 I C D による分類 （国際疾病分類 ）を

原則とし 、疾病の重症度に関しては、臨床的な記述をすると共に、

例えば I C F （ 国際生活機能分類）や G A F （機能の全体的評定 ）等

により 評価 が行 われ 、その際 、疾病に よる弁識能力 ・制御能力の

障害についても評価される。心神喪失の状態で重大な他害行為を

行った者については、疾病と当該他害行為との関連性の強さにつ

いて、医療観察法鑑定において評価される 4 0 8 。   

治 療 反 応 性 は 、精神 医学的な 治療に 対す る 、 対象者 の精 神状

態 の 望 ま し い 方 向 へ の 反 応 の 強 さ を 意 味 す る 。 対 象 者 の 精 神 障

害が治療及び医学的なケアの可能性のないものである場合、すな

わち対象者の精神障害が治療可能性のない場合は、医療観察法

に 係 る 医 療 の 対 象 と は な ら な い 。 対 象 者 の 精 神 障 害 の 治 療 可 能

性の査定には、対象者が精神障害を有することに加え 、治療反応

性を 有 するこ とが 要求される 。医療観察法鑑定に おい ては 、対象

者 が 精 神 障 害 者 で あ る か 否 か の 判 断 と 並 行 し て 、 実 際 に 対 象 者

に対する精神 医学 的治療的アプローチ を 行う こ とで 、対象者の反

応を精査する。治療反応性の判断に当たっては、対象者が治療を

 
4 0 5  日本弁護士連合会刑事法制委員会編 『 Q & A 心神喪失者等医療観察法解説第

3 版 』 （ 2 0 2 0 年 ） 9 頁。   
4 0 6  同 9 頁。   
4 0 7  三澤孝夫監修 『医療観察法審判ハンドブック第 2 版 （改訂版 ） V e r . 1 . 1 』 ( 2 0 1 4

年 ) 1 0 0 、 1 9 3 頁。   
4 0 8  医療観察法審判ハンドブック第 2 版 1 9 1 - 1 9 2 頁。   
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受けることに対する肯定的な動機づけを持ちうるかどうか （治療動

機と準備性 ） 、対象者が治療に同意して積極的に治療に参加でき

るかどうか （治療の同意と参加 ） 、実際に行った治療が目標にあっ

た 効 果 を 発 揮 す る か ど うか （ 治療 目 標 と 効果 ） 、治 療 の効 果 が他

の場面にも般化しうるかどうか （治療の般化 ）が重視される 。上記

を総合 的に考 察 した 結果 、対象者が治療反応性を全 く有 しないと

判 断 され れ ば 、 対 象 者の精 神障 害は 治 療可能 性の ない もの であ

ると判断されることになる 4 0 9 。   

社会復帰要因は、処遇の決定に当たって、対象者が社会復帰と

いう目的を果たすことを促進あるいは阻害する要因である 4 1 0 。

医 療 観 察 法 に よ る医 療は 、対 象者 の社 会 復帰を 支援 す る 目的 で

提 供 さ れ る た め 、社 会 復 帰 要因 が 医療観 察 法 の適 用 の要件 と な

る。対象者に高い疾病性、治療反応性が認められ、社会復帰を阻

害する確たる要因が認められなければ、あえて医療観察法による

処遇を行う必要はな い。従って 、社会復帰要因を判断する際に消

極的に働 く 、社会復帰を阻害する要因の判断に際しては、単に同

様 の 行 為 を 行 う 抽 象 的 な 可 能 性 が あ る の み で は 不 足 で 、 具 体 的

現実的な可能性まで検討する必要がある 4 1 1 。加えて、対象者

の 環 境 や 経 過 も 考慮 し 、 臨 床 的 な 情 報 の 積 み 重 ね と 構 造 的な 評

価方法等を参考に判断される 4 1 2 。   

裁判所は、対象者が対象行為を行ったと認められない場合、又

は 心 神 喪 失 者 及 び 心 神 耗 弱 者 の い ず れ で も な い と 認 め る 場 合 、

申立てを却下の決定をしなければならない （法第 4 0 条第 1 項） 。

これ に 対 し 、 対 象 行 為を 行った 際の精神 障害を 改善し 、 これ に 伴

って同様の行為を行うことな く 、社会に復帰することを促進するた

め 、入 院 を さ せ て こ の法 律に よ る 医療 を 受け さ せ る必 要 があ る と

認める場合には入院の決定（法第 4 2 条第 1 項） し、又は入院以

外の医療が必要である場合には、入院によらない通院の決定 （法

第 4 2 条第 2 項）をしなければならない。   

ⅲ )  審判手続の進行   

検察官による審判申立てにより当初審判が係属することになる

が 、 鑑 定 入 院 命 令 の 期 間 が 、 実 質 的 な 審 判 手 続 の 期 間 と な る
4 1 3 。 この 間 、鑑 定人に よる鑑定保護観察所 ( 社会復帰調整官 )

による生活環境調査、付添人による活動や裁判所での進行協議、

 
4 0 9  同 1 9 2 頁。   
4 1 0  同 9 9 頁。   
4 1 1  同 1 8 3 頁。   
4 1 2  同 1 9 1 - 1 9 2 頁。尚 、社会復帰要因について、日本弁護士連合会は批判的で

ある （ Q & A 心神喪失者等医療観察法解説第 3 版 8 0 - 8 1 頁、 9 4 - 9 5 頁 ） 。   
4 1 3  同 1 0 頁。   
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カンフ ァレンスが並行して行われ、最終段階で審判期日が開かれ、

期日後に入院 ・通院 ・不処遇の決定がなされるのが通常の流れに

なる 4 1 4 。   

( d )  対象者に対する処遇と期間   

厚 生 労 働 大 臣 は 、 入 院 決 定 を 受 け た 者 に つ い て は 、 そ の 精 神 障

害の特性に応じ、円滑な社会復帰を促進するために必要な医療を行

わなければならない （法第 8 1 条第 1 項 ） 。尚、対象者に対する処遇

としては、指定医療機関における医療 （法第 1 6 条第 1 項、法第 8 1

条）と、地域社会における処遇（精神保健観察） ( 法第 1 6 条第 2 項、

法第 1 0 6 条 ）とがある。   

ⅰ )  指定医療機関における医療   

こ の 医 療 は 、 一 定 の基 準 に 適 合 し た 病院の 中 か ら 開設 者 の 同

意を得て厚生労働大臣が指定する（法第 1 6 条第 1 項）指定入院

医療機関に委託して実施される （法第 8 1 条第 3 項） 。入院決定

（法第 4 2 条第 1 項 ）を受けた者は、指定入院医療機関において

治療を受けなければならない （法第 4 3 条第１項 ） 。尚、指定医療

機関の管理者は、その者の病状に照らし、入院患者の外出、外泊

を認めることができるものとし （法第 1 0 0 条 ） 、他方、職員は、入

院患者 が無 断で 退去した 場合に は、 これを連れ戻すことがで きる

（法第 9 9 条） 。保護観察所の長は、入院命令の決定があったとき

は、当該決定を受けた者の社会復帰の促進を図るため、退院後の

生活環境の調整を行わなければならない （法 1 0 1 条第 1 項） 。生

活環境の調整を担うのは社会復帰調整官である （法 1 9 条 2 号、

法 2 0 条第 2 項） 。   

( ⅰ )  入院命令の要件   

前述の医療観察法による医療を行うための 3 つ要件が必要

とされ る 。① 疾 病性 に つ い ては 、疾病の有無 、あ るい は疾病 自

体 は あ る も の の 、 対 象 行 為 に 影 響 が あ る も の か 否 か ② 治 療 反

応 性 に つ い ては 、精神症状はあ るものの 、今後の加療に より 、

改 善 の 見 込 み が期 待を され る か 否か 、 ③社 会復 帰要 因に つ い

ては、再他害行為可能性がポイント となる 4 1 5 。   

医療観察法の入院命令と精神保健福祉 法での措置入院との

関係について、最決平成 1 9 年 7 月 2 5 日刑集 6 1 巻 5 号 5 6 3

頁は、 「医療観察法の目的、その制定経緯等に照らせば、同法

は、同法 2 条 3 項所定の対象者で医療の必要があるもののう

ち 、 対 象 行 為 を 行 っ た 際 の 精 神 障 害 の 改 善 に 伴 っ て 同 様 の 行

為を行う こ とな く社会に復帰でき るように するこ とが必要な者を

 
4 1 4  同 1 0 頁。   
4 1 5  医療観察法審判ハンドブック第 2 版 1 0 0 、 1 1 2 頁。   
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同法による医療の対象とする趣旨であって、同法 3 3 条１項の申

立てがあった場合に 、裁判所は、上記必要が認められる者につ

いては、同法 4 2 条１項１号の医療を受けさせるために入院をさ

せる旨の決定、又は同項 2 号の入院によらない医療を受けさせ

る旨 の 決 定 を しなけ ればならず 、上記必要を 認めながら 、精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律に よる措置入院等の医

療で足りるとして医療観察法 4 2 条１項 3 号の同法による医療

を 行 わ ない旨 の 決定を するこ とは許されない ものと解するのが

相当である 」 と判示した。すなわち、医療観察法の入院命令と 、

精神保健福祉法の措置入院のいずれも適用可能である場合に

は、常に前者が優先して適用されるべきというのである。  

心 神 喪 失 若 し くは心神耗弱の状態で 、かつ 、検察より 公訴を

提起しない処分を受けた者（第 2 条第 2 項１号 ）については、公

訴を提起しない処分そのものが裁判所の処分ではないのである

から、 「無罪推定の原則 4 1 6 」 に基づき、刑事法である医療観

察法より 、行政法である精神保健福祉法の適用を優先すべきで

はなかろうか。   

( ⅱ )  退院又は入院継続   

指 定 医 療 機 関 の 管 理 者 は 、 入 院 し て い る 者 に つ い て 入 院 を

継続する必要が認めらな くなったときは、直ちに、地方裁判所に

退院の申立てをしなければならない （法第 4 9 条第 1 項） 。尚、

入院している者、その保護又は付添人は、地方裁判所に対して、

退院の許可の申立てをすることができる （法第 5 0 条 ） 。一方 、

指 定 入 院 医 療 機 関の 管 理 者 は 、 入 院 し て い る 者 に つ い て 入院

の継続が必要であると認めるときは 、原則として 、 6 ヶ月ごとに

地方裁判所に対して入院継続確認の申立てをしなければならな

い （法第 4 9 条第 2 項） 。裁判所は、申立てについて、入院の継

続が必 要であ ると認めるときは 、入院継続確認の決定を しな け

ればならない （法第 5 1 条第 1 項 1 号） 。入院による医療は必要

でないがその他 の医療は必要であ ると認めるときは 、退院を 許

可 す ると と もに 、入 院に よら ない 医療つ まり 指定通院医 療機 関

へ の 通 院 医 療を 受けさせる旨の決定を しなけ ればならない （同

条第 1 項 2 号） 。裁判所が退院を許可する場合、なおも通院を

必要とするときは、通院期間を 3 年間とし、裁判所は、 2 年を超

ない範囲で期間を延長することができる （法第 4 4 条 ） 。裁判所

は、医療を 必要 としない ときに は、 「 医療を終了する旨 」の決定

 
4 1 6  国際人権規約 B 規約 （自由権規約 ）第 1 4 条 2 項に規定されており 、 「刑事上

の罪に問われているすべての者は、法律に基づいて有罪とされるまでは、無罪

と推定 （ （ p r e s u m p t i o n  o f  i n n o c e n c e ） ） される権利を有する。 」 と権利の形で

明確に保障しており 、日本も批准している 。   
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をしなければならない （法第 5 1 条第 1 項 3 号） 。   

医療観察法は、入院期間の上限を定めていない 。従って 、場

合 に よ っ て は 「 無 期入 院 」 に な る 可 能性が あ る 。 厚生 労 働省が

定める「入院処遇ガイドライン 4 1 7 」 によれば、おおむね 1 8 ヶ

月 以 内 で の 退 院を 目 指す と され て い る 。 尚 、厚 生労働 省の 「 心

神 喪 失 者 等 医 療観 察法に よ る入院 対象 者の状況 」 では入 院 対

象者の入院期間についてはなにも公表されていない。  

医療観察法に基づき入院決定された対象者に関して、入院継

続確認の申立て 、退院許可の申立て 又は医療終了の申立てが

なされ た 場合 の対応につい ては議論があ る 。 これにつき 、日本

弁護士会は、上記の申立てがなされた際に、審判期日を開催せ

ず、付添人を選任せず、聴聞の機会も与えずに入院を継続させ

るこ とは 、適 正 手続に 反して対象者の人身の自由を 奪う もので

あり、憲法 3 1 条、国際人権規約 B 規約 （自由権規約）第 9 条 1

項及び 4 項、障害者権利条約第第 1 4 条 2 項並びに 9 1 年国連

原則 1 7 及び 1 8 に反するから、医療観察法第 5 1 条第 1 項 1

号に定める入院継続確認等の決定をしよ う とする場合には、適

正手続保障の観点から 、審判期日の開催を必要的とするととも

に 、 必 ず 付 添 人 を 選 任 し 、 対 象 者 及 び 付 添 人 に 意 見 陳 述 の 機

会を与えるよう、医療観察法を改正すべきであるとする 4 1 8 。  

この点、入院継続を決定することは 、対象者の人身の自由を

奪 う こ と に 繋 が る も の で あ る か ら 、 適 正 手 続 保 障 の 観 点 か ら 、

審判期日の開催を必要的とすること 、必ず付添人を選任し対象

者及び付添人に意見陳述の機会を与えるべきできでなかろうか。   

ⅱ )  地域社会における処遇   

通院決定を受けた者又は退院許可を受けた者（法第 5 1 条第 1

項 2 号 ）は、指定通院機関の医療を受けなければならない （法第

4 3 条第 2 項 ） 。指定医療機関は、一定の基準を満たした病院の中

から厚生労働大臣が指定する ( 法第 1 6 条第 2 項 ） 。地域社会にお

け る 処 遇 は 、保 護 観察 所 が 行 う こ と と し 、保 護 観 察所 長 は 、指定

通院医療機関の管理者及び通院患者の居住地の知事等と協議の

上、通院患者の処遇に関する実施計画を定める （法第 1 0 4 条第 1

項 ） と と もに 、通 院 患 者に つ い ての医療 、精神保健観察及び援助

 
4 1 7  厚生労働省 ：医療観察法各種ガイドライン等 ：  

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i 2 / 0 0 0 0 1 9 7 5 8 9 _ 0 0 0 0 7 . h t m l  

( 2 0 2 4 年 9 月 5 日閲覧 ) 。   
4 1 8  2 0 2 1 年 「医療観察法における入院継続審判の必要的開催等を求める意見

書 」日本弁護士連合会 ：  

h t t p s : / / w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p / d o c u m e n t / o p i n i o n / y e a r / 2 0 2 1 / 2 1 0 7

1 6 _ 2 . h t m l  ( 2 0 2 4 年 9 月 6 日閲覧 ) 。   

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000197589_00007.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2021/210716_2.html
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2021/210716_2.html
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はこの実施計画に基づいて行われることを要する （法第 1 0 5 条） 。

通 院 期 間 中 は 、 保 護観 察 所 の 社 会 復帰調 整 官 に よ る 「 精 神保 健

観察」に付される （法第 1 0 6 条第 1 項 ） 。 「精神保健観察」は、継

続 的 な 医 療 を 受 け させ る た め に 必 要な 指導 そ の 他 の 措置 を 講ず

ることする （同条第 2 項 2 号） 。保護観察所長は、通院患者が医

療を受ける必要がないと認めたときは、地方裁判所に医療の終了

を申立てなければならない （法第 5 4 条第 1 項） 。   

( e ）  抗告   

検察官は①対象行為を行ったと認められない、又は心神喪失者な

どに当たらない とする理由での申立て却下の決定 、②入院 ・通院決

定、③医療を行わない旨の決定に対しては、決定に影響を及ぼす法

令 の 違 反 、 重 大 な 事実 の 誤 認 又 は 処 分の 著 し い 不 当 を 理 由と す る

場合に限り、 2 週間以内に、抗告をすることができる （法第 6 4 条第

1 項 ） 。対象者、保護者又は付添人は、決定に影響を及ぼす法令の

違 反 、 重 大 な 事 実 の 誤 認 又 は 処 分 の 著 しい 不 当 を 理 由 と す る 場 合

に限り、 2 週間以内に、抗告をすることができる （同条第 2 項） 。抗告

裁判所は、抗告の手続がその規定に違反したとき 、又は抗告の理由

がないときは、決定で抗告を棄却し （法第 6 8 条第１項 ） 、理由がある

ときは 、原決 定を取 り消して事件を 原裁判所に差戻 すなどの決定を

しなければならない （同条第 2 項） 。抗告裁判所の決定に対しては、

抗告権を有する者は、憲法違反、憲法解釈の誤り又は判例違反を理

由として、 2 週間以内に再抗告することができる （法第 7 0 条） 。  

もっ とも 、対象者、付添人には、入院継続を決定することも含めて

入 院 ・通 院 決 定 に 関 す る抗告権 が付与 さ れてい な い 。入 院若 し くは

入院継続決定は、対 象者の人身の自由を奪う処分であり 、対象者、

付 添 人 に も入 院 ・通院決定に 関する抗告権を 認めるべきでなかろ う

か。   

 

日本では、 2 0 1 2 年から 2 0 2 2 年の間、精神障害者があり刑事施設に

収容された新規受刑者は年平均 2 , 6 7 7 人であった。このうち医療観察法

の重大な対象行為の対象者は年平均 2 9 4 人であり、精神障害がある新

規受刑者のうちの平均 1 1 . 0 % に過ぎない。一方、刑事施設から出所した

精神障害がある受刑者で、精神保健福祉法により通報が行われた者は、

年平均 3 , 3 2 8 人に及ぶ 4 1 9 。 2 0 1 2 年から 2 0 2 2 年の間、精神保健福

祉法 に より 通 報 が 行 わ れた 者の数が 、精 神障害があ る新規受 刑者数よ

り下回ったことは一度もない。毎年平均 6 5 2 人以上の差が生じているこ

とから 、刑事 施設 で 受刑中に 、新たに精神障害を生じた 者が増加 （ 1 . 4 3

 
4 1 9  通報者の内医療刑務所からの出所者分は年平均 8 3 人である。通報者の内入

院措置対象者は、年平均 1 1 人である。   
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倍以上）していることは推認できうる。精神障害がある新規受刑者の罪名

では 、窃 盗 、詐 欺 、覚 醒 剤取締法 、道路交通法が主要を 占めてい る （平

均 7 5 . 3 % ） 。 これらはさほど重い量刑が科されない傾向にあるとはいえ、

精神障害がある新規 受刑者の平均約 6 8 . 2 % が再入所者であ るこ とを鑑

みると、刑期は通常より長 くなっていることが予想される。さらに 、高齢に

なると認知症の有病率が高まる 4 2 0 ことも加味すると、刑事施設で認知

症に罹患し悪化した者が多数出ている可能性がある。オーストラリアと比

較すると 、日本 では 、 メ ン タルヘルス障害や認知障害を持つ 者が関与す

る刑 事 訴 訟 手 続 き 、 及 びそ れ らの者 の治 療 、ケ ア 、管 理に 関 して 、法制

度的に後れを取っているように思われる。   

 

5 )  小括 - 2 0 0 0 年 N S W 州の精神障害犯罪者に関するダイバージョン法規改

定の特徴と評価   

( 1 )  精神障害の定義   

オース ト ラリアの他のほとんどの司法管轄区域では、精神障害の抗弁

の対象となり うる犯罪者を確定する目的で、精神障害の広範な定義を採

用している。 4 2 1 これらの定義は、程度の差こそあれ、連邦刑法 （ C t h ）
4 2 2 に基づいているが、それぞれにいくつかの違いがある。例えば、 S A

州、 W A 州、北部準州の定義では、パーソナリテ ィ障害を対象外としてお

り 4 2 3 、 W A 州の規定では脳損傷も対象外としている 4 2 4 。 さらに 、北

部準州の定義では、非自発的酩酊 ( i n v o l u n t a r y  i n t o x i c a t i o n ) を対象

としている 4 2 5 。尚、オーストラリアのほとんどの司法管轄区域では、パ

ーソナリテ ィ障害は精神疾患や精神障害の定義に含まれていないことに

留意する必要がある 4 2 6 。 V i c 州は、認知障害を、精神疾患、知的障

 
4 2 0  6 5 - 6 9 歳 1 . 5 % 、 7 0 - 7 4 歳 3 . 6 % 、 7 5 - 7 9 歳 1 0 . 4 % 、 8 0 - 8 4 歳 2 2 . 4 % （ 認知症

施策の総合的な推進について （ （参考資料 ）令和元年 6 月 2 0 日厚生労働省老

健局より ） 。   
4 2 1  C r i m i n a l  C o d e  A c t  1 9 9 5  ( C t h )  s  7 . 3 ( 8 ) ;  C r i m i n a l  L a w  

C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 A ( 1 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  A c t  

C o m p i l a t i o n  A c t  1 9 1 3  ( W A )  s  1  a n d  s  9 ( 1 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  2 0 0 2  

( A C T )  s  2 7 ( 1 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  A c t  ( N T )  s  4 3 A ;  M e n t a l  H e a l t h  A c t  

2 0 1 3  ( T a s )  s  4 ( 1 ) .   
4 2 2  「 精神障害 」には、老衰 ( s e n i l i t y ) 、知的障害、精神疾患、脳損傷及び重度の

パーソナリテ ィ障害 ( s e v e r e  p e r s o n a l i t y  d i s o r d e r s ) が含まれるとする

( C r i m i n a l  C o d e  A c t  1 9 9 5  ( C t h )  s  7 . 3 ( 8 ) ） 。   
4 2 3  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 A ( 1 ) ;  C r i m i n a l  

C o d e  A c t  ( N T )  s  4 3 A ;  C r i m i n a l  C o d e  A c t  C o m p i l a t i o n  A c t  1 9 1 3  

( W A )  s  1  a n d  s  9 ( 1 ) .   
4 2 4  C r i m i n a l  C o d e  A c t  C o m p i l a t i o n  A c t  1 9 1 3  ( W A )  s  1 .   
4 2 5  C r i m i n a l  C o d e  A c t  ( N T )  s  4 3 A .   
4 2 6  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 5 7 .  日本では 「パーソナリテ ィ障害 」は、責任能力に影

響しうるものとされている。例えば、徳島地判 2 1 年 3 月 1 3 日 （重度の回避性
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害、認知症、脳障害による障害と包括的に定義している 4 2 7 。   

N S W 州の 2 0 2 0 年の法律改定では、精神障害を 「 メンタルヘルス障害」

と 「認知障害」に明確に分けて定義した点が注目される 4 2 8 。両者の間

に治療 、ケア 、障害 者の 管理の面で差異 のあ るこ とが 、両者を分け て定

義した理由の一つとされる。 もっ とも 、犯罪行為の責任を問わないとする

精神障害の抗弁 4 2 9 では、メンタルヘルス障害と認知障害のいずれも

対象とする 。尚 、パ ーソナリテ ィ障害は 、他州に合わせてメン タルヘルス

障害に含めていない 4 3 0 。   

( 2 )  適性テストの法定化 （成文化 ）   

Q l d 州を除 くオース トラリアの大部分の司法管轄区域は、裁判の適性

の判断基準を法律で定めている 4 3 1 。被告人が認知障害又はメンタル

ヘルス障害によって裁判に不適性であるかどうかを判断するための基準

として 、オ ース ト ラ リ ア の 大部分ではプレ ッ サー （ P r e s s e r ） 「 基準 」が採

用されている 4 3 2 。適性テストを成文化した他の司法管轄区域では、裁

判不適性の要因を規定している。例えば、 A C T 、 S A 州、 T a s 州及び V i c

州 で は 「 そ の 者 の 精 神 的 過 程 に 障 害 （ d i s o r d e r e d ） 又 は 減 損

（ i m p a i r e d ） 」 があ る場合と されている 4 3 3 。 この文言につ いて は、か

 
人格障害のため心神耗弱 ） 。   

4 2 7  E v i d e n c e  A c t  1 9 5 8  ( V i c )  s  3 ( 1 ) 。尚 、 C r i m e s  A c t  1 9 5 8  ( V i c )  s  

5 2 A では、神経障害 ( n e u r o l o g i c a l  d i s o r d e r ) も含むとする。   
4 2 8  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  ( N S W )  s  4 ;  s  5 .   
4 2 9  N S W 州の新法 ( M H C I F A ) では 「 メン タルヘルス障害又は認知障害の抗弁 」 ( s  

8 . ) とい う 。   
4 3 0  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  ( N S W )  s  4 .   
4 3 1  A C T :  c o n s i d e r  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( A C T )  s  3 1 1 ;  N T :  C r i m i n a l  C o d e  

A c t  ( N T )  s  4 3 J ;  S A :  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  

2 6 9 H ;  T a s :  C r i m i n a l  J u s t i c e  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  1 9 9 9  ( T a s )  

s  8 ） ;  V i c ：  C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  

A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  6 ( 1 ) ;  W A ：  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  

A c c u s e d )  A c t  1 9 9 6  ( W A )  s  9 .  N S W 州の旧法でも適性に関する判断手続

きはあった （ M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0  ( N S W )  

P a r t  2 ） が適性判断はコモンローによるもので法定化はしていなかった。   
4 3 2  A C T :  c o n s i d e r  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( A C T )  s  3 1 1 ;  N T :  C r i m i n a l  C o d e  

A c t  ( N T )  s  4 3 J ;  S A :  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  

2 6 9 H ;  T a s :  C r i m i n a l  J u s t i c e  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  1 9 9 9  ( T a s )  

s  8 ；  V i c ：  C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  

A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  6 ( 1 )  ;  W A ：  C r i m i n a l  L a w  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  

A c c u s e d )  A c t  1 9 9 6  ( W A )  s  9 ;  N S W ：  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  

I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  ( N S W )  s  3 6 ） .  N S W 州は

今回の法律改定で法定化した。   
4 3 3  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( A C T )  s  3 1 1 ( 1 ) ;  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  

A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 H ;  C r i m i n a l  J u s t i c e  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t )  A c t  

1 9 9 9  ( T a s )  s  8 ； C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  
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なり広い解釈が必要 であると され 、 S A 州の裁判所では、聾唖の被告人

がこの文言に該当すると認めている 4 3 4 。 N S W 州の 2 0 2 0 年の法律改

定では、裁判不適性の要因について、新法第 3 6 条第 1 項で「 メンタルヘ

ルス障害若し くは認知障害、又はその両方があるため、又はその他の理

由により 」 と規定している 4 3 5 。 N S W 州の規定は、他州と比べて、より

裁判不適性の要因を明確に示しているように思われる。   

( 3 )  メンタルヘルス障害と認知障害の定義変更に伴う変更   

a )  メンタルヘルス障害と認知障害の抗弁（精神疾患若し くは精神障害の

抗弁 ）   

英米法を基礎とする国々のほとんどは、 M ’ N a g h t e n ルールのバー

ジョン （ v e r s i o n ） を持っている。オースト ラリアの連邦刑法 （ C t h ） を含

めたすべての司法管轄区域 4 3 6 、オーストラリア以外ではニュージー

ランド 、英国、カナダ、米国 （連邦法 ） 、国際刑事裁判所規程などにも、

M ’ N a g h t e n ルールの派生形がある 4 3 7 。英米法を基礎とするほと

んどの司法管轄区域は、メンタルヘルス障害と認知障害に関する法的

問題の処理において、根本的に異なる方法を取ってはいない。例えば、

ニュージーランド法委員会は 2 0 1 0 年 1 2 月にこの問題を検討し、 M ’

N a g h t e n に基づく定義を変更しないよう勧告した 4 3 8 。 N S W 州では

旧法に精神疾患の抗弁に関する記述はあったが 4 3 9 、 M ’ N a g h t e n

ルールはコモンローによるものであったため法定化はしていなかった。

2 0 2 0 年の法律改定では、新法 4 4 0 第 2 8 条において M ’ N a g h t e n

ルールを法定化して明示した。   

M ’ N a g h t e n ルールは、第 1 項において 「行為の性質を知らなかっ

た （ D i d  n o t  k n o w  t h e  n a t u r e  a n d  q u a l i t y  o f  t h e  c o n d u c t ） 」 こ

とを抗弁の対象とする。オーストラリアのすべての司法管轄区域は、同

 
T r i e d )  A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  6 ( 1 ) .   

4 3 4  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 2 8 .   
4 3 5  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  

2 0 2 0  ( N S W )  s  3 6 ( 1 ) .   
4 3 6  連邦 ：  C r i m i n a l  C o d e  1 9 9 5  ( C t h )  s  7 . 3 ( 1 ) ;  A C T ：  C r i m i n a l  C o d e  

2 0 0 2  ( A C T )  s  2 8 ;  N T ： C r i m i n a l  C o d e  1 9 8 3  ( N T )  s  4 3 C ;  Q l d ：  

C r i m i n a l  C o d e  1 8 9 9  ( Q l d )  s  2 7 ;  S A ：  C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  

A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 C ;  T a s ：  C r i m i n a l  C o d e  1 9 2 4  ( T a s )  s  1 6 ;  W A ：  

C r i m i n a l  C o d e  1 9 1 3  ( W A )  s  2 7 ;  V i c ；  C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  

a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  2 0 ( 1 ) ;  N S W ：  M e n t a l  

H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  

（ N S W ）  s  2 8 ( 1 ) .  N S W 州は 2 0 2 0 年の法律改定で成文化された。   
4 3 7  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 5 0 .   
4 3 8  I d ,  a t  p . 5 0 .   
4 3 9  M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0  ( N S W )  P a r t  4 .   
4 4 0  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  ( N S W ) .   
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項を支持している 4 4 1 。但し 、 T a s 州は、 M ’ N a g h t e n ルール第 1 項

の ” n a t u r e  a n d  q u a l i t y “ とい う用語の使用を避け、代わりに、被告

人が 「当 該行 為又 は 不作為の物理的特性 ( ” p h y s i c a l  c h a r a c t e r “ )

を理 解 するこ と 」が できない こ とを 抗弁の対象とする 4 4 2 。 W A 州と

Q l d 州は、本人が何をしているかを理解する能力が奪われているかど

うかのテストに M ’ N a g h t e n ルール第 1 項を使用している 4 4 3 。   

M ’ N a g h t e n ルールは、第 2 項において 「その行為が悪いことだと

知らなかった （ D i d  n o t  k n o w  t h a t  t h e  a c t  w a s  w r o n g ） 」 こ とを抗

弁の理由とする。同項はオーストラリアで広く受け入れられ、連邦刑法

（ C t h ） 、及び A C T 、北部準州、 V i c 州などの関連規定に反映されてい

る 4 4 4 。   

M ’ N a g h t e n ルールは、第 3 項において 「行為を制御することができ

なかった （ W a s  u n a b l e  t o  c o n t r o l  t h e  c o n d u c t ） 」 こ とを抗弁の対

象とする。同項は当初の M ’ N a g h t e n テストには含まれていなかった

が、個人の行為を制 御できないことのテ ス ト と して追加された 。 これは、

国際刑事裁判所ローマ規程にて採用されており 、オーストラリアでも連

邦刑法（ C t h ） 、 A C T 、北部準州、 Q l d 州、 S A 州、 W A 州などで採用さ

れている 4 4 5 。   

もっとも 、 V i c 州法改革委員会（ V L R C ）は 、 2 0 0 4 年に M ’ N a g h t e n

 
4 4 1  連邦 ：  C r i m i n a l  C o d e  ( C t h )  s  7 . 3 ( 1 ) ( a ) ;  A C T ：  C r i m i n a l  C o d e  

( A C T )  s  2 8 ( 1 ) ( a ) ;  N T ： C r i m i n a l  C o d e  ( N T )  s  4 3 C ( 1 ) ( a ) ;  S A ：  

C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 C ( a ) ;  V i c ；  

C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  A c t  1 9 9 7  

( V i c )  s  2 0 ( 1 ) ( a ) ;  N S W ：  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  

F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  （ N S W ）  s  2 8 ( 1 ) ( a ) .  N S W 州は 2 0 2 0 年

の法律改定で成文化された。   
4 4 2  T a s ：  C r i m i n a l  C o d e  ( T a s )  s  1 6 ( 1 ) ( a ) .   
4 4 3  W A ：  C r i m i n a l  C o d e  ( W A )  s  2 7 ;  Q l d ：  C r i m i n a l  C o d e  ( Q l d )  s  2 7 .  

例えば、同法第 2 7 条第 ( 1 ) 項では 「自己の行為を理解する能力 ・ ・ ・ を奪うよう

な精神障害 （ m e n t a l  i m p a i r m e n t ） の状態にあった場合 」 とする。   
4 4 4  連邦 ：  C r i m i n a l  C o d e  ( C t h )  s  7 . 3 ( 1 ) ( b ) ;  A C T ：  C r i m i n a l  C o d e  

( A C T )  s  2 8 ( 1 ) ( b ) ;  N T ： C r i m i n a l  C o d e  ( N T )  s  4 3 C ( 1 ) ( a ) ;  S A ：  

C r i m i n a l  L a w  C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 C ( b ) ;  V i c ；  

C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  A c t  1 9 9 7  

( V i c )  s  2 0 ( 1 ) ( b ) ） ;  N S W ：  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  

F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  （ N S W ）  s  2 8 ( 1 ) ( b ) .  N S W 州は 2 0 2 0 年

の法律改定で成文化された。   
4 4 5  C r i m i n a l  C o d e  ( C t h )  s  7 . 3 ( 1 ) ( c ) ;  C r i m i n a l  C o d e  ( A C T )  s  

2 8 ( 1 ) ( c ) ;  C r i m i n a l  C o d e  ( N T )  s  4 3 C ( 1 ) ( c ) ;  C r i m i n a l  L a w  

C o n s o l i d a t i o n  A c t  1 9 3 5  ( S A )  s  2 6 9 C ( c ) ;  C r i m i n a l  C o d e  ( W A )  s  

2 7 ( 1 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  ( Q l d )  s  2 7 （ 1 ） .  例えば、 S A 州の刑法統合法 1 9 3 5

年 （ S A ） 第 2 6 9 C 条には、精神疾患の抗弁の一部として 、自分の行動を制御す

ることができなかったという規定している 。尚、 T a s 州は C r i m i n a l  C o d e  

( T a s )  s  1 6 ( 1 ) ( b ) で 「精神疾患のために実質的に抵抗する力を奪われていた

衝動の下で行われたとき 」 と規定している。   
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テストを見直し 、 「意思的要素 （ v o l i t i o n a l  e l e m e n t ） 」 を立法に挿入

すべきでないと結論付けた。 V L R C は、 M ’ N a g h t e n ルールの抗弁の

第 2 項に 「自分の行為が間違っているかどうかを 、適度な分別と冷静

さをもって推論できない 」要件を含めることで 4 4 6 、行為を制御できな

いような被告人を含め対応できるために M ’ N a g h t e n ルール第 3 項を

必要としないと結論付けた 4 4 7 。 2 0 2 0 年の N S W 州の法律改定では、

前述のとおり N S W 州法改革委員会（ N S W L R C ） よ り M ’ N a g h t e n ル

ール第 3 項を条文に採用すべきとの勧告 4 4 8 があったにも関わらず、

新法第 2 8 条には採用されなかった。この点、国際刑事裁判所ローマ

規程第 3 1 条第１項 ( a ) において既に規定されており 4 4 9 、刑法規定

のグローバル化の視点に立てば立法府は採用すべきであったと考える。   

M ’ N a g h t e n ルールの適用にあたり 、裁判所では長年にわたり 、妄

想の結果として行動した被告人を無罪にするための対応に苦慮してき

た 。 妄 想 の も と で 行 動 す る 、 妄想 的信 念 に 基づ く 被告 人に 対 して M ’

N a g h t e n テス トを適用する場合には、被告人が 「①自分のしているこ

と 、客観的に見れば自分のしていることが間違っていること 」は分かっ

て い て も 、 妄 想 に よ っ て 現 実 感 覚 や 判 断 力 が 深 く 損 な わ れ 、 自 分 の

「② 行 動 に責 任 を 持てな くな ってい る 」可能性があ るが 、 これを どの よ

うに 処 理 す べ き か が 問 題と な る 。そ こ で 、 オ ース ト ラ リ ア のい く つ かの

司法管轄区域では、妄想的信念に対応する問題を法令で対処しよう と

してい る 。具 体的に は、被告人が妄想の影響を受けてい る場合、物事

の現実の状態が被告人の信じている通りであったことを仮定的な前提

とした上で、 2 つ ( ①② ) の法定抗弁規定の適用の可否を判断するので

ある 4 5 0 。尚 、 N S W 州の 2 0 2 0 年の改定では、妄想の結果として行

動した被告人を無罪にするための対応は、新法に盛り込まれていない。   

b )  「行為は証明されたが刑事責任を問われない行為」の特別評決   

 
4 4 6  V i c 州 C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  

A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  2 0 ( 1 ) ( b ) は、抗弁として 「その行為が間違っていることを

知らなかった （ d i d  n o t  k n o w  t h a t  t h e  c o n d u c t  w a s  w r o n g ） （ つまり 、合

理的な人々が認識するその行為が間違っているかどうかについて、適度な分別

と冷静さをもって推論することができなかった ） 。 」 と規定する。   
4 4 7  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 6 7 .    
4 4 8  報告書 1 3 8 勧告 3 . 1 。尚 、 N S W 州 M H C I F P A 第 2 8 条第 ( 1 ) 項 ( b ) は、 「その

行為が間違っていることを知らなかった ( d i d  n o t  k n o w  t h a t  t h e  a c t  w a s  

w r o n g ) （ つまり 、合理的な人々が認識するその行為が間違っているかどうかに

ついて、適度な分別と冷静さをもって推論することができなかった ） 。 」 と規定す

る。   
4 4 9  R o m e  S t a t u t e  o f  t h e  I n t e r n a t i o n a l  C r i m i n a l  C o u r t  第 3 1 条 ( 1 ) ( a )

は 「…自己の行為を法の要件に従うように制御する能力を破壊 （ d e s t r o y ） する

精神的な疾患又は精神的な欠陥に罹患している… 」 と明記している。   
4 5 0  C r i m i n a l  C o d e  1 8 9 9  ( Q l d )  s  2 7 ( 2 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  1 9 1 3  ( W A )  s  

2 7 ;  C r i m i n a l  C o d e  1 9 2 4  ( T a s )  s  1 6 ( 3 ) .  参考 C r i m i n a l  C o d e  1 9 9 5  

( C t h )  s  7 . 3 ( 7 ) ;  C r i m e s  A c t  1 9 6 1  ( N Z )  s  2 3 ( 3 ) .   
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N S W 州の旧法では、精神疾患の抗弁に成功した者は、 N G M I と認

定され、法医学患者になったとしても刑事責任を免除される。その場合、

評 決 は 「 精 神 疾 患 を 理 由 と し て 無 罪 （ n o t  g u i l t y  b y  r e a s o n  o f  

m e n t a l  i l l n e s s ） 」 と されていた 4 5 1 。 N G M I と認定された場合の評

決は司法管轄区域によって異なり 、 N S W と同様に 「無罪 」とするものの

ほ か 、積 極 的 に 「無実 」 と しない が 「刑事責任を 問われない 」 との消極

的な規定にとどめるものもある 4 5 2 。例えば、連邦刑法（ C t h ） は 、そ

の者が犯罪を犯した時に、所定の効果を持つ精神障害を患っていた場

合に 「刑事責任を問われない 」 と規定し、 A C T 、 Q l d 州、 T a s 州、 W a s

州も同様である 4 5 3 。 N S W 州は 2 0 2 0 年の法律改定で、大部分の州

と同 様 に 、新 法 の 第 5 9 条 （ 特別審理 に お け る評決 ）第 ( 1 ) 項 ( b ) で 、

「行為は証明されたが刑事責任はない 」 と明記した 4 5 4 。国際刑事裁

判所ローマ規程第 3 1 条第１項も 「刑事責任を負わない 」 としており、こ

れに倣ったといえよう 。   

c )  メンタルヘルス障害や認知障害を有する者のダイバージョン   

オースト ラリアにおいて、裁判所によるダイバージ ョン制度を法定化

し 、 す べ て の 下 級 裁 判 所 で 実 施 し て い る の は N S W 州 だ け で あ る 。

N S W 州は、すでに旧法の段階でダイバージョン制度にかかる規定を持

っていた 4 5 5 。 2 0 2 0 年の N S W 州の法律改定では、メンタルヘルス

障害と認知障害を明確に定義し 4 5 6 、旧法で複数の条文にわたって

規定していたダイバージョン規定を新法第 1 4 条（裁判官が行うことが

できる命令 ）にまとめ、 メンタルヘルス障害や認知障害を有する被告人

いずれにも一元的に対応できるようにしている 。 これは高 く評価できる

もの の、 N S W L R C が勧告していた 警察よるダ イバージ ョ ンがま った く

採用されなかった点は、今後の課題と考える。   

d )  実質的障害の抗弁  

実質的障害の抗弁は、 N S W 州 1 9 0 0 年犯罪法第 2 3 A 条 4 5 7 で規

 
4 5 1  M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0 （ N S W ）  s  3 8 ( 1 ) 。  

北部準州は 「無罪とされなければならない 」 （ C r i m i n a l  C o d e  1 9 8 3  ( N T )  s  

4 3 C （ 2 ） ） とする 。 V i c 州も同様である （ C r i m e s  ( M e n t a l  I m p a i r m e n t  a n d  

U n f i t n e s s  t o  b e  T r i e d )  A c t  1 9 9 7  ( V i c )  s  2 0 ( 2 ) ） 。   
4 5 2  日本の刑法第 3 9 条第 1 項は、 「心神喪失者の行為は、罰しない 。 」 と規定し、

ドイツ刑法典第 2 0 条は、 「責任なく行為したものである 」 と規定する。   
4 5 3  C r i m i n a l  C o d e  ( C t h )  s  7 . 3 ;  C r i m i n a l  C o d e  ( A C T )  s  2 8 ( 1 ) ;  

C r i m i n a l  C o d e  ( Q l d )  s  2 7 ( 1 ) ;  C r i m i n a l  C o d e  ( T a s )  s  1 6 ( 1 ) ：  

C r i m i n a l  C o d e  A c t  C o m p i l a t i o n  A c t  1 9 1 3  ( W A )  s  2 7 ( 1 ) .   
4 5 4  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  （ N S W ）  s  5 9 ( 1 ) ( b ) .   
4 5 5  M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0 （ N S W ） .   
4 5 6  M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  （ N S W ）  s  4 ， s  5 .   
4 5 7  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W )  s  2 3 A .   
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定されており 、日本の刑法第 3 9 条第 2 項の限定責任能力 4 5 8 に相

当するもので必要的減軽を行う 4 5 9 。オーストラリアでは、 N S W 州の

他、 A C T 4 6 0 、 Q l d 州 4 6 1 、北部準州 4 6 2 においても、実質的障

害又は限定責任能力 （ d i m i n i s h e d  r e s p o n s i b i l i t y ） の抗弁が存在す

る。 A C T と N S W 州は、殺人の裁量判決オプションと実質的障害の抗

弁の両方を持つ数少ない司法管轄区域である 4 6 3 。  

2 0 0 4 年 に は V L R C 、 2 0 0 7 年 に は W A 州 法 改 革 委 員 会 4 6 4

（ L R C W A ） が 、 こ の 抗 弁 の 導 入 に 反 対 す る よ う 勧 告 し た 4 6 5 。

N S W L R C は、法律改定の検討の際に、旧法の規定 4 6 6 に問題があ

る こ と を 認 め た 上 で 、 メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 や 認 知 障 害 は そ の 性 質

（ n a t u r e ） や 効 果 に お い て 複 雑 で 多 様 で あ り 、 そ の 複 雑 さ ゆ え に 、 適

切な範囲の法的対応が必要であるなどの理由から、 1 9 0 0 年犯罪法第

2 3 A 条に規定される実質的障害の抗弁を残した上で 、精神障害 （ メン

タ ル ヘ ル ス 障 害 や 認 知 障 害 ） の 要 件 を 修 正 す る よ う 勧 告 4 6 7 し た
4 6 8 。 2 0 2 0 年の法律改定では、 N S W L R C 勧告案が採用されている
4 6 9 。これにより、 1 9 0 0 年犯罪法第 2 3 A 条の実質的障害の抗弁の

規定は、責任能 力が 著し く耗弱している場合の必要的減軽として法律

改定後も維持された。   

e )  嬰児殺し 4 7 0   

N S W 州の 1 9 0 0 年犯罪法 4 7 1 第 2 2 A 条は「嬰児殺し 」を規定して

いる 4 7 2 。 2 0 2 0 年に 1 9 0 0 年犯罪法第 2 2 A 条を改定する以前の規

 
4 5 8  日本の刑法典第 3 9 条第 2 項は、 「心神耗弱者の行為は、その刑を減軽す

る。 」 と規定し、 ドイツ刑法典では第 2 1 条で規定する。   
4 5 9  注 1 7 4 を参照。   
4 6 0  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( A C T )  s  1 4 .   
4 6 1  C r i m i n a l  C o d e  A c t  1 8 9 9  ( Q l d )  s  3 0 4 A .   
4 6 2  C r i m i n a l  C o d e  1 9 8 3  ( N T )  s  1 5 9 .   
4 6 3  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( A C T )  s  1 4 .   
4 6 4  L R C W A ：  W e s t e r n  A u s t r a l i a  L a w  R e f o r m  C o m m i s s i o n .   
4 6 5  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 8 9 .   
4 6 6  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W )  s  2 3 A .   
4 6 7  報告書 1 3 8 勧告 4 . 1 を参照。   
4 6 8  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 0 1 .   
4 6 9  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W )  s  2 3 A .   
4 7 0  分娩直後の、又は出生後間もない子の殺害。通常は、母親の手による場合を

いい、その精神状態の不安定性、経済状況や父子関係等の子の育成に関する

悲観的事情が動機形成要因となることが多いことを顧慮し、一定条件下に、

m u r d e r （ 謀殺 ）の要件を充足する場合でも m a n s l a u g h t e r （ 故殺 ） として扱うな

ど 、独立の軽減処罰類型とされる 。 F e t i c i d e （ 胎児殺 ） とともに 、 p r o l i c i d e （ 嬰

胎児殺 ） という範疇に包括される ( 『 英米法辞典 』 ) 。   
4 7 1  オーストラリアでは、法律名に必ず最初の制定年が入る。たとえば、 “ C r i m e s  

A c t  1 9 0 0 ” は 1 9 0 0 年犯罪法とする。   
4 7 2  現在の日本の刑法典、ドイツの刑法典では 「嬰児殺し 」に相当する規定がな

い。  注 1 7 5 を参照。   
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定 4 7 3 は、 1 9 3 8 年嬰児殺し法 （英国 ）をそのまま引用しており、半世

紀以上前に導入されて以来、改定されていなかった 4 7 4 。オーストラ

リ ア に お い て 「 嬰 児 殺 し 」 の 規 定 が あ る の は 、 N S W 州 の 他 、 T a s 州
4 7 5 、 V i c 州 4 7 6 だけである。 T a s 州の規定は、精神障害の可能性

のある原因として授乳 4 7 7 に言及していないことを除けば、 N S W 州

の 2 0 2 0 年改定前の犯罪法第 2 2 A 条と類似していた。 V i c 州の嬰児

殺しの規定は、法律の要件を近代化するために 2 0 0 5 年に改定された
4 7 8 。 V i c 州法では、授乳が含まれないこと、被害乳幼児の最高年齢

が 1 歳ではなく 2 歳であること、拘禁刑の最高刑が 5 年であること、出

産に起因する障害によって被告人の心の均衡（ b a l a n c e  o f  h e r  m i n d ）

が乱される可能性があることなどの点で N S W 州の 2 0 2 0 年改定前の

規定とかけ離れていた 4 7 9 。  

ニュージーランドとカナダ 4 8 0 の嬰児殺しの規定も、英国法を基礎

としている 。 しかし 、ニュージーランドの規定は、他国と比べて著し く適

用範囲が広い 4 8 1 。被害者の子供は 1 0 歳までで、精神障害は被害

者又は別の子供の出産に起因する場合がある。出産や授乳によって、

あ る い は 出 産 や 授 乳に 起 因 す る 障害 に よっ て 、 母 親 の心 の 均衡 が 損

なわれている場合もある。刑期は最長 3 年である 4 8 2 。   

2 0 0 7 年 L R C W A は、出産と精神障害の間に生物学的な関連性が必

要 で あ る こ と を 根 拠 に 、 W A 州 の 嬰 児 殺 し の 規 定 の 廃 止 を 勧 告 し た
4 8 3 。 W A 州 は こ れ に 従 い 、 2 0 0 8 年 に 嬰 児 殺 し の 規 定 を 廃 止 し た
4 8 4 。   

N S W 州では、嬰児殺しの規定を巡っては、ジェンダー的な医学的前

提や、 「実質的障害」の抗弁と重複する可能性のあること、法文の文言

と内容が 現代医学 の 知見に基づいて いな いとの欠陥があるこ とから 、

その存続について疑義が呈されていた。しかし、 N S W L R C は嬰児殺し

の廃 止を求 める主張 に理解を 認めつつ 、 「実質的障害 」が精神疾患と

その行為への影響に焦点を当てるのに対し、 「嬰児殺し 」の規定は、裁

 
4 7 3  C r i m e s  A c t  1 9 0 0  ( N S W )  s  2 2 A .   
4 7 4  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 1 1 .   
4 7 5  C r i m i n a l  C o d e  ( T a s )  s  1 6 5 A ,  s  3 3 3 .   
4 7 6  C r i m e s  A c t  1 9 5 8  ( V i c )  s  6 .   
4 7 7  粉ミルクがなく母乳が育児において必須の時代では、授乳は母親にとって大き

な負担で、オーストラ リアではこれが精神障害、若し くは精神障害を悪化させる

原因のひとつと考えられていた。   
4 7 8  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 1 1 .   
4 7 9  I d ,  a t  p . 1 1 2 .   
4 8 0  C r i m i n a l  C o d e  （ C a n a d a ）  s  2 3 3 .   
4 8 1  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 1 2 .   
4 8 2  C r i m e s  A c t  1 9 6 1  ( N Z )  s  1 7 8 ( 1 ) .   
4 8 3  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p . 1 1 8 .   
4 8 4  I d ,  a t  p . 1 1 2 .   
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判所 が 、精 神 疾 患 を 生 じた 女 性の生活に お け る 、 よ り 広範な 社会的 ・

経済的ストレス要因を適切に考慮することを可能にする、 「特定の状況

に 対 す る 実 際 的 な 法的 解 決 策 」 で あ る と し 、 存 続 を 前 提 と し た 条 文 の

見直しを勧告した 4 8 5 。 2 0 2 0 年の法律改定では、行為の時点でメン

タルヘルス障害を有していたこととすべきとの N S W L R C 勧告案 4 8 6

に従い法文が改定された。   

 

以上、オーストラリア N S W 州の精神障害触法者 4 8 7 の処遇の改善につい

て精察した。続いて、これを参考に、日本での高齢・精神障害触法者（高齢触法

者及び精神障害触法者）の処遇の改善についての検討を試みる。   

  

 
4 8 5  s u p r a  n o t e  9 7  a t  p p . 1 1 0 - 1 2 5 .   
4 8 6  報告書 1 3 8 勧告 5 . 1 を参照。   
4 8 7  以降、法律に触れる行為をした者として 「触法者 」 との用語を用いる。   
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Ⅱ .  日本での高齢・精神障害触法者の処遇検討   

オ ース ト ラ リ ア では 、 高 齢 者問 題は 顕在 化し てい な い 、 し か し 、 メ ン タルヘ

ルス障害や認知障害を抱えている受刑者を刑事施設に多数収容していること

は大きな問題となっており 、 これは、近年の精神障害者の司法的処遇に関す

る立法の 動 向 に 顕 著 に 表 れ てい る 。又 、 ド イ ツでは 、日本と 同様に 高齢化が

進んでいるものの、 「社会内の処遇 」の実践などにより 、刑事施設に収容され

る高齢受 刑 者 は さほど増 加 してい ない 。そ もそ も ド イ ツでは 、 メ ン タルヘ ルス

障害や認 知 障 害 を 抱 え る犯 罪 者に つ い ては 、 保安処 分が適 用さ れる た め刑

事施設には収容されない。従って、認知症受刑者の処遇の問題も顕在化して

いないのである。  

一方、日 本は 、多数 の高齢受刑者、 さ らに相当数のメンタルヘルス障害や

認知障害を抱えている受刑者を 、刑事施設に収容している 。精神障害の有無

を問わず、高齢受刑者にとって認知障害のひとつである認知症の発症は大き

な脅威 とな る 。 こ の よ うに し て 、日 本で は 、認 知症受 刑者の 処遇の問 題は現

在すでに顕在化したものとなっており、対応は急務である。  

日本では、メンタルヘルス障害や認知障害を有する触法者の処遇に関する、

総合的 ・体系的な法律はない。これに対し、オーストラリアでは、メンタルヘル

ス障害や認 知 症受 刑者 など認知障害を 有する触法者を 、 「 収監に よる更生 」

から 「治療による触法者の問題解決 」に転換する制度 （ メンタルヘルス ・ コート

や裁判所ダイ バ ージ ョン ） を 構築し 、結果と して再犯の防止に つなげるこ とを

刑事政策の 大きな柱 に据えて 、 この方向性を積極的に推進している 。オ ース

ト ラ リアの刑事政策は、施設内処遇に適しているとは言い難い認知症等の高

齢者や精神障害者などに対し拘禁刑を科すことにどのような意義があるのか、

その再考をわが国に示唆しているように思われる。   

ここでは 、オ ース ト ラ リア 、そ して日本の刑法に比較的親和性のある ドイツ

などを参考に、日本のメンタルヘルス障害や認知障害を有する精神障害触法

者 、高齢触 法 者 の 処 遇 に 関 する刑事政策 、特に 「治療的な 司法ア プローチ 」

について検討を試みる。   

 

まず第 1 に、日本特有の触法者に対する福祉的な支援である、出口支援と

入口支援について検討する。   

 

1  出口支援と入口支援   

出口支援とは、刑事司法の出口、すなわち、刑務所等の矯正施設から出所

等する段階にある者に対して行う 、就労支援や住居等の確保といった福祉的

支援の総称である。これに対し、刑事司法の入口、すなわち、起訴猶予処分

を受けたり、略式命令等により罰金等の財産刑のみに処せられ、あるいは全

部執行猶予付判決を言い渡されることが見込まれる段階にある被疑者・被告
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人等、矯正施設における処遇を経ない者に対して行う福祉的支援は入口支援

と呼ばれる 4 8 8 。   

出口支援及び入口支援の法的根拠は、 「再犯防止推進法」 ( 平成 2 8 年 1 2

月 1 4 日第 1 0 4 号 ) に求めることができる。同法第 1 7 条は 「国は、犯罪をし

た者等のうち高齢者、障害者等であって自立した生活を営む上での困難を有

するもの及び薬物等に対する依存がある者等について、その心身の状況に応

じた適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう、医療、保

健、福祉等に関する業務を行う関係機関における体制の整備及び充実を図る

ために必要な施策を講ずるとともに、当該関係機関と矯正施設、保護観察所

及び民間の団体との連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。 」 と規定

している 4 8 9 。   

もっとも 、入口支援、出口支援を実施する主体は、政府機関 （検察庁、保護

観察所、刑事施設など ） 、自治体、関係団体など様々である。福祉的支援とし

ては、生活保護受給などの福祉制度の手続き支援、住居等の確保、施設入

所（更生施設、介護施設など含む ）支援、入院支援、就労支援などがある。入

口支援も出口支援も強制処分ではなく 、任意的なものである。もっとも、仮出

所などの場合は、出口支援を受けることがその条件となりえる。   

 

1 )  出口支援   

高齢受刑者に対する出口支援には、 2 0 0 9 年度に開始された 「特別調

整」の取組と、更生保護施設における 「特別処遇」 4 9 0 及び高齢の保護観

察対象者に対する就労支援がある。   

( 1 )  特別調整   

「特別調整」 とは、高齢又は障害のため自立した生活をすることが困難

であるのに、身寄りがないなど適切な帰住先がない受刑者 ( 少年院在院

者含む ) について、出所後速やかに適切な介護、医療、年金等の福祉サ

ービスを受けるようにするため出口支援における生活環境の調整の特別

な取り組みである 4 9 1 。   

具体的には、法務省と厚生労働省が連携し、福祉サービス等を受ける

必要があると認められること、その者が支援を希望していることなどの特

別調整の要件を全て満たす矯正施設の被収容者を矯正施設等及び保護

観察所が選定し、各都道府県が設置する地域生活定着支援センター

 
4 8 8  平成 3 0 年版犯罪白書 8 8 1 頁。   
4 8 9  日本の刑事施設収容法 （刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律 ）

では何ら規定されていない。  更生保護法第 4 章生活環境の調整 （第 8 2 条 - 8 4

条 ） 、同法第 5 章更生緊急保護等 （第 8 5 条 ）にも福祉的支援が規定されてい

る。   
4 9 0  瀧澤千都子 「高齢犯罪者の社会復帰 」法律のひろば第 7 2 巻 1 号 ( 2 0 1 9

年 ) 5 6 頁。 「特別調整 」 ・ 「特別処遇 」 との用語を使用し 「 （社会 ）福祉的支援 」 と

か 「社会的援助 （ ドイツの場合 ） 」 との用語を用いていない。   
4 9 1  平成 3 0 年版犯罪白書 5 8 頁、 6 6 頁、 3 4 2 頁。   
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4 9 2 に依頼して、適当な帰住先の確保を含めた、出所後の福祉サービ

ス等について特別に調整を行うのである 4 9 3 。   

特別調整対象者の要件は、 「①高齢 （おおむね 6 5 歳以上）又は身体

障害、知的障害若し くは精神障害があること 、②釈放後の住居がないこ

と、③福祉サービス等を受ける必要があると認められること、④円滑な社

会復帰のために特別調整の対象とすることが相当と認められること、⑤

特別調整を希望していること、⑥個人情報の提供に同意していること 」で

ある 4 9 4 。   

（ a )  特別調整の課題   

2 0 1 6 年度の法務総合研究所の調査によれば、特別調整対象者

と同数の特別調整辞退者が存在した。この中には、出所・出院直前

に調整を辞退した者もあった。又、経歴等から調整が困難である者

や、更生保護施設等が一時的に受け入れ受入先の調整中に再犯を

して特別調整より脱落した者もあった 4 9 5 。このような者に、今後

どのように対応していくのかは課題として残されている。又、地域生

活定着支援センターによる出所後のフォローアップ業務は増加して

いるが、出所後に保護観察所等が継続的に支援に関与する意義を

訴える声もあり、同センターとの、今後より一層の連携が求められて

いる 4 9 6 。   

( 2 )  特別処遇   

「特別処遇」 とは、更生保護施設において、高齢者や障害者等の特性

に配慮しつつ社会生活に適応するための処遇をいう 4 9 7 。   

2 0 0 9 年度から、指定更生保護施設は、高齢又は障害によって特に自

立が困難な刑務所出所者等に対し、社会生活に適応するための指導や

自立した日常生活のための訓練、医療機関と連携した健康維持のため

の助言、更生保護施設退所後に円滑に福祉サービス等を受けることがで

きるようにするための手続の支援や調整等、その特性に応じた処遇を実

施している 4 9 8 。又 、特別調整になった者で、出所後に受入先の事情

等により直ちに福祉施設等に入居できない者や福祉施設等への受入れ

が決まらなかった者も、一時的に指定更生保護施設にて受け入れ、特別

処遇を実施することがある。その際、指定更生保護施設は、地域生活定

着支援センターや受入先となる福祉施設等に対し、特別処遇対象者の心

身状況や生活状況の伝達等を行っている 4 9 9 。特別処遇対象者の要

 
4 9 2  厚生労働省の地域生活定着促進事業により各都道府県に設置。   
4 9 3  令和 5 年版犯罪白書 8 0 頁。   
4 9 4  平成 3 0 年版犯罪白書 3 4 2 頁。   
4 9 5  同 3 4 2 - 3 4 8 頁、 3 9 2 頁。   
4 9 6  法務省 『平成 3 0 年版再犯防止推進白書 』 （ 2 0 1 8 年 ） 3 9 5 頁。   
4 9 7  平成 3 0 年版犯罪白書 3 5 3 頁。   
4 9 8  同 3 5 3 頁。   
4 9 9  同 3 5 3 頁。   
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件は、①高齢（おおむね 6 5 歳以上）であり 、又は障害（身体 ・知的 ・精神

のいずれか）があると認められること 。②適当な住居がないこと。③高齢

又は障害により、健全な生活態度を保持し自立した生活を営む上で、公

共の衛生福祉に関する機関等による福祉サービス等を受けることが必要

であると認められること。上記の①から③までの全てを満たし、かつ、更

生保護施設に一時的に受け入れることが必要かつ相当であると保護観

察所の長が認める者である 5 0 0 。   

( a )  特別処遇の課題認識   

法務総合研究所は、更生保護施設における高齢犯罪者の受入れ

及び処遇の実態を明らかにすることを目的として、 2 0 1 8 年 1 月、全

国の更生保護施設に対してアンケート調査を行った 5 0 1 。その調

査結果によると、高齢者・非高齢者のいずれも、 「身体疾患等」 、 「精

神疾患等」及び 「過去の更生保護施設での問題行動」が多く挙がっ

ていた。犯罪者の更生保護施設からの退所先の確保や就職の難し

さ、認知機能の低下等に苦慮している実情が見られ、受刑中の医療

等に関する詳細な情報の提供や、受刑中の認知症等の疾患や身体

機能についての精査が一層進むことを望む声が多かった。さらに同

調査結果では、指定更生保護施設における体制整備が、地方公共

団体や医療機関等との地域のネットワーク構築に重要な役割を果た

していることが示された。これにより 、指定更生保護施設の更なる整

備・拡充が必要であると指摘されている 5 0 2 。   

( 3 )  高齢の保護観察対象者に対する就労支援   

保護観察対象者全体を見ると、保護観察終了時に無職である者は、有

職者と比べ、取消・再処分率が顕著に高く 、高齢の保護観察対象者で仮

釈放を受けた者についても同様の傾向が認められる。高齢の保護観察

対象者であっても、 A D L や認知機能に特段の問題がない者が多いことも

踏まえ、保護観察所は、高齢の保護観察対象者に対しても就労支援を実

施している 5 0 3 。   

 

2 ）  入口支援   

( 1 )  概要   

高齢又は障害（精神障害や知的障害）を有するなど、社会的に脆弱な

立場にある被疑者・被告人を対象とし、円滑な社会復帰を促し再犯を防

 
5 0 0  平成 3 0 年版再犯防止推進白書 4 6 頁。   
5 0 1  平成 2 0 1 7 年に高齢対象者 （更生保護施設での新規委託受理時の年齢が 6 5

歳以上の者をいう 。以下この項において同じ 。 ） を受け入れた実績のある 9 4 施

設からの回答を分析した ( 平成 3 0 年版犯罪白書 3 5 5 頁 ) 。   
5 0 2  同 3 9 5 頁。   
5 0 3  同 3 6 2 頁。   
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止するため 5 0 4 、刑事司法の入口段階すなわち、矯正施設に入所する

に至る前の段階で、罪を犯した者に対し、福祉的支援につなげるなどの

社会復帰支援（入口支援）が行われている 5 0 5 。起訴猶予処分を受け

たり、略式命令等により罰金等に処せられ、あるいは全部執行猶予付判

決の言い渡しが見込まれる被疑者 ・被告人等、矯正施設における処遇を

経ない者に対しては 5 0 6 、更生緊急保護（更生保護法第 8 5 条 ）や保護

観察付全部執行猶予 （刑法第 2 5 条の 2 ） の制度が活用されている。さら

に、検察庁、保護観察所、地域生活定着支援センター、弁護士等が、福

祉関係機関・団体等と連携し、身柄釈放時等に、生活保護受給や福祉施

設への入所といった福祉的な福祉サービス等への橋渡しなどを行ってい

る 5 0 7 。   

今日、入口支援は、実施主体や方式、内容も様々な形で行われている
5 0 8 。入口支援の契機は、検察庁による場合と弁護人による場合があ

る。入口支援の活動は、主体の相違により、①地域生活定着支援センタ

ーが中心となる支援 ( いわゆる長崎モデル、新長崎モデルなど ) 、②検察

庁が社会福祉士と連携して行う支援 ( 社会復帰支援室の設置、社会福祉

士の配置あるいは社会福祉士 ( 会 ) との連携など ) 、③保護観察所の更生

緊急保護を活用した支援 ( 検察庁と保護観察所の連携、更生緊急保護事

前調整の実施 ) 、④弁護人による支援 ( 弁護士 ( 会 ) と社会福祉士 ( 会 ) の

連携、更生支援計画書の作成など ) 、⑤市民活動 ( 東京 T S ネッ トの活

動 ) などを挙げることができる 5 0 9 。   

（ a ）  長崎モデル、新長崎モデル   

2 0 1 0 年、厚生労働省の「社会福祉推進事業」のモデル事業とし

て長崎の福祉法人南高愛隣会及び長崎県地域生活定着支援センタ

ーが、保護観察付執行猶予判決や起訴猶予の決定を受けた知的障

害のある被疑者・被告人を福祉施設で受け入れ、障害特性に合わせ

た更生支援を行う 「地域社会内訓練事業 」の試行を開始し、この試

みでは、長崎県地域生活定着支援センターに設置の判定委員会が

意見書を公判時において裁判所へ提出した （長崎モデル 5 1 0 ） 。

 
5 0 4  吉開多一 「検察官の訴追判断に関する一考察 : 「 入口支援 」の試行を踏まえて

( 渡辺則芳教授退職記念号 ) 」 国士館法学第 4 8 号 （ 2 0 1 5 年 ） 7 8 頁。   
5 0 5  平成 3 0 年版再犯推進防止白書 4 頁。   
5 0 6  平成 3 0 年版犯罪白書 3 8 1 頁。   
5 0 7  法務省 『令和 3 年版再犯防止推進白書 』 （ 2 0 2 1 年 ） 9 6 頁、吉開 7 8 頁。   
5 0 8  松友了 「入口支援の現状と課題に関する一考察 : 東京地方検察庁の社会福祉

アドバイザーを経験して 」司法福祉学研究第 6 号 ( 2 0 1 6 年 ） 6 9 頁。   
5 0 9  福島至 「裁判所が関与する更生支援の可能性 ( 特集  刑事手続と更生支援 ) 」 法

律時報第 8 9 巻 4 号 ( 2 0 1 7 年 ） 2 7 頁、松友 6 9 頁。   
5 1 0  厚生労働科学研究の一環として長崎定着支援センターでは 「判定委員会 」 とい

う試行的取り組みを行った。 「判定委員会 」 とは、弁護人から依頼のあった公判

段階にある障がい者について、福祉による更生支援の必要性やその諾否を審議

し、対象者の弁護人を通じて裁判所に意見を具申する試みであった （伊豆丸剛
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2 0 1 2 年には、最高検、長崎地検、南高愛隣会、長崎県地域生活定

着支援センターの四者による 「新長崎モデル」が試行され、助言・立

会人制度や、精神保健福祉士や臨床心理士等で構成された 「障が

い者審査委員会」 ( 2 0 1 3 年 8 月からは調査支援委員会 ) が長崎県

地域生活定着支援センターに設けられた。同委員会は、対象者の障

害の程度、特性等を調査し、更生支援計画を策定してその報告書を

検察に提出し、検察がこれを起訴・不起訴の決定や求刑の参考とし

た 5 1 1 。   

( b )  検察庁   

東京地検は、 2 0 1 3 年 2 月から社会福祉士を配置、同 4 月から

「社会復帰支援室 」を設置して、起訴猶予対象者を福祉へ繋ぐ業務

を行っている。 2 0 1 8 年度の時点では、横浜、千葉、水戸、静岡、大

阪、名古屋及び広島の各地方検察庁も、東京地検と同様の措置を

講じている 5 1 2 。各地方検察庁とそこに配置される社会福祉士と

の連携についても、各地方検察庁が直接雇用するもののほか、社会

福祉士との契約型、社会福祉士会や定着支援センター等との連携

型、生活困窮者自立支援事業所との連携型、更生保護女性会の協

力型、刑務所の社会福祉士との連携型、その他 ( 地検の中に 「顧問

団 ( 助言グループ ) 」 や対象者に関する 「調査支援委員会」の設置

等 ) 5 1 3 など、さまざまな態様がある。   

( c )  保護観察所   

2 0 1 3 年 1 0 月から、検察庁と保護観察所との連携による更生緊

急保護事前調整モデルが試行された 5 1 4 。 これは、保護観察所 7

庁において、対応する地方検察庁と連携し、起訴猶予処分となり更

生緊急保護の申出が見込まれる者について、その高齢・障害等の特

性に応じた措置を講じ円滑な社会復帰の実現と再犯防止のため、処

分に先立ち、釈放後の福祉サービスの受給や住居の確保に向けた

調整等（事前調整 ）を実施する取組である。さらに 2 0 1 5 年度には、

全国の保護観察所 （ 5 0 か所、各都府県１か所・北海道は 4 か所）に

拡大して、 「起訴猶予者に係る更生緊急保護の重点実施等の試行」

として実施された 5 1 5 。 2 0 1 8 年度には、保護観察所 1 9 庁 （ 2 0 1 8

 
史 「刑事司法と福祉の連携に関する現状と課題について ( 課題研究  刑事司法と

福祉の連携の在り方 - 犯罪行為者の社会復帰支援の現状と課題 ) 」 犯罪社会学

研究第 3 9 巻 0 号 （ 2 0 1 4 年 ） 2 6 頁 ） 。   
5 1 1  土井政和 「はじめに ( 刑事司法と福祉の連携の在り方 : 犯罪行為者の社会復帰

支援の現状と課題 ) 」 犯罪社会学研究第 3 9 号 ( 2 0 1 4 年 ） 4 - 5 頁。   
5 1 2  平成 3 0 年版犯罪白書 8 2 頁。   
5 1 3  松友 7 1 - 7 2 頁。   
5 1 4  土井政和 「はじめに ( 刑事司法と福祉の連携の在り方 : 犯罪行為者の社会復帰

支援の現状と課題 ) 」 5 頁。   
5 1 5  平成 3 0 年版犯罪白書 8 8 頁。   
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年 8 月 1 日現在）において、入口支援等に特化した業務を行う特別

支援ユニットが設置されるとともに 「保護観察所が行う入口支援」の

実施が開始された 5 1 6 。   

( d )  弁護人、市民活動による支援   

一般社団法人東京 T S ネッ トは、ソーシャルワーカー ( 社会福祉士

等 ) 、弁護士、研究者などによって 「入り口支援」を担う団体として立

ち上げられた。 2 0 1 3 年より、 T S ネッ ト所属のソーシャルワーカー等

は、弁護士の依頼に基づき 「入り口支援」を行っている 5 1 7 。又 、

大阪弁護士会では、 2 0 1 4 年 6 月１日から大阪弁護士会、大阪社会

福祉士会、大阪府地域生活定着支援センターの三者で覚書を締結

して、正式に連携を行っている 5 1 8 。   

ソーシャルワーカーが行う入口支援としての福祉的支援は、以下

が挙げられる。すなわち、検察庁を契機とする入口支援では、社会

福祉アドバイザーが、個別事件における支援について相談対応等を

行う。内容は、①相談及び公判を担当する検察官から、社会復帰に

向けた支援策について相談を受け、再犯防止のために有効な福祉、

医療等の支援策を検討し助言を行う 5 1 9 。例えば、年金の受給状

況を確認し、未支給であれば支給に向けた関係機関との調整におい

て助言を行うなどである 5 2 0 。又、②必要に応じ支援対象者や家

族と面談し、その問題や特性を把握し、生活困窮者に生活保護受給

を促すなど必要な支援に繋げる活動を行うこともある。③福祉事務

所や社会福祉に携わる事業者の事業所等への同行は専ら事務官が

行うが、困難な場合は社会福祉アドバイザーが、事務官と協力し行

う。尚、関係機関との連携等の構築では、特に支援のための繋ぎ先

の連携構築が、社会福祉アドバイザーに求められ、事件によっては

特殊な繋ぎ先を新規に開拓することもある 5 2 1 。   

一方、弁護士を契機とする入口支援では、情報収集、更生支援計

画立案、支援者等の調整、支援者等への引継ぎが実施されている
5 2 2 。   

 
5 1 6  同 3 9 0 頁。   
5 1 7  三木良子＝淺沼太郎 「刑事事件に関与した障害者への 『入り口支援 』の現状と

課題 ：東京における弁護士会と社会福祉職能団体の連携実践を通して 」帝京科

学大学紀要第 4 号 （ 2 0 1 8 年 ） 3 頁。   
5 1 8  辻川圭乃 「弁護士会による罪に問われた障害のある人の 『入口 』支援の現状と

課題 」早稲田大学社会安全政策研究所紀要第 7 号 （ 2 0 1 4 年 ） 2 4 5 頁。   
5 1 9  小林良子 「刑事事件における社会復帰支援について 」早稲田大学社会安全政

策研究所紀要第 9 号 （ 2 0 1 6 年 ） 7 2 頁。   
5 2 0  平成 3 0 年版犯罪白書 3 8 2 頁。   
5 2 1  小林良子 7 2 頁。   
5 2 2  公益社団法人日本社会福祉士会編 『司法分野における社会福祉士の関与の

あり方に関する連携スキーム検討事業報告書 』 （ 2 0 1 5 年 ） 2 0 頁、 2 2 頁。   
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( 2 )  入口支援の状況   

検察の入口支援状況は、実施実績を統計として取得されておらず不

明である。高齢犯罪者等の心理は複雑であり、手放しで福祉的な支援

の対象となることを喜ばない人々は、矯正施設における処遇を経ない

入口支援の対象者の中にも存在するという 5 2 3 。   

 

3 ）  司法と福祉の連携について   

( 1 )  現状と課題   

再犯防止 5 2 4 の観点により 、司法と福祉との連携が実践されつつあ

る 5 2 5 。もっとも今日では、任意を超えた、事実上強制的な福祉的支援

の可能性が問題視されつつある。   

確かに、弁護人からの実刑回避への期待、支援対象者（刑事事件に関

与した本人 ）からの処分を軽 く してほしいとい う期待、検察官からの再犯

防止へ の実効 性確 保への 期待な どから 、本人の意に添わな い支援は 強

要される可能性はありうる 5 2 6 。   

刑事司法において、有罪確定後に本人の意思に反し強制されるのは、

刑罰としての刑事施設への収容や刑務作業などを行わせること 、保護観

察における遵守事項の履行や保護観察官や保護司と接触を維持するくら

いであり 、刑事責任を果たした出所後では、処遇を強制する正当化根拠

がもはや存在していない 5 2 7 。出所後の更生緊急保護 5 2 8 について

 
5 2 3  平成 3 0 年版犯罪白書 3 9 2 頁。   
5 2 4  再犯の防止等の推進に関する法律 （通称 ：再犯防止推進法 ）第 1 条 （目的 ）で

「 この法律は、国民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰

を促進すること等による再犯の防止等が犯罪対策において重要であることに鑑

み、再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体

の責務を明らかにするとともに、再犯の防止等に関する施策の基本となる事項

を定めることにより 、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社

会の実現に寄与することを目的とする 。 」 。 2 0 0 7 年の更生保護法第 1 条 （目

的 ）は、 「 この法律は、犯罪をした者及び非行のある少年に対し、社会内におい

て適切な処遇を行うことにより 、再び犯罪をすることを防ぎ、又はその非行をなく

し 、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善更生することを助けると

ともに、恩赦の適正な運用を図るほか、犯罪予防の活動の促進等を行い、もっ

て、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを目的とする。 」 と規定

し、再犯の防止を追加した。   
5 2 5  日本社会福祉士会編 『司法分野における社会福祉士の関与のあり方に関する

連携スキーム検討事業報告書 』 （ 2 0 1 5 年 ）参照。   
5 2 6  水藤昌彦 「社会福祉士等による刑事司法への関わり : 入口支援としての福祉的

支援の現状と課題 ( 特集  刑事手続と更生支援 ) 」 法律時報第 8 9 巻 4 号 （ 2 0 1 7

年 ） 5 1 頁。   
5 2 7  本庄武 「司法と福祉の連携におけるアカウンタビリテ ィのあり方 」刑事立法研究

会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 1 3 8 頁。   
5 2 8  更生保護法第 8 5 条にて 「更生緊急保護 」 とは、 「刑事上の手続又は保護処分

による身体の拘束を解かれた後、親族からの援助を受けることができず、若し く



- 131 - 
 

も 、あ くまでも本人の申し出に応じて 、出口支援が行われるのみである。

又 、 刑 事 責 任 が 確 定 し な い 段 階 で の 起 訴 猶 予 時 の 支 援 も 、 現行 法 上 で

は強制の契機はな く 、本人の希望に応じて 、入口支援として の福祉的支

援が提供されるにとどまる 5 2 9 。 さらに 、刑事責任を果たしている過程

における刑事施設収 容中や、保護観察中の就労支援や福祉的支援など

は、あ くまでも本人の希望に応じて行われることとされる 5 3 0 。   

しか しな がら 、司法 と福祉の連携にあたって 、再犯 防止が福祉の役割

とされ るこ と 、すなわ ち 「福祉の司法化 」に対して 、福祉関係者や福祉を

中 心 と す る 学 究 か ら 、 戸 惑 い や懸 念 、問題 性 が 提起 さ れ 、 ま さ に 現 在 、

警鐘が鳴らされているところである 5 3 1 。   

なぜ「再犯防止を 」目指すのかという点について、水藤教授は、 2 つの

考え方があると指摘する。 1 つ目は、犯罪行為の再発は、本人が社会生

活を営む上で著 しい 不利益を生む。そのような状態を 回避するために犯

罪を しな い 生 活 の 実 現 を 目 指 す との 考え 方で あ る 。そ れは 、 「 本人 への

更なる負因賦課を回避するための再発防止 」 5 3 2 （ 本人支援 5 3 3 ） で

ある。 2 つ目としては、社会の構成員に更なる被害が生じることを避ける

 
は公共の衛生福祉に関する機関その他の機関から医療、宿泊、職業その他の保

護を受けることができない場合又はこれらの援助若し くは保護のみによっては改

善更生することができないと認められる場合に、緊急に、その者に対し、金品を

給与し、又は貸与し 、宿泊場所を供与し、宿泊場所への帰住、医療、療養、就職

又は教養訓練を助け、職業を補導し 、社会生活に適応させるために必要な生活

指導を行い、生活環境の改善又は調整を図ること等により 、その者が進んで法

律を守る善良な社会の一員となることを援護し、その速やかな改善更生を保護

することをいう 」 と規定する。   
5 2 9  本庄 ・司法と福祉の連携におけるアカウンタビリテ ィのあり方 1 3 8 頁。尚、入

口支援における検察については、検察官は、本来裁判所に委ねられているはず

の処遇決定の領域にまで踏み込むことになる （本庄武 「福祉的ニーズを有する犯

罪者の社会復帰支援を巡る自律と保護 」法の科学第 4 8 号 （ 2 0 1 7 年 ） 4 2 頁 ） 。

触法障がい者や高齢者の更生支援計画の策定など福祉的支援を伴う処分の決

定は、検察庁を舞台とするのではなく 、裁判所において行った方が望ましい （福

島至 「刑事法学における福祉との連携 」犯罪と刑罰第 2 4 号 （ 2 0 1 5 年 ） 1 3 9 頁

など否定的な指摘がある。   
5 3 0  本庄 ・司法と福祉の連携におけるアカウンタビリテ ィのあり方 1 3 8 頁。   
5 3 1  水藤昌彦 「対人援助ニーズに有する犯罪行為者への福祉により支援の理論的

位置づけ 」刑事立法研究会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ）

2 6 頁。原田和明 「対人援助職による刑事手続への関与のあり方 」刑事立法研究

会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 2 3 6 頁。森久智江 「刑事

司法に関与した人のアセスメン ト / マネジメン トのあり方 」刑事立法研究会編

『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 6 1 頁。刑事法領域での支援に

ついては、特有の形で自律と保護の相克が問題となる （本庄 ・福祉的ニーズを有

する犯罪者の社会復帰支援を巡る自律と保護 3 9 頁 ） 。   
5 3 2  水藤 ・対人援助ニーズに有する犯罪行為者への福祉により支援の理論的位置

づけ 3 7 - 3 8 頁。   
5 3 3  土井教授は 「本人支援 」 という （土井政和 「刑事司法と福祉の連携をめぐる今

日的課題 」犯罪社会学研究第 3 9 号 （ 2 0 1 4 年 ） 6 7 頁 ） 。   
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ため、 「社会防衛のための再犯防止 」 （社会防衛 5 3 4 ） を目指す考え方

である 5 3 5 。いずれも 、犯罪行為の再発を防止する指向は同一である

が見出そうとする目的や価値観が異なると説明する。   

土井正和教授は、 「再犯防止 」は本人支援と社会防衛の両者を内包し、

その用い方によっては、本人支援から社会防衛へと、視点が容易に転換

しうる可能性を秘めていると指摘する 5 3 6 。そ して 、再犯防止を指向し

た福祉との連携は、福祉的支援を本人に事実上強制し、柔らかな保安処

分とでもいうべき運用をもたらすおそれがあり 5 3 7 、 「福祉の刑事司法

化 」 5 3 8 あるいは 「福祉を下請け機関化 」 5 3 9 することにつながり かね

ないと指摘する 5 4 0 。福祉は対象者の生活の質を向上させ、本人の自

立的生活を支援するのが本来の任務と言える 5 4 1 。確かに、再犯防止

に福祉的支援が 効果 的であると しても 、福祉は再犯防止を 目的として行

われるものではな く 、その対象は、生活困窮者、障害者、高齢者などであ

り、犯罪を犯した者に対する福祉的支援も、そのような福祉の対象とする

範囲で援助がなされるべきでなかろうか 5 4 2 。その上で、できる限り非

権力的な福祉的支援を通じて対象者の更生を図り 、それによって再犯が

防止されるという方向を求めるべきでなかろうか 5 4 3 。従って、結果とし

て 再 犯 に 至 ら な い こ と は 、 福 祉 に よ る 反 射 的 効 果 と 考 え る べ き で あ ろ う
5 4 4 。 「 福祉の刑事司法化 」あるいは 「福祉を下請け機関化 」を もたらさ

ないためには、福祉は刑事司法との関係において対等性 ・独立性を失わ

ないようにしなければならない 5 4 5 。そのためには、犯罪者であっても、

福祉的ニーズを有する以上は、福祉的支援の請求権を有すると考えるし

かないとの見解もある 5 4 6 。   

 
5 3 4  土井教授は 「社会防衛 」 という （土井 ・刑事司法と福祉の連携をめぐる今日的

課題 6 7 頁 ） 。   
5 3 5  水藤昌彦 「対人援助ニーズに有する犯罪行為者への福祉により支援の理論的

位置づけ 」 2 6 頁。   
5 3 6  土井 ・刑事司法と福祉の連携をめぐる今日的課題 7 8 頁。   
5 3 7  土井政和 「 「刑事司法と福祉の連携 」の権利論的構成 」刑事立法研究会編

『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 4 頁。   
5 3 8  土井 ・刑事司法と福祉の連携をめぐる今日的課題 7 8 頁。   
5 3 9  水藤昌彦 「刑事司法と福祉の連携による犯罪行為者への対応 ：これまでの展

開と今後に向けての課題 」精神保健福祉第 4 6 巻 4 号 （ 2 0 1 5 年 ） 2 7 9 頁。   
5 4 0  本庄 ・福祉的二―ズを有する犯罪者の社会復帰支援を巡る自律と保護 4 0

頁。土井 ・ 「刑事司法と福祉の連携 」の権利的構成 4 頁。   
5 4 1  土井 ・刑事司法と福祉の連携をめぐる今日的課題 7 7 - 7 8 頁。   
5 4 2  同 7 7 頁。   
5 4 3  同 7 0 頁。   
5 4 4  同 7 7 - 7 8 頁。   
5 4 5  同 7 8 頁。   
5 4 6  本庄 ・福祉的ニーズを有する犯罪者の社会復帰支援を巡る自律と保護 4 4 頁。

福祉的支援は、社会防衛に傾くのではなく 、あ くまでも憲法 2 5 条の生存権保障

等の本人支援と考えていくべきである （福島 ・刑事法学における福祉との連携
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( 2 )  国際準則の動向と今後の方向性   

そ こ で 、 国 際 準 則 を 概 観 し そ の 動 向を 確認 す る こ と に す る 。 ま ず 国 連

被拘禁 者処 遇最 低 基準規則 5 4 7 は 、被拘禁者処遇の原則におい て 、

「すべ ての受刑 者は 、人間としての固有の尊厳及び価値にふさわ しい尊

重 を も っ て 取 り 扱 わ れ な け れ ば な ら な い （ 1 ） 。 」 と す る 。 又 、 拘 禁 刑

( s e n t e n c e  o f  i m p r i s o n m e n t ) 又は人の自由を奪う同様の措置の目的

は、 「主として犯罪から社会を守り 、再犯を減らすことである。 これらの目

的は、そのような者が解放後、法を遵守し自立な生活を送ることができる

よ う 、可能 な限り 社 会復帰を させるた めに収監期 間が用い られる場合に

のみ 、達 成 するこ とが でき る （ 4 . 1 ） 。 」 。 この目的のた めに 、刑務所管理

局及びその他の権限のある当局は、 「教育、職業訓練及び労働のほか、

適切かつ利用可能なその他の形態の援助 （矯正的、道徳的、精神的、社

会的、健康及びスポーツに基づ くものを含む ） を提供すべきである 。 この

よ うなプログ ラム 、活 動及びサービスはすべて 、受刑者の個々の処遇ニ

ーズに沿って提供されるべきである （ 4 . 2 ） 。 」 。  

このような被拘禁者処遇の原則は、受刑者処遇の箇所においても確認

され、 「刑期が許す限り 、解放後に遵法的かつ自活的な生活を営む意志

をその者に定 着 させ 、又 、そのような生活を営むことができ るように する

こ と を 目 的 と す る （ 9 1 ） 。 」 。 こ れ ら の 目 的 の た め に 、 「 受 刑 者 一 人 一 人

の ・ ・ ・ 解 放 後 の 見 通 し を 考 慮 し て 、 個 々 の 受 刑 者 の 必 要 性 に 応 じ

て 、 ・ ・ ・ 、社会的ケースワーク 、雇用相談、 ・ ・ ・ 等 、あらゆる適当な手段

を用いなければならない （ 9 2 . 1 ） 。 」 とする。  

「 社 会 的 関 係 とア フ タ ーケ ア 」 で は 、 「 受 刑者は 、刑 期の当 初 から 、解

放後の将来について考慮されるものとし 、受刑者の更生及びその家族の

最善 の 利 益 を 促 進 す るよ うな刑事 施設外 の人物又は機関 との 関係を 維

持し、又は確立するよう奨励され、かつ、援助されるものとする （ 1 0 7 ） 。 」 。

具 体 的 に は 、 解 放 さ れ た 受 刑 者 に 「 適 当 な 住 居 及 び 就 労 先 を 確 保

し 、 ・ ・ ・ 解 放 直後 の期 間 に目的地に 到達し 、かつ 、自己を維持するた め

の十分な手段を確保しなければならないとする （ 1 0 8 . 1 ） 。  

以 上 の ように 、 国 連 被 拘禁者処 遇最低 基準規則は 、被拘 禁 者処遇に

おいて、収監当初からその解放に至るまで受刑者への社会援助を、刑務

所管理局及びその他の権限のある当局に求めているのである。   

 
1 3 3 頁 ） 。   

5 4 7  国連被拘禁者処遇最低基準規則 （ネルソン ・マンデラ規則 ） ： U n i t e d  

N a t i o n s  S t a n d a r d  M i n i m u m  R u l e s  f o r  t h e  T r e a t m e n t  o f  P r i s o n e r s  

( t h e  N e l s o n  M a n d e l a  R u l e s ) .  参考として国連受刑者処遇標準最低規則

（ネルソン ・マンデラ規則 ）の日本語訳は、

h t t p s : / / w w w . p e n a l r e f o r m . o r g / r e s o u r c e / s t a n d a r d - m i n i m u m - r u l e s -

t r e a t m e n t - p r i s o n e r s - s m r /  に掲載。 （ 2 0 2 4 年 9 月 2 4 日閲覧 ） 。本稿でも

一部参考にしている 。   

https://www.penalreform.org/resource/standard-minimum-rules-treatment-prisoners-smr/
https://www.penalreform.org/resource/standard-minimum-rules-treatment-prisoners-smr/
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次に、欧州刑事施設規則（ E u r o p e a n  P r i s o n  R u l e s ） 5 4 8 を概観す

る。欧州刑事施設規則は、概ね国連規則と同様の基準を定めているが、

2 0 2 0 年に改定された。 2 0 2 0 年「欧州刑事施設規則に関する閣僚委員

会の加盟国への勧告 」 5 4 9 は、社会復帰の準備をさせるような刑務所

環境を確保する必要があることを強調している。まず、自由を奪われたす

べての者は、 「その人権を尊重して扱われなければならない （ 1 . ） 。 」 と謳

う 。第 1 部基本原則は「すべての抑留・留置施設は、自由を奪われた者

の自由社会への復帰を容易にするように管理されなければならない

（ 6 . ） 。 」 とする。   

第 2 部は、収監の条件として、受刑者に対する様々な福祉的支援を刑

務所 に 求 めてい る 。例 えば 、 「 外部との接触 」 では 、 「 刑事施設当局は 、

受刑者が外部との適切な接触を維持することを支援し 、そのための適切

な福祉的支援を提供するものとする （ 2 4 . 5 ） 」 。又 、 「刑事施設の制度 」で

は、 「本制度は、受刑者の福祉ニーズにも対応するものとする （ 2 5 . 3 ） 」 。

さ らに 、 「受刑者の解放 」では 、 「すべての受刑者は、解放後の自由社会

への復帰を支援するための取決めの恩恵を受けるものとする （ 3 3 . 3 ） 。 」

と し て 、 「 受 刑 者 が 解放 される際に は 、必要に 応じて 、 ・ ・ ・ 、適切な住居

及び仕事を見つけるための支援が提供されることを確保するための措置

がとられなければならない （ 3 3 . 7 ） 。 」 、 「 解放された受刑者は、又 、当面

の生計手段を提供され、 ・ ・ ・ 、かつ 、目的地に到達するた めの十分な手

段を有するものとする （ 3 3 . 8 ） 。 」 。 「第 8 部受刑者  受刑者のための制度

の目的 」では 、受刑者が 「責任ある犯罪のない生活を送ることができるよ

うに設計されなけれ ばならない （ 1 0 2 . 1 ） 。 」 と する 。又 、受刑者のための

制度 の 実 施 に あ た っ ては 、 「 以 前に 開始 され てい る場 合を 除 き 、受刑 者

の地 位 で刑 務 所 に 収容 された 者がい るとき は 、直ちに 開始されるものと

す る （ 1 0 3 . 1 ） 。 」 、 受 刑 者 は 「 個 々 の刑 期計 画 の 作 成に 参 加す る よ う 奨

励され るもの と する （ 1 0 3 . 3 ） 。 」 。 受刑者 の解放に つ い ては 、 「 刑に 服し

た受刑者は、解放に先立ち、刑務所での生活から地域社会における遵法

的な生活への移行を可能にする手続及び特別のプログラムによって、十

分な時期に支援されなければならない （ 1 0 7 . 1 ） 。 」 とする 。 さらに受刑者

のための制度に 「社会福祉（ s o c i a l  w o r k ） 、医療及び心理的ケアも含め

ることができる （ 1 0 3 . 5 ） 。 」 とする。   

 
5 4 8  2 0 0 6 年採択の翻訳については、吉田敏雄 「欧州刑事施設規則 （ 1 ） ：  2 0 0 6 年

1 月 1 1 日の欧州会議閣僚委員会勧告 2 号 」北海学園大学学園論集第 1 3 5 号

（ 2 0 0 8 年 ） 9 5 - 1 1 4 頁、同 「欧州刑事施設規則 （ 2 ・ 完 ） :  2 0 0 6 年 1 月 1 1 日の

欧州会議閣僚委員会勧告 2 号 」北海学園大学学園論集第 1 3 6 号 （ 2 0 0 8 年 ）

1 1 7 - 1 3 7 頁を参照。   
5 4 9  R e c o m m e n d a t i o n  R e c  ( 2 0 0 6 )  2 - r e v  o f  t h e  C o m m i t t e e  o f  

M i n i s t e r s  t o  m e m b e r  S t a t e s  o n  t h e  E u r o p e a n  P r i s o n  R u l e s .  2 0 0 6

年 1 月 1 1 日、第 9 5 2 回閣僚委員会にて採択及び 2 0 2 0 年 7 月 1 日、第

1 3 8 0 回閣僚委員会にて改訂及び修正。   
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2 つの国際準則を概観すると、被拘禁者とりわけ受刑者処遇の内容

は、今日、犯罪性の除去やリスクの特則といった狭い範囲にとどまらず、

刑の開始から解放後のフォローまで続く 、一貫した社会復帰支援へと拡

大されていること窺える 5 5 0 。   

欧州刑事施設規則の適用を求められている加盟国のドイツでは、行刑

官庁に対して、社会的援助の供給を義務つけている。 ドイツ行刑法

（ S t V o l l z G ）第 9 章社会援助（ S o z i a l e  H i l f e ）第 7 1 条（原則 ）は 「受

刑者は、個人的な困難を解決するために、施設が提供する社会援助を利

用することができる。その援助は、受刑者が自己の困難を自ら整理し、

及び管理することができるようにすることを目的とする。 」 と規定する。同

条は、受刑者に社会的援助を求める法的請求権を与えるもので 5 5 1 、

これによりドイツでは、行刑で活動するソーシャルワーカーの活動領域が

拡大されているのである 5 5 2 。  

上 記 の ように 、国 際 的 な準則の動向やドイ ツの場合を 鑑みると 、日本

も、 「社会的援助 」請求権を認め、 「社会的援助 」の規定を刑事施設収容

法に追加すべき時期にきているのではなかろうか 5 5 3 。   

 

2  現行制度の運用   

以上を踏 まえた上 で 、現 行 制度のもとで 、 ど こまで高齢触法者の処遇を改

善でき るか を 検 討 す る 。立 法 等に よ る抜 本的解決を 図るこ と も重要ではある

が 、 これ に は 相 当 の 日 時 を 要 するた め 、 と り あ えずの 、現行制度の運用に よ

る迅速な対応の可能性を検討することには意義があると考える。   

1 )  被告人に対する認知機能検査の実施   

認知症罹患者は認知障害者の典型的なものであり 、 メンタルヘルス障害

者や知的障害者も含めて、すべての受刑者が認知症罹患者になりえる。認

知症受刑者に対応するためには、まずは、その認知能力がどの程度かを正

確 に 把握 す る こ と が 不 可 欠 で あ る 。 運 転免 許 証 の 更新 期 間が 満 了 す る日

 
5 5 0  相澤育郎 「刑事司法における犯罪行為者処遇と社会復帰支援 」刑事立法研究

会編 『 「司法と福祉の連携 」の展開と課題 』 （ 2 0 1 8 年 ） 8 6 頁。   
5 5 1  クラウス ・ ラウベンタール、土井政和＝堀雄訳 『 ドイツ行刑法  第 3 版 』 ） （ 2 0 0 6

年 ） 3 4 0 頁。   
5 5 2  クラウス ・ ラウベンタール 3 4 0 頁。ドイツでは、古 くから刑事司法の各段階にソ

ーシャルワークが関与し、検察及び裁判の段階での裁判補助は 1 9 0 0 年代初頭

から、行刑のソーシャルワークは 1 8 0 0 年代半ばから、保護観察は 1 9 0 0 年代

半ばからその活動が行われており 、古 くから刑事司法の各段階でソーシャルワ

ークによる支援が行われる仕組みが構築されている （鷲野明美 「罪に問われた

高齢者に対する福祉的支援 :  刑事司法と福祉の連携に関する日独比較から 」法

律時報第 9 2 巻 2 号 （ 2 0 2 0 年 ） 4 3 頁 ） 。   
5 5 3  「 生活環境の調整 」 （更生保護法、医療観察法 ） 、 「更生緊急保護 」 （更生保護

法 ） との用語も同様に検討した方が良いだろう 。   
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の年齢が 7 5 歳以上のドライバーは、高齢者講習の前、あるいは信号無視、

通行禁止違反等の違反行為に出た場合には認知機能検査を受けなければ

ならず 、そ の 結 果 に よっては免許証の停 止 ・取消処分がなさ れる 。高齢の

被告人 に 対 しても 、 これ に 倣い 認知機能 検査を 全数実施すべ き であ ろ う 。

高齢者 の 犯罪 には 、比 較 的軽微な窃盗 （万引き ）が多 く 、認知機能の低下

が責任能力に 影響を 与えてい る場合もあ る 5 5 4 。認知症は 、発症すると

元の状態には 戻らない不可逆的な疾病で 、年齢と ともに 認知機能が著し く

低下し訴訟能力 5 5 5 、受刑能力の喪失に至る。そこで 、被告人の責任能

力 、 訴 訟 能 力 及 び 受刑 能 力 を 正 確に 把 握す る た め 、 高 齢 の 被告 人 に 対 し

公判前に認知機能検査を実施すべきと考える。   

法務省は、 2 0 2 2 年度に、大規模な刑事施設 8 庁及び女子刑事施設 2 庁

の合計 1 0 庁の刑務所（札幌、宮城、栃木、府中、名古屋、大阪、和歌山、

広島、高松、福岡 ）において、入所時年齢が 6 0 歳以上等の受刑者を対象

に認知症スクリーニング検査等を実施した。さらに 2 0 2 3 年度から、全国の

刑事施設において、入所時年齢 6 5 歳以上等の受刑者を対象に、認知症ス

クリーニング検査等を実施することと している 5 5 6 。 これらの検査の実施

結果の公表が期待される。   

 

2 )  受刑者のメンタルヘルス ・認知障害の定期的把握と A D L の定期評価   

認知症はすべての人に発症しうるものであり、発症率は年齢とともに高く

なり 、病状も進行する。入所の時点では認知機能に問題がなくても、受刑

の段階で発症することもありうる 。刑事収容施設法（刑事収容施設及び被

収容者等の処遇に関する法律 ）第 6 1 条第 1 項は、受刑者の健康診断を義

務づけている。重度の認知症患者は身体的、精神的にも機能が低下し、日

常生活動作（ A D L ) 5 5 7 に著しい影響を及ぼす。心身の機能が低下すると

A D L が一層困難となり、自立度も下がり、結局、常況として介護が必要とな

 
5 5 4  大阪地判平成 2 9 年 3 月 2 2 日 L E X / D B 2 6 6 4 6 1 1 9 、横浜地判平成 2 7 年

1 0 月 1 5 日 L L I / D B ： L 0 7 0 5 0 7 1 3 など。   
5 5 5  刑事訴訟法第 3 1 4 条第 1 項は 「被告人が心神喪失の状態に在るとき 」の公判

手続停止を義務づけるところ 、最判平成 7 年 2 月 2 8 日刑集 4 9 巻 2 号 4 8 1 頁

は 「 『心神喪失の状態 』とは、訴訟能力、すなわち、被告人としての重要な利害を

弁別し、それに従って相当な防御をすることのできる能力を欠く状態をいうと解

するのが相当である 」 とする 。   
5 5 6  法務省 『令和 5 年版再犯防止推進白書 』 （ 2 0 2 3 年 ） 6 6 頁。   
5 5 7  日常生活動作 （ A D L ） とは A c t i v i t i e s  o f  D a i l y  L i v i n g  のことで、 A D L の

“ A ” はアクテ ィビテ ィー （動作 ） 、 “ D L ” はデイリーリビング （日常生活 ）を指す。

人間が日常生活を営んでいく上で最小限必要な動作 （日常生活動作 ）のことで 、

大き く分けて起居 ・移動動作、食事動作、用便動作、更衣動作、整容動作、入浴

動作、書字動作の 7 つの動作で構成されて、自立支援が必要かを見積もことが

可能となる。リハビリテーションの現場や介護では障害者や高齢者の方の身体

能力や日常生活レベルを評価するための重要な指標として用いられている。杉

本敏夫他編著 『ケアマネジメン ト用語辞典 』 （ 2 0 0 7 年 ） 3 3 - 3 4 頁。   
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り 、やがては寝たきりとなる。したがって、高齢受刑者には、健康診断の一

環として定期的に認知機能検査を実施し、認知症の有無及び程度や、その

他精神障害の有無 ・程度を把握し、さらに A D L の評価をすべきと考える
5 5 8 。 2 0 2 0 年に 「 2 0 2 0 年 5 月及び 6 月に刑事施設から満期釈放された者」

1 , 2 8 9 人について、特別調査を実施した 5 5 9 。それによると満期釈放者の

うち、精神 ・身体上の配慮が必要とされた者は 7 2 . 8 % に及んだ 5 6 0 。 この

ことからも、 A D L 評価情報は仮釈放を含む出所時の福祉（介護認定など ） と

の連携「出口支援 ）に大き く繋がるもの ） と考える。   

 

3 )  刑事訴訟法上の刑の執行停止   

刑 事 訴 訟 法 は 、 懲 役 、 禁 錮 又 は 拘 留 の 受 刑 者 が 、 「 心 神 喪 失 の 状 態 」

( 第 4 8 0 条 ) にあるときの必要的刑の執行停止、 「刑の執行によつて、著しく

健康を 害 するとき 、又は 生命を 保つ こ とのでき ない 虞があるとき 」 ( 第 4 8 2

条第 1 項 1 号 ) 、 「年齢七十年以上であるとき 」 （同条同項 2 号 ） 、 「その他

重大な事由があるとき 」 （同条同項 8 号）などの場合の裁量的刑の執行停

止を規定している 。重度の認知症受刑者を含むメンタルヘルス障害や認知

障害を有する A D L が低下した者は、刑務作業を行うことが極めて困難とな

り 、実質的に 「受刑 能力を喪失 」 して い るといえ るであろ う 。 したがって 、刑

の執行停止ガイ ドラ インを定め、刑の執行停止運用を早期に実施すべきと

考える 5 6 1 。   

 

4 )  罰金刑執行猶予者の拡大と入口支援   

ド イツでは 、社会内 処遇の拡大するにあ たって 、罰金刑を 窃盗罪等の刑

法犯に対 しても積 極 的に適用してい る 。一方、日本で は、高齢者の窃盗犯

特に万引きに対して 、罰金刑をどの程度適用しているかは統計が取得され

ておらず不明であるが、社会内処遇を進める方策として罰金刑を積極的に

適用することは考えられる。 もっ とも 、単純に懲役刑を罰金刑に置き換えて

刑を軽くするのみでは、犯罪抑止効果はあまり期待できない。そこで、数は

少ないが現在実施されている罰金刑の執行猶予を拡大し、執行猶予のメニ

ュ ーを 多様 化 させ メ リ ハ リ の き い た 量刑 の適用 を して い くべ き で あ ろ う 。 こ

れ に 加 え て 、 「 入 口 支 援 」 、 す な わ ち 起 訴 猶 予 処 分 を 受 け た り 、 略 式 命 令

 
5 5 8  拙者 「認知症受刑者の状況と受刑能力について 」北海学園大学法学研究第 5 5

巻 4 号 （ 2 0 2 0 年 ） 1 1 1 - 1 1 2 頁。尚、野村俊明 「高齢者犯罪と医療 」法律時報第

9 2 巻 2 号 （ 2 0 2 0 年 ） 5 4 頁は 「 1 年ごとに評価する経過研究を行っている 」 とす

る 。   
5 5 9  令和 3 年版再犯防止推進白書 8 頁。   
5 6 0  刑事施設において、次の①ないし④のいずれかの処遇指標に付された者を計

上している 。① M （ 精神上の疾病又は障害のため、医療刑務所に収容される

者 ） 、② m （ 精神医療上の配慮が必要な者 ） 、③ P （ 身体上の疾病又は障害のた

め、医療刑務所に収容される者 ） 、④ p （ 身体医療上の配慮が必要な者 ） 。   
5 6 1  拙者 「認知症受刑者の状況と受刑能力について 」 1 1 0 - 1 1 1 頁。   
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5 6 2 等により罰金等の財産刑のみに処せられ、あるいは全部執行猶予付

判決を言い 渡 され るこ とが見込まれる被疑者 ・被告人等 、刑事施設におけ

る処遇を経ない者に対して行う社会復帰支援 5 6 3 との連携を図ることによ

り 、執行猶予となった高齢者に対し、必要な支援を実施することが可能とな

ると考える。   

 

5 )  執行猶予中での再犯における量刑考慮   

現行法上、執行猶予中での再犯により起訴された者に対して 、再度の執

行猶予を言い渡すことは難しい。刑法第 2 5 条第 2 項は、 「前に禁錮以上の

刑に処せられたことがあってもその刑の全部の執行を猶予された者が一年

以下の懲役又は禁錮の言渡しを受け、情状に特に酌量すべきものがあると

き 」 に 再 度 の 刑 の 全 部 の 執 行猶予が可 能であ る旨規定す る 。 こ こでの 「情

状に特に酌量すべきものがあるとき 」の要件を充足するには、例えば、示談

をして被害者から嘆願書を得たとか 、家族による身元引受の誓約がなされ

たなどの事情が必要である 5 6 4 。 しかし、被告人が、身寄りがない高齢者

や、認知能力が低下した高齢者、高次脳機能障害者 5 6 5 、若年性も含め

た認知症罹患者や知的障害者等であったならば、この要件の充足は厳しい

といわざるを得ない。  

あるいは、 「情状に特に酌量すべきものがあるとき 」について 、高齢者で

認知症 （ メンタルヘルス障害や認知障害も含む ）などの影響ある場合もこの

「情状 」に 含 めるべきでは ない か 。近年の下級審判決では 、高齢者の執行

猶予期間中での 再犯 につき 、再度の執行猶予を付した ものも見られる 。例

えば、東京高判平成 2 9 年 5 月 2 3 日 L E X / D B 2 5 5 6 1 0 9 0 は、執行猶予期

 
5 6 2  刑事訴訟法第 4 6 1 - 4 7 0 条参照。   
5 6 3  詳細については平成 3 0 年版犯罪白書 8 1 頁参照。   
5 6 4  「 一般的にいえば、示談、被害弁償によって、犯罪により被った損害が事後的

に回復されたこと 、改悛、反省の情が見られことがよい事情として評価されると

いえよう 。又、近親者等が損害賠償のために尽力することは、これらの者が、犯

人の更生改善の支えとなるから、有意義といえる場合が多い 」 とする （豊田健 ・

坂田正史 「刑の全部の執行猶予 」大塚仁他編 『大コンメンタール刑法第 1 巻  第

三版 』 （ 2 0 1 5 年 ） 5 5 9 - 5 6 0 頁。   
5 6 5  「 高次脳機能障害 」という用語は、学術用語としては、脳損傷に起因する認知

障害全般を指し、この中にはいわゆる巣症状としての失語 ・失行 ・失認のほか記

憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害などが含まれる ( 厚生労働

省社会 ・援護局障害保健福祉部  国立障害者リハビリテーションセンター :  

h t t p : / / w w w . r e h a b . g o . j p / b r a i n _ f u k y u / r i k a i /  )  ( 2 0 2 4 年 8 月 2 6 日閲

覧 ) 。  国際疾病分類第 1 0 版 ： I C D - 1 0  の精神及び行動の障害（ F 0 0 - F 9 9 ） の

中で、器質性精神障害は  F 0 0 - F 0 9 に分類され、その中で、 F 0 4 、 F 0 6 、 F 0 7  に

含まれる疾病を原因疾患にもつ者が高次脳機能障害の診断基準の対象とされる

（東京都福祉局 ： 「行政的な診断基準 ） 4 」 1 7 頁 ：

h t t p s : / / w w w . f u k u s h i . m e t r o . t o k y o . l g . j p / s h i n s h o / k o j i n o / i n d e x . f i l e s

/ 2 0 2 3 k i z y u n n . p d f  )  ( 2 0 2 4 年 8 月 2 6 日閲覧 ) 。前述した ”  a c q u i r e d  

b r a i n  i n j u r y ” ,  “ b r a i n  d a m a g e ” が相当しえる 。   

http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/rikai/
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/shinsho/kojino/index.files/2023kizyunn.pdf
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/shinsho/kojino/index.files/2023kizyunn.pdf
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間中の万引き事案につき 「万引き１件にとどまり 、被害店舗とは示談が成立

しており 、前記のとおり、認知症による疾病性に影響され、行動制御能力が

相当程度低下していた状況で行われたものと考えられ 、認知症の治療と再

犯防止に取り組む態勢が相当程度整えられていることからすれば、本件は、

情状に 特 に 酌 量 すべ き ものがあ ると認め られ 」 る と して再度の 執行猶予を

付している。さいたま地判平成 3 1 年 3 月 8 日 L L I / D B ： L 0 7 4 5 0 3 2 3 も 、

年齢 （ 7 9 歳）や認知症の罹患状況を 「再度の刑の執行猶予を相当とする特

に酌量すべき事情」 とする 5 6 6 。   

 

6 )  高齢者専用刑事施設や知的障害者専用刑事施設の設置   

全国の 刑事施 設で は 、高齢受刑者を始 めとする認知能力の低下や身体

能力の 障 害 に より 、 刑 務 作 業や日 常生 活上の支援に 多 大な 時間と労 力を

要する者や歩行・食事等の A D L 全般にわたって介助等を必要とする者等

が増加している。にもかかわらず、多 くの刑事施設ではバリアフリー化等の

最低限の環境も十分 に整っておらず、医療 ・福祉的な処遇を 担う刑務官は

極度に 重 い 負 担 を 強 い られてい る 。 この よ うな 状況の改 善を 図るた め 、高

齢者専用刑務所を設置し、刑事施設のバリアフリー化や介護士の 2 4 時間

配置、増員による介 助強化など、高齢者に特化した効果的な 支援をおこな

うことも考えられる 5 6 7 。 ド イツではすでに高齢者専用刑務所が設置され

ており 5 6 8 、日本でも 2 0 1 9 年に長崎刑務所で高齢者復帰専門部署が新

設された 5 6 9 。又、 2 0 2 2 年度（令和 4 年度）からは 「知的障害受刑者処

遇・支援モデル事業」を実施することになった 5 7 0 。   

しかし、高齢者に特化した刑務所の設置や処遇の実施は、高齢犯罪者に

対し、刑務所が 「終のすみか 」になるという誤ったメーセージを送ることにな

りかねない。これについても、留意しなければならないであろう。   

 

3  統計取得の改善  -  精神障害者 ・認知障害者情報   

高齢受刑 者 、精 神 障 害 受 刑者の 処遇改 善のた めに は 、そ の 前提と なる 情

報にかかる統計取得を改善する必要がある。ドイツでは、 6 0 歳以上の有罪者

数が把握されている。しかし、日本では、懲役・禁錮刑については高齢者の有

罪者数の統計があるものの、罰金刑等を含めた統計が取得されていない 。こ

れは 、司 法 統 計 に お い て 、年 齢別 の 統計 がま った く 収集 さ れ て い な い こ とに

起 因 す る 。 司 法 統 計 で 高 齢 有 罪 者 数 を 把 握 す る と と も に 、 矯 正 統 計 並 み に

 
5 6 6  他に高知地判平成 3 0 年 6 月 1 日 2 0 1 8 W L J P C A 0 6 0 1 6 0 0 4 など。さらに毎

日新聞 2 0 1 5 年 1 0 月 2 7 日西部夕刊 7 頁 「憂楽帳 : 超高齢化社会 」参照。   
5 6 7  拙者 「認知症受刑者の状況と受刑能力について 」 1 0 9 - 1 1 0 頁。   
5 6 8  平成 3 0 年版犯罪白書 3 7 2 頁。   
5 6 9  日本経済新聞 2 0 1 9 年 4 月 3 日西部夕刊 2 0 頁 「高齢受刑者、復帰を支援、

長崎刑務所、専門部署を新設 」 。   
5 7 0  令和 5 年版再犯防止推進白書 1 3 7 頁。   
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「 罪名と年齢 」 、 「刑種と年齢 」 、 「刑期と年齢 」などの情報を取得することは 、

刑事政策学上、大いに望まれるところである。これは、前述した罰金刑の運用

による社会内処遇を検討する上でも、必須の情報であると考えられる。   

現在の 矯 正 統 計 年 報 では 、前述 した と お り 精神障害受刑者 が刑事施設に

おいて一定数を占めていることが窺える。しかるに、現在では、刑事施設にお

ける精神障害者総数、年齢層別の精神障害者数、精神障害新規入所者の罪

名別刑期 別 統 計 、罪名 別 年 齢統計などは取得されてい ない 。 しか しながら 、

高齢者層の精神障害者の処遇検討においては、高齢者層と精神障害者で異

なる処遇が求められるものであるので、状況の把握が重要な鍵となるだろう 。

したがって、これらの情報を取得することは刑事政策上有益ではなかろうか。  

新規入 所者に つい ては、精 神診断の統計 （精神診断統計とい う ）は公開さ

れている 5 7 1 が、その統計に認知症罹患者が含まれているかは不明確であ

る。むしろ 、認知症診断が精神診断とは別に実施されていること 、 「認知症ス

クリーニング検査等 」の実施と医者よる認知症診断が一部しか行われていな

いことに鑑みると、新規入所者の精神診断統計に認知症罹患者が含まれてい

ない可能性が高い 5 7 2 。矯正統計の精神診断の統計では、 「精神障害なし 」 、

① 「 知 的 障 害 」 、 ② 「 人 格 障 害 」 、 ③ 「 神 経 症 性 障 害 」 、 ④ 「 そ の 他 の 精 神 障

害 」 、 ⑤ 「不 詳 」 に 分 類 して い る 。 この分 類に よ る と 「 精 神障 害なし 」以外 は 、

「 精 神 障 害 あ り 」 と さ れ 、 そ の 内 訳 が ① か ら ⑤ で あ る と 理 解 で き る 。 し か も 、

「 精神障 害 あ り 」 に お け る④ 「 そ の他 の精 神障害 」 と⑤ 「不詳 」 の合計の割 合

は、実に精神障害者の約 7 0 % 5 7 3 にも及び、その内訳は不明である。  

精神保健福祉法の第 5 条で規定される 「精神障害者 」 とは、統合失調症、

精神作用 物質 に よる急性 中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他

の精神疾患を有 する者をい う 。犯罪白書の精神診断統計は精神保健福祉法

をベースにして分類されていると思われる 5 7 4 。精神保健福祉法第 5 条に

おける 「精神疾患を有する者 」の例示として、統合失調症、精神作用物質によ

る急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病質が挙げられている 5 7 5 。

矯正統計年 報 の 「休養 患 者 統計 」 5 7 6 を 見ると 、認 知症であ る 「ア ル ツハ イ

マー病 」は 「 神 経 系 の 疾 患 」に 分 類 され てお り 、矯 正統計 年 報の精神診 断統

計では③ 「神経症性障害 」に分類されていると推測できる。又、他の認知症に

 
5 7 1  矯正統計 「新受刑者の罪名及び入所度数別  精神診断 」 。   
5 7 2  例えば、 「若年性認知症 」と言われるものは 6 5 歳未満の認知症罹患者の総称

であり 、認知症スクリーニング検査の対象外となり 、又 、認知症スクリーニング検

査 （例えば、改訂長谷川式簡易知能評価スケール （ H D S - R ） ） はアルツハイマー

認知症には検査効果を有しているが、知力が低下しない前頭側頭型認知症 （ピ

ック症 ）などはでの検査段階で正常とみなされる可能性があるとされる。   
5 7 3  2 0 1 2 年から 2 0 2 2 年の 1 1 年間の平均値。   
5 7 4  令和 5 年版犯罪白書 2 4 3 - 2 4 4 頁。   
5 7 5  大谷實 『新版  精神保健福祉法講義  [ 第 2 版 ] 』 （ 2 0 1 4 年 ） 3 6 頁。   
5 7 6  矯正統計 「休養患者の病名別  診断時期、転帰事由及び平均り病日数 （既決

拘禁者 ） 」 。   
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ついては、矯正統計年報の 「休養患者統計 」 5 7 7 を見ると 「精神及び行動の

障害 」に 分 類 され てお り 、矯 正統計年報の精神診断統計では 、④ 「 そ の他の

精神障害 」 と⑤ 「不詳 」に分類されていると推測できる 。よって 、 「精神障害者 」

であ る認知 症 罹 患 受 刑 者 が 、 矯正統 計に お い て 正確に 把握 さ れてい る かは

疑問が残る。  

そ もそ も 、精 神 保 健 福 祉 法 の 「精神疾患 」の定義は 、国 際的 に 権威があ り

広く利用されている 「精神障害に関する国際疾病分類（ I D C ） 」 5 7 8 基準に準

拠していない。医学的な進歩や国際化の動きを鑑みると 、精神保健福祉法に

お い ても 、国 際 基 準を 採 用 して 、精神疾患の種類を 画定すべき ではなかろ う

か 5 7 9 。矯正統計も、国際基準による分類に準拠するように改めていくべき

であ ろ う 。 さ らに 、認知 障 害 者 ・知的障害者 ・他 メン タルヘ ルス障害者も含め

たすべての受刑者が認知症罹患者になりえること 、年齢による有病率の格段

的な上昇が見られることなどを考慮すると 、認知障害者 ・知的障害者 ・他 メン

タルヘルス障害者に該当しうる精神障害受刑者については、知的障害をもつ

認知症罹 患者 とその 年齢、精神障害者と刑期と年齢 などとい った 、複合的な

状況を、毎年定期的に把握してい くことが必要ではなかろうか。  

近年は 、出 所 時 に お け る 出所 受刑者 中精 神保健 福祉 法に より 通報を 行 っ

た者 5 8 0 が、新規受刑者の精神障害者数 5 8 1 を約 2 4 % 強 5 8 2 上回って

いる状況が続いている。 これに鑑みると 、受刑者が刑事施設内で認知症を発

症ない し 悪 化 さ せ て い る 状 況 が窺 え る 。 受刑者 中の 精神 障 害受刑 者の 定期

的な状況把握は急務である。又、再犯の視点で見ると、高齢者層の 5 度以上

の再犯入所者の割合は極めて高く （ 2 0 2 2 年 4 2 . 4 % ） 、高齢者層の刑期統計

に鑑みると、通算受刑刑期が長期に及んでいることが考えられる。したがって、

再入所者の年齢別通算受刑刑期の把握も必要ではなかろうか。  

 

4  立法的解決   

抜本的な高齢 ・精神障害触法者の処遇案として 、現行制度を離れて、将来

的 な 立 法 的 解 決 に つ い て 検 討 す る 。 メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 ・ 認 知 障 害 触 法 者

（以降 、 「 精 神 障 害 触 法 者 」 とい う ） に 対する 、現行 制度に お い て可能な司法

的処遇の選択肢とその効果には限界がある。そこで、精神障害触法者を①薬

物使用障 害 者 、② 精神 神 障 害者 、③高齢者 （認知症罹患者 ） ・身体障害者 、

⑤知的障害者の 4 類型に分けた上で、海外の法制度を参照しつつ、それぞれ

 
5 7 7  同。   
5 7 8  I C D - 1 0 （ 国際疾病分類 ） 。 I C D - 1 0 によれば、 「アルツハイマー病の認知

症 」 、 「血管性認知症 」などは、 「 F 0  症状性を含む器質性精神障害 」として一つ

カテゴリーに分類されている。   
5 7 9  大谷 ・精神保健福祉法講義 3 9 頁。   
5 8 0  矯正統計 「施設別  出所受刑者中精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

による通報を行ったもの 」 。   
5 8 1  矯正統計 「新受刑者の罪名及び入所度数別  精神診断 」 。   
5 8 2  2 0 1 2 年から 2 0 2 2 年の 1 1 年間の平均値。   
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に妥当する効果的な司法的処遇を立法論として模索する。   

1 ）  外国の法制度   

まず、諸外国の精神障害触法者（高齢触法者含む）の処遇に関する法制

度を概観する。   

( a )  オーストラリア   

前述のとおり N S W 州では、精神障害触法者の刑事手続からダイ

バージョンを含む処遇手続きを法定化している。 N S W 州が、 1 9 9 0

年精神保健（法医学規定）法 （ M H F P A ） を 、 2 0 2 0 年に精神保健及

び認知障害法医学規定法 ( M H C I F P A ) に改定して改善を図ったのは

前述のとおりである。一方、他州はメンタルヘルス ・コートやドラッ

グ ・コートの開設（ ドラッグ ・コートは N S W 州も開設している ）を中心

に対応を進めている。   

( b )  ニュージーランド   

ニュージーランドでは、 2 0 0 3 年刑事訴訟 （精神障害者）法

（ C r i m i n a l  P r o c e d u r e  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  P e r s o n s )  A c t  

2 0 0 3 ） （ N Z ） で 、知的障害を持つ被告人及び犯罪者の抑留・留置、

精神鑑定・評価、及びケアについて、裁判所に適切な選択肢を提供

するための規定を定める。又、 2 0 0 3 年知的障害者法（ C r i m i n a l  

P r o c e d u r e  ( M e n t a l l y  I m p a i r e d  P e r s o n s )  A c t  2 0 0 3 ） （ N Z ）

の目的 （第 3 条 ）は、①知的障害を有し、かつ、その犯罪行為に対し

本来なら起訴され又は有罪判決が言い渡されるべき者に対して、適

切な義務的ケア及びリハビリテーションを実施するという選択肢を裁

判所に対して提供すること、②本法が適用される者の特別な権利を

認識し保護すること、③もはや刑事司法制度の対象から外れ、本法

の対象となった者に対しても様々なレベルのケアを適切に使用する

こと 、提供することを定める。尚、ニュージーランドはドラッグ ・ コート

を開設しているが、メンタルヘルス ・ コートを開設していない。   

( c )  英国   

2 0 0 7 年精神保健法で、精神障害触法者の医療的ケア等の詳細

を定めており、刑事手続から精神医療上の入院措置等への狭義の

ダイバージョンはこの法律の規定に基づいて行われる。又、メンタル

ヘルス ・コートも開設している。   

( d )  イタリア   

イタリアは、 1 9 7 8 年のバザーリア法によって、精神障害者の入院

を原則禁止して精神病院を解体し、緊急時を除いて、統合失調症な

どの精神障害者や認知症患者を精神病院で入院治療することを禁

止している。又、 1 9 9 0 年の法律第 3 0 9 号によって、売買を伴わな

い薬物の自己使用に対する制裁を原則として非刑罰化し、違法薬物

使用者を含め、単純使用者は刑罰の対象ではなく 、治療の対象とす
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る 5 8 3 。障害のある犯罪者に対する処遇については、 2 0 0 0 年イタ

リア共和国大統領令第 2 3 0 号 「刑務所制度及び自由刑に関する規

定」 （ R e g o ｌ a m e n t o  r e c a n t e  n o r m e  s u l l ’ o r d i n a m e n t o  

p e n i t e n z i a r i o  e  s u l l e  m i s u r e  p r i v a t i v e  e  l i m i t a t i v e  d e l l a  

l i b e r t à ） 第 2 0 条が、精神障害者又は発作性の精神障害者

（ s e m i n f e r m i  d i  m e n t e ）のための特別な取扱いを規定している。

さらに、イタリア行刑法 5 8 4 第 1 章第 6 節 「拘禁に代わる措置及

び義務の免除 」が規定する、高齢者や障害のある受刑者を対象とす

る拘禁に代わる措置 （後述 ）の実施が挙げられる。   

( e )  ドイツ   

ドイツでは、社会内処遇として、条件付き起訴猶予、条件付き執行

猶予等があるほか、罰金刑を留保して行う戒告が特筆される。これ

は留保期間を無事に終えた者が、有罪であるにもかかわらず、罰金

刑の記録も残されず、戒告で済んだことになるというもので、ラベリ

ングの回避につながっている。精神障害触法者については、保安処

分が適用される 5 8 5 。   

又、薬物刑事法である麻薬法 ( B ｔ Ｍ Ｇ ） 5 8 6 には、保護観察刑と

自由刑の中間にあたる、第 3 5 条以下に規定される 「刑罰に代替す

る治療（ T h e r a p i e  s t a t t  S t r a f e ） 」 と呼ばれる特別の制裁があ

る。 5 8 7 同法第 3 5 条第 1 項は、刑執行機関（検察 ） 5 8 8 が麻薬

依存症の被告人について、裁判所の同意の下に、 2 年以下の自由

刑又は禁断施設への収容措置（ドイツ刑法第 6 4 条）の執行を、最

長 2 年間延期させることができるとする。この刑執行の猶予

（ Z u r ü c k s t e l l u n g  d e r  S t r a f v o l l s t r e c k u n g ）の要件は、①有罪

被宣告者が、その麻薬依存又は中毒を理由として更生のためにすで

に自己のリハビリに役立つ治療を受けている場合、又は、②有罪被

宣告者が治療を受けることを同意し、その開始が保障されていると

 
5 8 3  浜井浩一 「イタリアの社会内処遇 」更生保護学研究第 7 号 （ 2 0 1 5 年 ） 5 4 頁参

照。浜井浩一 『罪を犯した人を排除しないイタリアの挑戦 』 ( 2 0 1 3 年 ) 8 4 頁によ

れば、 「 ド ラ ッグ ・ コー トは、司法の管理と威嚇の下で薬物依存症者に治療的処

遇を義務付ける一種のダイバージョンである 」 とする 。刑事罰は科さない （非犯

罪化 ）が行政罰を課すことになる （同 8 7 - 9 3 頁 ） 。   
5 8 4  イタリア行刑法 ( L e g g e  s u l l ' o r d i n a m e n t o  p e n i t e n z i a r i o ( L .  2 6  l u g l i o  

1 9 7 5 ,  n .  3 5 4 ) ) 。   
5 8 5  ドイツ刑法第 6 1 条から第 7 2 条にて規定。   
5 8 6  G e s e t z  ü b e r  d e n  V e r k e h r  m i t  B e t ä u b u n g s m i t t e l n  

( B e t ä u b u n g s m i t t e l g e s e t z  -  B t M G ) .   
5 8 7  ハンス = ユルゲン ・ケルナー著、小川浩三訳 『 ドイツにおける刑事訴追と制裁 』

（ 2 0 0 8 年 ） 1 8 頁。   
5 8 8  一般刑の執行は検察官の職務であるが保護観察は裁判所が担う。同法では

「検察 」を措置の中心に据えている （ハンス = ユルゲン ・ケルナー 1 8 頁 ） 。   
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述べる場合 （例えば、まだ治療が始まっていないのは、薬物治療施

設に空きができるのを待っている場合）である。  

ここで言う 「治療 」は 、有罪被宣告者が、麻薬依存症・中毒を除去

し、又は、新たな依存症の発生に対処することを目的とする、国家に

より認可された施設（例えば、私的に運営される薬物治療施設 ）に入

院して受ける治療を指す（麻薬法第 3 5 条第 1 項） 。 「刑罰に代替す

る治療」は、法技術的な観点からは保護観察刑と同様の自由刑の修

正と見ることができるが、麻薬依存症患者である有罪被宣告者の行

刑を回避し、麻薬中毒を集中的に治療することにより 、被告人の犯

罪行為の主要な原因を取り除くことを主目的としている。これはまさ

に、ドイツにおける刑罰から治療へのダイバージョンの一種といえる

だろう。   

さらに、ドイツ麻薬法第 3 5 条第 4 項は、 「受刑者は、執行機関が

定める時期に、治療の開始及び継続の証拠を提出する義務を負う。

治療を行う者又は機関は、治療が中止された場合には、執行機関に

通知しなければならない。 」 と規定する。これにより、有罪被宣告者

は、治療に関する報告義務を課される。治療を行う機関（薬物治療

施設） 、又は治療を行う者 （例えば、施設に属さず独立して治療を行

なっている治療土）は、詳細について報告する必要はないが、少なく

とも患者等によって治療が中止された場合には、それを報告する義

務を負う。   

ドイツ麻薬法第 3 5 条第 3 項第 2 号は、 「刑罰に代替する治療」

を 、 2 年を超える自由刑又は自由刑の総量が科された場合であっ

て、執行される自由刑又は自由刑の総量の残りが 2 年を超えず、か

つ、言い渡された犯罪の大部分について第 1 項の要件が満たされ

ているとき 」に可能であると規定する。すなわち、 「刑罰に代替する

治療」は、有罪被宣告者が自由刑に服し、条件付き釈放 ( b e d i n g t e  

E n t l a s s u n g ）が考慮される場合に、二次的手段として採用すること

もできるということである 5 8 9 。又、検察は、条件付き釈放（すなわ

ち、法技術的には、ドイツ刑法第 5 7 条によって管轄裁判所が行なう

保護観察のための残余刑期の執行猶予 ）に替えて、単純に以後の

自由刑の執行を打切ることもできる。この場合には、受刑者は刑務

所を出て、麻薬治療を受けることができる。ドイツでは、 「刑罰に代

替する治療」は毎年数千件が実施されており、実務上は成果が上々

であると評されている 5 9 0 。   

 
5 8 9  ハンス = ユルゲン ・ケルナー 1 8 頁。   
5 9 0  同 2 0 頁。   



- 145 - 
 

尚、ドイツにおける高齢犯罪者の処遇については、拙著「高齢犯

罪者の処遇－認知症触法者への対応」を参照していただきたい
5 9 1 。   

( ｆ )  アメリカ 、カナダ   

アメリカ、カナダ 5 9 2 も 、 ドラッグ ・ コート 、 メンタルヘルス ・ コート

を開設し、精神障害触法者を刑事手続から回避させている。   

アメリカにおけるメンタルヘルス ・コートの先駆けはフロリダ州ブロ

ワード郡のメンタルヘルス ・コートで、 1 9 9 7 年に問題解決型裁判所

のひとつとして設立された 5 9 3 。全米薬物裁判所研究所

（ N a t i o n a l  D r u g  C o u r t  I n s t i t u t e ）は 2 0 1 9 年に全米で 4 9 0 の

メンタルヘルス ・コート ( M H C ) を確認している 5 9 4 。アメリカは、世

界で最大のメンタルヘルス ・コート運営国である。   

カナダでは、 1 9 9 4 年、初のダイバージョン ・プログラムがオンタリ

オ州で始まった 5 9 5 。これを皮切りに、カナダの各司法管轄区域

は、精神障害犯罪者の刑事司法制度から民事精神保健サービスへ

の転換又は移行を促進するために、 「ダイバージョン ・プログラム 」を

創設していった 5 9 6 。 カナダでは、 「ダイバージョン （ d i v e r s i o n ） 」

という用語は、今日まで、メンタルヘルス ・コートの一般的な目的で

ある刑事司法と矯正システムからの 「転換 （ d i v e r t ） 」 や 、対象者を

民事精神保健ケアシステム （ c i v i l  m e n t a l  h e a l t h - c a r e  

s y s t e m ） に戻す （ p u t  i n d i v i d u a l s  b a c k ） こ と とは異なる、特定の

プログラムを指す専門用語として用いられており、専門裁判所を必

要としないとされる 5 9 7 。   

オンタリオ州トロントでは、クラウン ・ポリシー ・マニュアル （ C r o w n  

P o l i c y  M a n u a l ） に含まれる 「精神障害のある被告人のダイバージ

ョン 」プログラムにて、さらに異なるモデルを採用している。このモデ

ルでは、参加が任意で、個人が犯罪で起訴された後に開始される。

これは問題解決型の専門裁判所ではなく 、起訴後（ p o s t c h a r g e ） ダ

イバージョン ・プログラムである。このプログラムは、メンタルヘル

 
5 9 1  拙者 「高齢犯罪者の処遇－認知症触法者への対応 」 2 1 0 - 2 1 2 頁参照。   
5 9 2  カナダでは、犯罪法 （ C r i m i n a l  C o d e ） は国において統一的に運用されるが、

精神保健法は州法にて制定され、 メンタルヘルス ・ コー トも州ごとに運用が異な

っている。   
5 9 3  s u p r a  n o t e  4 5  a t  p . 1 0 5 5 .   
5 9 4  K r i s t e n  D e V a l l  e t  a l . ,  P a i n t i n g  t h e  p i c t u r e  C u r r e n t  P i c t u r e :  A  

N a t i o n a l  R e p o r t  o n  T r e a t m e n t  C o u r t s  i n  t h e  U n i t e d  S t a t e s  

( N a t i o n a l  T r e a t m e n t  C o u r t  R e s o u r c e  C e n t e r ,  2 0 2 2 )  p . 4 .   
5 9 5  h t t p s : / / w w w . j u s t i c e . g c . c a / e n g / r p - p r / j r / m e n t a l / p 7 . h t m l  （ 2 0 2 4

年 9 月 5 日閲覧 ） 。   
5 9 6  同上。   
5 9 7  R i c h a r d  D .  S c h n e i d e r  e t  a l .  M e n t a l  H e a l t h  c o u r t s :  

D e c r i m i n a l i z i n g  t h e  M e n t a l l y  I l l  ( I r w i n  L a w ,  2 0 0 7 )  p . 6 8 .   

https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/jr/mental/p7.html%20%E3%80%80
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ス ・コートのない多くの司法管轄区域で実施され、過去のダイバージ

ョンや犯罪歴があっても、被告人はダイバージョンの対象外とはされ

ない 5 9 8 。   

ダ イ バ ー ジ ョ ン モ デ ル に は 、 段 階 別 に 「 犯 罪 防 止 （ c r i m e  

p r e v e n t i o n ） モ デ ル 」 、 「 起 訴 前 （ p r e c h a r g e ） モ デ ル 」 、 「 起 訴 後

（ p o s t c h a r g e ） モ デ ル 」 が あ る と さ れ る 5 9 9 。 犯 罪 防 止 （ c r i m e  

p r e v e n t i o n ） モデルは、 リスクの高い個人を特定し 、警察が関与す

る前に介入を義務付けようとするものである 6 0 0 。起訴前モデルは、

犯 罪 の 可 能 性 が あ る 行為の後 、逮 捕す る 前に 警察が 行う 裁量 に 関

わるものである 6 0 1 。 メンタル ・ヘルスコートも起訴後モデルでは判

決 前 （ ” p r e a d j u d i c a t i o n ” ） 、 判決 後 （ ” p o s t a d j u d i c a t i o n ” ） 、 保

護 観 察 （ p r o b a t i o n ） ベ ー ス に 分 か れ る 6 0 2 。 尚 、 起 訴 後 モ デ ル

を 、 ” p l e a ” 6 0 3 を契機に “ p r e ” と “ p o s t p l e a ” に分け、 さらに量刑

判決後 ( P o s t s e n t e n c e ) モデルに分類すべきとする説もある 6 0 4 。   

判決 前モ デル では 、被告人は 、 メ ン タルヘルス ・ コー ト プログ ラム

に登録する前に 、有 罪を主張する必要はないと される 。裁判所は公

訴（ p r o s e c u t i o n ） を延期 （ d e f e r ） し 、その代わりに、被告人は義務

付けられたメンタルヘルスの治療を遵守することに同意する 6 0 5 。

一方 、判決 後モ デル では 、 メ ン タルヘ ルス ・ コー トのプログ ラムに登

録する前に 有罪 答弁 又は有罪判決が必要であ るが、被告人が治療

プログラムを完了するまで 、事件の最終 （量刑 ）処分が延期される 。

このモデルに従った メンタルヘルス ・ コー トの中には、義務付けられ

た治療プログラムを無事終了した時点で、被告人の犯罪記録の抹消

を 認 めるものもあ る 6 0 6 。最後の保護観察ベ ースモ デルでは 、被

告人は有罪を認め、有罪判決での保護観察とされ、 メンタルヘルス ・

コ ー ト は 、 保 護 観 察 の 要 件 と し て 強 制 的 な 治 療 を 課 す も の で あ る
6 0 7 。 メ ン タル ヘ ル ス ・ コー ト 参 加者が治 療 要件を 守らな い 場合 な

どの 違反行 為が 認められた 場合 、 しば しば 、口頭で の叱責、必要な

状況 説明 のた めの 出廷回 数の 追加 、強制的な地域 社会奉仕活動、

拘禁刑（ j a i l  t i m e ） 、場合によってはメンタルヘルス ・コートのプログ

 
5 9 8  I d ,  a t  p . 6 9 .   
5 9 9  I d ,  a t  p . 7 0 .   
6 0 0  I d ,  a t  p . 7 0 .   
6 0 1  I d ,  a t  p . 7 2 .   
6 0 2  D a v i d  D e M a t t e o  e t  a l . ,  P r o b l e m - s o l v i n g  C o u r t s  a n d  C r i m i n a l  

J u s t i c e  S y s t e m  ( R o u t l e d g e .  2 0 1 9 )  p . 8 8 .   
6 0 3  罪状認否手続おける被告人の答弁。  
6 0 4  s u p r a  n o t e  5 9 7  a t  p . 7 0 .   
6 0 5  s u p r a  n o t e  6 0 2  a t  p . 8 8 .   
6 0 6  I d ,  a t  p . 8 8 .   
6 0 7  I d ,  a t  p . 8 8 .   
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ラムからの除名などの制裁処分を課す 6 0 8 。  

オンタリオ州のモデルは、起訴後モデルである 6 0 9 。ア メ リ カの

管轄区域のほとんどでは、有罪答弁がダイバージョン ・プログラムへ

の参加の前提条件である点で判決後モデルであるのに対して 、カナ

ダのモデルは、典型的な判決前モデルで、被告人は決して喚問され

ることもな く 、有罪を認めることもないとされる 6 1 0 。  

 

2 )  日本の現行の法制度   

日本の一般的な精神障害者向けの社会福祉にかかる法制度としては、

知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、知的障害者

を援助するとともに必要な保護を行い、もつて知的障害者の福祉を図ること

を目的とする知的障害者福祉法、精神障害者の社会復帰の促進及びその

自立と社会経済活動への参加の促進のために必要な援助を行い、並びに

その発生の予防その他国民の精神的健康の保持及び増進に努めることに

よって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図ることを

目的とする精神保健福祉法、中毒患者の治療・保護を定めている麻薬及び

向精神薬取締法がある。精神障害触法者にとっては、これらの制度は、精

神障害触法者向け司法的処遇制度から移行しうる法律制度であり、司法的

処遇制度からこれらの制度にいかにシームレスかつ継続的に繋げられるか

が、精神障害触法者の社会復帰にとって重要な鍵となろう。  

司法的処遇制度では、刑事起訴を回避する制度として 、刑事訴訟法上は

微罪処分及び起訴猶予がある。刑罰制度の一般的な社会内処遇としては、

刑法では罰金刑、一部執行猶予、一部執行猶予（保護観察付 ） 、全部猶

予、全部猶予（保護観察付） 、仮釈放（保護観察付となる ）が、更生保護法

では更生保護制度がある。  

一方、精神障害触法者に対する刑事法的処遇として、医療観察法は、心

神喪失等の状態で重大な他害行為 6 1 1 を行った者に対し、その適切な処

遇を決定するための手続等を定めている。さらに、薬物法（薬物使用等の

罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に関する法律）は、薬物使用等

の罪を犯した者が再び犯罪をすることを防ぐため、刑事施設における処遇

に引き続き社会内においてその者の特性に応じた処遇の実施を定めている
6 1 2 。薬物使用等を犯す者は、薬物への親和性が高く 、薬物事犯の常習

 
6 0 8  I d ,  a t  p . 9 1 .   
6 0 9  s u p r a  n o t e  5 9 7  a t  p . 7 4 .   
6 1 0  I d ,  a t  p . 7 6 .   
6 1 1  注 3 9 4 参照。   
6 1 2  平成 2 5 年 6 月、平成 2 5 年法律第 4 9 号による刑法改正 （以下、刑法一部改

正法という ）により刑の一部執行猶予制度が導入されたのと同時に、更生保護法

が一部改正され、さらに薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶

予に関する法律 （薬物法 ）が制定された。薬物法第 1 条 （趣旨 ）は 、 「 この法律

は、薬物使用等の罪を犯した者が再び犯罪をすることを防ぐため、刑事施設に
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性を有する者が多いと考えられ、これらの者の再犯を防ぐためには、刑事

施設内における処遇に引き続き、薬物の誘惑があり得る社会内において

も、施設内における処遇効果を維持・強化するような処遇を実施する必要

があるため、薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に

関する法律（薬物法 ）は、刑法の特則を定めた。薬物法による刑の一部の

執行猶予は、刑法による刑の一部の執行猶予と異なり 、いわゆる累犯者

（前に禁錮以上の刑に処せられたことがあって、その執行を終わった日又

はその執行の免除を得た日から 5 年以内に禁錮以上の刑に処せられた

者）に対しても、裁判所が犯情の軽重及び犯人の境遇その他の情状を考慮

してその刑の一部の執行を猶予することができ、その猶予の期間中、必要

的に保護観察に付すというものである 6 1 3 。尚、薬物法の対象犯罪は、

覚醒剤をはじめとする規制薬物等の使用の罪と単純所持の罪に限られる
6 1 4 。   

さらに、令和 4 年 6 月第 2 0 8 回国会において成立した刑法等の一部を

改正する法律（令和 4 年法律第 6 7 号）による改定更生保護法には、保護

観察における特別遵守事項として、更生保護事業を営む者その他の適当な

者が行う特定の犯罪的傾向を改善するための専門的な援助であって法務

大臣が定める基準に適合するものについては、これを受けることを指示し、

又は保護観察対象者にこれを受けることを義務付けることを可能とする規

定が設けられた。これにより、保護観察対象者に対して、保護観察期間中

から支援機関・団体によるプログラム等の受講を義務付けることが可能と

なった 6 1 5 。   

 

3 ）  日本の問題点   

 
おける処遇に引き続き社会内においてその者の特性に応じた処遇を実施するこ

とにより規制薬物等に対する依存を改善することが有用であることに鑑み、薬物

使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に関し、その言渡しをする

ことができる者の範囲及び猶予の期間中の保護観察その他の事項について、刑

法 （明治四十年法律第四十五号 ）の特則を定めるものとする。 」 と定めている 。

続いて平成 2 7 年 6 月、特別遵守事項に社会貢献活動の類型を加える規定が、

平成 2 8 年 6 月、刑の一部執行猶予制度を含むその他の規定が、それぞれ施行

された （法務総合研究所 『令和元年版犯罪白書 』 ( 2 0 1 9 年 ) 3 5 - 3 6 頁 ） 。一部執

行猶予制度は、裁判所において、宣告した刑期の一部を実刑とするとともに、そ

の残りの刑期の執行を猶予することにより 、施設内処遇に引き続き、必要かつ相

当な期間、刑の執行猶予取消しによる心理的強制の下で、社会内における再犯

防止 ・改善更生を促すことを可能とするものである （法務総合研究所 『令和 2 年

版犯罪白書 』 ( 2 0 2 0 年 ) 2 6 9 頁 ） 。   
6 1 3  法務総合研究所 『平成 2 8 年版犯罪白書 』 ( 2 0 1 6 年 ) 2 2 - 2 3 頁、令和元年版

犯罪白書 4 - 5 頁、令和 2 年版犯罪白書 2 6 9 頁。   
6 1 4  令和 2 年版犯罪白書 2 6 9 頁。   
6 1 5  法務省 『令和 4 年版再犯防止推進白書 』 ( 2 0 2 2 年 ) 5 - 6 頁。   
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上記のように、日本における精神障害触法者の処遇制度は重大な他害

行為 6 1 6 をおこなった心神喪失相当者を対象とし社会復帰を目的する医

療観察制度（医療観察法）と薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部

の執行猶予のみである。精神障害を有する大半の受刑者は、精神医療若し

くは介護・監護ケアはされずに、刑事施設にて拘禁刑に服している。前述し

た諸外国の法制度に見られるような 、精神障害触法者への刑事手続を回

避し、精神医療若しくは介護・監護ケアへ代替させることを目的の一つする

仕組みが、日本では十分とはいえない状況にある。又、日本では、高齢・精

神障害触法者の仮釈放率が通常受刑者に比べて低く 、従って刑事施設に

て収監されている割合は高いといえる。さらに、出口支援において、介護

（監護 ）などの福祉的支援を拒絶する精神障害触法者（身体障害者を含

む）も存在しており 6 1 7 、その対応はより困難となっている。   

 

4 ）  高齢 ・精神障害触法者の処遇検討   

高齢・精神障害触法者の心身の状況、精神障害の原因は様々である。そ

れぞれの特性を考慮し、精神障害の類型別に、刑事手続を回避して精神医

療若し くは介護・監護ケアに繋げる制度の整備が必要であろう 。具体的に

は、類型ごとに刑事処分を以下の処遇に転換する （ダイバージョン ） ことが

妥当するであろう。   

①  高齢触法者 （認知症罹患者） 、身体障害触法者（ A D L が低下して

いる者 ）は、 「介護ケア 」へ転換する。   

②  アルコール中毒を含む薬物使用障害触法者、精神障害触法者（一

部認知症罹患者（前頭側頭型認知症など進行状態にあるもの ） ）

は、 「治療 」に転換する （尚、治療の前提は回復の可能性があること

である ） 。   

③  知的障害触法者（高次脳機能障害者を含む）は、 「監護 ・自立支

援」に転換する。   

( 1 )  処遇制度検討の前提   

上記の処遇を実現するためには、触法精神障害者の特性や刑事手続

きの段階を考慮した、多重的・総合的な法制度が必要となる。現行の医

療観察法を拡充することも考えられないが、対象及び目的が異なってい

ることに鑑み、新な高齢・精神障害触法者を支援する複合的 ・総合的な

 
6 1 6  注 3 9 4 参照。類似の用語として 、 「重要犯罪 」があり 、殺人、強盗、不同意性

交等、不同意わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買を指す （令和 6 年警察白

書 4 8 頁 ） 。殺人、強盗、放火及び不同意性交等を 「凶悪犯 」 とする。又、平成

2 2 年版犯罪白書では、 「重大事犯 」を挙げ、殺人、傷害致死、強盗、強姦及び

放火を対象とする （法務総合研究所 『平成 2 2 年版犯罪白書 』 （ 2 0 1 0 年 ） 2 1 0

頁 ） 。   
6 1 7  出口支援の拒絶 〈辞退 〉者については、平成 3 0 年版犯罪白書 3 4 6 - 3 4 8 頁を

参照。   
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医療介護処遇制度を設けるべきとの見地から検討を試みる。具体的に

は、以下の諸制度の創設が求められよう 。   

（ 2 )  高齢 ・精神障害触法者を支援する医療介護処遇制度   

（ a ）  重大な他害行為 6 1 8 者以外の心神喪失者（心神喪失相当）を

対象として 「審判 」にてその処遇を定める （ 「重大な他害行為者以外

の心神喪失者処遇制度 」 （後述 ） ） を創設することとする。現行の医

療観察法に準じるものである。   

( b )  精 神 障 害 の 影響 下での比較的軽い他害行為を 行った 高齢 ・精神

障害触 法者に 対 して 、害悪た る刑罰ではな く適切な治療や介護 （監

護 ） を 提供 し 本 人 と 社会の 関係 を 絶 や さ ず社 会復 帰 させ る こ とを 目

的とした総合的な仕組みが求められるだろう。   

例えば、高齢者がしばしば 、認知症の影響下での他害行為として

行う 、万引き （窃盗 ） 、無銭飲食 （詐欺 ） 、軽度の暴行、人身事故を伴

う交 通 事 件 、薬 物 使 用等に 限定して考 え てみよ う 。治療に よ る回復

が 見 込 め る者 に つ い ては 、 「 治療 」 を 提 供 す るべき であ る 。 し か し 、

回 復 が ほ とんど期 待 でき ない 認知症では、そ の進行を 遅らせるこ と

が治療の主体となるし、 A D L の低下を伴うため 「介護 」も当然に必要

となる。認知症後期の症状安定期には、触法者を再度円滑に社会で

受け入れる再社会化のため、 「社会福祉 」 との連携もセフテ ィーネッ

トの観点から必要となる。このように 、 「治療 （観察 ） 」 、 「介護 」 、 「福

祉的支援 」を提供する新たな司法的処遇制度を整備すべきと考える。   

ⅰ )  薬物使用障害者、精神疾患者、アルコール中毒者、一部認知症

罹患者（進行状態にあるものを含む ）で、触法者が有する精神障

害の影響下で触法行為を行った者を対象とする。治療での回復や

進行低下の可能性が高いことを理由に、判決前の治療的ダイバ

ージョン （ 「判決前の治療的ダイバージョン制度の新設 - ダイバー

ジョンのための条件付き勾留の停止 / 公判の停止等） 」制度 （後

述 ）を新設し、刑罰を治療に換える。又、執行猶予時の任意的条

件として 「治療条件 」を付す （ 「高齢 ・精神障害触法者の条件付き

執行猶予 」 （後述 ） ）制度を新設し、治療に繋げる。   

ⅱ )  高齢者 （認知症罹患者を含む） 、身体障害者（ A D L 低下 ） 、知的

障害者（高次脳機能障害者含む）を対象とする、執行猶予時の任

意的条件としての 「介護 ・監護条件」を付す （ 「高齢 ・精神障害触

法者の条件付き執行猶予 」 （後述 ） ）制度を新設する。さらに、執

行猶予と拘禁刑の中間処分制度として、指定する更生介護施設に

て刑の残余期間を服させ、併せて世話人若しくは後見人を付与す

る 「介護 ・監護処分」 （ 「拘禁に代わる措置として 「介護 ・監護処

分 」 （後述 ） ）制度を新設する。   

 
6 1 8  注 3 9 4 参照。   
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ⅲ )  精神保健福祉法との連携を高めるため執行猶予時及び公訴棄

却時の検察官による通報義務を精神保健福祉法にて明確にする

（通報制度） 6 1 9 。通常の生活が困難である触法知的障害者に

ついては、知的障害者福祉法との連携を高めるため通報制度を

設けることも考えられる。又、身寄りのない触法者に対し、検察官

による後見人の付与を認めることも考えられる。   

 

まず、これらの支援制度の実施にあたって、 「高齢 ・精神障害触法者

への再犯加重 ・累犯加重の適用除外 」 （後述 ）並びに 「高齢 ・精神障害

触 法 者 の （ 医 療 ） 保 護 観 察 中 の 再 度 の 執 行 猶 予 の 許 容 」 （ 後述 ） を 可

能にするようにする。   

 

5 )  再犯加重 ・累犯加重の高齢 ・精神障害触法者への適用除外（刑法 ）   

日本の刑法は「累犯 」の章をもうけ 、再犯に対し、第 5 7 条にて 「その罪に

ついて 定めた懲 役の 長期の二倍以下とする 」 と規定して 、必要的に刑を加

重してい る 。 これに 対し 、 ド イ ツで は再犯加重は廃止されて おり 、統計上も 、

再犯者 の 刑 期 が 著 し く伸 びてはい ない 。 さ らに 、オ ース ト ラ リア では 、精神

障害 ・認 知 障 害 犯 罪 者 へ の 司 法的 処 遇 制度 で あ る メ ン タル ヘ ル ス ・ コ ー ト

やダイバージョンにおいて 、 「再犯 」が参加適格要件の支障になっていない 。   

日本では、 「累 犯 」加 重適用の結果、再犯 の高齢 ・ 精神障害触法者が重

い拘禁刑を科せられて社会との関係を遮断され、社会内処遇に移行した後

の再社会化も困難となっていることは 、想像に難くない 。そこで 、少な く とも

「三犯以上の者についても、再犯の例による 」と規定する刑法第 5 9 条につ

いて 、高齢 ・精神 障 害触法者に よる軽微な犯罪への適用を除外するよ うに

改めるべきではなかろうか。例えば、同条に 「情状に特に酌量すべきものが

あるときは 、 この限り でない 。 」 との但書を 追加するこ とも考え られる 。又 、

「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」第 3 条に規定される常習累犯窃盗罪

についても、認知症罹患者など高齢 ・精神障害触法者がまったく問題視とさ

れていなかった 1 9 3 0 （ 昭和 5 ） 年 という 、同法が制定された時代背景を考

慮する必要がある 6 2 0 。高齢者犯罪が大きな社会問題となりつつある現

状に 照ら し 、例 えば 、同 罪 の適 用を 職業 的な窃 盗犯に 限 定 し 、高齢 ・精神

障害触法者への適用を除外するなどの法改正を検討すべきではないか。   

 

6 )  高齢 ・精神障害触法者の保護観察中の再度の執行猶予の許容 （刑法 ）   

 
6 1 9  現行の精神保健福祉法では、検察官は、精神障害者又はその疑いのある被疑

者又は被告人について、①不起訴処分をしたとき 、②裁判が確定したとき 、③そ

の他特に必要があると認めたとき、通報義務があるとされる （同法第 2 4 条 ） 。   
6 2 0  1 9 3 0 年の高齢者率は 5 % 強 （総務省統計局 『国勢調査 1 0 0 年のあゆみ 』

（ 2 0 1 9 年 ） 2 4 頁 ）であった。尚、犯罪白書が高齢化社会と犯罪の問題を初めて

章立てして採り上げたのは昭和 5 9 年版 （ 1 9 8 4 年 ）である 。   
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日本の刑法第 2 5 条第 2 項は、前に禁錮以上の刑につきその執行を猶

予され、又は執行猶予中の再犯者へのさらなる執行猶予を一定の要件のも

とに許容するが、同但書は、第 2 5 条の 2 第 1 項による保護観察付執行猶

予中の再犯者について、さらなる執行猶予を認めていない。しかし、高齢者

等に よる軽微 な万引 きへ の累犯対応を 鑑みると 、 これは硬直的であ るよう

にも思われる。   

ド イツでは 、保護観 察を付した場合であっても再度の執行猶予の機会は

失われ な い。 これに 倣い 、日本で も 、高齢 ・ 精神障害触法者 かつ一定額以

下の窃盗、無銭飲食など軽微な罪を犯した者に限り 、保護観察付執行猶予

中に再度の執行猶予を言い渡すことができるよう 、刑法第 2 5 条第 2 項但

書を廃止して、 ドイツと同様の高齢受刑者の再社会化の促進を図る方が望

ましいように思われる 6 2 1 。   

 

7 )  重大な他害行為者以外の心神喪失者処遇制度   

ド イ ツには 保安 処分 がある 。又 、保安処分を明 示的に定義していな い英

米法を基礎とする国でも 、保安処分措置が行われているのは前述のとおり

である。 これに対し、日本には保安処分はないものの、類似の制度として 、

かならずしも同質とはいえないが 「医療観察法」に基づく医療観察制度があ

る。既存の医療観察制度は、 「心神喪失又は心神耗弱の状態で、重大な他

害 行 為 を 行 っ た 者 に 対 し 、 そ の 社 会 復 帰 を 促 進 す る こ と を 目 的 」 と し て
6 2 2 、 検 察 官 の 申 立 と 地 方 裁判 所の 審 判 に よ り 、 司法 処 分 と し て 入 院や

通院等 の 治 療 を 行 う 制 度 であ る 。 も っ と も 、 この制度の対象は 重大な他害

行為にかぎられ、窃盗罪などは重大な他害行為 6 2 3 とはならず除外され

てい る 。従 って 、前頭 側 頭 型認知症に多い 、常習的な万引は対象とならな

い。又、医療観察法は円滑な社会復帰のため医療改善できる者を対象とす

るが 、認知 症などは 不可逆的で進行性で あるため 、かならずしも病状の改

善、円滑な社会復帰が望めず、同法の対象に該当しない 。そのため、現在

の医療観察法は、認知症罹患者をはじめとする精神障害触法者に対しては

必ずしも有効に機能していない 6 2 4 。   

 
6 2 1  小池信太郎 「 ドイツにおける刑の執行猶予 」論究ジュリスト （ 2 0 1 5 年 1 4 巻 ）

5 6 頁は 「日本では、累犯者に対する度重なる実刑は、積極的に有効だからとい

うより 、猶予は法律上不可能又は量刑慣行として考え難いからという消極的理由

で選択されている感もある。 」 とする 。尚 、日本では、罰金刑の再度の執行猶予

も認められていない。大谷實 『刑法講義総論  新版第 5 版 』 （ 2 0 1 9 年 ） 5 5 5 頁、

団藤重光 『刑法綱要総論  第三版 』 （ 1 9 9 0 年 ） 5 8 2 頁参照。   
6 2 2  法務省は 「殺人、放火等の重大な他害行為を行った人の社会復帰を促進する

ことを目的とした処遇制度 」 と位置づけている。  

h t t p : / / w w w . m o j . g o . j p / h o g o 1 / s o u m u / h o g o _ h o g o 1 1 . h t m l  （ 2 0 2 1 年 5

月 2 0 日閲覧 ）参照。   
6 2 3  注 3 9 4 参照。   
6 2 4  注 2 0 参照。 2 0 2 4 年 4 月 1 日現在、医療観察法による入院対象者のうち、国

際疾病分類第 1 0 改訂版に基づく分類 「 F 0  症状性を含む器質性精神障害 」は 2

http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/hogo_hogo11.html
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本制度 （ 「重大 な他 害行為者以外の心神喪失者処遇制度 」 ） での審判は、

審判所が担う 。例えば認知症など精神障害の影響下で他害行為を行い、起

訴猶予 を 含 む不 起 訴 処 分と な るか 、 公訴 棄却又は無 罪等が 確定し た 者に

ついては、検察官が、審判所にて申立てをできるようにする。起訴猶予を含

む不起訴処分で検察の申し立てに対しては、対象者若し くは付添人が通常

裁判での審議を行うように抗告できるとする。  

裁判所は、判決前の治療的ダイバージョンでの条件付き勾留の停止にお

ける条件 として 、 「治 療条件 」を付与すべきかど うか 、又は 、保護観察付執

行猶予者に対し 、 「治療条件 」を付与すべきかどうかを 、審判所に付託でき

ることとする。審判所は、精神障害 （疾患 ）があり自傷及び他害の虞がある

かどうかも考慮し 、人権的配慮の観点から、触法者の強制治療の要否を判

断し、処遇を決めることとする。   

①対象とする精神障害（疾患 ）の定義は I D C （ 国際疾病分類）に従うこと

とする 。②対象者とする者の、精神障害 （疾患 ）の評価 ・鑑定は、審判所の

精神保健審判員（医師 ）と審判所が指名する 1 名の専門医が行う 6 2 5 。

③本制度での治療期間は、原則 1 年間とし、最長通常の裁判で科されたと

想定しうる刑期を超えない 3 年以内とする 。治療期間にて回復しなかった

場合 、精 神 保 健 福 祉 法の 通報 制度に よ り 精神 保健 福祉 制度 に 委ね る こ と

になる 。④治療の 方 法は、現に自害他害の虞れがある場合を 除き 、原則、

入院措 置 を とら ず通 院 での 治療 と す る 。 但 し 、身 寄り の ない 者など 世話人

若し くは後見 人を必要とする者についは 、検察官が世話人、後見人を付与

する。当事者が民法的に制限行為能力者に当たる場合、付添人 （弁護士な

ど ）は後 見人 の申 請 を検察 官に要請でき るこ とする 。⑤本制度にて 治療対

象とな る者 で社 会 援 助を 必要とする者に 対してはそれを行 う 。本制度の申

し立て対象となり結果として治療を必要としないと判断された者についても 、

福祉的支援を必要する場合には他の福祉制度との連携を図る。   

 

8 )  判決前の治療的ダイバージョン制度の新設 - ダイバージョンのための条件

付き勾留の停止 / 公判の停止等（刑事訴訟法 ・刑法他 ）   

前述のとおりオーストラリアでは、 N S W 州ダイバージョンや他州メンタル

ヘルス ・ コートでは条件付き保釈 / 公判の停止が活用されている 。 これを日

本で採用する場合には、以下のような立法が考えられよう。   

重大な他害行為 6 2 6 者以外で、万引き （窃盗 ） 、無銭飲食 （詐欺 ） 、軽

度の暴行、人身事故を伴う交通事件、薬物自己使用犯罪に限定する。他害

行為時に、精神障害 （疾患 ）の影響 （アルコール中毒を含む）が見られる 6 0

歳以上の高齢 ・精神障害触法者や若し くは 、公判において訴訟能力上、精

 
人、 「 F 7  精神遅滞 ［知的障害 ］ 」は 4 人 ）である。   

6 2 5  精神保健福祉法の措置入院には 2 名以上の指定医の診察を必要とする （精神

保健福祉法第 2 9 条 2 項 ） 。   
6 2 6  注 3 9 4 参照。   
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神障害（疾患 ）の影響（アルコール中毒を含む）が見られた 6 0 歳以上の高

齢 ・ 精 神 障 害 触 法 者 を 対 象 と す る 。精 神 障害 （ 疾患 ） があ り 自傷 他害 の虞

があ る者 は 、触 法 者 の 強 制治療の要否判断の人権的配慮の観点より 、前

述の「重大な他害行為者以外の心神喪失者処遇制度」での審判を準用する

こととする。   

起訴後の勾留において 、住居の制限 （精神治療施設での入院、更生 ・福

祉施設での滞在なども含む ） 、精神障害の治療 （入院 ・通院 ）を保釈の条件

として付し、一定期間、勾留の執行を停止できるようにする。当該勾留執行

停止期間中、公判は一時停止とする。無事に上記の一定期間を終え、刑期

が 1 年未満と見込まれる場合、公訴は棄却される。刑期が 1 年以上と見込

まれる場合、公判を再開し、有罪となった場合、当該勾留執行停止期間（精

神障害（疾患 ）の一定期間）は刑の執行を受けたものとみなす。   

①治療より精神健康状態の改善が見込まれる者に限る。②精神障害 （疾

患 ）の治療 は 、被 告 人の 同意があ るこ と を前提とする 。③対象者は刑 期が

3 年以内と見込まれる者とする。④勾留の執行を停止一定期間は 1 年以内

とする。⑤定期的に裁判所に出廷するなど当該勾留執行停止期間は、執行

猶予の 保 護 観 察 （ 「 治 療 観 察 」 ） と相当 の措置を 受け るこ と とする 。⑥公訴

が棄却され た 場 合、同 件で再度訴追されない こ ととす る 。 ➆治療中に 治療

拒否 、居 住 違反 など違反 行為があ った 場合、公判が再開されるとする 。➇

本制度により治療観察対象となる者には、必要に応じて社会援助を行う。   

 

9 )  高齢 ・精神障害触法者の条件付き執行猶予 （刑法 ・更生保護法 ）    

ドイツでは 、執行猶予 6 2 7 の条件として 「負担 」や 「指示 」を認めること

で規範意識の覚醒を促し 、又 、 これらを履行させることで被疑者と被害者 ・

社会との関係の修復を助長することで 、犯罪者の再犯防止と被害者保護の

両面において一定の効果を上げている 6 2 8 。日本におい ても、現行の保

護 観 察 の 遵 守 事 項 よ り 効 果 的 な 条 件 付き 執 行 猶予 を 認 め る こ と は 有 効な

方策として考えられよう 6 2 9 。   

 
6 2 7  “ S t r a f a u s s e t z u n g “ を 「刑の延期 」 と訳すものとして 、宮沢浩一訳 ・法務大臣

官房司法法制調査部編 『 ドイツ刑法典 』 （ 1 9 8 2 年 ） 2 5 頁、イェシ ェック = ヴァイゲ

ント著、西原春夫監訳 『 ドイツ刑法総論  第 5 版 』 （ 1 9 9 9 年 ） 6 6 3 頁など。 「執行

猶予 」 と訳すものとして、ハンス = ユルゲン ・ケルナー 1 8 頁など。 「刑の執行猶

予 」 と訳すものとして 、金他 ・ ドイツ刑事法入門 2 4 6 頁、小池信太郎 「 ドイツにお

ける刑の執行猶予制度の沿革 」慶應法学第 3 1 巻 （ 2 0 1 5 年 ） 2 9 6 頁など。本稿

では 「刑の執行猶予 」 と訳す。   
6 2 8  拙著 「日独高齢犯罪者の処遇－認知症触法者への対応 」 2 1 1 頁。   
6 2 9  条件付き執行猶予を日本でも推進すべきとするものとして、小池信太郎 「 ドイ

ツにおける刑の執行猶予 」論究ジュリスト第 1 4 巻 （ 2 0 1 5 年 ） 5 6 頁。条件付き

起訴猶予を推すものとして 、太田達也 「起訴猶予と再犯防止措置 」法律時報第

8 9 巻 4 号 （ 2 0 1 7 年 ） 8 頁。検察裁量の拡大を懸念し起訴猶予の微罪処分化と

起訴後の手続打切りを推すものとして 、葛野尋之 「検察官の訴追裁量権と再犯

防止措置 」法律時報第 8 9 巻 4 号 ( 2 0 1 7 年 ) 1 2 - 1 8 頁。   
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（ 1 ）  ドイツの条件付き執行猶予   

ドイツでは、 2 年以内の自由刑 6 3 0 が言い渡された場合、同じ判決内

に お い て そ の 刑 を 猶 予 さ れ る こ と が あ る ( ド イ ツ 刑 法 第 5 6 条 第 2

項 ) 6 3 1 。 ド イ ツにお い て 、執行猶予制度は特別予防の観点から 1 9 5 3

年に導入された制度で 6 3 2 、軽犯罪や中程度の犯罪については、特別

予防の観点から問題が生じない限りは、できる限り閉鎖施設への収容を

避けるという主旨である 6 3 3 。上限を 3 年とする日本の執行猶予制度と

は異なり、対象とする自由刑の刑期は 2 年以内とされる 6 3 4 。刑の猶

予を言い渡されると、被告人は、刑事施設に収容されることはない。場合

に よ っ て 、 裁 判 官 は 、 当 該 被 告 人 に 対 し て 、 損 害 賠 償 の た め の 「 負 担

（ A u f l a g e n ） 6 3 5 」 を課すことができるほか ( 同法第 5 6 条 b ) 、その者の

再 犯 防 止 の た め 、 居 住 や 職 業 教 育 、 就 労 、 自 由 時 間 等 に つ い て 「 指 示

（ W e i s u n g ） 」 を与えることができる （同法第 5 6 条ｃ ） 6 3 6 。   

( a )  負担 （ A u f l a g e n )   

裁判所は、 「有罪判決を受ける者に 、犯された不法 の償いに 役立

つ負担を課す」ことができる （ ドイツ刑法第 5 6 条 b ） 。負担とは、不

法の 償いに 役立 ち 、有罪判決を受けた 者 を感得させるべ く 、刑の代

替 と して 与 え る もの で 、 刑 類似 の性 格を 有 す るが 、 刑そ のも ので は

ない 6 3 7 。負担の内容は、同法第 5 6 条 b 第 2 項において、①損

害回復 ( 1 号 「犯行により惹起された損害を全力で回復すること 」 ） 、

②公益的施設（ 2 号 ）又は国庫（ 4 号）への金銭支払い、③その他の

公益的給付 （ 3 号 ） と規定されている 。 これらは限定列挙であり 、他

 
6 3 0  罰金刑の代替としてではな く 、当初から自由刑が言い渡された場合に限られる 。

代替自由刑の猶予はできないとされる 。   
6 3 1  金他 ・ ドイツ刑事法入門 2 4 6 頁。   
6 3 2  臼井滋夫 ・宮沢浩一 「 ドイツ刑法沿革略史 」 『 ド イツ刑法典 』 （ 1 9 8 2 年 ） 1 3 頁、

小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予制度の沿革 3 0 0 - 3 0 1 頁、金他 ・ ドイツ刑事

法入門 2 4 6 頁。   
6 3 3  金他 ・ ドイツ刑事法入門 2 4 6 頁。   
6 3 4  ユリア ・シュナイダー著、黒澤睦 ・髙村紳 ・村瀨健太訳 「 ドイツ量刑法概説  - 日

独比較法対話とともに - 」 法律論叢第 9 1 巻 6 号 （ 2 0 1 9 年 ） 3 8 7 頁。ドイツ刑法

第 5 6 条も参照。   
6 3 5  金他 ・ ドイツ刑事法入門 2 4 6 頁では 「遵守義務 」 、 ドイツ刑法典 ・ 2 6 頁では

「遵守事項 」 と訳す。   
6 3 6  金他 ・ ドイツ刑事法入門 2 4 6 頁。 ドイツでの保護観察処分者の内、負担

( A u f l a g e n ) は 6 3 . 2 % 、指示 ( W e i s u n g e n ) は 7 0 . 1 % に課されている （ 2 0 2 2

年 ） 。  
6 3 7  強制執行はできず、履行担保は刑の猶予の撤回の可能性 ( 第 5 6 条 f 第 1 項

3 号 ）による。小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 1 頁、イェシェック ・ ド イツ刑

法総論 6 6 9 頁、小 池信太郎 「 ド イツにおける刑事制裁 ：経験的視点を交えた概

観 」慶應法学第 3 4 巻 （ 2 0 1 6 年 ） 9 4 頁。   
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の負担の追加は認められない 6 3 8 。 しかし 、同法第 5 6 条 b 第 2 項

は 「諸 負担 （ A u f l a g e n ） 」 とい う複数形の文言を用いてお り 、 これは

複数の負担の組合せも可能であることを示している 6 3 9 。 この負担

が あ る こ とで 、執 行 を 猶予 され る自 由刑 は 、同 じ 刑期の 実刑 の重さ

に近づ く との指摘がある 6 4 0 。 しかし 、負担は、刑を言い渡される

者に期待不可能な要求であってはならない （同法第 5 6 条 b 第 1 項 ） 。

又、課す負担は、責任と刑罰の均衡を考慮しなければならず 6 4 1 、

執行を猶予される自由刑それ自体、及び執行猶予の付随処分として

の 負 担 が 、全 体 と し て責任の程度を 超え てはならない と解さ れてい

る 6 4 2 。負担を命じるか否かは、裁判所の裁量とされる 6 4 3 。   

( b )  指示（ W e i s u n g e n )   

裁判所は、被告人が 「それ以上犯罪行為に及ばないために、指示

に よる助 力 （ H i l f e ） を 必要とす る場合 、 刑の猶予期間に つ い て 、指

示を命じる 」 （ ドイツ刑法第 5 6 条 c 第 1 項 1 文） 。目的は特別予防

のみであるから 、指 示の内容が刑罰に類似した性質を有して はなら

ないとされる 6 4 4 。この措置は必要的で、裁判所は、再犯防止のた

めに 必 要 な限 り に お い て 、 「 そ れ以上 犯 罪行為に 及ばない た めに 、

指示による助力を必要とする場合 」に、指示を命じなければならない
6 4 5 。再 犯 防 止 の 「助力 」 に ならない 、専ら監視的な指示は許され

ない 6 4 6 。指示の内容について、対象者の生活行動に介入する命

令・禁止が例示列挙されている （同法第 5 6 条 c 第 2 項） 6 4 7 。 「 1 .

身体的侵襲を伴う治療若し くは禁絶療法（ E n t z i e h u n g s k u r ） を受け

るこ と 、又は 、 2 . 適当な居住施設若し くは 収容施設に滞在すること 」

の指示は被告人の同意を得たときのみ課すことが許される （ 同法第

5 6 条 c 第 3 項） 。投薬は身体的侵襲を伴うものとされる。身体的侵

襲を伴わない療法の指示、つまり精神療法や行動療法については、

同意の必要はない （同法第 5 6 条 c 第 2 項第 6 号） 6 4 8 。同第 5 6

 
6 3 8  イェシェック ・ ド イツ刑法総論 6 6 9 頁、小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 5 頁。   
6 3 9  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 1 頁、小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 5

頁。   
6 4 0  小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 4 頁。   
6 4 1  同 9 5 頁。   
6 4 2  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 1 頁、小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 5

頁。   
6 4 3  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 1 頁。   
6 4 4  同 5 3 頁。   
6 4 5  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 3 頁、小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 6

頁。   
6 4 6  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 3 頁。   
6 4 7  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 3 頁、イ ェシ ェック ・ ド イツ刑法総論 6 7 0

頁、小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 6 頁。   
6 4 8  小池 ・ ドイツにおける刑事制裁 9 7 頁。   
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条 c 第 3 項の対象となるのは、改善保安処分としての精神病院収容

（同法第 6 3 条 ）や （アルコール ・薬物の）禁絶施設収容（同法第 6 4

条）の要件までは充足しないが、治療機関への入通院や福祉施設へ

の入所が望まれ る者である 6 4 9 。同意が必要とされるのは、基本

的自 由権 に深 く介入 するこ とに 加え 、意思に反した 実施は効果も薄

いと考えられていることによる 6 5 0 。指示を言渡し後に同意が撤回

され ても 、指 示 は なお 有効であ るが 、他の指示と同様 、直接強制は

できない 6 5 1 。もっとも 、執行猶予の取消し （同法第 5 6 条 f 第 1 項

2 号 ）は選択肢に入る。指示の言渡しに際し、具体的機関への受入

れや費用の問題を解決してお く必要があるとされる 6 5 2 。   

( 2 )  条件付き執行猶予制度の新設 （日本で採用する場合の提案 ）   

執行 猶 予 時の 任 意的 条件に 、 「 治療条件 」若 し くは 「介護 ・監護条件 」

を付す。対象者は、重大な他害行為 6 5 3 者以外で、他害行為時に、精

神障害（疾患 ）の影響が見られる高齢者 6 5 4 若しくは、公判において訴

訟能力上、精神障害 （疾患 ）の影響が見られた者 6 5 5 、刑の裁量的執

行停止要件となる 7 0 歳以上高齢者、要介護認定者 6 5 6 、 6 0 歳以上の

知的障害者（高次脳機能障害者を含む） とする。   

執 行 猶 予 に 課 す条 件 は 、 「 治療条 件 」 若 し くは 「 介護 ・監護 条件 」 であ

るが、高齢者で健常な者、恒常的な障害者などは必ずしも 「治療条件 」を

課すものではないとする。  

①精神障害 （疾患 ）があり自傷他害の虞があるものは、触法者の強制

治療の 要 否 判 断 の 人 権的 配慮 の観 点 より 、前 述の 「 重大 な他 害行 為者

以外の心神喪失者 処遇制度 」での審判 を準用するこ と とする 。②精神保

健福祉法の措置入院の対象とならない者の 「治療条件 」は本人の同意を

必要とする。③治療条件を伴う場合、その治療期間は原則 1 年以内とす

る （但し 、最長執行猶予期間まで延長可能とする ） 。 「介護 ・監護条件 」は、

7 0 歳以上高齢者、要介護認定者、 6 0 歳以上の知的障害者（高次脳機能

 
6 4 9  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 3 頁。 ドイツでは移転の自由 （選んだ場所

に居住し続ける自由を含む ）は、犯罪者の移転制限などにも関係するが、この制

約には法律の具体化が必要であると解されている （君塚正臣 『比較憲法 』 （ 2 0 1 2

年 ） 2 5 9 頁 ） 。   
6 5 0  小池 ・ ドイツにおける刑の執行猶予 5 3 頁。   
6 5 1  同 5 3 頁。   
6 5 2  同 5 3 頁。   
6 5 3  注 3 9 4 参照。   
6 5 4  薬物使用障害触法者、精神障害触法者 （一部認知症罹患者 （前頭側頭型認知

症など進行状態にあるもの ） 。   
6 5 5  同。   
6 5 6  「 要介護状態 」 とは 、日常生活上の基本的動作についても、自分で行うことが

困難であり 、何らかの介護を要する状態とする （厚生労働省 ：  

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / t o p i c s / k a i g o / k e n t o u / 1 5 k o u r e i / s a n k o u 3 . h

t m l  ( 2 0 2 4 年 3 月 7 日閲覧 ） ） 。   

https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kentou/15kourei/sankou3.html
https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kentou/15kourei/sankou3.html
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障害者を含む ）の監督を、更生保護施設、介護施設、知的障害者支援施

設若し くは 、 親族、保護団体その他の者に委託し 、それらの用意する住

居に て、介護 ・監護ケアを受けいれることを条件とするもので 、基本的

人権とされる居住の権利に鑑み本人の同意を必要とする。身体的問題を

生じた場合に は、一 時的に 、病院や老人保健施設も併用でき るように す

る 。 「 治療条件 」若し くは 「介護 ・監護条件 」 （両方も可とする ） を課する 、

執行猶予者は保護観察付きとする。④本制度により治療観察対象となる

者には、必要に応じて社会援助を行う 。又、執行猶予者に身寄りがなくか

つ執行猶予者が民法的に制限行為能力者に当たる場合、後見人の申請

を検察官に要請できることする 6 5 7 。  

 

1 0 )  拘禁に代わる措置として 「介護 ・監護処分 」 （刑法 ・更生保護法 ）   

ここでは、拘禁刑と仮釈放の中間的な処分である 「拘禁に代わる措置 」を

検討する。検討にあたって、まず、イ タリアにおける拘禁に代わる措置であ

る 、 在 宅 拘 禁 ( D e t e n z i o n e  d o m i c i l i a r e ) 、 半 自 由 （ r e g i m e  d i  

s e m i l i b e r t à ） について説明する 6 5 8 。   

( 1 ）  イタリアの拘禁に代わる措置 6 5 9   

( a )  在宅拘禁 ( D e t e n z i o n e  d o m i c i l i a r e ) 6 6 0   

在宅拘禁は、一定の条件を満たす者を対象に、自宅若し くは民間

 
6 5 7  民法第 7 条 （後見開始の審判 ） 、第 1 1 条 （保佐開始の審判 ） 、第 1 5 条 （補助

開始の審判 ）参照。検察庁の役割 ：  

h t t p s : / / w w w . k e n s a t s u . g o . j p / g y o u m u / y a k u w a r i . h t m  ( 2 0 2 4 年 9 月 2 6

日閲覧 ）も参照。   
6 5 8  浜井浩一 「イタリアにおける触法障害 ・高齢者の処遇について 」刑事弁護第 6 5

号 （ 2 0 1 1 年 ） 1 6 7 - 1 7 2 頁、浜井浩一 『罪を犯した人を排 7 除しないイタリアの

挑戦 : 隔離から地域での自立支援へ 』 2 0 1 3 年、浜井浩一 「イ タリアの社会内処

遇 」更生保護学研究第 7 号 ( 2 0 1 5 年 ) 5 3 - 5 9 頁 ） 、法務総合研究所研究部研究

部報告 5 6 『 高齢者及び精神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究 』 （ 2 0 1 7

年 ） 1 3 8 - 1 5 1 頁、平成 3 0 年版犯罪白書 3 9 3 頁参照。   
6 5 9  拘禁に代わる措置はイタリア行刑法第 1 章第 6 節 「拘禁に代わる措置及び義

務の免除 」 （ M i s u r e  a l t e r n a t i v e  a l l a  d e t e n z i o n e  e  r e m i s s i o n e  d e l  

d e b i t o ） にて規定している。拘禁に代わる措置には、①社会サービスでの保護

観察処分 ( A f f i d a m e n t o  i n  p r o v a  a l  s e r v i z i o  s o c i a l e ) 、②在宅拘禁

( D e t e n z i o n e  d o m i c i l i a r e ) 、③特別在宅拘禁 （ D e t e n z i o n e  d o m i c i l i a r e  

s p e c i a l e ） 、④半自由 （ r e g i m e  d i  s e m i l i b e r t à ） 及び⑤エイズ又は重度の免

疫不全患者に対する拘禁に代わる措置 （ M i s u r e  a l t e r n a t i v e  a l l a  

d e t e n z i o n e  n e i  c o n f r o n t i  d e i  s o g g e t t i  a f f e t t i  d a  A I D S  c o n c l a m a t a  

o  d a  g r a v e  d e f i c i e n z a  i m m u n i t a r i a ） などが規定されている 。   
6 6 0  イタリア行刑法 4 7 条の 3 ( 4 7 - t e r .  D e t e n z i o n e  d o m i c i l i a r e ) 。 フランスで

も 、 フ ラ ン ス 刑 法 第 1 3 2 - 2 6 条 で 電 子 監 視 付 き 自 宅 拘 禁 （ d é t e n t i o n  à  

d o m i c i l e  s o u s  s u r v e i l l a n c e  é l e c t r o n i q u e ） 、半自由 （ s e m i - l i b e r t é ） につ

いて規定している。尚 、フランス刑事訴訟法 7 2 3 条、第 7 2 3 - 7 条でも規定があ

る。   

https://www.kensatsu.go.jp/gyoumu/yakuwari.htm
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の 住 居 、 又 は 公 共 の 治療 、支 援及 び受入 施設で刑期を 過ご す 制度

で、更 生を目的 とする保護 観察とは異な り 、高齢者や知的障害者を

含む精神障害者等、心身の状況から刑務所に拘禁することが適さな

い受刑者に適用される。   

対象となる受刑者は、① 7 0 歳以上である高齢者 6 6 1 （ 但 し、組

織犯罪、テロ及 び破 壊活動、個人の人格に関する罪、性犯罪をした

者 等 は 除 外 さ れ る 。 ） で 、習 慣的 、職 業 的又は 性癖に よ る 犯 罪者で

はな く 、刑の執行開始時又は執行中である者、② 6 0 歳以上の障害

の あ る高 齢 者 （但 し 、組織犯罪 、テ ロ及 び破壊活動 、個人の 人格に

関する罪、性犯罪をした者等は除外される。 ）で 、 4 年を超えない有

期拘禁刑又は有期拘禁刑の残刑期が 4 年以下の者等であって、全

身 又 は 一 部 に 障 害 を 持ち刑務 所での処 遇 が適切でない 程度に 、心

身に障害のある者等である 。①②いずれかに含まれる者であれば、

特別な重大犯罪や組織犯罪を除き、刑期の長さ ( 3 年以上でも ) に関

係 な く適 用 され る 。 又 、累犯者 も状況に よっては 対象 とな り う る 。 在

宅 拘 禁 の 場 所 は 自 宅に 限定さ れてお ら ず 、刑事 施設以 外の 公的な

ケ ア 施 設 も 含 ま れ る 。 在 宅 拘 禁 を 命 じ ら れ た 者 は 、 自 宅 若 し く は民

間の住居、又は公共の治療施設、支援及び受入施設から離れること

を 禁 じられ る 。外 出 等に かかる行動制限は 、同じ く社会内刑執行事

務所が監督する保護観察よりも厳し く 、原則として前もって予定され

ていない外出にはすべて許可を必要とする。在宅拘禁者の態度が、

法 律 や 規 定 に 反 し 、 措置の遂行 と相 容れ ない と 判断 され ると き は 、

在宅拘禁を いつで も取り消すこ とができ 、在宅拘禁の場所から離脱

した者は、逃走罪（イタリア刑法第 3 8 5 条 ）により罰せられる。   

（ b ）  半自由 （ R e g i m e  d i  s e m i l i b e r t à ） 6 6 2   

いわゆる外部通勤や通学制度で、受刑者の社会復帰を促進する

ため、受刑者が 1 日の一部を施設外で労働したり、教育を受けた

り、通院をしたりするなど社会的な活動をすることを許可する制度で

ある。原則として一定期間 ( 刑期の半分 ) 拘禁刑を執行された後に許

可が与えられる 6 6 3 。   

( 2 )  拘禁に代わる措置として 「介護 ・監護処分 」の新設 （日本で採用する場

 
6 6 1  フランスでも 、 7 0 歳以上の受刑者の仮釈放 （ L i b é r a t i o n  c o n d i t i o n n e l l e ）

要件を緩和している （島岡他 ・フランス刑事法入門 2 7 0 頁 ） 。フ ランス政府公式

ウェブサイ ト ：  h t t p s : / / w w w . s e r v i c e -

p u b l i c . f r / p a r t i c u l i e r s / v o s d r o i t s / F 3 2 5 6 2  ( 2 0 2 4 年 3 月 3 1 日閲覧 ) も

参照。尚、フランスにおける高齢受刑者の処遇については、安田恵美 『高齢者の

権利保障と社会復帰 』 （ 2 0 1 7 年 ）を参照。 ドイツにおける高齢受刑者の処遇に

ついては拙著 「日独高齢犯罪者の処遇－認知症触法者への対応 」 （ 2 0 2 2 年 ） 、

鷲野明美 『刑事政策におけるソーシャルワークの有効性 』 （ 2 0 2 0 年 ）を参照。   
6 6 2  イタリア行刑法 4 8 条 ( 4 8 .  R e g i m e  d i  s e m i l i b e r t à ) 。   
6 6 3  イタリア行刑法 5 0 条 ( 5 0 .  A m m i s s i o n e  a l l a  s e m i l i b e r t à ) 。   

https://www.service-public.fr/particuliers/vosdroits/F32562
https://www.service-public.fr/particuliers/vosdroits/F32562
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合の提案 ）   

イタリアの 「在宅拘禁」 と 「半自由 」 とを掛け合わせた、日本の拘禁刑と

仮釈放との中間的な社会内処遇 （拘禁に代わる措置 ） として 「介護 ・監護

処分」を設けることを提唱する。対象者は、重大な他害行為 6 6 4 者以外

で刑期が 3 年以内、かつ、他害行為時に精神障害（疾患 ）の影響が見ら

れる 6 0 歳以上高齢者 6 6 5 、公判において訴訟能力上、精神障害（疾

患 ）の影響が見られた 6 0 歳以上高齢者 6 6 6 、刑の裁量的執行停止要

件となる 7 0 歳以上高齢者、要介護認定者となる者 6 6 7 、 6 0 歳以上の

知的 障 害 者 （高 次 脳機 能 障害者を 含む ）など 、刑務所に 拘禁するこ と が

適さず何ら介護・監護ケア （治療 ）を必要とする者とする。但し、精神障害

（疾患 ）があり自傷他害の虞があるものは、触法者の強制治療の要否判

断の人 権的 配慮 の 観点 より 前述の 「重大な他害行為者以外の心神喪失

者処遇制度 」での扱いとする。イタリアの在宅拘禁と同様に、一定の条件

を満たす者を対象に、自宅若しくは民間の住居 （但し、世話人と同居が必

須の要件とする ） 、又は公共の治療、支援及び受入施設、更生施設で残

刑期を過ごす。原則として 3 0 日程度拘禁刑を執行された後に許可を与

える。原則として前もって予定されていない外出にはすべて許可を必要と

する 。知的障害者は、 1 日の一部を就労施設で就労することを可能とす

る 。要介護認定者は、付添者の同伴により 、介護施設などに出かけて日

帰りで行うサービスを受けることも可能とする。治療のため通院や入院も

事前許可の対象とする （但し、緊急の場合は除く ） 。   

 

1 1 )  高齢 ・精神障害触法者の更生施設整備拡充   

現在、刑事施設では、施設環境のバリアフリー化、社会福祉士又は精神

保健福 祉 士 の 有資格 非 常 勤職員 、福祉専門官 （社会福祉士、精神保健福

祉士又 は 介 護 福 祉士 の 有 資格常勤職員 ） 、介護福祉士及び介護専門スタ

ッフ （介護職員実務者研修又は介護職員初任者研修の修了者等）の配置を

進めている 。又 、長崎刑務所では高齢者復帰専門部署の設置、 「知的障害

受刑者処遇・支援モデル事業」も進められている。しかしながら、あ くまで刑

事施設内での処遇改善にとどまっており 、刑事施設の老人ホーム化の促進

につながっていると言えよう 。   

 
6 6 4  注 3 9 4 参照。   
6 6 5  薬物使用障害触法者、精神障害触法者 （一部認知症罹患者 （前頭側頭型認知

症など進行状態にあるもの ） 。   
6 6 6  薬物使用障害触法者、精神障害触法者 （一部認知症罹患者 （前頭側頭型認知

症など進行状態にあるもの ） 。   
6 6 7  「 要介護状態 」 とは 、日常生活上の基本的動作についても、自分で行うことが

困難であり 、何らかの介護を要する状態とする （厚生労働省 ：  

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / t o p i c s / k a i g o / k e n t o u / 1 5 k o u r e i / s a n k o u 3 . h

t m l  （ 2 0 2 4 年 3 月 7 日閲覧 ） ） 。   

https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kentou/15kourei/sankou3.html
https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kentou/15kourei/sankou3.html
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一方、 2 0 2 3 年 4 月 1 日現在、更生保護施設は全国に 1 0 2 施設 6 6 8

があり、収容定員の総計は、 2 , 3 9 9 人である 6 6 9 。令和 4 年における更

生保護施設への委託実人員は、 6 , 7 4 2 人 （うち新たに委託を開始した人員

5 , 2 3 6 人）である 6 7 0 。 しかしながら、更生保護施設が刑事施設ほど更生

保 護 ・ 司 法 福 祉 の 観 点 か ら 、 生 活 環 境 が 整 備 さ れ て い る か は 不 明 で あ る
6 7 1 。前述した、中間的処遇制度における更生生活を送れる介護・監護ケ

ア の 基盤 と な る 、 高齢 ・ 精 神障 害 触法 者向 け の 専用 更 生施設 の 整 備は 不

可欠と考える。  

 

1 2 )  訴訟能力についての 「心神喪失 」の判断基準と打ち切り ( 公訴棄却 ) 手続

き ( 刑事訴訟法 )   

刑事訴訟法は、訴訟能力について 「被告人が心神喪失の状態に在るとき

は、検察官及び弁護人の意見を聴き、決定で、その状態が続いている間公

判手続を停止しなければならない。 」 （刑事訴訟法第 3 1 4 条第 1 項） と規定

する。そのた め、被 告人が公訴提起後心神喪失状態になったときは 、公判

が停止されなければならない。その後、被告人に回復見込のない場合には、

検察官は公訴を取り消す権限を有する （刑事訴訟法第 2 5 7 条）が、検察官

が公訴を取り消さない場合に、裁判所が主体的に公訴棄却をする明文規定

は 、刑事 訴 訟 法に は存 在 しない 。そ のため 、 このよ うな場合に 検察官が公

訴を取り消さない場合、無期限に、被告人の心神喪失状態が回復するか死

亡するまで、長期間公判が停止され、その間刑事被告人のままの状態に置

かれる可能性があり得るのである。   

英国法を基礎とするオースト ラリアでは、訴訟能力は 「裁判を受けられる

適性 」の問題として法制化されており 、誰であれ、公判前、公判中を問わず

問題提起できること 、司法的な判断手続きを行うことは 、前述のとおりであ

る 。訴 訟 無 能 力 の 主 た る 要因 は 、精 神障 害 ・ 認知 障害 に よ る もの で あ る 。

すなわち、訴訟無能力者は、 2 0 0 6 年に国連総会において採択された障害

者 権 利 条 約 （ C o n v e n t i o n  o n  t h e  R i g h t s  o f  P e r s o n s  w i t h  

D i s a b i l i t i e s ）の対象者となりえるのである。同条約は、第 1 3 条第 1 項に

て 「締約国は、障害者が全ての法的手続 （捜査段階その他予備的な段階を

含む。 ）において直接及び間接の参加者 （証人を含む。 ） と して効果的な役

割を果たすことを容易にするため、手続上の配慮及び年齢に適した配慮が

 
6 6 8  更生保護法人 9 9 施設、社会福祉法人、特定非営利活動法人及び一般社団法

人により 、それぞれ 1 施設が運営されている （令和 5 年版犯罪白書 9 5 頁 ） 。   
6 6 9  法務省保護局の資料による （令和 5 年版犯罪白書 9 5 頁 ） 。   
6 7 0  保護統計年報による。   
6 7 1  更生保護施設における高齢者又は障害を有する者の特性に配慮した処遇の充

実として 、全国の更生保護施設 （ 1 0 2 か所 ）のうち 7 7 施設を、高齢者や障害の

ある者を積極的に受け入れる施設 （＝指定更生保護施設 ）として指定し、指定さ

れた施設に、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士の専門資格等を有する

職員を配置している （令和 5 年版再犯防止推進白書 7 0 頁 ） 。   
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提供され るこ と等 に より 、障害者が他 の 者との平等を 基礎 と して司法手続

を 利 用 す る 効 果 的 な 機 会 を 有 す る こ と を 確 保 す る 。 」 と 規 定 す る 。 日 本 も

2 0 1 4 年に批准した障害者権利条約の履行の観点において、 「手続上の配

慮」の法制化は不可欠と考える。   

日本では最判平成 2 8 年 1 2 月 1 9 日 （刑集 7 0 巻 8 号 8 6 5 頁 ）にて訴訟

能力の 回 復 の 見 込 み が な く公判手続の 再開の可能性がない と判断され る

場合、裁判所は、公訴を棄却することができるとの最高裁判所の司法的判

断が下されてから、早約 1 0 年が経過している。しかし、被告人が心神喪失

状態に在って回復の見込みがない場合に、判決で公訴を棄却できる旨の明

文規定を刑事訴訟法に置こうとする立法の動きは全く見られない。 「訴訟無

能力 （心 神 喪 失 ） 」 と判 断 する 「基準 」 、 「 判断するまで期間 」等の手続き を

速や かに 具 体 的 か つ 明 確に 定 め る こ と が必 要で あ る と 考 え る 。 さ ら に 、公

判で 「訴 訟無 能 力 」の 判 断を 下された者に つい て 、医療観察法が対象者と

していないことも、法改定により至急対応すべきである。   

 

1 3 )  受刑能力についての 「心神喪失 」 と刑の必要的執行停止手続き （刑事訴

訟法 ）   

受刑能力については、刑事訴訟法第 4 8 0 条が、懲役、禁錮又は拘留の

受刑者が 「心神 喪 失 の状 態 」にあ るとき 、必要的に 刑の執行を 停止する旨

規定する。 「心神喪失の状態 」である者はすなわち、受刑無能力であるとい

える。   

1 9 9 1 年に国連で採択された 「精神疾患を有する人の保護と精神保健ケ

アの改善に関する国連原則 ( P r i n c i p l e s  o n  t h e  P r o t e c t i o n  o f  P e o p l e  

w i t h  a  M e n t a l  I l l n e s s  a n d  t h e  I m p r o v e m e n t  o f  M e n t a l  H e a l t h  

C a r e ) 」 は 、 「 す べ て の 人 は 、 利用 可能 な 最 善 の 精神 医 療を 受 け る 権 利 を

有し 」 ( a r t  1 ( 1 ) ) 、 「すべての精神疾患を有する者、又は精神疾患を有する

者と して処 遇 され て い る者 は 、 ・ ・ ・ 人間 本来の尊厳を 尊重して処遇されな

ければならない 」 （ a r t  1 ( 2 ) ) 、 「すべての精神疾患を有する者、又はそのよ

うな者と して処 遇 さ れ てい る者は 、 ・ ・ ・ 身体的又はそ の他の虐待 、及び品

位を傷つける処遇から保護される権利を有する 」 ( a r t  1 ( 3 ) ) とし 、精神疾患

を理由とする差別を禁止している ( a r t  ( 4 ) ) 。 さらに、 「本原則は、刑事犯罪

により拘禁刑（ s e n t e n c e s  o f  i m p r i s o n m e n t ） に服している者、又は刑事

訴訟手続きや捜査の過程で抑留 ・留置されている者で、精神疾患を有する

と判断された者、又はその可能性があると判断された者にも適用される。 」

( a r t  2 0 ( 1 ) ) と し 、 この原則は、 「 その状況において必要とされる最小限な

修 正 と 例 外 を 除 い て 、 可 能 な 限 り 最 大 限 に 適 用 さ れ な け れ ば な ら な い 」

( a r t  2 0 ( 2 ) ) と明示している。   

1 9 5 5 年にジュネーブで開催された犯罪防止と犯罪者の処遇に関する第



- 163 - 
 

1 回国際連合会議で採択された国連被拘禁者処遇最低基準規則 6 7 2 は、

「心神喪失（ i n s a n e ） 」 にある者、 「その他の精神的疾患（ m e n t a l  d i s e a s e ）

又 は 異 常 （ a b n o r m a l i t y ） の 状 態 に あ る 者 」 に つ い て の 処 遇 を 定 め 、

8 2 . ( 1 ) は 「心 神 喪 失 （ i n s a n e ） の状態に あ ると認 められ る者 は 、刑務所に

収容してはならず、できる限りすみやかに精神病院に収容するための措置

を と ら な け れ ば な ら な い 」 と し 、 8 2 . ( 2 ) は 「 そ の 他 の 精 神 的 疾 患 （ m e n t a l  

d i s e a s e ） 又 は 異 常 （ a b n o r m a l i t y ） の 状態 に あ る囚 人 は 、 医学 的 管理の

もとに 、専 門 の施 設 におい て観察し 、治療しなけ ればならない 。 」 と規定す

る。   

2 0 1 5 年 1 2 月 1 7 日に採択された総会決議である国連被拘禁者処遇最

低基準規則は、精神障害 （ m e n t a l  d i s a b i l i t y ） 及び / 又はメンタルヘルス

（障害 ）状態 （ m e n t a l  h e a l t h  c o n d i t i o n s ） の囚人について、規則 1 0 9 . 1

で 「刑事責任を問われないことが判明した者、又は後に重度の精神障害及

び / 若し くは メンタル ヘルス （障害 ）状態であると診断された 者であって 、刑

務所 （ p r i s o n ） に と どま る こ と が そ の 状 態の 悪化 を 意 味 す る 者は 、 刑務所

に抑留 ・留置 しては ならず 、でき るだ け 速やかに 精神治療施設に 移送する

よう手配しなければならない。 」 と規定する。   

オ ース ト ラ リア では N S W 州を 含めて 、最小制限の原則 ( p r i n c i p l e  o f  

l e a s t  r e s t r i c t i o n ) 6 7 3 、すなわち、認知障害又はメンタルヘルス障害を

持つ者は、可能な限り制限の少ない環境で治療を受ける権利を有するべき

であるとの原則に基づいて、刑事政策を展開している。   

一方 、日 本 で は 、受 刑 者 の心 神喪失 の 状態基準 、心神 喪失 判断までの

期間 、心 神 喪 失 判 断 後 の 処遇を 含めた 具体的手続き が 、刑事訴訟法に ま

った く規定されていない。これは、国連の 「精神疾患を有する人の保護と精

神保健ケア の改 善の ための国連原則 」 、障害者権利条約の履行の観点か

らも 、現状の法制度及びその運用では不十分で、これを改めた立法が必要

と考える。   

 

以上、日本での高齢 ・精神障害触法者の処遇について、試論を論じてきた。  

 
6 7 2  注 5 4 7 参照。   
6 7 3  国連によれば、 「すべての患者は、最も制限の少ない環境において、患者の健

康上の必要性及び他者の身体的安全を保護する必要性に適した、最も制限的又

は侵入的な治療を受ける権利を有する。 」 とする （ T h e  P r o t e c t i o n  o f  

P e r s o n s  w i t h  M e n t a l  I l l n e s s  a n d  t h e  I m p r o v e m e n t  o f  M e n t a l  

H e a l t h  C a r e ,  G A  R e s  4 6 / 1 1 9 ,  U N  G A O R ,  4 6 t h  s e s s ,  7 5 t h  p l e n  

m t g ,  U N  D o c  A / R E S / 4 6 / 1 1 9  ( 1 7  D e c e m b e r  1 9 9 1 )  a n n e x  

( “ P r i n c i p l e s  f o r  t h e  P r o t e c t i o n  o f  P e r s o n s  w i t h  M e n t a l  I l l n e s s  

a n d  t h e  I m p r o v e m e n t  o f  M e n t a l  H e a l t h  C a r e ” )  p r i n c i p l e  9 ( 1 ) . ） 。国

連 「精神疾患を有する人 （ p e r s o n s  w i t h  m e n t a l  i l l n e s s ） の保護と精神保健

ケアの改善のための原則 」 ：  h t t p s : / / w w w . o h c h r . o r g / e n / i n s t r u m e n t s - 6

丁目 m e c h a n i s m s / i n s t r u m e n t s / p r i n c i p l e s - p r o t e c t i o n - p e r s o n s -

m e n t a l - i l l n e s s - a n d - i m p r o v e m e n t  ( 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日閲覧 ) 。   

https://www.ohchr.org/en/instruments-6%E4%B8%81%E7%9B%AEmechanisms/instruments/principles-protection-persons-mental-illness-and-improvement
https://www.ohchr.org/en/instruments-6%E4%B8%81%E7%9B%AEmechanisms/instruments/principles-protection-persons-mental-illness-and-improvement
https://www.ohchr.org/en/instruments-6%E4%B8%81%E7%9B%AEmechanisms/instruments/principles-protection-persons-mental-illness-and-improvement
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おわりに  

本稿の第 1 部「Ⅰ .  オーストラリアにおける精神障害触法者へのダイバージョ

ンア プローチ 」 では 、オース ト ラ リアに お ける精神障害触法者へのダ イバージ ョ

ンアプローチを俯瞰した。   

まず、 「 1  オーストラリアの司法制度 - 精神障害触法者を巡る 」では、オース

トラリアの司法制度と精神障害触法者を巡る司法制度を概観した。ここでで

は、オーストラリアで精神障害触法者のダイバージョンの枠組みとして問題解

決型裁判所とダイバージョン ・プログラムが存在していることを明らかにした。

その中でも N S W 州は、オーストラリアでは唯一、刑事政策として精神障害触

法者を刑事司法制度から回避させるダイバージョン制度を法定化し、これに

よりすべての下級裁判所でダイバージョンを実施していることに着目した。  

まず、 「 2  N S W 州の精神疾患等の状況 」では、 N S W 州の精神疾患等の状

況を把握した。ここでは、 N S W 州における精神障害や認知障害のある若者が

障害のない一般の若者よりも刑務所に入る可能性が少なくとも 6 倍高く 、 し

かも精神疾患を抱える受刑者の最大 6 5 % が刑務所から出所後 2 年以内に再

犯しているなど、 N S W 州ではメンタルヘルスに関する多くの問題点が浮かび

上がっていることが判明した。   

「 3  ダイバージ ョンとメンタルヘルス ・ コート 」 では、まず 、ダイバージ ョンに

は警察におけるダイバージ ョンと裁判所におけるダイバージョンがあることを

理解した。次に、裁判所ダイバージ ョンついては、 N S W 州の裁判所ダイバー

ジョンを規定する法改定前の M H F P A 第 3 2 条と第 3 3 条の条文についてそ

の内容を精査した 。 さらに 、 メンタルヘルス ・ コートについては、 N S W 州以外

の州で運営されているメンタルヘルス ・ コー トの運用概要についても触れた。

そして、 N S W 州では、 「ポストコード司法 （ p o s t  c o d e  j u s t i c e ） 」 と呼ばれる

司法サービスの 地 域 差 の 問 題を 回避するた め 、ダ イ バ ージ ョ ン 方式を 「主流

アプローチ 」 として採用していることを確認にした。   

「 4 .  N S W 州のメンタルヘルス法の改定 」では、まず、ここでは、 M H F P A か

ら 法 改 定 後 の M H C I F P A へ の 改 定 に あ た っ て の 背 景 を 押 え た 。 次 に

N S W L R C より提言された主要勧告内容については、 M H C I F P A への反映状

況を勧告毎に詳細に明らかにした。さらに 、新たな M H C I F P A については、そ

の内容も総括的に概観した。   

「 5 .  N S W 州における精神障害犯罪者の処遇 」では、まず、ここでは、オー

ス ト ラ リア と日本の精神障害犯罪者処遇状況を把握するとともに 、オースト ラ

リアの障害者の司法的権利保護について理解を深めた。 さらに 、日本での高

齢 ・精 神障 害 触 法 者 処 遇 の 構想を 深 化 さ せるた めに 、オ ース ト ラ リ ア 他州で

運営され て い る メン タル ヘ ル ス ・ コ ー ト に つ い ては 、そ の詳細 を 確認し 、そ の

上で、他州メンタルヘルス ・コートと N S W ダイバージョンの特徴とその違いに

ついて分析を行った。又、ここでは、これまでの検討を通じたオーストラリアと

日本での 刑 事 司 法 にお け る思考の違い に つ い ても考察を 行った 。特に 、 「 訴

訟能力 ( 裁 判 を 受 け る適 性 ) ) と責任 能力 ( 精神疾 患の抗弁 ) 」 に つ い ては 、日
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本の「訴訟能力 」について私見を投じた。小括としては、 2 0 0 0 年 N S W 州の精

神障害犯罪者に関するダイバージョン法規改定の特徴と評価を行った。  

本稿の第 2 部「Ⅱ .  日本での高齢 ・精神障害触法者の処遇検討 」では、高齢・

精神障害触法者の処遇について試論を展開した。   

まず、 「 1  出 口 支 援と入 口 支援 」 では 、日本での出口支援と入口支援につ

いて、支援状況とその課題を認識した。その上で 「 2  現行制度の運用 」では、

現行制 度 で運 用 可 能 な 6 つ の 項目 （ 被 告 人 に 対 す る 認 知機 能 検 査 の 実 施

（① ） 、受刑者のメンタルヘルス ・認知障害の定期的把握と A D L の定期評価

（② ） 、刑事訴訟法上の刑の執行停止（③ ） 、罰金刑執行猶予者の拡大と入口

支援 （④ ） 、執行猶予中の再犯における量刑考慮 （⑤ ） 、高齢者専用刑事施設

や知的障害者専用刑事施設の設置 （⑥ ） ）を提唱した。次に、 「 3  統計取得の

改善  -  精神障害者・認知障害者情報 」では、精神障害者や認知障害者の統

計取得の改善を促した。  

「 4  立法的解決 」では、まず 、外国の法制度と日本の現行の法制度を概観

した 上で 、日本での問 題 点を 指摘した 。処遇検討にあ た っては 、現状の刑事

施設 内処 遇 で は 、 高 齢 ・ 精 神 障 害触 法者 の類 型毎 に 抱 え る問 題に 対 し 一時

的 限 定 的 な 対 応 し か で き ず 十 分 と は い い が た い 現 況 を 踏 ま え 、 典 型 的 な 高

齢 ・精神障害触法者類型と刑事手続の段階を特に顧慮した 。高齢 ・精神障害

触法者が抱 える根本 的問 題を 解決するた めに は 、刑事施設内処遇を極力回

避させつつ その 問 題の 解 決を 図る新た な刑事司法処遇制度の創設を 設け る

べきとの見地に立ち、高齢 ・精神障害触法者を支援する医療介護処遇制度の

骨格 （ 「重大 な他 害 行為 者以 外の心神喪失者処遇制度 」 、 「 判決前の治療的

ダイバージョン制度の新設 - ダイバージョンのための条件付き勾留の停止 / 公

判の停止 等 ） 」 、 「 高 齢 ・精 神 障害触 法者 の条件付き 執行猶予 」 、 「 拘禁に 代

わる措置として 「介護 ・監護処分」 ）について大胆な検討を試みた。  

ま ず 、現 在 の 医 療 観 察制度 で 対応 でき な い 、 重大 な他 害行 為 者以外 の心

神喪失者に対応する新たな制度としては、 「重大な他害行為者以外の心神喪

失者処遇 制度 （➆ ） 」 の導入を唱えた 。そして 、高齢 ・精神障害触法者の処遇

問題の解決の中核を担う制度を 3 つ掲げた。まず、起訴 ・公判段階において

は、本稿で十分精察を行ったオーストラリア N S W 州のダイバージョン方式の

運用を踏 まえて 精神 疾患治 療を主体とする 「判決前の治療的ダ イ バージ ョ ン

制 度 の 新 設 - ダ イ バ ー ジ ョ ン の た め の 条 件 付 き 勾 留 の 停 止 / 公 判 の 停 止 等

（➇ ） 」 を提唱した。次に、判決段階では、執行猶予者を対象とするものと実刑

者を対象とする 2 つの制度を挙げた。 1 つ目は、執行猶予者を対象とする制

度として、ドイツの事例を鑑み「条件付き執行猶予制度の新設（➈ ） 」 を提唱し

た 。 この制度では、治療成果がさほど期待できない 、認知障害者や知的障害

者に対して、主なニーズである介護 （監護 ）ケアを提供するものである。 2 つ目

は、実刑を免れない高齢・精神障害触法者を対象とするもので、これについて

は イ タ リ ア の 拘 禁 に 代 わ る 措 置 を 参 考 に て 、 「 拘 禁 に 代 わ る 措 置 と し て 「 介

護 ・監護処分 」 （ ➉ ） 」 を提唱した 。 これらの制度の導入には、できる限り日常
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的な生活を営み、それ通じて社会との関係を維持しつつ社会復帰に繋がる更

生を実践しうる生活居住環境の整備が不可欠である。そのために 、本稿では、

「高齢 ・精神障害触法者の更生施設整備拡充 （⑪ ） 」 を促した 。現行刑法規定

に も 触 れ 、 こ こ で は 、 高 齢 ・ 精 神 障 害 触法 者 へ の 「 再 犯 加 重 ・ 累 犯 加 重 の 高

齢 ・精神障害触法者の適用除外 （⑫ ） 」 、 「 高齢 ・精神障害触法者の保護観察

中の再度の執行猶予の許容 （⑬ ） 」 と適用緩和を求めた。 さらに 、未だ法定化

や手続確定がされていない事項を取り上げ、ここでは、 「訴訟能力 」問題の対

応として 「 「 心 神 喪 失 」 の 判 断 基 準打 ち切り ( 公 訴棄却 ) 手 続き ( ⑭ ) 」 と 、 受 刑

能力喪失 者問 題 対応 として 「受刑能 力に つ い ての 「心神喪失 」 と刑の必要 的

執行停止手続き ( ⑮ ) 」 についても触れた。   

 

本稿で提唱した刑事司法処遇制度は、刑事司法制度を、刑罰を与えるプロセ

スではな く 、罪を犯 した者が抱 え る内在的問題の解決を 導き 、結果的に 再犯防

止のプロセスと捉え よう とするものであ る 。従って 、治療法学に基づ く司法制度

（治療的司法 ）の考え方にも親和的であると考えられる。日本では、高齢者社会

化が世界において最も進んでいる上、又 、高齢 ・精神障害触法者も刑事施設に

多数存在して いる 。高齢 ・精神 障害触法者を刑事司法制度から回避させ治療 ・

介護 （監護 ）ケアに導くことは、障害者の司法的権利保護につながると考える。   

世界において最も高齢化の進んでいる日本こそが、世界に先駆けて先進的で

な くてはならないはずであるが、まだまだ道は遠い。本稿では、司法と社会福祉

（司法福祉 ）の視点や、受刑者の人権については、あまり深 くは触れなかったが、

これらは他日の検討を期したい。   
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資料 1 ：  報告書の勧告内容   

1 )  報告書 1 3 5   

勧告

番号   

勧告内容   法律への反映   

 第 4 章  普及率    

4 . 1  刑事司法制度における認知障害 ・精神

障害者の代表とその結果に関するデー

タ収集と分析、戦略の策定を勧告する

（勧告 4 . 1 ） 。   

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 5 章  認知障害とメンタルヘルス障害

の定義   

 

 認知障害とメンタルヘルス障害の 2 つ

の別個の定義を勧告する （勧告 5 . 1 と

勧告 5 . 2 ） 。   

 

5 . 1  

 

適切な場合には、以下の定義を法律で

使用すべきである ：   

( a )  認知障害とは、脳の損傷

（ d a m a g e ）や心的外傷（ d a m a g e ） 、

機能障害、発達遅延、劣化の結果とし

て生じる、理解、理性、適応機能、判

断、学習、記憶における継続的な障害

のことである。   

( b )  そのような認知障害は、以下のも

のから生じる可能性があるが、これに

限定されない ：   

( i )  知的障害、   

( i i )  境界知的機能 ( b o r d e r l i n e  

i n t e l l e c t u a l  f u n c t i o n i n g ) 、   

( i i i )  認知症（ d e m e n t i a s ）   

( i v )  後天性脳障害、   

( v )  薬物又はアルコールによる脳の

損傷（ d r u g  o r  a l c o h o l  r e l a t e d  

b r a i n  d a m a g e ） 、   

( v i )  自閉症スペクトラム障害。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 5 条  認知障害 ]   

・ 文 言 の 変 更 は あ る が

内容は同一である。   

 

5 . 2  適 切 な 場 合 に は 、 以 下 の 定 義 を 法 律 で

使用すべきである ：   

( a )  メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 （ M e n t a l  

h e a l t h  i m p a i r m e n t ） と は 、 日 常 生

活 に お け る 機 能 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ

す ほ ど 、 「 感 情 的 な 幸 福 感

( e m o t i o n a l  w e l l b e i n g ) 」 、 「 判断又

は 行 動 」 を 損 な う 、 「 思 考 、 気 分 、 意

志 、 知 覚 又 は 記 憶 」 の 一 時 的 又 は 継

続的な障害をいう。   

( b )  そ の よ う な メ ン タル ヘ ル ス 障 害は 、

・法律に大部分反映され

る。   

[ 新第 4 条  メンタルヘル

ス障害 ] < 新設 >   

但し、 ( b ) ( i v ) の「重度の

パーソナリティ障害 」につ

いては、報告書 1 3 8 で

の検討にて、最終的に勧

告対象外とされた。  
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以 下 の も の か ら 生 じ る 可 能 性 が あ る

が、これらに限定されない ：   

( i )  不 安 障 害 （ a n x i e t y  

d i s o r d e r s ） 、   

( i i )  感 情 障 害 （ a f f e c t i v e  

d i s o r d e r s ） 、   

( i i i )  精神病（ p s y c h o s e s ） 、   

( i v )  重 度 の パ ー ソ ナ リ テ ィ 障 害

( s e v e r e  p e r s o n a l i t y  

d i s o r d e r s ） 、   

( v )  物 質 誘 発 性 精 神 障 害

（ s u b s t a n c e  i n d u c e d  m e n t a l  

d i s o r d e r s ） 。   

( c )  「物質誘発性精神障害」は、薬物誘

発性精神病（ d r u g - i n d u c e d  

p s y c h o s e s ）のような継続的なメンタ

ルヘルス障害を含むべきであり、物質

乱用障害（物質への中毒）や物質を摂

取による一時的な影響は除外する。   

 

5 . 3  

 

1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、勧告 5 . 1 及び 5 . 2 に

定める 「認知障害」並びに 「 メンタルヘル

ス障害」の定義を盛り込むべきである。   

・ 法律に反映される。   

[ 新法第 3 条定義第 ( 1 )

項 ] < 定義項目追加 >  

・定義として 「認知障

害」と 「 メンタルヘル

ス障害」が追加され

る。   

 

 保釈や公判前（ p r e - c o u r t ） ダイバージ

ョンの文脈でこれらの定義を使用するこ

とを勧告する。 （勧告 5 . 4 、勧告 5 . 5 、勧

告 8 . 3 )   

 

 

5 . 4  5 . 4  新しい保釈法は、勧告 5 . 1 及び勧

告 5 . 2 に示された 「認知障害」及び 「 メ

ンタルヘルス障害 」の定義を採用すべき

である。   

 

・法律に一部反映され

る。   

 

5 . 5 （ a ）相当 ：   

・認知障害、メンタルヘ

ルス障害との用語を使

用するが、 「認知障害」

及び 「 メンタルヘルス

障害」の定義について

何ら触れていない。   

 

5 . 5 ( b ) 相当：   

・ 2 0 1 3 年保釈法 （ B a i l  

A c t  2 0 1 3 ） の第 4 3

条（保釈 ( B a i l ) 決定を

行う警察の権限 ）につ
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いては、 「 2 0 2 0 年メン

タルヘルス障害及び認

知障害法医学規定法

第 1 9 条 ( a ) 若しくは

( b ) 又は第 2 1 条

( 1 ) ( a ) 若しくは ( b ) 」 を

挿入する。   

 

5 . 5 ( c ) 相当：  法律に反

映されない。   

・何ら触れていない。   

 

5 . 5  5 . 5  政府が新保釈法制定を定めない場

合    

 

( a )  1 9 7 8 年保釈法（ N S W ） を改定し、勧

告 5 . 1 及び 5 . 2 に定めるメンタルヘル

ス障 害 及 び認 知 障 害 の定義を 反映す

べきである。   

 

( b )  1 9 7 8 年保釈法 ( N S W ) の第 3 2 条第

( 1 ) 項 ( b ) ( v ) を 改 定 し 、保釈 の決定 者

に、認知障害又はメンタルヘルス障害

を 持 つ 人 の 特 別 な ニ ー ズ を 考 慮 す る

ことを要求すべきである。   

 

( c )  1 9 7 8 年保釈法（ N S W ）第 3 7 条を改

定し、保釈条件を理解し遵守する能力

を考慮する要件を、認知障害又はメン

タ ル ヘ ル ス 上 の 障 害 を 持 つ 者 に も 拡

大すべきである。   

  

・法律に反映されない。   

 

( a ) :  法律に反映されな

い。   

 

( b ) ：  法律に反映される。   

・勧告 5 . 4 ( b ) 参照   

 

( c ) ：  法 律 に 反 映 さ れ な

い。   

 

 第 6 章  保釈    

6 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 3 条を改定し、

同条に基づきその者を精神鑑定・評価

のために精神医療施設に連行すること

を指示する命令が下された場合、その

者が精神鑑定・評価後に裁判所に戻さ

れない限り、保釈の決定は下されないと

定めるべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 第 7 章  司法制度評価 ・支援サービス    

7 . 1 /  

7 . 2 /  

7 . 3  

認知障害者やメンタルヘルス障害者の

ために州全体の地域と裁判所連絡サー

ビス （ S C C L S ）の拡大 （勧告 7 . 1 ） 、認

知障害者やメンタルヘルス障害者の早

期発見と、必要な場合の付託を支援す

・法律に反映されない。   
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る情報の開発 ・配布 （勧告 7 . 2 ） 、法律

扶助弁護士に対する研修と支援の提供

（勧告 7 . 2 ）が勧告された。   

 

7 . 4 /  

7 . 5  

C R E D I T プログラムに関して （勧告

7 . 4 、勧告 7 . 5 ） 。   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

7 . 6  C R E D I T と S C C L S について （勧告

7 . 6 ） 。  

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

7 . 7  C R E D I T プログラムの拡大に関する評

価について （勧告 7 . 7 ） 。   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 第 8 章  公判前のダイバージョン    

8 . 1  8 . 1  2 0 0 7 年精神保健法 [ M H A ] （ N S W ）

第 2 2 条に基づき精神医療施設に付託

され、入所しなかった場合、警察はその

決定を精神健康再審査審判所に付託

し、審査を受けることができるべきであ

る。   

 

・法律に反映されない。   

 

8 . 2  N S W 州警察、 N S W 州保健局、 N S W 州

救急隊間の、メンタルヘルス障害を持つ

人々への対応に関する覚書について

（勧告 8 . 2 ） 。   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

 保釈や公判前ダイバージョンの文脈でこ

れらの定義を使用することを勧告する

（勧告 8 . 3 ) 。   

ダイバージョンは起訴の前後で利用で

き、精神医療施設への入院を必要とせ

ず、複数回利用でき、警告や注意の代

わりにならず、主要な利害関係者の協

議によって開発された手順によって支援

されるべきである （勧告 8 . 3 及び勧告

8 . 4 ） 。   

 

 

8 . 3  

 

法 律 は 、 以 下 の よ う に 公 判 前 の ダ イ バ

ージョンオプションを規定すべきである ：   

( a )  報告書 1 3 5 勧告 5 . 1 及び 5 . 2 に定

・法律に反映されない。   
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義 さ れ る 認 知 障 害 又 は メ ン タ ル ヘ ル

ス 障 害 が あ る と 思 わ れ る 場 合 、 警 察

官は不起訴（ d e c l i n e  t o  c h a r g e ）又

は 起 訴 を 取 消 （ w i t h d r a w  a  

c h a r g e ）することができる。   

( b )  警 察 官 は ( a ) に 基 づ く 決 定 を 行 う

際、以下の点を考慮する必要がある ：   

( i )  被疑者の認知障害又はメンタルヘ

ルス障害の明白な性質、  

( i i )  被疑者の罪の 性質、重大性及び

状況、  

( i i i )  被疑者に犯罪歴がある場合、そ

の性質、深刻さ、状況、  

( i v )  地域社会における治療、介入又

は 支 援 の 可 能 性 に 関する利用可能

なあらゆる情報。   

( c )  こ の オ プ シ ョ ン は 、 以 下 の よ う に す

べきである ：   

( i )  略式処理することが可能な犯罪及

び 起 訴 可 能 な 犯 罪 に 関 し て 利 用 で

きるようにすること、  

( i i )  起訴前と起訴後の両方で利用可

能であること、  

( i i i )  被疑 者が罪 を 認めるこ とを必要

としないこと、  

( i v )  被 疑者 が過 去 に犯罪を 犯したこ

と が あ る 、 又 は 本 オ プ シ ョ ン の も と

で処 分 を 受 け た こ と があ る とい う理

由 だ け で 、そ の 者 がダ イ バージ ョ ン

されることを妨げないこと 。   

( d )  このオプシ ョンは、警察官が警告や

注 意 な ど 非 公 式 に 対 処 す る こ と が 適

切 で な い 場 合 に の み 使 用 さ れ る べ き

である。   

( e )  このオ プシ ョンは 、警察官が 2 0 0 7

年精神保健法 [ M H A ] （ N S W ）第 2 2 条

に基づ く権限を 行使 するこ とを 妨げな

いとする。   

( f )  警察官は、このオプシ ョンに基づい

て被疑者を対処した場合、その記録を

作成する必要がある。   

 

8 . 4  ニューサウスウェールズ州警察は、裁判

所 、関 連 政 府 機 関 （ ニ ュ ーサウ スウ ェー

ルズ 州保 健 局 、司 法長 官 ・司法省など ）

及 び 地 域 社 会 の 関 係 者 と 協 議 し 、 認 知

障 害 並 び に メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 者 の 公

判前コンバージョンの運用を支援する手

・法律に反映されない。   
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順を策定すべきである。   

 

8 . 5  ( 1 )  州 全 体 の コ ミ ュ ニ テ ィ と裁判 所のリ

エゾンサ ービス （ S C C L S ） は 、認知障

害 及 び メ ン タ ル ヘ ル ス 上 の 障 害 を 持

つ人々のダイバージ ョンに関連した決

定を支援するために、警察官に評価、

付 託 及 び 助 言 を 提 供 す る よ う に 拡 充

されるべきである。   

( 2 )  C R E D I T プログラムは、認知障害

及びメンタルヘルス障害を持つ人々

のダイバージョンに関連した意思決定

を支援するために、警察にサービスと

助言を提供するように拡充されるべき

である。   

 

・法律に反映されない。   

 

8 . 6  ニューサウスウェールズ警察は、認知障

害 者 や メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 者 に 関 連 す

る最 前 線 の 警 官 訓 練に 関する現行の方

法を、以下のように見直すべきである ：   

( a )  精 神 医 療 介 入 チ ー ム プ ロ グ ラ ム

の 人 員 を 増 強 し 、 監 護 管 理 者

（ c u s t o d y  m a n a g e r ） な ど の 重 要

な 役 割 を 含 め 、 警 官 が 各 地 域 の 司

令 部 （ c o m m a n d ） で 訓 練 を 受 け ら

れるようにする。   

( b )  す べ て の 警 察 官 が 、 以 下 を 網 羅

する研修を受けたことを確認する。   

( i )  認知障害やメンタルヘルス障害

のある者、   

( i i )  ダイバージョンの機会、   

( c )  地域社会のステークホルダーと

提携する。    

 

・法律に反映されない。   

 

 

第 9 章  下級裁判所におけるダイバージ

ョン ・ ・ ・第 3 2 条  

 

9 . 1   

 

 

( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 2 条は、報告

書 1 3 5 勧告 5 . 1  及び 5 . 2 に示される

ように 、被 告人が認 知障害又はメン タ

ル ヘ ル ス 障 害 に 苦 し ん で い る 、 又 は

訴 訟 手 続 に 関 す る 犯 罪 の 実 行 と さ れ

る時に苦しんでいたと裁判官に見える

場合に適用されるように改定されるべ

きである。   

・一部が法律に反映され

る。   

 

（ 1 ）  法律に反映される。   

[ 新：第 1 2 条メンタルヘ

ルス障害又は認知障害

を有する被告人第（ 1 ）

項 ] < 新設 >   

 

（ 2 ）  法律に反映されな

い。   
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( 2 )  精神病者を第 3 2 条の適用から除

外する第 3 2 条第 ( 1 ) 項の既存の規定

は削除されるべきである。   

 

[ 新：第 1 2 条メンタルヘ

ルス障害又は認知障害

を有する被告人第（ 3 ）

項 ]   

 

9 . 2  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 2 条を改定

し、裁判所は以下の事項に関する決

定を下す際に、 ( 2 ) に挙げられた要素

を考慮しなければならないと規定すべ

きである ：   

( a )  ダイバージョンが適切であるかど

うか   

( b )  どのダイバージョン方法が被告人

にとって適切であるか。   

( c )  ダイバージョン計画の期間及び性

質、並びに当該計画に関連する報

告義務の頻度。  

( 2 )  裁 判 所 は 、 裁 判 所 が 関 連 す る と 考

えるその他の事項とともに 、以下の要

素を考慮しなければならない ：   

( a )  被告人の認知障害又は精神障害

の性質。   

( b )  申し立てられた犯罪の性質、深刻

さ、状況。   

( c )  被疑罪以降の被告人の状況にお

ける関連する変化。   

( d )  被 告 人 の 犯 罪 歴 が あ る 場 合 、 そ

の履歴。   

( e )  ダイバージ ョン命令がある場合、

そ の 命 令 中 に 受 け た 支 援 の 性 質 と

質を含む、被告人 のダイバージ ョン

命 令 の 履 歴 、 及 び そ れ ら の 命 令 に

対する被告人の対応。   

( f )  勧 告 さ れ た 命 令 が 、 犯 罪 の 可 能

性、頻度 、深刻さを 減少させる可能

性。   

( g )  事件のあらゆる状況において、被

告人を法律に従って処理することが

適切かどうか、以下を含む：   

( i )  被告人が法律に従って対処され

る 場 合 に 、 裁 判 所 が 利 用 で き る

選択肢。   

( i i )  認 知 障 害 や メ ン タ ル ヘ ル ス 障

害 の 結 果 、 刑 事 司 法制 度 が 被 告

人に与える追加的な影響。   

( h )  勧告された行動方針について、被

告 人 の 理 解 の 程 度 を 考 慮 し た 上

・法律に一部反映され

る。   

[ 新：第 1 5 条  裁判官が

命令を下す際の考慮事

項 ]   
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で、被告人の意見を述べること。   

( i )  被告人のニーズに適したサービス

の利用可能性   

( j )  被 告 人 が 利 用 可 能な家族及び 地

域社会の支援   

( k )  被告人及び／又は地域社会に対

するダイバージョンの利益。   

( l )  事案の状況において適切な、被告

人 に 対 す る 制 限 的 効 果 が 最 も 少 な

い命令を行うことが望ましいこと 。   

( 3 )  ( 2 ) ( b ) に 関 す る 見 解 を 形 成 す る 場

合 、 裁 判 所 は 、 訴 訟 手 続 に お い て 主

張 され る事 実 の 概 要 又は裁判所が関

連 す る と 考 え る そ の 他 の 情 報 に 依 拠

することができる。   

 

9 . 3   

 

 

( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

[ M H F P A ] （ N S W ）第 3 2 条は、裁判所

が 暫 定 的 な 命令 を 下 す 権限 を 制 限す

る こ と な く 、 以 下 を 含 む 目 的 の た め

に 、 裁 判 所 が 手 続 き を 延 期 す る 権 限

を有することを規定すべきである ：   

( a )  被 告 人 の 認 知 障 害 又 は メ ン タ ル

ヘルス障害の精神鑑定・評価、   

( b )  ダイバージョン計画の策定、   

( c )  報告書 1 3 5 勧告 9 . 4 ( 1 ) に従って

起 訴 を 棄 却 し 、 無 条 件 で 被 告 人 を

釈 放 （ d i s c h a r g e ） す る こ と を 目 的

と して 、被 告 人が 関連サービスとの

関 わ り や 治 療 を 実 証 す る 機 会 を 設

けるため。   

 

( 2 )  保釈に関する命令を行う裁判所の

権限は、維持されるべきである。   

 

・ 法律に一部反映され

る。   

 

( 1 )  一部が法律に反映さ

れる。   

[ 新：第 1 3 条  手続の延

期（ A d j o u r n m e n t ） ]   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

 

9 . 4  1 9 9 0 年 精 神 保 健 （ 法 医 学 規 定 ） 法

（ N S W ） [ M H F P A ] 第 3 2 条 は 、 報 告 書

1 3 5 勧告 9 . 2 に示された要因を考慮し、

裁判所は以下のことができると規定すべ

きである ：   

( 1 )  起訴を棄却し、被告人を無条件で釈

放（ d i s c h a r g e ） すること 、   

 

( 2 )  満足のい くダイバージ ョン計画があ

り 、 被 告 人 が 十 分 遵 守 す る 可 能 性 を

・法律に一部反映され

る。   

 

( 1 )  法律に反映される

（内容は従来どおり ） 。   

[ 新：第 1 4 条  裁判官が

行うことができる命令第

( 1 ) 項 ]   

・新法では、 「 メンタルヘ

ルス障害者又は認知
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示 し た と い う 理 由 で 、 起 訴 を 棄 却 し 、

被 告 人 を 釈 放 （ d i s c h a r g e ） さ せ る こ

と、    

 

( 3 )  被告人がダイバージョン計画を実行

し 、裁判所の要求に 応じて 、その計画

の履行 状況 及び実 質的な 遵守状況に

関して裁判所に報告 するこ とを条件と

し て 、 後 の 釈 放 （ d i s c h a r g e ） を 視 野

に入れ、手続を一時停止すること、    

 

( 4 )  被告人が報告書 1 3 5 勧告 1 2 . 2 の

適 格 基 準を 満た す場合 、報告書 1 3 5

勧告 1 2 . 1 で提案された  C R I S P リス

トに被告人を付託すること。   

 

障害者」を対象とす

る。   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   
 

（ 3 ）  法律に反映される。   

[ 新第 1 3 条  手続の延期

（ A d j o u r n m e n t ）

( a ) ( i v ) ] < 新設 >   

 

（ 4 ）  法律に反映されな

い。   

 

9 . 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）の第 3 2 条を改定し、被告人を

責任者の保護下におき釈放

（ d i s c h a r g e ） させるというオプションを

削除すべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 

9 . 6  ( 1 )  ダイバージョン計画は、以下の事項

を満たさなければならない ：   

( a )  事案の状況に応じて適切な治療、

及 び / 又 は サ ー ビ ス と の関 わり 、及

び / 又はその他の活動のプログラム

を定めること 、   

( b )  違反行為を直接的又は間接的に

生じさせると思われる事柄に対処す

ること。  

( 2 )  ダイバージ ョン計画では、以下のこ

とを含めることができる ：   

( a )  治療、サービスとの関わり又はそ

の 他 の 活 動 の 性 質 、 程 度 及 び 頻

度、ならびにこれらのサービス及び

活動を提供する者を指定する、   

( b )  精 神 科 医 、 心 理 学 者 、 そ の 他 の

サ ー ビ ス 提 供 者 に よ る 精 神 鑑 定 評

価 な ど 、 被 告 人 の 認 知 障 害 又 は メ

ン タ ル ヘ ル ス 障 害 の 性 質 と 程 度 に

関連する情報を含む。   

 

・法律に反映されない。   

・ ダイバージョン計画

の内容に関して規定

されない。   

 

9 . 7  報告書 1 3 5 勧告 9 . 4 ( 3 ) に記載された

種類の命令が下される場合、ダイバー

ジョン計画には、ダイバージョン計画の

下での被告人の進捗と成果に関する裁

判所への報告に責任を負う個人又は組

・法律に反映されない。   

 



- 177 - 
 

織である責任報告者を定めるべきであ

る。   

 

9 . 8  報告書 1 3 5 勧告 9 . 4 ( 3 ) に記載された種

類の命令が下された場合：   

( a )  裁判所はダイバージョン計画中い

つでも、以下のことができる ：   

( i )  計画の修正を承認する。   

( i i )  被 告 人 、責 任あ る報 告者 の申

請又 は自 らの 申 し立てに より 、そ

の計画を終了させる。   

( b )  裁判所がダイバージョン計画の修

正 を 承 認 す る 場 合 、 計 画 の 合 計 期

間が 1 2 ヶ月を超えない限り、計画

の期間を延長することができる。   

( c )  ダイバージョン計画の終了又は満

了 に 伴 い 、 裁 判 所 は 、 関 連 す る 罪

状に関連して被告人をどのように扱

う か を 検 討 し な け れ ば な ら な い 。 こ

の決定を行うにあたり 、裁判所は以

下 の 事 柄 を 考 慮 し な け れ ば な ら な

い ：   

( i )  被 告 人 が 計 画 を 実 質 的 に 遵 守

しているかどうか、   

( i i )  計画期間中の被告人の成果、   

( i i i )  被告人が本計画に参加した結

果 、 被 告 人 の 状 況 に 重 大 な 変 化

が生じたこと 、   

( i v )  裁 判 所 が 関 連 すると考え るそ

の他の要因。   

( d )  ダイバージョン計画が終了又は満

了した場 合、裁 判所は、以下のこと

ができる ：   

( i )  被 告 人 の 釈 放 ( d i s c h a r g e ) 、  

又は、   

( i i )  法 律 に 従 い 被 告 人 を 処 罰

（ d e a l ） 。   

( e )  ダイバージョン計画に参加した被

告人に判決を下す場合、裁判所

は、被告人がその計画に参加した

程度を被告人に有利に考慮しなけ

ればならない。   

( f )  ダイバージョン計画に参加した被

告人に判決を下す場合、裁判所

は、被告人がダイバージョン計画に

参加しなかったこと、又は完了しな

かったことを考慮してはならない。   

 

・法律に反映されない。   
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9 . 9  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 2 条に基づくダ

イバージョン計画は、計画を運用するの

に十分な、最大 6 ヶ月の期間を定める

べきである。この期間は、適切な場合、

合計 1 2 ヶ月まで延長することができ

る。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 1 0 章  下級裁判所におけるダイバー

ジョン  –  第 3 3 条   

 

1 0 . 1  

 

1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 3 条第（ 1 ）項

（ a ） を改定し、被告人が 2 0 0 7 年精神保

健法 [ M H A ] （ N S W ） に定義される精神

病者又は精神障害者 （ m e n t a l l y  

d i s o r d e r e d  p e r s o n ） であると裁判所

に思われる場合、裁判所は被告人に対

する起訴を棄却する命令を出し、被告人

を精神鑑定・評価 （ a s s e s s m e n t ）する

ために精神医療施設に連行し、そこに抑

留・留置することを命令できることを規

定すべきである。   

 

・法律に反映される （従

来どおり ） 。   

[ 新第 1 9 条  裁判官が行

うことができる命令（ a ） ]   

 

1 0 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）第 3 3 条 2 項を廃止

すべきである。   

 

・法律に反映されない。  

 

1 0 . 3  

 

1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）第 3 3 条第 ( 1 ) 項 ( b )

を改定し、被告人が 2 0 0 7 年精神保健

法 [ M H A ] （ N S W ） に定義される精神病

者又は精神障害者であると裁判所に思

われる場合、裁判所は被告人を精神鑑

定・評価 （ a s s e s s m e n t ） するために精

神医療施設に連行し、以下の場合、抑

留・留置することを命令できると規定す

べきである ：   

( a )  被告人が精神医療施設での精神鑑

定・評価において、精神病者又は精神

障害者でないことが判明した場合、又

は、   

( b )  被告人が精神治療施設に収容され

た後に解放された場合で、被告人を

再び法廷に戻さなければならない場

合。   

 

・法律に反映される （従

来どおり ） 。   

[ 新第 1 9 条  裁判官が行

うことができる命令（ b ） ]   

 

1 0 . 4  2 0 0 7 年精神保健法 [ M H A ] （ N S W ） 第

3 2 条は、 1 9 9 0 年精神保健（法医学規

・法律に反映される （従

来どおり ） 。 [ 新第 1 9 条  
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定）法 [ M H F P A ] （ N S W ）第 3 3 条に基づ

き精神医療施設に収容された者が、精

神医療施設から解放される際に警察官

に逮捕された場合、その者は直ちに裁

判所に連行されるか、 1 9 7 8 年保釈法

（ N S W ） に基づき警察による保釈が認め

られるべきであると規定すべきである。   

 

裁判官が行うことができ

る命令（ b ） ]   

 

1 0 . 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 3 条第 ( 1 ) 項

( c ) を改定し、被告人を責任者の保護管

理下におき釈放（ d i s c h a r g e ） させると

いうオプションを削除すべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 

1 0 . 6  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ）第 3 3 条第（ 1 A ） 項を

改正し、 「第 （ 1 ）項 （ c ） を制限することな

く 」 という文言を削除するよう修正される

べきである。   

・ 法律に反映される。   

・文言的には変わらな

いが、対象とする内

容が変更になる。

[ 新第 2 0 条  地域社

会治療命令第（ 1 ）

項 ]   

 

1 0 . 7  被告人が 1 9 9 0 年 精神保健 （法医学規

定）法 [ M H F P A ] （ N S W ）第 3 3 条に基づ

き精神医療施設に付託され、入所しない

場合：   

( a )  精神医療施設は、精神鑑定・評価の

日時、評価官の名前、及び 「精神障害

者又は精神病者ではない 」 と評価され

たこ とを記 載した報 告書を提供しなけ

ればならない。   

( b )  裁 判 所 は 、 そ の 決 定 を 精 神 健 康 再

審査審判所に付託し、審査を受けるこ

とができるようにすべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 

1 0 . 8  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

[ M H F P A ] （ N S W ） を改定し、以下のよう

に規定すべきである ：   

( a )  被告人が送致手続きに関連して裁

判所に出廷する場合、   

( b )  被告人が略式で裁かれる起訴可能

な犯罪で起訴され、公判が行われて

いない場合、  

裁判所は、勧告 1 0 . 3 に従って暫定的な

命令を下すことができる。   

 

・法律に反映されない。   

・暫定的な命令との規

定はされない。   

 

 第 1 2 章：統合サービス提供のための裁

判所付託リスト   
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1 2 . 1

～  

1 2 . 9  

C R I S P に関する勧告。 （勧告 1 2 . 1 、勧

告 1 2 . 2 、勧告 1 2 . 3 、勧告 1 2 . 4 、勧告

1 2 . 5 、勧告 1 2 . 6 、勧告 1 2 . 7 、勧告

1 2 . 8 、勧告 1 2 . 9 ）   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 1 3 章  高等裁判所におけるダイバー

ジョン   

 

1 3 . 1  1 9 9 0 年 精 神 保 健 （ 法 医 学 規 定 ） 法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 1 0 条第（ 4 ）項を

改定して 、以下のよ うに規定すべきであ

る ：   

犯罪で起訴された者に関して、裁判所

は 、以 下 の 点 を 考 慮 し 、い かな る罰も

与 え る こ と 、 又 は 名 目 上 の 罰 以 外 の

罰 を 与 え る こ と が 不 適 切 で あ る と い う

意見を持つ ：   

( a )  罪状又は犯罪の些細な性質、   

( b )  その人の障害の性質、又は、   

( c )  その他、裁判所が考慮することが適

切と考える事項を裁判所は、調査を

行わないことを決定し、起訴を棄却

し、その者を解放することを命ずるこ

とができる。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 4 2 条審問

（ i n q u i r y ） を必要とする

場合、又は審問を行って

はならない場合第 （ 4 ）

項 ] < 新設 >   

 

1 3 . 2  勧 告 9 . 1 ～ 1 0 . 8 に 従 っ て 改 定 さ れ た

1 9 9 0 年 精 神 保 健 （ 法 医 学 規 定 ） 法

[ M H F P A ] （ N S W ）の第 3 2 条と第 3 3 条

は、中 間裁 判所 ( D i s t r i c t  C o u r t ) と最

高裁判所に拡大されるべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 

1 3 . 3  州全 体 の 地 域 社 会 と裁 判所連絡サービ

ス及び C R E D I T サービスは、中間裁判

所 と 最 高 裁 判 所 が 認 知 障 害 並 び に メ ン

タ ル ヘ ル ス 障 害 を 持 つ 被 告 人 と の 関 係

で 意 思 決 定 を 行 う 際 に 支 援 す る た め に

利用できるようにすべきである。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 1 4 章  青少年とダイバージョン    

1 4 / 1  

～  

1 4 / 6  

青少年に関するダイバージョンについて

も勧告された （勧告 1 4 . 1 から勧告

1 4 . 6 ） 。   

 

勧告内容については、省略する。   

 

・法律に反映されない。  

・ 1 9 9 7 年青少年犯罪

者法 （ N S W ） は法改定

に伴った改定はされな

い。   

 

 

2 )  報告書 1 3 8   
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勧告

番号   

勧告内容   法律への反映   

 第 1 章 ：はじめに     

1 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、 メンタルヘルス障害及び認

知障害（法医学規定 ）法に名称を変更

すべきである。   

・ 法律に反映される。   

・名称はメンタルヘル

ス障害及び認知障

害法医学規定法

（ M e n t a l  H e a l t h  

a n d  C o g n i t i v e  

I m p a i r m e n t  

F o r e n s i c  

P r o v i s i o n s  A c t ）

である。   

 

1 . 1 /  

1 . 3  

他に 2 つ勧告された （勧告 1 . 1 ，勧告

1 . 3 ） 。   

勧告内容については、省略する。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 2 章  裁判を受ける適性    

2 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、以下のような法定適性テス

トを含むように改定すべきである ：   

その者が以下のいずれか 1 つ以上を

行うことができないことが蓋然性のバ

ランスで立証され、公正な裁判を受け

ることができない場合、その者は裁判

を受けるのに不適性である ：   

( a )  その者が起訴されている犯罪を

理解すること、   

( b )  その者が起訴された犯罪を犯し

たことが証明されたかどうかの審

問として、手続の性質を一般的に

理解すること、   

( c )  裁判の審理経過を追い、一般的

な意味で何が起こっているのかを

理解すること、  

( d )  その者に不利な証拠が提出され

た場合、その実質的な効果を理解

すること 、   

( e )  裁判の前及び裁判の最中に、そ

の者が行わなければならない決定

に関連する情報を理解し、その情

報を合理的な意思決定プロセスの

一部として使用すること 、   

( f )  法的代理人と効果的にコミュニケ

ーションをとり 、法定代理人から与

えられる助言を理解すること 、   

・ 法律に反映される。    

[ 新第 3 6 条適性テスト ] <

新設 >   

・蓋然性のバランスに

ついては、法律に反

映される ( 従来通

り ) 。 [ 新第 3 8 条蓋

然性のバランス

（ b a l a n c e  o f  

p r o b a b i l i t i e s ） に

より判断される不適

性の問題 ]   
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( g )  必要に応じて、その者の事実の

説明を裁判所に提供すること 。   

 

2 . 2  その者が裁判を受けるのに不適性であ

るかどうかを判断する際、裁判所が考

慮しなければならない事項には以下の

ものが含まれるとすべきである ：   

( a )  その者の理解及び効果的な参加

を促進するために、裁判手続に修

正を加えることができるか、又は支

援を提供することができるかどう

か、   

( b )  裁判の長さと複雑さの見通し、

及び、   

( c )  その者が法的に代理しているか

どうか。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 4 4 条審問手続第

（ 5 ）項 ] < 新設 >    

・新条項として裁判所

は、被告人が犯罪に

ついて裁判を受ける

のに不適性であるか

否かを決定する際に

考慮することができ

る事項を列記する。   

 

 第 3 章  精神疾患の抗弁    

3 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、 メンタルヘルス障害

又は認知障害の抗弁のための法定テ

ストを以下のように含めるべきである ：   

その者が、犯罪に必要な行為を行う際

に、その者がメンタルヘルス障害又は

認知障害を有し、以下のような影響を

受けていた場合には、その者はその犯

罪に対して刑事責任を負わない。   

( a )  その行為の「本質 （ n a t u r e  a n d  

q u a l i t y ） 」 を知らなかった、   

( b )  その行為が間違っていることを

知らなかった、すなわち、分別ある

人々が認識するその行為が間違っ

ているかどうかについて、適度な

感覚（ m o d e r a t e  d e g r e e  o f  

s e n s e ） と冷静さをもって推論する

ことができなかった、又は、    

( c )  その行為を制御することができ

なかった。   

 

・ 法律に反映される。但

し、 ( c ) は反映されな

い。   

[ 新第 2 8 条メンタルヘル

ス障害又は認知障害の

抗弁第（ 1 ） 項 ] < 新設 >   

 

3 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） に 、 メンタルヘルス障害や認知

障害の抗弁に用いる 「 メンタルヘルス障

害」及び 「認知障害」の定義を以下のよ

うに含めるべきである ：   

( 1 )  メンタルヘルス障害   

( a )  メンタルヘルス障害とは、日常生

活における機能に重大な影響を及

ぼすほど、感情的な幸福感

・法律に反映される。   

 

( 1 )  法律に反映される。   

[ 新第 4 条メンタルヘル

ス障害 ] < 新設 >   

 

( 2 )  法律に反映される。   

[ 新第 5 条認知障害 ]  



- 183 - 
 

( e m o t i o n a l  w e l l b e i n g ) 、判断又

は行動を損なう、思考、気分、意

志、知覚又は記憶の一時的又は継

続的な障害をいう。   

( b )  そのようなメンタルヘルス障害

は、以下のものから生じる可能性

があるが、これらに限定されない ：   

( i )  不安障害、   

( i i )  感情障害、   

( i i i )  精神病、  

( i v )  物質誘発性精神障害。   

「物質誘発性精神障害」には、

薬物誘発性精神病などの継続

的なメンタルヘルス障害が含ま

れるが、物質乱用障害（物質に

対する中毒）や物質を摂取する

ことによる一時的な影響は含ま

れない。本条において、 「 メンタ

ルヘルス障害」にはパーソナリ

ティ障害は含まない。   

 

( 2 )  認知障害   

( a )  認知障害とは、脳の損傷又は心

的外傷、機能障害、発達遅延又は

劣化の結果で生じる、理解、理

性、適応機能、判断、学習又は記

憶における継続的な障害のことで

ある。   

( b )  そのような認知障害は、次のも

のから生じる可能性があるが、こ

れらに限定されない。   

( i )  知的障害、   

( i i )  境界知的機能、   

( i i i )  認知症、   

( i v )  後天性脳障害、   

( v )  薬物又はアルコールに関連し

た脳の損傷   

( v i )  自閉症スペクトラム障害。    

 

・文言の変更はあるが

内容は従来と同一で

ある。   

 

3 . 3  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、 メンタルヘルス障害

又は認知障害の抗弁は、裁判中にいつ

でも弁護人により 、又は正義の利益が

必要がある場合には、以下により提起

することができると規定するべきであ

る ：   

( a )  裁判所が自らの判断で行う場

合、又は、  

・法律に反映されない。   
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( b )  裁判所の許可を得て検察が行

う。    

 

3 . 4  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、事件の証拠がメンタルヘル

ス障害又は認知障害の抗弁を立証する

ことに検察側と弁護人側が合意した場

合、以下のように規定すべきである ：   

( a )  裁判所は、その抗弁が証拠によ

り立証されたと納得した場合、メン

タルヘルス障害又は認知障害を理

由に刑事責任を負わないという評

決を下さなければならない、又は、   

( b )  裁判所が抗弁の立証に満足しな

い場合、その事件の訴訟は続行さ

れるべきである。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 3 1 条被告人と検

察官が障害について合

意した場合の特別評

決 ] < 新設 >   

 

3 . 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、 メンタルヘルス障害又は認

知障害の抗弁に言及すべきである。   

・ 法律に反映される。   

「第 3 編  メンタルヘルス

障害又は認知障害の抗

弁」   

[ 新第 2 8 条  メンタルヘ

ルス障害又は認知障害

の抗弁 ] < 新設 >   

 

3 . 6  「精神疾患を理由として無罪」の評決

は、 「 メンタルヘルス障害又は認知障害

を理由として刑事上の責任を負わな

い 」の評決に置き換えられるべきであ

る。   

・ 法律に反映される。   

[ 新第 3 0 条  メンタルヘ

ルス障害又は認知障害

により、行為は証明され

たが刑事責任はないとさ

れた場合の効果 ] < 新設 >   

 

 第 4 章  実質的障害    

4 . 1   

 

( 1 )  1 9 0 0 年犯罪法 （ N S W ）第 2 3 A 条第

( 1 ) 項 ( a ) は、特定の精神状態

（ s p e c i f i e d  m e n t a l  s t a t e ） と し

て、 「基礎状態に起因する心の異常

（ a b n o r m a l i t y  o f  t h e  m i n d  

a r i s i n g  f r o m  a n  u n d e r l y i n g  

c o n d i t i o n ） 」 に代えて、 「 メンタルヘ

ルス障害又は認知障害」に置き換え

て改定されるべきである。   

 

( 2 )  第 2 3 A 条第 ( 1 ) 項 ( a ) の目的上、

「 メンタルヘルス障害 」及び 「認知障

・法律に反映される。   

 

( 1 )  法律に反映される。   

1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ）

第 2 3 A 条第 ( 1 ) 項 ( a )   

 

( 2 )  法律に反映される。   

・ 「 メ ンタルヘルス障害」

の定義については、

1 9 0 0 年犯罪法

（ N S W ）第 4 C 条を追

加、 「認知障害 」につい

ては、従来どおりであ

る。   

 



- 185 - 
 

害」は、勧告 3 . 2 のように定義される

べきである。   

 

 第 5 章  嬰児殺し    

5 . 1   

 

( 1 )  1 9 0 0 年犯罪法 （ N S W ）の第 2 2 A 条

第 ( 1 ) 項は次のように規定すべきで

ある ：   

女性が、殺人を構成するような状

況でその子を死亡させる行為を実

行し、その時点で、過去 1 2 ヶ月以

内にその子を出産したことに起因

する、又はそれによって悪化したメ

ンタルヘルス障害があった場合、

その女性は嬰児殺人の罪に問わ

れ、殺人の罪には問われない。   

 

( 2 )  1 9 0 0 年犯罪法 （ N S W ）第 2 2 A 条第

( 2 ) 項は次のように規定すべきであ

る ：   

女性が、殺人を構成するような状

況でその子を死亡させる行為を実

行し、その時点で、過去 1 2 カ月以

内にその子を出産したことに起因

する、又はそれによって悪化したメ

ンタルヘルス障害を有していた場

合、陪審員は、その女性を殺人罪

ではなく 、嬰児殺しの罪で有罪で

あると認定すべきである。  

 

( 3 )  第 2 2 A 条の目的上、 「 メンタルヘル

ス障害」は、勧告 3 . 2 のように定義さ

れるべきである。   

 

( 4 )  嬰児殺しの最高刑は、引き続き過

失致死と同じとすべきである。   

 

・ 法律に反映される。   

 

( 1 )  法律に反映される。   

1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ）

の第 2 2 A 条第 ( 1 ) 項   

 

( 2 )  法律に反映される。   

1 9 0 0 年犯罪法（ N S W ）

の第 2 2 A 条第 ( 2 ) 項   

 

( 3 )  法律に反映される。   

・ 「 メ ンタルヘルス障害」

の定義については、

1 9 0 0 年犯罪法

（ N S W ）第 4 C 条を追

加。    

 

( 4 )  法律に反映される

（従来通りである ）   

 

 第 6 章  不適性と判断された後の手続き    

6 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、以下のように規定す

べきである ：   

( 1 )  その者が裁判所は、その者が裁判

を受けるにふさわし くな く 、ふさわしく

なる可能性が低いと判断した場合、

特別審理（ s p e c i a l  h e a r i n g ） を実

施することができる。   

 

・ 法律に一部反映され

る。   

 

( 1 )  法律に一部反映され

る。   

・審問の結果、被告人が

裁判を受けるのに不適

性であると判断された

場合、裁判所は、蓋然



- 186 - 
 

( 2 )  その者は裁判所が、裁判を受ける

にふさわし くないが、ふさわしくなる

可能性が高いと判断し、その可能性

が高まるまで公判手続きを遅らせる

ことが正義の利益にかなうとする場

合：   

 

( a )  裁判所は、以下のとおりできる ：   

 

( i )  裁判所は、 1 2 ヶ月を超えない

特定の期間、公判手続を延期す

ることができる、   

 

( i i )  その者に保釈を認め、収監に

よる再抑留・留置 （ r e m a n d  i n  

c u s t o d y ） 、その他一切の命令

をすることができる、   

 

( i i i )  その者を精神健康再審査審

判所に付託しなければならな

い。   

 

( b )  精神健康再審査審判所は、指定

された期間が終了するまで、その

者が裁判を受けるにふさわしくなっ

たか否かを確認するために、定期

的にその者を審査（ r e v i e w ） しな

ければならない ：   

 

( i )  精神健康再審査審判所は、そ

の者が裁判を受けるのにふさわ

しくなったと判定した場合、精神

健康再審査審判所は、その判定

を裁判所及び検察庁長官

（ D i r e c t o r  o f  P u b l i c  

P r o s e c u t i o n s ） に通知すべき

である。この判定は、その人が

裁判を受けるのにふさわしいと

いう推定を回復させるために有

効である。その後、通常の公判

手続が継続されるべきである。   

 

( i i )  指定された期間の終了時に、

その者が依然として裁判を受け

るのにふさわし くない場合、又

は、審査の結果、精神健康再審

査審判所が、その者が指定され

た期間中に裁判を受けるのにふ

さわし くならないと判定した場

性のバランス

（ b a l a n c e  o f  

p r o b a b i l i t i e s ）の観

点で 1 2 ヶ月の間に、

被告人が適性となるか

判断しなければならな

い。 [ 新第 4 7 条審問 ）

の結果、被告人が裁判

を受けるにふさわし く

ないと認定された場合

第 ( 1 ) 項 ] < 新設 >   

・裁判所が、裁判を受

けるのに適性となる

可能性がないと、決

定した場合、できる

だけ速やかに特別

審理を行わなければ

ならない。 [ 新第 4 8

条審問の結果、被告

人が 1 2 ヶ月以内に

裁判を受けるのに適

するようにならない

と認定 ( f i n d i n g ) し

た場合第 ( 1 ) 項 ]   

・裁判所が裁判を受け

るにふさわし くなるこ

とかない場合と判断

した場合、旧法で

は、その者を審判所

に付託しなければな

らなかった （旧第 1 4

条 ( a ) ） が 、新法では

その者を審判所に付

託せずに、すぐに、

特別審理（新第 5 4

条 - 第 6 8 条 ）の手

続きをとれる ( [ 新第

4 8 条審問の結果、

被告人が 1 2 ヶ月以

内に裁判を受けるの

に適するようになら

ないと認定

( f i n d i n g ) した場合

第 ( 1 ) 項 ] ） 、但し 、被

告人の解放を命じる

必要がある場合を除

く。 （新第 4 8 条第

( 2 ) 項 ）   
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合、精神健康再審査審判所は、

その判定を裁判所及び検察庁長

官に通知すべきである。その

後、この問題は裁判所に戻さ

れ、特別審理手続に従わなけれ

ばならない。   

 

( 3 )  裁判を受けるにふさわしくないと判

定された者は、保釈されない限り 、暫

定的な法医学患者となる。   

※裁判を受けるにふさわ

しくなる可能性が低い

場合は、すぐには特別

審理を実施できない。   

 

( 2 )   

・審問の結果、被告人が

裁判を受けるのに不適

性であると判断された

場合、裁判所は、蓋然

性のバランスの観点で

1 2 ヶ月の間に、被告

人が適性となるか判断

しなければならない。

[ 新第 4 7 条審問の結

果、被告人が裁判を受

けるにふさわし くないと

認定された場合第 ( 1 )

項 ]   

 

( 2 ) （ a ） :   

・裁判所は、被告人が犯

罪の裁判を受けるにふ

さわし くないと認定した

後、一つ以上、次のこ

とができる。   

 

( 2 ) ( a ) ( i ) :  法律に反映さ

れる （従来通り ） 。   

・裁判所は、被告人が

犯罪の裁判を受ける

にふさわし くないと

認定した後、手続を

延期できる。 [ 新第

4 7 条審問の結果、

被告人が裁判を受

けるにふさわし くな

いと認定された場合

第 ( 2 ）項 ( b ) ]   

 

( a ) ( i i ) :  法律に反映され

る （従来通り ） 。   

・被告人の保釈を許可

する。 [ 新第 4 7 条審

問の結果、被告人が

裁判を受けるにふさ

わしくないと認定され

た場合第 ( 2 ） 項 ( ｃ ) ]   



- 188 - 
 

・被告人の拘禁

（ c u s t o d y ）する命令

を行う。 [ 新第 4 7 条

審問の結果、被告人

が裁判を受けるにふ

さわし くないと認定さ

れた場合第 ( 2 ）項

( d ) ]   

 

( 2 ) ( a ) ( i i i ) :  法律に反映

される （従来通り ） 。   

・裁判所は、被告人が

犯罪について裁判を

受けるにふさわし く

ないと判断した場合

であって、その判断

後 1 2 箇月の間に犯

罪について裁判を受

けるにふさわし くな

る可能性があると判

断したときは、被告

人を審判所に送致し

て審査を受けさせな

ければならない。 [ 新

第 4 9 条被告人が

1 2 カ月以内に裁判

を受けるに適する可

能性があると認定し

た後の審判所の審

査及び裁判所の命

令第 ( 1 ）項 ]   

 

( 2 ) ( b ) :  法律に反映され

る （従来通り ） 。   

・被告人が犯罪につい

て裁判を受けるにふ

さわし くな く 、かつ、

1 2 箇月以内に犯罪

について裁判を受け

るにふさわし くなる

可能性があると裁判

所が審問において認

定（ f i n d ） し 、かつ、

訴訟手続が延期され

た後、実行可能な限

り速やかに、審査を

行わなければならな

い。 [ 新第 7 8 条法医
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学患者に対する必要

的審査 ( b ) ]   

※法医学患者である期

間中、 6 箇月の間隔

で審査を行わなけれ

ばならない。 [ 新第

7 8 条法医学患者に

対する必要的審査

( d ) ]   

 

( 2 ) ( b ) ( i ) :  法律に反映さ

れる。   

・審判所は、犯罪の裁

判を受けるのにふさ

わしくないとされた者

の審査について、そ

の者が犯罪の裁判を

受けるのにふさわし

いとなったか否かを

決定しなければなら

ない。 [ 新第 8 0 条犯

罪について裁判を受

けるにふさわし くな

いと判断された者の

審査第 ( 1 ) 項 ]   

・ 審 判 所 は 、 審 査 の 結

果 、 審 査 を 受 け た 者

に つ い て犯罪に つ い

て 裁 判 を 受 け る の に

ふ さ わ し い と な っ た

と の 意 見 を 有 す る 場

合に は 、検察庁長官

に 通 知 し な け れ ば な

らない。 [ 新第 8 0 条

犯罪に つ い て裁判を

受 け る に ふ さ わ し く

な い と 判 断 さ れ た 者

の 審 査 第 ( 2 ) 項

( a ) ] < 新設 >   

・ 被 告 人 が 犯 罪 に つ い

て裁判を 受け るに 適

するようになったこと

を 、 審 判 所 に よ る 審

査 に 審 判 所 が 裁 判

所に通知 した場合に

は 、 当 該 犯 罪 に 関 し

て被告人に対し提起

さ れ た 手 続 は 、 適 切

な刑事手続に従って
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再 開 又 は 継 続 さ れ

る。 [ 新第 5 0 条被告

人が裁判を受けるに

適する旨の審判所に

よる認定第 ( 1 ) 項 ]   

 

( 2 ) ( b ) ( i i ) :  法律に一部

反映される。   

・ 審 査 の 結 果 、 犯 罪 に

つ い て 裁 判 を 受 け る

の に 適 し て お ら ず 、

裁判所に よ る不適性

の 判 決 （ f i n d i n g ） 後

1 2 か 月 の 期 間 中

に 、 犯 罪 に つ い て 裁

判 を 受 け る の に ふ さ

わしいとなることはな

い と 判 断 し た 裁 判

所 、 検 察 庁 長 官 に 通

知 し な け れ ば な ら な

い 。 [ 新 第 8 0 条 第

( 2 ) 項 ( b ) ] （ 従来どお

り ）   

・裁判所は、被告人

が、ある犯罪につい

て裁判を受けるにふ

さわし くないと認定さ

れた後 1 2 か月の期

間中に、その犯罪に

ついて裁判を受ける

にふさわし くならな

いと審判所が決定し

た後、できるだけ速

やかに特別審理を

行わなければならな

い。 [ 新第 5 5 条特

別審理が行われる

場合第 ( 1 ) 項 ] < 新設

>   

 

( 3 )  法律に反映されな

い。   

・犯罪について裁判を受

ける適性がないとさ

れ、精神治療施設、矯

正施設、拘置所その他

の場所に抑留・留置さ

れている者は、法医学



- 191 - 
 

患者である。 [ 第 7 2 条

第 ( 1 ) 項 ( a ) ]   

※暫定的な法医学患者

との定義はされな

い。   

 

6 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、裁判所が被告人の

特別審理への不出廷を許可すること、

又は特別審理において被告人を出廷さ

せないことができることを規定すべきで

ある。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 5 6 条  特別審理の

手続き第 ( 8 ) 項 ] < 新設 >   

 

6 . 3  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、特別審理に先立ち、

又は特別審理において、裁判所が、被

告人が特別審理に効果的に参加できる

ように、裁判手続きに修正を加えること

ができるか、又は支援を提供できるか

どうかを検討しなければならないという

趣旨にすべきである。   

 

・ 法律に反映される。   

[ 新第 5 6 条  特別審理の

手続き第 ( 2 ) 項 ] < 新設 >    

 

6 . 4   司法長官及び司法省は、以下の事項を

検討するために、主要な利害関係者か

らなる作業部会を召集すべきである ：   

( a )  特別審理における法定代理人及

び支援者の適切な役割を定義、   

( b )  法律及び職業倫理規則に対する

結果的な改定を行うこと 、そして 、   

( c )  支援者を提供するために最も適

切な組織。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 7 章  U N A 又は N G M I の認定に伴

う裁判所及び M H R T の権限   

 

7 . 1   精神疾患を理由として無罪（ N G M I ）の

判決後に裁判所が利用できる権限と、

利用可能な限られた証拠に基づき、そ

の者が犯罪を犯したという特別審理で

の判決（ 「不適性であるが無罪ではな

い （ U N A ） 」 ）後の裁判所が利用できる

権限は、互いに一致させるべきである。   

 

・法律に反映されない。   

7 . 2   1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、以下の趣旨で改定されるべ

きである ：   

( a )  特別審理において裁判に不適性

であるが無罪ではない （ U N A ：

u n f i t  a n d  n o t  a c q u i t t e d ） と さ

・法律に一部反映され

る。   

 

( a ) :  法律に反映されな

い。  
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れた者、又は特別審理若し くは通

常の裁判において精神疾患を理由

として無罪（ N G M I ） と された者に

対して、裁判所は、その者が通常

の裁判において有罪とされた場合

に拘禁刑（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に科させられた

か否かを判断しなければならな

い。   

 

( b )  勧告 7 . 2 ( a ) に基づき拘禁刑

（ s e n t e n c e  o f  i m p r i s o n m e n t ）

が科されたであろうことを裁判所

が判断した場合、裁判所はその者

に制限期間を指定しなければなら

ない。   

 

( c )  制限期間は、その者が通常の裁

判で有罪とされた場合に科された

であろう拘禁刑（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ）の長さの裁判所

の最適の推定値でなければならな

い。   

 

( d )  裁判所は、制限期間の設定に際

しては、その者が裁判を受けるの

に不適性であるか、精神疾患を理

由として無罪（ N G M I ） であるため

（又はその両方） 、特定の緩和若し

くは軽減要因 （例えば、有罪答弁

又は反省の表明）を示すことがで

きない場合があることを考慮する

べきである。   

 

( e )  制限期間を指定された者は、制

限期間の満了時に法医学患者で

なくなる （精神健康再審査審判所

の命令により早く解放されない場

合） 。   

  

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者。   

・法律に反映されな

い。  

※精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ） と さ

れた者は、新法で

は、 「行為は証明さ

れたが刑事責任は

ない 」者になる。 [ 新

第 3 3 条特別評決の

効力 ]   

※精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ） と さ

れた者は、拘禁刑

（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に

科させられたか否か

は判断されない。   

 

・ 不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に反映される

( 従来どおり ) 。   

・不適性であるが無罪

ではない （ U N A ） と さ

れた者は、従来どお

り、拘禁刑

（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に

科させられたか否か

を判断される。 [ 新

6 3 条有罪認定後の

罰則第 ( 2 ) 項 ] ）   

 

( b ) :  法律に反映されな

い。   

・ 不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に反映される

( 従来どおり ） 。   

・不適性であるが無罪

ではない （ U N A ：

u n f i t  a n d  n o t  

a c q u i t t e d ） と され

た者は、従来どお
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り 、裁判所がその犯

罪について拘禁

（ i m p r i s o n m e n t ）

刑を科したであろう

で判断した場合、裁

判所は、そのような

状況において裁判所

が被告人に科したで

あろう刑期の最善の

推定である刑期 （制

限期間）を指定す

る。 [ 新 6 3 条有罪認

定後の罰則第 ( 2 )

項 ] ）   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・法律に反映されな

い。  

※精神疾患を理由と

して無罪（ N G M I ） と

された者は、拘禁

刑（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に

科させられたか否

かは判断されな

い。   

 

( c ) :  法律に反映されな

い。  

・ 不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に反映される

( 従来どおり ） 。   

・不適性であるが無罪

ではない （ U N A ） と さ

れた者は、従来どお

り、裁判所がその犯

罪について拘禁

（ i m p r i s o n m e n t ）

刑を科したであろう

で判断した場合、裁

判所は、そのような

状況において裁判所

が被告人に科したで

あろう刑期の最善の

推定である刑期 （制
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限期間）を指定す

る。 [ 新 6 3 条有罪認

定後の罰則第 ( 2 )

項 ] ）   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・法律に反映されな

い。   

※精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ） と さ

れた者は、制限期間

を指定されない。  

 

( d ) :  法律に一部反映さ

れる。   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A とされた

者の扱い：   

・法律に反映される。   

[ 新 第 6 3 条 有 罪 認

定 後 の 罰 則 第 ( 5 ) 項

( a ) ( b ) ] < 新設 >   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：  

・法律に反映されな

い。   

※精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ） と さ

れた者は、制限期間

を指定されない。   

 

( e ) :  法律に反映されな

い。  

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A とされた

者：   

・法律に反映されな

い。   

 「第 1 0 1 条（法医

学患者としての地位

の終了） ( e ) ) ]   

※制限期間を指定され

た者は、満了時に自

動的に、法医学患者

でなくならない。   
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・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・法律に反映されな

い。   

※精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ） と さ

れた者は、制限期間

を指定されない。   

 

7 . 3  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、以下の趣旨で改定されるべ

きである ：   

 

( a )  勧告 7 . 2 に記載されているよう

に、裁判所がその者に制限期間を

指定した場合、裁判所はその者を

精神健康再審査審判所に付託しな

ければならない。   

 

( b )  審判所へ付託後、その者は法医

学患者となるべきである。   

 

( c )  精神健康再審査審判所は、実務

上可能な限り速やかに、又はいか

なる場合でも 2 ヶ月以内に、最初の

審査を行い、以下の事項を決定す

べきである ：   

 

( i )  その者を精神医療施設又はそ

の他の場所における抑留・留

置、ケア又は治療すること、又

は、   

( i i )  その者を解放 （無条件又は条

件付きのいずれか）すること 。   

 

・ 法律に一部反映され

る。   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・法律に反映されな

い。   

※精神疾患を理由と

して無罪（ N G M I ）

と された者は、新

法では、 「行為は

証明されたが刑事

責任はない 」者に

なる。 [ 新第 3 3 条

特別評決の効力 ]   

※精神疾患を理由と

して無罪（ N G M I ）

と された者は、拘

禁刑（ s e n t e n c e  

o f  

i m p r i s o n m e n t ）

に科させられたか

否かを判断されな

い。   

 

( a ) :   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に反映される

（従来通り ） 。   

※制限期間を指定し

た場合、裁判所は

その者を精神健康

再審査審判所に

付託される。 [ 新
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第 6 5 条制限期間

が課された後の審

判所への付託第

( 1 ) 項 ]   

 

( b ) :  法律に反映される。  

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・法律に反映される。   

※精神疾患を理由と

して無罪（ N G M I ）

と された者は、新

法では、 「行為は

証明されたが刑事

責任はない 」者に

なる。 [ 新第 3 3 条

特別評決の効力 ]   

※行為証明はされた

が刑事責任はな

いとの特別評決が

下され、かつ、被

告人の無条件解

放の命令が下され

ない場合、裁判所

は、被告人を審判

所に送致しなけれ

ばならない。 [ 新第

3 4 条被告人の審

判所への送致 ] <

新設 >   

 

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に反映される

（従来通り ） 。   

※特別審理の後に

制限期間が指定さ

れた者 ( その後に

延長命令又は暫

定延長命令を受け

る者を含む。 ) であ

って、精神治療施

設、矯正施設、拘

置所その他の場

所に抑留・留置さ

れ、又は審判所の

発する命令に基づ
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き条件付きで拘禁

（ c u s t o d y ）から

解放される者は、

法医学患者であ

る。 [ 新第 7 2 条法

医学患者第 ( 1 ) 項

( b ) ]   

 

( c ) :  法律に反映されな

い。   

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

※ 特 別 評 決 を 裁 判 所

が 下 し た 者 の 場 合 、

裁判所が評決を下し

た後、審 判所は実行

可 能 な 限 り 速 や か

に 、 審 査 を 行 わ な け

れ ば な ら な い 。 [ 第

7 8 条 法医学 患者に

対 す る 必 要 的 審 査

( c ]   

※審判所は、行為は

証明されたが刑事責

任を問われないとい

う者を抑留・留置を

続けるべきか、判断

する。   

※最初の審査は 2 ヶ

月以内と限らない。   

 

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

・法律に一部反映され

る （内容は従来通

り ） 。   

※審判所は、法医学患

者について裁判所か

ら制限期間が指定さ

れた後、実施可能な

限り速やかに、審査

を行わなければなら

ない。   

※最初の審査 2 ヶ月

以内とはならない。   
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( c ) ( i ) （ i i ) :  法律に反映

される。   

[ 新第 8 1 条一般的な審

査に関する命令 ( a ) ( b ) ]   

 

7 . 4  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、不適性とされるが無

罪ではない （ u n f i t  a n d  n o t  

a c q u i t t e d ）又は精神疾患を理由とし

て無罪（ n o t  g u i l t y ） と された者が、通

常の裁判では、有罪であるが拘禁刑

（ s e n t e n c e d  t o  i m p r i s o n m e n t ） を

言い渡されなかったと裁判所が判断し

た場合、次のような効果を与えるべきで

ある ：   

 

( a )  裁判所は、その者を精神健康再

審査審判所に付託しなければなら

ない。   

 

( b )  その者は、 2 年間、法医学患者と

なる （精神健康再審査審判所の命

令により早期に無条件で解放され

ない場合） 。   

 

( c )  精神健康再審査審判所は、実務

上可能な限り速やかに、又はいか

なる場合にも 2 ヶ月以内に初期審

査を実施しなければならない。   

 

( d )  精神健康再審査審判所は、初回

審査時及びその後の審査時に、そ

の者が他者に対して身体的又は心

理的危害を及ぼす重大な危険性が

ある場合を除き、その者を抑留・留

置することを命じてはならない。   

 

( e )  精神健康再審査審判所は、勧告

8 . 2 に従って、その者を民事精神

保健制度に移送することができ

る。    

・ 法律に一部反映され

る。   

 

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と され

た者 ：   

・従来どおり、拘禁刑

（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に

科させられたか否

かを判断される。   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

・新法では、 「行為は

証明されたが刑事

責任はない 」者にな

る。 [ 新第 3 3 条  特

別評決の効力 ]   

※従来通り、 「行為は

証明されたが刑事

責任はない 」者につ

いては、拘禁刑

（ s e n t e n c e  o f  

i m p r i s o n m e n t ） に

科させられたか否

かを判断されない。

[ 新第 3 3 条特別評

決の効力 ]   

 

( a ) :  法律に反映されな

い。   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

※不適性であるが無

罪ではない

（ U N A ） と された者

が、拘禁

（ i m p r i s o n m e n t ）

刑に科さない場

合、裁判所は、審
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判所に対し、その

者について制限期

間が指名しない旨

を通知しなければ

ならない。 [ 第 6 3

条  有罪認定後の

罰則 ]   

※制限期間を科さない

場合は、精神健康再

審査審判所に付託し

ない。   

 

・精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者 ：   

※行為証明はされたが

刑事責任はないとの

特別評決が下され、

かつ、被告人の無条

件解放の命令が下さ

れない場合、裁判所

は、被告人を審判所

に送致しなければな

らない。 [ 新第 3 4 条

被告人の審判所へ

の送致 ] < 新設 >   

※無条件解放した場合

は、精神健康再審査

審判所に付託しな

い。   

 

( b ) :  法律に反映されな

い。   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：  

※ 2 年間、法医学患者

となるとの勧告は法

律に反映されない。   

※制限期間を指定され

た場合、法医学患者

となる。 [ 第 7 2 条法

医学患者第 ( 1 ) 項

( b ) ]   

※法医学患者でな くな

る条件は、文言の変

更はあるが内容は従

来と同一である。 [ 新

第 1 0 1 条  法医学患
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者としての地位の終

了 ]   

 

・ 「行為は証明されたが

刑事責任はない 」者 ：   

※精神治療施設、矯正

施設、拘置所その他

の場所に抑留・留置

され又は裁判所若し

くは審判所の発する

命令に基づき条件付

きで拘禁（ c u s t o d y ）

を解放される者は、

法医学患者となる。

[ 新第 7 2 条法医学

患者第 ( 1 ) 項 ( c ) ]   

※法医学患者でな くな

る条件は、文言の変

更はあるが内容は従

来と同一である。 [ 新

第 1 0 1 条  法医学患

者としての地位の終

了 ]   

※ 2 年間、法医学患者

となるとの勧告は法

律に反映されない。   

 

( c ) :  法律に一部反映さ

れる。   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者で拘禁刑を言い渡さ

なかった場合は精神健

康再審査審判所に付

託しない。   

 

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：   

※精神健康再審査審

判所に付託する場

合、審判所は法医学

患者について裁判所

から制限期間が指

定された後、実施可

能な限り速やかに、

審査を行わなければ

ならない。 [ 新第 7 8

条法医学患者に対
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する必要的審査 ( a ) ]  

（従来どおり ）   

※初期審査が 2 ヶ月

以内との制約はな

い。   

 

・ 「行為は証明されたが

刑事責任はない 」者 ：   

※精神健康再審査審

判所に付託する場

合、かつ、別評決を

裁判所が下した者の

場合、裁判所が評決

を下した後、審判所

は実行可能な限り速

やかに、審査を行わ

なければならない。

[ 第 7 8 条法医学患

者に対する必要的審

査 ( c ] < 新設 >   

※審判所は、行為は証

明されたが刑事責任

を問われないという

者を抑留・留置続け

るべきか、判断す

る。   

※初期審査が 2 ヶ月

以内との制約はな

い。   

 

( d ) :  法律に反映されな

い。   

・有罪であるが拘禁刑を

言い渡されなかったと

裁判所が判断した場合

は精神健康再審査審

判所に付託しない。   

 

※抑留・留置する要件

は、その者が他者に

対して身体的又は心

理的危害を及ぼす重

大な危険性がある場

合に限らない。   

・審判所は、法医学患

者を解放するか否

かを決定する際に

一般的考慮事項を

考慮しなければな



- 202 - 
 

らない。 [ 新第 8 4

条法医学患者を解

放するか否かを決

定する際に審判所

が考慮すべき事項

第 ( 1 ) 項 ( a ) ( b ) ]   

・精神健康再審査審判

所に付託する場合、

かつ、審判所は、患

者又は公衆の安全

が当該患者の解放

によって深刻に脅か

されないことを納得

しない限り、法医学

患者の解放 ( 条件付

き解放を含む ) を命じ

てはならない。 [ 新第

8 4 条法医学患者を

解放するか否かを決

定する際に審判所が

考慮すべき事項第

( 2 ) 項 ]   

 

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：  

※精神健康再審査審

判所に付託する場

合、審判所は、制限

期間付きの法医学

患者の解放提案の

場合、その患者が十

分な拘禁

（ c u s t o d y ）期間を

過ごしたか否か、考

慮しない限り 、法医

学患者の解放（条件

付き解放を含む。 ）

の命令を下してはな

らない。 [ 第 8 4 条法

医学患者を解放する

か否かを決定する際

に審判所が考慮す

べき事項第 ( 1 ) 項

( c ) ]   

 

( e ) :  法律に反映されな

い。  
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・有罪であるが拘禁刑を

言い渡されなかったと

裁判所が判断した場合

は精神健康再審査審

判所に付託しない。  

※その者を民事精神

保健制度に移送する

ことができない。   

 

7 . 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、以下の趣旨で改定すべき

である ：   

 

( a )  勧告 7 . 3 又は 7 . 4 に記載されてい

るように、裁判所が精神健康再審

査審判所に事案を付託する場合、

裁判所は以下のことができる ：   

 

( i )  条件付き又は無条件で解放す

ることを命ずること、  

 

( i i )  その者を精神医療施設又はそ

の他の場所に抑留・留置するこ

とを命ずること、  又は、  

 

( i i i )  その他、裁判所が適切と考え

る命令を行うこと 。   

 

( b )  そのような命令はすべて、精神

健康再審査審判所による更なる命

令を待つ暫定的な命令であること

を明記しなければならない。   

・ 法律に一部反映され

る。   

 

※精神疾患を理由として

無罪（ N G M I ） と された

者は、新法では、 「行

為は証明されたが刑事

責任はない 」者にな

る。 [ 新第 3 3 条特別評

決の効力 ]   

 

( a ) :   

・行為は証明されたが刑

事責任はない者：  

・行為証明はされたが

刑事責任はないとの

特別評決が下され、

かつ、被告人の無条

件解放の命令が下さ

れない場合、裁判所

は、被告人を審判所

に送致しなければな

らない。 [ 新第 3 4 条

被告人の審判所へ

の送致 ] < 新設 >   

・不適性であるが無罪で

はない （ U N A ） と された

者 ：  

・制限期間を指定され

た場合、法医学患者

となる。 [ 第 7 2 条法

医学患者第 ( 1 ) 項

( b ) ]   

・裁判所は、被告人に

ついて制限期間を指

定する場合には、被

告人を審判所に付託

しなければならい。

[ 新第 6 5 条制限期
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間が課された後の審

判所への付託第 ( 1 )

項 ]   

 

( a ) ( i ) :  法律に反映され

る。   

[ 第 8 1 条  一般的な見直

しに関する命令 ( b ) ]   

 

( a ) ( i i ) :  法律に反映され

る。   

・裁判所は、制限期間

を指定し審判所によ

る被告人の審査が行

われるまでの間、被

告人を精神治療施

設、矯正施設、拘置

所その他の場所に抑

留・留置することを

命ずることができる。

[ 新第 6 5 条制限期

間が課された後の審

判所への付託第 ( 2 ）

項 ] < 新設 >   

・法医学患者の審査に

おいて、命令を行う

ことができる。 [ 第 8 1

条  一般的な見直し

に関する命令 ( b )   

 

( a ) ( i i i ) :  法律に反映さ

れない。   

 

( b ) :  法律に一部反映さ

れる。   

・裁判所は、制限期間

を指定し審判所によ

る被告人の審査が行

われるまでの間とさ

れる。 [ 新第 6 5 条制

限期間が課された後

の審判所への付託

第 ( 2 ）項 ) ] < 新設 >   

 

7 . 6   1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）及び 1 9 1 2 年刑事控訴法

（ N S W ）は 、以下の趣旨で改定すべき

である ：   

・法律に一部反映され

る。   
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( 1 )  精神疾患を理由として無罪とさ

れた者は、以下の事項に対して上

訴することができる ：   

( a )  精神疾患を理由とする無罪の

評決について、   

( b )  精神疾患を理由とする抗弁を

行ったか否かにかかわらず制限

期間に関して。    

( 2 )  検察官は、裁判所が課した制限

期間について上訴することができ

る。  

 

・ 1 9 1 2 年刑事控訴法

（ N S W ） にも反映される。   

[ 第 6 A 条 （精神疾患者

に関する特定の有罪判

決及び刑に関する裁判所

の権限） ]   

 

・ 1 9 9 0 年精神保健 （法

医学規定）法 （ N S W ） は

改定されない。   

 

 

7 . 7   勧告 7 . 3 - 7 . 5 が採用されない場合、

1 9 1 2 年刑事控訴法（ N S W ） を改定して

以下を明確にすべきである ：   

( a )  被告人は、精神疾患を理由とし

て無罪（ N G M I ）の評決に対して、

被告人が抗弁を行ったか否かに関

わらず上訴することができる。   

 

( b )  被告人と検察は、被告人が抗弁

を行ったか否かに関わらず、精神

疾患を理由として無罪の判決後の

命令に対して上訴することができ

る。   

 

( c )  刑事控訴裁判所は、精神疾患を

理由として無罪とされた者の解放

を命じる前に、その者の解放が他

者に対して身体的又は心理的危害

を及ぼす重大な危険性がないこと

を納得しなければならない。   

 

・ 法律に一部反映され

る。   

 

( a ) :  法律に一部反映さ

れる。  

・行為証明はされたが刑

事責任はないという特

別評決が下された者

は、メンタルヘルス障

害又は認知障害の抗

弁が本人によってなさ

れなかった場合だけ

が、上訴の対象とな

る。  

[ 第 5 条（刑事事件に

おける上訴権 ）第 ( 2 )

項、第 5 A A 条（簡易裁

判管轄の裁判所が取り

扱う刑事事件における

上訴）第 ( 1 ) 項、第 6 A

条（精神病者に関する

特定の有罪判決及び

刑に関する裁判所の権

限） ( d ) ]   

 

( b ) ( c ) :  法律に反映され

ない。   

 

 第 8 章  意思決定の指針になる要素    

8 . 1  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 4 3 条を改定し、条件付

き解放を含む解放に関する決定を行

う際に、精神健康再審査審判所は以

下のようにすべきである ：   

( a )  その者の解放が、他者に対して

身体的又は心理的危害をもたらす

・法律に一部反映され

る。   

 
( 1 ) ( a ) :  法律に反映され

る。   

・審判所は、患者又は

公衆の安全が当該
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重大な危険性がないことを納得す

る場合に限り、そのような命令を下

すことができる。   

 

( b )  下記について考慮しなければな

らない ：   

( i )  1 9 9 0 年精神保健 （法医学規

定）法 （ N S W ）第 7 4 条に含まれ

る事項、   

 

( i i )  2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ）第

6 8 条に含まれる原則、及び、   

 

( i i i )  その者がさらなる支援、管理

（ s u p e r v i s i o n ）又は治療を必

要とするかどうか、又、必要とす

る場合、効果的かつ適切な支

援、管理又は治療が、解放後に

地域社会でその者に利用できる

かどうか。   

 

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）第 4 9 条第 ( 3 ) 項を改定し、精

神健康再審査審判所が、その者の仮

釈放 ( l e a v e ) が他者に対して身体的

又は心理的危害をもたらす重大な危

険性がないことを納得する場合に限

り、法医学患者の精神医療施設、矯

正施設又はその他の場所からの仮

釈放 ( l e a v e ) を認める命令を下すこ

とができるとすべきである。   

 

( 3 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 7 4 条 ( d ) は、勧告 8 . 1 ( 1 )

で第 4 3 条 ( a ) について勧告したのと

同じ用語を採用するように改定され

るべきである。   

 

( 4 )  勧告 7 . 3 ～ 7 . 5 が採用されず、裁

判所が、精神疾患を理由として無罪

（ n o t  g u i l t y ）の判決又は不適性で

あるが無罪ではない （ u n f i t  a n d  

n o t  a c q u i t t e d ）の との判決を受け

た被告人の解放を命じる権限を保持

する場合、裁判所は、その者の解放

が他者に対して身体的又は心理的危

害をもたらす重大な危険性がないこ

とを納得する場合に限り、解放命令

患者の解放によって

深刻に脅かされない

ことを納得しない限

り、法医学患者の解

放 ( 条件付き解放を

含む ) を命じてはなら

ない。 [ 新：第 8 4 条

法医学患者を解放

するか否かを決定す

る際に審判所が考

慮すべき事項第 ( 2 )

項 ] < 新設 >   

 

( 1 ) ( b ) ( i ) :  法律に反映さ

れる （従来どおり ） 。   

・旧第 7 4 条 ( [ 旧：第 7 4

条  考 慮 事 項 ( d ) ] 、

[ 旧：第 7 4 条  考慮

事項 ( e ) ] ) より 、新第

8 4 条 （ [ 新第 8 4 条

法 医 学 患 者 を 解 放

するか否かを決定す

る 際 に 審 判 所 が 考

慮 す べ き 事 項 ] に 反

映される。   

 

( 1 ) ( b ) ( i i ) :  法 律 に 反 映

される。   

・ M H A 第 6 8 条（ a ） 「 精

神 疾 患 又 は 精 神 障

害 を 持 つ 人 は 、 そ の

ケアと治療が効果的

に 行 わ れ る こ と を 可

能に する最も制限の

少 な い 環 境 に お い

て 、 最 善 の ケ ア と 治

療 を 受 け る べ き で あ

る 」 を 反 映 す る 。 [ 新

第 8 4 条法医学患者

を 解放するか否かを

決定する際に審判所

が 考 慮 す べ き 事 項

第 ( 1 ) 項 ( a ) ] ) < 新 設

>   

 

( 1 ) ( b ) ( i i i ) :  法律に反映

されない。   

 

（ 2 ）  法律に反映される。   
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を下すことができると定めるべきであ

る。   

・ 審 判 所 は 、 患 者 又 は

公 衆 の 安 全 が 当 該

患者の解放に よ って

深刻に脅かされない

こ と を 納 得 し な い 限

り 、 法 医 学 患 者 の 解

放 ( 条 件 付 き 解 放 を

含む ) を命じてはなら

ない。 [ 新第 8 4 条法

医学患者を解放する

か否かを決定する際

に 審 判 所 が 考 慮 す

べ き 事 項 第 ( 1 ) 項

( a ) ] < 新設 >   

 

( 3 )  法律に反映される。   

[ 新第 7 5 条すべての命令

に適用される審判所が考

慮 し な け れ ば な ら な い 事

項（ b ）  

※ 旧 法 で は 「 精 神 疾 患

そ の 他 の 精 神 状 態

（ m e n t a l  

c o n d i t i o n ） に あ る

か 否 か 」 で あ っ た の

が 、 「 メ ン タルヘ ルス

上 の 障 害 又 は 認 知

障 害 を 有 す る か 否

か」に変更された。   

 

( 4 )  勧告 7 . 3 ～ 7 . 5 参照   

・ 精 神 疾 患 を 理 由 と し て

無 罪 （ n o t  g u i l t y ） の

判 決 を 受 け た 者 （ 新 法

で は 「 行 為 は 証 明 さ れ

た が 刑 事 責 任 は な い 」

者 ） ：   

・ 裁 判 所 は 、 被 告 人 の

解 放 に よ っ て 被 告 人

又 は 公 衆 の 安 全 が

重 大 な 危 険 に さ ら さ

れることはないと、蓋

然 性 の バ ラ ン ス 上 納

得 し な い 限 り 、 被 告

人の解放の命令を下

してはならない [ 新第

3 3 条  特別評決の効

力第（ 3 ）項 ] 。  

※新たに法律に反映さ
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れ て い な い （ 従 来 と

同一である ） 。   

 

・ 不 適 性 で あ る が 無 罪 で

は な い （ u n f i t  a n d  

n o t  a c q u i t t e d ） の と

の判決を受けた者 :   

※審判所は、制限期

間付きの法医学患

者の解放提案の場

合、その患者が十分

な拘禁（ c u s t o d y ）

期間を過ごしたか否

か、考慮しない限

り、法医学患者の解

放（条件付き解放を

含む。 ）の命令を下

してはならない ( [ 第

8 4 条法医学患者を

解放するか否かを決

定する際に審判所が

考慮すべき事項第

( 1 ) 項 ( c ) ] ) 。   

・審判所は、患者又は

公衆の安全が当該

患者の解放によって

深刻に脅かされない

ことを納得しない限

り、法医学患者の解

放 ( 条件付き解放を

含む ) を命じてはなら

ない [ （新第 8 4 条法

医学患者を解放する

か否かを決定する際

に審判所が考慮す

べき事項第 ( 2 )

項 ] ） 。   

 ※審判所は、法医学

患者を解放するか否

かを決定する際に一

般的考  慮事項を考

慮しなければならな

い （ [ 新第 8 4 条法医

学患者を解放するか

否かを決定する際に

審判所が考慮すべき

事項第 ( 1 ) 項

( a ) ( b ) ( c ) ] ） 。  
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8 . 2  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 4 3 条（ a ）及び第 4 9 条第

（ 3 ）項における患者の安全に関する

言及は削除すべきである。   

 

( 2 )  その者が以下の場合：   

( a )  他者への危害のリスクとは異な

り、自分自身への危害を及ぼすリ

スクを提示し、かつ、   

( b )  2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ） に基

づく非自発的患者としての入院基

準を満たす、   

精神健康再審査審判所は、 1 9 9 0 年

精神保健（法医学規定）法 （ N S W ）の

下でできることに加えて、その者を民

事精神保健制度に移送する権限を持

つべきである。   

 

・法律に反映されない。  

 

( 1 )  法律に反映されな

い。   

※旧第 4 3 条 （ a ）及び

旧第 4 9 条第 （ 3 ）項

における患者の安全

に関する言及の削除

は、新法では反映さ

れない （旧第 4 3 条

は廃止、 [ 新第 9 4 条

審判所は、法医学患

者に対して仮釈放

（ l e a v e ） を与えるこ

とができる第 ( 3 )

項 ] ） 。   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

 

8 . 3  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）第 7 4 条を改定し、精神健康再

審査審判所が考慮すべき事項として、

法医学患者又は他者への重大な危害

から保護するために必要な最も制限の

少ない環境を法医学患者に提供すべき

ことを含めるべきである。   

・ 法 律 に 一 部 反 映 さ れ

る。   

 

※ 法 医 学 患 者 の 解 放

（ 条 件 付 き 解 放 を 含

む 。 ） の 命 令 を 下 す

際 の 必 須 と す る 考 慮

事項として、 「安全か

つ効果的な世話に合

致 す る 、 よ り 制 限 の

緩 や か な 他 の 世 話

が 、 当 該 患 者 に と っ

て適切かつ合理的に

利用可能であ るか否

か 、又は当 該患者が

世 話 を 必 要 と し な い

か否か」を明記した。

[ 新第 8 4 条法医学患

者を 解放するか否か

を 決 定 す る 際 に 審 判

所が考慮すべき事項

第 ( 1 ) 項 ( a ) ] < 新設 >   

 

8 . 4  ( 1 )  1 9 9 9 年犯罪 （量刑手続き ）法

（ C r i m e s  ( S e n t e n c i n g  

P r o c e d u r e )  A c t  1 9 9 9 ） （ N S W ）の

第 3 編（ P a r t ）第 2 部（ D i v i s i o n ）

に基づく裁判所への被害者影響陳述

・法律に一部反映され

る。   

 

( 1 )  法律に一部反映され

る。   
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の作成に関する規定は、 1 9 9 0 年精

神保健（法医学規定 ）法 （ N S W ） に基

づき被告人が精神疾患を理由として

不適性あるが無罪ではない （ u n f i t  

a n d  n o t  a c q u i t ）又は無罪（ n o t  

g u i l t y ） となった状況にも適用するよ

う拡張すべきである。   

 

( 2 )  勧告 7 . 3 ～ 7 . 5 が採用されず、裁判

所が精神疾患を理由として無罪（ n o t  

g u i l t y ）又は不適性であるが無罪で

はない （ u n f i t  a n d  n o t  

a c q u i t t e d ）の判決を下した被告人

に解放を命じる権限を保持する場

合、裁判所は、被告人の被害者及び

世話人から以下の事項に関する意見

を求めることが許されるべきである ：   

( a )  被告人の解放が被害者又は世

話人に影響をもたらす可能性があ

る場合、その危険性、   

( b )  被告人の解放に課されるべき条

件がある場合には、その条件、  そ

して、   

( c )  解放を命じる裁判所の決定に影

響を与える可能性のあるその他の

事項。   

 

1 9 9 9 年犯罪（量刑手続

き ）法 （ N S W ）は改定され

る。   

[ 第 3 0 L 条 ] 。   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

 

8 . 5  ( 1 )  2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ）第 1 6 0

条に基づき、以下のような規則を設

けるべきである ：   

( a )  法医学患者の主たる世話人

( p r i m a r y  c a r e r ) に、当該法医学

患者に関する精神健康再審査審

判所による近々の審査審理につい

て通知することを要求する、  

( b )  審判所の許可を得て、主たる世

話人が、審判所の審議に関連する

事項に関連して意見を述べること

を許可する。   

 

( 2 )  「主たる世話人」は、 2 0 0 7 年精神

保健法（ N S W ） 第 7 1 条及び第 7 2 条

に基づき与えられる意味を有するも

のとする。   

 

・法律に反映されない。   

 

・新法では、 「主たる世話

人 ( p r i m a r y  c a r e r ) 」

との用語を使用せず、

2 0 0 7 年精神保健法

（ N S W ）第 7 1 条の「指

定世話人

（ d e s i g n a t e d  

c a r e r ） 」 との用語を使

用する （旧法でも同様

である ） 。   

( 1 )  法律に反映されな

い。    

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

 第 9 章  法医学患者の管理    
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9 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、以下のように規定す

べきである ：   

 

( a )  裁判所によって裁判を受けるに

ふさわしくないとの判決を下された

場合、その者は「暫定的法医学患

者」とすべきである。   

 

( b )  その者は、以下の場合に 「暫定

的法医学患者」でなくなる ：   

( i )  その者が保釈されたとき、   

( i i )  その者が裁判を受けるのにふ

さわし くなったことが判明したと

き、   

( i i i )  その者に検察庁長官が、これ

以上の手続きを取らないことを

勧告したとき、   

( i v )  その者の起訴が棄却されたと

き、   

( v )  その者が無罪とされたとき 、   

( v i )  その者が裁判を受けるのに

不適性であるが無罪ではない

（ u n f i t  a n d  n o t  

a c q u i t t e d ） 、又は精神疾患を

理由として無罪（ n o t  g u i l t y ） で

あるとの判決を下された  ( この

場合、その者は法医学患者にな

る ） とき 。   

 

( c )  その者が裁判を受けるのに不適

性であるが無罪ではない （ u n f i t  

a n d  n o t  a c q u i t t e d ） 、又は精神

疾患を理由として無罪 ( n o t  

g u i l t y ) とあるとの判決を下された

場合、その者は「法医学患者」 とな

るべきである。   

 

( d )  次の場合、その者は「法医学患

者」でなくなる ：   

( i )  精神健康再審査審判所がその

者を無条件に解放するとき、   

 

( i i )  精神健康再審査審判所がそ

の者を民事非自発的患者として

再分類するとき、   

 

( i i i )  その者の制限期間が満了し

たとき、   

・法律に反映されない

（但し、既存で規定済み

除く ） 。   

 

( a ) :  法律に反映されな

い。   

※「暫定的法医学患者」

の規定は定められな

く 、 「法医学患者」のみ

である （従来どおり ） 。   

 

・犯罪について裁判を

受ける適性がないと

され、精神治療施

設、矯正施設、拘置

所その他の場所に

抑留・留置されてい

る者は、法医学患者

となる。 [ 新第 7 2 条  

法医学患者 ( 1 ) ( a ) ]   

※裁判を受けるにふさ

わしくないとの判決

を下された者全員

が、法医学患者とな

るわけではない。   

 

( b ) :  法律に反映されな

い。  

※「暫定的法医学患者」

の規定は定められな

く 、 「法医学患者」のみ

である （従来どおり ） 。   

 

( c ) :  法律に反映される

（従来どおり ） 。   

・特別審理の後に制限期

間が指定された者 ( そ

の後に延長命令又は

暫定延長命令を受ける

者を含む。 ) であって、

精神治療施設、矯正施

設、拘置所その他の場

所に抑留・留置され、

又は審判所の発する

命令に基づき条件付き

で拘禁（ c u s t o d y ）か

ら解放される者は、法

医学患者である。 [ 新
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( i v )  裁判を受けるのに不適性とさ

れたその者が、適性になったこ

とが判明したとき 。   

 

( e )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）

法 （ N S W ）の規定は、関連するも

のとして、 「暫定法医学患者」 、 「法

医学患者」又はその両方に言及す

べきである。   

 

第 7 2 条  法医学患者

第 ( 1 ) 項 ( b ) ]    

 

・行為は証明されたが刑

事責任を問われないと

いう特別評決の対象で

ある者であって、精神

治療施設、矯正施設、

拘置所その他の場所

に抑留・留置され又は

裁判所若し くは審判所

の発する命令に基づき

条件付きで拘禁

（ c u s t o d y ） を解放さ

れる者は、法医学患者

である。 [ 新第 7 2 条  

法医学患者第 ( 1 ) 項

( ｃ ) ]    

 

( d ) ( i ) :  法律に反映され

る （従来どおり ） 。   

・審判所による命令に

従って無条件で解放

されたとき 。 （ [ 新 ：第

1 0 1 条  法医学患者

としての地位の終了

( a ) ]   

 

( d ) ( i i ) :  法律に反映され

る （従来どおり ） 。  

・審判所が、その患者

を非自発的患者とし

て分類する場合。

[ 新：第 1 0 1 条  法医

学患者としての地位

の終了 ( a ) ]    

 

( d ) ( i i i ) :  法律に反映さ

れる （従来どおり ） 。  

・ その者に科された制

限期間が満了し、そ

の者に対して延長命

令又は暫定延長命

令が発せられない場

合。 [ 新第 1 0 1 条  

法医学患者としての

地位の終了 ( e ) ]   

・ その者に対して行わ

れた延長命令又は暫
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定延長命令が失効

( e x p i r e ) し、それ以

上の命令が行われな

い場合。 [ 新第 1 0 1

条  法医学患者とし

ての地位の終了 ( f ) ]   

 

( d ) ( i v ) :  法律に反映さ

れる （従来どおり ） 。   

・ ある犯罪について裁

判を受けるにふさわ

しくないと判断された

者が、後にその犯罪

について裁判を受け

るにふさわしいと判

断された場合。 [ 新第

1 0 1 条  法医学患者

としての地位の終了

( g ) ]   

 

( e ) :  法律に反映されな

い。   

 

9 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） に基づ く審査を延期する機能の

ために、精神健康再審査審判所の法医

学部門は、精神健康再審査審判所の所

長又は副所長が単独で座ることによっ

て構成することができると規定すべきで

ある。    

 

・法律に反映されない。   

[ 新第 1 4 8 条（法医学部

門の機能行使 ]   

9 . 3   

( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 4 0 条 ( b ) は、 「認知障害

又はメンタルヘルス障害を有する刑

事訴訟対象者のケア、治療及び管理

を提供するため」に置き換えるべきで

ある。   

 

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 7 4 条 ( a ) は、 「その者の

認知障害又はメンタルヘルス障害の

性質（ n a t u r e ） 」 と置き換えるべきで

ある。   

 

・ 法律に反映される。    

( 1 )  法律に反映される。   

[ 新第 6 9 条目的 ( b ) ]   

 

( 2 )  法律に反映される。   

[ 新第 7 5 条すべての命

令に適用される審判所が

考慮しなければならない

事項（ a ) ]   

 

9 . 4  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、 1 9 9 0 年精神保健（法医学

規定）法 （ N S W ）の第 7 4 条（ d ） に基づく

・法律に反映されない。   

[ 新第 8 4 条法医学患者

を解放するか否かを決定



- 214 - 
 

報告書に含まれ得る情報の種類につい

て、そのような情報が入手可能な場合

には、以下を含む規則を設けることを

認めるべきである ：   

( a )  指標事象の性質 （ n a t u r e ） と状

況、    

( b )  指標となる事象が発生した時の

患者の状態、    

( c )  指標となる事象の前後の患者の

治療歴。   

 

する際に審判所が考慮す

べき事項 ( 1 ) ( b ) ]    

 

9 . 5  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 7 6 A 条第 ( 6 ) 項にある、

精神健康再審査審判所が、その者の

解放のために下す命令とその者の解

放日付を警察大臣に知らせなければ

ならないという要件は削除すべきで

ある。   

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

( N S W ) の第 7 6 A 条第 ( 6 ) 項にある、

審判所が、その者の解放のために下

す命令とその者の解放日付を司法長

官と保健大臣に通知しなければなら

ないという要件は、第 7 7 A 条に移行

すべきである。   

 

・法律に反映されない。   

[ 新第 1 4 7 条審判所の機

能に関する一般的事項

( 5 ) ]   

 

9 . 6 /  

9 . 7 /  

9 . 1 3  

法医学ワーキンググループについて

（勧告 9 . 6 、勧告 9 . 7 、勧告 9 . 1 3 ） 。   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

9 . 8   

 

( 1 )  N S W 州矯正サービス長官と N S W

州少年司法長官（ C h i e f  E x e c u t i v e  

o f  J u v e n i l e  J u s t i c e ）は 、法医学

患者の仮釈放（ l e a v e ）又は解放に

ついて、その後の治療や必要な他の

行動を含め、計画や手配を支援する

プロセスを開発すべきである。   

 

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）の第 7 6 G 条を改定し、法医

学患者の仮釈放（ l e a v e ）や解放の

手配をする際に、法医学患者、主な

世話人、扶養家族、その人へのサー

ビス提供に関わる機関が協議される

よう  に、 N S W 州矯正サービス長官

と N S W 州少年司法の最高責任者は

合理的に実行できるすべての手順を

・法律に反映されない。   

 

( 1 )  法律に反映されな

い。   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

[ 新第 1 1 8 条解放及び仮

釈放（ l e a v e ）の計画 ]   

 

※参照：  

[ 新第 1 1 8 条（解放及び

仮釈放（ l e a v e ）の計画 ）

第 ( 4 ) 項 ] < 新設 > ）   
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踏むべきであると規定すべきであ

る。   

 

9 . 9   1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）第 6 8 条に基づく違反の報告方

法に関して   

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律の改定を求める勧

告ではなかった。   

 

9 . 1 0   法医学患者が地域社会にいる場合で

も、 2 0 0 7 年精神保健法（ N S W ）の民事

規定に基づいて抑留 ・留置できることを

明確にするために、 1 9 9 0 年精神保健

（法医学規定）法 （ N S W ） 又は 2 0 0 7 年

精神保健法（ N S W ） のいずれかに規定

を設けるべきである。   

 

 

・法律に反映される （従

来どおり ） 。   

 

※勧告時点の M H F P A

では、規定されていな

かったが、その後改定

される。  

[ 新第 1 2 0 条  地域社会

の法医学患者及び矯正

患者は、精神保健法

2 0 0 7 に基づき抑留・留

置され、治療を受けるこ

とができる ]   

 

9 . 1 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）第 6 8 条は、精神健康再審査審

判所が、逮捕命令を下す際に、審判所

による違反の審査が終わるまで、審判

所が以下のように指示することを認め

るべきである ：   

( a )  法医学患者を、審判所によって

課された条件付き解放の条件に従

って治療を受け続けることができ

る、  

( b )  医師が、法医学患者の精神状態

を精神鑑定・評価しなければなら

ない、  

( c )  精神鑑定・評価及び治療の目的

で、法医学患者を精神医療施設に

抑留・留置することができる。  

 

・ 法律に反映される。   

[ 新 1 0 9 条解放命令違

反第 ( 3 ) 項 ] < 新設 >    

 

9 . 1 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）の第 7 4 条（ e ） にある、法医学

患者が「十分な拘禁（ c u s t o d y ）期間 」

を過ごしたかどうかを精神健康再審査

審判所が検討することを求める規定は

削除すべきである。  

 

・法律に反映されない。   

[ 新第 8 4 条法医学患者

を解放するか否かを決定

する際に審判所が考慮す

べき事項第（ 1 ) 項 ( c ) ]   
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9 . 1 4  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）第 5 3 条第 ( 2 ) 項を改定し、審

判所は、本条に基づき非自発的患者

に分類された患者を、矯正施設から

精神医療施設に移送するよう命じな

ければならないと定めるべきである。   

 

( 2 )  精神医療施設、矯正施設、又はそ

の他の場所に抑留・留置されている

法医学患者は、その者を抑留・留置

するための別の合法的根拠がない限

り、法医学患者でな くなったときにそ

の抑留・留置場所から釈放

（ d i s c h a r g e ） させるべきである。   

 

・ 法律に一部反映され

る。   

 

( 1 )  法律に反映されな

い。   

[ 新第 1 0 5 条非自発的患

者としての患者の分類第

( 2 ) 項 ]   

 

( 2 )  法律に一部反映され

る。   

[ 新第 1 0 7 条法医学患者

又は矯正患者でな くなっ

た場合の抑留・留置から

の解放第 ( 4 ) 項 ] < 新設 >   

 

9 . 1 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ） を改定し、法医学患者が精神

健康再審査審判所の承認なしに N S W

州を離れた場合、その不滞在

（ a b s e n c e ）期間中につき、以下のよう

に規定すべきである ：   

( a )  審判所は、審査を中断すること

ができる、   

( b )  不滞在期間中は制限期間の進

行を停止すべきである。  

 

・法律に反映されない。   

[ 新第 1 0 2 条制限期間に

対する不法不滞在の影

響第 ( 1 ) 項 ]   

 

 第 1 0 章  矯正施設に収容された法医

学患者  

 

1 0 . 1  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）は 、法医学患者は、他に実用

的な代替手段がない場合にのみ、矯正

施設に抑留・留置されるべきであると規

定すべきである。  

 

・法律に反映されない。   

 

1 0 . 2  勧告 9 . 6 で勧告された法医学ワーキン

ググループは、以下の事項に関する戦

略及び実施計画を策定すべきである ：   

( a )  優先事項として、認知障害を有す

る法医学患者のために矯正施設外に

施設の提供、  及び、   

( b )  制限期間中の仮釈放（ l e a v e ）及び

解放を容易にする、矯正施設内の法

医学患者の管理。   

 

・法律に反映されない。   

 

 第 1 1 章  制限期間終了時に危害を及

ぼす危険性がある法医学患者   
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1 1 . 1  ( 1 )  2 0 0 6 年犯罪 （高危険犯罪者）法

（ N S W ）又は 1 9 9 0 年精神保健（法医

学規定）法 （ N S W ） に 、定められた状

況において、その者の法医学患者の

地位をその者の制限期間の満了を越

えてを延長すること可能にする規定

を含めるべきである。   

( 2 )  州最高裁判所は、 2 0 0 6 年犯罪（高

危険犯罪者）法 （ N S W ） に基づ く延長

監督命令又は継続抑留・留置命令の

決定手続きに大まかに従って、その

者の法医学患者の地位を延長する

決定を下すべきである。この制度に

は、以下の主要項目を含めるべきで

ある ：   

( a )  法医学患者の制限期間が満了

する 6 ヶ月前に、州を代表して

1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W ）の管理を担当する大臣

は、その者が法医学患者でなくな

った場合、他者に身体的又は心理

的危害を与えるという受け入れが

たい重大な危険性があると信じる

妥当な理由がある場合、州最高裁

判所にその者の法医学患者の地

位延長（ 「延長命令」 ）を申請でき

る。   

( b )  2 0 0 6 年犯罪（高危険犯罪者）法

（ N S W ）の公判前手続き及び暫定

命令の制定に関する規定（公判前

審理及び 2 つの独立専門家報告の

委託の規定を含む）に従うべきで

ある。   

( c )  州最高裁判所は、以下のことが

高い確率で納得される場合、法医

学患者に対する延長命令を下すこ

とができるようにすべきである ：   

( i )  その者が法医学患者でなくな

った場合、他者に身体的又は心

理的危害を与えるという受け入

れがたい重大な危険性がある、   

( i i )  そのリスクが、他のより制限

の少ない手段（民事精神保健制

度における非自発的患者への再

分類や後見命令の作成など ）に

より適切に管理できない。  

( d )  州最高裁判所は、命令を下すに

あたり、以下の点を考慮すべきで

ある ：    

・法律に一部反映され

る。   

 

( 1 ) ( 2 ) :  法医学患者でな

く  高危険犯罪者である

矯正患者としての地位の

終了として法律に一部反

映される。   

[ 新第 1 0 4 条矯正患者と

しての地位の終了

( b ) ( c ) ]   

 

（ 4 ）  法律に反映されな

い。   

 

( 5 )  法律に反映されな

い。  
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( i )  地域社会の安全、   

( i i )  裁判所により任命された独立

専門家が作成した報告書及びそ

の者により提出されたその他の

専門家の報告書、   

( i i i )  精神健康再審査審判所のあ

らゆる命令又は決定、  

( i v )  仮釈放（ l e a v e ） 中又は条件

付き解放中を含め、法医学患者

である間に課された義務の遵守

の程度、  

( v )  制限期間が課された時の裁判

所の見解、   

( v i )  法医学患者としての継続的な

管理の必要性及び代替措置が

適切でない理由についての、法

医学患者の治療チームからの報

告書。   

( e )  州最高裁判所は、その後の申請

も可能であるが、最長 5 年間の延

長命令を行うことができるはずで

ある。命令期間を決定する際、裁

判所は、その者の危険性が著し く

変化する可能性があるかどうかを

考慮すべきである。   

( f )  州最高裁判所より命令が下され

た場合、その者は、法医学患者と

して継続的に管理するために、精

神健康再審査審判所に戻すべきで

ある。   

( g )  精神健康再審査審判所は、 6 ヶ

月ごとにその者を審査し、その者

に関して、無条件解放命令を除

き、法医学患者に対して行うことの

できるあらゆる命令を行うことがで

きるとすべきである。   

 

( 4 )  州最高裁判所は、州又は法医学患

者の申請により、延長命令を不要と

するように状況が著しく変化したこと

を理由に、いつでも延長命令を取り

消す命令を下すことができるようにす

べきである。   

 

( 5 )  この制度は、 2 0 0 6 年犯罪（高リス

ク犯罪者）法 （ N S W ） の第 4 編

（ P a r t ）の規定を含むべきである。   
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 第 1 2 章  下級裁判所 ・児童裁判所の

適性   

 

1 2 . 1  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）は 、裁判を受ける適性を扱う

同法の第 2 編（ P a r t ） が下級裁判所

で適用されるようにすべきである。   

 

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）は 、同法第 2 編（ P a r t ） に基

づき適性の問題が下級裁判所で提

起された場合、裁判所はまず同法第

3 2 条又は第 3 3 条に基づく命令を下

すべきかどうかを検討しなければな

らないとすべきである。   

 

・法律に反映されない。  

 

( 1 )  法律に反映されな

い。   

 

( 2 )  法律に反映されな

い。   

 

1 2 . 2  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W 州）を改定し、下級裁判所で行わ

れる陪審審理付託決定審理

（ c o m m i t t a l  h e a r i n g ） で適性の問題

が提起された場合、以下のようにすべ

きである ：   

( a )  陪審審理付託決定審理

（ c o m m i t t a l  h e a r i n g ） では終了

しなければならない、   

( b )  問題が提起されたからと言っ

て、被告人を釈放 （ d i s c h a r g e ） さ

せてはならない、  そして、    

( c )  被告人が公判のために収監

（ c o m m i t ） された場合、裁判所は

適性の問題を検討しなければなら

ない。   

 

・法律に反映されない。   

 

1 2 . 3  ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ） を改定し、精神疾患の抗弁を

扱う同法第 4 編 （ P a r t ）が下級裁判所

で適用されるようにすべきである。   

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）は 、精神疾患の抗弁が同法

第 4 編（ P a r t ） に基づき下級裁判所

で提起される場合、裁判所はまず同

法第 3 2 条又は第 3 3 条に基づく命

令を行うべきかどうかを検討しなけ

ればならないと定めるべきである。   

 

・法律に反映されない。   

[ 新第 2 7 条本編の適用 ]   

 

1 2 . 4   ( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）は 、裁判を受ける適性を扱う

同法の第 2 編（ P a r t ） が 、児童裁判所

で適用されるようにすべきである。   

・法律に反映されない。   
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( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ）は 、同法第 2 編（ P a r t ） に基

づき適性の問題が児童裁判所で提

起された場合、裁判所はまず同法第

3 2 条又は第 3 3 条に基づく命令を行

うべきかどうかを検討しなければなら

ないとすべきである。  

 

1 2 . 5  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定）法

（ N S W 州）を改定し、児童裁判所での陪

審審理付託決定審理審理（ c o m m i t t a l  

h e a r i n g ） で適性の問題が提起された

場合、以下のようにすべきである ：   

( a )  陪審審理付託決定審理

（ c o m m i t t a l  h e a r i n g ） は終了し

なければならない、   

( b )  問題が提起されたからと言って、

被告人を釈放（ d i s c h a r g e ） させて

はならない、  そして、    

( c )  被告人が裁判のために収監

（ c o m m i t ） される場合、公判廷

( t r i a l  c o u r t ) は適性の問題を検

討しなければならない。   

 

・法律に反映されない。   

 

1 2 . 6   

 

( 1 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ） を改定し、精神疾患の抗弁を

扱う同法第 4 編 ( P a r t ) が児童裁判所

において適用されるように改定すべ

きである。   

( 2 )  1 9 9 0 年精神保健（法医学規定 ）法

（ N S W ） を改定し、同法第 4 編

（ P a r t ） に基づき、精神疾患の抗弁

を児童裁判所で提起された場合、裁

判所は、同法第 3 2 条又は第 3 3 条

に基づく命令を行うべきかどうかを最

初に検討しなければならないとすべ

きである。    

 

・法律に反映されない。   

 

 第 1 3 章：暴力行為禁止命令    

1 3 . 1 /  

1 3 . 2 /  

1 3 . 3  

暴力行為禁止命令に関する勧告（勧告

1 3 . 1 ，勧告 1 3 . 2 、勧告 1 3 . 3 ） 。    

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

・ 2 0 0 7 年犯罪（家庭内

暴力及び個人的暴

力）法 （ C r i m e s  

( D o m e s t i c  a n d  

P e r s o n a l  

V i o l e n c e )  A c t  
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2 0 0 7 ） （ N S W ）は改

定されない。   

 

  第 1 4 章：法医学的資料    

1 4 . 1 /  

1 4 . 2 /  

1 4 . 3  

法医学的資料について （勧告 1 4 . 1 ，勧

告 1 4 . 2 、勧告 1 4 . 3 ）    

 

勧告内容は省略する。   

 

・法律に反映されない。   

・ 2 0 0 0 年犯罪（法医学

手続）法 （ C r i m e s  

( F o r e n s i c  

P r o c e d u r e s )  A c t  

2 0 0 0 ） （ N S W ） には

反映されない。   
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資料 2 ：  M e n t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0 と M e n t a l  

H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  

2 0 2 0  ( M H C I F P A ) との主要な部分の対比   

 

 ＊Ｃ ｏｍ ｐ ａ ｒ ａ ｔ ｉ ｖ ｅ  ｔ ａ ｂ ｌ ｅ ：  ｄ ｉ ｖ ｅ ｒ ｓ ｉ ｏ ｎ ａ ｒ ｙ  ｐ ｒ ｏ ｖ ｉ ｓ ｉ ｏ ｎ ｓ  ｉ ｎ  Ｍ ｅ

ｎ t a l  H e a l t h  ( F o r e n s i c  P r o v i s i o n s )  A c t  1 9 9 0  ( M H F P A )  v s  

M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  

A c t  2 0 2 0  ( M H C I F P A ) を参考にしている。   

［  h t t p s : / / c r i m i n a l c p d . n e t . a u / w p -

c o n t e n t / u p l o a d s / 2 0 2 0 / 1 2 / C o m p a r a t i v e - t a b l e - M H F P A - 1 9 9 0 -

v - M H C I F P A - 2 0 2 0 - N o v - 2 0 2 0 . p d f   （ 2 0 2 4 年 1 1 月 2 9 日閲

覧） ] 。  

 Ｍ ｅ ｎ ｔ ａ ｌ  Ｈ ｅ ａ ｌ ｔ ｈ  （ Ｆ ｏ ｒ ｅ ｎ ｓ ｉ

ｃ  Ｐ ｒ ｏ ｖ ｉ ｓ ｉ ｏ ｎ ｓ ）  Ａ ｃ ｔ  １ ９ ９ ０   

Ｍ ｅ ｎ ｔ ａ ｌ  Ｈ ｅ ａ ｌ ｔ ｈ  ａ ｎ ｄ  Ｃ ｏ ｇ

ｎ ｉ ｔ ｉ ｖ ｅ  Ｉ ｍ ｐ ａ ｉ ｒ ｍ ｅ ｎ ｔ  Ｆ ｏ ｒ ｅ ｎ

ｓ ｉ ｃ  Ｐ ｒ o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  

( M H C I F P A )   

1  定義    

1 . 1  認知障害 ：第 3 2 条 6 項   

認知障害とは、人の理解力、推論

力 、適 応 機 能 、判 断 力 、学習力 、

又 は 記 憶 力 の 継 続 的 な 障 害 で あ

って、その人の日常生活における

機 能 に 重 大 な 影 響 を 与 え る も の

を い い 、 そ の 人 の 脳 又 は 精 神 の

損傷、機能障害、発達遅延、又は

劣 化 の 結 果 で あ り 、 以 下 の い ず

れ か を 含 む （ た だ し 、 こ れ ら に 限

定されない ） ：   

( a )  知的障害、   

( b )  境界知的機能   

( c )  認知症、   

( d )  後天性脳障害   

( e )  薬 物 又 は ア ル コ ー ル に 関

連した 脳損 傷 （胎 児 性ア ルコ

ー ル ・ ス ペ ク ト ラ ム 障 害 を 含

む） 、   

( f )  自閉症スペクトラム障害   

 

認知障害 ：第 5 条   

( 1 )  本 法 律 に お い て 、 以 下 の 場

合、人は認知障害を有する。   

( a )  適 応 機 能 に 継 続 的 な 障 害

がある。   

( b )  理解、理性、判断、学習又

は 記 憶 に 継 続 的 な 障 害 が あ

る。   

( c )  これらの障害は、 ( 2 )  又は

その他の理由による、その人

の 脳 又 は 精 神 の 損 傷 、 機 能

障 害 、 発 達 の 遅 れ 又 は 悪 化

に起因する。   

( 2 )  認 知 障 害 は 、 以 下 の い ず れ

かの状態から生じるが、その他

の理由によっても生じる ：   

( a )  知的障害   

( b )  境界知的機能   

( c )  認知症   

( d )  後天性脳障害   

( e )  胎児性アルコール ・ スペク

ト ラム障害を含む、薬物又は

ア ル コ ー ル に 関 連 し た 脳 損

傷、   

( f )  自閉症スペクトラム障害   

 

1 . 2  精神疾患  -  M H F P A はこの用語

を定義しておらず、又 M H A の定

義にも言及していない。   

メンタルヘルス障害：第 4 条   

（ 1 )  本 法 律 に お い て 、 「 メ ン タ ル

ヘ ル ス 障 害 を 有 す る 者 」 と は 、

https://criminalcpd.net.au/wp-content/uploads/2020/12/Comparative-table-MHFPA-1990-v-MHCIFPA-2020-Nov-2020.pdf
https://criminalcpd.net.au/wp-content/uploads/2020/12/Comparative-table-MHFPA-1990-v-MHCIFPA-2020-Nov-2020.pdf
https://criminalcpd.net.au/wp-content/uploads/2020/12/Comparative-table-MHFPA-1990-v-MHCIFPA-2020-Nov-2020.pdf
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以下の者をいう。   

( a )  思考、気分、意思、知覚又は

記 憶 に つ い て 、 一 時 的 又 は 継

続的な障害があり、かつ   

( b )  そ の障害が臨 床診断上重大

であるとみなされる場合。   

( c )  その障害によって、その人の

情 緒 的 な 健 康 、 判 断 力 、 又 は

行動が損なわれていること。   

( 2 )  精 神 健 康 障 害 は 、 以 下 の 障

害 の い ず れ か に よ っ て 生 じ る

が 、 他 の 理 由 に よ っ て 生 じ る こ

ともある。   

( a )  不安障害   

( b )  臨 床 う つ 病 や 双 極 性 障 害

を含む感情障害、   

( c )  精神病性障害   

( d )  一 時 的 で な い 物 質 誘 発 性

精神障害。   

( 3 )  本法律におけるメンタルヘル

ス障害は、以下の事項によって

のみ引き起こされる場合には、

その者はメンタルヘルス障害を

有しない。   

( a )  物 質 の 摂 取 に よ る 一 時 的

な影響、又は   

( b )  物質使用障害。   

 

1 . 3  第 3 条 ：精神障害状態   

「 精 神 障 害 状 態 （ m e n t a l  

c o n d i t i o n ） 」 と は 、 精 神 疾 患 及

び 精 神 発 達 障 害 を 含 ま な い 精 神

障害の状態をいう。   

 

M H C I F P A で は 使 用 さ れ て い な

い用語。第 4 条の「メンタルヘル

ス障害」の定義を参照のこと。   

 

1 . 4  精 神 病 者 ： 精 神 保 健 法 第 1 4 条

（ M H F P A 第 3 条 が 採 用 し た 定

義 ）   

( 1 )  精神疾患を患っている者であ

っ て 、 そ の 疾 患 に よ り 、 そ の 者

の ケ ア 、 治 療 又 は 管 理 が 必 要

であ ると信 じるに 足 る合理的な

理 由 が あ る 場 合 、 そ の 者 は 精

神疾患者である。   

( a )  重 大 な 危 害 か ら 本 人 を 保

護するため、又は   

( b )  重 大 な 危 害 か ら 他 人 を 保

護するため。   

( 2 )  精神疾患者であるかどうかを

精 神 病 者 ： 精 神 保 健 法 第 1 4 条

（ M H C I F P A 第 3 条 ( 2 ) で採用さ

れた定義 ）   

( 1 )  精神疾患を患っている者であ

っ て 、 そ の 疾 患 に よ り 、 そ の 者

の ケ ア 、 治 療 又 は 管 理 が 必 要

であ ると信じるに 足る合理 的な

理 由 が あ る 場 合 、 そ の 者 は 精

神疾患者である。   

( a )  重 大 な 危 害 か ら 本 人 を 保

護するため、又は   

( b )  重 大 な 危 害 か ら 他 人 を 保

護するため。   

( 2 )  精神疾患者であるかどうかを
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検 討 す る 際 に は 、 そ の 人 の 継

続 的 な 状 態 （ そ の 人 の 状 態 が

悪 化 す る 可 能 性 が あ る 場 合 、

及びそ のよ うな 悪化 がもたらす

可能性のある影響を含む）が考

慮されなければならない。   

検 討 す る 際 に は 、 そ の 人 の 継

続 的 な 状 態 （ そ の 人 の 状 態 が

悪 化 す る 可 能 性 が あ る 場 合 、

及びそのような悪化がもたらす

可能性のある影響を含む）が考

慮されなければならない。   

 

※ こ の 法 律 で 使 用 さ れ る 語 及 び

表現は、 2 0 0 7 年精神保健法と同

じ意味を有する。   

 

1 . 5  精神障害者  -  M H F P A はこの用

語 を 定 義 し て お ら ず 、 M H A の 定

義にも言及していない。   

精神障害者：精神保健法第 1 5 条

（ M H C I F P A 第 3 条 ( 2 ) により採

用された 定義 「精神障害者 」の定

義 ）   

精 神 障 害 者 （ 精 神 疾 患 に 罹 患 し

て い る か 否 か を 問 わ な い ） と は 、

そ の 者 の 当 面 の 行 動 が 、 そ の 者

の一時的なケア、治療、又は管理

が必要であるという合理的な理由

に よ る 結 論 を 正 当 化 す る ほ ど 不

合理である場合をいう。   

( a )  重 大 な 身 体 的 危 害 か ら 本 人

を保護するため、又は   

( b )  重 大 な 身 体 的 危 害 か ら 他 人

を保護するため。   

 

※ 本 法 律 で 使 用 さ れ る 語 及 び 表

現は、 2 0 0 7 年精神保健法と同じ

意味を有する。   

 

2  手続き上の事項    

2 . 1  M H F P A では規定していない。   適性テスト   

( 1 )  本編 （ P a r t ） が適用される訴

訟手続に お い て 、 メ ン タル ヘ ル

ス障害若し くは認知障害、又は

そ の 両 方 が あ る た め 、 又 は そ

の他の理由により、以下の 1 つ

以 上 を 行 う こ と が で き な い 場

合 、 そ の 者 は 犯 罪 に つ い て 裁

判を受けるのに不適性であると

みなされる。   

( a )  手続きの対象となる犯罪を

理解すること、   

( b )  罪状を主張すること 、   

( c )  陪審員 ( j u r o r ) に異議を申

し 立 て る 権 利 を 行 使 す る こ

と、   
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( d )  そ の 者 が 起 訴 さ れ た 犯 罪

を犯したか否かの調査として

の 手 続 の 性 質 を 一 般 的 に 理

解すること、   

( e )  一 般 的 な 意 味 で 何 が 起 こ

っ て い る か を 理 解 す る よ う

に、手続の経過を追うこと 、   

( f )  そ の 人 に 不 利 な 証 拠 の 実

質的な効果を理解すること、   

( g )  起 訴 に 対 す る 抗 弁 又 は 回

答を行うこと、   

( h )  そ の者 の法定 代理人に 弁

護 を 行 う よ う 指 示 し 、 そ の 法

定 代 理 人 及 び 必 要 な 場 合 に

は 裁 判 所 に 、 そ の 者 の 事 実

の説明を提供すること、   

( i )  本人がどのような抗弁に依

拠するかを決定し 、その決定

を 本 人 の 法 定 代 理 人 及 び 裁

判所に知らせる。   

( 2 )  本 条 は 、 裁 判 所 が 人 を 犯 罪

の 裁 判 を 受 け る に ふさ わ し く な

い と み な す こ と が で き る 理 由 を

制限するものではない。   

 

2 . 2  

 

特別審理における評決  - 第 2 2 条

( 1 )   

( 1 )  特 別 審 理 に お い て 陪 審

( j u r y ) 又 は 裁 判 所 が 下 す こ と

のできる評決には、以下のもの

が含まれる ：   

( a )  起 訴 さ れ た 犯 罪 に つ い て

無罪、   

( b )  精 神 疾 患 を 理 由 と し て 無

罪、   

( c )  入 手 可 能 な 限 ら れ た 証 拠

に基づき、被告人が起訴され

た犯罪を犯したこと 、   

( d )  入手し得る限られた証拠に

よ り 、 被 告 人 は 、 起 訴 さ れ た

犯罪に代わる犯罪を犯した。   

 

特別審理における評決  -  第 5 9

条 ( 1 )   

( 1 )  特別審理における評決には、

以下のものが含まれる。   

( a )  起 訴 さ れ た 犯 罪 に つ い て

無罪、   

( b )  行 為 は 証 明 さ れ た が 刑 事

責任はないという特別評決   

( c )  入 手 可 能 な 限 ら れ た 証 拠

に基づき、被告人が起訴され

た犯罪を犯したとするもの、   

( d )  入 手 可 能 な 限 ら れ た 証 拠

に基づき、被告人が起訴され

た 犯 罪 に 代 わ る 犯 罪 を 犯 し

たこと 。   

 

2 . 3  適用 ：第 3 1 条   

( 1 )  本 編 ( P a r t ) は 、 略 式 犯 罪 又

は略 式 裁 判 が 可 能 な起訴 可能

犯 罪 に 関 す る 刑 事 訴 訟 手 続 、

す な わ ち 裁 判 官 に 対 す る 手 続

に適用され、 2 0 1 3 年保釈法に

適用 ：第 8 条   

( 1 )  本 編 ( P a r t ) は 、 裁 判 官 に 対

す る 以 下 の 刑 事 訴 訟 手 続 に 適

用される。   

( a )  犯罪の略式手続   

( b )  略 式 裁 判 が 可 能 な 起 訴 可
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基づく関連手続を含むが、拘禁

手続には適用されない。   

 

能な犯罪   

( c )  2 0 1 3 年保釈法に基づく関

連手続。   

( 2 )  本 編 は 、 陪 審 審 理 付 託 決 定

手 続 （ c o m m i t t a l  

p r o c e e d i n g s ） に は 適 用 さ れ

ない。   

 

2 . 4   タイ ミング等 ：第 3 2 条 ( 1 )   

「 … 手 続 の 開 始 時 又 は 審 理 中 の

いつでも… 」   

タイ ミングなど ：第 9 条   

( 1 )  裁判官は、被告人が嘆願をし

た か 否 か に か か わ ら ず 、 裁 判

官 に 対 す る 手 続 の 開 始 時 又 は

そ の 他 の 手 続 中 い つ で も 、 本

編 （ P a r t ） に 基 づ き 指 定 さ れ た

命令を行うことができる。   

( 2 )  本編に基づく命令は、申請に

より 、又は裁判官の発意に より

行うことができる。   

 

2 . 4  裁 判 官 に 情 報 を 提 供 す る 手 段 ：

第 3 6 条   

本 編 ( P a r t ) の 目 的 の た め 、 裁 判

官は、裁判 官の適 切 と考 え ると こ

ろ に 従 い 、自 ら情 報を 提 供するこ

と が で き る が 、 被 告 人 に 対 し 自 ら

を 罪 に 陥 れ るよ う要 求 す る こ とは

できない。   

 

裁判官に報告する手段 ：第 1 0 条   

 

本 編 ( P a r t ) の 目 的 の た め 、 裁 判

官は、裁判 官の適切と考え ると こ

ろ に 従い 、自ら情報を 提供するこ

と が で き る が 、 被 告人 に 対 し 自 ら

を 罪に 陥れ るよ う要 求す る こ とは

できない。   

 

3  第 3 2 条    

3 . 1  第 3 2 条 1 項   

 

( 1 )  裁 判 官 に 対 す る 訴 訟 手続 の

開 始 時 又 は 審 理 中 、 裁 判 官 に

次のように思われる場合   

( a )  被 告 が 、 訴 訟 手 続 に 関 連 す

る 犯 罪 の 被 疑 実 行 時 に 、 以 下

のようであった場合：   

( i )  認知障害がある。   

( i i )  精神疾患を患っている。   

( i i i )  精神医療施設で治療が可

能 な 精 神 障 害 状 態 に あ る

が、精神病者ではないこと 。   

( b )  訴 訟 手 続 に お い て 主 張 さ れ

た 事 実 の 概 要 又 は 裁 判官が関

連 す る と 考 え る そ の 他 の 証 拠

に 基 づ き 、 被 告 人 を 本 編 の 規

定 に 従 って処 理 するこ とが 、他

の法律に従って処理するよりも

第 1 2 条 ： メン タルヘルス障害又

は認知障害のある被告   

( 1 )  裁判官は、被告人がメンタル

ヘ ル ス 障 害 若 し く は 認 知 障 害

又はそ の両方を 有してい る （又

は 訴 訟 手 続 に 係 る 犯 罪 の 実 行

が疑われる時点で有してい た ）

と裁判官に思われる場合、この

部 （ D i v i s i o n ） に 基 づ く 命 令 を

行 い 、 又 は 訴 訟 手 続 を 延 期 す

ることができる。   

( 2 )  裁判官は、訴訟手続において

申 し 立 て ら れ た 事 実 の 概 要 又

は 裁 判 官 が 関 連 す る と 考 え る

そ の 他 の 証 拠 に 基 づ き 、 被 告

人をこの部に従って処理するこ

とが、他の法律に従って処理す

る よ り も 適切であ る と裁 判官に

思われる場合に限り 、 この条に
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適切であること、   

裁 判 官 は 、 第 ( 2 ) 項 又 は 第 ( 3 )

項 に 定 める措 置 を とるこ とがで

きる。   

 

基づく措置をとることができる。   

( 3 )  こ の 条 は 、 被 告 人 が 精 神 病

者 又 は 精 神 障 害 者 （ m e n t a l l y  

d i s o r d e r e d  p e r s o n ） で あ る

場合には適用されない。   

 

3 . 2  第 3 2 条 2 項 ：手続きの一時停止   

( 2 )  裁判官は、次のいずれか 1 つ

以上を行うことができる ：   

( a )  手 続 き を 一 時 停 止

（ a d j o u r n ） すること 、   

( b )  2 0 1 3 年保釈法に従って被告

人の保釈を許可すること 、   

( c )  その他、裁判官が適切と考え

る命令を下すこと。   

第 1 3 条：手続きの一時停止   

裁判官は、この条の目的のため、

次のことができる ：   

( a )  以下のことを可能にするため

に 、 手 続 を 一 時 停 止

（ a d j o u r n ） することができる。   

( i )  被告人の明らかなメン タル

ヘ ル ス 障 害 又 は 認 知 障 害 を

評価又は診断すること、   

( i i )  命 令 の 目 的 の た め に 、 被

告人 の治 療 計画 又 は支 援計

画を策定すること、   

( i i i )  命令の目的のために責任

者を特定すること、   

( i v )  そ の他 、裁判官が状況に

応じて適切と考える理由のた

め   

( b )  その他、裁判官が適切と考え

る暫定命令を行う。   

 

3 . 3  第 3 2 条 3 項：裁判官が下す命令   

( 3 )  裁判官は、起訴を棄却し、被

告 人 を 釈 放 （ d i s c h a r g e ） す る

命令を下すことができる ：   

( a )  無条件又は条件付きで、責

任 あ る 者 の 保 護 管 理 下 に 置

く。   

( b )  被 告 人 が 、 裁 判 官 の 指 定

す る 者 又 は 場 所 に 出 頭 す る

こ と を 条 件 と し て 、 以 下 の と

おりとする ：   

( i )  被 告 人 の 精 神 障 害 状 態

（ m e n t a l  c o n d i t i o n ） 又

は 認 知 障 害 の 評 価

（ a s s e s s m e n t ） 又 は 治 療

（ 又 は そ の 両 方 ） の た め 、

又は   

( i i )  被告人の認 知 障害に関

する支援を提供するため、

又は   

( c )  無条件。  

 

第 1 4 条 1 項  ：裁判官が下す命

令   

( 1 )  裁判官は、起訴を棄却し、被

告 人 を 釈 放 （ d i s c h a r g e ） さ せ

る命令を下すことができる。   

( a )  無条件又は条件付きで、責

任 あ る 者 の 保 護 管 理 下 に 置

く、又は   

( b )  被告人のメンタルヘルス障

害 又 は 認 知 障 害 の 評 価

（ a s s e s s m e n t ） 、 治 療 、 又

は 支 援 の 提 供 の た め に 、 被

告 人 は 裁 判 官 の 指 定 す る 人

物又は場所に通うことを条件

とする、又は   

( c )  無条件。   
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3 . 4  第 3 2 条 4 項 ：起訴棄却の効果   

( 4 )  本 条 に 基 づ き 被 告 人 に 対 す

る 起 訴 を 棄 却 す る 決 定 は 、 被

告 人 に 対 す る 起 訴 が 証 明 さ れ

た な ど と 認 定 す る も の で は な

い。   

 

第 1 4 条 2 項 ：起訴棄却の効果   

( 2 )  被 告 人 に 対 す る 起 訴 を 棄 却

す る 命 令 は 、 被 告 人 に 対 す る

起 訴 が 証 明 さ れ た こ と 等 を 認

定するものではない。   

 

3 . 5  M H F P A の第 3 2 条にはない。   第 1 5 条：命令を下す際の裁判官

の考慮事項   

こ の 部 （ D i v i s i o n ） に 従 っ て 被 告

人 を 取 り 扱 う こ と が よ り 適 切 で あ

るかどうかを決定する際、裁判官

は、以下の事項を考慮することが

できる。   

( a )  被告人の明らかなメンタルヘ

ル ス 障 害 又 は 認 知 障 害 の 性

質、   

( b )  被疑された犯罪の性質、重大

性及び状況、   

( c )  被告人が犯罪で有罪とされた

場 合 に 利 用 可 能 な 量 刑 オ プ シ

ョンの妥当性、   

( d )  被告人が犯罪を犯したとされ

る 時 点 か ら の 、 被 告 人 の 状 況

における関連する変化、   

( e )  被告人の犯罪歴、   

( f )  被 告 人が 以前 に 本 法律 又は

1 9 9 0 年 精 神 保 健 （ 法 医 学 規

定）法第 3 2 条に基づく命令の

対象であったかどうか、   

( g )  被 告 人 に 関 し て 治 療 計 画 又

は 支 援 計 画 が 作 成 さ れ て い る

かどうか、及びその内容、   

( h )  被告人が、被告人、被告人の

被害 者又 はそ の他 の公 衆の安

全 を 脅 か す 可 能 性 が あ る か ど

うか、   

( i )  その他の関連要因    

 

3 . 6  第 3 2 条 4 A 項 ,  4 B 項 ：理由   

 

( 4 A )  裁判官は、被告人が第 ( 2 )

項又は第 ( 3 ) 項に基づいて判決

さ れ る べ き か 否 か に つ い て 決

定 を 下 す 理 由 を 述 べ な け れ ば

ならない。   

( 4 B )  第 ( 4 A ) 項に従わなかったと

し て も 、本 条 に 基 づ く裁 判官 の

第 1 1 条 ：裁判官は決定理由を述

べること   

( 1 )  裁 判 官 は 、 被 告 人 が 本 編

( P a r t ) に基づく命令によって処

罰（ d e a l t ） されるべきか否かに

つ い て 決 定 を 下 す 理 由 を 述 べ

なければならない。   

( 2 )  本 編 に 従 わ な か っ た と し て

も 、本編に基づ く裁判官の決定
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決定が無効になることはない。   

 

が無効となることはない。   

 

3 . 7   第 3 3 条 5 項 ：命令の形式   

( 5 )  規則は、本項に基づく命令の

様式を定めることができる。   

第 2 6 条：規則   

規 則 は 、 本 編 （ P a r t ） に 基 づ く 命

令 の 形 式 を 規 定 す る こ と が で き

る。   

 

3 . 8   第 3 2 A 条 ：治療提供者からの報

告   

( 1 )  い か な る 法 律 に も か か わ ら

ず、第 3 2 条 ( 3 ) に基づく命令に

従 っ て 、 他 人 の 精 神 状 態

（ m e n t a l  c o n d i t i o n ） を 評 価

し、又は他人に治療を提供する

者 （ 治 療 提 供 者 ） は 、 以 下 の い

ず れ か に 、 他 人 に よ る 命 令 の

条件不履行を報告することがで

きる ：   

( a )  地域犯罪者サービス、保護

観 察 及 び 仮 釈 放 （ P a r o l e ）

サービスの職員、   

( b )  司法省の職員、   

( c )  規 則 が 定 め る そ の 他 の 個

人又は団体。    

( 2 )  治療提供者は、本条に基づく

報 告 書 に 、 当 該 不 遵 守 に 関 す

る 意 思 決 定 に 関 連 す る と 考 え

る情報を含めることができる。   

( 3 )  本 条 に 基 づ き 提 供 さ れ る 報

告 書 は 、 当 分 の 間 、 司 法 長 官

局 長 （ D i r e c t o r - G e n e r a l  o f  

t h e  A t t o r n e y  G e n e r a l ' s  

D e p a r t m e n t ）が承認する様式

による。   

 

第 1 7 条：治療提供者からの報告   

( 1 )  い か な る 法 律 に も か か わ ら

ず、第 1 4 条に基づく命令に従

い 、 他 者 の 精 神 状 態 ( m e n t a l  

c o n d i t i o n ) を 評 価 し 、 又 は 他

者に治療を提供する者（治療提

供者 ）は 、他者に よる命令の条

件 不 履 行 を 以 下 の い ず れ か に

報告することができる。   

( a )  コ ミ ュ ニ テ ィ 司 法 省 の 職

員、   

( b )  規 則 が 定 め る 他 の 個 人 又

は団体。   

( 2 )  治 療 提 供 者 は 、 条 件 不 履 行

に関連する決定を行 うために 、

治 療 提 供 者 が 関 連 す る と 考 え

る情報を報告書に含めることが

できる。   

( 3 )  報 告 書 は 、 コ ミ ュ ニ テ ィ 司 法

省 長 官 が 当 分 の 間 承 認 す る 様

式による。   

 

3 . 9   第 3 2 条 ( 3 A ) から ( 3 D ) ：不遵守   

 

( 3 A )  第 ( 3 ) 項 に 基 づ く 命 令 の 対

象となる被告人が、同項に基づ

く 条 件 に 従 わ な い 可 能 性 が あ

ると裁判官が疑った場合、裁判

官は、命令を下してから 6 ヶ月

以内に 、被告人に対し 、裁判官

へ の 出 頭 を 求 め る こ と が で き

る。   

( 3 B )  被告人が出頭しない場合、

裁判官は以下のことができる ：   

( a )  被 告 人 の 逮 捕 状 を 発 行 す

第 1 6 条 ：被告人が命令条件を遵

守しなかった場合   

( 1 )  裁判官は、被告人が第 1 4 条

に 基 づ く 命 令 の 条 件 に 従 わ な

かった疑いがある場合、命令を

下してから 1 2 ヶ月以内に、被

告 人 に 対 し 、 裁 判 官 へ の 出 頭

するよう命じることができる。   

( 2 )  被告が出頭しない場合、裁判

官は以下のことができる ：   

( a )  被 告 人 の 逮 捕 状 を 発 行 す

る。   

( b )  公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  
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る。   

( b )  刑事訴訟法 1 9 8 6 の意味

に お け る 公 認 職 員

（ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） に 、

被 告 人 の 逮 捕 状 を 発 行 す る

権限を与える。   

( 3 C )  ただし、裁判官が第 ( 3 A ) 項

に 規 定 す る 被 告 人 を 出 頭 さ せ

よ う と す る時 点 で 、 被 告人の所

在 が 不 明 で あ る と 裁 判 官 が 判

断 し た 場 合 、 裁 判 官 は 直 ち に

以下のことができる ：   

( a )  被 告 人 の 逮 捕 状 を 発 行 す

る。   

( b )  刑事訴訟法 1 9 8 6 の意味

に お け る 権 限 の あ る 職 公 認

職 員 に 、 被 告 人 の 逮 捕 状 を

発行する権限を与える。   

( 3 D )  第 ( 3 ) 項 に 基 づ く 条 件 に 従

い 裁 判 官 が 被 告 人 を 釈 放

（ d i s c h a r g e ） し 、 被 告 人 が 釈

放（ d i s c h a r g e ） 後 6 ヶ月以内

に そ の 条 件 に 従 わ な い 場 合 、

裁 判 官 は 、 被 告 人 が 釈 放

（ d i s c h a r g e ） さ れ な か っ た も

の と し て そ の 起 訴 を 処 理

（ d e a l ）することができる。   

 

o f f i c e r ） に 、 被 告 人 の 逮 捕

状を発行する権限を与える。   

( 3 )  第 ( 1 ) 項に 基づ く命令を 行お

う とする時点で 、被告人の所在

が 不 明 で あ る と 裁 判 官 が 認 め

た 場 合 、 裁 判 官 は 直 ち に 以 下

のことを行うことができる ：   

( a )  被 告 人 の 逮 捕 状 を 発 行 す

る。   

( b )  公 認 職 員 に 、 被 告 人 の 逮

捕 状 を 発 行 す る 権 限 を 与 え

る。   

( 4 )  裁判官が、命令に基づく条件

に 従 っ て 被 告 人 を 釈 放

（ d i s c h a r g e ） し 、 被 告 人 が 釈

放（ d i s c h a r g e ） から 1 2 ヶ月以

内 に そ の 条 件 に 従 わ な い 場

合 、 裁 判 官 は 、 被 告 人 が 釈 放

（ d i s c h a r g e ） さ れ な か っ た も

の と し て そ の 起 訴 を 処 理

（ d e a l ）することができる。   

 

4   第 3 3 条    

4 . 1   第 3 3 条 1 項 ：適用   

( 1 )  裁 判 官 に 対 す る 審 理 の開 始

時 又 は 審 理 の 途 中 に お い て 、

被 告 人 が 精 神 病 者 で あ る と 思

われる場合、裁判官は （公判の

休 廷 （ a d j o u r n m e n t ） 、 2 0 1 3

年 保 釈 法 に 基 づ く 保 釈 の 許 可

そ の 他 、 裁 判 官 が 被 告 人 に 関

し て 行 う こ と が で き る 命 令 を 逸

脱しないものとする ： ）   

第 1 8 条 ：精神病者又は精神障害

者   

( 1 )  裁 判 官 は 、 被 告 人 が 精 神 病

者 又 は 精 神 障 害 者 で あ る と 思

わ れ る 場 合 に は 、 こ の 部

（ D i v i s i o n ） に 基 づ く 命 令 を 行

うことができる。   

( 2 )  裁 判 官 は 、 公 判 の 休 廷

（ a d j o u r n m e n t ） 、 2 0 1 3 年 保

釈 法 に 基 づ く 保 釈 の 許 可 そ の

他 、 被 告 人 に 関 し て 裁 判 官 が

行う こ とができ る他の命令に 影

響 を 及 ぼ す こ と な く 、 こ の 部 に

基 づ く 命 令 を 行 う こ と が で き

る。   

 

4 . 2   第 3 3 条 ( 1 ) の続き ：裁判官が行う

ことができる命令   

( a )  被 告 人 を 評 価

第 1 9 条 ：裁判官が行うことがで

きる命令   
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（ a s s e s s m e n t ） の た め に 精 神

医療施設に連行 し 、抑留 ・留置

することを命じることができる。   

( b )  評 価 の た め に 被 告 人 を 精 神

医療施設に連行し 、 抑留 ・留置

す る こ とを 命 じ 、 精 神 医療 施設

で の 評 価 （ a s s e s s m e n t ） の 結

果、被告人が精神病者  又は精

神 障 害 者 で な い と 判 明 し た 場

合、その施設の警察官によって

保釈が認められない限り 、被告

人 を 裁 判 官 又 は 公 認 職 員

（ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） の 面

前 に 戻 す こ と を 命 ずる こ と が で

きる。   

( c )  無 条 件 又 は 条 件 付 き で 、 被

告 人 を 責 任 あ る 者 の 保 護 管 理

下 と し て 釈 放 （ d i s c h a r g e ） で

きる。  

 

裁判官は、以下の命令の 1 つ又

は複数を行うことができる。   

( a )  評 価 （ a s s e s s m e n t ） の た め

に 被 告 人 を 精 神 医 療 施 設 に 連

行し、抑留 ・留置する命令、   

( b )  評 価 の た め に 被 告 人 を 精 神

医療施設に連行し 、 抑留 ・留置

し、精神医療健施設における評

価 の 結 果 、 被 告 人 が 精 神 病 者

又 は 精 神 障 害 者 で な い と 判 明

し た 場 合 に は 、 そ の 施 設 の 警

察 官 に よ り 保 釈 が 認 め ら れ な

い 限り 、 被告 人を で き るだ け 速

やかに 裁 判官 又は 公認司 法官

（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） の 面

前に戻す命令、   

( c )  無 条 件 又 は 条 件 付 き で 、 被

告 人 を 責 任 あ る 者 の 保 護 管 理

下 と し て 釈 放 （ d i s c h a r g e ） を

命ずること 。  

 

4 . 3   第 3 3 条 ( 1 A ) - ( 1 C ) ： C T O を作成

する権限   

( 1 A )  第 ( 1 ) 項 ( c ) を制限すること

な く 、 裁 判 官 は 、 被 告 人 に 関 し

て、同法に基づく精神保健調査

に お け る 地 域 社 会 治 療 命 令 の

発 令 要 件 （ 調 査 の 開 催 を 除 く ）

がすべて満たされていると納得

し た 場 合 に は 、 開 始 時 又 は 裁

判 官 に 対 す る 訴 訟 の 審 理 中 の

いつでも 、宣告された精神医療

施 設 に よ る 実 施 の た め に 、 精

神 保 健 法 2 0 0 7 に 従 って地域

社 会 治 療 命 令 を 発 令 す る こ と

ができる。   

( 1 B )  2 0 0 7 年精神保健法（第 5 1

条 ( 1 ) 及 び ( 2 ) を 除 く ） の 規 定

は 、 被 告 人 及 び 当 該 命 令 に 関

して、当該命令が同法に基づき

審 判 所 に より な され た かのよ う

に適用される。   

( 1 C )  裁判官は、  第 ( 1 A ) 項に基

づ く命 令 を 行 う 前 に 、保健省長

官 又 本 条 の 目 的 の た め に 保 健

省 長 官 か ら 権 限 を 与 え ら れ た

者に、命令案を通知しなければ

ならない。   

第 2 0 条：地域社会治療命令   

( 1 )  第 1 9 条 ( c ) を制限することな

く 、 裁 判 官 は 、 被 告 人 に 関 し

て、本法律に基づく精神保健調

査 （ 調 査 の 開 催 を 除 く ） に お け

る 地 域 治 療 命 令 の 発 令 要 件 が

すべて満た されてい ると納得し

た場合、被告人に関して 、宣告

さ れ た 精 神 医 療 施 設 に よ る 実

施のために、精神保健法 2 0 0 7

に 従 っ て 地 域 治 療 命 令 を 発 令

することができる。   

( 2 )  2 0 0 7 年精神保健法（第 5 1 条

( 1 )  及び ( 2 ) を除 く ）は、被告人

及 び 地 域 社 会 治 療 命 令 に 関 し

て、あたかも本法律に基づき審

判所により命令がなされたかの

ように適用される。   
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4 . 4   第 3 3 条 ( 1 D ) ： 保釈手続きにおけ

る権限を与えられた職員の権限   

( 1 D )  権 限 を 与 え ら れ た 職 員 ( 公

認 職 員 ： a u t h o r i s e d  

o f f i c e r ） に対する 2 0 1 3 年保

釈 法 に 基 づ く 手 続 の 審 理 の 開

始 時 又 は 審 理 の 途 中 に お い

て、被告人が精神病者であると

公 認 職 員 に 思 わ れ る 場 合 、 公

認 職 員 は （ 公 認 職 員 が 被 告 人

に関して行うことができる 2 0 1 3

年 保 釈 法 に 基 づ く 他 の 命 令 を

逸 脱 す る こ と な く ） 以 下 の 命 令

を行うことができる ：   

( a )  被 告 人 を 評 価

（ a s s e s s m e n t ） の た め に 精 神

医療施設に連行し 、 抑留 ・留置

することを命ずることができる。   

( b )  評 価 の た め に 被 告 人 を 精 神

医療施設に連行し 、 抑留 ・留置

す る こ とを 命 じ 、 精 神 医療 施設

で の 評 価 の 結 果 、 被 告 人 が 精

神 病 者 又 は 精 神 障 害 者 で な い

と判明した場合、その施設にお

い て 警 察 官 が 保 釈 を 認 め な い

限 り 、 被 告 人 を 裁 判 官 又 は 公

認 職 員 の 面 前 に 戻 す こ と を 命

ずることができる。   

 

[ 理 由 を 述 べ る 要 件 に つ い て は 、

以下の ( 4 B ) 及 び ( 4 C ) も参照のこ

と。 ］   

 

第 2 1 条  公 認 司 法 官

（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に 対 す

る手続   

( 1 )  公認司法官に対する 2 0 1 3 年

保 釈 法 に 基 づ く 手 続 の 審 理 の

開 始 時 又 は 審 理 の 途 中 に お い

て 、 被 告 人 が 精 神 病 者 又 は 精

神 障 害 者 で あ る と 公 認 司 法 官

に 思 わ れ る 場 合 、 公 認 司 法 官

は （ 公 認 司 法 官 が 被 告 人 に 関

して行うことができる 2 0 1 3 年

保 釈 法 に 基 づ く 他 の 命 令 に 影

響を及ぼすことな く ）以下のこと

ができる。   

( a )  評 価 （ a s s e s s m e n t ） の た

め に 被 告 人 を 精 神 保 健 施 設

に 連 行 し 、 抑 留 ・ 留 置 す る こ

とを命じる。   

( b )  評 価 の た め に 被 告 人 を 精

神医療施設に 連行し 、抑留 ・

留 置 す る こ と を 命 じ 、 被 告 人

が 精 神 医 療 施 設 に お け る 評

価 の 結 果 、 精 神 病 者 又 は 精

神障害者でないと判明した場

合 に は 、 そ の 施 設 に お い て

警 察 官 に よ り 保 釈 が 認 め ら

れ な い 限 り 、 被 告 人を で き る

だ け 速 や か に 裁 判 官 又 は 公

認 司 法 官 の 面 前 に 戻 す こ と

を命ずる。   

( 2 )  公 認 司 法 官 は 、 被 告 人 が 第

( 1 ) 項 に 基 づ く 命 令 に よ っ て 処

遇 さ れ る べ き か 否 か に つ い て

決 定 を 下 す 理 由 を 述 べ な け れ

ばならない。   

( 3 )  第 ( 2 ) 項を遵守しなかったとし

ても 、本項に基づ く公認司法官

の決定を無効とするものではな

い。   

 

4 . 5   第 3 3 条に基づく措置の効果   

( 2 )  被 告 人 が 、 本 条 の 規 定 に 従

って 、裁判官又は権限を与えら

れ た 職 員 （ 公 認 官 ） に 対す る 審

理 の 開 始 時 又 は 審 理 の 途中に

お い て 処 分 を 受 け た 場 合 、 被

告 人 が そ の 処 分 を 受 け た 日 か

第 2 3 条  起訴の棄却   

( 1 )  被 告 人 が こ の 部 ( D i v i s i o n )

の 規 定 に 従 っ て 裁 判 官 又 は 公

認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  

j u s t i c e ） に よ っ て 処 分 を 受 け

た場合、被告人がそのように処

分を受けた日から 6 ヶ月の期間
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ら 6 ヶ月の期間が経過したとき

は 、 そ の 期 間 内 に 被 告 人 が そ

の 罪 に 関 し て 更 に 処 分 を 受 け

る た め に 裁 判 官 に 出 頭 し な い

限り 、手 続の 原 因 となった 起訴

は 、 棄 却 さ れ た も の と み な さ れ

る。   

( 3 )  被告人が、第 ( 2 ) 項に規定す

る罪 状 に 関 して さ ら に 取り 扱わ

れ る た め に 裁 判 官 に 出 頭 し た

場合、裁判官は、その罪状を取

り 扱 う 際 に 、 本 条 に 基 づ く 命 令

の 結 果 と し て 被 告 人 が 精 神 医

療 施 設 に い た 期 間 を 考 慮 し な

ければならない。   

( 4 )  起訴が第 ( 2 ) 項に基づき却下

さ れ た も の と み な さ れ る こ と

は 、 被 告 人 に 対 す る 起 訴 が 証

明 さ れ た か 否 か を 認 定 す る も

のではない。   

 

が経過したときは 、その期間内

に 被 告 人 が そ の 起 訴 に 関 し て

更 に 処 分 を 受 け る た め に 裁 判

官に出頭しない限り 、手続の原

因となった 起訴は 、棄却された

ものとみなされる。   

( 2 )  被告人が、ある罪状に関して

さらな る処分を受け るために裁

判 官 に 出 頭 し た 場 合 、 裁 判 官

は、その罪状を処分する際に 、

被 告 人 が 命 令 の 結 果 と し て 精

神医療施設に抑留・留置されて

いた期間を考慮しなければなら

ない。   

 

4 . 6   第 3 3 条 ( 4 A )  ～  ( 4 C )  -  理由   

 

( 4 A )  裁 判 官 は 、第 ( 1 ) 項 又は第

( 1 A ) 項 に 基 づ く 命 令 に よ り 被

告 人 を 処 罰 ( d e a l ) す べ き か 否

か を 決 定 す る 理 由 を 述 べ な け

ればならない。   

( 4 B )  公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  

o f f i c e r ） は 、 第 ( 1 D ) 項 に 基 づ

く命令により被告人を処分すべ

き か 否 か の 決 定 を 行 う 理 由 を

述べなければならない。   

( 4 C )  第 ( 4 A ) 項又 は 第 ( 4 B ) 項に

従 わ な か っ た と し て も 、 本 条 に

基 づ く 裁 判 官 又 は 公 認 職 員 の

決定を 無効に するこ とはできな

い。   

 

第 1 1 条  裁判官は決定理由を述

べる   

( 1 )  裁 判 官 は 、 被 告 人 が 本 編

( P a r t ) に基づく命令によって処

罰 （ d e a l ） さ れ る べ き か 否 か に

つ い て 決 定 を 下 す 理 由 を 述 べ

なければならない。   

( 2 )  本 編 に 従 わ な か っ た と し て

も 、本編に基づ く裁判官の決定

が無効となることはない。   

 

[ 理由を述べる公認司法官の要件

に関する第 2 1 条 ( 2 ) 及び ( 3 ) も参

照されたい。 ］   

 

4 . 7   第 3 3 条 ( 5 ) ： 命令の様式   

( 5 )  規則は、本条に基づく命令の

書式を定めることができる。   

 

第 2 6 条：規則   

規 則 は 、 本 編 ( P a r t ) に 基 づ く 命

令 の 書 式 を 規 定 す る こ と が で き

る。   

 

4 . 8   第 3 3 条 ( 5 A ) - ( 5 A B ) 、 ( 6 ) ： 被告

人の移送   

( 5 A )  本条に基づ く命令は、被告

人に対し、以下の事項を定める

第 2 2 条 ：特定の者による被告人

の移送に関する命令   

( 1 )  裁 判 官 又 は 公 認 司 法 官

( a u t h o r i s e d  j u s t i c e ) に よ る
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ことができる ：   

( a )  少 年 で あ る 被 告 人 の 場 合 に

は 、 少 年 司 法 官 （ j u v e n i l e  

j u s t i c e  o f f i c e r ） に よ っ て 場

所 ま で 、 又 は 場 所 か ら 連 れ て

行かれること 。   

( b )  い ず れ の 被 告 人 の 場 合 も 、

本 条 の 目 的 の た め に 規 定 さ れ

た種類の者によって場所まで 、

又 は 場 所 か ら 連 れ て 行 か れ

る。   

( 5 A A )  本 条 に 基 づ く 命 令 に よ り

少 年 司 法 官 に 与 え ら れ る 職 務

は 、 1 9 8 7 年 児 童 （ 拘 禁 所 ） 法

に 基 づ く 職 務 と み な さ れ 、 少 年

司法官は、被告人について、同

法 及 び 同 法 に 基 づ く 規 則 に 基

づ き 同 官 が 被 拘 禁 者 に つ い て

有 す る 職 務 と 同 一 の 職 務 を 有

する。   

( 5 A B )  矯 正 官 （ c o r r e c t i o n a l  

o f f i c e r ） が 、 本 条 に 基 づ く 命

令に基づき、被告人をある場所

に連行し、又はある場所から連

行する権限を有する場合には、

当該権限は、 1 9 9 9 年犯罪 （刑

の 執 行 ） 法に 基づ く 権 能 と み な

さ れ 、 矯 正 官 は 、 被 告 人 に 関

し 、同法及 び同法に 基づ く規則

に 基 づ き 被 収 容 者 に 関 し て 同

官 が 有 す る の と 同 一 の 権 能 を

有する。   

( 6 )  本項において   

. . .   

「 公 認 職 員 ( a u t h o r i s e d  

o f f i c e r ) 」 は 、 1 9 8 6 年刑事 訴

訟 法 に お け る の と 同 一 の 意 味

を有する。   

「 矯 正 官 」 は 、 1 9 9 9 年 犯 罪 行

政 法 に お け る の と 同 一 の 意 味

を有する。   

「 少 年 司 法 官 」 は 、 1 9 8 7 年 児 童

（ 拘 置 所 ） 法 に お け る の と 同 一 の

意味を有する。   

 

命令は、被告人に対し、次の事

項を定めることができる。   

( a )  1 8 歳未満の被告人の場合

に は 、 少 年 司 法 官 （ j u v e n i l e  

j u s t i c e  o f f i c e r ） によって場

所まで、又は場所か  ら連れて

行かれる。   

( b )  いずれの被告人の場合も、

本 条 の 目 的 の た め に 規 則 が

定 め る 種 類 の 者 に よ り 場 所 ま

で又は場所から連れて行かれ

ること。   

( 2 )  命 令 に 基 づ き 少 年 司 法 官 に

与えられる職務は、 1 9 8 7 年児

童 （ 拘 禁 所 ） 法 に 基 づ く 職 務 と

みなされ、少年司法官は、被告

人 に つ い て 、 同 法 及 び 同 法 に

基 づ く 規 則 に 基 づ き 同 官 が 被

拘 禁 者 に つ い て 有 す る 職 務 と

同一の職務を有する。   

( 3 )  矯 正 官 ( c o r r e c t i o n a l  

o f f i c e r ) が、命令に 基づき 、被

告人をある場所に連行し、又は

あ る 場 所 か ら 連 行 す る 権 限 を

有 す る 場 合 、 そ の 権 限 は 、

1 9 9 9 年 犯罪 （刑の 執行 ） 法に

基 づ く 権 能 と みな さ れ 、 矯 正 官

は、被告人に関して、同法及び

同 法 に 基 づ く 規 則 に 基 づ き 被

収 容 者 に 関 し て 同 官 が 有 す る

のと同一の権能を有する。   

( 4 )  本条において  -   

「矯正官 」は、 1 9 9 9 年犯罪（刑

の執行 ）法におけるのと同一の

意味を有する。   

 

[ 以 下 の 定 義 は 第 7 条 に あ

る。 ］   

「 公認司法官 ) 」 は 、 2 0 1 3 年保

釈法におけるのと同じ意味を有

する。   

「 公 認 職 員 ( a u t h o r i s e d  

o f f i c e r ) 」 は 、 1 9 8 6 年刑事 訴

訟法におけるのと同じ意味を有

する。   

「 少 年 司 法 官 」 は 、 1 9 8 7 年 児

童 （ 拘 置 所 ） 法 に お け る の と 同

じ意味を有する。   
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4 . 9   第 3 3 条 ( 5 B ) - ( 5 D ) ： 保釈   

( 5 B )  第 ( 1 ) 項 ( a ) 若しくは ( b )  又

は 第 ( 1 D ) 項 ( a ) 若 し く は ( b ) に

基 づ く 裁 判 官 又 は 公 認 職 員

( a u t h o r i s e d  o f f i c e r ) に よ る

犯罪に関する命令は、 2 0 1 3 年

保 釈 法 に お い て は 、 当 該 犯 罪

に 対 す る 保 釈 を 免 除 す る 決 定

とみなされる。   

( 5 C )  第 ( 1 ) 項 ( b ) 又は ( 1 D ) 項 ( b )

に基づく 、被告人を裁判官又は

公 認 職 員 の 面 前 に 戻 す と い う

命 令 は 、 被 告 人 に 関 す る 保 釈

の 決 定 を 行 う た め に 被 告 人 を

適 切 な 警 察 官 の と こ ろ に 連 行

す る こ と に よ っ て 満 足 さ せ る こ

とができる。   

( 5 D )  適切な警察官は、 （ 2 0 1 3 年

保釈法第 4 3 条 ( 3 ) にもかかわ

らず ）本条に基づき適切な警察

官 に 引 き 渡 さ れ た 被 告 人 に 関

し て 保 釈 決 定 を 行 う こ と が で き

る。   

( 6 )  本条において   

「 適 切 な 警 察 官 」 と は 、 警 察 署

に 出 頭 し て い る 犯 罪 の 被 告 人

に関して、保釈法 2 0 1 3 に基づ

き 保 釈 決 定 を 行 う こ と が で き る

警察官をいう。   

 

第 2 4 条  -  保釈   

（ 1 )  犯罪に関する第 1 9 条 ( a ) 若

しくは ( b )  又は第 2 1 条 ( 1 ) ( a )

若 し く は ( b ) に 基 づ く 裁 判 官 又

は 公 認 司 法 官 に よ る 命 令 は 、

2 0 1 3 年保釈法の適用上、犯罪

に 対 す る 保 釈 を 免 除 す る 決 定

とみなされる。   

( 2 )  第 1 9 条 ( b ) 又 は 第 2 1 条

( 1 ) ( b ) に 基 づ く 被 告 人 を 裁 判

官又 は公 認司 法官 の面 前に 戻

す 旨 の 命 令 は 、 被 告 人 に 関 す

る 保 釈 の 決 定 を 行 う た め に 被

告 人 を 適 切 な 警 察 官 の も と に

連行 す る こ と に よ っ て 満 足 させ

ることができる。   

( 3 )  適切な警察官は、 （ 2 0 1 3 年

保釈法第 4 3 条第 3 項にもかか

わらず ）本条に基づき適切な警

察 官 に 引 き 渡 さ れ た 被 告 人 に

関し て保 釈決 定を 行 う こ と がで

きる。   

( 4 )  本条において   

「 適 切 な 警 察 官 」 と は 、 警 察 署

に 出 頭 し て い る 犯 罪 の 被 告 人

に関して、保釈法 2 0 1 3 に基づ

き 保 釈 決 定 を 行 う こ と が で き る

警察官を意味する。   

 

5   特別評決  -  第 3 8 条 ( 1 ) ： 精神疾

患を理由として抗弁   

( 1 )  起訴状又は情報において、あ

る行 為 又 は 不 作 為 が 犯 罪 と して

人 に 対 し 起 訴 さ れ 、 か つ 、 そ の

行 為 又 は 不 作 為 が 行 わ れ た 時

点に お い て 、そ の 行 為 又は不作

為について法律上の責任を負わ

な い よ う に 、 そ の 人 が 精 神 病

（ m e n t a l  i l l ） で あ っ た こ と が 、

その犯罪に対するその人の裁判

に お い て 証 拠 と し て 提 出 さ れ た

場 合 、 そ の人 が 裁 判 を 受 け る 陪

審 （ j u r y ） に 対 し 、起 訴 され た 行

為 又 は 不 作 為 を 行 っ た が 、 そ の

行為を行 った 時点又 は不作為を

行 っ た 時 点 に お い て 精 神 病

（ m e n t a l  i l l ） で あ った こ とが明

メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 又 は 認 知 障

害の  抗弁   -  第 2 8 条   

( 1 )  人は、犯罪を構成する行為を

行 っ た 時 点 で 、 そ の 人 が 以 下

の よ う な メ ン タ ル ヘ ルス 障害 若

し くは認知障害、又はその両方

を有していた場合、犯罪につい

て刑事責任を負わない。   

( a )  その行為の性質を知らなか

った。   

( b )  その行為が間違っているこ

とを知らなかった （つまり 、そ

の 人 が 、 合 理 的 な 人 が 認 識

す る そ の 行 為 が 間 違 っ て い

るかど うかに つい て 、中程度

の分別と冷静さをも って推論

することができなかった ） 。   

( 2 )  被告人にそのような効果をも
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ら か に な っ た 行 為 を 行 い 、 又 は

不 作 為 を 行 っ た 時 に 精 神 病

（ m e n t a l  i l l ） で あ っ た こ と が 、

その者が裁判を受ける陪審に明

ら か に な っ た 場 合 に は 、 陪 審

は 、 被 告 人 が 精 神 疾 患 を 理 由と

し て 無 罪 で あ る と の 特 別 評 決 を

下さなければならない。   

た ら す メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 、 認

知 障 害 、 又 は そ の 両 方 が あ っ

た か ど う か は 事 実 の 問 題 で あ

り 、 陪 審 が 蓋 然 性 の バ ラ ン ス

（ b a l a n c e  o f  p r o b a b i l i t i e s ）

に基づいて判断する。   

( 3 )  反 対 の 立 証 が な さ れ る ま で

は、被告人がそのような効果を

もた ら す メン タ ルヘ ルス障 害若

し くは認知障害、又はその両方

を 有 し て い な か った と 推 定 さ れ

る。   

( 4 )  本編 （ P a r t ） に お い て 、行為

には以下が含まれる。   

( a )  不作為   

( b )  一連の作為又は不作為。   
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資 料 3 ：  改 定 内 容 の 詳 細 [ M e n t a l  H e a l t h  a n d  C o g n i t i v e  I m p a i r m e n t  

F o r e n s i c  P r o v i s i o n s  A c t  2 0 2 0  ( M H C I F P A ) ]   

 

第 1 編 （ P a r t ）  序論   

第 3 条  定義   

・ 新設 ：認知障害、精神障害又は認知障害の抗弁、被告人、審判所法医学部

門 、 高 危 険 犯 罪 者 抑 留 ・ 留 置 命 令 （ h i g h  r i s k  o f f e n d e r  d e t e n t i o n  

o r d e r ） 、 被 収 容 者 、 裁 判 官 、 メ ン タ ル ヘ ル ス 障 害 、 登 録 被 害 者 、 長 官

（ S e c r e t a r y ） 、 行 為 証 明 は され た が刑 事 責任を 問 われ ない と い う特 別評

決、精神健康再審査審判所   

・ 廃止 ：非自発的患者 （ i n v o l u n t a r y  p a t i e n t ） 、精神状態、精神治療施設、

精神疾患者、登録被害者、審判所   

 

第 4 条  メンタルヘルス障害    

・障害については、メンタルヘルス障害と認知障害に分けて定義する。   

新設： [ 新：第 4 条  メンタルヘルス障害 ]   

 

第 2 編  略式手続   

第 1 部 （ D i v i s i o n ）  序論   

第 7 条  解釈   

・公認司法官（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） を追加する。   

[ 旧：第 3 3 条  精神病者第 ( 6 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 7 条  解釈第 ( 1 ) 項 ]   

第 9 条  裁判官は、いつでも命令を発することができる   

・ 略式手続きおいて、 「裁判官は、いつでも命令を発することができる 」 と明記

する。   

新設： [ 新：第 9 条  裁判官は、いつでも命令を発することができる ]   

 

第 2 部  メンタルヘルス障害又は認知障害を持つ被告人   

第 1 2 条  メンタルヘルス障害又は認知障害を有する被告人   

・ メ ン タル ヘルス障害 と認知障害を有する被告人の対応 として 、ダイバージ ョ

ン規定（旧 3 2 条、旧 3 3 条）が一つの条文（新 1 2 条）に統合する。   

新設： [ 新：第 1 2 条メンタルヘルス障害又は認知障害を有する被告人 ]   

 

第 1 5 条  裁判官が命令を下す際の考慮事項   

・裁判官が命令を下す際の考慮事項が明記する。   

新設： [ 新：第 1 5 条  裁判官が命令を下す際の考慮事項 ]   

 

第 1 6 条  被告人が命令の条件に従わない場合   

・命令の条件に従わない場合の期間を変更   

裁判官は、被告人が第 1 4 条に基づく命令の条件に従わなかった疑いがあ
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る場合、命令が行われてから 1 2 ヶ月以内に、被告人に対し 、裁判官への

出頭するよう命じることができる （旧法では、 6 ヶ月以内）ようにする。   

[ 旧：第 3 2 条  精神疾患、認知障害に罹患している者第 ( 3 A ) 項 ] ⇒ [ 新：第

1 6 条  被告人が命令の条件に従わない場合第 ( 1 ) 項 ]   

・ 裁判官が 、命令に 基づ く条件に従って被告人を 釈放 （ d i s c h a r g e ） し 、 被告

人が釈放（ d i s c h a r g e ）から 1 2 ヶ月以内にその条件に従わない場合、裁判

官は、被告人が釈放 （ d i s c h a r g e ） されなかったものとしてその起訴を処理

（ d e a l ）することができる （旧法では、 6 ヶ月以内）ようにする。  

[ 旧：第 3 2 条  精神疾患、認知障害に罹患している者第 ( 3 D ) 項 ] ⇒ [ 新：第

1 6 条  被告人が命令の条件に従わない場合第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 1 7 条  治療提供者からの報告   

・ 「 治療提供者が、他者による命令の条件不履行を報告することができる 」報

告先と して 、旧法の 「地域犯罪者サービス 、保護観察及び仮釈放 （ P a r o l e ）

サービスの 職 員 、司法 省 の 職員 」を 廃止し 、新法では 「 コ ミ ュニ テ ィ司法省

の職員」を追加する。    

[ 旧：第 3 2 A 条  治療提供者からの報告第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 7 条  治療提供

者からの報告第 ( 1 ) 項 ]   

・報告書の様式承認者が「検事総長 （ A t t o r n e y  G e n e r a l ） 」 （ 旧法 ）より 「 コ ミ

ュニティ司法省長官」に変更する。   

[ 旧：第 3 2 A 条  治療提供者からの報告第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 7 条  治療提供

者からの報告第 ( 3 ) 項 ]   

 

第 3 部  精神病者又は精神障害者   

第 1 8 条  精神病者又は精神障害者（ m e n t a l l y  d i s o r d e r e d  p e r s o n ）   

・ 旧法で は 精 神 病 者 の み の 対応であ った が 、新法では 「精神 障害者 」 を 追加

する。   

[ 旧：第 3 3 条  精神病者第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 8 条  精神病者又は精神障害

者 ]   

※ 本 法 律 で は 、 精 神 病 者 及 び 精 神 障 害 者 （ m e n t a l l y  d i s o r d e r e d  

p e r s o n ）の定義はなされていない。   

 

第 1 9 条  裁判官が行うことができる命令    

・ 「 公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 」 か ら 「 公 認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  

j u s t i c e ） 」 に変更する。  

[ 旧：第 3 3 条  精神病者第 ( 1 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新 ：第 1 9 条  裁判官が行うことがで

きる命令（ b ） ]   

 

第 2 1 条  公認司法官 （ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に対する手続   

・ 「 公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 」 か ら 「 公 認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  
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j u s t i c e ） 」 に変更する。   

[ 旧 ： 第 3 3 条  精 神 病 者 第 ( 1 ) ( a ) ] ⇒ [ 新 ： 第 2 1 条  公 認 司 法 官

（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に対する手続第 ( 1 ) 項 ( a ) ] 、 [ 旧：第 3 3 条  精神

病者第 ( 1 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 2 1 条  公認司法官（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に

対する手続第 ( 1 ) 項 ( b ) ]   

・ 「裁判官又は公認職員」から 「公認司法官」に変更する。   

[ 旧 ： 第 3 3 条  精 神 病 者 第 ( 4 C ) 項 ] ⇒ [ 新 ： 第 2 1 条  公 認 司 法 官

（ a u t h o r i s e d  j u s t i c e ） に対する手続第 ( 2 ) 第 ( 3 ) 項 ]   

 

第 2 2 条  特定の者による被告人の移送に関する命令   

・ 「 公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 」 か ら 「 公 認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  

j u s t i c e ） 」 に変更し、又、 「少年 」を 「 1 8 歳未満」に変更する。   

[ 旧：第 3 3 条  精神病者（ m e n t a l l y  i l l  p e r s o n s ） 第 ( 1 D ）項第 ( 5 ) 項第（ 5 A ）

項 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 2 2 条  特定の者による被告人の移送に関する命令第 ( 1 ）

項 ( a ) ]   

 

第 2 3 条  起訴の棄却 （ D i s m i s s a l ）   

・ 「 公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 」 か ら 「 公 認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  

j u s t i c e ） 」 に変更する。   

[ 旧：第 3 3 条  精神病者第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 2 3 条  起訴の棄却 （ D i s m i s s a l ）

第 ( 1 ) 項 ]   

 

第 2 4 条  保釈   

・ 「 公 認 職 員 （ a u t h o r i s e d  o f f i c e r ） 」 か ら 「 公 認 司 法 官 （ a u t h o r i s e d  

j u s t i c e ） 」 に変更する。   

[ 旧：第 3 3 条  精神病者第 ( 5 B ) 項第 ( 5 C ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 2 4 条  保釈第 ( 1 ） 項

第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 4 部  一般   

第 2 5 条  矯正施設又は拘置所からの移送   

・ 矯 正 施 設 又 は 拘 置 所 か ら の 移 送 した 場合 の 通 知 先が 、 「 司法 省 長 官 」 よ り

「 コ ミュニティ司法省長官」に変更する。  又、 「少年 」を 「 1 8 歳未満」に変更

する。   

[ 旧：第 3 5 条  矯正施設又は拘置所からの移送第（ 2 ）項 ( c ) ] ⇒ [ 新：第 2 5

条  矯正施設又は拘置所からの移送第 （ 2 ）項 ( c ) ]   

 

第 3 編  メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁   

第 2 8 条  メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁   

・ 「精神疾患の抗弁 」を 「 メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁」として条文

を新設する。   
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新設 :  [ 新 ：第 2 8 条  メンタルヘルス障害又は認知障害の抗弁 ]   

 

第 2 9 条  陪員 （ j u r y ） への説明   

・ 新法では 「 メ ン タル ヘルス障害若し くは 認知障害、又はその両方を有してい

たかどうかという問題が提起された場合 」 と して 、裁判官は陪審に対して説

明しなければならないとする。   

[ 旧法：第 3 7 条  陪審への説明（ b ） ] ⇒改定 [ 新：第 2 9 条  陪員（ j u r y ）への

説明（ d ） ]   

 

第 3 0 条  メンタルヘルス障害又は認知障害により 、行為は証明されたが刑事責

任はないとされた場合の効果   

・ 特別評 決に つい て 、旧 法 では 「精神疾患を理由として無罪 」であったが 、新

法 「 メ ン タル ヘル ス障害 又は認知障害により 、行為は証明された が刑事責

任はない 」に変更する。   

[ 旧法：第 3 8 条  特別評決第（ 1 ）項 ] 相当   

 

第 3 1 条  被告人と検察官が障害について合意した場合の特別評決   

・ 新法では 「被告 人 と検察 官がメン タルヘ ルス障害又は認知障害につい て合

意した場合の特別評決」が可能となる。   

新設： [ 新：第 3 1 条  被告人と検察官が障害について合意した場合の特別

評決 ]   

 

第 3 2 条  代替犯罪に特別評決は適用されない   

・ 行為は 証 明 され た が刑 事責 任はない という特別評決を下し た場合の 、その

犯罪の代替となる犯罪の特別評決について、旧法では、規定されていなか

ったが、 「ある犯罪に関して、裁判所が 「行為は証明されたが刑事責任はな

い とい う 特別 評 決 を 下 した か ら とい っ て 、裁 判 所が そ の 犯 罪 の代 替 と な る

犯罪に関しても特別評決を下す必要はない。 」 と明記する。   

新設：  [ 新 ：第 3 2 条  代替犯罪に特別評決は適用されない ]   

 

第 3 3 条  特別評決の効力   

・ 旧 法 で は 「 精 神 疾 患 を 理 由 と す る 無 罪 」 の 特 別 評 決 で あ っ た が 、 新 法 で は

「行為 は 証 明 され た が 刑 事 責任はな い 」 との特別評 決に 変更 する 。又 、新

法では命令を複数行うことができることも明記する。   

[ 旧：第 3 9 条  精神疾患の認定及び宣言の効果第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 3 3 条  特

別評決の効力第 ( 1 ) 項 ] 、 [ 旧 ：第 3 8 条  特別評決第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 3 3

条  特別評決の効力第 ( 1 ) 項 ]   

・被告人の解放の命令を行う前の報告入手先が、 「専門家 」 （旧法 ）より 「法医

学精神科医」 （新法 ）に変更する。   

[ 旧：第 3 8 A 条  被告人に関する報告第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 3 3 条  特別評決の
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効力第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 3 4 条  被告人の審判所への送致   

・旧法では、審判所への通知について規定はあるが、審判所への送致は明記

されていなかった。新法では、行為証明はされたが刑事責任はないとの特

別評決が下され、被告人の無条件解放の命令が下されない場合、被告人

を審判所に送致しなければならないとする。   

参照： [ 旧法 ：第 3 9 条  精神疾患の認定及び宣言の効果第 ( 3 ) 項 ] ）   

 

第 4 編  裁判を受ける適性   

第 1 部  前置き   

第 3 6 条  適性テスト   

・ 裁判を受けるのにふさわ しいかをテス トする 、従来、 コモンロー （慣習法 ）に

あった 「適性テスト 」 を法定化する。   

新設 :  [ 新 ：第 3 6 条  適性テスト ]   

 

第 3 9 条  裁判所及びその他の者は、不適性の問題を提起することができる   

・ 被告人が裁判を受けるにふさわし くないかどうかの問題を提起することがで

きる者として、新法では「検察官」を追加する。   

[ 旧：第 5 条  不適性の問題を提起できる者 ]  ⇒ [ 新：第 3 9 条  裁判所及び

その他の者は、不適性の問題を提起することができる ]   

 

第 2 部  裁判不適性の問題が提起された場合の手続き   

第 4 2 条  審問 （ i n q u i r y ） を必要とする場合、又は審問を行ってはならない場合   

・ 被告人が 犯 罪 に つ い て裁 判 を 受け るに ふさわし く ない かど う かの問題が提

起された 場合、裁 判 所は、それを判断するために 、審問を行わなければな

らず、刑罰を科すことが不適切であると判断した場合には、審問を行わず、

起訴 を 棄 却 し 、被 告 人の 解 放を 命ず る こ と がで き るが 、 そ の 際の 「 考慮事

項」を明記する （旧法では規定されていなかった ） 。   

[ 旧：第 1 0 条  不適性の疑いに関する手続き第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 4 2 条  審問

を必要とする場合、又は審問を行ってはならない場合第 ( 4 ) 項 ( a ) ( b ) ( c ]   

 

第 4 4 条  審問 （ i n q u i r y ） 手続   

・ 裁判所は、被告人が犯罪について裁判を受けるのに不適性であるか否かを

決定する際に考慮する事項を列記する。   

[ 新：第 4 4 条  審問 （ i n q u i r y ）手続第 （ 5 ） 項 ]   

 

第 4 7 条  審問（ i n q u i r y ）の結果、被告人が裁判を受けるにふさわし くないと認

定された場合   

・ 旧法では、裁判所による 「裁判を受けるに不適性であると判断された場合、
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裁判を受けるのに適性となる可能性についての判断 」については特に規定

されていない 。裁判所が裁判を受けるにふさわし くないと認定した場合、旧

法では、その者を審判所に付託しなければならなかった ( 旧第 1 4 条 ( a ) ) 。  

新法では、認定後 1 2 か月の間に裁判を受けるにふさわし くなることかない

か否かの判断も行える （新第 4 7 条第 ( 1 ) 項）ようになる。   

[ 旧：第 1 4 条  裁判を受ける適性がないと認められた者 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 4 8 条  

審問（ i n q u i r y ）の結果、被告人が 1 2 ヶ月以内に裁判を受けるのに適す

るようにならないと認定した場合第第 （ 1 ） 項 ]   

 

第 4 8 条  審問 （ i n q u i r y ） の結果、被告人が 1 2 ヶ月以内に裁判を受けるのに適

するようにならないと認定した場合   

・ 旧法では裁判所が裁判を受けるにふさわし くなることかないと判断した場合、

その者を審判所に付託しなければならなかった （旧第 1 4 条 ( a ) ）が 、新法で

はその者を審判所に付託せずに、すぐに、特別審理（新第 5 4 条 - 第 6 8 条）

の手続きに入れる（新第 4 8 条第 ( 1 ) 項） （但し、被告人の解放を命じる必要

がある場合を除く （新第 4 8 条第 ( 2 ) 項 ） 。   

[ 旧：第 1 4 条  裁判を受ける適性がないと認められた者 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 4 8 条  

審問（ i n q u i r y ）の結果、被告人が 1 2 ヶ月以内に裁判を受けるのに適す

るようにならないと認定した場合第 （ 1 ）項 ]   

 

第 4 9 条  被告人が 1 2 カ月以内に裁判を受けるに適する可能性があると認定し

た後の審判所の審査及び裁判所の命令   

・旧法では裁判所は、被告人が犯罪について裁判を受けるにふさわしくないと

判断した 場合 は 、必ず被 告 人を 審判所に付託しなけ ればならなかった （旧

第 1 4 条 ( a ) が、新法では裁判所が、被告人が犯罪について裁判を受ける

にふさわし くないと判断後 1 2 箇月の間に犯罪について裁判を受けるにふさ

わ し く な る 可 能 性 が あ る と 判 断 し た と き の み 審 判 所 に 送 致 し て 審 査

（ r e v i e w ） を受けさせなければならないとする。   

[ 旧：第 1 4 条  裁判を受ける適性がないと認められた者 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 4 9 条  

被告人が 1 2 カ月以内に裁判を受けるに適する可能性があると認定した

後の審判所の審査及び裁判所の命令第（ 1 ）項 ]   

 

第 5 0 条  被告人が裁判を受けるに適する旨の審判所による認定   

・旧法では審判所が、被告人が犯罪について裁判を受けるにふさわし くなった

旨を裁判所に通告した場合、検察庁長官が、当該犯罪に関して、当該人物

の更なる審 問 （ i n q u i r y ） を 行わない 旨の助言を しない 限り 、裁判所では 、

再度、裁判を受けるに適するかどうかの再審問が必要であり （旧第 2 9 条第

（ 1 ）項 ( b ) ） 、その再審問の結果、被告人が犯罪について裁判を受けるにふ

さわしい と判断 され た場合に 、当該犯罪に関する被告人に対し提起された

訴訟手続は、適切な刑事手続に従って再開又は継続される （第 3 0 条第 ( 1 )
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項 ） 。  一方、新法では、審判所による通知にて 、訴訟は刑事手続に従って

再開又は継続される （但し、更なる手続を取るかどうかの助言 （新第 5 3 条）

に基づく助言により 、被告人に対し犯罪に関して更なる手続がとらないとの

理由により 、裁判所 が被告人の解放命令する必要がある場合を除 く （新第

5 0 条第（ 2 ）項 ） 。 ） 。   

[ 旧：第 3 0 条  再審問 （ i n q u i r y ） 終了後の手続第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 5 0 条  被

告人が 裁判 を受 け るに適する旨の審判所による認定第 ( 1 ) 項第 ( 2 ) 項第

( 3 ) 項 ]   

 

第 5 3 条  更なる手続を取るかどうかの助言   

・旧第 1 9 条第 ( 1 ) 項 ( a ) 、旧第 2 0 条、旧第 2 9 条第 ( 1 ) 項 （ a ） 第 ( 2 ) 項第（ 3 ）

項をベースに条文を新設したものであるが、本条 （更なる手続を取るかどう

かの助 言 ）の 適 用 条 件 と して 、 「 裁 判所 が 、被告 人が犯 罪に つ い て裁判を

受けるにふさわし くないと認定した後 1 2 か月の期間中に、被告人が犯罪に

ついて裁判を受けるにふさわし くならないと判断した場合」 と明記する。尚、

旧法では裁判所の判断する場合については特に明記されていない。   

[ 新：第 5 3 条  更なる手続を取るかどうかの助言第 ( 1 ) 項 ( a ) ]   

・解放命令執行者の変更   

旧法では、検察庁長官の通知により保健大臣が解放を命じる ( 旧第 2 9 条第

( 3 ) 項 ) 場合と、検察庁長官の勧告により裁判所が命じる場合 （旧第 2 0 条 ）

とがあ った が 、新 法 では 解 放命令は検察庁長官の助言に 従い 裁判所が命

じることになる。   

[ 旧：第 2 0 条  特定の者の解放 ] ⇒ [ 第 5 3 条  更なる手続を取るかどうかの

助言第 ( 3 ) 項 ] 、 [ 旧：第 2 9 条  裁判を受けるに適する旨の通知に対する

措置第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 5 3 条  更なる手続を取るかどうかの助言第 ( 3 )

項 ]   

・警察大臣への通知者の変更   

旧法では、検察庁長 官は保健大臣に更なる手続をとらない決定を通知し 、

警察大臣への通知は解放する場合のみ保健大臣が通知を行っていた。  新

法では検察庁長官が警察・救急サービス担当大臣（ M i n i s t e r  f o r  P o l i c e  

a n d  E m e r g e n c y  S e r v i c e s ） 及 び 保 健 ・ 医 療 研 究 担 当 大 臣 （ M i n i s t e r  

f o r  H e a l t h  a n d  M e d i c a l  R e s e a r c h ） に更なる手続をとらない決定を通

知しなければならないとされる。   

[ 旧：第 2 9 条  裁判を受けるに適する旨の通知に対する措置第 ( 2 ) 項第 （ 3 ）

項 ] ⇒ [ 新：第 5 3 条  更なる手続を取るかどうかの助言第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 3 部  特別審理   

第 5 6 条  特別審理の手続き   

・特別審理手続の変更についての明記   

裁判所は、事案の状況に応じて相当と認めるときは 、被告人が特別審理に
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効果的に参加しやすいように裁判手続を変更することができるとする。   

[ 新：第 5 6 条  特別審理の手続き第 ( 2 ) 項 ]   

・被告人不出頭の許可を明記   

新法では、裁 判所は 、状況に応じ被告人又は被告人のオ ース ト ラ リアの弁

護士 （ A u s t r a l i a n  l e g a l  p r a c t i t i o n e r ） ） の同意があれば、被告人が特別

審理に出頭しないことを許可したり 、又は被告人を出頭させないことができ

るとする。   

[ 新：第 5 6 条  特別審理の手続き第 ( 8 ) 項 ]   

 

第 6 3 条  有罪認定後の罰則   

・裁判所が、有罪認定後に制限期間又はその他の刑罰を決定する際に必要と

する考慮事項として、 メンタルヘルス障害若しくは認知障害を追加する。   

[ 新：第 6 3 条  有罪認定後の罰則第 ( 5 ) 項 ( a ) ( b ) ]   

・刑罰を決定する際の考慮事項で、旧法では任意要件であった （旧第 2 3 条第

（ 4 ）項 ） ものを、必須要件に変更する。   

[ 旧：第 2 3 条  特別審理終了後の手続第 （ 4 ）項 ] ⇒ [ 新：第 6 3 条  有罪認定

後の罰則第 ( 5 ) 項 ( c ) ]   

 

第 6 5 条  制限期間が課された後の審判所への付託   

・ 旧法では、制限期間を指定する場合は審判所に付託するのみ （旧第 2 4 条

第 ( 1 ) 項 ( a ) ） であったが、新法では審判所への通知も必要とする。   

[ 旧：第 2 4 条  制限期間の指名の結果第 ( 1 ) 項 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 6 5 条  制限期

間が課された後の審判所への付託第 ( 1 ) 項 ]   

・審判所による被告人の審査までの処遇について明記する。   

[ 新：第 6 5 条  制限期間が課された後の審判所への付託第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 6 7 条  特別評決後の被告人の審判所送致   

・ 旧法では 「被告人の無条件解放の命令がなされない場合、被告人を審判所

に送致しなければならない 」 と規定されていない。 （旧第 2 5 条 （精神疾患を

理由として無 罪 の 特別 評 決 ） では 「被告人が精神疾患を 理由として無罪で

あるとの特 別 評決を 下 した 場合 、そ の者に関して この法律に 基づき 処分さ

れ、命令が下されることがある。 」 とする。  又、旧第 3 9 条 （精神疾患の認

定及 び宣 言 の 効 果 ） で は 、 「 被告 人は 精 神疾患 を 理 由 と して 無罪 で あ ると

の特別 評 決 を 下 した 場 合 、裁判所は 、正 当な手続に より 解放 される まで 、

裁判所が 適当 と考え る場所 及び方法で そ の者を抑留 ・留置するこ とを 命じ 、

又は裁 判 所 が 適 当 と 考 えるそ の他の 命令 （無条件 又は条件 付 き でそ の者

の拘禁 （ c u s t o d y ） を解 く （ r e l e a s e ） 命令を含む ） をするこ とができる 。 」 と

する 。 ） 、新法 では、 「裁判所は、特別審理において 、行為は証明されたが

刑事責 任 は 問 わ れ な い との 特別 評決 が な さ れ 、かつ 、被 告 人の無 条件解

放の命令がなされない場合、被告人を審判所に送致しなければならない 。 」
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と明記する。  

参考 [ 旧：第 2 5 条  精神疾患を理由として無罪の特別評決 ] 、 [ 旧 :  第 3 9 条  

精神疾患の認定及び宣言の効果 ]   

 

第 6 8 条  犯罪が行われたとの認定が犯罪に関する他の手続に及ぼす影響   

・延長命令又は暫定延長命令を受けている場合について明記   

同一の犯罪又は実質的に同一の犯罪についての刑事手続は、被告人が延

長命令 又 は 暫 定 延 長 命 令 を 受け て い る 場合に は 、被告 人に 対して開 始す

ることができるようにする。   

[ 新：第 6 8 条  犯罪が行われたとの認定が犯罪に関する他の手続に及ぼす

影響第（ 3 ） 項 ]   

・同一犯罪又は実質的に同一犯罪に関する刑事手続を、被告人に対し開始す

ることができる条件を明記   

同一犯罪又は実質 的に同一犯罪に関する刑事手続は、被告人に対し開始

す る こ と が で き る が 、 審 判 所 が 作 成 し た 条 件 付 き 解 放 命 令 又 は 仮 釈 放

（ l e a v e ） 命 令 に よ り 拘 禁 （ c u s t o d y ） を 解 か れ た ( r e l e a s e ) 被 告 人 は 、 対

象外であることを明記する。 （旧法では、審判所が作成した条件付き解放命

令又 は仮 釈 放 （ l e a v e ） 命 令に よ り 拘 禁 （ c u s t o d y ） を 解か れ た ( r e l e a s e )

された被告人については、明記されていない。 ）   

[ 新：第 6 8 条  犯罪が行われたとの認定が犯罪に関する他の手続に及ぼす

影響第（ 4 ） 項 ]   

参考 [ 旧：第 2 8 条  特別審理の認定が他の手続に及ぼす影響第 ( 2 ) 項 ]  

・ 判決を言い渡す際には、必須条件として拘禁 （ c u s t o d y ） 又は抑留 ・留置の

期間を十分に考慮しなければならないことを明記する （旧法第 2 3 条第 ( 4 )

項では、考慮は任意であった ） 。   

[ 旧：第 2 3 条  特別審理終了後の手続第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 6 8 条  犯罪が行

われたとの認定が犯罪に関する他の手続に及ぼす影響 ]   

 

第 5 編   法医学患者及び矯正患者   

第 1 部  一般原則と概念   

第 6 9 条  目的   

・ 「 精神疾患又は精神状態 （ m e n t a l  c o n d i t i o n ） に罹患している 」者は 、 「 メ

ンタルヘルス上の障害又は認知障害を有する 」者を変更する。    

[ 旧：第 4 0 条  目的 ( b ) ] ⇒ [ 新 ：第 6 9 条  目的 ( b ]   

 

第 7 0 条  患者の治療、ケア及び抑留 ・留置   

・精神医療施設に抑留・留置するよう命じられた法医学患者の抑留・留置につ

いての基本原則を明記する。   

[ 新：第 7 0 条  患者の治療、ケア及び抑留・留置第 ( 2 ) 項 ]    
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第 7 2 条  法医学患者   

・抑留 ・留置されている場所として、 「拘置所」を明記する。   

[ 旧：第 4 2 条  法医学患者 ( a ) ( i ) ] ⇒ [ 新 ；第 7 2 条  法医学患者第 ( 1 ) 項 ( a )

（ b ） ( c ) ]   

・裁判を受ける適性がないと判断され保釈（ r e l e a s e d  o n  b a i ） された場合、

その人は法医学患者ではないと明記する （旧法では明記されていない ） 。   

[ 新；第 7 2 条  法医学患者第 ( 2 ) ]   

 

第 7 3 条  矯正患者   

・拘置所から精神治療施設に移送された者も対象とする。   

[ 旧：第 4 1 条  定義第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 7 3 条  矯正患者（ a ）本文 ]   

・ 矯正患者として 「高危険犯罪者抑留 ・留置命令を受けている 」者を追加する。   

[ 新：第 7 3 条  矯正患者（ a ） ( i i i ) ]   

・矯正患者対象除外者を明記   

法医学 患 者 では な く 、矯 正 患者 と し ての 地位が 終了 し矯 正患 者でな く な っ

たもの、非自発的患者であるものは矯正患者の対象外とする。   

[ 旧：第 4 1 条  定義第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 7 3 条  矯正患者（ b ) ]   

 

第 7 4 条  目的及び原則規定の役割   

・ 「第 6 9 条 ( 目的 ) 、第 7 0 条 ( 患者の治療、ケア及び抑留・留置規定は、本法

律の運営に指針を与えることを目的とするものであり 、いかなる者に対して

も 、法律上強制執行可能な権利又は資格を生じさせ 、又は付与するもので

はない。 」 と明記する。   

 

第 2 部  審判所による審査に関する一般規定   

第 7 5 条  すべての命令に適用される審判所が考慮しなければならない事項   

・ 考 慮 事 項 と し て 、 旧 法 で は 「 精 神 疾 患 そ の 他 の 精 神 状 態 （ m e n t a l  

c o n d i t i o n ） にあるか否か」 （第 7 4 条（ a ） ） であったのが、 「 メンタルヘルス

上の障害又は認知障害を有するか否か」に変更する。   

[ 旧：第 7 4 条  考慮事項（ a ) ] ⇒ [ 新：第 7 5 条  すべての命令に適用される審

判所が考慮しなければならない事項 （ a ) ]    

 

第 7 6 条  精神治療施設その他の場所からの不法な不滞在 （ a b s e n c e ）   

・ 「 審判所 （ T r i b u n a l ） は 、その者が本法律に基づき抑留 ・留置されて いる精

神治療施設その他の場所を不法に不滞在（ a b s e n t ） に している期間中は、

その者の事案を審査することを要しない。 」 と明記する。   

[ 新 ： 第 7 6 条  精 神 治 療 施 設 そ の 他 の 場 所 か ら の 不 法 な 不 滞 在

（ a b s e n c e ） ]   

 

第 7 7 条  必要的審査期間の延長   
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・ 必要的審査期間の延長の対象外として 「法医学患者の最初の審査、又は延

長命令を受けた法医学患者の審査には適用されない 」ことを明記する。   

[ 新：第 7 7 条  必要的審査期間の延長第 ( 3 ) 項 ]   

 

第 3 部  審判所による法医学患者の審査   

第 7 8 条  法医学患者に対する必要的審査  

・ 法医学 患者 の審 査 対象 者につい て 、旧法では 「精神疾患を 理由として犯罪

に つ い て 無 罪 の 者 」 と され て い た が 、新 法で は 「 行為 は証明 され た が 刑事

責任を 問 わ れ ない と い う特 別 評決を 裁 判 所が下 した 者 」 と 変 更し 、裁判所

が評決を下した後、実行可能な限り速やかに、審査を行わな ければならな

いとする。   

[ 旧 ：第 4 4 条  精神 疾患を理由として無罪とされた者 - 初期審査第 ( 1 ) ] ⇒

[ 新；第 7 8 条  法医学患者に対する必要的審査 ( c ) ]   

・旧法では、地域社会治療命令期間中 3 カ月ごとに審査しなければならなか

ったが ( 旧第 4 6 条 ( e ) ) 、新法では、地域社会治療命令が行われてから遅く

とも 3 ヶ月以内に最初の審査を実施し、以後、地域社会治療命令期間中は

少なくとも 6 ヶ月に 1 回となる。又、矯正施設以外の拘置所に抑留・留置さ

れ、地域社会治療命令の対象となっている者も対象とする。   

[ 旧 ：第 4 6 条  法医学患者に関する審判所による更なる審査 （ r e v i e w ） 第

( 3 ) 項 ]  ⇒ [ 新；第 7 8 条  法医学患者に対する必要的審査 ( e ) ]   

・審査実施要請者の変更   

審 査 実 施 要 請 者 が 、 「 保 健 大 臣 」 （ 旧 ） か ら 「 保 健 ・ 医 療 研 究 担 当 大 臣 」 、

「 検 事 総 長 （ A t t o r n e y  G e n e r a l ） 」 （ 旧 ） か ら 「 検 事 総 長 （ A t t o r n e y  

G e n e r a l ） 兼 家 庭 内 暴 力 防 止大臣 」 、 「 法務大臣 」 （ 旧 ） か ら 「 テ ロ対策 ・矯

正大臣」に変更する。尚、 「少年司法大臣」 （旧 ）は削除する。   

[ 旧 ：第 4 6 条  法医学患者に関する審判所による更なる審査 （ r e v i e w ） 第

( 2 ) 項 ]  ⇒ [ 新；第 7 8 条  法医学患者に対する必要的審査 ( f ) ]   

 

第 8 0 条  犯罪について裁判を受けるにふさわし くないと判断された者の審査   

・検察庁長官への通知   

旧法では 「裁判を受けるにふさわしいとならないと決定した場合 」のみ検察

庁長官へ通知（旧第 1 6 条第 ( 4 ) 項）するが、新法では、 「裁判を受けるのに

ふさわしいとなった 」場合にも、通知を必要とする。   

[ 旧：第 1 6 条  審問 （ i n q u i r y ）後の送致に関する審判所 （ T r i b u n a l ）の機

能第（ 4 ）項 ] ⇒ [ 新 ：第 8 0 条  犯罪について裁判を受けるにふさわしくな

いと判断された者の審査第（ 2 ） 項 ]   

・法定代理人への通知を追加   

新法では 「犯罪について裁判を受けるのにふさわしいとなった。若し くは 、犯

罪について裁判を受けるのに適しておらず裁判所による不適性の認定後 1 2

か月 の期 間 中 に 犯 罪 に つ い て 裁判 を 受 け るのに ふ さ わ しい と な る こ とは な
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い。 」 と判断した場合、法定代理人への通知を必要とする。   

 

第 8 1 条  一般的な審査に関する命令   

・ 旧法では、精神疾患を理由として無罪とされた者の初期審査に前 （旧第 4 4

条第（ 1 ）項 ）後 （旧第 4 4 条第 （ 2 ）項 ）では、命令の実施が必須要件であっ

た。一方、 「裁かれるべきでないと判断された 」者の初期審査の前後におけ

る命令の実施 （ [ 旧第 4 5 条 ）に関して規定されておらず、命令の実施がで

き な か っ た 。 又 、 法 医 学 患 者 の 審 判 所 に よ る 更 な る 審 査 （ r e v i e w ） （ 旧 第

4 6 条）後のみ、任意で命令を実施することができた （旧第 4 7 条第 ( 1 ) 項） 。

新法で は 法 医 学 患 者 す べ て を 対 象 と し て審査 の前 後を 問わ ず 、 命令 の実

施が任意にできるようにする。   

[ 旧：第 4 4 条  精神疾患を理由として無罪とされた者 - 初期審査第（ 1 ） 項第

( 2 ) 項 ] 、 [ 旧 ：第 4 5 条  裁かれるべきでないと判断された者 - 初期審査 ] 、

[ 旧：第 4 7 条  さらなる審判所の審査に関する命令及び勧告する命令第

( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 8 1 条  一般的な審査に関する命令 ]   

 

第 8 2 条  法医学患者の移送命令   

・ 新法では審判所 （ T r i b u n a l ） は 、法 医学患者を拘置所所に移送するための

命令を行うことができるとする。   

[ 旧：第 4 8 条  患者の移送 ] ⇒ [ 新 ：第 8 2 条  法医学患者の移送命令 ]   

 

第 8 3 条  法医学患者の解放命令   

・旧法では明記されていなかった暫定延長命令の対象となる者について   

審判所は、暫定延長命令の対象となる法医学患者の無条件の解放に関す

る命令を行ってはならないが、延長命令の変更又は取消しに関する最高裁

判所への勧告を行うことができるようにする。   

[ 旧：第 4 7 条  さらなる審判所の審査に関する命令及び勧告 ) 第 ( 2 A ) 項 ] ⇒

[ 新：第 8 3 条  法医学患者の解放命令 )  第 ( 3 ) 項 ]   

 

第 8 4 条  法医学患者を解放するか否かを決定する際に審判所が考慮すべき事

項   

・ 法 医学 患 者 の 解 放 （条 件 付 き 解放 を 含 む 。 ） の命 令を 下 す 際の必 須 と す る

考慮事項として、 「安全かつ効果的なケアに合致する、より制限の緩やかな

他のケアが、当該患者にとって適切かつ合理的に利用可能であるか否か、

又は当該患者がケアを必要としないか否か」を明記する。   

[ 新：第 8 4 条  法医学患者を解放するか否かを決定する際に審判所が考慮

すべき事項第 ( 1 ) 項 ( a ) ]   

・ 「 審判所は、患者又は公衆の安全が当該患者の解放によって深刻に脅かさ

れない こ とを納 得 しない限り 、法医学患者の解放 ( 条件付き 解放を含む ) を

命じてはならない。 」 とする。   
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[ 新：第 8 4 条  法医学患者を解放するか否かを決定する際に審判所が考慮

すべき事項第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 8 5 条  審判所が法医学患者の解放にすることができる条件   

・旧法で規定されていた 「仮釈放（ l e a v e  o f  a b s e n c e ） 」 については、新法で

は対象外 となる 。又 、新法では 、審判所が、法医学患者に行う解放命令の

際の条件として、 「解放条件の遵守を （電子的手段を含む ）監視するための

要件」を追加する。   

[ 新：第 8 5 条  審判所が法医学患者の解放にすることができる条件第 ( 1 ) 項

( l ) ]   

 

第 4 部  矯正患者、法医学患者、その他の拘禁（ c u s t o d y ）者の移送   

第 8 6 条  長官による矯正施設又は拘置所からの移送   

・ 長官の命令により 、抑留 ・留置されている法医学患者を、拘置所から精神治

療施設に移送指示できるようにする。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第（ 1 ）項 ] ⇒ [ 新：第 8 6 条  長官による

矯正施設又は拘置所からの移送第（ 1 ）項 ]   

・移送命令を行う際の、長官の判断基準が、旧法（旧第 7 6 E 条第（ 4 ）項 ）では

「精神治療施設で治療可能な精神状態」によるものであったが、新法では、

「 メ ン タルヘルス障害又は精神治療施設で治療が可能なその他の状態 」に

変更する。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第（ 4 ）項 ] ⇒ [ 新：第 8 6 条  長官による

矯正施設又は拘置所からの移送第（ 5 ）項 ]   

 

第 8 7 条  矯正施設又は拘置所への移送   

・本条の適用者として 「拘置所から精神治療施設に移送された者 」を追加する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 8 7 条  矯正施設又は

拘置所への移送第 ( 1 ) 項 ]   

・保健長官が精神治療施設から移送してはならない判断基準として、 「精神治

療施設で治療が可能な精神状態 」から 「 メ ン タルヘルス障害又は精神治療

施設で治療が可能なその他の状態を有していること 」に変更する。又、精神

治療施設からの移送先として 「拘置所 」を追加する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 2 ) ( a ) ] ⇒ [ 新 ：第 8 7 条  矯正施設又は

拘置所への移送第 ( 2 ) 項 ( a ) ]   

・ 保健長 官 が 精神 治療 施 設 から移送してはならない 判断基準として 、精神治

療施設から移送 された拘置所にて適切な 種類の他のケアがそ の者が合理

的に受けることができない場合を追加する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 2 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 8 7 条  矯正施設又

は拘置所への移送第 ( 2 ) 項 ( b ) ]   

・ 保健長官が精神治療施設から戻すことができる要件として、 「精神治療施設
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において治療が可能な精神状態にあること 」から 「 メ ン タルヘルス障害若し

くはその 他 の状 態を 有 しな く なった こ と 」 に変更する 。又 、保健長官が戻す

先として 「拘置所 」を追加する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 3 ) 項 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 8 7 条  矯正施設又

は拘置所への移送第 ( 3 ) 項 ( a ) ]   

・ 保健長 官が 精 神 治療 施 設 から戻すこ とができ る要件と して 、精神治療施設

から移 送された拘 置 所にて適切な種類の他のケアがそ の者が合理的に受

けることができる場合も追加する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 3 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 8 7 条  矯正施設又

は拘置所への移送第 ( 3 ) 項 ( b ) ]   

・ 新法では 「本条 のい か なる規定も 、拘置所から精神治療施設に 移送された

者に関する審判所の権限に影響を及ぼすものではない。 」 と明記する。   

[ 旧：第 5 6 条  矯正施設への移送第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 8 7 条  矯正施設又は

拘置所への移送第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 8 8 条  矯正施設又は拘置所への移送請求   

・ 審判所に移送請求することができる対象者として、精神治療施設に抑留 ・留

置されている法医学 患者を追加する。又 、精神治療施設からの移送先とし

て 「拘置所」を追加する。   

[ 旧：第 5 7 条  矯正施設への移送請求第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 8 8 条  矯正施設

又は拘置所への移送請求第 ( 1 ) 項 ]   

 

第 9 0 条  この部 ( D i v i s i o n ) に基づき移送された患者の審査   

・ 旧法で は 、審 査 対 象 者 が 明 記さ れてい なかった が 、新法 で は 「矯正患者又

は法医学 患 者 」 と対 象者 として明記する 。又 、旧法では、移送元として 「矯

正施設 」を規定 （旧第 5 9 条第 （ 1 ） 項 ） していたが、新法では、移送元を規

定していない。   

[ 旧：第 5 9 条  矯正施設から移送された者の審査第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 9 0 条  

この部 ( D i v i s i o n ) に基づき移送された患者の審査第 ( 1 ) 項 ]   

 

第 5 部  矯正患者の審査    

第 9 1 条  矯正患者の審査の義務化   

・ 審判所は、矯正患者の審査実施が要請された後、速やかに審査しなければ

な ら ず 、 そ の 要 請 元 に つ い て は 、 旧 法 で は 「 保 健 長 官 、 検 事 総 長

（ A t t o r n e y  G e n e r a l ） 、法務大臣」 とされたが、新法では「保健 ・医療研究

担当大 臣 、検 事 総 長兼 家 庭内暴力防止大臣 、テ ロ対策 ・矯正大臣 」 」 に 変

更する。又、旧法の「少年司法大臣」を削除する。   

[ 旧：第 6 1 条  審判所による矯正患者の審査第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 9 1 条  矯正

患者の審査の義務化 ( c ) ]   
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第 9 2 条  矯正患者の定期的及びその他の審査   

・ 新法では 、矯 正患 者が 精神 治療施設に 「移送された後の最初の審査 」 での

判断 とし て 、 「 精 神 治 療 施 設に お い て治 療が可能 な状 態に あ るか 」 を 追加

する。   

[ 旧：第 5 9 条  矯正施設から移送された者の審査第 ( 2 ) 項 ] ⇒ 「新第 9 2 条  

矯正患者の定期的及びその他の審査第 （ 1 ）項 ]   

・移送先として 「拘置所」を追加   

審判所は、矯正患者に関する審査において、患者の拘置所における抑留 ・

留置、ケア若し くは治療の継続又は当該場所への移送命令を行うことがで

きると規定する。   

[ 旧：第 6 1 条  審判所による矯正患者の審査第 ( 6 ) 項 ] ⇒「新第 9 2 条  矯正

患者の定期的及びその他の審査第（ 2 ）項 ]   

 

第 6 部  仮釈放 ( L e a v e  o f  a b s e n c e )   

第 9 4 条  審判所は、法医学患者に対して仮釈放（ l e a v e ） を与えることができる   

・ 審 判 所 が 、 法 医 学 患 者 が 適 当 と 考 え る 期 間 及 び 条 件 に 従 っ て 不 滞 在

（ a b s e n t ） であることを認める場所として 「拘置所」を追加する。   

[ 旧：第 4 9 条  審判所は、仮釈放（ l e a v e ） を許可することができる第 ( 1 ) 項 ]

⇒ [ 新：第 9 4 条  審判所は、法医学患者に対して仮釈放 （ l e a v e ） を与え

ることができる第 ( 1 ) 項 ]   

・ 法 医 学 患 者 に 不 滞 在 （ a b s e n t ） 許 可 を だ す 判 断 条 件 と し て 、 「 当 該 患 者 の

登録された被害者の安全」を追加する。   

[ 旧：第 4 9 条  審判所は、仮釈放（ l e a v e ） を許可することができる第 ( 3 ) 項 ]

⇒ [ 新：第 9 4 条  審判所は、法医学患者に対して仮釈放 （ l e a v e ） を与え

ることができる第 ( 3 ) 項 ]   

・ 「 審 判 所 は 、 法 医 学 患 者 の 解 放 命 令 に 課 す こ と が で き る 条 件 を 、 仮 釈 放

（ l e a v e  o f  a b s e n c e ） を許可する命令にも課すことができる。 」 と明記する。   

[ 新：第 9 4 条  審判所は、法医学患者に対して仮釈放 （ l e a v e ） を与えること

ができる第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 7 部  地域社会治療命令   

第 9 9 条  地域社会治療命令   

・ 地 域 社 会 治 療 命 令 の 対 象 者 と し て 「 拘 置 所 へ の 移 送 を 命 じ ら れ た 矯 正 患

者 」 、 「 拘 置 所 か ら精 神 治 療施設への移送命令の対象に なってい るが 、未

移送の者」 、 「拘置所の被収容者」も追加する。   

[ 旧：第 6 7 条  地域社会治療命令第 ( 1 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 9 9 条  地域社会治

療命令第 ( 1 ) 項 ( b ) ] 、 [ 旧 ：第 6 7 条  地域社会治療命令 第 ( 1 ) 項 ( c ) ] ⇒

[ 新：第 9 9 条  地域社会治療命令第 ( 1 ) 項 ( c ) ] 、 [ 旧 ：第 6 7 条  地域社会

治療命令第 ( 1 ) 項 ( d ) ] ⇒ [ 新：第 9 9 条  地域社会治療命令第 ( 1 ) 項 ( d ) ]   

・ 本法律に基づく規則が、 1 9 9 9 年犯罪 （刑の執行 ）法及び同法に基づく規則
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の運用との整合性を図る目的で、を修正することができる対象者として、拘

置所の被収容者を追加する。   

[ 旧：第 6 7 条  地域社会治療命令第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 9 9 条  地域社会治療

命令第 ( 3 ) 項 ]   

・ 地域社会治療命令を受けた拘置所に抑留 ・留置されている者が当該施設か

ら解放された場合でも、地域社会治療命令の条件又は命令の変更若し くは

取消しに従って効力を有すると明記する。   

[ 旧：第 6 7 条  地域社会治療命令第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 9 9 条  地域社会治療

命令第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 8 部  患者としての地位の終了及びその他の地位の変更   

第 1 0 4 条  矯正患者としての地位の終了   

・ 矯正患者が矯正患者でな くなる場合として、 「精神治療施設から拘置所に移

送された 」場合が追加する。   

[ 旧：第 6 4 条  矯正患者としての分類の終了 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 1 0 4 条  矯正患

者としての地位の終了 ( a ) ]   

・ 矯 正 患 者 が 矯 正 患 者 で な く な る 場 合 と し て 拘 禁 刑 （ s e n t e n c e d  t o  

i m p r i s o n m e n t ） の 刑 期 が 満 了 後 「 高 危 険 犯 罪 者 抑 留 ・ 留 置 命 令 （ h i g h  

r i s k  o f f e n d e r  d e t e n t i o n  o r d e r ）が出されていない場合」を追加する。   

[ 旧：第 6 4 条  矯正患者としての分類の終了 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 1 0 4 条  矯正患

者としての地位の終了 ( b ) ]   

・ 矯正患 者 でな くな る場 合 と して 「 高危 険犯罪者抑留 ・留置 命令 （ h i g h  r i s k  

o f f e n d e r  d e t e n t i o n  o r d e r ）が失効 」を条件として追加する。   

[ 新：第 1 0 4 条  矯正患者としての地位の終了 ( b ) ]   

 

第 1 0 5 条  非自発的患者としての患者の分類   

・ 審判所 （ T r i b u n a l ） が 、審査において、非自発的患者に分類することができ

る者として 、拘置所に抑留・留置されている患者も追加する。   

[ 旧：第 5 3 条  非自発的患者への分類第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：  第 1 0 5 条  非自発

的患者としての患者の分類第 ( 1 ) 項 ] 、 [ 旧 ：第 6 5 条  非自発的患者として

の分類第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：  第 1 0 5 条  非自発的患者としての患者の分類第

( 1 ) 項 ]   

・ 審判所が、非自発的患者に分類された患者を精神療施設へ移送することを

命じるこ とができ る施設 として拘置所からの移送も追加する 。 これに より 、

旧法 ( 第 6 6 条 ) では、矯正患者であった者が、非自発的患者に分類された

場合の 移 送 の 規 定 が され てい な かった が 、新法 では拘 置所 から精神 療施

設へ移送できようになる。   

[ 旧：第 5 3 条  非自発的患者への分類第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新：  第 1 0 5 条  非自発

的患者としての患者の分類第 ( 2 ) 項 ] 、 [ 旧 ：第 6 6 条  矯正患者でなくなっ

た場合の精神治療施設からの解放 ) ] ⇒ [ 新：  第 1 0 5 条  非自発的患者と
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しての患者の分類第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 1 0 7 条  法医学患者又は矯正患者でなくなった場合の抑留 ・留置からの解放  

・ 法医学患者でな くなった者が、釈放 （ d i s c h a r g e ） しなければならない抑留 ・

留置されている場所として 「矯正施設、拘置所その他の場所」を追加する。   

[ 旧：第 5 4 条  法医学患者でなくなった場合の精神治療施設からの解放 ] ⇒

[ 新：第 1 0 7 条  法医学患者又は矯正患者でなくなった場合の抑留・留置

からの解放第 ( 1 ) 項 ]   

・ 「矯正施設又は拘置所に抑留・留置されている者が、犯罪について裁判を受

けるにふさわしいと認められ、法医学患者でな くなった場合、又は、その他

の 合 法 的 な 理 由 に よ り 引 き 続 き 抑 留 ・ 留 置 さ れ る 必 要 が あ る 場 合 、 釈 放

（ d i s c h a r g e ） させてはならない 」 と明記する。   

[ 新：第 1 0 7 条  法医学患者又は矯正患者でなくなった場合の抑留・留置か

らの解放第 ( 4 ) 項 ]   

 

第 9 部  施行   

第 1 0 9 条  解放命令違反   

・ 審判所長が、逮捕命令を発付できる場合としては、旧法では 「精神疾患を理

由として無罪であるとの特別評決を下した場合（旧第 3 9 条）に基づく拘禁

（ c u s t o d y ） 解 放 命 令 に 違 反 し た 場 合 」 で あ っ た が 、 新 法 で は 、 新 法 で は

「行為は証明されたが刑事責任は問われないという特別評決の後に裁判所

が下した拘禁 （ c u s t o d y ）解放命令に違反した場合」に変更になる。   

[ 旧：第 6 8 条  解放命令の違反第 ( 1 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新 ：第 1 0 9 条  解放命令違

反第 ( 1 ) 項 ( b ) ]   

・ 「 審判所 長 は 、逮捕 され た 者の審査が行われるまでの間 、①条件付き 解放

の命令に従い、当該者に引き続き治療を施す命令、②医師による診断を受

ける命令、③評価及び治療のために精神治療施設に抑留 ・留置する命令、

の 1 つ又は複数を行うことができる。 」 と明記する。   

[ 新：第 1 0 9 条  解放命令違反第 ( 3 ) 項 ]   

・ 審判所は、本条に基づき逮捕された者の事案を審査し、 「解放命令を取り消

し 」 で き る と 変 更 さ れ た （ 旧 法 で は 「 条 件 付 き 解 放 命 令 を 取 り 消 し 」 で あ っ

た。 ） 。 さらに 、拘置所において、その者の抑留 ・留置、ケア 、又は治療を命

じることができるようにする。   

[ 旧：第 6 8 条  解放命令の違反第 ( 2 ) 項 ( c ) ] ⇒ [ 新：第 1 0 9 条  解放命令違

反第 ( 4 ) 項 ( c ) ]   

 

第 1 1 0 条  逮捕命令の執行   

・逮捕命令を受けた警察官の連行先として 「拘置所」を追加する。   

[ 旧：第 6 8 条  解放命令の違反第 ( 3 ) ( a ) ] ⇒ [ 新：第 1 0 9 条  解放命令違反

第 ( 1 ) 項 ( a ) ]   
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第 1 0 部その他   

第 1 1 5 条  患者の移送 ( ｔ r a n s f e r ) 及び搬送 ( t r a n s p o r t )   

・患者の移送・抑留 ・留置先として 「拘置所」を追加   

患者は 、 こ の 法 律 に 基 づ く 命令に 従 って 、 「 拘 置所 」に 移送 さ れ 、抑 留 ・留

置されることができるとする。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 5 条  患者の移

送及び搬送 ( t r a n s p o r t ) 第 ( 3 ) 項 ]   

・患者の搬送先 ・搬送元として 「拘置所」を追加   

法医学 患 者 又 は 矯 正 患者 は 、 「 拘置 所 」に 搬 送 ( t r a n s p o r t ) され 、又 はそ

こから搬送 ( t r a n s p o r t ) されることができるようにする。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 5 条  患者の移

送及び搬送 ( t r a n s p o r t ) 第 ( 4 ) 項 ]   

・移送することができる者の変更   

移送することができる者として 「矯正サービス局に雇用される者 」 （旧法 ）を

廃止し、 「司法省に雇用される者 」 （旧法 ）についても 「 コ ミュニティ司法省に

雇用された者 」 （新法 ）に変更する。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 5 条  患者の移

送及び搬送 ( t r a n s p o r t ) 第 ( 6 ) 項 ]   

・移送が完了していない者への搬送先として 「拘置所」の追加   

2 0 0 7 年精神保健法第 8 1 条及び同条に基づく規則は、同法に基づく人の

搬送 ( t r a n s p o r t ) への適用と同様に、本法律に第 8 6 条（保健省長官によ

る矯正施設又は拘置所からの移送 ）に基づ く移送命令の対象者であって 、

本 法 律 に 基 づ く 「 拘 置 所 」 へ の 移 送 が 完 了 し て い な い 者 へ の 搬 送

( t r a n s p o r t ) にも適用する。   

[ 旧：第 7 6 E 条  患者の移送及び搬送第 ( 5 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 5 条  患者の移

送及び搬送 ( t r a n s p o r t ) 第 ( 7 ) 項 ( c ) ]   

 

第 1 1 6 条  精神治療施設における抑留 ・留置の刑期及び仮釈放 （ p a r o l e ）への

影響   

・拘置所から移送された後の抑留・留置期間の取り扱いを明記   

拘置所から本編に基づき移送された後の精神治療施設又はその他の場所

におけるその人の抑 留 ・留置期間は、そ の人の刑期及び仮釈放 （ p a r o l e ）

の目的上、拘置所における拘禁（ i m p r i s o n m e n t ）の期間であるかのように

扱われる（拘置所」を追加） 。   

[ 旧 ： 第 6 0 条  精 神 治 療 施 設 に お け る 抑 留 ・ 留 置 の 刑 期 及 び 仮 釈 放

（ p a r o l e ）への影響第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 6 条  精神治療施設における抑

留・留置の刑期及び仮釈放（ p a r o l e ）への影響第 ( 1 ) 項 ]   

・ 1 9 9 9 年犯罪 （刑の執行）法第 6 編における、現在、拘禁（ i m p r i s o n m e n t ）

刑に服している法医学患者、又は精神治療施設に抑留 ・留置されている矯
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正患者の抑留・留置の取り扱いについて ：   

1 9 9 9 年 犯 罪 （ 刑 の 執 行 ） 法 第 6 編 に お い て は 、 現 在 、 拘 禁

（ i m p r i s o n m e n t ） 刑に服している法医学患者、又は精神治療施設に抑留 ・

留置され てい る 矯 正 患 者 は 、 フ ルタイ ム の抑留 ・留置 処分 （ s e n t e n c e  o f  

d e t e n t i o n ） に 服 し て い る も の と み な さ れ る ( 拘 置 所 で の 抑留 ・ 留 置 期 間 も

矯正施設での抑留 ・留置と同一に扱う ) とする。   

[ 旧 ： 第 6 0 条  精 神 治 療 施 設 に お け る 抑 留 ・ 留 置 の 刑 期 及 び 仮 釈 放

（ p a r o l e ）への影響第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 1 6 条  精神治療施設における抑

留・留置の刑期及び仮釈放（ p a r o l e ）への影響第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 1 1 7 条  患者に対する保安条件   

・ 長官が 必 要 と考 え る保 安 条 件に 服 く さ な く て よい 者と し て 、 拘置所に 抑留 ・

留置されている法医学患者が明記する。   

[ 旧：第 7 6 D 条  患者に対する保安条件第 ( 1 ) ] ⇒ [ 新：第 1 1 7 条  患者に対

する保安条件第（ 1 ） 項 ]   

・ 「 拘置所 」及び 「その他の場所 」についての明記と 「司法省長官 」から 「 コ ミュ

ニティ司法省長官」への変更について   

議定書に従った保安条件に服さなければならない矯正患者、法医学患者と

して 、①拘置 所に抑 留 ・留置されてい る法医学患者 、②精神治療施設であ

る拘置所の一部に抑留 ・留置されている法医学患者、③その他の場所に抑

留・留置されている矯正患者が対象として加える。又、保安条件については、

長官とコ ミ ュ ニ テ ィ司法 省 長官 （場合に より ） との間で合意された 議定書に

従った ものに 変 更 する （旧 法では 、長官と司法省長官との合意された 議定

書による ） 。   

[ 旧：第 7 6 D 条  患者に対する保安条件第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 1 7 条  患者に

対する保安条件第 ( 2 ) 項 ]   

・拘置所、精神治療施設である拘置所の一部について追記：   

拘置所、若 し くは精 神治療施設であ る拘置所の一部に抑留 ・留置されてい

る法医学 患者は 、関 連法令、並びに長官と矯正サービス長官又はコ ミュニ

テ ィ司法省長官 （場合により ） との間で合意された議定書に従って 、保安条

件 に 服 さ な け れ ば な ら な い 。 尚 、 精 神 治 療 施 設 で あ る 拘 置 所 の 一 部 が 、

1 9 8 7 年児童 （拘置所 ）法にいう拘置所とみなされ、その施設に抑留 ・留置

されている法医 学患 者又は矯正患者が、同法にいう被収容者とみなされ 、

同法及び同法に基づく規則が、その修正及び規則が定める範囲に従い、そ

の患者に適用する。   

[ 新：第 1 1 7 条  患者に対する保安条件第 ( 3 ) 項 ( b ) ]   

 

第 1 1 8 条  解放及び仮釈放（ l e a v e ） の計画   

・ 「 矯正サービス長官 及びコ ミュニテ ィ司法省内のニューサウスウェールズ州

青少年司法局 （ Y o u t h  J u s t i c e  N S W ） の最高責任者は、本条 ( 解放及び



- 256 - 
 

仮釈放（ l e a v e ）の計画 ) の目的のために、医務官（ m e d i c a l  o f f i c e r ） を支

援しなければならない。 」 と義務付ける。   

[ 新：第 1 1 8 条  解放及び仮釈放（ l e a v e ） の計画 ]   

 

第 6 編  法医学患者としての地位の延長   

第 1 2 1 条から第 1 4 4 条   

・旧別表 1  法医学患者としての地位の延長を条文として加える。   

 

第 7 編  審判所手続   

第 1 部  手続に関する規定   

第 2 部  上訴   

第 1 5 0 条  審判所の決定に対する不服申立一般   

・旧法では、保釈 （ b a i l ）中の者は対象外であったが、新法では保釈 （ b a i l ）中

の者も対象となる 。  又、旧法では、 「最高裁判所の許可を得て、最高裁判

所に上訴 （ a p p e a l ） することができる 」 と規定されていたが、新法では、 「裁

判所の許可を得て、最高裁判所に上訴 （ a p p e a l ） するこ とができる 」 とする。   

[ 旧：第 7 7 A 条  審判所の決定に対する不服申立第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 5 0 条  

審判所の決定に対する不服申立一般第 ( 1 ) 項 ]   

・ 最高裁判所に上訴することができる者が、 「保健大臣 」より 「保健 ・医療研究

担当大臣」に変更にする。   

[ 旧：第 7 7 A 条  審判所の決定に対する不服申立第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 5 0 条  

審判所の決定に対する不服申立一般第 ( 2 ) 項 ]   

・ 最高裁 判 所 に 上 訴するこ とができ る者 が 、 「 法医患者の被害者 」 よ り 「 法医

患者の登録被害者」に変更する。  又、旧法では、 「最高裁判所の許可を得

て 、最高 裁 判 所 に 上訴 （ a p p e a l ） す る こ とができ る 」 と規定さ れてい た が 、

新法では、 「裁判所の許可を得て、最高裁判所に上訴 （ a p p e a l ） することが

できる 」 とする。   

[ 旧：第 7 7 A 条  審判所の決定に対する不服申立第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 5 0 条  

審判所の決定に対する不服申立一般第第 ( 3 ) 項 ]   

 

第 1 5 1 条  解放決定に対する不服申立   

・ 旧法では、 「控訴裁判所の許可を得て、控訴裁判所に上訴することができる 」

と規定されていたが、新法では、 「裁判所の許可を得て、控訴 （ a p p e a l ） 裁

判所に上訴することができる 」 とする。   

[ 旧：第 7 7 A 条  審判所の決定に対する不服申立第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 5 1 条  

解放決定に対する不服申立第 ( 1 ) 項 ]   

・控訴裁判所に上訴することができる者を 「保健大臣 」より 「保健 ・医療研究担

当大臣」に変更する。   

[ 旧：第 7 7 A 条  審判所の決定に対する不服申立第 ( 5 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 5 1 条  

解放決定に対する不服申立第 ( 2 ) 項 ]   
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第 1 5 2 条  上訴 （ a p p e a l ） の提起   

・ 裁判所は 、上 訴 を 行 う こ とができ る期 間を 延長するこ とが でき るこ とを 明記

する。    

[ 新第 1 5 2 条  上訴の提起第 ( 2 ) 項 ]   

 

第 8 編  被害者登録   

第 1 5 6 条  被害者登録簿   

・特別評決変更に伴う被害者登録簿記載条件の変更   

旧法では、 「当該法医学患者が、特別審理の結果であるか否かを問わず、

精神疾患を理由として犯罪について無罪とされた場合に限り 、被害者登録

簿に、法医学患者の被害者の氏名を記載することができる。 」 と されていた

が、新法での特別評決の内容が変更になったのに伴い、 「当該法医学患者

に関して、犯罪の実行は証明されたが刑事責任を問われないという特別評

決がな され た 場 合 （ 特 別 審 理を 経た か否 かを 問わない ） に 限 り 、被害者登

録簿に、法医学患者の被害者の氏名を記載することができる。 」 と変更する。   

[ 旧：第 7 6 L 条  被害者登録簿第 ( 3 ) 項 ( a ) ] ⇒ [ 新：第 1 5 6 条  被害者登録簿

第 ( 3 ) 項 ( a ) ]   

 

第 1 5 7 条  審査及びその他の事項に関する被害者への通知   

・ 旧法では、通知の要件として審判所が、法医学患者の解放  ( 条件付き解放

を含む。 ) 、若し くは仮釈放（ l e a v e  o f  a b s e n c e ）の許可に関する命令を変

更した場合も、被害者の権利委員会が、法医学患者の登録被害者に対し、

通知を行わなければならなかったのが、新法ではこの要件を削除する。   

[ 旧：第 7 6 M 条  被害者に対する審査等の通知第 ( 1 ) 項 ( c ) ] ⇒ [ 新：第 1 5 7

条  審査及びその他の事項に関する被害者への通知第 ( 1 ) 項 ( c ) ]   

・ 通知の 要件 として 、法医学患者が、精神治療施設そ の他の抑留 ・留置 場所

を不法に不滞在（ a b s e n t ） に した場合を追加する。   

[ 新 ：第 1 5 7 条  審査及びその他の事項に関する被害者への通知第 ( 1 ) 項

( e ) ]   

・旧法では、通知情報に 「法医学患者の解放又は仮釈放（ l e a v e ）の付与に関

する審査手続において、被害者が審判所に対して提出することができるこ

と 」を含まなければならなかったが、新法では「解放又は仮釈放（ l e a v e ）の

付与に関すること 」を削除し 「被害者が、法医学患者に関する審査手続に

おいて審判所に提出することができること 」 と変更する。   

[ 旧：第 7 6 M 条  被害者に対する審査等の通知第 ( 3 ) 項 ( b ) ] ⇒ [ 新：第 1 5 7

条  審査及びその他の事項に関する被害者への通知第 ( 3 ) 項 ( b ) ]   

 

第 1 6 1 条  情報交換   

・ 省及び関連機関が保有する情報を、これらの省及び機関の間で共有又は交
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換できるようにするための取決め （情報共有議定書 ）を相互に締結すること

ができる者として、旧法の「保健省長官」 「家庭福祉省長官 」を削除し、旧法

の「司法省長官 」を新法では「コ ミュニティ司法省長官」に変更する。   

[ 旧：第 7 6 J 条  情報交換第（ 1 ） 項 ] ⇒ [ 新 ：第 1 6 1 条  情報交換第（ 1 ）項 ]   

・ 旧法では、 「被害者権利委員及び審判所長は、被害者登録及び被害者登録

に基づく通知のために、司法省が保有する情報を交換するための取決めを

相互に締結 するこ とができ る 。 」 と されて いたが、新法で は 「 コ ミ ュニテ ィ司

法省が保有する情報を交換するための取決めを相互に締結することができ

る。 」に変更する。   

[ 旧：第 7 6 J 条  情報交換第 ( 4 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 6 1 条  情報交換第 ( 3 ) 項 ]   

・ 新法では、情報共有議定書以外にも 「その他の取決め 」に基づき、行使する

権限を有することを明記する。又、 「取り決めの対象である他の省又は関連

機関が保有する情報 を要求し受領するこ と 」についても 、 「同意が必要とさ

れる者の同 意を得 るこ とな く 」 、保有する情報を 要求し受領するこ とができ

るようになる。   

[ 旧：第 7 6 J 条  情報交換第 ( 3 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 6 1 条  情報交換第 ( 4 ) 項 ]   

・ 付与 され る権 限 につ い ては 、例示の上、 「 合理的に 必要な情報に のみ関係

する 」と明記する。   

[ 新：第 1 6 1 条  情報交換第 ( 5 ) 項 ]   

・ 新法では 「情報交換 」の関連機関として、 「審判所 」 、 「被害者の権利委員会 」

を追加する。   

[ 旧：第 7 6 J 条  情報交換第 ( 6 ) 項 ] ⇒ [ 新：第 1 6 1 条  情報交換第 ( 9 ) 項 ]   

 

第 1 6 3 条  犯罪の訴訟手続   

・ 旧法では 「司法省長官 」が 「矯正施設又は拘置所に抑留 ・留置されている法

医学患者又は矯正患者に関して 、矯正施設又は拘置所又はその被収容者

の治安、秩序又は安全を維持する目的でその機能を行使する場合には、そ

の機能を行使することができる。 」 と されていたが、新法では「司法省長官 」

を 「コ ミュニティ司法省長官」に変更する。   

[ 旧：第 7 6 C 条  矯正サービス長官及び司法省長官の機能第 ( 1 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：

第 1 6 2 条  矯正サービス長官及びコミュニテ ィ司法省長官の機能第 ( 1 )

項 ]   

・ 旧法では 「司 法 省 長 官 より 司法省少年 司法局長 」への委任 と規定さ れてい

たが、新法では、 「 コ ミュニテ ィ司法省長官よりコ ミュニテ ィ司法省少年司法

担当事務局長」への委任に変更になる。   

[ 旧：第 7 6 C 条  矯正サービス長官及び司法省長官の機能第 ( 2 ) 項 ] ⇒ [ 新 ：

第 1 6 2 条  矯正サービス長官及びコ ミュニテ ィ司法省長官の機能第 ( 2 )

項 ]   

 

第 1 6 4 条  委任   
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・ 旧法の 「 司 法 省 長 官 」職 務 の行 使の委 任から 、新 法では 「 コ ミ ュ ニ テ ィ司法

省長官 」職 務 の行 使の 委 任に 変更する 。又 、受任者につ いても 「司法省に

雇 用 さ れ て い る 者 」 （ 旧 法 ） か ら 「 コ ミ ュ ニ テ ィ 司 法 省 に 雇 用 さ れ て [ 旧 ： 第

7 7 D 条  委任 ] 第（ 2 ）項 ( a ) ] ⇒ [ 新 :  第 1 6 4 条  委任第（ 2 ）項 ( a ) ] いる者」

（新法 ）に変更になる。   

[ 旧：第 7 7 D 条  委任 ] 第（ 2 ） 項 ( a ) ] ⇒ [ 新 :  第 1 6 4 条  委任第（ 2 ）項 ( a ) ]   

 

第 1 6 5 条  法医学患者の移送命令   

・ 旧法では、 「法医学患者の移送命令をだす司法省長官は、当該患者を任意

の矯正施設又は拘置所に抑留 ・留置させることができる 。 」 と されていたが、

新法では、 「司法省長官」が 「 コ ミュニテ ィ司法省長官」に変更になる。   

[ 旧：  第 7 7 C 条  法医学患者の移送 ( t r a n s f e r ) 命令 ] ⇒ [ 新：  第 1 6 5 条  法

医学患者の移送命令 ]   

 


